
ISSN 0286-4630 

建 築 研 究 資 料 
 

Building Research Data 

 
 

No. 175 November 2016 
 
 
 
 

実験データベースを用いた鉄筋コンクリー

ト造部材の構造特性評価式の検証 
Investigation on Structural Performance Evaluation of RC Members 

using Comprehensive Experimental Database 

 
 

向井智久，田尻清太郎，谷昌典，福山洋， 

田才晃，楠浩一，石川裕次，磯雅人，楠原文雄，坂下雅信，渡邊秀和，西村康志郎，中村孝也 

Tomohisa MUKAI, Seitaro TAJIRI, Masanori TANI, Hiroshi FUKUYAMA, 
Akira TASAI, Koichi KUSUNOKI, Yuji ISHIKAWA, Masato ISO,  

Fumio KUSUHARA, Masanobu SAKASHITA, Hidekazu WATANABE,  
Koshiro NISHIMURA, Takaya NAKAMURA 

 
 
 

国立研究開発法人  建 築 研 究 所 
 

Published by 

Building Research Institute 

Research & Development Agency, Japan 

 

 

 



 

 



 
 
 
 

i

 

はしがき 

 

鉄筋コンクリート造構造部材の強度，剛性及び変形能は，構造計算で用いる構造部材のモデル

化を決定する上で重要な評価項目ですが，その評価式は数十年前に開発された実験式なども多く，

近年の材料の高強度化を考慮して材料強度の適用範囲に関する技術的知見の蓄積並びにその適用

にあたっての留意事項や評価方法が必要とされています。一方，鉄筋コンクリート造の部材レベ

ルの構造実験は古くより各機関で実施されており，そのデータは膨大な数が存在しているものの，

それらを一括して収集し定型のフォーマットに揃えた上で，包括的に取り纏めたデータベースは

存在しておらず，これまでも評価式の分析を行う際にそのようなデータベースの利用が望まれて

きました。 

このような状況を踏まえて，国立研究開発法人建築研究所では，高強度材料等を用いた鉄筋コ

ンクリート造の構造部材を対象として，1975年以降に行われた鉄筋コンクリート造構造部材の構

造実験結果から適切なデータを選定・収集し，それらを用いて，基規準で記載されている強度，

剛性及び変形能の評価方法の精度に関するデータを取り纏め，当該評価方法が適切に利用される

ことを本課題の目的とした検討を行いました。 

本課題は主として，国土交通省の建築基準整備促進事業「高強度材料を用いた鉄筋コンクリー

ト造構造部材の強度，剛性及び変形能の評価方法に関する検討（平成 24 年度～25 年度）」にお

いて，横浜国立大学，竹中工務店，福井大学，東京大学，京都大学，広島大学の 6 者とともにデ

ータの収集，評価式の精度検証に関する取り纏めを共同研究として行いました。また，構造研究

グループの重点研究課題「巨大地震等に対する建築物の応答推定精度向上に資する入力および構

造解析モデルの研究（平成 25～27 年度）」においては，上記事業での検討結果をさらに精査して

いることに加え，ここで構築したデータベースの活用策として，目的に応じた既往データの収集

を容易にする検索システムの構築を目的とした検討等を実施しています。なお，本資料を取り纏

め中に 2015年版の構造関係技術基準解説書が刊行されることとなったため，本書から得られた重

要な知見の一部が当該解説書に事前に反映されています。 

最後に，本資料が今後の構造設計で用いられる構造部材の評価手法の適切な運用を促す一助と

なれば幸いです。 

 

平成28年11月 

国立研究開発法人  建築研究所 

坂本  雄三 
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実験データベースを用いた鉄筋コンクリート造部材の構造特性評価式の検証 

 

概要 

 

（1）鉄筋コンクリート造構造部材の加力実験に関するデータベースの構築 

現在の構造設計で使用されている部材の構造性能評価式の精度検証を目的として，既往の研究

で実施された構造実験を調査し，普通強度材料および高強度材料を用いた鉄筋コンクリート造構

造部材に関する構造性能についてのデータベースを作成した。対象とする部材は「梁・柱」，「袖

壁付き柱」，「腰壁･垂れ壁付き梁」，「耐力壁」，「柱梁接合部」とする。 

これらの実験データは，基本的には「日本建築学会構造系論文集」，「日本建築学会日本建築学

会 構造工学論文集（以下，構造工学）」，「日本コンクリート工学協会 年次大会論文集」，「日本

コンクリート工学協会 コンクリート工学論文集」の文献から収集した。対象期間は 1975 年～

2013年である。 

 

（2）設計式の精度検証と適用範囲の検証 

 今回構築したデータベースを用いて，全国官報販売協同組合発行の構造関係技術基準解説書

（2007年版）に記載の式および日本建築学会が刊行している規準・指針類に示されている設計式

を用いて鉄筋コンクリート造構造部材の各構造性能について評価を行い，その評価精度について

検討を行った。その際，データベースに入力されている実験の加力方法，試験体の形状，材料強

度の範囲などの条件を考慮し，設計式の適用範囲についての検証も同時に行った。 

 

なお，NAS（Network Attached Storage）システムを用いて，横浜国立大学にインターネットを介

して管理可能なデータベースの構築を行った。具体的には，セキュリティーと堅牢性を併せ持た

せ，RAID機能を採用した大容量ハードディスクを横浜国立大学内に用意した。システムは，イン

ターネットを介してどこからでもアクセスすることが出来るようにし，基本的にはひとつのファ

イルを常に修正することで，バージョン管理を容易にした。また，これらのバックアップを建築

研究所のサーバーに構築した。 
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Investigation on Structural Performance Evaluation of RC Members using Comprehensive 

Experimental Database   

 

Summary 

 

（1）Development on Comprehensive Experimental Database for Structural Performance Evaluation of RC 

Members   

Past experimental tests are collected and comprehensive database for RC structural members was 

established. Target members are beam, column, column with walls, beam with walls, structural wall, and 

beam‐column joints. These test data was collected from 4 Japanese journals with peer reviews issued from 

1975 to 2013, which are “AIJ journal of structural and construction engineering”, “AIJ journal of structural 

engineering”, “concrete research and technology of the JCI”, “annual proceedings of the JCI”.   

 

（2）Verification of design equations and applicable scope 

 Using the established database, the design equations in the manual for national structural standard and 

guidelines issued from academic societies were verified for each structural member, the accuracy was 

shown. In the investigations, applicability of design equations was discussed considering the various 

conditions in the database which are loading protocol, configuration of specimen, material strength and 

others.     

 

 Using NAS（Network Attached Storage）set in National Yokohama University, the database system was 

established. The system had security and toughness, large capacity with RAID function. The users with 

access right were able to access the database easily and manage the latest version by editing the file in the 

database via the Internet. The backup of this system was established in the server of BRI. 
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1.1 研究目的と体制 

鉄筋コンクリート造構造部材の強度，剛性及び変形能は，構造計算で用いる構造部材のモデル

化を決定する上で重要な評価項目であるが，その評価は，現在ほど材料の強度範囲が広くない時

期に提案されたものも多くあり，構造設計の現状を踏まえた適用範囲に関する技術的知見の蓄積

が必要である。一方，さまざまな強度を適用範囲に含むような，最新の提案モデル等については,

その適用にあたっての留意事項や評価の方法が必要である。 

そこで，高強度材料等を用いた鉄筋コンクリート造の構造部材を対象として，1975 年以降行わ

れた鉄筋コンクリート造構造部材の構造実験結果から適切なデータを選定・収集し，それらを用

いて基規準で示されている強度，剛性及び変形能の評価方法の精度に関するデータを取り纏め，

技術基準解説書に示されている設計式および日本建築学会などから提案されている各設計式を対

象に，その精度および適用範囲を検証することで，各設計式が適切に利用されることを本課題の

目的とする。  

本研究は主として，国土交通省の建築基準整備促進事業「高強度材料を用いた鉄筋コンクリー

ト造構造部材の強度，剛性及び変形能の評価方法に関する検討（平成 24 年度～25 年度）」にお

いて，横浜国立大学，竹中工務店，福井大学，東京大学，京都大学，広島大学の 6 者とともにデ

ータの収集，評価式の精度検証に関する取り纏めを上記事業の共同研究として行った。また，構

造研究グループの重点研究課題「巨大地震等に対する建築物の応答推定精度向上に資する入力お

よび構造解析モデルの研究（平成 25～27 年度）」においては，上記事業での検討結果をさらに精

査して取り纏めた。 

 

1.2 研究方法 

 具体的な研究の方法を以下に示す。 

 

1.2.1 高強度材料を用いた鉄筋コンクリート造構造部材の加力実験に関するデータベースの構築 

現在の構造設計で使用されている部材の構造性能評価式の精度検証を目的として，既往の研究

で実施された構造実験を調査し，普通強度材料および高強度材料を用いた鉄筋コンクリート造構

造部材に関する構造性能についてのデータベースを作成する。対象とする部材は「梁・柱」，「袖

壁付き柱」，「腰壁･垂れ壁付き梁」，「耐力壁」，「柱梁接合部」とする。 

これらの実験データは，基本的には「日本建築学会構造系論文集」，「日本建築学会構造工学論

文集（以下，構造工学）」，「日本コンクリート工学協会 年次論文集」，「日本コンクリート工学協

会 コンクリート工学論文集」の文献から収集した。対象期間は 1975 年～2013 年である。 

また本研究で対象とする構造性能評価項目は，構造設計で必要とする項目とし， 

  ・弾性剛性 

  ・ひび割れ強度 

  ・ひび割れが発生するときの部材角 

・曲げ降伏強度 

・曲げ降伏が発生するときの部材角（あるいは割線剛性） 

・曲げ終局強度 

・せん断終局強度 
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・せん断終局強度に達するときの部材角（あるいは割線剛性） 

  ・限界変形角 

  ・破壊形式 

としている。 

 特に実験データの少ない部材に関しては，「日本建築学会大会学術講演梗概集」や「建築研究資

料」に対象論文集を広げる。既往の文献を用いてデータを収集する際には，タイプミスを含む誤

植，重要なパラメータに誤りと強く推認される記述があるものが存在する可能性がある。本研究

ではデータベースの信頼性を確保するために，このような「信頼性の低いデータ」を排除したデ

ータベースの構築を行う必要がある。そこで，精度検討に用いるデータの選別基準の明確化，お

よびデータの選択，更に対象としない実験データに関しては，その後の文献の追跡を行い，数値

の修正等がなされていないかを適宜確認する。 

 

1.2.2 データベースの設置 

NAS（Network Attached Storage）システムを用いて，横浜国立大学にインターネットを介し

て管理可能なデータベースの構築を行った。具体的には，セキュリティーと堅牢性を併せ持たせ，

RAID 機能を採用した大容量ハードディスクを横浜国立大学内に用意した。システムは，インタ

ーネットを介してどこからでもアクセスすることが出来るようにし，基本的にはひとつのファイ

ルを常に修正することで，バージョン管理を容易にした。また，アクセスにセキュリティー管理

を付与することは当然であるが，アクセス権のある人は，外部から自由に閲覧，修正できる利便

性を確立した。また，これらのバックアップを建築研究所のサーバーに構築した。 

 

1.2.3 設計式の精度検証 

 今回構築したデータベースを用いて，全国官報販売協同組合発行の構造関係技術基準解説書

（2007年版）に記載の式および日本建築学会が刊行している規準・指針類に示されている設計式

を用いて鉄筋コンクリート造構造部材の各構造性能について評価を行い，その評価精度としてば

らつきを考慮した平均値を用いて纏め，データベースに入力されている実験の加力方法，試験体

の形状，材料強度の範囲などの条件を考慮し，設計式の適用範囲についての検証も同時に行う。

なお，各設計式の検討においては，必ずしも文献調査で収集した全ての試験体を対象としていな

い。具体的には，下記に当てはまる試験体などは検討から除外した。 

 

・ 構造特性の数値自体が論文で示されていないもの 

・ 対象とする破壊形式以外のもの 

・ プレストレスト鉄筋コンクリート造や鉄骨鉄筋コンクリート造など，一般の鉄筋コンクリ

ート造とは異なるもの 

・ 特殊な形状を有するもの 

・ 鉄筋以外の特殊なものを試験体内に配置したもの 

・ 軽量コンクリート・繊維補強コンクリートなどを用いたもの 

・ 加力条件および試験体に作用している応力状態が論文からは不明確なもの 
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2.1 対象とした論文 

 調査対象は，日本建築学会構造系論文集（以下，黄表紙），日本コンクリート工学協会 年次論

文集（以下，JCI 大会），日本コンクリート工学協会 コンクリート工学論文集（以下，JCI 論文

集），日本建築学会 構造工学論文集（以下，構造工学）である。調査対象論文は，1975 年～2013

年のものである。調査した論文集を表 2.1.1 にまとめる。論文数全体では 987 編，そのうちの約

65%は JCI 大会である。また，部材別で見ると，柱梁接合部が一番多く，次いで柱，耐力壁，梁

の順となる。特に腰壁・垂れ壁付き梁の論文は極めて少なく，５編しかない。 

 なお，表中のその他は，あるパラメータに関する実験データの少ない部材について追加で収集

した，日本建築学会大会学術講演梗概集や建築研究資料である。 

 

表 2.1.1 調査対象論文 

項目 梁 柱 
垂れ壁・腰壁

付き梁 

袖壁付き

柱 
耐力壁 

柱梁 

接合部 
合計 

調 

査 

文 

献 

数 

黄表紙 16 29 1 6 27 17 96 

JCI 大会 67 185 3 2 169 226 652 

JCI 論文集 3 6 0 29 5 2 45 

構造工学 2 11 1 0 16 15 45 

その他 26 31 0 16 40 36 149 

合計 114 262 5 53 257 296 987 

 

2.2 収集したデータの特徴について 

 調査したデータの諸元を表 2.2.1 に示す。以下，各項目についてその特徴を述べる。 

 

表 2.2.1 調査したデータの諸元 

項目 梁 柱 垂れ壁・腰壁付き梁 袖壁付き柱 耐力壁 柱梁接合部

試験体数 497 1333 39 204 507 856
コンクリート強度 

（MPa） 

最小 12 11 15 7 13 14
最大 167 198 36 47 60 190

主筋強度 

（MPa） 

最小 245 297 365 300 244 310
最大 1023 1447 401 729 1044 1428

せん断補強筋強度 

（MPa） 

最小 188 201 221 175 160 204
最大 1767 1764 384 930 1423 1481

試験体スケール 
最小 0.25 0.17 0.33 0.10 0.07 0.20
最大 1.00 1.00 0.42 0.67 1.00 1.00

せん断スパン比 
最小 0.67 0.69 0.63 0.26 0.21 
最大 5.00 9.80 4.17 3.47 2.96 

軸力比 
最小  -0.67 -0.08 -0.40 -0.33
最大  0.90 0.49 0.61 0.60

壁縦筋強度 

（MPa） 

最小  221 215 160 
最大  383 930 882 

壁横筋強度 

（MPa） 

最小  221 215 160 
最大  993 930 1423 

柱梁曲げ耐力比 
最小   0.34
最大   7.52

接合部補強筋比 
最小   0
最大      0.021 



第 2 章 収集データの概要 
 

2-3 

2.2.1 試験体 

 試験体の数は，必ずしも論文の編数とは比例しておらず，最も多いのは柱部材で 1,368 体ある。

一方，腰壁・垂れ壁付き梁および袖壁付き柱の試験体数はそれぞれ 39，204 と他の試験体と比べ

て少ない。これは，垂れ壁・腰壁・袖壁がこれまでは明示的に構造設計に取り込まれてこなかっ

たこと，特に腰壁・垂れ壁はスリットを切って構造躯体と切り分けることが多いこと，更にスリ

ットを切った 2 次壁の影響は構造計算において無視されることが多かったことに起因していると

考えられる。 

 

2.2.2 材料強度 

 表に示す材料強度は，いずれも材料試験結果による実強度である。 

コンクリート強度に関しては，最小強度は，柱試験体で 11MPa，袖壁付き柱試験体で既存 RC 造

建物を対象とした 7MPa のものが存在するが，大部分は建築基準法に示される最小強度である

12MPa 以上である。一方，最大強度は，腰壁・垂れ壁付き梁，袖壁付き柱，および耐力壁ではそ

れぞれ，36MPa，47MPa，60MPa と，一般的に使用される 60MPa 以下の範囲となっている。一方，

柱，梁，柱梁接合部では，高強度コンクリートを用いた試験体があり，コンクリート強度はおよ

そ 170～190MPa が最大となっている。 

主筋に関しては，いずれの試験体でも，最小強度は 244MPa であり，一般に使用される鉄筋強度

は保有している。一方，最大強度に関しては，腰壁・垂れ壁付き梁および袖壁付き柱を除いて，

1000MPa を越える高強度鉄筋が用いられている。 

せん断補強筋に関しては，最小強度は袖壁付き柱で 175MPa のものがあり，全ての試験体で主筋

の最小強度を下回る。一方，最大強度では，特に柱・梁・耐力壁・柱梁接合部で極めて高く，1000MPa

を大きく上回る。 

壁の縦筋・横筋については，縦筋は壁内の材軸方向の鉄筋，横筋は材軸直交方向の鉄筋である。

いずれの方向でも，最小強度は耐力壁で 160MPa，腰壁・垂れ壁付き梁および袖壁付き柱では 220MPa

程度である。最大強度は，腰壁・垂れ壁付き梁および袖壁付き柱で 400～1000MPa 級であるが，耐

力壁の横筋では，1400MPa 程度の高強度鉄筋が用いられているものもある。 

 

2.2.3 試験体の縮尺 

 試験体の縮尺は，ほとんどの試験体が 1.0 を下回る縮小モデルであるが，柱，梁，耐力壁およ

び柱梁接合部で，実寸試験体もある。小さい試験体ではおよそ 1/5(0.20)程度の縮尺であるが，

耐力壁では 0.07 と 1/10 以下の試験体もある。 

 

2.2.4 せん断スパン比 

 せん断スパン比は，最小値は反曲点が部材中央付近となるおよそ 0.5 程度であるが，耐力壁で

は 0.21 と極めて低いものがある。一方，最大値を見ると，反曲点が部材外に出る 1.0 を越えるも

があり，柱を除いておよそ 3～5 程度である。柱では 10 に近い試験体がある。  

 

2.2.5 軸力比 

 柱，袖壁付き柱，耐力壁，柱梁接合部試験体では，軸力を作用させた試験体がある。引張側軸
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力では，柱では 0.70 という大きな引張力を作用させたものがある。一方，袖壁付き柱では，引張

軸力を作用させたもの軸力比-0.08 程度である。圧縮側の最大は柱を除いて，釣合軸力を上回る

0.50～0.60 程度である。一方，柱試験体ではおよそ 1.0 と極めて大きな圧縮軸力を作用させたも

のがある。 

 

2.3 実験結果との比較について 

2.3.1 はじめに 

鉄筋コンクリートの実部材の挙動は，正確には加力実験により把握することになる。単純ばり

の加力実験から得られた，せん断力－部材各関係の一例を図 2.3.1 に示す。鉄筋コンクリート部

材は，鉄筋とコンクリートからなる複合材料を用いており，特にコンクリートの非線形性は小ひ

ずみ領域から高く，またばらつきも大きいのが一般的である。特にコンクリートは硬化中および

硬化後の乾燥収縮の進展などにより，微細なひび割れが発生し，もはや厳密な意味では線形では

なくなる。 

そういった非線形性の高い部材にせん断力を作用させた場合，図 2.3.1 に示したように，小さ

な部材角では，部材角に対して比較的直線的にせん断力が増加していく。この状態では，部材の

変形とそれによって生じる応力に凡そ線形関係が成り立っている状態である。部材の変形には，

曲げによる変形とせん断による変形があり，それぞれに対して剛性（曲げ剛性，せん断剛性）が

ある。一般的に，柱や梁などの細長い部材では曲げ変形が卓越し，壁などの面材ではせん断変形

が卓越する。その後，部材に曲げひび割れやせん断ひび割れが発生し，剛性の低下が顕著となる。

更に部材角を大きくしていくと，部材は終局状態へと移行していく。 

曲げ引張降伏型の部材では，最外縁の鉄筋が降伏し（曲げ降伏），部材の剛性が大きく低下し始

める。その後緩やかにせん断力は上昇し，圧縮側のコンクリートが圧縮力を負担する性能が低下

し始めると，せん断力は低下し始める（曲げ終局）。更にせん断力の低下が続き，やがては曲げ降

伏後のせん断破壊（せん断終局）を生じる。特に軸力の高い柱などで発生する，曲げ圧壊型では，

鉄筋の引張降伏挙動よりもコンクリートの圧壊が支配的となり，コンクリートの圧壊により曲げ

終局耐力が決定する。この破壊形式では，終局耐力に達した後は，急激に耐力が低下する。 

一方，脆性的な破壊として，せん断破壊や付着割裂破壊がある。曲げ終局強度に達する前にこ

ういった破壊の強度（せん断終局強度）に達した場合は，急激に耐力が低下する。この挙動は極

めて不安定であるが，急激な耐力低下の後，一定の残存耐力があることが知られているが，やが

て，水平耐力は０となる。 

曲げ破壊型，せん断破壊型によらず，やがて耐力は０となる。あるいは，鉛直部材では損傷に

より，軸方向変形が著しくなり，建物を保持することができなくなる。こういった，建物全体の

安定性を担保できなくなるような損傷が生じた点を部材の安全限界点と定義できる。このときの

変形を限界変形角と呼ぶ。 

以上より，鉄筋コンクリート部材の挙動を評価する上で重要な現象を以下に示す。 

 

① 弾性剛性（曲げ剛性とせん断剛性） 

② ひび割れ強度（曲げひび割れ強度とせん断ひび割れ強度） 

③ ひび割れが発生するときの部材角（曲げひび割れ時とせん断ひび割れ時） 
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④ 曲げ降伏強度 

⑤ 曲げ降伏が発生するときの部材角（あるいは割線剛性） 

⑥ 曲げ終局強度 

⑦ せん断終局強度 

⑧ せん断終局強度に達するときの部材角（あるいは割線剛性） 

⑨ 限界変形角 

 

これまでのいろいろな実験的・解析的研究の成果から，これらの鉄筋コンクリート部材の挙動

に対して，様々な式が提案されている。それらの式の精度を検証する上では，これまでに行われ

てきた実験から得られた実現象と比較することがもっとも直接的である。本研究では，鉄筋コン

クリート部材を対象として提案されている様々な式を，実験データを用いて検証することを目的

としている。 
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せん断破壊型
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たわみ  (mm)

曲げ降伏型

 

図 2.3.1 単純ばりの荷重－たわみ関係の例 

 

2.3.2 モデル化の手法 

今日用いられている主な耐震設計法としては，許容応力度計算，保有水平耐力計算，限界耐力

計算，時刻歴応答解析があげられる。耐震設計法（1 次設計）では地震力（地震荷重）を定義し

ており，その外力に対して，各部材に発生する応力を求め，部材の設計用応力を算出し，適切な

安全率を用いて割り増した設計用応力を用いて，部材の設計をすることとなる。この部材に用い

られる設計式の数値は，設計法ごとに異なるが，基本的には 2.3.1 で示したいずれかの部材性能

を示す数値である。その為，2.3.1 で示した部材性能を示す評価式の精度検証が重要となる。 

一方，例えば図 2.3.1 に示したような部材の変形に応じた非線形性を逐一追跡しながら，建物全

体の応力解析を実施する方法もある。この方法では，建物の規模に応じて膨大なマトリクス計算

が必要となるため，もはや手計算では不可能に近く，一般的にはコンピュータを用いて行う。コ

ンピュータを用いて計算を行うためには，各部材の非線形挙動をあらかじめコンピュータに設定

しておく必要がある。図 2.3.1 に例示したような鉄筋コンクリート部材の荷重－変形関係を単純
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な数式で表現することは困難である。そこで，一般的には部材の挙動を極めて単純化し，いくつ

かの直線の組み合わせで表すモデル化が採用される。鉄筋コンクリート造の場合は，ひび割れの

影響による剛性低下も考慮して，３本の直線でモデル化する場合が多い。 

曲げ破壊型の部材の荷重とたわみの関係は，図 2.3.2 に示すようになる。モデル化では，第二折

れ点以降の勾配（剛性）は極めて小さく取ることが多い。モデル化では，第一折れ点（①弾性剛

性，②ひび割れ強度，③ひび割れが発生するときの部材角）および第二折れ点（④曲げ降伏強度，

⑤曲げ降伏が発生するときの部材角，⑥曲げ終局強度）を適切に定義する必要がある。また，動

的応答ではひずみエネルギー（荷重－変形関係の面積）が重要な意味を持つため，実験結果と解

析モデルのひずみエネルギーが等しくなるように設定する必要がある。特に，限界耐力計算では，

等価粘性減衰定数の評価が必要となる。なお，一般的な載荷履歴から得られる等価粘性減衰定数

は定常応答に対する等価粘性減衰定数と対応する。その為，限界耐力計算で用いる等価粘性減衰

定数は，地震応答がランダム振動であることを考慮して適切に低減する必要がある。この低減率

は告示 1457 号第 9 の２ロに示されている。 
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図 2.3.2 曲げ破壊型のモデル化（軸力が小さい場合） 

 

図 2.3.2 は，軸力がなく，主筋が一段配筋の例であるため，実験結果も第二折れ点が比較的明

瞭で，その後の靱性能も極めて高いため，⑨の限界変形角を実質，非常に大きく取ることができ

る（実験では加力装置の制限で確認できない場合もある）。一方，軸力が作用する場合や，主筋が

多段配筋になると，図 2.3.3 に示すように，第二折れ点付近の剛性低下はなだらかになり，かつ

最大耐力以降の耐力低下が現れる。この場合の第二折れ点での耐力の設定は，設計上も重要な意

味を持つ。例えば，第二折れ点の耐力を最大耐力とするなど高く設定すると，曲げ崩壊型の建物

の保有水平耐力を高く見積もることとなるが，その分せん断応力も大きくなるため，せん断設計

上は安全側となる。一方，図 2.3.3 の様に，最大耐力よりも低く取る場合は，保有水平耐力は低

く算出されるものの，せん断設計用応力に対しては十分な安全率を考慮する必要がある。 

また，図 2.3.3 のような荷重－変形関係を示す場合の限界変形角は，図に示すように最大耐力

の α%に耐力が低下した点として定義することが多い。この α を定義するに当たっては，下記の

ような点を考慮して決定されていると考えられる。 
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・ 部材の挙動が安定している限界 

・ モデルで算出される復元力が実際の耐力に比べて高くなる許容限界 

・ 履歴面積が等しくなる点 

 

 

図 2.3.3 軸力が作用する場合の荷重－変形関係とそのモデル化 

 

一方，せん断破壊型の部材では，せん断終局強度に到達後，急激に耐力が低下し，不安定な挙

動を示すため，一般的には図 2.3.4 に示すように，第二折れ点までをモデル化する。モデル化で

は，第一折れ点（①弾性剛性，②ひび割れ強度，③ひび割れが発生するときの部材角）および第

二折れ点（⑦せん断終局強度，⑧せん断終局強度に達する時の部材角）を適切に定義する必要が

ある。なお，このモデル化では，第二折れ点を超えた場合は解析が不可能となるため，便宜的に

第二折れ点以降に低い正の剛性を持たせることがある。しかし，この場合も，設計上有効な解析

は第二折れ点に到達するまでである。 
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荷
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図 2.3.4 せん断破壊型の荷重－変形関係とそのモデル化 

 

2.3.3 実験結果との比較について 

(ア) 物性値の比較 

RC 部材の物性値を実験結果と比較する場合，2.3.1 でも述べたとおり，下記の９点が挙げられ
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る。以降では，それぞれの項目について，実験結果で対応する点を示す。なお，一般的には日本

建築学会論文などに下記の項目すべてが示されていることは極めてまれである。その場合は，示

されていない物性値に対応する評価式の精度を実験から直接検討することは不可能となる。その

場合でも，実験の荷重－変形曲線が図に示されている場合は，（イ）により，復元力モデルとの比

較により精度を検証することとする。 

 

① 弾性剛性 （曲げ剛性とせん断剛性） 

② ひび割れ強度（曲げひび割れ強度とせん断ひび割れ強度） 

③ ひび割れが発生するときの部材角（曲げひび割れ時とせん断ひび割れ時） 

④ 曲げ降伏強度 

⑤ 曲げ降伏が発生するときの部材角（あるいは割線剛性（降伏時剛性低下率）） 

⑥ 曲げ終局強度 

⑦ せん断終局強度 

⑧ せん断終局強度に達するときの部材角（あるいは割線剛性） 

⑨ 限界変形角 

 

1) 弾性剛性（曲げ剛性とせん断剛性） 

曲げ変形とせん断変形が別に計測され，曲げ剛性とせん断剛性が別に示されている場合は，

それぞれの理論式と比較する。別に示されていない場合は，数値計算では曲げ剛性とせん断

剛性を加味した「弾性剛性」と実験結果を比較することとなる。しかし，耐震壁などの高剛

性試験体では，一般的に弾性剛性の計測が困難な場合がある。 

2) ひび割れ強度（曲げひび割れ強度とせん断ひび割れ強度） 

実験で，それぞれのひび割れが目視された点での強度とする。この強度は，一般的には荷

重－変形関係において，剛性が弾性剛性から低下し始める点と対応すると考えることができ

る。その為，直接的に剛性が弾性剛性から大きく低下する点とすることもできるが，この場

合は曲げひび割れとせん断ひび割れの判別は困難となる。 

3) ひび割れが発生するときの部材角（曲げひび割れ時とせん断ひび割れ時） 

実験で，それぞれのひび割れが目視された点での部材角とする。この部材角は，一般的に

は荷重－変形関係において，剛性が弾性剛性から低下し始める点と対応すると考えることが

できる。その為，直接的に剛性が弾性剛性から大きく低下する点とすることもできるが，こ

の場合は曲げひび割れとせん断ひび割れの判別は困難となる。 

4) 曲げ降伏強度 

曲げ降伏強度は，部材の主筋が初めて降伏するときの曲げモーメントに対応する。論文に

記述がない場合は，推定は極めて困難である。 

5) 曲げ降伏が発生するときの部材角（あるいは割線剛性（降伏時剛性低下率）） 

この部材角は，曲げ降伏時剛性低下率 αy を用いて計算することとなる。αy は，曲げ降伏

点での割線剛性の計算初期剛性に対する比で表される。その為，曲げ降伏点での割線剛性，

あるいは曲げ降伏強度と復元力特性が論文で示されていない場合は，精度検証は極めて困難

である。 
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6) 曲げ終局強度 

曲げ終局強度は，曲げ降伏型試験体における最大強度と比較する。その為，最大強度ある

いは復元力特性の記述が必要である。2.3.3 でも示すが，曲げ降伏型の場合，曲げ終局強度を

復元力特性モデル上の第二折れ点での耐力として取ることが一般的であるため，計算上は曲

げ終局強度が部材の負担する曲げモーメントのおよそ最大値となる。一方，この項目の精度

検証で明らかになるとおり，実部材ではこの曲げ終局強度に対して，更に高い曲げモーメン

トを示すことが考えられる。この増加分は，せん断保証設計などにおける設計用応力を算出

する上で非常に重要な意味を持つ。 

7) せん断終局強度 

せん断終局強度は，せん断破壊型試験体の最大強度と比較する。最大強度か復元力特性が

記されている必要がある。一方，曲げ降伏後のせん断破壊型の場合は，復元力特性が示され

ている必要がある。 

8) せん断終局強度に達したときの部材角（あるいは割線剛性） 

せん断終局強度に達したときの変形角で評価することが一般的である。変形角（あるいは

変形量）か復元力特性が記されている必要がある。 

9) 限界変形角 

せん断破壊後の挙動が安定しておらず，精確にその挙動を推定することが困難な現状に鑑

みると，せん断破壊型の場合は，せん断終局強度に達した点を限界変形角と評価することが

妥当であると考えられる。 

一方，曲げ降伏型では，限界変形角の定義が現状では曖昧であろう。定義としては，負担

できる水平力がある一定レベル以下となった点，鉛直材では軸支持能力がある一定レベルと

なった点，軸変形量がある一定レベル以上となった点と定義することができよう。しかし，

その定義においては，建物全体の安定性の考え方にも依存するため，現状では明確にされて

いるとはいえない。例えば，曲げ降伏後のせん断破壊を生じる点とすることが考えられるが，

実際には，（イ）復元力モデルとの比較，で示す方法で定義されることが多い。 

 

(イ) 復元力モデルとの比較 

学術論文では，それぞれの研究テーマに関して議論が展開されるため，実験的研究においても

紙面の制約などにより，（ア）に示したデータの全てを論文に示していることは残念ながら少ない。

今後，実験論文では基本データは全て紙面に示すことを推奨したいが，過去の論文に関しては，

限られたデータから判断し，精度検証するしかない。 

そこで，ここでは視点を変えて，構造物の数値解析で用いる部材の復元力特性モデルの検証と

いう観点で，その精度検証を試みる。具体的には，例えば図 2.3.5 に示したように，実験結果の

骨格曲線と 3 折れ線モデルとの比較を試みる。 

まず，初期剛性に関しては，終局強度計算値 Quの 1/3 を第一折れ点の強度（Qc）と仮定し，原点

と実験結果から得られる第一折れ点を結んだ傾きと定義する。この初期剛性と計算初期剛性を比

較することにより精度検証を行う。 

また，安全限界点での変形（限界変形角δs）は，実験で得られた最大耐力から α%にせん断力

が低下した点での変形として定義する。この定義は，2.3.2 で示したように，部材の特性に依存す
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る。その為，部材によらず一定値となる必然性もない。本報告書では，仮の定義として，α=80%

と仮定することとする。この数値の妥当性については，軸力支持能力の推移なども考慮して，さ

らなる検討が必要であろう。 

第 2 折れ点での強度は計算で得られる終局強度 Quとする。そのときの変形は，原点から限界変

形角δsまでの，実験結果でのひずみエネルギー（復元力特性骨格曲線で囲まれる面積）と３折れ

線モデルでのひずみエネルギーが一致するように定義する。しかし，学術論文に示された荷重変

形図のような限られたデータから，ひずみエネルギーを計算することは極めて困難である。そこ

で，荷重－変形関係の接線剛性が急変する点を降伏点とする方法，または既往の研究を元に，第

二折れ点での割線剛性は，骨格曲線上で初めて最大強度の 80％に達する点と原点を結んだ傾きと

仮定し，この傾きと計算される弾性剛性 K1 との比と，降伏点剛性低下率 αy を比較し，その精度

を検証することとする。 

 

 

図 2.3.5 3 折れ線モデルでの各特性値 

α％に低下 
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本研究において梁部材の構造性能実験データベースの収集は，以下の論文から行った。日本建

築学会発行の論文報告集，大会学術講演概便集，構造工学論文集，日本コンクリート工学会発行

の年次講演会論文集に 1976年から 2013年までに記載された実験データから有用なデータを抽出

し，以下の破壊モードに分類しデータベース化を行った。 

 

１）梁曲げ降伏先行型 （曲げ降伏後のせん断破壊，付着破壊，曲げ圧壊など） 

２）梁せん断破壊型 （曲げ降伏前のせん断破壊） 

３）梁付着破壊型 （曲げ降伏前後の付着破壊） 

 

 各試験体の破壊モードは，著者の記述に従って分類している。特に複数の研究機関の間で梁曲

げ降伏後のせん断破壊と，付着破壊の区別などが，物理的に定義することが難しい状況にある。

原則としては，破壊の現象と耐力低下が連動していることによって判定されるものと考えられる。 
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3.1 データベースの項目 

本節では，本研究で作成したデータベースのうち梁部材のデータベースにおける項目について

の説明を掲載する。 

 

1． 基本情報：ID，出典情報等 

101-ID 情報 

1) 通し番号:部材毎に通し番号を付ける。 

2) 実験主体；実験実施の主体を記載する。 

3) 文献に記載されている試験体の名称を付ける。 

4) 架構試験体の一部などで，試験体名称と異なる場合に名称を設ける。 

102-文献情報 

1) 文献番号：主たる論文について文献収集リストで付与した通し番号を記載する。 

2) 関連文献番号：主たる論文に関連する文献収集リストで付与した通し番号を記載する。複

数記載可。 

3) 情報：主たる文献で必要な情報（タイトルや雑誌名）を表示させる。 

 

2． 試験体情報：材料，部材断面  

201-一般情報  

1) スケール；実断面に対して縮小された場合の規模。例えば 1/2 など 

2) 配筋の対称性；配筋の配置について対称性を記載する。 

3) 打設方向；試験体の軸方向と同じ方向からの打設を鉛直，直交方向からの打設を水平とす

る。 

4) 打設打継；試験体途中での打継の有無。ある場合，打継面の処理方法。 

5) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

202-材料情報 

a. 以下，コンクリートの材料特性について記載する。  

1) 設計強度；当該文献に記載されている目標強度で，試験体の設計時に用いた強度。 

2) 圧縮強度；当該文献に記載されている最大圧縮強度を記載する。 

3) 圧縮強度時歪み；当該文献に記載されている最大圧縮強度時歪みを記載する。 

4) 引張強度；当該文献に記載されている引張強度を記載する。その値を割裂強度から算定し

ている場合は，「算定値」を選択し，その値を記載する。また，直接引張実験から算定

している場合は，「実験値」を選択し，その値を記載する。その他，算定方法が不明な

場合は「-」を選択する。 

5) ヤング係数；当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値の算定方法（AIJRC

規準式（コンクリート強度から算定する式で 2）の圧縮強度を用いた場合），JIS A1149

式（実験結果より算定する），「-」（算定方法が記載されてない））を選択する。値が

ない場合は「-」を選択する。 

b，c. 以下，鉄筋の材料特性について記載する。  

1) 降伏強度；当該文献に記載されている降伏強度を記載する。その値の算定方法（降伏点，

0.2%耐力，「-」（算定方法が記載されてない））を選択する。値がない場合は「-」を選
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択する。 

2) 降伏歪み；当該文献に記載されている降伏歪みを記載する。その値が材料実験から得られ

た値を用いて算定されていれば「実験値」とする。その他，算定方法が不明な場合は「-」

を選択する。 

3) 引張強度；当該文献に記載されている引張強度を記載する。 

4) 引張強度歪み；当該文献に記載されている引張強度歪み度を記載する。 

5) ヤング係数；当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値を実験で得られる

降伏強度および降伏歪みを用いて算定している場合は「実験値」と記載する。その他，

算定方法が不明な場合は「-」を選択する。 

6) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

203-部材形状情報 

1) 断面形状；矩形または円形などのコンクリート外部の形状。 

2) 幅；矩形断面において，加力方向に対して直交する辺の長さ。円形断面の場合はその直径。 

3) せい；矩形断面において，加力方向に対して平行する辺の長さ。円形断面の場合はその直

径。 

4) 有効せい；矩形断面において，圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。円形断面の場合

は等価長方形断面に置換した場合の圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。 

5) コア断面積；外周部せん断補強筋に囲まれた断面積 

6) 被りコンクリート厚さ；矩形断面の場合，幅とせいのかぶり厚さをそれぞれ記入。 

7) クリアスパン；対象部材の内法長さ 

8) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

204-主筋情報 

1) 本数；全主筋本数 

2) 呼び名；鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 やφ9，#4 など） 

3) 種類；主筋の種類。例えば SD345 など 

4) 継手有無；主筋が部材内で継手使用の有無。 

5) 継手長さ；主筋の継手がある場合はその長さ。 

6) 備考；継手の位置情報など，その他継手に関して追記すべき情報。 

7) 主筋位置情報；1-5 は鉄筋の位置，6-10 はそれぞれの位置に配された本数を示す。位置の

基点は，正載荷側においてモーメントが大きい側の端部の断面の圧縮力を負担している

側とする。ただし，両端部のモーメントが等しければ脚部（左端）の断面位置を採用す

る。なお，鉄筋の段数がさらにある場合は適宜追加する。 

205-せん断補強筋情報 

1) 形状；部材断面における補強筋形状。2 種類ある場合は外周部とその内部の形状を記載す

る。（例えば，中子筋のある矩形のせん断補強筋の場合，「矩形・中子」） 

2) 呼び名；鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 やφ9，#4 など） 

3) 間隔；1，2 は部材長さ方向で間隔が変わる場合，狭い領域（例えばヒンジ領域）と広い領

域の間隔。1 種類のみの場合は，「狭い箇所」欄に記載する。位置；3 は狭い領域の長さ

と位置が分かる情報を記載。 

4) 種類；補強筋の種類。例えば SD295 など 
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5) 1-4 有効本数；幅方向とせい方向の補強筋（中子筋を含む）の足の数（図 3.1.1）。3)で記

載した狭い箇所と広い箇所がある場合は，それぞれ記載し，部材長において補強筋が等

間隔の場合は，「狭い箇所」欄にのみ記載する。 

6) 1，2 外周補強筋間距離；外周補強筋の中心間距離（図 3.1.2）。 

400m m

320m m

270m m

せい ： 400m m

外周補強筋間距離

： 320m m
加力方向

幅方向　： 4 本

せい方向： 3 本

加
力

方
向

 

図 3.1.1 補強筋有効本数    図 3.1.2 補強筋間距離     

 

7) 有効横支持長さ；はば方向およびせい方向に対して，各主筋間最短距離の最大値（下図の

Ci 参照）。下図で横方向から載荷する場合，図中の Ci がせい方向の長さとなる。 

 

Ci Ci

Ci Ci

Ci Ci Ci

Ci Ci

Ci Ci Ci

A

D

E Tube

B C

 
図 3.1.3 有効横支持長さの定義 

 

8) 定着性状；1 は定着性状を示す。例えば，フックの有無，重ね継手，溶接，その他（機械

式継手など）。フック形状；2 はフックがある場合はフック角度で例えば，90 や 135 度。

継手長さ；重ね継手を選択した場合の継手長さ。 

 

3． 加力・計測情報：加力概要，計測概要 

301-加力情報 

1) 加力形式；部材の加力形式を示す。例えば，片持ちや両端固定（建研式，大野式），その

他（ダブルエンド式など） 
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図 3.1.4 加力形式 

 

2) 加力方向；部材が水平に加力される方向を示す。例えば一方向，二方向，斜め 45 度など 

3) 載荷履歴；加力載荷の履歴を示す。例えば，単調片押し，繰り返し，ランダムなど 

4) 軸力の種類；作用させる軸力の種類を示す。一定軸力または変動軸力を選択する。 

5) 1，2 軸力；部材に作用させる軸力の値を示す。一定軸力の場合は，変動軸力の欄は「-」

と記載する。変動軸力の場合は，下限値と上限値（例えば-300~400 など）を記載する。 

6) 軸力の作用位置；作用させる軸力の位置を示す。例えば，偏心が無く部材断面に作用して

いる場合は「中心」，偏心して作用している場合は「偏心」を選択する。 

7) 鉛直ジャッキと取り付き方；鉛直ジャッキが部材にどのように取り付けられているかを示

す。例えば，ピン支持，ローラー支持，その他など。また当該鉛直ジャッキの導入軸力

の種類（図 3.1.5 参照）を記載する。 

 

（a）ジャッキが縮む場合      （b）ジャッキが伸びる場合 

図 3.1.5 鉛直ジャッキの軸力種類（試験体に圧縮軸力を作用させる場合） 

 

8) シアスパン；反曲点位置から部材端部までの長さの内，最大の長さ。反曲点高さをジャッ

キにより制御している場合はその高さ（長い方）を記載する。またジャッキにより制御
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していない場合で建研式加力を行っている場合は，クリアスパンの半分の長さを記載す

る。それ以外は「-」と記載する。 

302-計測情報 

1) 部材応力の計測方法；部材が負担している応力（せん断力，軸力）の計測方法について示

す。ジャッキの荷重をロードセルで計測している値が示されている場合は「間接」，部

材の応力をロードセルなどで直接計測している場合は「直接」を選択し，不明の場合「-」

と記載する。 

2) 部材変位の計測方法；加力により生じる部材の変位の計測方法について示す。部材角や軸

方向変位を算定するためのデータが直接計測されている場合は「直接」，計測データを

用いて上記変位の算定する必要がある場合は，「間接」を選択し，不明の場合「-」と記

載する。 

 

4. 実験データ情報： 

401-データ特性情報 

1) 水平応力データの有無；水平応力データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙

面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。梁の場合は，それらのデータを用いてせん断力を算定する場

合に，P-Δ（ジャッキによる分を含む）の補正の必要があるかどうかを示す。補正が必要

であり，文献内の情報から可能である場合，「必要（可）」，補正が必要だが文献内の

情報からできない場合，「必要（不可）」を選択する。 

2) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

3) 水平変形データの有無；水平変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙

面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。部材の水平変形として使用するために，補正の必要性の有無

について示す。 

4) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

5) 鉛直変形データの有無；鉛直変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙

面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。部材の鉛直変形として使用するために，補正の必要性の有無

について示す。 

6) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

7) 分離された水平変形データの有無；分離された水平変形データについての情報を示す。ア

ナログデータ（論文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それ

らが包絡線上のデータ，または全データかを示す。部材の分離された水平変形として使

用するために，補正の必要性の有無について示す。 

8) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

402-剛性情報  

1) 第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる弾性剛性の値を示す。正負交

番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2) 第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の割線剛性の値を
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示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3) 第 2 折れ点後（正勾配）；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点以降

の正勾配を接線剛性の値で示す。なお，脆性部材の場合は「-」と表記。正負交番載荷の

場合は，正負の値を示す。 

4) 耐力低下（負勾配）；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる耐力低下時の負勾配

を接線剛性の値で示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

403-強度情報 

1)第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 1 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2)第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3)第 3 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 3 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

404-変形情報 

1)第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 1 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2)第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3)第 3 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 3 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

4)第 4 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 4 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

405-減衰情報 

1) ポテンシャルエネルギー；各変形角におけるポテンシャルエネルギーを示す。 

2) 履歴吸収エネルギー；各変形角における履歴吸収エネルギー量を示す。 

3) 等価粘性減衰定数；各変形角における記載されている等価粘性減衰定数を示す。 

406-破壊モード 

1) 実験時破壊モード；実験で得られている破壊モード。正負交番載荷の場合は，正負の値を

示す。 

2) 計算時破壊モード；文献中で計算された最小の終局強度を破壊モードとする。正負非対称

の部材の場合は，正負の値を示す。 

407-損傷状態情報（ひび割れや鉄筋降伏，圧縮破壊，主筋座屈などの損傷状態を示す情報） 

1) 曲げひび割れ；実験で得られている曲げひび割れ時の荷重と変形の値。 

2) せん断ひび割れ；実験で得られているせん断ひび割れ時の荷重と変形の値。 

3) 主筋降伏；実験で得られている最初に主筋が降伏した時の荷重と変形の値。 

4) せん断補強筋降伏；実験で得られている最初にせん断補強筋が降伏した時の荷重と変形の

値。 

5) かぶりコンクリート剥落；実験で得られているかぶりコンクリートが剥落した時の荷重と

変形の値。 

6) 最大耐力；実験で得られている最大耐力に達した時の荷重と変形の値。 
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7) 主筋座屈；実験で得られている最初に主筋が座屈した時の荷重と変形の値。 

8) 軸崩壊；実験で得られている軸崩壊に達したまたはそう見なされる時の荷重と変形の値。 

9) ひび割れ情報；ひび割れ図の有無，ある場合はそのデータの保存を行い，そのファイル名

称を記載。またひび割れが計測されている部材角を記載する。 

10) その他の損傷情報；ひび割れ幅や長さなどさらに詳細な情報を計測の有無について記

載。 

408-デジタルデータ 

1) ファイル名；デジタルデータをテキスト形式で保存。そのファイル名称を記載。 

 

5. データの信頼度指標（収集元のデータの信頼性を表す指標を導入）： 

上記 4．の各評価項目に対して信頼度を付けることで，不適切データの定義に活用する。必

要に応じて追加する。 

 

評価シート：各評価方法に対して剛性，耐力，靱性能についての算定に必要な項目を示し，その

算定値と式の算定精度を示す。 

 

1-剛性評価 

101-曲げ弾性剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 弾性剛性 K1f 

102-せん断弾性剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 弾性剛性 K1s 

103-降伏時剛性 Ky 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) 降伏時剛性 Ky 

104-せん断破壊時剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) せん断破壊時剛性 Ksu 

105-3 次勾配 K3（正勾配） 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) 3 次勾配 K3 

106-精度 

1) 弾性剛性（算定値） 

2) 実験値/算定値 

3) 降伏時剛性（算定値） 

4) 実験値/算定値 

5) せん断破壊時剛性（算定値） 

6) 実験値/算定値 

7) 3 次勾配（算定値） 
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8) 実験値/算定値 

 

2-強度評価 

101-曲げひび割れ 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げひび割れ強度 Qfc 

102-せん断ひび割れ 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a)  せん断ひび割れ強度 Qsc 

103-曲げ終局強度 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げ終局強度 Qfu 

104-せん断終局強度 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a)  せん断終局強度 Qsu 

105-精度 

1) 曲げひび割れ強度（算定値） 

2) 実験値/算定値 

3) せん断ひび割れ強度（算定値） 

4) 実験値/算定値 

5) 曲げ終局強度（算定値） 

6) 実験値/算定値 

7) せん断終局強度（算定値） 

8) 実験値/算定値 

 

3-変形評価 

101-曲げ降伏後破壊変位 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げ降伏後破壊変位 δd 

 

4-評価結果集計：平均値（実験値/算定値），標準偏差 σ，変動係数 CV： 
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3.2 収集データの特性 

3.2.1 引用論文 

 表 3.2.1，表 3.2.2 に本データベースで引用した論文の数を示す。なお，引用時に主に使用した

論文とは別に，主たる論文に関連する形で引用した論文の数も含んでいる。 

 

表 3.2.1 引用した論文の数（論文別） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

表 3.2.2 引用した論文の数（年代別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3.2.1 引用した論文の数 

 

 

0

2

4

6

8

10

12

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37

論文の年度

建研
AIJ論文集
AIJ大会
構造工学
JCI論文集
JCI大会
黄表紙

論文の年度

論文名 論文数

黄表紙 16
JCI大会 67
JCI論文集 3
構造工学 2
AIJ 23
AIJ論文集 2
建研 1

合計 114

年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数

1970 0 1980 1 1990 6 2000 6 2010 2
1971 0 1981 0 1991 2 2001 5 2011 1
1972 0 1982 0 1992 10 2002 6 2012 1
1973 0 1983 0 1993 8 2003 3 2013 0
1974 0 1984 0 1994 10 2004 2
1975 0 1985 0 1995 11 2005 1
1976 1 1986 1 1996 3 2006 4

1977 0 1987 4 1997 6 2007 0
1978 1 1988 2 1998 4 2008 0
1979 1 1989 3 1999 7 2009 2

合計 3 合計 11 合計 67 合計 29 合計 4

合計 114
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3.2.2 引用試験体数 

 表 3.2.3，表 3.2.4 に本データベースで引用した試験体数を示す。 

 

表 3.2.3 引用した試験体の数（論文別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.2.4 引用した試験体の数（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

論文の年度

建研

AIJ論文集

AIJ大会

JCI論文集

JCI大会

黄表紙

 

図 3.2.2 引用した試験体の数 

 

 

 

 

論文名 試験体数

黄表紙 89
JCI大会 272
JCI論文集 0
構造工学 9
AIJ 114
AIJ論文集 6
建研 7

合計 497

年度 試験体数 年度 試験体数 年度 試験体数 年度 試験体数 年度 試験体数

1970 0 1980 2 1990 36 2000 14 2010 9
1971 0 1981 0 1991 5 2001 15 2011 3
1972 0 1982 0 1992 74 2002 69 2012 3
1973 0 1983 0 1993 25 2003 17
1974 0 1984 0 1994 18 2004 12
1975 0 1985 0 1995 36 2005 5
1976 8 1986 6 1996 8 2006 11

1977 0 1987 15 1997 29 2007 0
1978 7 1988 12 1998 14 2008 0
1979 8 1989 20 1999 14 2009 2

合計 23 合計 55 合計 259 合計 145 合計 15
合計 497
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3.2.3 収集した実験データの特徴 

 収集した実験データの特徴を示すために，以下の項目についての収集データの頻度分布および

統計データを，以下の項目について示す。 

（検討項目） 

コンクリート強度    図 3.2.3 

主筋強度     図 3.2.4 

梁主筋比     図 3.2.5 

コンクリート強度－主筋強度関係  図 3.2.7 

せん断補強筋強度    図 3.2.8 

せん断補強筋比    図 3.2.9 

コンクリート強度－せん断補強筋強度関係 図 3.2.10 

主筋降伏強度－せん断補強筋強度関係  図 3.2.11 

試験体スケール    図 3.2.12 

せん断スパン比    図 3.2.13 
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１）コンクリート強度（図 3.2.3 参照） 

 収集した実験データのコンクリート強度は，12.2N/mm2から 166.8N/mm2に分布しており，主

に 20~60 N/mm2 のコンクリートが多く使用されている。いわゆる普通強度コンクリートに相当

する。一部，既存建物を対象とした実験データが含まれている。 

 

f'c
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 327 115 55 497
最大値 166.8 139.5 114.7 166.8
最小値 18.1 12.2 22.6 12.2
平均値 48.8 39.2 40.8 45.7

変動係数 53.8% 63.4% 56.2% 56.0%  

0

50

100

150

200

0 20 40 60 80 100 120 140 160

試
験

体
数

コンクリート強度：f'c[N/mm2]

付着破壊型

せん断破壊型

曲げ降伏先行型

 

図 3.2.3 収集データの頻度分布（コンクリート強度） 

（横軸は区間下限値） 
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２）主筋強度（図 3.2.4 参照） 

 収集した実験データの主筋強度は，245N/mm2 から 1023N/mm2 に分布している。これは鉄筋

種別で言うと主に SD295 から SD980 に加え，構造実験の目的に合わせて加工された鉄筋が使用

されているためと考えられる。これまでの実験では，主筋の降伏強度が 300~500 N/mm2のもの

が多く使用されており，コンクリート強度同様に，一般建築で多く使用される強度レンジの鉄筋

を梁主筋に使用された構造実験が多く実施されている。しかしながら，一部の構造実験では

600~800 N/mm2の鉄筋も使用されており，高層 RC 造建物などを対象とした構造実験が実施され

ており，既に実用化されている SD590 や SD685 と同様な鉄筋を使用した実験例も多くみられる

ことも特徴としてあげられる。 

 

 

fy
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 327 107 55 489
最大値 1022 1023 1023 1023
最小値 245 261 373 245
平均値 498 741 756 581

変動係数 31.2% 29.9% 27.3% 30.3%  

0

50

100

150

200

100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

試
験

体
数

主筋降伏強度：fy[N/mm2]

付着破壊型

せん断破壊型

曲げ降伏先行型

 

図 3.2.4 収集データの頻度分布（主筋降伏強度） 

（横軸は区間下限値） 
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３）梁引張鉄筋比（図 3.2.5 参照） 

 収集した実験データにおいて使用された梁主筋比は 0.34%～4.96%まで分布している。曲げ降

伏先行型では 1.00％から 2.00%に多くのデータが分布している。一方，せん断破壊型では，主筋

量を割り増すことでせん断破壊を誘発させる設計がなされていると考えられる。データ平均値に

ついても，曲げ降伏型は 1.64%，せん断破壊型は 2.25%であり，せん断破壊型の試験体の梁主筋

は，平均的に曲げ降伏先行型の約 1.5 倍の引張鉄筋が配筋されていた。 
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図 3.2.5 収集データの頻度分布（梁主筋比） 

（横軸は区間下限値） 
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４）コンクリート強度－主筋強度関係（図 3.2.6 参照） 

 収集した実験データのコンクリート強度と主筋強度について検討する前に，図 3.2.6 に，現在

の我が国の高強度材料の適用を大いに推進した1988年-1993年に実施された建設省総合技術開発

プロジェクト「鉄筋コンクリート造建築物の超軽量・超高層化技術の開発」（略称:NewRC，主査：

東京大学名誉教授 青山博之）[3-1]において示された実用化を想定したコンクリートおよび鉄筋の

高強度材料の範囲を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.6  NewRC 総プロで示された研究開発のゾーニングと材料強度との関係[3-2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.7 収集データの頻度分布（コンクリート強度と主筋強度関係） 
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図 3.2.7 に収集データのコンクリート強度と主筋強度関係を示す。図 3.2.6 と図 3.2.7 を比較す

ると，収集データのコンクリート強度 20N/mm2前後および主筋強度 295N/mm2前後に分布する

データが，いわゆる NewRC 総プロで示したような現行の材料強度の範囲であり，我が国の一般

的な鉄筋コンクリート造建物で使用されている強度領域であることが再認識できる。また，この

領域の実験データが多く存在する理由の一つとして，1968 年十勝沖地震後を経験し，それまでの

せん断補強筋の規定では十分な耐震性能が確報できないことが分かったため，短梁崩壊に関する

総プロ[3-3]が実施され，官学民が協力して多くの構造実験が実施された影響が挙げられる。 

現在は，コンクリート強度 200 N/mm2前後まで，主筋強度は 980 N/mm2前後までの超高強度

材料を用いた研究開発が実施されていること分かる。 

また，せん断破壊型のデータは，被試験者が意図的にせん断破壊を誘発するために主筋に高強

度鉄筋を使用する傾向が確認された。付着破壊型については，主筋量の調整やコンクリート強度

を調整することによって付着破壊を誘発することが可能であるため，主筋降伏強度が 400 N/mm2

前後のデータも多くみられる。 

なお，鉄筋の高強度化は，ヤング係数は鉄筋を高強度化しても変化しないため，高強度化した

強度を発揮させるためには，それだけの変形（ひずみ）を生じる必要性があること，コンクリー

トを高強度化したといっても，あくまでも圧縮強度のみであり，引張強度の高強度化が望めない

場合には，従来のコンクリートと異なる挙動（圧縮破壊時に爆裂することやコンクリート硬化時

の自己収縮など）を十分に理解した研究を行う必要がある。
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５）せん断補強筋強度 

 収集した実験データのせん断補強筋強度は，188N/mm2 から 1767N/mm2 に分布している。こ

れは鉄筋種別で言うと SD295 から SBPD1275/1420 までの範囲に相当する。頻度分布には主に 3

つの山が表れている。これは，SD345，S685-SD785 および SBPD1275/1420 の鉄筋種別の位置

に相当する。 

これまでの実験では，せん断補強筋の降伏強度が 400 N/mm2前後のものが多く使用されている。

降伏強度が 900 N/mm2前後のデータは，鉄筋種別で言うと SD785 に相当し，降伏強度が 1400 

N/mm2前後のデータは，鉄筋種別で言うと SBPD1275/1420 に相当する。 
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図 3.2.8 収集データの頻度分布（せん断補強筋強度） 

（横軸は区間下限値） 

 

 

 



第 3 章 梁部材 
 

3-20 

６）せん断補強筋比（図 3.2.9 参照） 

収集した実験データにおいて使用されたせん断補強筋比は 0%～2.12%までに分布している。曲

げ降伏先行型では，せん断補強筋比が 0.20%から 2.12%まで広く分布している。一方，せん断破

壊型では，せん断補強筋比が 0.10%から 0.80%前後に分布している。曲げ降伏型は，総じてせん

断補強筋を十分に配筋して実験を行う場合が多いと考えられる。それは，実験データの実績平均

値が 0.63%と非常に高い値であるためである（通常の建物では主に pw=0.3%前後の配筋を行う。

pw≧0.6%は高層 RC 造建物の配筋にみられるような高密度配筋の領域であるため）。 
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図 3.2.9 収集データの頻度分布（せん断補強筋比） 

（横軸は区間下限値） 
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７）せん断補強筋降伏強度―コンクリート強度関係（図 3.2.10 参照） 

せん断補強筋降伏強度とコンクリート強度の明確な相関は見られないが，せん断補強筋降伏強

度が高い場合には，比較的高強度のコンクリートを選択する傾向が見られた。 
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図 3.2.10 収集データの頻度分布（コンクリート強度-せん断補強筋降伏強度の関係） 
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８）せん断補強筋降伏強度―主筋降伏強度関係（図 3.2.11 参照） 

主筋降伏強度とせん断補強筋降伏強度との明確な相関は見られない。 
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図 3.2.11 収集データの頻度分布（主筋降伏強度-せん断補強筋降伏強度の関係） 

 

 

 

 

 



第 3 章 梁部材 
 

 

3-23 

９）試験体スケール（図 3.2.12 参照） 

 収集した実験データの内，論文に記載のあった約 1/2 のデータに相当する 245 体について，各

論文に試験体スケールが示唆されたものを収集したデータである。集計結果を図 3.2.12 に示す。

データは 0.25 から 1.00 に分布している。最も多いのが試験体スケール 0.39（≒1/3）前後を想定

した試験体である。 
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図 3.2.12 収集データの頻度分布（試験体スケール）（横軸は区間下限値） 
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１０）せん断スパン比（図 3.2.13 参照） 

 収集した実験データのせん断スパン比は，0.67 から 5.00 に分布している。せん断破壊型ではせ

ん断スパン比が 1.00 から 1.50 のデータが多く，意図的にせん断破壊を誘発する試験体が設計さ

れている。せん断スパン比が 1.50 以下の場合には，主としてせん断破壊を想定した試験体である。

一方，曲げ降伏先行型では最も多いのは，せん断スパン比 1.50 の場合であり，曲げ降伏とせん断

強度が近い関係にある領域であり，曲げ降伏後のせん断破壊など，実施設計で想定する曲げ降伏

を前提とした構造実験が多く実施されていると考えられる。 
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図 3.2.13 収集データの頻度分布（せん断スパン比）（横軸は区間下限値） 
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3.3 収集データの信頼度分析 

 収集したデータベースに関する信頼度について，採用した 114 編の論文に記載された実験デー

タおよび採用に至らなかった実験データに関して，各項目についての収集データの信頼度の分析

を以下に示す。  

この分析結果は，データ収集者としての主観的な意見が含まれている部分もあるが，600 体を

超える実験データを収集した担当者から全データを俯瞰し，今後の実験的研究において各研究機

関および研究者に対しての要望を含めて記述する。現状として考えると，被試験者として学術論

文を作成し発表するに当たっては，各発表機関および発表者によって独自の表現がなされており，

実験手法から実験データの表示および分析を，統一することは不可能である。しかしながら，日

本における研究の底上げを行い，相互の情報交換を迅速に行うことで技術および研究を発展させ

るためには，実験的研究の骨格となる主幹データの位置づけを明確にすることが重要であると考

えられる。ここで示す内容は，その主幹データの位置づけを検討するための参考データという位

置づけとなる。 

 

（１） 基本情報 

 実験の目的に加えて，対象とする構造物の明記や対象とする外力条件の明示が不足している場

合が散見された。また，実構造物を限定せずに一般化した試験体や強度や変形評価式の構築のた

めに必要な特殊な変数設定を行う実験的研究については，実構造物と研究的な立場の相違を明確

に示す必要があると考えられる。特に，特殊な形状や配筋による実験結果が，設計評価式で使用

される係数を推定する場合などについて，十分な検討が必要である。常識的な実施設計では行わ

ない配筋による構造実験データの取り扱いには十分な注意喚起が必要であると考えられる。これ

は，日本における耐震設計の重要性はゆるぎないものがある反面，経済的な活動に立脚し，構造

設計者が個々の建物の設計条件に合わせた適切な設計が行えるような設計自由度を維持した研究

が大切であると考えられるためである。現在は，学協会から様々な設計指針が刊行されると共に，

整備された構造設計ソフトが存在するため，構造設計者が保有する情報量と研究者が保有する情

報量がほぼ同様なレベルにあることから，構造設計者が取り扱う実構造物と研究者が対象とする

研究対象との位置関係を学術論文に明記されていることが望ましいと考えられる。 

 

（２） 試験体情報 

a) 試験体スケール 

論文に記載があるデータのみを有効した。全体の約 1/2 の論文には記述が成されていた。被

試験者として考えると，断面寸法から鉄筋径，鉄筋間隔などを，一定のスケールによって，

厳密に試験体を設計することは非常に難しい場合が多い。但し，目安値として位置付けを推

定するためには試験体スケールを記述されることが望ましいと考えられる。しかしながら，

鉄筋コンクリート構造物の構造実験では，コンクリートの骨材と鉄筋の付着との関係に立脚

したスケールの設定を行うことが望ましい。あくまでも，試験機能力などは副次的な決定要

因として，上述の前提条件を維持してほしい。また，研究の目的によっては厳格なスケール

設定も重要であると考えられる。既往の研究では付着性状を検討するために粗骨材の粗粒率

までをスケール調整された研究も存在する。 

b) コンクリートの打設方向 
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 試験体の製造に関わる情報までを記述した研究は少ない。コンクリート打設方向は，コン

クリートの沈み込みの影響による付着強度への影響があるため，できる限り記述されること

が望ましい。但し，既往の研究および設計指針例えば[3-4]によってコンクリートの打設方向への

影響は，コンクリートの打ち込み高さが 300mm 以上の場合として定義されているため，多く

の試験体寸法が 300mm 以下であるため，付着強度に関する構造実験でない場合には記述され

ないことが多いと考えられる。また，被試験者ないし論文発表者がコンクリート打設に立会

う機会が減少していることも懸念される。 

 

c) コンクリート材料 

ほとんどの論文で，圧縮強度について明記されている。日本では，コンクリートのヤング

係数の算定を， JIS A1149. (2001)コンクリートの静弾性係数試験方法と定義している。コン

クリートの圧縮強度は，すべての特性値を決定する際に使用されるデータである。今後は，

統計学的な処理によって導かれたヤング係数の推定式が設計指針例えば[3-5]に整備されているた

め，実験データの信頼性を評価する手法として，ヤング係数の実験値と計算値の比較を論文

に明記することも有効であると考えられる。 

 

d) 鉄筋材料 

 一部の論文では，主筋やせん断補強筋の降伏強度について明示していない場合も散見され

た。また，使用鉄筋で，一般的に流通してない鉄筋を使用されている場合があるが，その場

合の鉄筋断面積までを明記した論文も多くはなかった。今後は，特殊な鉄筋を使用する場合

には，降伏強度および断面積およびヤング係数の明記は必要であると考えられる。実験の目

的に応じて，引張強度や伸びの情報を記述されていることが望ましい。また，近年は多く使

用されている溶接接合されたせん断補強筋については，実験時に溶接部近傍で歪みが大きく

なる可能性や破断する可能性が予見される場合には，材料試験の時点で，溶接部近傍の試験

を実施する必要があると考えられる。近年は，溶接接合の品質も安定しているが，高せん断

応力が作用する梁部材実験などでは，せん断補強筋（横補強筋）破断により変形性能が決定

する場合もあるため，被試験者は十分な配慮を行った実験を実施すべきである。 

 

e) 断面情報 

 主筋位置までの寸法情報が明記されていない論文が散見された。部材の有効せいを論文か

ら算出できるだけの情報は明記してほしい。また，実験の目的が付着強度の検討であれば，

主筋間隔までの詳しい情報が必要となると考えられる。また，今後の研究が進んでいくと，

コア断面積の算定も必要となるため，かぶり厚などの情報も重要であると考えられる。 

 

（３） 加力計測情報について 

a) 加力形式 

多くの論文において，加力形式は明記されている。近年は，ジャッキ制御によって加力梁

を水平移動させ逆対称曲げモーメント載荷を実施する実験も多くみられるが，ジャッキの水

平移動の精度については，被試験者の調整にゆだねられているため，被試験者は実験精度を

意識した実験の遂行が必要となる。また，加力方法で懸念される点として，ピン接合を用い
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た加力形式が挙げられる。これは，ピン接合が完全にピンの特性であるモーメント負担０，

摩擦係数０という前提条件のもと実施されている。しかしながら，試験体スケールが小さい

試験体のように耐力の小さい実験では，支承部の取り扱いには十分な注意が必要である。 

 載荷履歴については，海外では標準形が示されている国もあるが，載荷履歴が部材の変形

性能に影響することも懸念されるため，載荷履歴の基準案の提示の必要性も議論する必要が

あると考えられる。特に最大耐力以後に相当する変形領域について，細かくサイクルを漸増

させる場合と，一気に大変形のサイクルとした場合では，限界部材角などの変形性能に影響

すると考えられる。一方，近年は構造設計精度（一貫計算ソフト）が向上しており，構造設

計者がこれまで以上に変形を意識した設計が可能となっている。そのため，構造実験データ

についても，実施設計で重要な微小変形レベルのデータを明確にする必要があり，載荷履歴

においても微小変形レベルのサイクルを重要視する必要があると考えられる。 

 

b) 荷重変形関係 

 基本的には，せん断力と部材角によって梁部材の荷重―変形関係を表現されている。一部の

論文で，曲げモーメントの表示がなされている場合が見られた。荷重変形関係では，上述と

同じ観点から，実施設計で重要な微小変形レベルのデータを明確に表示することがなされて

いない場合が多く，微小変形レベルの荷重変形関係がグラフから読み取れないことが多くみ

られた。現在は，保有水平耐力計算においても，静的増分解析が一般的に実施されている時

代であり，時刻歴応答解析を経験している構造設計者も多くなっている。そのため，1980 年

代に比べて構造設計者は，陽に変形を意識した構造設計を行っているため，実施設計に連動

した構造実験結果の提示について議論する必要がある。 

 

c) 剛性情報，強度情報，変位情報 

 被実験者として，剛性，強度，変形に関して判断が難しく，複数の論文でその判定に相違

がみられたのは以下の項目である。 

・弾性剛性を，初期ひび割れ発生点によって評価するか？グラフ上の値とするか？この定義

自体が論文に記載されていない場合も多くみられた。また，ひび割れ発生点に関する情報が

記載されていない場合も多くみられた。 

・曲げ降伏点を，１段筋降伏として評価するか？２段目の鉄筋降伏時とするか？主筋が降伏

した時のひずみを，鉄筋の降伏強度をヤング係数で除した値とするか？鉄筋の降伏強度時に

みられる比例限界を評価した歪み値を用いて主筋の降伏判定を行うか？ 

・限界変形角の定義が，現時点で統一されていないため，多くの論文で，荷重変形関係のグ

ラフから直接，実験値を採取する必要があった。また，載荷履歴が必ずしも一致しないため，

包絡線の形状も異なっていることから，限界変形角を最大耐力の 80%耐力という定義を適用

した場合には，各サイクルピーク時およびサイクル中に耐力低下した点を起点とした直線補

間が必要となる。 

・降伏点の判定において，一部の構造実験において片面にしかひずみゲージを貼付していな

い場合も散見された。ひずみゲージの値が弱電流の数値から判定された値であり，微小な値

であることを考えると，鉄筋の表裏に貼付したひずみゲージの値による判定を行う必要があ

ると考えられる。また，試験体製作時から，ひずみゲージの貼付については十分な配慮が必
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要であると考えられる。大変形時にもひずみデータの側測値を用いた検討を行っている論文

もあるため，被試験者はひずみゲージを貼付する人に，十分な知識と経験が必要であると認

識する必要がある。 

 

d) 実験時の破壊モード 

 各試験体の破壊モードは，原則として論文に従ってデータを採取した。曲げ降伏先行型，

せん断破壊型，付着破壊型は比較的に明確に表現できる破壊モードであると考えられる。破

壊モードの判定が難しいのは，付着破壊とせん断破壊が混在した破壊に至った場合である。

また，曲げ降伏後の破壊は，研究者がある変形レベルで実験を終了した場合と，設計で想定

する変形レベルの数倍の変形まで実験を行った場合では，必然的に破壊モードが異なる可能

性が生まれる。実験を大変形レベルまで実施し破壊モードを明確にするという意図は，目視

で破壊メカニズムを検討したい場合などに，敢えて大変形レベルの変形状態まで進めること

で力の流れなどを目視で確認しようとする場合が含まれている。これは，解析における変形

状態をアニメーションで見るときにわかりやすいように変形を数１０倍したりして表現する

ことに対応している。また，論文によっては紙面の関係で破壊の様相を明記していない場合

もあり，破壊時の様相と破壊モードを判定した基準を明記することが，今後の実験的研究に

望まれる。その場合に，容易に引用できる破壊モードの定義を明文化する作業も今後必要に

なると考えられる。 

 

e) 損傷情報 

 上述のように，多くの論文が，大変形レベルの破壊時に着目しすぎる傾向が見られた。本

来，実験的研究を引用すべきは，発表者と同様な研究者であると共に実施設計を行っている

構造設計者であることを再認識する必要があると考えられる。加えて，縮小スケールで実施

している構造実験結果を，いかに実大スケールの構造物の損傷状態として表現するかは，今

後議論が必要になると考えられる。例えば，かぶりコンクリートの剥落は，実大スケールで

は人命安全にかかわる現象である。単に建物の保有する強度だけで構造設計を行ってきた時

代から，静的増分解析や時刻歴応答解析が相対的に容易に実施できる時代となっているだけ

に，構造設計者と研究者が対話できる試験体の損傷状態に関する記述も適宜必要となると考

えられる。 

 

 各論文は，さまざまな目的で実施されているため，論文内の表現や提示する情報も研究者間お

よび発表機関間でも異なっている。研究予算を各省庁が管理する研究事業などのように，研究基

盤を確定できる場合には，研究データの蓄積を考慮した実験計画の立案，実施，データ整理を行

うことも検討すべきであると考えられる。但し，研究資本が民間や各研究機関独自の場合には，

相互関係から，主導的に実験データのデータベース化を前提とすることは難しいと考えられる。

現在は，学術論文の閲覧も管理され始めていることからも，十分な議論が必要である。今後，将

来の研究者のために理想とする研究の実施をまとめた資産を構築することも有効であると考えら

える。 
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3.4 実験値の定義 

今回収集対象から除外した試験体は以下の通りである。 

・コンクリートに繊維を混入した試験体 

・軽量コンクリート試験体 

・単純梁形式の試験体（地震時荷重と異なる荷重条件による実験） 

・丸鋼を用いた試験体 
 
3.4.1 実験データの採取方法 

(a) 材料強度について 

・強度についての記載がない場合 

 → 可能な限りデータは収集するが，剛性や強度の算定からは除外した。 

・同一の試験体だが，掲載されている論文によって，材料強度が異なる場合 

 → より信頼度の高い文献の値を参照する。判別がつかない場合には，データは収集するが，検

討対象からは除外した。 

・掲載されている強度や剛性の数値，単位が明らかにおかしい場合 

 → 桁数の間違いなど間違いが明らかな場合には，修正した値を採用した。その他の場合には，

筆者に修正の確認が取れたもののみ掲載することとした。 

(b) 試験体形状，配筋について 

・配筋図に寸法が記載されていない場合 

 →寸法が明示されていない場合には，試験体図より寸法を類推した。 

・配筋が不明瞭である場合 

 → より信頼度の高い文献を参照する。判別がつかない場合には，データは収集するが，検討対

象からは除外した。 

・異種鉄筋を使用している場合 

→断面積の調整を行ったデータを表現した。 

(c) 実験結果について 

・弾性剛性は，弾性剛性または弾性剛性として数値データが示されているデータに加えて，曲げ

ひび割れ強度の数値データが示され，復元力特性のグラフが示されている場合 

→曲げひび割れ強度時の変形を読み取り，弾性剛性の実験値を採取した。 

・曲げ降伏強度の採取 

→原則として 1 段筋が降伏強度に達した時の強度を基準とした。 

・最大耐力，最大耐力時の変形の記述が無い場合。 

 → 最大耐力が記述されていない場合には，明瞭な実験の荷重変形関係図が示されている場合に

は，グラフから読み取りを行った。 

・限界変形角の数値が示されていない場合 

→最大耐力の値が確認できる場合に限り，荷重変形関係のグラフから読み取りを行った。 

 

3.4.2 検討する特性値 

 ここでは，鉄筋コンクリート造梁部材の構造性能を表現する特性値として以下に示す項目につ

いて，既往の研究からデータを採取し，データベースの構築を行った。 
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図 3.4.1 および図 3.4.2 に代用的な実験例として，文献[3-14]で行った梁部材実験例を示す。図

中には，梁部材の重要な構造性能を示す４つの特性値の定義について併記した。 

１）弾性限界点（曲げひび割れ点） 

２）曲げ降伏点（主筋降伏点） 

３）最大耐力点 

４）限界変形点 

 

図 3.4.1 に実験で得られた荷重変形関係を，図 3.4.2 に最終破壊状況を示す。ここで示す試験体

BL-22 は，部材角 R-1/400(rad)時に，梁端部に曲げひび割れが発生し，剛性がやや低下した。そ

の後，部材角 R-1/200(rad)時に，梁端部の梁危険断面位置において，梁主筋が降伏ひずみに達す

ると共に，耐力が頭打ちとなり，復元力特性の剛性も急激に低下した。その後，サイクルの増加

と共に変形が増加し，部材角 R=1/50(rad)時に耐力が微増し最大耐力に達した。さらに変形が進

むと，梁端部コンクリートの損傷が拡大し，曲げひび割れおよび，曲げせん断ひび割れ幅が拡大

し，耐力が徐々に低下した。いわゆる，曲げ降伏後のせん断破壊に至ったと判断した。最終的に

最大耐力の 80%以下に低下したのは，各サイクルピーク及びサイクル中に耐力低下した点を結ん

で線形補間して最大耐力の 80%耐力点を求めると，部材角=1/23(rad)=4.43%が限界変形角の実験

値として算出している。 

 梁部材には，曲げ降伏後のせん断破壊に加え，曲げ降伏前のせん断破壊，付着破壊および曲げ

降伏後の付着破壊および曲げ破壊の破壊モードに分類される。ここでは，主に以下の 3 つの破壊

モードに分類を行ったうえで，実験データの分析を行った。 

１） 曲げ降伏先行型（曲げ降伏後のせん断破壊，付着破壊，曲げ圧壊など） 

２） せん断破壊型（曲げ降伏前のせん断破壊） 

３） 付着破壊型（曲げ降伏前後の付着破壊） 
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図 3.4.1 曲げ降伏先行型（曲げ降伏後のせん断破壊）の RC 梁部材の荷重―変形関係[3-13] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.2 曲げ降伏後のせん断破壊に至った梁部材（BL-22）の最終破壊状況 

Ky=αy・Ke，ke：弾性剛性 
     αy：降伏点剛性低下率，ky：降伏点剛性 

弾性 
限界点

曲げ降伏点（Ky）
最大耐力点（Qmax）

限界変形点（0.80Qmax）

Ke

限界変形角

□部材角 R=1/100(rad)時の損傷状況 □部材角 R=1/14(rad)時の損傷状況
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１）弾性限界点 

曲げひび割れが発生した特性点であり，この時点の割線剛性を弾性剛性とする。あくまでも目

視によって曲げひび割れが発生した点として定義する。また，せん断破壊型の場合に曲げひび割

れの発生前にせん断ひび割れが発生した場合には，せん断ひび割れ発生点を弾性限界点とした。 

（課題） 

RC 部材の復元力特性は，微小変形においても非線形の性状を示すため，通常は実験観察者が

曲げひび割れを目視によって発見した時点による。したがって，被実験者による誤差，実験場内

の照明や試験体の塗装の有無などの誤差が内在している。構造実験の実情を示すと，場合によっ

て試験体製作時または試験体設置時の乾燥収縮や引張軸力や曲げモーメントが作用することで，

実験前に損傷している場合も想定される。このような場合については，被実験者の適正な判断が

必要となる。 

（データ採取に当たっての対応） 

実験データに弾性剛性の記載がある場合および曲げひび割れ発生時の強度が示されているデー

タについては，グラフ上から縦軸の数値を用いて変形（部材角）の推定を行った。 

 

２）曲げ降伏点 

主筋が降伏に至った（降伏歪み：fy/Es（通常は実験時における材料試験結果）に達した点）特

性点とした。原則として１段筋降伏，２段筋降伏が明示されている場合には，１段筋降伏を，降

伏点として定義した。 

 

３）最大耐力点 

最大耐力を記録した時の特性点。現状では，最大耐力を明確に推定する評価式は提案されてい

ないが，今後より精緻な骨格曲線によるモデル化を図る場合には，３折れ線を４折れ線にするこ

とも考えられるため，実験データの抽出のみ行った。 

（課題） 

最大耐力点は，複数の実験データを比較すると，ミクロ的には載荷履歴に依存する可能性があ

ると考えられる。これは，最大耐力点近傍では，鉄筋およびコンクリートの塑性化が進んでいる

ため正負繰り返し載荷を行うため，１回目に比べ２回目のサイクルでは同一変位の耐力が減少す

る傾向がみられるためである。現時点では，さまざまな研究機関で実施する構造実験の載荷履歴

を統一することは困難であると考えられる。 

（現時点での対応） 

載荷履歴による最大耐力点（変形）への影響を補正することは非常に困難である。したがって，

得られた実験データ自体がある程度のばらつきを有するデータであることを認識してデータ分析

を行う必要がある。 

 

４）限界変形点 

部材としての耐力を発揮し,試験体が保有する変形性能を定義するための特性点。既往の研究例

えば[3-8]に準じて，ここでは最大耐力の 80%まで耐力が低下した時の点として定義した。 

（課題） 

現状では人命安全と限界変形点の関係は明確に定義されていない。ここでは，最大耐力の 80%
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耐力点を限界変形点として定義している。しかしながら，物理的な定義を定めることは難しく，

これまでの研究に準じているとしかいうことができない。しかしながら，現在，日本で使用して

いる曲げ終局強度の実験値と計算値の比が 1.15～1.20 の範囲（材料強度を用いた計算値と実験値

の比）であることを考えると，設計者が定める部材モデルで保証する曲げ降伏強度を維持できる

変形能力を示す変形として 1.15～1.20 の逆数として，最大耐力 80%耐力点を定義したとも説明す

ることは可能である。 

（現時点での対応） 

限界部材角については，いくつかの数値的な定義が提案されている。接合部では最大耐力の 5%

減，梁部材では最大耐力の 20%減などである。今後は，かぶりコンクリートの剥落などによる人

命安全性を損なう諸現象が発生するまでという考え方も考えられる。しかしながら，日本では様々

な強度をもつ材料が用いられ，鉄筋の種類や製造メーカも多数あるため，現時点のような数値的

な定義が必要になると考えられる。今後，骨組みの解析において，負勾配を考慮した解析が実行

可能となるとすると，一旦耐力低下したのちのモデル化も必要であると考えることも可能性とし

てはあると思われる。 
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3.5 曲げ降伏先行型の評価式とその精度 

 ここでは，曲げ降伏が破壊前に確認された実験データを，曲げ降伏先行型として分類し検討を

行った。また，設計基準強度 Fc60 以上と以下に分類するために，材料強度（実験時の強度）を

60N/mm2未満，60N/mm2以上にデータを層別にして表示する。これは実建物での使用実績から，

Fc60 のコンクリートの 56 日材齢の平均値が 60N/mm2の約 1.25 倍前後，変動係数が 10％前後を

考慮した場合の平均値＋1.73σに相当する値と考えると，90N/mm2前後で分類することも考えた

が，シンプルな区分として 60N/mm2を用いた。 

 

3.5.1 曲げひび割れ強度（弾性限界点） 

 曲げひび割れは，主として危険断面（曲げモーメントが最も大きくなる断面位置）において発

生すると考えられる。実験データについては，実験上の事由（非試験区間スタブによる変形拘束

や試験体製作から実験準備に至る諸条件）から，必ずしも危険断面位置で発生するものではない

が，ここでは「建築物の構造関係技術基準解説書」[3-9]において示されている次式によって算定す

る。なお，曲げひび割れ強度式は RC 規準[3-10]に準じている。 

 

a. 曲げひび割れ強度 

曲げひび割れ強度 Mcrは，(3.5.1)式によることができる。 

  eccr ZFM 560. （N･mm）                             (3.5.1) 

 cF ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2）ここでは材料試験データを用いる 

  eZ ：鉄筋を考慮した断面係数（mm3） 

  N ：軸方向力（N）, D ：部材せい（mm） 

 

なお，RC 規準（2010）[3-10]によると，この式における適用範囲は σB=18~60N/mm2，N/(bD)=0~10 

N/mm2（b は部材幅(mm)）としている。 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満に層別し，曲げひび割れ強度の実験値と計算値(3.5.1)

式との比較を，図 3.5.1 および表 3.5.1 に示す。図中に，実験値と計算値の比較に関する実験値／

計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を示

す。 

 実験値／計算値の平均値は 1.20 であり，(3.5.1)式は十分な推定精度が確保されていると考えら

れる。しかしながら，実験値／計算値の基準値（1.00）に対して±30%以内に含まれるデータは，

全体の 64.4%に留まった。変動係数も 31.9%であり，さまざまな変動要因が含まれていると考え

られる。対象データが曲げ降伏先行型であり，比較的安定した実験を実施できると考えられるが，

相対的に大きなばらつきが内在することが確認された。これは，曲げひび割れ強度の確認が目視

であること，試験体の初期ひび割れ（乾燥収縮や実験準備中の荷重）の影響や実験中のひび割れ

確認方法（試験体への塗装の有無，照度，観察者の経験および基礎知識）などが影響していると

考えられる。  
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表 3.5.1 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 73 1.20 31.9% 2.63 0.63 64.4%

（f'c＜60) 41 1.21 34.8% 2.63 0.66 58.5%

（f'c≧60) 32 1.19 28.6% 2.43 0.63 71.9%

曲げひび割れ（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型梁部材

データ数
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図 3.5.1 曲げひび割れ強度の実験値と計算値の比較（曲げ降伏先行型） 

 
c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.2 から図 3.5.5 に，曲げひび割れ強度（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断ス

パン比，引張鉄筋比関係およびせん断補強筋比関係を示す。 

 各影響因子と, 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）との相関は見られなかった。 
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図 3.5.2 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係 

（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.3 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.4 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係（曲げ降伏先行型） 

 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

3.00 

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00 2.50 3.00 

降
伏

点
剛

性
低

下
率

実
験

値
／

計
算

値

ke
.e

xp
／

ke
.c

al

せん断補強筋比 pw [％]

曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ＜60)

曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ≧60)

曲
げ

ひ
び

割
れ

強
度

の
実

験
値

／
計

算
値

Q
bc

.e
xp

／
Q

bc
.c

al

 
図 3.5.5 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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3.5.2 弾性剛性（弾性限界点） 

弾性剛性：RC 規準(2010) [3-10]8 条「構造解析の基本事項」2 項「梁・梁の剛性評価」 

鉄筋コンクリート部材に逆対称曲げモーメントが作用する時の材端曲げモーメント M と材端

回転角 R との関係より，弾性剛性 S は以下で表される。 

 

  
L

EI

R

M
S

6


    
 

E：ヤング係数，I：断面 2 次モーメント，L：部材長さ 

 

弾性剛性を求めるための梁部材の断面積および断面 2 次モーメント I は，ひび割れを考慮しな

い全断面から求める。 

 

梁部材の実験では，図 3.5.6 に示すように建研式加力方法，大野式加力方法および単純梁形式

の加力方法が用いられる。ここでは，図に示すように，建研式加力または大野式加力を用いてい

る場合には反曲点位置が試験体高さの中央となり，単純梁形式の場合には支点位置が反曲点位置

として曲げモーメント分布を仮定して試験体長さを定めた。梁部材長さは試験体の内法長さとし

て算定を行なった。 

 

 

 

 

 

 

 

(a)建研式加力    (b)大野式加力    (c)単純梁形式 

図 3.5.6 各実験方法における曲げモーメント図 

 

a. 弾性剛性 

弾性剛性の算定は，「建築物の構造関係技術基準解説書」[3-9]に準じて曲げ剛性とせん断剛性

を平方和で合成した剛性として算定する。以下に算定式を示す。 

 

 mmkN

KK

K

sb

e /
11

1
　　


                                                (3.5.2)       

 eK ：梁の弾性剛性 (kN/mm) 

bK ：梁の曲げ剛性 (kN/mm) 

sK ：梁のせん断剛性 (kN/mm) 

0L

0 2L

0 2L

0 2L 0 2L

0L 0 2L
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 ここで曲げ剛性 bK は， 

  逆対称曲げモーメントの加力形式の場合 

 mmkN
L

IE
K ec

b /
12

3
　  

  片持ち梁の加力形式の場合 

 mmkN
L

IE
K ec

b /
3

3
　  

 とする。 

 

 またせん断剛性 sK は， 

 mmkN
L

AG
K s /　







 

 とする。 

 

cE ：コンクリートのヤング係数 (kN/mm2) 

eI ：鉄筋を考慮した断面二次モーメント(等価断面二次モーメント) (mm4) 

  









4
1

12

4
2

1

3 r
agnX

BD
I le

  

 

：内法スパン長さ

：鉄筋の公称半径

の距離：中立軸から鉄筋まで

：鉄筋断面積

：ヤング係数比：鉄筋本数　

：柱成：柱巾　　

1

][mmL

][mmr

][mmg

][mma

nX

DB

2
l

 

 

G ：コンクリートのせん断弾性係数 (kN/mm2)  

 


12
cE

G  

 

 ：コンクリートのポアソン比であり，ここでは =0.2 として算定した。厳密にはコン

クリート強度に比例すると考えられるが，計算が煩雑となるため，一定値を用いた。 

A：部材の断面積  Db   (mm2) 

 ：せん断剛性を求める際の形状係数であり，ここでは =1.2 として算定した。 

 

なお，コンクリートのヤング係数（ E c）について論文に記載がない場合は，NewRC 式（2010

年 RC 規準式）を用いて算定した。 
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 2
5.1

/
2023

21000 mmN
F

E c 　　








  236 mm/NFc   (1991 年版本規準式) 

   223

1

21 36
6024

33500 mm/NFmm/N
F

kkE c
c 　　　　















  (NewRC 式) 

 ：コンクリートの気幹単位体積重量(kN/m3)，RC 規準（2010）[3-10]に従って算定した。 

 21 k,k ：使用骨材，混和剤などを考慮した係数であり，本研究では 121  kk とした。 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満に層別し，弾性剛性の実験値と計算値(3.5.2)式との比

較を，図 3.5.7 および表 3.5.2 に示す。図中に，実験値と計算値の比較に関する実験値／計算値の

有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を示す。 

実験データの多くは，弾性剛性の数値に関する記述が成されていない。曲げひび割れ強度が記

載されているデータは，グラフから変位を読み取っている。そのため，実験データはデータ取得

の時点で，ある程度のばらつきを保有している。有効なデータは 58 としたが，変動係数が 60%

を超えており，有効なデータとして活用できるかは十分な検討が必要である。総じて，実験値／

計算値の平均値は 0.42 である。明らかに，多くのデータは弾性剛性の実験値が計算値に比べて低

いことから，柱部材と同様に RC 部材の連続性に関する部材長さの考え方（実験では，あくまで

も試験区間の内法スパンを部材長さとしている）や実験前の試験体の状態（乾燥収縮による初期

ひび割れの影響など）や実験観測方法によるばらつきの要因が挙げられる。今後，データの詳細

な検討の上，剛域入り込みの概念を用いて部材長さを内法スパンよりもやや長く評価することが

必要であると考えられる。 
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表 3.5.2 弾性剛性（実験値／計算値）に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 58 0.42 61.4% 1.09 0.10 13.8%

（f'c＜60) 36 0.49 68.6% 1.09 0.10 22.2%

（f'c≧60) 22 0.29 40.9% 0.61 0.15 0.0%

弾性剛性（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型梁部材

データ数
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図 3.5.7 弾性剛性の実験値と計算値の関係 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.8 から図 3.5.11 に，弾性剛性（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパン比，

引張鉄筋比およびせん断補強筋比比関係を示す。 
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図 3.5.8 弾性剛性（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.9 弾性剛性（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.10 弾性剛性（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.11 弾性剛性（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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3.5.3 せん断ひび割れ強度（基準式） 

せん断ひび割れ強度の検討は， 2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書[3-9]に従って行った。 

 

a. せん断ひび割れ強度（建築物の構造関係技術基準解説書） 

   
 

   kgjb
.dQ/M

Fk.
Q cc

su 　　












71

5000850
                                           (3.5.3) 

 ここで， 

     ck ：部材せいに対する補正係数 (d>40cm の時，0.72) 

     cF ：コンクリートの圧縮強度  (kgf/cm2) 

      dQ/M  ：シアスパン比 

     b ：梁幅  (cm) 

     j ：応力中心距離(=7/8d) (cm) 

     d ：梁の有効せい 

 

 この式は，圧縮強度 36N/mm2程度以下，鉄筋は SD390 級以下の普通強度の材料を用いた部材

の実験結果から得られた実験式であり，それらが適用範囲となる。 

 しかし近年，圧縮強度が 36N/mm2 を超えるコンクリートを用いた部材の実験データが蓄積さ

れており，日本建築学会「高強度コンクリートの技術の現状」では，圧縮強度が 60N/mm2 以下

の範囲まで適用可能であるとの検討がなされている。 

 なお，部材せいに対する補正係数 ck については，有効せい d との関係を示した下のグラフから

d<40cm の範囲を主に算出される。 

 

 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60以上と f’c60未満に層別し，せん断ひび割れ強度の実験値と計算値(3.5.3)

式との比較を，図 3.5.12 および表 3.5.3 に示す。図中に，実験値と計算値の比較に関する実験値

／計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を

示す。 
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 ここで取り扱うデータは曲げ降伏先行型のデータであり，多くのデータが曲げひび割れが先行

するデータである。また，曲げひび割れ発生に曲げひび割れが進展して発生する曲げせん断ひび

割れとせん断ひび割れの区別を明確にすることが難しく，実験データの定義も必ずしも一致した

基準となっていない可能性がある。しかしながら，ここでは(3.5.3)式の精度検証を行ったので，

その結果を，以下に示す。 

 実験値／計算値の平均値は 1.50 であり，総じて(3.5.3)式は安全側の計算値を算出することが確

認され，比較的安定した実験データが得られていることが確認された。 

 

表 3.5.3 せん断ひび割れ割れ強度（実験値／計算値）に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 74 1.50 28.1% 2.69 0.60 28.4%

（f'c＜60) 40 1.60 30.4% 2.69 0.81 25.0%

（f'c≧60) 34 1.38 25.2% 1.92 0.60 32.4%

せん断ひび割れ（実験値／計算値：基準式） データ：曲げ降伏先行型梁部材

データ数
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図 3.5.12 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値の比較（曲げ降伏先行型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.13 から図 3.5.16 に，せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）（基準式）とコンクリート

強度，せん断スパン比，引張鉄筋比およびせん断補強筋比関係を示す。コンクリート強度が大き

い場合ほど，実験値と計算値の比が低下する傾向が見られた。これは，基準式(3.5.3)式を高強度

コンクリート（主に 60N/mm2）の領域まで式を拡張する場合には，せん断ひび割れ強度を，評価

する場合にコンクリート強度を１乗に比例するのではなく，曲げひび割れ強度と同様に指数関数

を用いて評価することが望ましい可能性があることが分かった。 
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図 3.5.13 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.14 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.15 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.16 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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3.5.4 せん断ひび割れ強度（靭性指針式） 

せん断割れ強度の検討として，靭性指針式[3-4]による検討結果を以下に示す。 

 

a. せん断ひび割れ強度（靭性指針式） 

      




  /DbQ oT

2
Tcrc （N）                 (3.5.4) 

 

   φ：耐力係数 0.51 

  σT：コンクリートの引張強度（N/mm2） cT F313.0  

  σo ：柱の使用限界変形時の設計用軸方向応力度（N/mm2），圧縮を正とする。 

      
Db

N 1UC
0 
＝σ  

  b：柱幅（mm），D：柱せい（mm），κ：断面形状係数 1.5 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60以上と f’c60未満に層別し，せん断ひび割れ強度の実験値と計算値(3.5.4)

式との比較を，図 3.5.17 および表 3.5.4 に示す。図中に，実験値と計算値の比較に関する実験値

／計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を

示す。 

 ここで取り扱うデータは曲げ降伏先行型のデータであり，多くのデータが曲げひび割れが先行

するデータである。また，曲げひび割れ発生に曲げひび割れが進展して発生する曲げせん断ひび

割れとせん断ひび割れの区別を明確にすることが難しく，実験データの定義も必ずしも一致した

基準となっていない可能性がある。しかしながら，ここでは(3.5.4)式の精度検証を行ったので，

その結果を，以下に示す。 

 実験値／計算値の平均値は 1.48 であり，総じて(3.5.3)式に比べて推定精度がいいことが分かっ

た。 
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表 3.5.4 せん断ひび割れ割れ強度（実験値／計算値）に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 74 1.48 30.6% 2.94 0.65 25.7%

（f'c＜60) 40 1.59 34.3% 2.94 0.65 15.0%

（f'c≧60) 34 1.34 25.3% 2.01 0.65 38.2%

せん断ひび割れ（実験値／計算値：靭性指針式） データ：曲げ降伏先行型梁部材

データ数
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図 3.5.17 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値（靭性指針式）の比較（曲げ降伏先行型） 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.18 から図 3.5.21 に，せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）（靭性指針式）とコンクリ

ート強度，せん断スパン比，引張鉄筋比およびせん断補強筋比関係を示す。コンクリート強度に

加えて，せん断スパン比と靭性指針式によるせん断ひび割れ強度（実験値／計算値）と強い相関

があることが分かった。ほかの因子とは相対的に大きな相関は見られなかった。靭性指針式に，

高強度コンクリートの取り扱い及びせん断スパン比の影響を考慮すると，さらに精度が向上する

と考えられる。基準式(3.5.3)式よりは，コンクリート強度が高強度化しても実験値／計算値が減

少傾向にある傾向は小さい。これは，靭性指針式(3.5.4)式の場合には，コンクリート強度を 0.5
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乗に比例する形で評価しているためと考えられる。むしろ，靭性指針式では，シアスパン比が小

さい場合に，実験値を，明らかに過小評価する傾向があることが分かった。これは，短スパンの

状態においてはアーチ機構（部材の変形に伴い，両端の圧縮力が部材全長に渡って，コンクリー

トの圧縮力が釣合う力）が作用し，梁部材の変形によって部材内部において変形拘束に伴う圧縮

力が作用するためと考えられる。 
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図 3.5.18 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.19 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.20 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.21 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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3.5.5 曲げ終局強度（基準式） 

曲げ終局強度の検討は，2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書[3-9]に従って行った。 

 

a. 曲げ終局強度（建築物の構造関係技術基準解説書）[3-9]        

  
   　dM ytu  90.  (N･mm)                             (3.5.5) 

 

 t  ：引張鉄筋断面積 (mm2) 

 y  ：引張鉄筋の降伏強度 (N/mm2) 

d：はり有効せい（引張鉄筋が 2 段に配筋される場合，その重心から圧縮縁までの距離） (mm) 

  

この式における適用範囲は，引張鉄筋比が tP <2.0%の範囲においてコンクリートの圧縮強度が

18 N/mm2以上かつ SD390 級以下の鉄筋である。 

                                     

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満に層別し，曲げ終局強度の実験値と計算値(3.5.5)式と

の比較を，図 3.5.22 および表 3.5.5 に示す。図中に，実験値と計算値の比較に関する実験値／計

算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を示す。 

 実験値／計算値の平均値は 1.09 であり，変動係数も 11.1%であった。基準値の 1.0 に対して

±30%以内に含まれるデータは，全体の 96.6%であり，高い推定精度を確認することができた。な

お，図上で，SD490 相当の鉄筋（降伏強度 490~570N/mm2）を使用した実験データを区分でき

るように表示した。特に，梁主筋に SD490 相当を使用したデータの実験値と計算値の関係は，固

有の特性は確認されなかった。 
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表 3.5.5 曲げ終局強度（実験値／計算値）に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 297 1.09 11.1% 1.88 0.81 96.6%

（f'c＜60) 211 1.08 11.8% 1.88 0.81 96.2%

（f'c≧60) 86 1.13 7.8% 1.50 0.84 97.7%

曲げ終局強度（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型梁部材

データ数
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図 3.5.22 曲げ終局強度の実験値と計算値の比較（曲げ降伏先行型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.23 から図 3.5.27 に，曲げ終局強度（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパ

ン比，引張鉄筋比，主筋強度およびせん断補強筋比関係を示す。各図では，梁主筋に SD490 相当

鉄筋を使用した場合の区分できるように表示した。何れの因子も，曲げ終局強度（実験値／計算

値）と著しい相関は見られなかった。言い換えれば，梁部材の曲げ終局強度（実験値／計算値）

の推定精度に明確に影響を与える因子は定められない。これは，各因子の影響が計算値に取り込

まれているか，大きな影響を与えないことを示している。 
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図 3.5.23 曲げ終局強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 

 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00

曲
げ

終
局

強
度

の
実

験
値

／
計

算
値

Q
m

u
.e

xp
／

Q
m

u
.c

al

せん断スパン比 M/QD

曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ＜60)

曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ≧60)

梁主筋SD490相当使用

 
図 3.5.24 曲げ終局強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.25 曲げ終局強度（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.26 曲げ終局強度（実験値／計算値）－主筋強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.27 曲げ終局強度（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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3.5.6 せん断余裕度と最大耐力余裕度関係 

ここでは，実験値の最大耐力を曲げ終局強度（計算値）と見做し，縦軸に曲げ終局強度（実験

値／計算値）を，横軸にせん断強度の実験値と計算値の比とした関係図を図 3.5.28 および図 3.5.29

に示す。ここで使用するせん断強度式を以下に示す。 

 

a. せん断強度式１（建築物の構造関係技術基準解説書）[3-9] 

  （下限式） 

 
  (N)85.0

12.0/

18053.0 23.0

　　bjwypw
QdM

Fcpt
Qsu













                  (3.5.6) 

 

（平均値式） 

 
  (N)85.0

12.0/

18068.0 23.0

　　bjwypw
QdM

Fcpt
Qsu













                  (3.5.7) 

 

pt ：引張鉄筋比（％） 

Fc ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

M/Q ：M，Q はそれぞれ終局強度算定時における部材内の最大曲げモーメント及びせ

ん断力（ただし，M/(Qd)は，M/(Qd)＜1 のとき 1 とし，M/(Qd)＞3 のとき 3 と

する）(mm) 

d ：はり有効せい (mm) 

pw ：せん断補強筋比（小数） 

σwy ：せん断補強筋の降伏強度（N/mm2） 

b ：はり幅 (mm) 

j ：応力中心距離(mm)で 7d/8 としてよい。 

 

上記の(3.5.6)式および(3.5.7)式は以下の荒川原式から誘導されている。 

 

τumin yww
Bpu p

Qd
M

kk
σ

σ
7.2

12.0

)180(092.0





 ( kgf/cm2)    

yww
Bpu

umean p

Qd

M

kk
σ

σ
τ 7.2

12.0

)180(115.0





 ( kgf/cm2)   

 

b. せん断強度式 2：靭性指針式[3-4] 

・柱および大梁のせん断強度 cQsu，bQsuは，(3.5.8-1～3.5.8-3)式の最小値とする。 
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 tan

2

bDP5
FjbPQ

wywe
ceewywe1su                        (3.5.8-1) 

 ee
wywec

2su jb
3

PF
Q


                                  (3.5.8-2) 

 ee
c

3su jb
2

F
Q


                            (3.5.8-3) 

  b ：断面の幅（mm） 

  D ：断面のせい（mm） 

  je ：トラス機構に関与する断面の有効せい（外側の横補強筋の芯々間隔）（mm） 

  be ：トラス機構に関与する断面の有効幅（mm） 

      両側スラブ付きの梁 be＝b 

      柱およびスラブ無しの梁は，外側の横補強筋との芯々間隔 

  σwy ：横補強筋信頼強度（N/mm2） 

  Pwe ：有効横補強筋比 

   
sb

a
P

e

w
we 

    

  μ ：トラス機構の角度を表す係数 

    ＝2－20 Rp  

                 

    Rp ：架構設計変形時でのヒンジ領域の回転角（rad） 

 非ヒンジ部材はRp＝0.0とし，降伏ヒンジの発生する柱は Rp＝0.015， 

 大梁はRp＝0.02とする。 

    ν ：コンクリート圧縮強度の有効係数 

 ν＝(1－20Rp)νo 

νo：降伏ヒンジ・潜在ヒンジを計画しないときの有効係数 

   
200

F
7.0 c

o  （Fc≦60N/mm2） 

   3
1

co F68.3  （Fc＞60N/mm2 ただし，Fcの単位はkgf/cm2とする） 

     Fc ：コンクリート設計基準強度（N/mm2） 

     λ ：トラス機構の有効係数 

  
e

s

e j4

b

j2

S
1   

  bs：横補強筋の断面方向の最大間隔（mm） 

    ただし，中子筋が断面内にほぼ均等に配置されている場合 

   
1N

b
b

s

e
s 
  

   Ns：中子筋の本数 

     θ ：アーチ機構の圧縮束の角度 

aｗ ：1 組の横補強筋の断面積（mm2） 
s ：横補強筋の間隔（mm） 
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  引張軸力を受ける柱 

   tanθ＝0 

  L/D≧1.5の部材 
L

D

2
9.0tan   

  L/D＜1.5の部材 
D

LDL
tan

22 


 
 

(a)中子筋なし

be＝bs

b

D

(b)中子筋あり

be

b

j
e

bs

(c)両側スラブ付き
D

(e)片側スラブ付き

j
e

b＝be＝bs be＝bs

 
L：クリアスパン長さ（mm） 

柱または梁の断面図 

 

図 3.5.28 に示したせん断余裕度に技術基準解説書式を適用した場合には，せん断補強筋負担の

項がせん断補強筋量（pwσwy）が 0.5 乗に比例するものとして式が構築されているため，高強度せ

ん断補強筋や高密度配筋を行った場合でもせん断強度が極端に大きくならないようになっている

ため，せん断余裕度（横軸）1.0 から 2.0 付近に多くのデータが集積している。一方，靭性指針式

を用いた場合の図 3.5.29 では，せん断補強筋量が 1.0 乗に比例するため，高強度せん断補強筋を

使用する場合や，高密度配筋した場合には，比例的にせん断強度が大きくなり，大きなせん断余

裕度を算出する。こちらの場合における問題点は，せん断補強筋の有効強度および有効補強筋量

の上限設定を行う必要があることである。図 3.5.28 および図 3.5.29 に示した曲げ降伏先行型のデ

ータは，曲げ終局強度自体が，実験値／計算値が 1.0 を下回る場合も多く存在することから，縦

軸で 1.0 を下回るデータも多く含まれている。 
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図 3.5.28 最大耐力（実験値）／曲げ終局強度（計算値）－せん断余裕度（計算値）関係 

（曲げ降伏先行型データ）せん断強度式は基準法式 (3.5.6)式 
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図 3.5.29 最大耐力（実験値）／曲げ終局強度（計算値）－せん断余裕度（計算値）関係 

（曲げ降伏先行型データ）せん断強度式は靭性指針式 (3.5.8)式 
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3.5.7 降伏点剛性低下率 

降伏点剛性低下率とは，部材が曲げ降伏に至った時点の原点からの等価剛性と，弾性剛性（主

に曲げひび割れ発生時の等価剛性）との比を示している。降伏点剛性低下率は，1973 年に菅野博

士が提案した菅野式[3-13]が広く適用されている。 

 

a. 降伏点剛性低下率 [3-9], [3-13] 

  （せん断スパン比（M/QD）2.0 以上） 

 
2)()043.064.1043.0( DdDaptny                    (3.5.9) 

 

n：ヤング係数比， tp ：引張鉄筋比 

a：シアスパン長さ (mm) ≦3.0D 

D ：梁せい (mm)， d ：梁の有効せい (mm) 

   

 （せん断スパン比（M/QD）2.0 未満） M/QD≧1.0 

2)()159.00836.0( DdDay              (3.5.10)  

 
 なお，本式は pt=0.4～2.8%，a/D=2.0~5.0 の範囲にある実験資料の結果と比較すると，±30%

の範囲に全資料の 90%が入る程度の精度であるとしている。a/D=1.0~2.0 の試験体について

(3.5.10)式の計算値はばらつきが大きいが±30%の範囲に全資料の 80%が入る精度を有しており，

(3.5.9)式で計算するよりはるかに推定精度が良いとされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.30 菅野式の定義と降伏点剛性と実験値の比較[3-13] 
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b. 実験値と計算値の比較 

せん断スパン比：M/QD≧2.0 におけるコンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満に層別し，降伏

点剛性低下率の実験値（弾性剛性は計算値）と計算値(3.5.9)式との比較を，図 3.5.31 および表 3.5.6

に示す。同様に，せん断スパン比：M/QD<2.0 における実験値と計算値(3.5.10)式との比較検討し

た結果を，図 3.5.32 および表 3.5.7 に示す。 

 ここで取り扱うデータは曲げ降伏先行型のデータである。実験値は，原則として論文に記載さ

れている主筋降伏時の耐力を降伏点と定義して算定している。 

 

（弾性剛性を計算値とした場合） 

 弾性剛性を実験データから採取することが難しく，データの母数が不足したためこの手法を採

用した。 

 せん断スパン比 M/QD≧2.0 では，実験値／計算値の平均値は全体で 0.72 であるが，変動係数

は 53.0%であった。今後，データの精度を向上させるためには，データの層別などの操作が必要

であると考えられる。ここで示したデータで言えることは，菅野博士によって提案された降伏点

剛性低下率は，ほぼ妥当な評価式であると考えらる。 

 せん断スパン比 M/QD<2.0 では，実験値／計算値の平均値は全体で 1.11 であるが，変動係数

は 51.7%であった。 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

図 3.5.33 から図 3.5.36 に，降伏点剛性低下率（弾性剛性は計算値）（実験値／計算値）とコン

クリート強度，せん断スパン比，引張鉄筋比およびせん断補強筋比の関係を示す。 

降伏点剛性低下率（弾性剛性は計算値）の実験値と計算値において最も相関が見られたのは，

コンクリート強度，せん断スパン比および主筋強度であった。菅野式では主筋降伏強度が

495N/mm2 までの実験データを使用して提案されている。したがって，ここで取り扱っている

SD490 以上の高強度鉄筋は適用範囲外となる。今後，推定精度をさらに向上させるためには，全

体的に式の補正と共に高強度鉄筋の取り扱いを考慮する必要があると考えられる。 
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表 3.5.6 せん断スパン比 M/QD≧2.0（曲げ降伏先行型）における 

降伏点剛性低下率（実験値／計算値）の統計値 

*弾性剛性は計算値を使用 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 100 0.72 28.1% 1.21 0.40 53.0%

（f'c＜60) 66 0.75 28.1% 1.21 0.42 56.1%

（f'c≧60) 34 0.68 29.1% 1.17 0.40 47.1%

データ数

降伏点剛性低下率（実験値／計算値） データ：M/QD≧2.0データ
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図 3.5.31 せん断スパン比 M/QD≧2.0（曲げ降伏先行型）における 

降伏点剛性低下率の実験値と計算値の比較 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 
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表 3.5.7  せん断スパン比 M/QD<2.0（曲げ降伏先行型）における 

降伏点剛性低下率（実験値／計算値）の統計値 

*弾性剛性は計算値を使用 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 29 1.11 32.6% 1.72 0.43 51.7%

（f'c＜60) 19 1.11 28.6% 1.59 0.43 63.2%

（f'c≧60) 10 1.11 40.9% 1.72 0.51 30.0%

降伏点剛性低下率（実験値／計算値） データ：M/QD<2.0データ

データ数
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図 3.5.32 せん断スパン比 M/QD<2.0（曲げ降伏先行型）における 

降伏点剛性低下率の実験値と計算値の比較 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 
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図 3.5.33 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－コンクリート強度関係 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 
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図 3.5.34 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－せん断スパン比関係 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 
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図 3.5.35 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 

 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

0 200 400 600 800 1000 1200

降
伏

点
剛

性
低

下
率

実
験

値
／

計
算

値

ke
.e

xp
／

ke
.c

al

主筋強度 fy [N/mm2]

曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ＜60)

曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ≧60)

降
伏

点
剛

性
低

下
率

の
実

験
値

／
計

算
値

ke
.e

xp
／

ke
.c

al

 

図 3.5.36 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－主筋強度関係 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 
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3.5.8 降伏点変形角 

降伏点変形角は，図 3.4.1 に示したように，梁部材に作用する曲げモーメントによって，引張

側主筋が降伏強度に達することによって，耐力が頭打ちとなり，曲げ降伏に至った判定される時

点の変形角である。現在は，3.5.7 に示した降伏点剛性低下の評価式（菅野式）を用いた算定方法

が一般的である。以下に，実験値と計算値の比較結果を示す。 

 

a. 降伏点変形角：Ry        

  

                                                           (3.5.11) 

 

 

 

 

 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満に層別し，降伏点変形角の実験値と計算値(3.5.11)式と

の比較を，図 3.5.37 および表 3.5.8 に示す。 

 降伏点変形角は，曲げ終局強度と降伏点剛性低下率を用いて算出されている。そのため，実験

値／計算値は 1.0 前後にばらついている。実験値／計算値の平均は 1.31 でああるが，変動係数が

35%と相対的に大きく，実験データの再確認も必要であると考えられる。 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

図 3.5.38 から図 3.5.41 に，降伏点変形角（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパ

ン比，引張鉄筋比および主筋強度の関係を示す。 

降伏点変形角（実験値と計算値）において最も相関が見られたのは主筋降伏強度であった。3.5.7

に示した降伏点剛性低下率の検討結果に対応して，主筋に高強度鉄筋を使用した場合ほど，降伏

点剛性がやや過小評価する傾向があり，結果的に降伏点変形角の実験値／計算値が大きくなる傾

向を示した。これは，主筋強度が高強度化された場合の取り扱いが菅野式が提案された時から比

較して適用範囲外となるデータが多く含まれているためと考えられる。但し，主筋強度以外にも

推定精度を低下させている因子が含まれているため，今後さらなる検討が必要である。 
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表 3.5.8 降伏点変形角（実験値／計算値）に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 129 1.31 35.5% 2.27 0.46 41.1%

（f'c＜60) 85 1.26 34.1% 2.27 0.49 50.6%

（f'c≧60) 44 1.41 34.7% 2.14 0.46 22.7%

降伏点変形角（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型梁部材

データ数
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曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ≧60)

+30%

-30%

 
図 3.5.37 降伏点変形角（実験値／計算値）の比較 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 
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図 3.5.38 降伏点変形角（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.39 降伏点変形角（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.40 降伏点変形角（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係（曲げ降伏先行型） 

 

0.00 

1.00 

2.00 

3.00 

4.00 

0 200 400 600 800 1000 1200

曲
げ

降
伏

時
角

の
実

験
値

／
計

算
値

ke
.e

xp
／

ke
.c

al

主筋鉄筋強度 fy [N/mm2]

曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ＜60)

曲げ降伏先行型（ｆ’ｃ≧60)

曲
げ

降
伏

時
変

形
角

の
実

験
値

／
計

算
値

R
ｙ.

e
xp

／
R

y.
c
al

 

図 3.5.41 降伏点変形角（実験値／計算値）－主筋強度関係（曲げ降伏先行型） 
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3.5.9 限界変形角 

限界変形角は，実験で得られた復元力特性において，最大耐力から 80%に耐力低下した時の部

材角として定義する。構造設計時においては，曲げ終局強度として算定した計算値を下回る状態

に相当している。言い換えれば，構造設計者が仮定した耐力を維持できなくなる限界ということ

となる。したがって，部材の限界状態という意味合いではない。計算値は，3.5.6 に示した靭性指

針式によって算定される曲げ降伏後のせん断強度が，曲げ終局強度（計算値）を下回った時の変

形として算定した。ここでは，降伏点の変形分を考慮した場合と，塑性回転角として，降伏点に

部材角を足し合わせないデータを用いてデータを集積した結果を以下に示す。 

 

a. 限界変形角 uR  

uR は，曲げ降伏後のせん断強度を，(3.5.8)式によって塑性回転角を漸増させて計算し，曲げ降

伏後のせん断強度が(3.5.5)式の曲げ終局強度と交差する変形角を算出する。そして，(3.5.11)式に

よる降伏点変形角を加えて限界変形角（計算値）を算出した。 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満に層別し，限界変形角の実験値（弾性剛性は計算値）

と計算値の比較を，図 3.5.42 および表 3.5.9 に示す。同様に，限界変形角の実験値（弾性剛性は実

験値）と塑性回転角（計算値）との比較を，図 3.5.43 および表 3.5.10 に示す。 
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表 3.5.9 限界変形角（実験値／計算値）に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 261 1.75 58.1% 8.32 0.60 34.5%

（f'c＜60) 175 1.81 64.2% 8.32 0.60 33.1%

（f'c≧60) 86 1.63 45.8% 4.05 0.63 37.2%

限界変形角（実験値／計算値：Ry+Rp） データ：曲げ降伏先行型梁部材

データ数
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図 3.5.42 限界変形角の実験値と計算値の比較 

（曲げ降伏先行型）*計算値は降伏点部材角＋塑性回転角 
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表 3.5.10 限界変形角（実験値／計算値）に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 203 3.73 141.2% 40.85 0.77 14.3%

（f'c＜60) 145 3.82 149.6% 40.85 0.81 13.1%

（f'c≧60) 58 3.51 126.1% 26.06 0.77 17.2%

限界変形角（実験値／計算値：塑性回転角） データ：曲げ降伏先行型梁部材

データ数
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図 3.5.43 限界変形角の実験値と計算値の比較 

（曲げ降伏先行型）*計算値は塑性回転角のみ 
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3.6 せん断破壊型の評価式とその精度 

 本節では，データベースで収集した梁試験体（2013 年度データ整理分）の内，せん断破壊に至

った 115 体のデータについて，剛性や強度，変形を，技術基準解説書の付録[3-1]に記載された算定

式による計算値と比較し既往の算定式の予測精度を検証する。 

 なお，ここで取り扱う実験データでは，実験データが表示されているものおよび一部グラフよ

り読み取りが可能なデータを含む。 

 

（１） 弾性領域 

a-1）弾性剛性：RC 規準(2010)8 条[3-10]「構造解析の基本事項」2 項「柱・梁の剛性評価」 

NewRC 式において定められた弾性剛性の値は以下のようになる。 

KsKb

Ke
11

1




                                                              
(3.6.1)

  

 

  :Ke 梁の弾性剛性 :Kb 梁の曲げ剛性 :Ks 梁のせん断剛性 (kN/mm) 

 

 表 3.6-1 に，梁部材の弾性剛性について，(3.6.1)式と実験データを比較した結果を示す。 

 ここで，重要な点は以下の通りである。 

 

・せん断剛性と曲げ剛性を並列として合成した値を弾性剛性とした。 

・断面二次モーメントは鉄筋を考慮した値(等価断面二次モーメント)を使用した。 

・実験データにおける弾性剛性の定義は実験でひび割れが観測された点としており，実験値は(曲

げひび割れ強度時のせん断力[kN])/(曲げひび割れ強度時の変形量[mm])として計算可能な場合は

算出している。 

 

表 3.6.1 弾性剛性の検討結果一覧 

曲げひび割れ先行型 試験体数 平均値 標準偏差 変動係数（%）

実験値/計算値 21 0.655 0.363 55.4
 

せん断ひび割れ先行型 試験体数 平均値 標準偏差 変動係数（%）

実験値/計算値 20 0.496 0.120 24.1
 

 標準偏差 0.363，変動係数 55.4％であり，実験値，計算値のばらつきが非常に大きい。 

 

要因の一つとして，(曲げひび割れ強度時のせん断力[kN])/(曲げひび割れ強度時の変形量[mm])

として弾性剛性の実験値を算出しているため，グラフから算出する場合に値が正確にだされてい

ないことが考えられる。特に曲げひび割れ時を目視で定めることは難しく，試験体によりずれが

大きくなる可能性がある。 
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今後の課題として，試験体の長さを，通常の構造設計で実施しているように剛域入り込みをど

のように実験データ分析時に用いるかを定める必要がある。特に，弾性剛性は降伏点剛性の基準

となる値であり，工学的な判断と力学的な論理性を考慮した手法を統一する必要がある。なお，

現状ではデータの分析が十分に進められていないため，今後の検討課題は以下の事項があげられ

る。 

 

1） 内法長さの考慮方法 

2） せん断剛性考慮の有無 

3） スラブの有効範囲 

4） 梁上端と下端のコンクリート強度が異なる場合 

 

a-2）曲げひび割れ強度およびせん断ひび割れ強度：（2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書

付録[3-9]） 

 ここでは，曲げひび割れ強度およびせん断ひび割れ強度の記述があった実験データから以下の

評価式の検討を行った。 

ZeBMc ・56.0
                                     

(3.6.2)
 
 

 
  bj
QdM

Fckc
Qc













7.1/

500085.0

                                 
(3.6.3) 

ここで， 

σB ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

Ze ：鉄筋を考慮した断面係数（mm3） 

D ：部材せい (mm) 

kc ：部材せいに対する補正係数（d＞40cm のとき，0.72） 

Fc ：コンクリートの圧縮強度（kgf/cm2）（実験の場合は最大圧縮強度） 

M/(Qd) ：シアスパン比 

b   ：部材幅（cm） 

j   ：応力中心距離（＝7d/8）（cm） 

d   ：有効せい（cm） 

 

表 3.6.2 に，梁部材の曲げひび割れ強度について，(3.6.2)式と実験データを，表 3.6.3 に，梁部

材のせん断ひび割れ強度について，(3.6.3)式と実験データを比較した結果を示す。 

 

表 3.6.2 曲げひび割れ強度の検討結果一覧 

曲げひび割れ強度 試験体数 平均値 標準偏差 変動係数（%）

実験値/計算値 22 0.903 0.470 52.0
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表 3.6.3 せん断ひび割れ強度の検討結果一覧 

せん断ひび割れ強度 試験体数 平均値 標準偏差 変動係数（%）

実験値/計算値 50 1.087 0.395 36.4
 

 

曲げひび割れ強度およびせん断ひび割れ強度は，計算値と実験値の比が 1.10 前後となり，ほぼ

妥当な結果が得られている。しかしながら，変動係数は，曲げひび割れ強度で 52.0%，せん断ひ

び割れに至っては，変動係数が 36.4%となっている。この要因の一つとして，各ひび割れの確認

は目視によるものであるため，試験機関による違いも発生する可能性がある。また，曲げひび割

れ発生ごとに，曲げせん断ひび割れと新調した時の明確な定義を設けることが難しい。 

 

（２）せん断強度(曲げ降伏前)（2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書付録[3-9]） 

 梁部材のせん断強度は，構造設計を実施する上でも重要な構造性能であるため，詳細に検証す

るために，3.2.2 に示した既往の実験データから，せん断破壊に至ったと記録された実験データを

抽出し，曲げ降伏前のせん断破壊強度についての検討を行った。ここでは，せん断補強筋量が 0

のデータも一部含まれている。したがって，技術基準解説書に定められている最小せん断補強筋

比 pw=0.20%を下回るデータも含まれている。 

せん断：ただし試験体寸法が小さい場合は，ku,kp（下図参照）を算定する。 

 
  (N)85.0
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                   (3.6.7) 
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                   (3.6.8) 

pt ：引張鉄筋比（％） 

Fc ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

M/Q ：M，Q はそれぞれ終局強度算定時における部材内の最大曲げモーメント及びせ

ん断力（ただし，M/(Qd)は，M/(Qd)＜1 のとき 1 とし，M/(Qd)＞3 のとき 3 とす

る）(mm) 

d ：はり有効せい (mm) 

pw ：せん断補強筋比（小数） 

σwy ：せん断補強筋の降伏強度（N/mm2） 

b ：はり幅 (mm) 

j ：応力中心距離(mm)で 7d/8 としてよい。 

yww

Bpu

u p

Qd

M

kk
σ

σ
72

120

1800920
.

.

)(.
min 




 ( kgf/cm2)   式 1   (3.6.9)



第 3 章 梁部材 
 

3-76 

yww
Bpu

umean p

Qd

M

kk
σ

σ
τ 7.2

12.0
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 ( kgf/cm2)  式 2 

 せん断破壊として報告された 115 体を抽出し，分析した結果を以下に示す。図 3.6.2 に(3.6.7)

式による計算値と実験値の比によって算出した実験値／計算値のヒストグラムと実験値と計算値

(3.5.7)式関係のグラフ示す。概ね実験値と計算値には１次近似式に従うと平均的には 1.5:1.0 の関

係にある。 
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(a)実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式のヒストグラム 

一次近似式
y = 1.5051x
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(b)せん断強度の実験値-計算値(3.6.7)式関係 

図 3.6.1 せん断強度(3.6.7)式の検証（せん断破壊型） 

 

  (3.6.10)

データ数 115
平均値 1.606

標準偏差 0.354
変動係数 22.0%

(3.6.7)式

(3.6.7)式
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表 3.6.4 終局強度（せん断）の検討結果一覧 

せん断終局(荒川min) 試験体数 平均値 標準偏差 変動係数（%）

最大耐力/計算値 115 1.606 0.354 22.0
 

表 3.6.4 にせん断強度式による実験値と計算値関係の集計結果を示す。また，以下に，ここで

まとめた実験値／計算値の関係に影響している因子の分析を行った結果を以下に示す。検討した

因子は以下のとおりである。 

 

1) コンクリート強度 ：f ’c    図 3.6.2 参照 

 コンクリート強度と実験値／計算値には，負の相関がみられる。但し，コンクリート強度が f ’c60

前後までは，著しい相関は見られない。設計式を誘導した実験データベースの適用範囲が

78N/mm2前後までのデータベースであったことから，妥当な結果と考えられる。 
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図 3.6.2 コンクリート強度－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式関係 

 

2) せん断補強筋強度 ：σwy    図 3.6.3 参照 

 せん断補強強度は，設計式が誘導された時代には，降伏強度が 400 N/mm2前後までのせん断補

強筋が主に使用されていた。近年は，高強度せん断補強筋 SD785，SBPD1275/1420 なども一般

的に広く使用されている。個々の高強度せん断補強筋の適用検討のために適応妥当性が検討され

ている。図 3.5.4 は，それらの結果を包含している。概ね，せん断補強筋強度と実験値／計算値

の関係には，明確な相関は見られなかった。これは，(3.6.7)式では，せん断補強筋強度の 0.5 乗

に比例するとして，せん断補強筋のせん断強度負担を提示しているため，高強度せん断補強筋の

効果を，やや安全側に評価した結果であると考えられる。結果的に，高強度せん断補強筋が未降

伏時にせん断破壊に至るという現象を結果的に考慮したことになったために，明確な相関がみら

れなかったと考えられる。 
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図 3.6.3 せん断補強筋強度－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式関係 

 

3) せん断補強筋比 ：pw    図 3.6.4 参照 

 せん断補強筋比が大きい場合ほど，(3.6.7)式による実験値／計算値の値は大きくなる傾向がみ

られる。これは，せん断補強筋の負担分がせん断補強筋比の 0.5 乗に比例するとした原式では，

十分にせん断補強筋比の効果を表現しきれていないことを示している。なお，せん断補強筋は，

許容応力度における計算時に，実質的に配筋できないとしてせん断補強筋比は 1.2%を上限とする

ことが，文献[3-10]に示されている。 
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図 3.6.4 せん断補強筋比－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式関係 
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4) せん断スパン比  ：M/Qd    図 3.6.5 参照 

 せん断スパン比（M/Qd）と実験値／計算値の関係には明確な相関は見られなかった。したがっ

て，(3.6.7)式においてせん断スパン比の影響は十分に考慮されているものと考えられる。 
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図 3.6.5 せん断スパン比－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式関係 

 

5) せん断補強筋量 ：pwσwy   図 3.6.6 参照 

せん断補強筋比とせん断補強筋強度の積で表現されるせん断補強筋量と実験値／計算値は，

0~5.0 区間では，縦軸と横軸には相関が，ウルボン SBPD1275/1420 などのデータまでを加える

と相関がなくなってしまった。今後は詳細な検討が必要であると考えられる。 
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図 3.6.6 せん断補強筋量－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式関係 
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6) 引張鉄筋比  ：pt    図 3.6.8 参照 

引張鉄筋比と実験値／計算値には，正の相関が見られた。つまり，主筋比が大きい場合ほど，

(3.6.7)式は安全側の評価となることを示している。これは，構造実験で見られるように，主筋に

もせん断力が作用し，一部のせん断力を負担しているものと考えられる。 
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図 3.6.7 引張鉄筋比－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式関係 

 

7) 有効せい比  ：d／D    図 3.6.8 参照 

有効せいと梁せいの比と実験値／計算値の関係を見ると，やや負の相関が見られた。これは，

有効せいを，どのように定義すべきかの議論に重要な実験データである。これまで，(3.6.7)式は

せん断応力度を算出し，梁幅と梁せいを，乗じてせん断強度を算出してきた。一方で，近年はト

ラス・アーチ理論を用いた半理論式[3-4]が提案されている。せん断伝達に表現するマクロモデルを

考えると，主筋位置が重要なコア断面積の位置となる。(3.6.7)式で言う有効せいは，材料力学上

算出される１段筋２段筋位置を考慮して算出されるため，試験体によっては，１段筋位置から離

れた位置に有効せいが定義される場合がある。このような場合に，計算上は有効せいによって算

出されるためせん断強度（計算値）を過小評価する傾向になる場合があり，このような傾向が図

3.6.8 にも現れたと考えられる。 
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図 3.6.8 有効せい比－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式関係 

 

8) コンクリート負担割合 ：(3.6.7)式 第１項の割合 図 3.6.9 参照 

(3.6.7)式は，コンクリート負担分とせん断補強筋負担分から構成されている。ここでは，コン

クリート負担分の(3.6.7)式全体に対する割合を計算し，実験値／計算値の関係を検討した。図中

には，せん断補強筋がない，いわゆる pw=0%のデータ（横軸 100%に相当）が含まれているが，

それ以外で，（実験値／計算値）が 1.00 を下回るデータは，このコンクリート負担分が 73%以上

のデータに限定することができる。つまり，コンクリート負担分が 2/3 以上の場合には，やや実

験値／計算値が低下する傾向にあることを示している。ある程度のせん断補強筋によるせん断補

強が必要であることを示している。 
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図 3.6.9 コンクリート負担割合－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.7)式関係 
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図 3.6.10 に(3.6.8)式による計算値とせん断破壊した実験値との関係を示す。(3.6.8)式の計算値

が実験値を下回ったデータは 12 データあり，全体の 10.3%に相当する。実験値と計算値の関係は，

(3.6.7)式の場合とほぼ同様であり，この結果に影響した因子も上述の結果と同様である。なお，

(3.6.7)式による計算値が実験値を下回ったのは，全体の 3.42%であった。これらの多くは，せん

断補強筋 0.20%以下のデータであり，現行の技術基準解説書によって定められているせん断強度

に関する技術的資料に示された結果は，ここで集積した実験データベース分析結果と同様な結果

であることを確認した。 

 

表 3.6.5 終局強度（せん断）の検討結果一覧 

せん断終局(荒川mean) 試験体数 平均値 標準偏差 変動係数（%）

最大耐力/計算値 115 1.376 0.313 22.8
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6.10 実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.8)式のヒストグラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6.11 せん断強度(3.6.8)式の検証（せん断破壊型） 
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以下に，コンクリート強度，せん断補強筋比，コンクリート負担割合とせん断強度(実験値/計算

値)の関係を掲載する。いずれも(3.6.7) 式におけるせん断強度(実験値/計算値)と影響因子の関係と

比較して実験値/計算値の値が低くでている。これは(3.6.7)式の係数 0.053 と，(3.6.8)式の係数

0.068 による違いだと考えられる。 
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図 3.6.12 コンクリート強度－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.8)式関係 
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図 3.6.13 せん断補強筋強度－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.8)式関係 
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図 3.6.14 せん断補強筋比－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.8)式関係 
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図 3.6.15 コンクリート負担割合－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.8)式関係 
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（３）せん断強度(曲げ降伏後) 

 曲げ降伏後の変形性能を陽に評価出来る，トラス・アーチ理論を用いたせん断強度の半理論式

として以下の式が挙げられる。 

 

せん断信頼強度(トラス・アーチ) 

 以下の 3 つの式の内，最小値をとる。 



 tan

2

5
・・

・
・・・・・

bDwypwe
Bjebewypwevu 






   

jebe
wypweB

vu ・・
・・・

3

 
  

jebe
B

vu ・・
2


                                                        (3.6.11) 

 各記号についての説明は 3.5.6 章に記載されている。 

 

 ここでは，せん断破壊した 115 体のデータについて，実験値－計算値，実験値/計算値－因子の

関係を図 3.6.17 に示す。 

曲げ降伏後せん断破壊したデータについてここでは取り扱わないが，計算の際，Rp(終局限界状

態でのヒンジ領域の回転角[rad])を 0 として計算しているデータがあり，νo(コンクリートの有効

圧縮強度係数)が高くなるため，実際より計算値が高くなる傾向がみられた。この際，Rp は応力-

ひずみ曲線の包絡線上で耐力が最大強度の 80%に低下した時点の変形量から，引張鉄筋降伏時の

曲げ降伏変形を引いて求めているため，論文上に値が記載されていないデータや，グラフが存在

しないデータについては Rp =0[rad]として計算している。 
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図 3.6.16 実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.11)式のヒストグラム 

 

 

データ数 114

平均値 1.198

標準偏差 0.354

変動係数 29.6%

(3.6.11)式
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図 3.6.17 実験値（せん断強度）-計算値（靱性式）関係 

 

表 3.6.6 終局強度（せん断）の検討結果一覧 

トラス・アーチ 試験体数 平均値 標準偏差 変動係数（%）

最大耐力/計算値 114 1.198 0.354 29.6
 

 

表 3.6.6 にせん断強度式による実験値と計算値関係の集計結果を示す。また，以下に，ここで

まとめた実験値／計算値の関係に影響している因子の分析を行った結果を以下に示す。検討した

因子は以下のとおりである。 

 

1) コンクリート強度 ：f ’c    図 3.6.18 参照 

 コンクリート強度と実験値／計算値には，負の相関がみられる。特に，Fc90~120 の範囲のデ

ータについては実験値と比較して計算値が非常に低い傾向がみられる。これは(3.6.11)式における

0  (コンクリートの有効圧縮強度)の定義についての議論と関係する。 

 コンクリートにおいてはせん断ひび割れ後，圧縮応力が流れるために圧縮強度自体も実質的に

低下する。そこでコンクリートの圧縮強度の低減分を考慮したのがこの係数である。図 3.6.19 に

示す通り，従来の研究では B 600kgf/cm2以下の範囲で有効係数の式を 20007.0 Bo   (図

3.6.19 における(6.4.7)式)と定義していたが，高強度化が進むにあたって B 700~1000kgf/cm2

のコンクリートを含んだ圧縮強度係数の近似式として
333.0

B3.68461.0   o が新たに提案さ

れている。 

 今回の設計式では圧縮強度係数を
333.0

B3.68461.0   o としているが，圧縮強度が高くなる

につれて計算値が大きく低下しているため，コンクリート圧縮強度が高い場合の有効係数の値が

反映されているかについて，再度検討する必要がある。 
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図 3.6.18 コンクリート強度－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.11)式関係 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

          図 3.6.19 コンクリートの有効圧縮強度[3-4] 

 

2) せん断補強筋強度 ：σwy    図 3.6.20 参照 

 せん断補強筋強度と実験値／計算値には，負の相関がみられる。 

 また，SD785 や SBPD1275/1420 などの高強度せん断補強筋を用いたデータの中には，実験値

が計算値を下回っているデータも存在している。 

 これは高強度のせん断補強筋を用いた場合，強度が 200~400 N/mm2のデータと比較して，鉄

筋に 3 倍以上のひずみの差が生じているということになり，実際の設計では先にコンクリートが

ひずみに耐えられず圧壊するためであると考えられる。 

 そのため，設計では高強度せん断補強筋を用いた時のコンクリートの圧壊を考慮した，せん断

補強筋強度の適用範囲の上限を設ける必要性があげられる。その場合，コンクリートの材料特性

や強度とのバランスを総合的に考慮して決定することが求められる。 
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図 3.6.20 せん断補強筋強度－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.11)式関係 

 

3) 有効補強筋比 ：pwe    図 3.6.21 参照 

 有効補強筋比と実験値／計算値には，明確な相関はみられなかった。つまり，(3.6.11)式におい

て，有効補強筋比の影響は十分に考慮されていると考えられる。 

 靱性式では図 3.6.22 に示すように，せん断補強筋の割合によってトラス機構におけるせん断ひ

び割れの角度  が 450   の範囲で変化し，その角度によって圧縮応力が変化するという理論

に基づいているため，実験式である荒川 min 式を計算式としたせん断強度(実験値/計算値)‐せん

断補強筋比(図 3.6.4)とは異なる結果を得られたといえる。 
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図 3.6.21 有効補強筋比－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.11)式関係 
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図 3.6.22 角度変化するトラス機構[3-4] 

 

4) シアスパン比  ：a/D   図 3.6.23 参照 

 シアスパン比(a/D)と実験値／計算値には，明確な相関はみられなかった。よって靱性式におい

て，有効補強筋比の影響は十分に考慮されていると考えられる。 
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図 3.6.23 シアスパン比－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.11)式関係 

 

5) トラス機構有効係数 ：λ      図 3.6.24 参照 

 角部以外のせん断補強筋や中子筋の有無に応じて，斜めひび割れゾーンの圧縮領域は変化する。

図 3.6.25 に詳細を示す。その圧縮領域を有効断面積からどの程度拡大，縮小したかをトラス機構

有効係数で示している。図 3.6.25 にトラス機構有効係数と実験値／計算値の比較を示すが，明確

な相関はみられず，トラス機構有効係数の値が大きくなるに従い，せん断強度(実験値/計算値)の

ばらつきがおおきくなっている。 
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図 3.6.24 トラス機構有効係数－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.11)式関係 

 

 
図 3.6.25 トラス機構の詳細 [3-4] 

 

6) コンクリート圧縮強度係数 ： ν0（Rp=0）  図 3.6.26 参照 

 コンクリート圧縮強度係数と実験値／計算値には，正の相関がみられる。これは，コンクリー

ト強度－せん断強度(実験値/計算値)の関係(図 3.6.18 参照)が負の相関であることから妥当である

といえる。 
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図 3.6.26 コンクリート圧縮強度係数－実験値（せん断破壊時）/計算値(3.6.11)式関係 

 

（３） 3.6 のまとめ 

 一連の検証結果から以下の知見が得られた。 

 荒川min式では，せん断破壊形式の115体について検証した結果，平均値1.603，標準偏差0.357，

変動係数 22.3%であり，実験値が計算値を下回ったのは 4 体のみであった。 

 一方，トラス・アーチ理論を用いた半理論式では，平均値 1.193，標準偏差 0.354，変動係数

29.7%であった。 

 荒川 min 式は，現時点では安定した評価を行えることが分かった。しかし，高強度材料の使用

などを行う場合には，せん断補強筋の有効強度の定義およびせん断補強筋の効果についてさらな

る検討が必要である。これは現行の基準式で採用されている荒川式は，基本的にコンクリート断

面を大きくすることでせん断強度を確保しようとしている。一方で，トラス・アーチ理論に基づ

く半理論式では，せん断補強筋の降伏強度は，１乗にほぼ比例するとされている。現行基準式は

0.5 乗によって表現するため，せん断設計時におけるせん断補強筋の算定にも影響するものと考え

られる。 

また，荒川式では 45 度の角度にせん断ひび割れが発生すると仮定しているが，トラス・アーチ

式ではせん断補強筋量によるせん断ひび割れの角度の変化を考慮しているため，せん断補強筋の

強度，割合によるせん断強度(実験値/計算値)の相関に違いが生じたと考えられる。
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3.7 付着破壊型の評価式とその精度 

 ここでは，付着破壊型のデータとして，曲げ降伏前の付着破壊型と曲げ降伏後の付着破壊型の

データを用いて検討を行った。代表的な曲げ降伏後の付着破壊の実験データを図 3.7.1 に示す。

この実験データは，梁上部が f’c30，梁下部が f’c60 の梁部材データである。部材角 0.8%前後で梁

主筋降伏が確認されたのちに耐力の頭打ちとなり曲げ降伏状態に至った。その後，部材角 R=3.3%

を超えた領域で，梁上端筋の周辺の付着割裂ひび割れ幅の拡大に伴い耐力低下し，曲げ降伏後の

付着破壊に至った。 
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(a) せん断力－部材角関係（大野式） 

 

 
(b) 試験体の損傷状況 

図 3.7.1 曲げ降伏後の付着割裂破壊型の梁部材実験データ 

 

 

R=1/100(rad) R=1/50(rad) 

R=1/30(rad) R=1/25(rad) 
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3.7.1 データベースの追加項目 

梁部材の付着破壊に係る検討のために作成した実験データベースについて，3.1 節に示した項目

に追加した項目を以下に挙げる。 

 

2. 試験体情報：材料，部材断面 

203-部材形状情報 

4-1) 上 1 段目主筋位置関係    幅方向，せい方向，最小間隔 

4-2) 上 2 段目主筋位置関係    幅方向，最小間隔 

4-3) 下 1 段目主筋位置関係    幅方向，せい方向，最小間隔 

4-4) 下 2 段目主筋位置関係    幅方向，最小間隔 

6-1) 上 1 段目被りコンクリート厚さ・主筋あき  幅方向，せい方向，最小あき 

6-2) 上 2 段目被りコンクリート厚さ・主筋あき  幅方向，最小あき 

6-3) 下 1 段目被りコンクリート厚さ・主筋あき  幅方向，せい方向，最小あき 

6-4) 下 2 段目被りコンクリート厚さ・主筋あき  幅方向，最小あき 

8-1) クリアスパン 

8-2) カットオフ筋付着長さ    段目，本数，ld (mm) 

 

4. 実験データ情報 

406-破壊モード 

正側： 

1-1) 実験の最大耐力時損傷状態   主筋―降伏・降伏前 

せん断補強筋―降伏・降伏前 

ひび割れ―せん断，付着 

1-2) 最終破壊モード    曲げ破壊，せん断破壊，付着割裂破壊 

負側： 

1-1) 実験の最大耐力時損傷状態   主筋―降伏・降伏前 

せん断補強筋―降伏・降伏前 

ひび割れ―せん断，付着 

1-2) 最終破壊モード    曲げ破壊，せん断破壊，付着割裂破壊 

407-損傷状態情報 

9) 付着ひび割れ 
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3.7.2 引用論文と引用試験体数 

 表 3.7.1 および表 3.7.2 に引用した論文数および試験体数を論文別に示す。付着強度算出に必要

な主筋位置情報がないものは除外した。軽量コンクリートの試験体は含まれていない。試験体の

配筋別および破壊形式別の内訳を表 3.7.3 に示す。 

 

収集した実験データに含まれている試験体： 

 1 段配筋と 2段配筋の試験体 

 全て通し筋とカットオフ筋と通し筋が混在した試験体 

 付着割裂破壊した試験体を含む同一実験シリーズでパラメータの違いによって破壊形式が

せん断破壊および曲げ破壊になった試験体（破壊形式は，文献に明記されていないものは

破壊性状の記述から判断し，筆者とデータ入力者の判断の区別は「406-破壊モード」の「信

頼度」の欄に記録した。主筋降伏後の付着割裂破壊は，付着割裂破壊とした。） 

 

表 3.7.1 引用した論文の数（論文別） 

論文名 論文数 

黄表紙 2

JCI 大会 11

JCI 論文集 0

構造工学 0

合計 13

 

表 3.7.2 引用した試験体の数（論文別） 

論文名 試験体数 

黄表紙 10

JCI 大会 56

JCI 論文集 0

構造工学 0

合計 66

 

表 3.7.3 引用した試験体の内訳（配筋別および破壊形式別） 

 1 段配筋(B, S, F) 2 段配筋(B, S, F) 計(B, S, F) 

全て通し筋の試験体 37 (27, 8, 2) 13 (9, 3, 1) 50 (36, 11, 3)

カットオフ筋を含む試験体 6 ( 3, 3, 0) 10 (4, 3, 3) 16 ( 7,  6, 3)

合計 66 (43, 17, 6)

カットオフ筋を含む 2段配筋の試験体は，2段目は全てカットオフ筋。 

()内は破壊形式で，(B:付着割裂破壊，S:せん断破壊，F:曲げ破壊)。 
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3.7.3 収集した実験データの特徴 

 収集した実験データの特徴を示すために，以下の項目についてのデータの範囲を示す。 

 （主な項目） 

 コンクリート強度   図 3.7.2 

 主筋降伏強度    図 3.7.3 

 せん断補強筋降伏強度   図 3.7.4 

 引張鉄筋比    図 3.7.5 

 せん断補強筋比    図 3.7.6 

 せん断スパン比    図 3.7.7 

全て通し筋の試験体の使用材料  図 3.7.8 

（主筋降伏強度－コンクリート強度関係，せん断補強筋強度－コンクリート強度関係） 

カットオフ筋を含むの試験体の使用材料 図 3.7.9 

（主筋降伏強度－コンクリート強度関係，せん断補強筋強度－コンクリート強度関係） 
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１）コンクリート強度 

 収集した実験データのコンクリート強度は，22.5N/mm2から 119.6N/mm2に分布している。 
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図 3.7.2 引用した試験体で使用したコンクリート強度（横軸の数字は区間下限値） 

 

２）主筋降伏強度 

 収集した実験データの主筋降伏強度は，385N/mm2から 1023N/mm2に分布している。 
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図 3.7.3 引用した試験体で使用した主筋降伏強度（横軸の数字は区間下限値） 

 

３）せん断補強筋降伏強度 
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 収集した実験データの主筋降伏強度は，305N/mm2から 1456N/mm2に分布している。 
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図 3.7.4 引用した試験体で使用したせん断補強筋降伏強度（横軸の数字は区間下限値） 

 

４）引張鉄筋比 

 収集した実験データの引張鉄筋比は，0.85%から 4.96%に分布している。 
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図 3.7.5 引用した試験体で配筋された引張鉄筋比（横軸の数字は区間下限値） 

５）引張鉄筋比 
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 収集した実験データのせん断補強筋比は，0.15%から 1.32%に分布している。 
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図 3.7.6 引用した試験体で配筋されたせん断補強筋比（横軸の数字は区間下限値） 

 

６）せん断スパン比 

 収集した実験データのせん断スパン比（a/d=M/(Qd)）は，1.00 から 3.00 に分布している。なお，

カットオフ筋でせん断スパン比が小さいものは，主筋が上下非対称配筋で単調片押し載荷である。 
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図 3.7.7 引用した試験体のせん断スパン比（横軸の数字は区間下限値） 

 

７）使用材料の組み合わせ 

 収集した実験データについて，使用材料の組み合わせを破壊形式別に示す。 
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図 3.7.8 全て通し鉄筋の試験体 
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図 3.7.9 カットオフ筋を含む試験体 
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3.7.4 付着強度 

１）RC 規準式[3.7.1] 

鉄筋コンクリート構造計算規準（2010）[3-10]の 16 条に記載されている安全性確保のための確

保の検討については，以下の通り算定する。 

 

曲げ材の付着検定断面 

i) スパン内で最大曲げモーメントとなる断面 

ii) スパン内で減じられる鉄筋が計算上不要となる断面 

 

曲げ材の引張鉄筋の付着長さ ld 

i) スパン途中でカットオフされる鉄筋の付着長さ 

a) 付着検定断面から鉄筋端までの長さ 

b) 鉄筋端部に標準フック（RC 規準 17 条に規定）を設ける場合は付着検定断面からフ

ック開始点までの長さ 

ii) スパン内を通し配筋される鉄筋の付着長さ 

a) 両端が曲げ降伏する場合：
2

dL
ld


  

ただし，曲げ材にせん断ひび割れを生じないことが確かめられた場合には， 2Lld  と

する。 

b) 上記以外の場合： Lld   

 記号 L  ：曲げ材の内法長さ 

  
dl   ：曲げ材の有効せい 

 

大地震動に対する安全性確保のための検討は，（3.7.1）式による。 

   b
d

by

y fK
dl

d





 ≦

4


                    （3.7.1） 

ここで， 

 524030 ... ≦






 


bd

WC
K                    （3.7.2） 

 b
st d

sN

A
W 5.280 ≦                           （3.7.3） 

  記号 y  ：引張鉄筋の降伏時の平均付着応力度 

  d   ：曲げ材の有効せい 

  dl  ：引張鉄筋の付着長さで，（3.7.1）式においては，対象とする荷重の作用によ

り曲げ材にせん断ひび割れを生じないことが確かめられた場合には，式中の dld 

を dl としてよい。 

  y  ：付着検定断面位置における鉄筋の降伏強度で，鉄筋端に標準フックを設ける

場合にはその値の 2/3 倍とすることができる。 
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  bf  ：付着割裂の基準となる強度で，表 3.7.4 による。 

  K  ：鉄筋配置と横補強筋による修正係数で，2.5 以下とする。 

  C  ：付着検定断面位置における鉄筋間のあき，または最小かぶり厚さの 3 倍のう

ちの小さいほうの数値で，5 bd 以下とする。 

  W  ：付着割裂面を横切る横補強筋効果を表す換算長さで，2.5 bd 以下とする。 

  stA  ：当該鉄筋例の想定される付着割裂面を横切る一組の横補強筋全断面積 

  s   ：一組の横補強筋（断面積 stA ）の間隔 

  N  ：当該鉄筋例の想定される付着割裂面における鉄筋本数 

  bd  ：曲げ補強鉄筋径で，異形鉄筋では呼び名の数値とする。 

 

表 3.7.4 付着割裂の基準となる強度 bf  

 
安全性確保のための検討 

上端筋 その他の鉄筋 

普通コンクリート 







 90

40
80 .. cF

 90
40

.cF
 

軽量コンクリート 普通コンクリートに対する値の 0.8 倍 

［注］1）上端筋とは，曲げ材にあってその鉄筋の下に 300mm 以上のコンクリ

ートが打ち込まれる場合の水平鉄筋をいう。 

   2） cF はコンクリートの設計基準強度（N/mm2）を表す。 

   3）多段配筋の一段目（断面外側）以外の鉄筋に対しては，上表の値に

0.6 を乗じる。 
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２）靱性指針式[3.7.2] 

鉄筋コンクリート造建物の靱性保証型耐震設計指針（1999）[3-4]の 6.8 節に記載されている

付着の検討については，以下の通り算定する。 

 

次のいずれかを確認すればよい。 

i) 設計用付着応力度fが付着信頼強度buを下回ること 

ii) 設計用作用せん断力が付着破壊の影響を考慮したせん断信頼強度 Vbu を下回る

こと 

 

設計用付着応力度f（N/mm2） 

  dLd bf  4                    （3.7.4） 

 は終局限界状態における部材両端部の主筋の応力度の差で，式（3.7.5）により 

を算定してもよい。 

yu 2   （両端に正負繰返しの降伏ヒンジを計画する部材） 

yyu       （一端のみに降伏ヒンジを計画す

る部材，および，正側または負側一方向のみに対して両端

部に降伏ヒンジが生じる部材） 

y2   （降伏ヒンジを計画しない部材） 

                             （3.7.5） 

また，梁の 2 段目主筋においては，式（3.7.6）により  を算定してもよい。 

yu 5.1   （両端に正負繰返しの降伏ヒンジを計画する部材） 

yyu  5.0     （一端のみに降伏ヒンジを計画

する部材，および，正側または負側一方向のみに対して両

端部に降伏ヒンジが生じる部材） 

y5.1   （降伏ヒンジを計画しない部材） 

                                     （3.7.6） 

yu  ：上限強度算定用強度（N/mm2） 

y  ：信頼強度算定用強度（N/mm2） 

bd  ：主筋径（mm） 

L  ：クリアスパン長さ（mm） 

d   ：部材の有効せい（mm） 

 

付着信頼強度bu（N/mm2） 

1 段目主筋の付着信頼強度は，式（3.7.7）によることができる。 

  stBitbu kb   10.0085.0                   （3.7.7） 



 


)(0.1

)(  400/75.0

上記以外の主筋　　　　　　

梁の上端主筋　B
t


  

 cisii bbb ,min  

   bbsi dNdNbb  11
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   bbctcsci ddddb  2  

  
 









)(/140

 )(  1/4554 1

のとき　　　　　　　

のとき　

sicibw

siciwsiw
st bbsdA

bbpbNN
k  

b  ：部材の幅（mm） 

B  ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

1N  ：1 段目主筋の本数 

csd  ：主筋の中心から側面までのかぶり厚さ（mm） 

ctd  ：主筋の中心から底面までのかぶり厚さ（mm） 

wN    ：1 組の横補強筋の足の数  2 sN  

wp  ：横補強筋比 

wA  ：横補強筋 1 本の断面積（mm2） 

s  ：横補強筋間隔（mm） 

sN    ：中子筋の本数 

 

2 段目主筋の付着信頼強度は，式（3.7.8）によることができる。 

  2222 10.0085.0 stBsitbu kb                            （3.7.8） 

   bbsi dNdNbb  222
 

  wsist pbk 199 22   

2N  ：2 段目主筋の本数 

2  ：2 段目主筋に対する強度低減係数で， 6.02  としてよい。 

dctdct上端筋

下端筋

(a)梁の断面 (b)柱の断面

dcs

付着設計の対象の
2段目主筋

dcs

付着設計の対象の
2段目主筋

D/4

D/4

Ｄ

 

図 3.7.10 付着強度の確保の対象となる主筋 

 

付着破壊の影響を考慮したせん断信頼強度 Vbu 

buV は，式（3.7.9）と式（3.7.10）による値のうち最小値とする。 

 


 tan
2

5.2 bD

b

T
jTV

e

x
Bexbu









     （3.7.9） 

 
ee

B
bu jbV

2


               （3.7.10） 

 
  










)( 101

)(   

221

221

部材降伏ヒンジを計画する

い部材降伏ヒンジを計画しな　　　　　




bubup

bubu

x R
T  
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  DLDL  1tan 2  

  0201  pR  

2007.00 B   

e

s

e j

b

j

s

42
1   

1


s

e
s N

b
b  

 1  ：1 段目主筋の周長の合計（mm） 

 2  ：2 段目主筋の周長の合計（mm） 

B  ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

D  ：部材のせい（mm） 

ej    ：トラス機構に関与する断面の有効せいで，外側の横補強筋のせん断力方向へ

の芯々間隔とする。 

eb    ：トラス機構に関与する断面の有効幅で，柱およびスラブ付きでない梁の場合

は，外側の横補強筋のせん断力直交方向への芯々間隔とする。 

pR  ：終局限界状態でのヒンジ領域の回転角（rad）で，降伏ヒンジ・潜在ヒンジを

計画しない柱・梁では 0 とする。 

 

せん断信頼強度 Vu 

uV は，式（3.7.11），（3.7.12），（3.7.13）による値のうち最小値とする。 

 



 tan
2

5 bDp
pV wywe

Bwyweu









                （3.7.11） 

ee
wyweB

u jb
p

V
3

 
  （3.7.12） 

 
ee

B
u jbV

2


          （3.7.13） 

pR202   

sb

a
p

e

w
we   

wa    ：1 組の横補強筋の断面積 

wy    ：横補強筋の信頼強度 
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3.7.5 実験値と計算値の比較 

実験結果は，最大荷重時の梁せん断力と破壊形式を対象とした。破壊形式は，例えば土木分野

では付着破壊と分類することはあまりないため，文献に明記されていないものは破壊性状の記述

から判断し，筆者による判断とデータ入力者による判断の区別は「406-破壊モード」の「信頼度」

の欄に記録した。主筋降伏後の付着割裂破壊は，付着割裂破壊とした。計算値は以下の通りで，

算出での留意点も併せて示す。 

a. 付着応力度の要求値y（RC 規準）   （3.7.1）式 

 せん断ひび割れは発生の有無は，曲げ終局強度 Muと荒川式によるせん断ひび割れ強度

で判別した。結果として，全ての試験体でせん断ひび割れは発生する判定となった。 

 曲げ降伏の有無は，曲げ終局強度 Muと荒川式 0.068Qsuによるせん断強度で判別した 

 主筋の降伏強度yには材料試験値を用いた 

b. 付着強度 Kfb（RC 規準）    （3.7.1）式 

 コンクリート強度 Fcには材料試験値を用いた 

c. 設計用付着応力度f（靭性保証型指針）    （3.7.4）式 

 カットオフ筋では，L に梁端から鉄筋端までの距離を用いた 

 の算出では，主筋の降伏強度に材料試験値を用いた 

d. 付着信頼強度bu（靭性保証型指針）   （3.7.7～8）式 

 コンクリート強度 Fcには材料試験値を用いた 

e.せん断信頼強度 min(Vu, Vbu)（靭性保証型指針）  （3.7.9～13）式 

 横補強筋の信頼強度wyとコンクリート強度 Fcには材料試験値を用いた 

 （3.7.9～10）式の付着破壊の影響を考慮したせん断信頼強度 Vbuと（3.7.11～13）式の

せん断信頼強度 Vuのうち小さいほうとした 

 終局限界状態でのヒンジ領域の回転角 Rpは零とした 

f. せん断強度（荒川式 0.068Qsu）    （3.4.8）式 

g. 曲げ終局強度 Mu     （3.4.6）式 

 本項では，Muをせん断スパンで除したせん断力を曲げ終局強度の計算値としている 

 

 上端筋とその他の鉄筋の区別は，打設方向に鉄筋の下方へ 300mm 以上のコンクリートがある

ものを上端筋，それ以外をその他の鉄筋とした。打設方向は，文献にせい方向と明記されている

か，文献内で下端筋と上端筋を区別して結果や考察が記述されているものは，せい方向への打設

とし，文献から読み取れないものは，その他の鉄筋として取り扱った。 

 RC 規準と靱性保証型指針における付着応力度の要求値の違いは，RC 規準では曲げ降伏の有無

とカットオフ筋の有無によって通し筋の付着有効区間が異なる点，2 段目鉄筋の圧縮端応力が靱

性保証型指針では圧縮降伏の 1/2 である点である。 

 付着余裕度は，付着応力度の要求値に対する付着強度とし，RC 規準では Kfb/y，靱性保証型指

針ではbu/fとする。 

 上記の計算値を用い，実験結果と比較検討を行う。
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１）せん断強度 

 せん断強度の実験値と計算値を，全て通し配筋の試験体とカットオフ筋を含む試験体に分け

て比較する。計算値は，荒川式と靱性指針式である。  

 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00 2.50

最
大

耐
力

（
実

験
値

）
/
曲

げ
終

局
強

度
（
計

算
値

）

Q
m

ax
.e

xp
／

Q
m

u
.c

al

荒川式0.068Ｑsu／曲げ終局強度(計算値)

付着割裂破壊

せん断破壊

-30%

+30%全通し筋の試験体

 
図 3.7.11 荒川式 0.068Qsu（3.4.8）式と実験値の比較：全通し筋の試験体 
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図 3.7.12 荒川式 0.068Qsu（3.4.8）式と実験値の比較：カットオフ筋を含む試験体 
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図 3.7.13 靱性指針式 Vbu（3.7.9～13）式と実験値の比較：全通し筋の試験体 
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図 3.7.14 靱性指針式 Vbu（3.7. 9～13）式と実験値の比較：カットオフ筋を含む試験体 
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２）付着強度 

 RC 規準 Kfb（3.7.1）式と靱性指針式bu（3.7.7～8）式の比較を比較したものである。 
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図 3.7.15 付着強度の比較（RC 規準 Kfbと靱性指針式buの比較） 
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３）付着余裕度と最大せん断耐力 

 付着割裂破壊した試験体を対象に，付着余裕度と最大せん断耐力の実験値との関係を，通し

筋とカットオフ筋のそれぞれについて示した。通し筋は，1 段目と 2 段目で付着余裕度が小さい

ほうを採用した。 
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図 3.7.16 RC 規準の付着余裕度と実験値：通し筋（付着割裂破壊） 
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図 3.7.17 靱性指針の付着余裕度と実験値：通し筋（付着割裂破壊） 
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図 3.7.18 RC の付着余裕度と実験値：カットオフ筋（付着割裂破壊） 
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図 3.7.19 靱性指針の付着余裕度と実験値：カットオフ筋（付着割裂破壊） 
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４）せん断スパン比と付着余裕度 

せん断スパン比と付着余裕度（RC 規準および靭性指針式）を示す。全通し配筋の梁を対象と

し，付着余裕度は 1 段目と 2 段目の値で小さいほうを採用した。 
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図 3.7.20 せん断スパン比と付着余裕度（RC 規準）の関係 
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図 3.7.21 せん断スパン比と付着余裕度（靱性保証型指針）の関係 
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3.7.6 まとめ 

１）せん断強度 

 荒川式 0.068Qsuと実験値を比較すると，カットオフ筋を含む試験体は全通し筋の試験体に比べて

ばらつきが大きいものの，比較的良い対応を示した。靭性指針式 Vbu と実験値との対応も同様で

あるが，荒川式に比べてばらつきが大きい。いずれの計算値との比較でも，付着割裂破壊した試

験体とせん断破壊した試験体によって精度の差はほぼ見られない。 

 

２）付着強度 

付着強度は，RC 規準に比べて靭性指針式のほうが高い傾向があり，1 段目と 2 段目の両方で同

様であった。特に，中子筋を有する試験体は靭性指針式のほうが高い傾向が見られた。 

 

３）付着余裕度と最大せん断耐力 

通し筋について，RC 規準および靭性指針式による付着余裕度と，曲げ終局強度に対する最大

せん断耐力実験値に比率の間には，正の相関が見られた。ばらつきは RC 規準のほうが大きかっ

たが，靭性指針式のほうはカットオフ筋が含まれる梁では同じ付着余裕度でも発揮される耐力が

小さい傾向があった。これは，周囲鉄筋のカットオフによって通し筋の付着応力度が増大する影

響が考慮されていないためである。 

今回対象とした試験体のカットオフ筋については，付着余裕度が 0.5 未満でも曲げ強度の 80％

以上の耐力を発揮していた。 

 

４）せん断スパン比と付着余裕度 

 付着余裕度とせん断スパン比の関係をみると，付着割裂破壊とせん断破壊の試験体は右肩上が

りの傾向があり，付着余裕度がかなり低い試験体でもせん断破壊が先行している。また，せん断

スパン比が小さく付着余裕度が 0.6 以上の試験体がほぼ無いことがわかる。せん断スパン比が小

さい梁では，付着応力度の要求値が過度に大きくなる傾向にあり，付着余裕度を上げるには主筋

径を細くするなどの配筋が必要となるが，そのような配筋では曲げ降伏が先行する梁になりやす

い。主筋量を確保すると，せん断破壊が先行する梁になることが考えられ，図 3.7.19～20 では，

せん断スパン比 1.5 以下の試験体では付着余裕度 0.3 以下でもせん断破壊しており，これらの試

験体はせん断計算強度を発揮している。 
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3.8 まとめ 

 一連の検証結果から以下の知見が得られた。 

１） 実験データは，さらなる吟味が必要であると考えられる。特に試験方法などによっては，

片側の破壊によって，実験データの荷重－変形関係が片側の破壊のみでデータが支配的にな

ってしまう場合があるため，曲げ降伏後の塑性変形を検討するデータとしては，平行機構を

有するダブルカーバチャータイプの構造実験が必須となると考えられる。 

２） 弾性剛性は，試験体長さの設定（内法ながさ，剛域入り込みなど）の定義を明確にする

必要がある。元々，剛域入り込みの概念は，弾性剛性の実験値が計算値から大きく乖離する

ことに加え，少なからず接合部変形なども考慮して定められている。今後の実験データにお

いては，どのような定義によって勘案するかのルール付けを行う必要があると考えられる。

実質的には，非試験区間にも着目した基本的な構造実験データの作り込みも検討する必要が

あると考えられる。 

３） 曲げ終局強度は，現行の基準式は，十分な精度を有していることが分かった。しかしな

がら，降伏点剛性の評価については，せん断スパン比が 2.0 未満の時に推定精度がよくない

ことが分かった。今後は，評価式自体が不連続性を持っていることを解決する必要があると

考えられる。便宜的な 2 式の平均による式の不連続性を緩和するなどの措置も，構造設計に

おいては重要であると考えられる。 

４） せん断強度については，現行技術基準解説書で示されている評価式が適切であることを

確認した。 

５） せん断強度について，荒川式 0.068Qsuと実験値を比較すると，カットオフ筋を含む試験体

は全通し筋の試験体に比べてばらつきが大きいものの，比較的良い対応を示した。靭性指針

式 Vbu と実験値との対応も同様であるが，荒川式に比べてばらつきが大きい。いずれの計算

値との比較でも，付着割裂破壊した試験体とせん断破壊した試験体によって精度の差はほぼ

見られない。 

６） 付着強度については，RC 規準に比べて靭性指針式のほうが高い傾向があり，1 段目と 2

段目の両方で同様であった。特に，中子筋を有する試験体は靭性指針式のほうが高い傾向が

見られた。 

７） 付着余裕度と最大せん断耐力について，通し筋については，RC 規準および靭性指針式

による付着余裕度と，曲げ終局強度に対する最大せん断耐力実験値に比率の間には，正の相

関が見られた。ばらつきは RC 規準のほうが大きかったが，靭性指針式のほうはカットオフ

筋が含まれる梁では同じ付着余裕度でも発揮される耐力が小さい傾向があった。これは，周

囲鉄筋のカットオフによって通し筋の付着応力度が増大する影響が考慮されていないためで

ある。 

８） 今回対象とした試験体のカットオフ筋については，付着余裕度が 0.5 未満でも曲げ強度

の 80％以上の耐力を発揮していた。 

９） せん断スパン比と付着余裕度の関係をみると，付着割裂破壊とせん断破壊の試験体は右

肩上がりの傾向があり，付着余裕度がかなり低い試験体でもせん断破壊が先行している。ま

た，せん断スパン比が小さく付着余裕度が 0.6 以上の試験体がほぼ無いことがわかる。せん
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断スパン比が小さい梁では，付着応力度の要求値が過度に大きくなる傾向にあり，付着余裕

度を上げるには主筋径を細くするなどの配筋が必要となるが，そのような配筋では曲げ降伏

が先行する梁になりやすい。主筋量を確保すると，せん断破壊が先行する梁になることが考

えられ，図 3.7.19～20 では，せん断スパン比 1.5 以下の試験体では付着余裕度 0.3 以下でも

せん断破壊しており，これらの試験体はせん断計算強度を発揮している。 
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 本研究において柱部材の構造性能実験データベースの収集は，以下の論文から行った。日本建

築学会発行の論文報告集，大会学術講演概便集，構造工学論文集，日本コンクリート工学会発行

の年次講演会論文集に 1976年から 2013年までに記載された実験データから有用なデータを抽出

し，以下の破壊モードに分類しデータベース化を行った。 

 

１）柱曲げ降伏先行型 （曲げ降伏後のせん断破壊，付着破壊，曲げ圧壊など） 

２）柱せん断破壊型 （曲げ降伏前のせん断破壊） 

３）柱付着破壊型 （曲げ降伏前後の付着破壊） 

 

 各試験体の破壊モードは，著者の記述に従って分類している。特に複数の研究機関の間で梁曲

げ降伏後のせん断破壊と，付着破壊の区別などが，物理的に定義することが難しい状況にある。

原則としては，破壊の現象と耐力低下が連動していることによって判定されるものと考えられる。 
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4.1 データベースの項目 

本節では，本研究で作成したデータベースのうち柱部材のデータベースにおける項目について

の説明を掲載する。 

 

1． 基本情報：ID，出典情報等 

101-ID 情報 

1) 通し番号:部材毎に通し番号を付ける。例えば柱であれば C1 など。 

2) 実験主体；実験実施の主体を記載する。 

3) 文献に記載されている試験体の名称を付ける。 

4) 架構試験体の一部などで，試験体名称と異なる場合に名称を設ける。 

102-文献情報 

1) 文献番号：主たる論文について文献収集リストで付与した通し番号を記載する。 

2) 関連文献番号：主たる論文に関連する文献収集リストで付与した通し番号を記載する。複

数記載可。 

3) 情報：主たる文献で必要な情報（タイトルや雑誌名）を表示させる。 

 

2． 試験体情報：材料，部材断面  

201-一般情報  

1) スケール；実断面に対して縮小された場合の規模。例えば 1/2 など 

2) 配筋の対称性；配筋の配置について対称性を記載する。 

3) 打設方向；試験体の軸方向と同じ方向からの打設を鉛直，直交方向からの打設を水平とす

る。 

4) 打設打継；試験体途中での打継の有無。ある場合，打継面の処理方法。 

5) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

202-材料情報 

a. 以下，コンクリートの材料特性について記載する。  

1) 設計強度；当該文献に記載されている目標強度で，試験体の設計時に用いた強度。 

2) 圧縮強度；当該文献に記載されている最大圧縮強度を記載する。 

3) 圧縮強度時歪み；当該文献に記載されている最大圧縮強度時歪みを記載する。 

4) 引張強度；当該文献に記載されている引張強度を記載する。その値を割裂強度から算定し

ている場合は，「算定値」を選択し，その値を記載する。また，直接引張実験から算定

している場合は，「実験値」を選択し，その値を記載する。その他，算定方法が不明な

場合は「-」を選択する。 

5) ヤング係数；当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値の算定方法（AIJRC

規準式（コンクリート強度から算定する式で 2）の圧縮強度を用いた場合），JIS A1149

式（実験結果より算定する），「-」（算定方法が記載されてない））を選択する。値が

ない場合は「-」を選択する。 

b，c. 以下，鉄筋の材料特性について記載する。  

1) 降伏強度；当該文献に記載されている降伏強度を記載する。その値の算定方法（降伏点，
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0.2%耐力，「-」（算定方法が記載されてない））を選択する。値がない場合は「-」を選

択する。 

2) 降伏歪み；当該文献に記載されている降伏歪みを記載する。その値が材料実験から得られ

た値を用いて算定されていれば「実験値」とする。その他，算定方法が不明な場合は「-」

を選択する。 

3) 引張強度；当該文献に記載されている引張強度を記載する。 

4) 引張強度歪み；当該文献に記載されている引張強度歪み度を記載する。 

5) ヤング係数；当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値を実験で得られる

降伏強度および降伏歪みを用いて算定している場合は「実験値」と記載する。その他，

算定方法が不明な場合は「-」を選択する。 

6) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

203-部材形状情報 

1) 断面形状；矩形または円形などのコンクリート外部の形状。 

2) 幅；矩形断面において，加力方向に対して直交する辺の長さ。円形断面の場合はその直径。 

3) せい；矩形断面において，加力方向に対して平行する辺の長さ。円形断面の場合はその直

径。 

4) 有効せい；矩形断面において，圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。円形断面の場合

は等価長方形断面に置換した場合の圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。 

5) コア断面積；外周部せん断補強筋に囲まれた断面積 

6) 被りコンクリート厚さ；矩形断面の場合，幅とせいのかぶり厚さをそれぞれ記入。 

7) クリアスパン；対象部材の内法長さ 

8) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

204-主筋情報 

1) 本数；全主筋本数 

2) 呼び名；鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 や φ9，#4 など） 

3) 種類；主筋の種類。例えば SD345 など 

4) 継手有無；主筋が部材内で継手使用の有無。 

5) 継手長さ；主筋の継手がある場合はその長さ。 

6) 備考；継手の位置情報など，その他継手に関して追記すべき情報。 

7) 主筋位置情報；1-5 は鉄筋の位置，6-10 はそれぞれの位置に配された本数を示す。位置の

基点は，正載荷側においてモーメントが大きい側の端部の断面の圧縮力を負担している

側とする。ただし，両端部のモーメントが等しければ脚部（左端）の断面位置を採用す

る。なお，鉄筋の段数がさらにある場合は適宜追加する。 

205-せん断補強筋情報 

1) 形状；部材断面における補強筋形状。2 種類ある場合は外周部とその内部の形状を記載す

る。（例えば，中子筋のある矩形のせん断補強筋の場合，「矩形・中子」） 

2) 呼び名；鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 や φ9，#4 など） 

3) 間隔；1，2 は部材長さ方向で間隔が変わる場合，狭い領域（例えばヒンジ領域）と広い領

域の間隔。1 種類のみの場合は，「狭い箇所」欄に記載する。位置；3 は狭い領域の長さ
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と位置が分かる情報を記載。 

4) 種類；補強筋の種類。例えば SD295 など 

5) 1-4 有効本数；幅方向とせい方向の補強筋（中子筋を含む）の足の数（図 4.1.1）。3)で記

載した狭い箇所と広い箇所がある場合は，それぞれ記載し，部材長において補強筋が等

間隔の場合は，「狭い箇所」欄にのみ記載する。 

6) 1，2 外周補強筋間距離；外周補強筋の中心間距離（図 4.1.2）。 

400m m

320m m

270m m

せい ： 400m m

外周補強筋間距離

： 320m m
加力方向

幅方向　： 4 本

せい方向： 3 本

加
力

方
向

 

図 4.1.1 補強筋有効本数    図 4.1.2 補強筋間距離     

 

7) 有効横支持長さ；はば方向およびせい方向に対して，各主筋間最短距離の最大値（下図の

Ci 参照）。下図で横方向から載荷する場合，図中の Ci がせい方向の長さとなる。 

Ci Ci

Ci Ci

Ci Ci Ci

Ci Ci

Ci Ci Ci

A

D

E Tube

B C

 

図 4.1.3 有効横支持長さの定義 

 

8) 定着性状；1 は定着性状を示す。例えば，フックの有無，重ね継手，溶接，その他（機械

式継手など）。フック形状；2 はフックがある場合はフック角度で例えば，90 や 135 度。

継手長さ；重ね継手を選択した場合の継手長さ。 

 

3． 加力・計測情報：加力概要，計測概要 

301-加力情報 

1) 加力形式；部材の加力形式を示す。例えば，片持ちや両端固定（建研式，大野式），その

他（ダブルエンド式など） 
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図 4.1.4 加力形式 

 

2) 加力方向；部材が水平に加力される方向を示す。例えば，一方向，二方向，斜め 45 度な

ど 

3) 載荷履歴；加力載荷の履歴を示す。例えば，単調片押し，繰り返し，ランダムなど 

4) 軸力の種類；作用させる軸力の種類を示す。一定軸力または変動軸力を選択する。 

5) 1，2 軸力；部材に作用させる軸力の値を示す。一定軸力の場合は，変動軸力の欄は 

「-」と記載する。変動軸力の場合は下限値と上限値（例えば-300~400 など）を記載する。 

6) 軸力の作用位置；作用させる軸力の位置を示す。例えば，偏心が無く部材断面に作用して

いる場合は「中心」，偏心して作用している場合は「偏心」を選択する。 

7) 鉛直ジャッキと取り付き方；鉛直ジャッキが部材にどのように取り付けられているかを示

す。例えば，ピン支持，ローラー支持，その他など。また当該鉛直ジャッキの導入軸力

の種類（図 4.1.5 参照）を記載する。 

 
（a）ジャッキが縮む場合      （b）ジャッキが伸びる場合 

図 4.1.5 鉛直ジャッキの軸力種類（試験体に圧縮軸力を作用させる場合） 

 

8) シアスパン；反曲点位置から部材端部までの長さの内，最大の長さ。反曲点高さをジャッ

キにより制御している場合はその高さ（長い方）を記載する。またジャッキにより制御

していない場合で建研式加力を行っている場合は，クリアスパンの半分の長さを記載す
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る。それ以外は「-」と記載する。 

 

302-計測情報 

1) 部材応力の計測方法；部材が負担している応力（せん断力，軸力）の計測方法について示

す。ジャッキの荷重をロードセルで計測している値が示されている場合は「間接」，部

材の応力をロードセルなどで直接計測している場合は「直接」を選択し，不明の場合「-」

と記載する。 

2) 部材変位の計測方法；加力により生じる部材の変位の計測方法について示す。部材角や軸

方向変位を算定するためのデータが直接計測されている場合は「直接」，計測データを

用いて上記変位の算定する必要がある場合は，「間接」を選択し，不明の場合「-」と記

載する。 

 

4． 実験データ情報： 

401-データ特性情報 

1) 水平応力データの有無；水平応力データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙

面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。柱の場合は，それらのデータを用いてせん断力を算定する場

合に，P-Δ（ジャッキによる分を含む）の補正の必要があるかどうかを示す。補正が必要

であり，文献内の情報から可能である場合，「必要（可）」，補正が必要だが文献内の

情報からできない場合，「必要（不可）」を選択する。 

2) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

3) 水平変形データの有無；水平変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙

面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。部材の水平変形として使用するために，補正の必要性の有無

について示す。 

4) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

5) 鉛直変形データの有無；鉛直変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙

面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。部材の鉛直変形として使用するために，補正の必要性の有無

について示す。 

6) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

7) 分離された水平変形データの有無；分離された水平変形データについての情報を示す。ア

ナログデータ（論文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それ

らが包絡線上のデータ，または全データかを示す。部材の分離された水平変形として使

用するために，補正の必要性の有無について示す。 

8) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

402-剛性情報  

1) 第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる初期剛性の値を示す。正負交

番載荷の場合は，正負の値を示す。 
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2) 第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の割線剛性の値を

示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3) 第 2 折れ点後（正勾配）；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点以降

の正勾配を接線剛性の値で示す。なお，脆性部材の場合は「-」と表記。正負交番載荷の

場合は，正負の値を示す。 

4) 耐力低下（負勾配）；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる耐力低下時の負勾配

を接線剛性の値で示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

403-強度情報 

1)第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 1 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2)第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3)第 3 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 3 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

404-変形情報 

1)第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 1 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2)第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3)第 3 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 3 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

4)第 4 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 4 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

405-減衰情報 

1) ポテンシャルエネルギー；各変形角におけるポテンシャルエネルギーを示す。 

2) 履歴吸収エネルギー；各変形角における履歴吸収エネルギー量を示す。 

3) 等価粘性減衰定数；各変形角における記載されている等価粘性減衰定数を示す。 

406-破壊モード 

1) 実験時破壊モード；実験で得られている破壊モード。正負交番載荷の場合は，正負の値を

示す。 

2) 計算時破壊モード；文献中で計算された最小の終局強度を破壊モードとする。正負非対称

の部材の場合は，正負の値を示す。 

407-損傷状態情報（ひび割れや鉄筋降伏，圧縮破壊，主筋座屈などの損傷状態を示す情報） 

1) 曲げひび割れ；実験で得られている曲げひび割れ時の荷重と変形の値。 

2) せん断ひび割れ；実験で得られているせん断ひび割れ時の荷重と変形の値。 

3) 主筋降伏；実験で得られている最初に主筋が降伏した時の荷重と変形の値。 

4) せん断補強筋降伏；実験で得られている最初にせん断補強筋が降伏した時の荷重と変形の

値。 

5) かぶりコンクリート剥落；実験で得られているかぶりコンクリートが剥落した時の荷重と
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変形の値。 

6) 最大耐力；実験で得られている最大耐力に達した時の荷重と変形の値。 

7) 主筋座屈；実験で得られている最初に主筋が座屈した時の荷重と変形の値。 

8) 軸崩壊；実験で得られている軸崩壊に達したまたはそう見なされる時の荷重と変形の値。 

9) 備考； 

10) ひび割れ情報；ひび割れ図の有無，ある場合はそのデータの保存を行い，そのファイル

名称を記載。またひび割れが計測されている部材角を記載する。 

11) その他の損傷情報；ひび割れ幅や長さなどさらに詳細な情報を計測の有無について記

載。 

408-デジタルデータ 

1) ファイル名；デジタルデータをテキスト形式で保存。そのファイル名称を記載。 

 

5. データの信頼度指標（収集元のデータの信頼性を表す指標を導入）： 

上記 4．の各評価項目に対して信頼度を付けることで，不適切データの定義に活用する。必

要に応じて追加する。 
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評価シート：各評価方法に対して剛性，耐力，靱性能についての算定に必要な項目を示し，その

算定値と式の算定精度を示す。 

1-剛性評価 

101-曲げ初期剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 初期剛性 K1f 

102-せん断初期剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 初期剛性 K1s 

103-降伏時剛性 Ky 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) 降伏時剛性 Ky 

104-せん断破壊時剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) せん断破壊時剛性 Ksu 

105-3 次勾配 K3（正勾配） 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) 3 次勾配 K3 

106-精度 

1) 初期剛性（算定値） 

2) 実験値/算定値 

3) 降伏時剛性（算定値） 

4) 実験値/算定値 

5) せん断破壊時剛性（算定値） 

6) 実験値/算定値 

7) 3 次勾配（算定値） 

8) 実験値/算定値 

 

2-強度評価 

101-曲げひび割れ 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げひび割れ強度 Qfc 

102-せん断ひび割れ 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a)  せん断ひび割れ強度 Qsc 

103-曲げ終局強度 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げ終局強度 Qfu 

104-せん断終局強度 
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1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a)  せん断終局強度 Qsu 

105-精度 

1) 曲げひび割れ強度（算定値） 

2) 実験値/算定値 

3) せん断ひび割れ強度（算定値） 

4) 実験値/算定値 

5) 曲げ終局強度（算定値） 

6) 実験値/算定値 

7) せん断終局強度（算定値） 

8) 実験値/算定値 

 

3-変形評価 

101-曲げ降伏後破壊変位 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げ降伏後破壊変位 δd 

 

4-評価結果集計：平均値（実験値/算定値），標準偏差 σ，変動係数 CV： 
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4.2 収集データの特性 

4.2.1 引用論文 

 表 4.2.1，表 4.2.2 に本データベースで引用した論文の数を示す。なお，引用時に主に使用した

論文とは別に，主たる論文に関連する形で引用した論文の数も含んでいる。 

 

表 4.2.1 引用した論文の数（論文別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表 4.2.2 引用した論文の数（年代別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2.1 引用した論文の数 

 

論文名 論文数

黄表紙 29
JCI大会 185
JCI論文集 6
構造工学 11
AIJ 28
AIJ論文集 0
建研 3

合計 262

年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数

1970 0 1980 2 1990 11 2000 5 2010 2
1971 0 1981 1 1991 11 2001 12 2011 6
1972 0 1982 0 1992 12 2002 7 2012 4
1973 0 1983 1 1993 14 2003 17 2013 7
1974 0 1984 5 1994 14 2004 8
1975 0 1985 0 1995 13 2005 9
1976 0 1986 4 1996 12 2006 11

1977 0 1987 4 1997 8 2007 1
1978 3 1988 5 1998 15 2008 5
1979 2 1989 9 1999 16 2009 6

合計 5 合計 31 合計 57 合計 81 合計 19

合計 262

0
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JCI大会
黄表紙

論文の年度
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4.2.2 引用試験体数 

 表 4.2.3，表 4.2.4 に本データベースで引用した試験体数を示す。 

 

表 4.2.3 引用した試験体の数（論文別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.2.4 引用した試験体の数（年代別） 
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図 4.2.2 引用した試験体の数 

 

 

論文名 試験体数

黄表紙 160
JCI大会 878
JCI論文集 25
構造工学 51
AIJ 104
AIJ論文集 0
建研 115

合計 1333

年度 試験体数 年度 試験体数 年度 試験体数 年度 試験体数 年度 試験体数

1970 0 1980 21 1990 77 2000 17 2010 4
1971 0 1981 1 1991 44 2001 33 2011 15
1972 0 1982 0 1992 58 2002 30 2012 31
1973 0 1983 5 1993 66 2003 77 2013 20
1974 0 1984 20 1994 61 2004 40
1975 0 1985 0 1995 71 2005 64
1976 0 1986 23 1996 37 2006 41

1977 0 1987 38 1997 28 2007 3
1978 115 1988 32 1998 68 2008 28
1979 22 1989 43 1999 79 2009 21

合計 137 合計 183 合計 589 合計 354 合計 70

合計 1333
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4.2.3 収集した実験データの特徴 

 収集した実験データの特徴を示すために，以下の項目についての収集データの頻度分布および

統計データを，以下の項目について示す。 

（検討項目） 

コンクリート強度    図 4.2.3 

主筋強度     図 4.2.4 

柱主筋比     図 4.2.5 

コンクリート強度－主筋強度関係  図 4.2.7 

せん断補強筋強度    図 4.2.8 

せん断補強筋比    図 4.2.9 

コンクリート強度－せん断補強筋強度関係 図 4.2.10 

主筋降伏強度－せん断補強筋強度関係  図 4.2.11 

試験体スケール    図 4.2.12 

せん断スパン比    図 4.2.13 
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１）コンクリート強度（図 4.2.3 参照） 

 収集した実験データのコンクリート強度は，11.1N/mm2から 197.8N/mm2に分布しており，主

に 20~40 N/mm2 のコンクリートが多く使用されている。いわゆる普通強度コンクリートに相当

する。これは，主に新耐震設計法前に実施された短柱崩壊に関する総プロで実施された実験デー

タを中心に普通強度の材料を使用し柱部材を対象とした構造実験データが多く実施されたためと

考えられる。 

 

f'c
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 905 391 37 1333
最大値 197.8 147.6 82.1 197.8
最小値 12.20 11.10 12.20 11.10
平均値 49.8 44.5 36.6 47.9

変動係数 72.1% 57.4% 58.1% 67.8%  
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コンクリート強度：f'c[N/mm2]
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図 4.2.3 収集データの頻度分布（コンクリート強度） 

（横軸は区間下限値） 
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２）主筋強度（図 4.2.4 参照） 

 収集した実験データの主筋強度は，297N/mm2 から 1447N/mm2 に分布している。これは鉄筋

種別で言うと SD295 から SD980 に加え，構造実験の目的に合わせて加工された鉄筋が使用され

ているためと考えられる。これまでの実験では，主筋の降伏強度が 300~500 N/mm2のものが多

く使用されており，コンクリート強度同様に，一般建築で多く使用される強度レンジの鉄筋を柱

主筋に使用された構造実験が多く実施されている。しかしながら，一部の構造実験では 600~800 

N/mm2 の鉄筋も使用されており，高層 RC 造建物などを対象とした構造実験が実施されており，

既に実用化されている SD590 や SD685 と同様な鉄筋を使用した実験例も多くみられることも特

徴としてあげられる。 

 

fy
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 905 391 37 1333
最大値 1447 1025.5 965.3 1447
最小値 297 317.8 329.0 297
平均値 467.1 591.0 509.6 505

変動係数 36.7% 36.9% 38.5% 36.8%  
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図 4.2.4 収集データの頻度分布（主筋降伏強度） 

（横軸は区間上限値） 
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３）柱主筋比（図 4.2.5 参照） 

 収集した実験データにおいて使用された柱主筋比は 0.37%～7.28%までに分布している。曲げ

降伏先行型では 1.00％から 2.00%に多くのデータが分布している。一方，せん断破壊型では，

1.50%から 3.50%前後に多くのデータが分布しており，主筋量を割り増すことでせん断破壊を誘

発させる設計がなされていると考えられる。データ平均値についても，曲げ降伏型は 2.19%，せ

ん断破壊型は 3.02%である。 

 

pg
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 905 391 37 1333
最大値 7.28 5.75 3.96 7.28
最小値 0.37 0.63 1.37 0.37
平均値 2.19 3.02 2.78 2.45

変動係数 44.0% 27.8% 31.2% 37.7%  
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図 4.2.5 収集データの頻度分布（柱主筋比） 

（横軸は区間下限値） 

.
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４）コンクリート強度－主筋強度関係（図 4.2.6 参照） 

 収集した実験データのコンクリート強度と主筋強度について検討する前に，図 4.2.6 に，現在

の我が国の高強度材料の適用を大いに推進した1988年-1993年に実施された建設省総合技術開発

プ ロジェクト「鉄筋コンクリート造建築物の超軽量・超高層化技術の開発」（略称:NewRC，主

査：東京大学名誉教授 青山博之）[4-1]において示された実用化を想定したコンクリートおよび鉄

筋の高強度材料の範囲を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.6  NewRC 総プロで示された研究開発のゾーニングと材料強度との関係[4-2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.7 収集データの頻度分布（コンクリート強度と主筋強度関係） 
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図 4.2.7 に収集データのコンクリート強度と主筋強度関係を示す。図 4.2.6 と図 4.2.7 を比較す

ると，収集データのコンクリート強度 20N/mm2前後および主筋強度 295N/mm2前後に分布する

データが，いわゆる NewRC 総プロで示したような現行の材料強度の範囲であり，我が国の一般

的な鉄筋コンクリート造建物で使用されている強度領域であることが再認識できる。また，この

領域の実験データが多く存在する理由の一つとして，1968 年十勝沖地震後を経験し，それまでの

せん断補強筋の規定では十分な耐震性能が確報できないことが分かったため，短柱崩壊に関する

総プロ[4-3]が実施されため，官学民が協力して多くの構造実験が実施された影響が挙げられる。 

現在は，コンクリート強度 200N/mm2前後まで，主筋強度は 980N/mm2前後までの超高強度材

料を用いた研究開発が実施されていること分かる。 

また，せん断破壊型のデータは，被試験者が意図的にせん断破壊を誘発するために主筋に高強

度鉄筋を使用する傾向が確認された。付着破壊型については，主筋量の調整やコンクリート強度

を調整することによって付着破壊を誘発することが可能であるため，主筋降伏強度が 400N/mm2

前後のデータも多くみられる。 

なお，鉄筋の高強度化は，ヤング係数は鉄筋を高強度化しても変化しないため，高強度化した

強度を発揮させるためには，それだけの変形（ひずみ）を生じる必要性があること，コンクリー

トを高強度化したといっても，あくまでも圧縮強度のみであり，引張強度の高強度化が望めない

場合には，従来のコンクリートと異なる挙動（圧縮破壊時に爆裂することやコンクリート硬化時

の自己収縮など）を十分に理解した研究を行う必要がある。
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５）せん断補強筋強度 

 収集した実験データのせん断補強筋強度は，201N/mm2 から 1764N/mm2 に分布している。こ

れは鉄筋種別で言うと SD295 から SBPD1275/1420 までの範囲に相当する。頻度分布には主に３

つの山が表れている。これは，SD345，S685-SD785 および SBPD1275/1420 の鉄筋種別の位置

に相当する。 

これまでの実験では，せん断補強筋の降伏強度が 400 N/mm2前後のものが多く使用されている。

降伏強度が 900 N/mm2前後のデータは，鉄筋種別で言うと SD785 に相当し，降伏強度が 1400 

N/mm2前後のデータは，鉄筋種別で言うと SBPD1275/1420 に相当する。 

 

fyh
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 905 391 37 1333
最大値 1764 1506.0 1432.8 1764.0
最小値 252 200.9 216.8 201
平均値 681.0 647.7 647.6 670.3

変動係数 60.0% 57.5% 54.3% 59.1%  
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図 4.2.8 収集データの頻度分布（せん断補強筋強度） 
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６）せん断補強筋比（図 4.2.9 参照） 

 収集した実験データにおいて使用されたせん断補強筋比は 0%～3.40%までに分布している。曲

げ降伏先行型では，せん断補強筋比が 0%から 3.40%まで広く分布している。一方，せん断破壊型

では，せん断補強筋比が 0.10%から 0.50%前後に分布している。曲げ降伏型は，総じてせん断補

強筋を十分に配筋して実験を行う場合が多いと考えられる。それは，実験データの実績平均値が

0.78%と非常に高い値であるためである（通常の建物では主に pw=0.3%前後の配筋を行う。

Pw≧0.6%は高層 RC 造建物の配筋にみられるような高密度配筋の領域であるため）。 

 

pw
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 905 391 37 1333
最大値 3.40 1.82 1.79 3.40
最小値 0.00 0.00 0.11 0.00
平均値 0.80 0.47 0.77 0.70

変動係数 57.1% 68.5% 54.1% 59.2%  
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図 4.2.9 収集データの頻度分布（せん断補強筋比）（横軸は区間下限値） 
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７）せん断補強筋降伏強度-コンクリート強度関係（図 4.2.10 参照） 

せん断補強筋降伏強度とコンクリート強度の明確な相関は見られないが，せん断補強筋降伏強

度が高い場合には，比較的高強度のコンクリートを選択する傾向が見られた。 
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図 4.2.10 収集データの頻度分布（コンクリート強度-せん断補強筋降伏強度の関係） 
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８）主筋降伏強度せん断補強筋-降伏強度関係（図 4.2.11 参照） 

主筋降伏強度とせん断補強筋降伏強度との明確な相関は見られない。せん断補強筋降伏強度が

高い場合には，比較的高強度のコンクリートを選択する傾向が見られた。 
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図 4.2.11 収集データの頻度分布（主筋降伏強度-せん断補強筋降伏強度の関係） 
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９）試験体スケール（図 4.2.12 参照） 

 収集した実験データの内，論文に記載のあった約 1/3 のデータに相当する 414 体について，各

論文に試験体スケールが示唆されたものを収集したデータである。集計結果を図 4.2.12 に示す。

データは 0.17 から 1.00 に分布している。最も多いのが試験体スケール 0.33（1/3）前後を想定し

た試験体である。柱部材実験では，作用させる軸力によって試験体スケールを定める場合も多く

ある。 

 

スケール
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 286 123 5 414
最大値 1.00 1.00 0.33 1.00
最小値 0.17 0.25 0.33 0.17
平均値 0.41 0.46 0.33 0.42

変動係数 31.5% 41.5% 0.0% 34.4%  

0 
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0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00 

試
験

体
数

試験体スケール

付着破壊型

せん断破壊型

曲げ降伏先行型

 

図 4.2.12 収集データの頻度分布（試験体スケール）（横軸は区間下限値） 
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１０）せん断スパン比（図 4.2.13 参照） 

 収集した実験データのせん断スパン比は，0.69 から 9.80 に分布している。せん断破壊型ではせ

ん断スパン比が 1.00 から 1.50 のデータが多く，意図的にせん断破壊を誘発する試験体が設計さ

れている。せん断スパン比が 1.50 以下の場合には，主としてせん断破壊を想定した試験体である。

建物の骨組みによって異なるが，階高中央位置に反曲点があるとする場合には，階高さが試験体

の内法寸法として実験が行われると，せん断スパン比が 2.0 未満として試験体の形状寸法を設定

する場合に相当する。一方，曲げ降伏先行型では最も多いのは，せん断スパン比 2.00 の場合であ

り，曲げ降伏とせん断強度が近い関係にある領域であり，曲げ降伏後のせん断破壊など，実施設

計で想定する曲げ降伏を前提とした構造実験が多く実施されていると考えられる。一方で，せん

断スパン比が 2.0 を上回る試験体の多くは，曲げ降伏後の曲げ靱性を主に検討している。 

 

M/QD
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 905 391 37 1333
最大値 9.80 3.13 2.00 9.80
最小値 0.69 0.75 1.00 0.69
平均値 2.18 1.45 1.67 1.95

変動係数 52.5% 26.6% 16.9% 46.0%  
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図 4.2.13 収集データの頻度分布（せん断スパン比）（横軸は区間下限値） 
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１１）軸力比（図 4.2.14 参照） 

 収集した実験データの軸力比は，-0.67（引張軸耐力に対して）から 0.90（圧縮軸耐力コンクリ

ート断面相当）に分布している。最も多いのは，軸力比 0.30 の前後の場合であり，長期荷重の上

限値 0.30 に相当する。なお，RC 柱部材の軸力比は，全断面をコンクリートと仮定して算定した

圧縮軸耐力を基準とすることが多い。引張軸力時は，鉄筋のみの引張軸耐力の比を用いマイナス

の符号を使って表現される。なお，構造実験では，地震時の軸力変動を考慮した変動軸力による

載荷も行われる。 

 

圧縮軸力比
曲げ降伏
先行型

せん断
破壊型

付着
破壊型

データ
全体

n 905 390 37 1332
最大値 0.90 0.74 0.50 0.90
最小値 -0.26 -0.67 0.00 -0.67
平均値 0.29 0.22 0.22 0.27

変動係数 67.2% 78.6% 50.3% 69.6%  
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曲げ降伏先行型

 

図 4.2.14 引用した試験体で使用した軸力比（横軸は区間下限値） 

*負の値は引張軸耐力との比を，正の値は全断面をコンクリートとして換算した圧縮軸耐力と比 
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4.3 収集データの信頼度分析 

 収集したデータベースに関する信頼度について，採用した 262 編の論文に記載された実験デー

タおよび採用に至らなかった実験データに関して，各項目についての収集データの信頼度の分析

を以下に示す。  

この分析結果は，データ収集者としての主観的な意見が含まれている部分もあるが，1000 体を

超える実験データを収集した担当者から全データを俯瞰し，今後の実験的研究において各研究機

関および研究者に対しての要望を含めて記述する。現状として考えると，被試験者として学術論

文を作成し発表するに当たっては，各発表機関および発表者によって独自の表現がなされており，

実験手法から実験データの表示および分析を，統一することは不可能である。しかしながら，日

本における研究の底上げを行い，相互の情報交換を迅速に行うことで技術および研究を発展させ

るためには，実験的研究の骨格となる主幹データの位置づけを明確にすることが重要であると考

えられる。ここで示す内容は，その主幹データの位置づけを検討するための参考データという位

置づけとなる。 

 

（１） 基本情報 

 実験の目的に加えて，対象とする構造物の明記や対象とする外力条件の明示が不足している場

合が散見された。また，実構造物を限定せずに一般化した試験体や強度や変形評価式の構築のた

めに必要な特殊な変数設定を行う実験的研究については，実構造物と研究的な立場の相違を明確

に示す必要があると考えられる。特に，特殊な形状や配筋による実験結果が，設計評価式で使用

される係数を推定する場合などについて，十分な検討が必要である。常識的な実施設計では行わ

ない配筋による構造実験データの取り扱いには十分な注意喚起が必要であると考えられる。これ

は，日本における耐震設計の重要性はゆるぎないものがある反面，経済的な活動に立脚し，構造

設計者が個々の建物の設計条件に合わせた適切な設計が行えるような設計自由度を維持した研究

が大切であると考えられるためである。現在は，学協会から様々な設計指針が刊行されると共に，

整備された構造設計ソフトが存在するため，構造設計者が保有する情報量と研究者が保有する情

報量がほぼ同様なレベルにあることから，構造設計者が取り扱う実構造物と研究者が対象とする

研究対象との位置関係を学術論文に明記されていることが望ましいと考えられる。 

 

（２） 試験体情報 

a) 試験体スケール 

論文に記載があるデータのみを有効した。図 4.2.12 に示したように全体の約 1/3 の論文に

は記述が成されていた。被試験者として考えると，断面寸法から鉄筋径，鉄筋間隔などを，

一定のスケールによって，厳密に試験体を設計することは非常に難しい場合が多い。但し，

目安値として位置付けを推定するためには試験体スケールを記述されることが望ましいと考

えられる。しかしながら，鉄筋コンクリート構造物の構造実験では，コンクリートの骨材と

鉄筋の付着との関係に立脚したスケールの設定を行うことが望ましい。あくまでも，試験機

能力などは副次的な決定要因として，上述の前提条件を維持してほしい。また，研究の目的

によっては厳格なスケール設定も重要であると考えられる。既往の研究では付着性状を検討

するために粗骨材の粗粒率までをスケール調整された研究も存在する。 



第 4 章 柱部材 
 

4-28 

 

b) コンクリートの打設方向 

試験体の製造に関わる情報までを記述した研究は少ない。コンクリート打設方向は，コン

クリートの沈み込み（セッテイリング）の影響による付着強度への影響があるため，できる

限り記述されることが望ましい。但し，既往の研究および設計指針例えば[4-4]によってコンクリ

ートの打設方向への影響は，コンクリートの打ち込み高さが 300mm 以上の場合として定義さ

れているため，多くの試験体寸法が 300mm 以下であるため，付着強度に関する構造実験でな

い場合には記述されないことが多いと考えられる。また，被試験者ないし論文発表者がコン

クリート打設に立会う機会が減少していることも影響していると考えられる。 

 

c) コンクリート材料 

ほとんどの論文で，圧縮強度について明記されている。日本では，コンクリートのヤング

係数の算定を，JIS A1149(2001)コンクリートの静弾性係数試験方法と定義している。コンク

リートの圧縮強度は，すべての特性値を決定する際に使用されるデータである。今後は，統

計学的な処理によって導かれたヤング係数の推定式が設計指針例えば[4-5]に整備されているため，

実験データの信頼性を評価する手法として，ヤング係数の実験値と計算値の比較を論文に明

記することも有効であると考えられる。 

 

d) 鉄筋材料 

一部の論文では，主筋やせん断補強筋の降伏強度について明示していない場合も散見され

た。また，使用鉄筋で，一般的に流通してない鉄筋を使用されている場合があるが，その場

合の鉄筋断面積までを明記した論文も多くはなかった。今後は，特殊な鉄筋を使用する場合

には，降伏強度および断面積およびヤング係数の明記は必要であると考えられる。実験の目

的に応じて，引張強度や伸びの情報を記述されていることが望ましい。また，近年は多く使

用されている溶接接合されたせん断補強筋については，実験時に溶接部近傍で歪みが大きく

なる可能性や破断する可能性が予見される場合には，材料試験の時点で，溶接部近傍の試験

を実施する必要があると考えられる。近年は，溶接接合の品質も安定しているが，高軸力が

作用する柱部材実験などでは，せん断補強筋（横補強筋）破断により変形性能が決定する場

合もあるため，被試験者は十分な配慮を行った実験を実施すべきである。 

 

e) 断面情報 

 主筋位置までの寸法情報が明記されていない論文が散見された。部材の有効せいを論文か

ら算出できるだけの情報は明記してほしい。また，実験の目的が付着強度の検討であれば，

主筋間隔までの詳しい情報が必要となると考えられる。また，今後の研究が進んでいくと，

コア断面積の算定も必要となるため，かぶり厚などの情報も重要であると考えられる。 

 

 

 

 



第 4 章 柱部材 
 

4-29 

（３） 加力計測情報について 

a) 加力形式 

多くの論文において，加力形式は明記されている。近年は，ジャッキ制御によって加力梁

を水平移動させ逆対称曲げモーメント載荷を実施する実験も多くみられるが，ジャッキの水

平移動の精度については，被試験者の調整にゆだねられているため，被試験者は実験精度を

意識した実験の遂行が必要となる。また，加力方法で懸念される点として，ピン接合を用い

た加力形式が挙げられる。これは，ピン接合が完全にピンの特性であるモーメント負担０，

摩擦係数０という前提条件のもと実施されている。しかしながら，試験体スケールが小さい

試験体のように耐力の小さい実験では，支承部の取り扱いには十分な注意が必要である。時

に，高軸力を作用させる実験の場合にも，加力装置部の摩擦係数の取り扱いについて注意す

る必要がある。適宜，実験後の適正な補正も必要に応じて被試験者は行う必要があると考え

られる。 

 載荷履歴については，海外では標準形が示されている国もあるが，載荷履歴が部材の変形

性能に影響することも懸念されるため，載荷履歴の基準案の提示の必要性も議論する必要が

あると考えられる。特に最大耐力以後に相当する変形領域について，細かくサイクルを漸増

させる場合と，一気に大変形のサイクルとした場合では，限界部材角などの変形性能に影響

すると考えられる。一方，近年は構造設計精度（一貫計算ソフト）が向上しており，構造設

計者がこれまで以上に変形を意識した設計が可能となっている。そのため，構造実験データ

についても，実施設計で重要な微小変形レベルのデータを明確にする必要があり，載荷履歴

においても微小変形レベルのサイクルを重要視する必要があると考えられる。 

 

b) 荷重変形関係 

 基本的には，せん断力と部材角によって柱部材の荷重―変形関係を表現されている。一部の

論文で，曲げモーメントの表示がなされている場合が見られた。荷重変形関係では，上述と

同じ観点から，実施設計で重要な微小変形レベルのデータを明確に表示することがなされて

いない場合が多く，微小変形レベルの荷重変形関係がグラフから読み取れないことが多くみ

られた。現在は，保有紙幣耐力計算においても，静的増分解析が一般的に実施されている時

代であり，時刻歴応答解析を経験している構造設計者も多くなっている。そのため，1980 年

代に比べて構造設計者は，陽に変形を意識した構造設計を行っているため，実施設計に連動

した構造実験結果の提示について議論する必要がある。 

 

c) 剛性情報，強度情報，変位情報 

 被実験者として，剛性，強度，変形に関して判断が難しく，複数の論文でその判定に相違

がみられたのは以下の項目である。 

・弾性剛性を，初期ひび割れ発生点によって評価するか？グラフ上の値とするか？この定義

自体が論文に記載されていない場合も多くみられた。また，ひび割れ発生点に関する情報が

記載されていない場合も多くみられた。 

・曲げ降伏点を，１段筋降伏として評価するか？２段目の鉄筋降伏時とするか？しいては，

主筋が降伏した時のひずみを，鉄筋の降伏強度をヤング係数で除した値とするか？鉄筋の降
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伏強度時にみられる比例限界を評価した歪み値を用いて主筋の降伏判定を行うか？など細部

にわたる各研究者の定義が明確に表現されている場合が多い。 

・限界変形角の定義が，現時点で統一されていないため，多くの論文で，荷重変形関係のグ

ラフから直接，実験値を採取する必要があった。また，載荷履歴が必ずしも一致しないため，

包絡線の形状も異なっていることから，限界変形角を最大耐力の 80%耐力という定義を適用

した場合には，各サイクルピーク時およびサイクル中に耐力低下した点を起点とした直線補

間が必要となる。 

・柱部材実験の場合には，多くの実験で柱軸力を作用させている。この場合に，試験体には

軸力による付加曲げモーメントが作用している。多くの論文で，この付加曲げモーメントを

含めた荷重－変形関係によってデータが表現されている。一部の論文で，軸力による付加曲

げモーメントを取り除いた荷重変形関係を用いている場合があった。高軸力が作用する柱部

材は，軸力レベルが大きいほど，破壊時に脆性的な性状を示す。その点からも高軸力が作用

した場合に付加曲げモーメントよって，荷重変形関係（縦軸を水平せん断力として表現する

と）は右下がりのグラフとなり，部材変形性能の評価は，結果的に高軸力が作用した場合ほ

ど厳しい判定条件となる。つまり，脆性的な破壊が予想される高軸力が作用する場合ほど，

変形性能の判定基準を相対的に厳しく設定することで部材性能を評価することが，構造設計

の基本概念から判断しても正しいと考えられる。 

・降伏点の判定において,一部の構造実験において片面にしかひずみゲージを貼付していない

場合も散見された。ひずみゲージの値が弱電流の数値から判定された値であり，微小な値で

あることを考えると，鉄筋の表裏に貼付したひずみゲージの値による判定を行う必要がある

と考えられる。また，試験体製作時から，ひずみゲージの貼付については十分な配慮が必要

であると考えられる。 

 

d) 実験時の破壊モード 

 各試験体の破壊モードは，原則として論文に従ってデータを採取した。曲げ降伏先行型，

せん断破壊型，付着破壊型は比較的に明確に表現できる破壊モードであると考えられる。破

壊モードの判定が難しいのは，高軸力が作用した場合の曲げ圧縮破壊や曲げ降伏後の付着破

壊とせん断破壊が混在した破壊に至った場合である。また，曲げ降伏後の破壊は，研究者が

ある変形レベルで実験を終了した場合と，設計で想定する変形レベルの数倍の変形まで実験

を行った場合では，必然的に破壊モードが異なる可能性が生まれる。実験を大変形レベルま

で実施し破壊モードを明確にするという意図は，目視で破壊メカニズムを検討したい場合な

どに，敢えて大変形レベルの変形状態まで進めることで力の流れなどを目視で確認しようと

する場合が含まれている。これは，解析における変形状態をアニメーションで見るときにわ

かりやすいように変形を数１０倍したりして表現することに対応している。また，論文によ

っては紙面の関係で破壊の様相を明記していない場合もあり，破壊時の様相と破壊モードを

判定した基準を明記することが，今後の実験的研究に望まれる。その場合に，容易に引用で

きる破壊モードの定義を明文化する作業も今後必要になると考えられる。 
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e) 損傷情報 

 上述のように，多くの論文が，大変形レベルの破壊時に着目しすぎる傾向が見られた。本

来，実験的研究を引用すべきは，発表者と同様な研究者であると共に実施設計を行っている

構造設計者であることを再認識する必要があると考えられる。加えて，縮小スケールで実施

ている構造実験結果を，いかに実大スケールの構造物の損傷状態として表現するかは，今後

議論が必要になると考えられる。例えば，かぶりコンクリートの剥落は，実大スケールでは

人命安全にかかわる現象である。単に建物の保有する強度だけで構造設計を行ってきた時代

から，静的増分解析や時刻歴応答解析が相対的に容易に実施できる時代となっているだけに，

構造設計者と研究者が対話できる試験体の損傷状態に関する記述も適宜必要となると考えら

れる。 

 

 各論文は，さまざまな目的で実施されているため，論文内の表現や提示する情報も研究者

間および発表機関間でも異なっている。研究予算を各省庁が管理する研究事業などのように，

研究基盤を確定できる場合には，研究データの蓄積を考慮した実験計画の立案，実施，デー

タ整理を行うことも検討すべきであると考えられる。但し，研究資本が民間や各研究機関独

自の場合には，相互関係から，主導的に実験データのデータベース化を前提とすることは難

しいと考えられる。現在は，学術論文の閲覧も管理され始めていることからも，十分な議論

が必要である。今後，将来の研究者のために理想とする研究の実施をまとめた資産を構築す

ることも有効であるとあると考えらえる。 
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4.4 実験値の定義 

 2013 年度に収集したデータベースの収集対象とした柱部材を想定した試験体には，円形断面柱

も含まれている（剛性および強度評価は矩形置換を行う）。 

 一方，今回収集対象から除外した試験体は以下の通りである。 

・コンクリートに繊維を混入した試験体 

・軽量コンクリート試験体 

・単純梁形式の試験体（地震時荷重と異なる荷重条件による実験） 

・丸鋼を用いた試験体 
 
4.4.1 実験データの採取方法 

(a) 材料強度について 

・強度についての記載がない場合 

 → 可能な限りデータは収集するが，剛性や強度の算定からは除外した。 

・同一の試験体だが，掲載されている論文によって，材料強度が異なる場合 

 → より信頼度の高い文献の値を参照する。判別がつかない場合には，データは収集するが，検

討対象からは除外した。 

・掲載されている強度や剛性の数値，単位が明らかにおかしい場合 

 → 桁数の間違いなど間違いが明らかな場合には，修正した値を採用した。その他の場合には，

筆者に修正の確認が取れたもののみ掲載することとした。 

(b) 試験体形状，配筋について 

・配筋図に寸法が記載されていない場合 

 →寸法が明示されていない場合には，試験体図より寸法を類推した。 

・配筋が不明瞭である場合 

 → より信頼度の高い文献を参照する。判別がつかない場合には，データは収集するが，検討対

象からは除外した。 

・異種鉄筋を使用している場合 

→断面積の調整を行ったデータを表現した。 

(c) 実験結果について 

・弾性剛性は，弾性剛性または初期剛性として数値データが示されているデータに加えて，曲げ

ひび割れ強度の数値データが示され，復元力特性のグラフが示されている場合 

→曲げひび割れ強度時の変形を読み取り，弾性剛性の実験値を採取した。 

・曲げ降伏強度の採取 

→１段筋が降伏強度に達した時の強度を基準とした。 

・最大耐力，最大耐力時の変形の記述が無い場合。 

 → 最大耐力が記述されていない場合には，明瞭な実験の荷重変形関係図が示されている場合に

は，グラフから読み取りを行った。 

・限界変形角の数値が示されていないっ場合 

→最大耐力の値が確認できる場合に限り，荷重変形関係図のグラフから読み取りを行った。 
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4.4.2 検討する特性値 

 ここでは，鉄筋コンクリート造柱部材の構造性能を表現する特性値として以下に示す項目につ

いて，既往の研究からデータを採取し，データベースの構築を行った。図 4.4.1 に代用的な実験

例として，平成 22 年度建築基準整備促進事業 調査事項２７－１「長周期地震動に対する鉄筋コ

ンクリート造建築物の安全性検証方法に関する検討」[4-6]で行った柱部材実験例[4-7]を用いてここ

で検討する特性値の定義について以下に示す。 

１） 弾性限界点（曲げひび割れ点） 

２） 曲げ降伏点（主筋降伏点） 

３） 最大耐力点 

４） 限界変形点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.1 変動軸力を作用させた RC 柱部材実験における荷重―変形関係[4-7] 

（軸力変動 N=0.33BDf ’c～-0.85Agσy，M/QD=2.0，f ’c77.6，pw=0.43%） 
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１）弾性限界点 

曲げひび割れが発生した特性点であり，この時点の割線剛性を，弾性剛性とする。あくまでも

目視によって曲げひび割れが発生した点として定義する。また，せん断破壊型の場合に曲げひび

割れの発生前にせん断ひび割れが発生した場合には，せん断ひび割れ発生点を弾性限界点とする。 

 

（課題） 

RC 部材の復元力特性は，微小変形においても非線形の性状を示すため，通常は実験観察者が

曲げひび割れを目視によって発見した時点による。したがって，被実験者による誤差，実験場内

の照明や試験体の塗装の有無などの誤差が内在している。構造実験の実情を示すと，場合によっ

て試験体製作時または試験体設置時の乾燥収縮や引張軸力や曲げモーメントが作用することで，

実験前に損傷している場合も想定される。このような場合については，被実験者の適正な判断が

必要となる。 

（データ採取に当たっての対応） 

実験データに初期剛性の記載がある場合および曲げひび割れ発生時の強度が示されているデー

タについては，グラフ上から縦軸の数値を用いて変形（部材角）の推定を行った。 

 

 ２）曲げ降伏点 

主筋が降伏に至った（降伏歪み：fy/Es（通常は実験時における材料試験結果）に達した点）特

性点とした。原則として１段筋降伏，２段筋降伏が明示されている場合には，１段筋降伏を，降

伏点として定義した。 

 

（課題） 

柱部材を対象とする場合に，高層建物の下層部を想定した構造実験を行うと，大きな軸力変動

を考慮した構造実験を行う必要がある。この場合に，高軸力（主として釣合い軸力比以上）によ

って柱主筋が引張降伏せずに，コンクリートの圧壊現象や圧縮降伏によって耐力の頭打ちの現象

が発生し，最大耐力に達する場合がある。 

（現時点の対応） 

柱主筋が引張降伏しない場合には，主筋が圧縮降伏しても耐力が増加するため，主筋の圧縮降

伏によって曲げ降伏を定義することが困難である。そこで，既往の研究例えば[4-8]を鑑み，最大耐力

の 85%の耐力に至った場合を曲げ降伏点（実効耐力点[4-8]とも呼称されている）として定義した。

また，降伏点がグラフ上に明記されていない場合も，最大耐力の 85%の耐力点を曲げ降伏点とし

て定義しデータの採取を行った。 

 

３）最大耐力点 

最大耐力を記録した時の特性点。現状では,最大耐力を明確に推定する評価式は提案されていな

いが，今後より精緻な骨格曲線によるモデル化を図る場合には，３折れ線を４折れ線にすること

も考えられるため，実験データの抽出のみ行った。 
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（課題） 

最大耐力点は，複数の実験データを比較すると，ミクロ的には載荷履歴に依存する可能性があ

ると考えられる。これは，最大耐力点近傍では，鉄筋およびコンクリートの塑性化が進んでいる

ため正負繰り返し載荷を行うため，１回目に比べ２回目のサイクルでは同一変位の耐力が減少す

る傾向がみられるためである。現時点では，さまざまな研究機関で実施する構造実験の載荷履歴

を統一することは困難であると考えられる。 

（現時点での対応） 

載荷履歴による最大耐力点（変形）への影響を補正することは非常に困難である。したがって，

得られた実験データ自体がある程度のばらつきを有するデータであることを認識してデータ分析

を行う必要がある。 

 

４）限界変形点 

：部材としての耐力を発揮し,試験体が保有する変形性能を定義するための特性点。既往の研究例

えば[4-9]に準じて，ここでは最大耐力の 80%まで耐力が低下した時の点として定義した。 

 

（課題） 

現状では人命安全と限界変形点の関係は明確に定義されていない。ここでは，最大耐力の 80%

耐力点を限界変形点として定義している。しかしながら，物理的な定義を定めることは難しく，

これまでの研究に準じているとしかいうことができない。しかしながら,現在,日本で使用している

曲げ終局強度の実験値と計算費の比が1.15～1.20の範囲（材料強度を用いた計算値と実験値の比）

であることを考えると，設計者が定める部材モデルで保証する曲げ降伏強度を維持できる変形能

力を示す変形として定義することも可能である。 

（現時点での対応） 

限界部材角については,いくつかの数値的な定義が提案されている。接合部では最大耐力の 5%

減，梁部材では最大耐力の 20%減などである。今後は，かぶりコンクリートの剥落などによる人

命安全性を損なう諸現象が発生するまでという考え方も考えられる。しかしながら，日本では様々

な強度をもつ材料が用いられ，鉄筋の種類や製造メーカも多数あるため，現時点のような数値的

な定義が必要になると考えられる。但し，骨組みの解析において，負勾配を考慮した解析が実行

可能となるとすると，一旦耐力低下したのちのモデル化も必要であると考えることも可能性とし

てはあると思われる。 
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4.5 曲げ降伏先行型の評価式とその精度 

4.5.1 曲げひび割れ強度（弾性限界点） 

 曲げひび割れは，主として危険断面（曲げモーメントが最も大きくなる断面位置）において発

生すると考えられる。実験データについては，実験上の事由（非試験区間スタブによる変形拘束

や試験体製作から実験準備に至る諸条件）から，必ずしも危険断面位置で発生するものではない

が，ここでは「建築物の構造関係技術基準解説書」[4-9]において示されている次式によって算定す

る。なお，曲げひび割れ強度式は RC 規準に準じている。なお，引張軸力時のデータは削除して

いる。 

 

a. 曲げひび割れ強度 

曲げひび割れ強度 Mcr は，(4.5.1)式によることができる。ただし，釣合い軸力を超える高軸力

が作用する場合には，圧縮側コンクリートの損傷を適切に評価することが望ましい。 

 

  
6

56.0
ND

ZFM eccr  （N･mm）               (4.5.1) 

  cF  ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

ここでは材料試験データを用いる 

  eZ  ：鉄筋を考慮した断面係数（mm3） 

  N  ：軸方向力（N） 

  D  ：部材せい（mm） 

 

なお，RC 規準（2010）[4-10]によると，この式における適用範囲は σB=18=60N/mm2，N/(bD)=0~10 

N/mm2(b は部材幅(mm))としている。 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満を層別し，曲げひび割れ強度の実験値と計算値(4.5.1)

式との比較を，図 4.5.1 および表 4.5.1 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験値

／計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合

を示す。 

 実験値／計算値の平均値は 1.14 であり，(4.5.1)式は十分な推定精度が確保されていると考えら

れる。しかしながら，実験値／計算値の基準値（1.00）に対して±30%以内に含まれるデータは，

全体の 66.6%に留まった。変動係数も 29.7%であり，さまざまな変動要因が含まれていると考え

られる。対象データが曲げ降伏先行型であり，比較的安定した実験を実施できると考えられるが，

相対的に大きなばらつきが内在することが確認された。これは，曲げひび割れ強度の確認が目視

であること，試験体の初期ひび割れ（乾燥収縮や実験準備中の荷重）の影響や実験中のひび割れ

確認方法（試験体への塗装の有無，照度，観察者の経験および基礎知識）などが影響していると

考えられる。続けて，c.では，ばらつきの要因を物理的な影響因子によって検討を行ったので，

その結果を示す。 
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表 4.5.1 曲げひび割れ強度の実験値／計算値に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 326 1.14 29.7% 2.52 0.62 66.6%

（f'c＜60) 255 1.13 31.0% 2.52 0.62 64.7%

（f'c≧60) 71 1.15 24.7% 1.95 0.70 73.2%

曲げひび割れ（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型柱部材

データ数
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図 4.5.1 曲げひび割れ強度の実験値と計算値の比較（曲げ降伏先行型） 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.5.2 から図 4.5.6 に，曲げひび割れ強度の実験値／計算値とコンクリート強度，せん断スパ

ン比，主筋比，主筋降伏強度および，圧縮軸力比関係を示す。 

 コンクリート強度と圧縮軸力比は，やや相関が見られた。コンクリート強度が低く，圧縮軸力

比が小さい場合ほど，曲げひび割れ強度の実験値／計算値のばらつきが大きい傾向が見られた。

それ以外の柱主筋比およびせん断スパン比と, 曲げひび割れ強度の実験値／計算値との相関は見

られなかった。 
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図 4.5.2 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.3 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.4 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－主筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.5 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－主筋降伏強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.6 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（曲げ降伏先行型） 
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4.5.2 弾性剛性（弾性限界点） 

弾性剛性：RC 規準(2010) [4-10]８条「構造解析の基本事項」２項「柱・梁の剛性評価」 

鉄筋コンクリート部材に逆対称曲げモーメントが作用する時の材端曲げモーメント M と材端

回転角 R との関係より，弾性剛性 S は以下で表される。 

  
L

EI

R

M
S

6


    
 

E：ヤング係数，I：断面 2 次モーメント，L：部材長さ 
弾性剛性を求めるための梁部材の断面積および断面 2 次モーメント I は，ひび割れを考慮しな

い全断面から求める。 

柱部材の実験では，図 4.5.7 に示すように建研式加力方法，大野式加力方法および単純梁形式の

加力方法が用いられる。ここでは，図に示すように，建研式加力または大野式加力を用いている

場合には反曲点位置が試験体高さの中央となり，単純梁形式の場合には支点位置が反曲点位置と

して曲げモーメント分布を仮定して試験体長さを定めた。柱部材長さは試験体の内法長さとして

算定を行なった。なお，図 4.5.7(c)の単純梁形式の構造実験では，変形性能を評価する場合には取

り除く。これは，単純梁形式の場合に，片側に破壊が生じる可能性があり，破壊側の変形と非破

壊側の変形を容易に分類できないためである。 

 

 

 

 

 

 

(a)建研式加力   (b)大野式加力   (c)単純梁形式 

図 4.5.7 各実験方法における曲げモーメント図 

 

a. 弾性剛性 

弾性剛性の算定は，「建築物の構造関係技術基準解説書」[4-9]に準じて曲げ剛性とせん断剛性

を平方和で合成した剛性として算定する。以下に算定式を示す。 

　　

sb

e

KK

K
11

1


 (kN/mm)                                                    (4.5.2) 

 eK ：梁の弾性剛性 (kN/mm) 

bK ：梁の曲げ剛性 (kN/mm) 

sK ：梁のせん断剛性 (kN/mm) 

 ここで曲げ剛性 bK は， 

  逆対称曲げモーメントの加力形式の場合 

0L

0 2L

0 2L

0 2L 0 2L

0L 0 2L
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3

12

L

IE
K ec

b  (kN/mm) 

  片持ち梁の加力形式の場合 

　
3

3

L

IE
K ec

b  (kN/mm) 

 とする。 

 

 またせん断剛性 sK は， 

　
L

AG
K s 





(kN/mm) 

 とする。 

cE ：コンクリートのヤング係数 (kN/mm2) 

eI ：鉄筋を考慮した断面二次モーメント(等価断面二次モーメント) (mm4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

G ：コンクリートのせん断弾性係数 (kN/mm2)  

 


12
cE

G  

 ：コンクリートのポアソン比であり，ここでは =0.2 として算定した。厳密にはコンクリー

ト強度に比例すると考えられるが，計算が煩雑となるため，一定値を用いた。 

A：部材の断面積  Db  (mm2) 

 ：せん断剛性を求める際の形状係数であり，ここでは =1.2 として算定した。 

 

なお，コンクリートのヤング係数（ E c）について論文に記載がない場合は，NewRC 式（2010

年 RC 規準式）を用いて算定した。 

 2
5.1

/
2023

21000 mmN
F

E c 　　








  236 mm/NFc   (1991 年版本規準式) 

   223

1

21 36
6024

33500 mm/NFmm/N
F

kkE c
c 　　　　















  (NewRC 式) 

  ：コンクリートの気幹単位体積重量(kN/m3)，RC 規準（2010）[4-10]に従って算定した。 

 21 k,k ：使用骨材，混和剤などを考慮した係数であり，本研究では 121  kk とした。 

  









4
1

12

4
2

1

3 r
agnX

BD
I le



 

：内法スパン長さ

：鉄筋の公称半径

の距離：中立軸から鉄筋まで

：鉄筋断面積

：ヤング係数比：鉄筋本数　

：柱成：柱巾　　

1

][mmL

][mmr

][mmg

][mma

nX

DB

2
l
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b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満を層別し，弾性剛性の実験値と計算値(4.5.2)式との比

較を，図 4.5.8 および表 4.5.2 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験値／計算値

の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を示す。 

実験データの多くは，弾性剛性の数値に関する記述が成されていないため，グラフからの読み

取りを行ったため，実験データは大きくばらついている。有効なデータは 285 としたが，変動係

数が 50%を超えており，有効なデータとして活用できるかは十分な検討が必要である。総じて，

実験値／計算値の平均値は 0.72 であり，柱単体の構造実験においても，剛域入り込みの概念を用

いて部材長さを内法スパンよりもやや長く評価することが必要であると考えられる。 

 

表 4.5.2 弾性剛性の実験値／計算値に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 285 0.72 55.0% 2.95 0.00 31.9%

（f'c＜60) 213 0.76 57.8% 2.95 0.00 36.2%

（f'c≧60) 72 0.61 32.1% 1.40 0.37 19.4%

弾性剛性（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型柱部材

データ数

 

-30%

+30%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0 50 100 150 200 250 300 350 400 

弾
性

剛
性

（
実

験
値

）
Ｋ

ｅ
.e

xp
[ｋ

N
/
m

m
]

弾性剛性（計算値） Ke.cal [kN/mm]

曲げ降伏先行型（f'c＜60）

曲げ降伏先行型（f'c≧60）

 
図 4.5.8 弾性剛性の実験値と計算値の関係 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.5.9 から図 4.5.13 に，弾性剛性の実験値／計算値とコンクリート強度，せん断スパン比，

主筋比，主筋降伏強度および圧縮軸力比関係を示す。 

 コンクリート強度とせん断スパン比は，やや相関が見られた。コンクリート強度が低く，せん

断スパン比が大きい場合ほど，弾性剛性の実験値／計算値のばらつきが大きい傾向が見られた。

それ以外の柱主筋比および圧縮軸力比と，弾性剛性の実験値／計算値との相関は見られなかった。 
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図 4.5.9 弾性剛性（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.10 弾性剛性（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 

 



第 4 章 柱部材 
 

4-44 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

3.00 

3.50 

0.00% 1.00% 2.00% 3.00% 4.00% 5.00%

弾
性

剛
性

の
実

験
値

／
計

算
値

K
e
.e

xp
／

K
e
.c

al

主筋比 Pg (%）

曲げ降伏先行型（f'c＜60）

曲げ降伏先行型（f'c≧60）

 
図 4.5.11 弾性剛性（実験値／計算値）－主筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.12 弾性剛性（実験値／計算値）－主筋降伏強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.13 弾性剛性（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（曲げ降伏先行型） 
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4.5.3 せん断ひび割れ強度（基準式） 

せん断割れ強度の検討は，2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書[4-9]に従って行った。曲

げひび割れ強度は RC 規準[4-10]14 条に示されている次式で算定できるとしている。 

a. せん断ひび割れ強度（建築物の構造関係技術基準解説書）[4-9] 

   
 

   Njb
dQM

Fk
Q cc

su 　　


















 
7.1/

49085.0

150
1 0

                                   (4.5.3) 

 ここで， 

     ck ：部材せいに対する補正係数 (d>40cm の時，0.72) 

     cF ：コンクリートの圧縮強度  (N/mm2) 

          dQ/M  ：シアスパン比 

     b ：梁幅  (mm)     j ：応力中心距離(=7/8d) (mm) 

     d ：梁の有効せい     0 ：圧縮軸力応力度（N/mm2） 

 
 この式は，圧縮強度 36N/mm2程度以下，鉄筋は SD390 級以下の普通強度の材料を用いた部材

の実験結果から得られた実験式であり，それらが適用範囲となる。 

 しかし近年，圧縮強度が 36N/mm2 を超えるコンクリートを用いた部材の実験データが蓄積さ

れており，日本建築学会「高強度コンクリートの技術の現状」では，圧縮強度が 60N/mm2 以下

の範囲まで適用可能であるとの検討がなされている。 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60以上と f’c60未満を層別し，せん断ひび割れ強度の実験値と計算値(4.5.3)

式との比較を，図 4.5.14 および表 4.5.3 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験

値／計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合

を示す。 

 ここで取り扱うデータは曲げ降伏先行型のデータであり，多くのデータが曲げひび割れが先行

するデータである。また，曲げひび割れ発生に曲げひび割れが進展して発生する曲げせん断ひび

割れとせん断ひび割れの区別を明確にすることが難しく，実験データの定義も必ずしも一致した

基準となっていない可能性がある。しかしながら，ここでは(4.5.3)式の精度検証を行ったので，

その結果を，以下に示す。 

 実験値／計算値の平均値は 2.08 であり，総じて(4.5.3)式は安全側の計算値を算出することが確

認された。せん断ひび割れ強度の実験値と計算値関係の近似式を誘導すると，実験値≒3×計算値

に相当する。また，基準値の 1.0 に対して±30%以内に含まれるデータは，全体の 21.7%であり，

曲げ降伏先行型のモデル化においてせん断ひび割れの影響を考慮する場合には，十分な検討が必

要であることが分かった。これは，曲げひび割れ強度と同様にせん断ひび割れの確認が目視であ

ること，定義が不明なこと（特に，曲げせん断ひび割れとせん断ひび割れの区別，筆者は部材中

心軸に対して約 45 度方向の斜めひび割れが横切った時として定義している）試験体の初期ひび割

れ（乾燥収縮や実験準備中の荷重）の影響や実験中のひび割れ確認方法（試験体への塗装の有無，
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照度，観察者の経験および基礎知識）などが影響していると考えられる。続けて，c.では，ばら

つきの要因を物理的な影響因子によって検討を行ったので，その結果を示す。 

 

表 4.5.3 せん断ひび割れ割れ強度の実験値／計算値に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 295 1.26 33.0% 2.49 0.24 48.5%

（f'c＜60) 236 1.30 30.9% 2.49 0.44 47.9%

（f'c≧60) 59 1.11 39.8% 1.40 0.24 49.2%

せん断ひび割れ強度（実験値／計算値：基準式） データ：曲げ降伏先行型柱部材

データ数
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図 4.5.14 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値の比較（曲げ降伏先行型） 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.5.15 から図 4.5.19 に，せん断ひび割れ強度の実験値／計算値（基準式）とコンクリート強

度，せん断スパン比，主筋比および圧縮軸力比関係を示す。コンクリート強度については，

100N/mm2 を超える高強度コンクリートを使用した場合には計算値は実験値を過大評価する傾向

が見られた。 
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図 4.5.15 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.16 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 

 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0.00% 1.00% 2.00% 3.00% 4.00% 5.00%せ
ん

断
ひ

び
割

れ
強

度
の

実
験

値
／

計
算

値

Q
bc

.e
xp

／
Q

bc
.c

al

主筋比 Pg (%）

曲げ降伏先行型（f'c＜60）

曲げ降伏先行型（f'c≧60）

 
図 4.5.17 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－主筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.18 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－主筋降伏強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.19 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（曲げ降伏先行型） 
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4.5.4 せん断ひび割れ強度（靭性指針式） 

せん断割れ強度の検討として，靭性指針式[4-4]による検討結果を以下に示す。 

 

a. せん断ひび割れ強度（靭性指針式）[4-4] 

      




  /DbQ oT

2
Tcrc （N）            (4.5.4) 

   φ ：耐力係数 0.51 

  σT：コンクリートの引張強度（N/mm2） cT F313.0  

  σo ：柱の使用限界変形時の設計用軸方向応力度（N/mm2），圧縮を正とする。 

      
Db

N 1UC
0 
＝σ  

   b ：柱幅（mm），D：柱せい（mm），κ：断面形状係数 1.5 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60以上と f’c60未満を層別し，せん断ひび割れ強度の実験値と計算値(4.5.4)

式との比較を，図 4.5.20 および表 4.5.4 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験

値／計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合

を示す。 

 ここで取り扱うデータは曲げ降伏先行型のデータであり，多くのデータが曲げひび割れが先行

するデータである。また，曲げひび割れ発生に曲げひび割れが進展して発生する曲げせん断ひび

割れとせん断ひび割れの区別を明確にすることが難しく，実験データの定義も必ずしも一致した

基準となっていない可能性がある。しかしながら，ここでは(4.5.4)式の精度検証を行ったので，

その結果を，以下に示す。 

 実験値／計算値の平均値は 1.64 であり，総じて(4.5.3)式に比べて推定精度がいいことが分かっ

た。その要因としては，軸力の影響を適切に評価できることが挙げられる。 

せん断ひび割れ強度の実験値と計算値（靭性指針式）関係の近似式を誘導すると，実験値≒2×

計算値に相当する。また，基準値の 1.0 に対して±30%以内に含まれるデータは，全体の 27.1%で

あり，データ全体が傾いている状態であり，補正係数を乗じて，適切に実験データを計算値で評

価することが可能である。 

これは，曲げひび割れ強度と同様にせん断ひび割れの確認が目視であること，定義が不明なこ

と（特に，曲げせん断ひび割れとせん断ひび割れの区別，筆者は部材中心軸に対して約 45 度方向

の斜めひび割れが横切った時として定義している）試験体の初期ひび割れ（乾燥収縮や実験準備

中の荷重）の影響や実験中のひび割れ確認方法（試験体への塗装の有無，照度，観察者の経験お

よび基礎知識）などが影響していると考えられる。続けて，c.では，ばらつきの要因を物理的な

影響因子によって検討を行ったので，その結果を，c.に示す。 
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表 4.5.4 せん断ひび割れ割れ強度の実験値／計算値に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 295 1.64 30.2% 3.02 0.59 27.1%

（f'c＜60) 236 1.59 31.9% 3.02 0.59 30.1%

（f'c≧60) 59 1.84 21.3% 2.65 0.94 13.6%

せん断ひび割れ強度（実験値／計算値：靱性指針式） データ：曲げ降伏先行型柱部材

データ数

 

 

-30%

+30%

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 

せ
ん

断
ひ

び
割

れ
強

度
（
実

験
値

）
Q

sc
.e

xp
[ｋ

N
]

せん断ひび割れ強度（計算値） Qsc.cal [kN]

曲げ降伏先行型（f'c＜60）

曲げ降伏先行型（f'c≧60）

 
図 4.5.20 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値（靭性指針式）の比較（曲げ降伏先行型） 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.5.21 から図 4.5.25 に，せん断ひび割れ強度の実験値／計算値（靭性指針式）とコンクリー

ト強度，せん断スパン比，主筋比，主筋降伏強度および圧縮軸力比関係を示す。  

せん断スパン比と靭性指針式によるせん断ひび割れ断強度の実験値／計算値と強い相関がある

ことが分かった。ほかの因子とは相対的に大きな相関は見られなかった。靭性指針式は圧縮軸力

の影響が考慮されているため，せん断スパン比の効果を考慮するとさらに精度が向上すると考え

られる。 
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図 4.5.21 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.22 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.23 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－主筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.24 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－主筋降伏強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.25 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（曲げ降伏先行型） 
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4.5.5 曲げ終局強度（基準式） 

曲げ終局強度の検討は，2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書[4-9]に従って行った。 

 

a. 曲げ終局強度（建築物の構造関係技術基準解説書）                         (4.5.5) 

 Nmin≦N＜0 のとき 

 My＝0.5・ag・y・g1・D＋0.5・N・g1・D（N・mm） 

 ≦ ≦0 N Nbのとき 

 









c
1ygy FDb

N
1DN5.0Dga5.0M

・・
（N・mm） 

 Nb＜N≦Nmaxのとき 

     











bmax

max
c

2
111ygy NN

NN
FDbg6.3g1024.0Dga5.0M （N・mm） 

  Nmin＝－ag・y（N） 

  Nb＝0.22(1＋g1)・b・D・Fc（N） 

  Nmax＝b・D・Fc＋ag・y（N） 

  ag ：主筋全断面積（mm2） 

  y ：主筋の信頼強度（N/mm2） 

  g1 ：引張側鉄筋重心と圧縮側鉄筋重心との距離の全せい D に対する比 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満を層別し，曲げ終局強度の実験値と計算値(4.5.5)式と

の比較を，図 4.5.26 および表 4.5.5 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験値／

計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を示

す。 

 ここで取り扱うデータは曲げ降伏先行型のデータである。実験値は，曲げ降伏（主筋降伏）が

確認されたデータの最大値を，曲げ終局強度として抽出した。したがって，最大耐力時の変形に

ついて制限は行っていない。多くのデータに最大耐力の表示がなされ，または復元力特性のグラ

フが示されているため有効なデータとした。但し，以下に示すようなデータは，ここでの検討か

ら削除した。 

・変動軸力データで，最大耐力の軸力が不明確なデータ 

・曲げ終局強度の算定に必要な断面形状寸法データ不足，材料特性データ不足のデータ 

 

 実験値／計算値の平均値は 1.17 であり，変動係数も 23.0%であった。基準値の 1.0 に対して

±30%以内に含まれるデータは，全体の 73.8%であり，適正な推定精度を確認することができた。

しかしながら，変動係数が 20%を超えたことは，最大耐力自体をグラフからの読み取りを行うな

どの誤差要因が含まれているためと考えられる。デジタルデータを管理されたデータが蓄積され

れば，変動係数は減少するものと考えられる。 

データ採取における誤差要因に加えて，RC 柱部材としての構造特性によって，この誤差が生じ

ていることを確認したので，c，実験値／計算値の影響因子分析に，その検討結果を示す。 
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表 4.5.5 曲げ終局強度の実験値／計算値に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 794 1.17 23.0% 2.36 0.67 73.8%

（f'c＜60) 556 1.19 22.6% 2.36 0.67 71.8%

（f'c≧60) 238 1.11 23.0% 2.17 0.67 78.6%

データ数

曲げ終局強度（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型柱部材
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図 4.5.26 曲げ終局強度の実験値と計算値の比較（曲げ降伏先行型） 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.5.27 から図 4.5.34 に，曲げ終局強度の実験値／計算値とコンクリート強度，せん断スパン

比，主筋比，主筋降伏強度，圧縮軸力比，せん断補強筋比，せん断補強筋降伏強度およびせん断

補強筋量関係を示す。  

 コンクリート強度，主筋降伏強度は，材料の高強度化に伴い，曲げ終局強度の実験値／計算値

は，減少する傾向が見られた。そして，圧縮軸力比には明確な相関が見られるのが特徴である。 
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図 4.5.27 曲げ終局強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.28 曲げ終局強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.29 曲げ終局強度（実験値／計算値）－主筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.30 曲げ終局強度（実験値／計算値）－主筋降伏強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.31 曲げ終局強度（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.32 曲げ終局強度（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.33 曲げ終局強度（実験値／計算値）－せん断補強筋降伏強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.34 曲げ終局強度（実験値／計算値）－せん断補強筋量関係（曲げ降伏先行型） 

 

曲げ終局強度の実験値と計算値において最も相関が見られたのは，圧縮軸力比であった。図

4.5.35 に示すように，1987 年に M.J.N.Priestley[4-12]らによって，曲げ終局強度の実験値と等価

ストレスブロックを用いたACI式の計算値との比は軸力比の増加と共に増加する傾向があること

が報告されている。そして，その補正式が以下に示すように提案されている。但し，あくまでも

ACI318 式を用いて算定した計算値と実験値を比較した結果である。この軸力比による補正式を

用いることによって，軸力比によらず，実験値を±15％の精度で推定できることが結論として導か

れている。 

 (4.5.5)式も圧縮軸力比が 0.10 から 0.50 の領域では，計算値が実験値をやや過大評価する傾向

が見られ，逆に，それ以上高軸力の場合や低軸力の場合は，実験値をやや過小評価する傾向が見

られる。高軸力時に実験値／計算値が大きめの値となる傾向は，実験時における大きな圧縮磁力

による加力装置の摩擦係数の取り扱いなども影響因子であると考えられる。今後，詳細な検討が

必要であると考えられる。 
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□軸力比による ACI 式（曲げ終局強度）の補正式 

：軸力比

値）：曲げ終局強度（計算

値最大値）：曲げ終局強度（実験

cAgf'

P

  M 

   M

0.1
cAgf'

P
2.351.13

Mi

M

max

2
max











 

 

 

 

図 4.5.35 曲げ終局強度-軸力比関係と軸力比による補正式[4-12] 
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4.5.6 せん断余裕度と最大耐力余裕度関係 

ここでは，実験値の最大耐力を曲げ終局強度（計算値）と見做し，縦軸に曲げ終局強度の実験

値／計算値を，横軸にせん断強度の実験値と計算値の比とした関係図を図 4.5.36 および図 4.5.37

に示す。ここで使用するせん断強度式を以下に示す。 

 

a. せん断強度式①（建築物の構造関係技術基準解説書）[4-9] 

  （下限式） 

 
  (N)bj1.0wypw85.0

12.0Qd/M

18Fcpt053.0
Qsu o

23.0

　　












          (4.5.6) 

 

（平均値式） 

 
  (N)bj1.0wypw85.0

12.0Qd/M

18Fcpt068.0
Qsu o

23.0

　　












          (4.5.7) 

pt ：引張鉄筋比（％） 

Fc ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

M/Q ：M，Q はそれぞれ終局強度算定時における部材内の最大曲げモーメント及びせ

ん断力（ただし，M/(Qd)は，M/(Qd)＜１のとき１とし，M/(Qd)＞３のとき 3 と

する）(mm) 

d ：柱の有効せい (mm) 

pw ：せん断補強筋比（小数） 

σwy ：せん断補強筋の降伏強度（N/mm2） 

b ：柱幅 (mm) 

j ：応力中心距離(mm)で 7d/8 としてよい。 

σo：軸圧縮応力度（N/mm2）=N/bB 

N：作用軸力 

B：柱せい 

 

b. せん断強度式②：靭性指針式[4-4] 

・柱および大梁のせん断強度 cQsu，bQsuは，(4.5.8-1～4.5.8-3)式の最小値とする。 

 











 tan

2

bDP5
FjbPQ

wywe
ceewywe1su                        (4.5.8-1) 

 ee
wywec

2su jb
3

PF
Q


                           (4.5.8-2) 

 ee
c

3su jb
2

F
Q


                            (4.5.8-3) 

  b ：断面の幅（mm） 

  D ：断面のせい（mm） 
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  je ：トラス機構に関与する断面の有効せい（外側の横補強筋の芯々間隔）（mm） 

  be ：トラス機構に関与する断面の有効幅（mm） 

      両側スラブ付きの梁 be＝b 

      柱およびスラブ無しの梁は，外側の横補強筋との芯々間隔 

  σwy ：横補強筋信頼強度（N/mm2） 

  Pwe ：有効横補強筋比 

   
sb

a
P

e

w
we 

    

  μ ：トラス機構の角度を表す係数 

    ＝2－20 Rp  

                 

    Rp ：架構設計変形時でのヒンジ領域の回転角（rad） 

 非ヒンジ部材はRp＝0.0とし，降伏ヒンジの発生する柱は Rp＝0.015， 

 大梁はRp＝0.02とする。 

    ν ：コンクリート圧縮強度の有効係数 

 ν＝(1－20Rp)νo 

νo：降伏ヒンジ・潜在ヒンジを計画しないときの有効係数 

   
200

F
7.0 c

o  （Fc≦60N/mm2） 

   3
1

co F68.3  （Fc＞60N/mm2 ただし，Fcの単位はkgf/cm2とする） 

     Fc ：コンクリート設計基準強度（N/mm2） 

     λ ：トラス機構の有効係数 

  
e

s

e j4

b

j2

S
1   

  bs：横補強筋の断面方向の最大間隔（mm） 

    ただし，中子筋が断面内にほぼ均等に配置されている場合 

   
1N

b
b

s

e
s 
  

   Ns：中子筋の本数 

     θ ：アーチ機構の圧縮束の角度 

  引張軸力を受ける柱 

   tanθ＝0 

  L/D≧1.5の部材 

   
L

D

2
9.0tan   

  L/D＜1.5の部材 

aｗ ：１組の横補強筋の断面積（mm2） 
s ：横補強筋の間隔（mm） 
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D

LDL
tan

22 
  

  L：クリアスパン長さ（mm） 

(a)中子筋なし

be＝bs

b

D

(b)中子筋あり

be

b

j
e

bs

(c)両側スラブ付き

D

(e)片側スラブ付き

j
e

b＝be＝bs be＝bs

 

柱または梁の断面図 

図 4.5.36 に示したせん断余裕度に技術基準解説書式を適用した場合には，せん断補強筋負担の

項がせん断補強筋量（pwσwy）が 0.5 乗に比例するとして式が構築されているため，高強度せん断

補強筋や高密度配筋を行った場合でもせん断強度が極端に大きくならないようになっているため，

せん断余裕度（横軸）1.0 から 2.0 付近に多くのデータが集積している。一方，靭性指針式を用い

た場合の図 4.5.37 では，せん断補強筋量が 1.0 乗に比例するため，高強度せん断補強筋を使用し

たり，高密度配筋した場合には，比例的にせん断強度が大きくなり，大きなせん断余裕度を算出

する。こちらの場合における問題点は，せん断補強筋の有効強度および有効補強筋量の上限設定

を行う必要があることである。図 4.5.36 および図 4.5.37 に示した曲げ降伏先行型のデータは，曲

げ終局強度自体が，実験値／計算値が 1.0 を下回る場合も多く存在することから（図 4.5.26），縦

軸で 1.0 を下回るデータも多く含まれている。両式を用いた場合においても，曲げ降伏先行型の

実験データでは，高軸力が作用する場合以外は，主筋が降伏するため，耐力は頭打ちの傾向を示

すため，せん断余裕度と縦軸で示した曲げ終局強度の実験値／計算値は，単純な比例関係にはな

い。縦軸が大きいデータは，主に釣合い軸力以上の高軸力が作用した場合の実験データである。 
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図 4.5.36 最大耐力（実験値）／曲げ終局強度（計算値）－せん断余裕度（計算値）関係 

（曲げ降伏先行型データ）せん断強度式は基準法式(4.5.7)式 
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図 4.5.37 最大耐力（実験値）／曲げ終局強度（計算値）－せん断余裕度（計算値）関係 

（曲げ降伏先行型データ）せん断強度式は靭性指針式(4.5.8)式 
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4.5.7 降伏点剛性低下率 

降伏点剛性低下率とは，部材が曲げ降伏に至った時点の原点からの等価剛性と，弾性剛性（主

に曲げひび割れ発生時の等価剛性）との比を示している。降伏点剛性低下率は，1960 年代から菅

野博士が提案した菅野式[4-13]が広く適用されている。 

 

a. 降伏点剛性低下率[4-9]，[4-13] 

  （せん断スパン比（M/QD）2.0 以上） 

 
2)()043.064.1043.0( DdDaptny                     (4.5.9) 

 

n：ヤング係数比， tp ：引張鉄筋比 

a：シアスパン長さ (mm) ≦3.0D 

D ：梁せい (mm)， d ：梁の有効せい (mm) 

   

 （せん断スパン比（M/QD）2.0 未満） M/QD≧1.0 

2)()159.00836.0( DdDay                         (4.5.10) 

 
 なお，本式は pt=0.4～2.8%，a/D=2.0~5.0 の範囲にある実験資料の結果と比較すると，±30%

の範囲に全資料の 90%が入る程度の精度であるとしている。a/D=1.0~2.0 の試験体について

(4.5.10)式の計算値はばらつきが大きいが±30%の範囲に全資料の 80%が入る精度を有しており，

(4.5.9)式で計算するよりはるかに推定精度が良いとされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.38 菅野式の定義と降伏点剛性と実験値の比較 
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b. 実験値と計算値の比較 

 コンクリート強度 f’c60 以上と f’c60 未満を層別し，降伏点剛性低下率の実験値（弾性剛性は計

算値）と計算値(4.5.9)，(4.5.10)式との比較を，図 4.5.39 および表 4.5.6 に示す。同様に，降伏点

剛性低下率の実験値（弾性剛性は実験値）と計算値(4.5.9)，(4.5.10)式との比較を，図 4.5.40 およ

び表 4.5.7 に示す。 

 ここで取り扱うデータは曲げ降伏先行型のデータである。実験値は，原則として論文に記載さ

れている主筋降伏時の耐力を降伏点と定義して算定している。しかしながら，作用軸力が大きい

場合には，主筋の圧縮降伏やかぶりコンクリートの圧壊現象によって耐力が頭打ちとなる場合も

含まれている。現時点で，データの分類が十分でないため，実験データのばらつきが大きい状態

である。 

 

（弾性剛性を計算値とした場合） 

*弾性剛性を実験データから採取することが難しく，データの母数が不足したためこの手法を採用

した。 

 実験値／計算値の平均値は 1.13 であるが，変動係数は 45.3%と非常に大きい。今後，データの

精度を向上させるためには，データの層別などの操作が必要であると考えられる。ここで示した

データで言えることは，菅野博士によって提案された降伏点剛性低下率は，ほぼ妥当な評価式で

あると考えられる。但し，柱部材の場合には，軸力のレベル，変動軸力の影響，曲げ耐力時の状

態が，梁部材と異なり，引張側鉄筋の降伏という単一の現象ではないための考慮をする必要があ

ると考えられる。 

 

（弾性剛性を実験値とした場合） 

印刷された復元力特性から採取した実験データでは，弾性剛性を正確に評価することが難しく，

ここで有効としたデータは，53 体に留まった。表 4.5.7 に示したように，53 体の平均値は，1.78

であった。変動係数も非常に大きく，統計データとしての精度を有していないと考えられる。 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

図 4.5.41 から図 4.5.45 に，降伏点剛性低下率（弾性剛性は計算値）の実験値／計算値とコンク

リート強度，せん断スパン比，主筋比，主筋降伏強度および圧縮軸力比関係を示す。降伏点剛性

低下率（弾性剛性は計算値）の実験値と計算値において最も相関が見られたのは，コンクリート

強度および圧縮軸力比であった。 
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表 4.5.6 降伏点剛性低下率の実験値／計算値に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 308 1.13 45.3% 2.82 0.34 44.8%

（f'c＜60) 229 0.98 42.3% 2.37 0.34 50.2%

（f'c≧60) 79 1.59 32.0% 2.82 0.62 27.8%

降伏点剛性低下率（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型柱部材
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊弾性剛性は計算値を使用
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図 4.5.39 降伏点剛性低下率の実験値と計算値の比較 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は計算値を使用 
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表 4.5.7 降伏点剛性低下率の実験値／計算値に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は実験値を使用 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 53 1.78 86.9% 6.56 0.34 45.3%

（f'c＜60) 53 1.78 86.9% 6.56 0.34 45.3%

（f'c≧60) 0 - - - - -

降伏点剛性低下率（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型柱部材
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊弾性剛性は実験値を使用

データ数
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曲げ降伏先行型（f'c＜60）

 
図 4.5.40 降伏点剛性低下率の実験値と計算値の比較 

（曲げ降伏先行型）*弾性剛性は実験値を使用 
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*弾性剛性は計算値を使用 

図 4.5.41 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.42 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.43 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－主筋比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.44 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－主筋降伏強度関係（曲げ降伏先行型） 
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図 4.5.45 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（曲げ降伏先行型） 
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4.5.8 限界変形角 

限界変形角は，実験で得られた復元力特性において，最大耐力から 80%に耐力低下した時の部

材角として定義する。構造設計時においては，曲げ終局強度として算定した計算値を下回る状態

に相当している。言い換えれば，構造設計者が仮定した耐力を維持できなくなる限界ということ

となる。したがって，部材の限界状態という意味合いではない。計算値は，4.5.6 に示した靭性指

針式によって算定される曲げ降伏後のせん断強度が，曲げ終局強度（計算値）を下回った時の変

形として算定した。ここでは，降伏点の変形分を考慮した場合と，塑性回転角として，降伏点に

部材角を足し合わせないデータを用いてデータを集積した結果を以下に示す。 

なお，実験中に耐力が最大耐力の 80%まで耐力が低下しなかったデータの限界変形角は 5.0%

として評価した。 

現時点でデータのばらつきが非常に大きいため，さらなるデータの照査が必要である。また，

この要因には曲げ降伏先行型のデータとして一つの分類としてデータを取り扱っているが，曲げ

降伏後のせん断破壊，曲げ降伏後の付着破壊および曲げ軸圧縮破壊などの破壊モードに分類する

ことも重要であると考えられる。 

 

a. 限界変形角 uR  

uR は，曲げ降伏後のせん断強度を，(3.5.8)式によって塑性回転角 0.5%毎に漸増させて計算し

ていき，曲げ降伏後のせん断強度が(3.5.5)式の曲げ終局強度と交差する変形を算出し，(3.5.11)式

による降伏点変形角を加えて算出する。 

なお，ここで注意したいことは，上述の算定方法では曲げ降伏後のせん断強度を靱性指針式に

よって算定するため，柱に作用する軸力が考慮されていないという事である。したがって，評価

式の構成からも，大きな変動軸力が作用するピロティ柱や超高層建物の下層階隅柱などにおいて，

高圧縮軸力が作用することで，圧縮側コンクリートの圧壊や主筋の座屈によって柱部材の変形性

能が定まる場合は考慮されていない。 

また，引張軸力の影響であるが，文献[4-7]に示した構造実験結果をみると，引張軸力によってコ

ンクリートには水平方向のひび割れが発生するが，圧縮軸力時には，ひび割れが同じ圧縮応力を

伝達することが可能である。逆に圧縮軸力時には，そのひび割れによって変形を生じることがで

きるため，片側で引張軸力を作用させた場合の方が変形性能が大きいことが報告されている。 
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b. 実験値と計算値の比較 

 限界変形角の実験値（弾性剛性は計算値）と計算値の比較を，図 4.5.46 および表 4.5.8 に示す。

同様に，限界変形角の実験値（弾性剛性は実験値）と塑性回転角（計算値）との比較を，図 4.5.47

および表 4.5.9 に示す。 

 

表 4.5.8 限界変形角の実験値／計算値に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 407 2.05 101.7% 29.08 0.00 28.7%

（f'c＜60) 353 2.08 101.1% 29.08 0.00 28.6%

（f'c≧60) 54 1.85 106.5% 11.10 0.35 29.6%

限界部材角（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型柱部材
　　　　　　　　　　　　　　　*計算値は降伏点変形角＋塑性回転角
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図 4.5.46 限界変形角の実験値と計算値の比較 

（曲げ降伏先行型）*計算値は降伏点部材角＋塑性回転角 
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表 4.5.9 限界変形角の実験値／計算値に関する統計データ 

（曲げ降伏先行型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 557 2.51 96.1% 25.35 0.00 24.6%

（f'c＜60) 390 2.56 92.1% 25.35 0.00 23.3%

（f'c≧60) 167 2.41 105.9% 15.78 0.28 26.9%

限界部材角（実験値／計算値） データ：曲げ降伏先行型柱部材
　　　　　　　　　　　　　　        　　　　 　*計算値は塑性回転角

データ数
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図 4.5.47 限界変形角の実験値と計算値の比較 

（曲げ降伏先行型）*計算値は塑性回転角のみ 
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4.6 せん断破壊型の評価式とその精度 

ここでは，原則として，引用した論文においてせん断破壊に至ったと報告のあった実験データ

を収集層別し，各構造性能に関する評価式の精度検証を行った結果を，以下に示す。使用した評

価式は，おおむね 4.5 曲げ降伏先行型の評価式とその精度に示した式と同様であるため，ここで

は式の表記を割愛する。 
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4.6.1 曲げひび割れ強度（弾性限界点） 

a. 曲げひび割れ強度 (4.5.1)式による。  

b. 実験値と計算値の比較 

 曲げひび割れ強度の実験値と計算値(4.5.1)式との比較を，f’c60 以上と f’c60 未満のデータに層

別し，図 4.6.1 および表 4.6.1 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験値／計算値

の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を示す。な

お，引張軸力時のデータは削除している。 

 有効と判断したデータは 118 体（全体の 8.63%）であった。実験値／計算値の平均値は 1.39

であった。実験値／計算値の基準値（1.00）に対して±30%以内に含まれるデータは，全体の 48.3%

に留まった。変動係数も 65.7%であり，ばらつきは大きい。しかしながら，4.5.1 に示した曲げ降

伏先行型と同程度の精度を示した。せん断破壊型の場合も，せん断ひび割れが先行しない場合に

は，ひび割れ発生までの弾性状態では，せん断破壊型と曲げ降伏先行型に大きな違いがないと考

えられる。 

 

表 4.6.1 曲げひび割れ強度の実験値／計算値に関する統計データ（せん断破壊型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 118 1.39 65.7% 5.68 0.16 48.3%

（f'c＜60) 91 1.41 70.2% 5.68 0.16 50.5%

（f'c≧60) 27 1.34 45.9% 4.01 0.39 40.7%

曲げひび割れ強度（実験値／計算値） データ：せん断破壊型柱部材

データ数
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図 4.6.1 曲げひび割れ強度の実験値と計算値の比較（せん断破壊型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.6.2 から図 4.6.6 に，曲げひび割れ強度の実験値／計算値とコンクリート強度，せん断スパ

ン比，主筋比,圧縮軸力比およびせん断補強筋比関係を示す。 

 せん断スパン比とせん断補強筋比には，やや相関が見られた。軸力が０の場合の方がばらつき

が大きかった。これは，縮小試験体における実験前までの試験体の乾燥収縮なの影響も含まれて

いると考えられる。特に，実験開始時におけるひび割れについて，荷重作用によって生じたもの

かを判別するために，実験前の確認を行うことに加え，その取扱いについての違いも実験データ

のばらつきに含まれていると考えられる。 
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図 4.6.2 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.3 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.4 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－主筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.5 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（せん断破壊型） 

 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

3.00 

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40 1.60 1.80 2.00 

曲
げ

ひ
び

割
れ

強
度

の
実

験
値

／
計

算
値

Q
bc

.e
xp

／
Q

bc
.c

al

せん断補強比 pw [％]

せん断破壊型（f'c＜60）

せん断破壊型（f'c≧60）

 
図 4.6.6 曲げひび割れ強度の（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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4.6.2 弾性剛性（弾性限界点） 

a. 弾性剛性（曲げ剛性＋せん断剛性の平方和） (4.5.2)式による。  

b. 実験値と計算値の比較 

 弾性剛性の実験値と計算値(4.5.2)式との比較を，f’c60 以上と f’c60 未満のデータに層別し，図

4.6.7 および表 4.6.2 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験値／計算値の有効な

データ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を示す。 

有効なデータは，せん断破壊型の約 12%に相当する 47 である。変動係数は 30%を超えており，

ばらつきが大きいが，総じて実験値／計算値の平均値は 0.57 であり，曲げ降伏先行型と類似する

結果となった。鉄筋コンクリート部材が，部材自体が連続している構造物であると考えると，従

来通りに剛域入り込みの概念を用いて部材長さを内法スパンよりもやや長く評価することが必要

であると考えられる。 

 

表 4.6.2 弾性剛性の実験値／計算値に関する統計データ（せん断破壊型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 47 0.57 31.8% 1.12 0.13 21.3%

（f'c＜60) 22 0.58 38.4% 1.12 0.13 31.8%

（f'c≧60) 25 0.56 - 0.92 0.31 12.0%

弾性剛性（実験値／計算値） データ：せん断破壊型柱部材

データ数
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図 4.6.7 弾性剛性の実験値と計算値の関係 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.6.8 から図 4.6.12 に，弾性剛性の実験値／計算値とコンクリート強度，せん断スパン比，

主筋比，圧縮軸力比およびせん断補強筋比関係を示す。 

 いずれの因子も明確な相関は見られなかった。主筋比は断面２次モーメントに影響するが，全

体的にデータにばらつきがみられるため，明確な相関は見いだせないが，柱主筋比が大きい場合

ほど，初期剛性の実験値／計算値が 1.0 に近づく傾向がある。 
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図 4.6.8 弾性剛性（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.9 弾性剛性（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.10 弾性剛性（実験値／計算値）－主筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.11 弾性剛性（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.12 弾性剛性（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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4.6.3 せん断ひび割れ強度（基準式） 

a. せん断ひび割れ強度（建築物の構造関係技術基準解説書）(4.5.3)式 

b. 実験値と計算値の比較 

 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値(4.5.3)式との比較を，f’c60 以上と f’c60 未満のデータに

層別し，図 4.6.13 および表 4.6.3 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験値／計

算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内のデータ割合を示す。 

  

表 4.6.3 せん断ひび割れ強度の実験値／計算値に関する統計データ（せん断破壊型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 183 1.38 19.4% 2.26 0.80 36.6%

（f'c＜60) 126 1.41 19.3% 2.26 0.81 32.5%

（f'c≧60) 57 1.30 18.6% 1.83 0.80 45.6%

せん断ひび割れ強度（実験値／計算値：基準式） データ：せん断破壊型柱部材

データ数
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図 4.6.13 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値の比較（せん断破壊型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.6.14 から図 4.6.18 に，せん断ひび割れ強度の実験値／計算値（基準式）とコンクリート強

度，せん断スパン比，主筋比，圧縮軸力比およびせん断補強筋比関係を示す。 

コンクリート強度については，せん断ひび割れ断強度の実験値／計算値との相関が見られた。

また，圧縮軸力比については，計算式で定めている圧縮軸力比の上限値 0.4 を上回るデータは，

せん断ひび割れ強度（計算値）と実験値の比が 1.0 に近づく傾向が見られた。他の因子について

は，明確な相関は見られなかった。 
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図 4.6.14 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.15 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（せん断破壊型）
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図 4.6.16 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－主筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.17 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.18 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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4.6.4 せん断ひび割れ強度（靭性指針式） 

a. せん断ひび割れ強度（靭性指針式） (4.5.4)式 

b. 実験値と計算値の比較 

 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値(4.5.4)式との比較を，図 4.6.19 および表 4.6.4 に示す。

合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験値／計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，

最大値，最小値および±30 以内のデータ割合を示す。 

 (4.5.4)式の靭性指針式を適用した場合には，(4.5.3)式に比べ，変動係数が減少していることが

大きな特徴として挙げられる。ここでは耐力係数 φ=0.51 としているが，φ=1.0 とすると，実験値

／計算値の平均値は，ほぼ 1.00 となると考えられる。設計式としての下限式として設定するか，

平均値式として設定するかによって，耐力係数を設定することが可能である。 

 

表 4.6.4 せん断ひび割れ強度の実験値／計算値に関する統計データ（せん断破壊型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内

全体 183 2.09 16.4% 3.45 1.33 0.0%

（f'c＜60) 126 2.17 16.5% 3.45 1.33 0.0%

（f'c≧60) 57 1.91 11.8% 2.45 1.45 0.0%

せん断ひび割れ強度（実験値／計算値：靱性指針式） データ：せん断破壊型柱部材

データ数
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図 4.6.19 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値（靭性指針式）の比較（せん断破壊型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.6.20 から図 4.6.24 に，せん断ひび割れ強度の実験値／計算値（靭性指針式）とコンクリー

ト強度，せん断スパン比，主筋比圧縮軸力比およびせん断補強筋比関係を示す。  

せん断スパン比および圧縮軸力比には，靭性指針式によるせん断ひび割れ断強度の実験値／計

算値と相関があることが分かった。ほかの因子とは相対的に大きな相関は見られなかった。靭性

指針式は圧縮軸力の影響が考慮されているため，せん断スパン比の効果を考慮するとさらに精度

が向上すると考えられる。この結果は，曲げ降伏先行型のデータの分析と一致する。 
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図 4.6.20 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.21 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（せん断破壊型） 



第 4 章 柱部材 
 

4-84 

0.00 

1.00 

2.00 

3.00 

4.00 

0.00 2.00 4.00 6.00 8.00 10.00 

せ
ん

断
割

れ
強

度
の

実
験

値
／

計
算

値

Q
bc

.e
xp

／
Q

bc
.c

al

主筋比 pg [％]

せん断破壊型（f'c＜60）

せん断破壊型（f'c≧60）
せ

ん
断

ひ
び

割
れ

強
度

の
実

験
値

／
計

算
値

Q
sc

.e
xp

／
Q

sc
.c

al

 

図 4.6.22 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－主筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.23 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－圧縮軸力比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.24 せん断ひび割れ（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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4.6.5 せん断強度（基準下限式） 

a. せん断強度（建築物の構造関係技術基準解説書）  (4.5.6)式 

   

b. 実験値と計算値の比較 

 せん断強度の実験値と計算値(4.5.6)式（基準下限式）との比較を，f’c60 以上と f’c60 未満のデ

ータに層別し，図 4.6.25 および表 4.6.5 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験

値／計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値，±30%以内のデータ割合およ

び実験値／計算値<1.00 の割合を示す。 

 ここで取り扱うデータはせん断破壊型のデータである。実験値は，せん断破壊として報告され

た実験データを用いている。 

 基準下限式である(4.5.6)式は，実験データを適切に評価し，実験値／計算値の平均値は 1.54，

変動係数 16.6%の安定した評価精度を示した。特に，実験値／計算値が 1.00 に満たなかったデー

タは，全体の 0.83%であり，RC 柱部材のせん断強度の設計式として適切であることが確認され

た。以下に，実験値／計算値の影響因子分析を示す。 
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表 4.6.5 せん断強度の実験値／計算値①（下限式）に関する統計データ（せん断破壊型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内 実/計<1.00

全体 363 1.54 16.6% 2.37 0.96 16.5% 0.83%

（f'c＜60) 288 1.56 16.9% 2.37 0.96 13.9% 1.04%

（f'c≧60) 75 1.45 13.8% 1.91 1.13 26.7% 0.00%

データ数

せん断終局強度（実験値／計算値①：基準下限式　4.6式） データ：せん断破壊型柱部材
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図 4.6.25 せん断強度の実験値と計算値①（下限式）の比較（せん断破壊型） 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.6.26 から図 4.6.31 に，せん断強度（実験値／計算値）（基準下限式）とコンクリート強度，

せん断スパン比，主筋比，圧縮軸力比，せん断補強筋比，せん断補強筋強度関係を示す。  

せん断強度式として使用した基準法下限式(4.5.6)式について，実験値／計算値に関する影響因

子の分析を行った結果，以下のことが分かった。 

 (4.5.6)式は，上述の 6 つの因子を適切に強度式の中に反映されているため，図 4.6.26～図 4.6.31

に示したグラフには，明確なデータの偏りや傾きは見られない。しいて言うと，主筋比，せん断

補強筋比に比例して，実験値／計算値がやや増加傾向にあることである。 

(4.5.6)式 
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図 4.6.26 せん断強度（実験値／計算値：基準下限式）－コンクリート強度関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.27 （実験値／計算値：基準下限式）－せん断スパン比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.28 せん断強度（実験値／計算値：基準下限式）－主筋比関係（せん断破壊型） 

 



第 4 章 柱部材 
 

4-88 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

3.00 

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 せ
ん

断
終

局
強

度
の

実
験

値
／

計
算

値

Q
su

.e
xp

／
Q

su
.c

al

（圧縮）軸力比 ηc（＝Ｎ／BDf'c)

せん断破壊型（f'c＜60）

せん断破壊型（f'c≧60）

 
図 4.6.29 （実験値／計算値：基準下限式）－圧縮軸力比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.30 せん断強度（実験値／計算値：基準下限式）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.31 せん断強度（実験値／計算値：基準下限式）－せん断補強筋強度関係（せん断破壊型） 
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4.6.6 せん断強度（基準平均値式） 

a. せん断強度（建築物の構造関係技術基準解説書）  (4.5.7)式 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 せん断強度の実験値と計算値(4.5.7)式（基準平均値式）との比較を，f’c60 以上と f’c60 未満の

データに層別し，図 4.6.32 および表 4.6.6 に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実

験値／計算値の有効なデータ数，平均値，変動係数，最大値，最小値，±30%以内のデータ割合お

よび実験値／計算値<1.00 の割合を示す。 

 ここで取り扱うデータはせん断破壊型のデータである。実験値は，せん断破壊として報告され

た実験データを用いている。 

 基準平均値式である(4.5.7)式は，実験データを適切に評価し，実験値／計算値の平均値は 1.35，

変動係数 16.6%の安定した評価精度を示した。特に，実験値／計算値が 1.00 に満たなかったデー

タは，全体の 4.68%であり，RC 柱部材のせん断強度の設計式として 5%下限とすると，設計式と

しての適用も十分に可能であることが確認された。以下に，実験値／計算値の影響因子分析を示

す。 

 



第 4 章 柱部材 
 

4-90 

表 4.6.6 せん断強度の実験値／計算値①（平均値式）に関する統計データ（せん断破壊型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内 実/計<1.00

全体 363 1.35 16.6% 2.06 0.85 42.4% 4.68%

（f'c＜60) 288 1.37 17.0% 2.06 0.85 38.2% 5.90%

（f'c≧60) 75 1.29 13.7% 1.71 0.97 58.7% 0.00%

せん断終局強度（実験値／計算値①：基準平均値式　4.7式） データ：せん断破壊型柱部材
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図 4.6.32 せん断強度の実験値と計算値①（下限式）の比較（せん断破壊型） 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.6.33 から図 4.6.38 に，せん断強度（実験値／計算値）（基準平均値式）とコンクリート強

度，せん断スパン比，主筋比,圧縮軸力比，せん断補強筋比，せん断補強筋強度関係を示す。  

せん断強度式として使用した基準法下限式(4.5.7)式について，実験値／計算値に関する影響因

子の分析を行った結果，以下のことが分かった。 

 (4.5.7)式は，(4.5.6)式と同様に上述の 6 つの因子を適切に強度式の中に反映されているため，

図 4.6.33～図 4.6.38 に示したグラフには，明確なデータの偏りや傾きは見られない。しいて言う

と，主筋比，せん断補強筋比に比例して，実験値／計算値がやや増加傾向にあることである。 

(4.5.7)式 
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図 4.6.33 せん断強度（実験値／計算値：基準平均値式）－コンクリート強度関係 

（せん断破壊型） 
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図 4.6.34 せん断強度（実験値／計算値：基準平均値式）－せん断スパン比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.35 （実験値／計算値：基準平均値式）－主筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.36 せん断強度（実験値／計算値：基準平均値式）－圧縮軸力比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.37 せん断強度（実験値／計算値：基準平均値式）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.38 せん断強度（実験値／計算値：基準平均値式）－せん断補強筋強度関係（せん断破壊型） 
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4.6.7 せん断強度（靭性指針式） 

a. せん断強度式②：靭性指針式[4-4] (4.5.8)式 

 

b. 実験値と計算値の比較 

 せん断強度の実験値と計算値(4.5.8)式（基準平均値式）との比較を，図 4.6.39 および表 4.6.7

に示す。合わせて，実験値と計算値の比較に関する実験値／計算値の有効なデータ数，平均値，

変動係数，最大値，最小値，±30%以内のデータ割合および実験値／計算値<1.00 の割合を示す。 

 ここで取り扱うデータはせん断破壊型のデータである。実験値は，せん断破壊として報告され

た実験データを用いている。 

 靭性指針式は，実験値／計算値の平均値は 1.36，変動係数 25.5%であった。せん断強度の設計

式としての一定の評価精度を有していると考えられる。しかしながら，基準下限式および平均値

式に比べ，実験値／計算値が 1.00 に満たなかったデータが，全体の 14.4%であった。この理由と

しては，以下の点が挙げられる。 

・論文に掲載されている情報だけでは正確な計算ができない。側面被りなどコア断面寸法など 

・一部，片持ち梁形式の実験データにも適用している。 

・実施されている試験体の設定が複雑で一般的でない荷重条件のデータも含まれている。 
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表 4.6.7 せん断強度の実験値／計算値②（靭性指針式）に関する統計データ（せん断破壊型） 

平均値 変動係数 最大値 最小値 ±30%以内 実/計<1.00

全体 360 1.36 25.5% 2.52 0.85 50.8% 14.4%

（f'c＜60) 284 1.43 24.4% 2.52 0.85 42.3% 15.1%

（f'c≧60) 76 1.11 17.9% 1.83 0.85 82.9% 11.8%

せん断終局強度（実験値／計算値②：靱性指針式） データ：せん断破壊型柱部材

データ数
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図 4.6.39 せん断強度の実験値と計算値②（靭性指針式）の比較（せん断破壊型） 

 

c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 4.6.40 から図 4.6.45 に，せん断強度（実験値／計算値）（基準平均値式）とコンクリート強

度，せん断スパン比，主筋比,圧縮軸力比，せん断補強筋比，せん断補強筋強度関係を示す。  

靭性指針式(4.5.8)式について，実験値／計算値に関する影響因子の分析を行った結果，以下の

ことが分かった。 

図 4.6.40～図 4.6.45 に示したように，靭性指針式による実験値／計算値と各影響因子に関する

グラフには，明確なデータの偏りや傾きは見られない。しいて言うと，圧縮軸力比やせん断補強

筋比に相関が見られた。今後は，ここで算定したデータの再確認を行った上で，さらなる検討が

必要であると考えられる。 
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図 4.6.40 せん断強度（実験値／計算値：靭性指針式）－コンクリート強度関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.41 せん断強度（実験値／計算値：靭性指針式）－せん断スパン比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.42 せん断強度（実験値／計算値：靭性指針式）－主筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.43 せん断強度（実験値／計算値：靭性指針式）－圧縮軸力比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.44 せん断強度（実験値／計算値：靭性指針式）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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図 4.6.45 せん断強度（実験値／計算値：靭性指針式）－せん断補強筋強度関係（せん断破壊型） 
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4.6.8 せん断余裕度と最大耐力余裕度関係 

ここでは，実験値の最大耐力を曲げ終局強度（計算値）と見做し，縦軸に曲げ終局強度の実験

値／計算値を，横軸にせん断強度の実験値と計算値の比とした関係図を図 4.6.46 および図 4.6.47

に示す。図 4.6.46 および図 4.6.47 には，曲げ降伏先行型データを併記した。一部の実験では，曲

げ降伏とせん断破壊の判別が難しいデータを取り扱う場合も複数存在するため，横軸のせん断余

裕度が 1.0 を境に，破壊モードが完全に層別はなされていない。しかしながら，基準平均値式お

よび靭性指針式共に，前述のように適正な評価性を有しているため，おおむね，横軸 1.0 の領域

で破壊モードが識別できる。また，縦軸のばらつきは，曲げ終局強度の精度に依存している。し

たがって，柱部材の場合には基準法で示されている曲げ終局強度式の精度が軸力比に依存する傾

向があるため，このようなデータの分布を示したと考えられる。 
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（b）f’c60 以上 

図 4.6.46 最大耐力（実験値）／曲げ終局強度（計算値）－せん断余裕度（計算値）関係 

（曲げ降伏先行型＋せん断破壊型データ）せん断強度式は基準平均値式 (4.5.7)式
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（b）f’c60 以上 

図 4.6.47 最大耐力（実験値）／曲げ終局強度（計算値）－せん断余裕度（計算値）関係 

（曲げ降伏先行型＋せん断破壊型データ）せん断強度式は靭性指針 式(4.5.8)式 
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4.7 付着破壊型の評価式とその精度 

4.7.1 検討概要 

 靱性保証型耐震設計指針[4.7-1]（以下，靱性指針）および鉄筋コンクリート構造計算規準 [4.7-2] （以

下，RC 規準）において示されている付着に対する設計手法について，既往の実験で付着割裂破壊

が生じた鉄筋コンクリート柱試験体 39 体のデータ[4.7-A1] - [4.7-A13]を用いて検討した。検討は主とし

て付着強度に対して行った。なお，強度の検討にあたっては，曲げ降伏後に付着破壊した試験体

（10 体）と付着破壊が先行した試験体（29 体）に分類して行った。 

 

4.7.2 収集データの特性 

 本節で対象とする柱試験体 39 体について，主な特徴を以下に示す。 

 ・柱断面はすべて正方形で，袖壁等の壁は取り付いていない。 

・柱の主筋はすべて異形鉄筋である。せん断補強筋は異形鉄筋または丸鋼である。 

 ・試験体のスケールは 1/10 から原寸大までに分布している。 

 ・試験体はすべて両端固定形式で，逆対称荷重が生じるように加力されている。 

 ・載荷履歴はすべて正負繰り返し載荷である。 

・加力実験において，曲げ降伏後の付着割裂破壊（10 体）または曲げ降伏に先行して付着割裂

破壊（29 体）が生じた。この分類は文献中の記述に従った。 

 

柱試験体の主な特性値の一覧を表 4.7.1 に示し，主要な項目の頻度分布あるいは相関関係を図

4.7.1 から図 4.7.7 に示す。 

 

表 4.7.1 付着割裂破壊した RC 柱試験体の特性値 

 項目 範囲 

材料 コンクリート圧縮強度 12.2 ～ 82.1      (N/mm2) 

主筋降伏強度  329.0 ～ 965.3     (N/mm2) 

せん断補強筋降伏強度 216.8 ～ 634.9     (N/mm2) 

形状，配筋，等 せん断スパン比 1.0 ～ 2.0 

引張鉄筋比  0.72 ～ 2.29       (%) 

主筋比 1)  1.37 ～ 3.96       (%) 

せん断補強筋比  0.11 ～ 1.79       (%) 

軸力比 0.0 ～ 0.5 

1) 柱断面積に対する全主筋断面積の比 

1) コンクリート圧縮強度 

 コンクリート圧縮強度の頻度分布を図 4.7.1 に示す。横軸の数値はそれぞれ区間下限値と区間上

限値を示している（例えば，20-30 であれは 20 以上 30 未満を示す）。これは他の頻度分布の図で

も同様である。コンクリート圧縮強度は 12.2 N/mm2 から 82.1 N/mm2 の範囲に分布している。多く

の試験体は 20 N/mm2 から 30 N/mm2 程度の普通強度コンクリートを使用している。また，13.5 

N/mm2 未満の低強度コンクリートの試験体は 4 体，60 N/mm2 を超える高強度コンクリートの試験
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体は 8 体である。 
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図 4.7.1 コンクリート圧縮強度 

 

2) 主筋降伏強度 

主筋降伏強度の頻度分布を図 4.7.2 に示す。主筋はすべて異形鉄筋である。主筋降伏強度は 329.0 

N/mm2 から 965.3 N/mm2 の範囲に分布している。多くの試験体では 300 N/mm2 から 400 N/mm2 程

度のものが使用されている（鉄筋規格で言うと SD295 または SD345 が多い）。また，700 N/mm2

以上の高強度鉄筋を使用した試験体は 7 体である。 
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図 4.7.2 主筋降伏強度 

 

3) コンクリート圧縮強度と主筋降伏強度の関係 

 コンクリート圧縮強度と主筋降伏強度の関係を図 4.7.3 に示す。図は曲げ降伏後に付着破壊した

試験体と付着破壊が先行した試験体に分類して示している。両者は，普通強度材料同士の組み合

わせ，または高強度材料同士の組み合わせが多い。 
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図 4.7.3 コンクリート圧縮強度と主筋降伏強度の関係 

 

4) せん断補強筋降伏強度 

せん断補強筋降伏強度の頻度分布を図 4.7.4 に示す。せん断補強筋は異形鉄筋または丸鋼である。

せん断補強筋降伏強度は 216.8 N/mm2 から 634.9 N/mm2 の範囲に分布している。多くの試験体では

300 N/mm2 から 400 N/mm2程度のものが使用されている。また，700 N/mm2 以上の高強度鉄筋を使

用した試験体も多く，17 体ある。 
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図 4.7.4 せん断補強筋降伏強度 

 

5) 主筋比とせん断補強筋比の関係 

主筋比 pgとせん断補強筋比 pwの関係を図 4.7.5に示す。図中の点線は法規上の下限値（pg=0.8%，

pw=0.2%）を示す。設計ではこれらの下限値により配筋が決まる場合も多いと考えられるが，下限

値に近い範囲の実験は少ない。特に主筋比は 0.8% ≦ pg < 2.0%の範囲の実験が少ないといえる。 
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図 4.7.5 主筋比とせん断補強筋比の関係 

 

6) せん断スパン比 

 せん断スパン比の頻度分布を図 4.7.6 に示す。せん断スパン比は 1.0 から 2.0 の範囲に分布して

いる。多くの試験体は 1.5 から 2.0 程度となっている。せん断スパン比 2.5 以上の柱は含まれてい

ないが，これは長柱になると曲げ破壊が生じやすくなり，付着割裂破壊は生じにくくなるためで

あると考えられる。 
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図 4.7.6 せん断スパン比 

7) 軸力比 

軸力比の頻度分布を図 4.7.7 に示す。軸力比は 0.0 から 0.5 の範囲に分布している。多くの試験

体は，長期荷重による軸力比の上限値 0.33 以下となっている。高軸力を受ける柱の実験例は少な

い。 
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図 4.7.7 軸力比 

 

4.7.3 靱性保証型耐震設計指針による付着強度 

 靱性指針[4.7-1]における柱の付着に対する設計では，終局限界状態における主筋の設計用付着応

力度f が付着信頼強度bu を下回ること（付着強度の確保）を原則としている。また，多段配筋さ

れた部材では，付着強度の確認は，断面内で部材せい D の引張側・圧縮側それぞれ 1/4 の範囲（図

4.7.8 の網掛け部分）に配筋されているすべての段の主筋について行うこととされている。 

 

図 4.7.8 付着強度の確保の対象となる主筋[4.7-1] 

 

設計用付着応力度 

  dLd bf  4                                                       (4.7.1) 

本節では，  は降伏ヒンジを計画しない部材として，
y 2 とした。

y は主筋の信頼強度算

定用強度（本節では材料強度試験により求められた主筋の降伏強度），dbは主筋径，L は部材のク

リアスパン長さ，d は有効せいである。 

 

付着信頼強度 

 柱の 1 段目主筋の付着信頼強度 bu は，式(4.7.2)による。 

  stBitbu kb   10.0085.0                                            (4.7.2) 
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ここで， t は上端筋に対する付着強度低減係数で次式による。 



 


)(0.1

)(  400/75.0

上記以外の主筋　　　　　　

梁の上端主筋　B
t


                                      (4.7.3) 

本節は柱が対象であるので t =1 とした。 

ib は，割裂線長さ比で次式による。 

 cisii bbb ,min                                                          (4.7.4) 

   bbsi dNdNbb  11
                                                   (4.7.5) 

   bbctcsci ddddb  2                                                (4.7.6) 

 ここで，b：部材の幅，N1：1 段目主筋の本数，dcs：主筋中心から側面までのかぶり厚さ，dct：

主筋の中心から底面までのかぶり厚さ。 

stk は，横補強筋の効果で次式による。 

  
 









)(/140

 )(  1/4554 1

のとき　　　　　　　

のとき　

sicibw

siciwsiw
st bbsdA

bbpbNN
k                         ( 4 . 7 . 7 ) 

 ここで，Nw：1 組の横補強筋の足の数（=Ns+2），pw：横補強筋比，Aw：横補強筋 1 本の断面積，

s：横補強筋間隔，Ns：中子筋の本数。 

2 段目主筋の付着信頼強度 2bu は，式(4.7.8)による。 

  2222 10.0085.0 stBsitbu kb                                       (4.7.8) 

割裂線長さ比
2sib および

2stk は，それぞれ次の式(4.7.9)および式 (4.7.10)による。 

   bbsi dNdNbb  222
                                                  (4.7.9) 

  wsist pbk 199 22                                                       (4.7.10) 

ここで，N2：2 段目主筋の本数。 

2 段目主筋に対する強度低減係数
2 は，1 段目および 2 段目の主筋に生じる付着力の関係から

求めることが原則であるが，次式によってもよい。 

6.02                                                                  (4.7.11) 

本節では， 6.02  とした。 

  

付着破壊の影響を考慮したせん断信頼強度 

 付着破壊の影響を考慮したせん断信頼強度 は，式(4.7.12)と式(4.7.13)による値のうち最小値

とする。 




 tan
2

5.2 bD

b

T
jTV

e

x
Bexbu









                                            (4.7.12) 

ee
B

bu jbV
2


                                                            (4.7.13) 

ここで，Txは部材単位長さあたりに負担できる付着力で，次式による。 

 降伏ヒンジを計画しない部材： 221   bubuxT                             (4.7.14a) 

 降伏ヒンジを計画する部材    ：   221101   bubupx RT                          (4.7.14b) 

 ここで， 1 ：1 段目主筋の周長の合計， 2 ：2 段目主筋の周長の合計， 

コンクリートの有効圧縮係数と終局限界状態でのヒンジ領域の回転角 Rpは靱性指針参照。 
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 本節においては，Txは降伏ヒンジを計画しない部材として計算し，2 段目主筋については図 4.7.8

により検討対象となる場合にのみ考慮した。は降伏ヒンジを計画しないときの有効係数として

計算した。Rpは降伏ヒンジを計画しない柱としてゼロとした。 

 

靱性指針式による 1 段目主筋に対する付着余裕度bu/fと最大耐力実験値／曲げ終局強度計算値

の関係を図 4.7.9 に示す。曲げ終局強度計算値は多段配筋を考慮した略算式により求めた[4.7-3] （以

下の検討で同様）。図中の「付着破壊」は曲げ降伏に先行して付着割裂破壊が生じたことを示す。

ここで，付着余裕度bu/fが 1 以上であれば設計用付着応力度fが付着信頼強度buを下回り，計算

上は付着強度を確保できていることを示す。図 4.7.9 より，bu/f≧1 の範囲では多くの試験体で曲

げ降伏後に付着破壊しており，また最大耐力実験値が曲げ終局強度計算値を上回っている。ただ

し，曲げ降伏後に付着破壊した柱の中に 1 体のみ，例外的に縦軸の実験値/計算値が 1 を下回り 0.8

程度となっているものがある。この理由は不明であるが，論文中には曲げ破壊したことが明記さ

れており，主筋は曲げ降伏したものと推察される。一方，bu/f <1 の範囲では縦軸の値と横軸の値

は概ね比例関係にある。以上の傾向は靱性指針に示されたものと一致している。なお，例外的に

bu/f が 5 以上の値を示している試験体（図中の点線丸内）は，1 段目主筋が 2 本または 3 本と少

なく，かつせん断補強筋比 pw が 1%以上という特徴があるが，このような柱は現実には少ないと

考えられる。 
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図 4.7.9 付着余裕度bu/y（1 段目主筋）と最大耐力実験値／曲げ終局強度計算値の関係 

 

 2 段目主筋が存在する 24 体について，1 段目主筋のbuと 2 段目主筋のbu2の関係を図 4.7.10 に

示す。ただし，靱性指針において 2 段目主筋が評価対象となる試験体は図中の〇印の中に示す 8

体のみである。2 段目主筋が評価対象となる柱試験体の実験例は少ないといえる。更に，実験で 2

段目主筋の位置で付着割裂破壊したと記述されたものがなく，2 段目主筋に対する付着強度は今

後の検討課題であるといえる。図 4.7.10 より，多くの試験体では 1 段目bu < 2 段目bu2であるが，

これらは 1 段目主筋の本数が 2 段目主筋の本数の 2 倍以上ある試験体である。一方，図 4.7.10 の



第 4 章 柱部材 
 

4-107 

点線の〇印で示した 5 体は 1 段目bu > 2 段目bu2であるが，これは図 4.7.9 で前述した 1 段目主筋

が少ない試験体で，1 段目主筋と 2 段目主筋の本数の差が少ない（1 段目主筋は 2 本または 3 本，

2 段目主筋はすべて 2 本である）。このように 1 段目主筋量と 2 段目主筋量の比率により傾向に差

が見られた。 
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図 4.7.10 1 段目主筋のbuと 2 段目主筋のbu2の関係 

 

 図 4.7.9 において付着信頼強度buが設計用付着応力度fを下回った（bu/f < 1）試験体 25 体につ

いて，付着破壊の影響を考慮したせん断強度 Vbuと最大耐力実験値の関係を図 4.7.11 に示す。両者

は曲げ終局強度計算値で除して示している。靱性指針では，付着信頼強度buが設計用付着応力度

fを下回っても，せん断強度 Vbuが曲げ終局強度を上回れば，最大耐力実験値は曲げ終局強度を上

回る（曲げ終局強度を発揮できる）とされているが，本節の試験体ではせん断強度 Vbu が曲げ終

局強度を上回るケースは 2 つのみであり，確たる事は言えない。付着破壊の影響を考慮した柱の

せん断強度 Vbuの検討には更なる実験データが必要と考えられる。 

 

靱性指針における 2 段

目主筋の評価対象
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図 4.7.11 せん断強度 Vbuと最大耐力（実験値）の関係（bu/f < 1 の試験体） 

 

4.7.4 RC 規準における付着強度 

 RC 規準[4.7-2]における付着の設計は，曲げ材の引張鉄筋ではスパン内において，付着検定断面か

ら付着長さ ld までの領域内での付着応力度の算定を行い，長期荷重に対する使用性確保，短期荷

重に対する損傷制御，大地震動に対する安全性確保のための検討を行うこととされている。なお，

本節で対象とする柱試験体の主筋は通し配筋されており，スパン途中でカットオフされる鉄筋は

ない。そこで，曲げ材の付着検定断面はスパン内で最大曲げモーメントとなる断面とした。 

本節では，次の式(4.7.15)による大地震動に対する安全性確保のための検討を対象とした。 

  b
d

by

y fK
dl

d





 ≦

4


                                                     (4.7.15) 

ここで， 

524030 ... ≦






 


bd

WC
K                                                 (4.7.16) 

b
st d

sN

A
W 5.280 ≦                                                      (4.7.17) 

  y  ：引張主筋の降伏時の平均付着応力度 

  d ：有効せい 

  ld ：引張鉄筋の付着長さ。本節では ld =柱内法長さとした（主筋はスパン内の通し配筋で，

両端が曲げ降伏しないとした）。 

  y ：付着検定断面位置における鉄筋の降伏強度。本節では材料強度試験による主筋の降伏強

度とした。 

  fb ：付着割裂の基準となる強度で，表 4.7.2 による。 

  K ：鉄筋配置と横補強筋による修正係数で，2.5 以下とする。 

  C ：付着検定断面位置における鉄筋間のあき，または最小かぶり厚さの 3 倍のうち小さい方

の数値で，5db以下とする。 
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  W ：付着割裂面を横切る横補強筋効果を表す換算長さで，2.5db以下とする。 

  Ast ：当該鉄筋列の想定される付着割裂面を横切る一組の横補強筋全断面積 

  s ：一組の横補強筋（断面積 Ast）の間隔 

  N ：当該鉄筋列の想定される付着割裂面における鉄筋本数 

  db ：曲げ補強鉄筋径で，異形鉄筋では呼び名の数値とする。 

   

表 4.7.2 付着割裂の基準となる強度 fb 

 安全性確保のための検討 

上端筋 その他の鉄筋 

普通コンクリート 








 90

40
80 .. cF

 90
40

.cF
 

軽量コンクリート 普通コンクリートに対する値の 0.8 倍 

[注]  1) 上端筋とは，曲げ材にあってその鉄筋の下に 300 mm 以上のコンクリートコンクリートが

打ち込まれる場合の水平鉄筋をいう。本節では柱が対象であるので，すべて「その他の鉄

筋」とした。 
2) Fcは鉄筋の設計基準強度(N/mm2)を表す。本節では材料強度試験によるコンクリート圧縮

強度とした。 
3) 多段配筋の 1 段目（断面外側）以外の鉄筋に対しては，上表の値に 0.6 を乗じる。 

 

RC 規準式による 1 段目主筋に対する付着余裕度 K･fb/y と最大耐力実験値／曲げ終局強度計算

値の関係を図 4.7.12 に示す。全体的な傾向は靱性指針の場合（図 4.7.9）と同様であるが，RC 規

準によれば付着余裕度が 1 以上の試験体が多くなるといえる。ただし，靱性指針に比べて，付着

余裕度が 1 を超えても曲げ降伏に先行して付着割裂破壊する柱が多く，その場合には多くの柱で

実験最大耐力が曲げ終局強度計算値を下回っていることに注意が必要である。 
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図 4.7.12 付着余裕度 K･fb/y（1 段目主筋）と最大耐力実験値／曲げ終局強度計算値の関係 

 

 



第 4 章 柱部材 
 

4-110 

2 段目主筋が存在する 24 体について，1 段目主筋の K･fbと 2 段目主筋の K･fbの関係を図 4.7.13

に示す。なお，RC 基準では靱性指針のように 2 段目主筋の検討範囲は示されていないため，すべ

ての 2 段目主筋が評価対象となる。図 4.7.13 によると，すべての試験体で 2 段目主筋の K･fbが 1

段目主筋の K･fb よりも小さく評価されている。これは靱性指針とは逆の傾向である。なお，RC

規準では 2 段目主筋の付着割裂破壊の基準強度 fbを 1 段目の 0.6 倍にすることとしているが，こ

の説明（RC 規準の p.212）は 1 段目と 2 段目が同じ鉄筋量である場合を前提におり，柱では通常

2 段目主筋は 1 段目に比べてかなり少ないので，注意が必要と思われる。 
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図 4.7.13 1 段目主筋の K･fbと 2 段目主筋の K･fbの関係 

 

RC 規準式による 2 段目主筋に対する付着余裕度 K･fb/y と最大耐力実験値／曲げ終局強度計算

値の関係を図 4.7.14 に示す。前述のように K･fbは 2 段目<1 段目であるので，全体的にプロットが

左に寄っている。                                          
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図 4.7.14 付着余裕度 K･fb/y（2 段目主筋）と最大耐力実験値／曲げ終局強度計算値の関係 
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4.7.5 まとめ 

 付着割裂破壊が生じた鉄筋コンクリート柱試験体 39 体の実験データを用いて，既往の付着強度

評価式との対応を検討した。本検討の範囲内で得られた知見を以下に示す。 

1) 靱性指針式による1段目主筋に対する付着余裕度bu/fと最大耐力実験値／曲げ終局強度計算値

の関係について，bu/f≧1 の範囲では多くの試験体で曲げ降伏後に付着破壊しており，また最

大耐力実験値が曲げ終局強度計算値を上回っている。また，1 段目主筋のbuと 2 段目主筋のbu2

の関係を見ると，多くは 1 段目bu < 2 段目buであり，これらは 1 段目主筋が 2 段目主筋よりも

2 倍以上の量がある試験体である。ただし，靱性指針において 2 段目主筋が評価対象となる柱

試験体の実験データは非常に少ない。 

2) RC 規準式による 1 段目主筋に対する付着余裕度 K･fb/yと最大耐力実験値／曲げ終局強度計算

値の関係では，全体的な傾向は靱性指針の場合と同様であるが，RC 規準によれば付着余裕度

が 1 以上の試験体が靱性指針に比べて多くなる。なお，RC 規準式では付着余裕度が 1 を超え

ても，曲げ降伏に先行して付着割裂破壊する柱が多く，その場合には実験最大耐力が曲げ終局

強度計算値を下回るケースが多いことに注意が必要である。1 段目主筋の K･fbと 2 段目主筋の

K･fbの関係を見ると，すべての試験体で 2 段目主筋の K･fbが 1 段目主筋の K･fbよりも小さく評

価される。これは靱性指針とは逆の傾向である。 

3) 柱の 1 段目主筋の付着強度については，上の 1)，2)で示したように靱性指針および RC 規準で

示されている評価式で概ね適切に評価できると考えられる。一方，柱の 2 段目主筋の付着強度

については実験データが少なく，今後の検討課題であるといえる。 

4) 付着割裂破壊が生じた試験体の配筋の傾向を見ると，主筋比 pg とせん断補強筋比 pw の法規上

の下限値（pg=0.8%，pw=0.2%）に近い配筋の実験が少ない。特に主筋比は 0.8% ≦ pg < 2.0%

の範囲の実験が非常に少ない。設計ではこれらの下限値により配筋が決まる場合も多いと考え

られるため，それらに対する実験データを増やすことが今後の課題であるといえる。 
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4.8 まとめ 

 一連の検証結果から以下の知見が得られた。 

１） 実験データは，さらなる吟味が必要であると考えられる。特に試験方法などによっては，

片側の破壊によって，実験データの荷重－変形関係が片側の破壊のみでデータが支配的にな

ってしまう場合があるため，曲げ降伏後の塑性変形を検討するデータとしては，平行機構を

有するダブルカーバチャータイプの構造実験が必須となると考えられる。 

２） 弾性剛性（実験値）は，試験体の内法寸法を用いて算定した場合の約 0.7 倍相当であっ

た。これは，鉄筋コンクリート造柱部材自体（特に，主筋）が連続した構造物であるために，

接合部領域の特性が実験においても含まれているためと考えられる。このような性状に対し

て，これまで剛域入り込みの概念を適用している。今後もこのような定義によって，構造設

計時に架構全体の剛性を適切に評価する必要がある。 

３） 曲げひび割れ強度およびせん断ひび割れ強度は，弾性剛性に比べ一定の評価精度を有し

ていることが分かった。特にせん断ひび割れ強度は，変動係数が 20%以下であった。 

４） 曲げ終局強度は，軸力を伴う柱部材の場合では，軸力が作用しない梁部材に比べてばら

つきが大きかった。また，軸力比により評価精度が影響しており，Preistly らの研究に呼応

する結果を示した。但し，さらなる評価精度を向上させる場合には，高軸力時には実験時の

加力装置の摩擦係数に関する取り扱いなど，十分に実験環境を考慮して式の補正を図る必要

があると考えられる。 

５） 曲げ降伏後の変形性能に関しては，今後,データを曲げ降伏後のせん断破壊，曲げ降伏後

の付着破壊，曲げ破壊などへの分類を行った上で議論する必要がある。 

６） 技術基準解説書に示されているせん断強度式は，下限式および平均値式共に，設計式と

して十分な精度を有している。特に，平均値式においても実験値／計算値<1.0 未満となるデ

ータは 5%未満であった。一方，靭性指針式については，式の精度向上のために断面もコア断

面寸法を用いた算定を行うなど，実験データを精緻に評価することに適している。しかしな

がら，今回のように不特定多数の研究機関における構造実験データを集積し計算を行う場合

に，細部のデータを用いることができなかった。その影響もあり，経験式である基準法式に

比べ，ばらつきが大きい結果となった。しかし，靭性指針式はせん断破壊の破壊メカニズム

に基づいた半理論式であり，変形性能を評価することが可能であるため，今後は一般的に使

用されている特性値（例えば，せん断補強筋比など）を用いた式に簡略化について議論する

必要がある。 

７） 柱部材の変形性能については，軸力の載荷条件および高軸力時の破壊状況に対応した評

価式の提案が必要であると考えられる。 
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5.1 データベースの項目 

本節では，本研究で作成したデータベースのうち腰壁・垂れ壁付き梁のデータベースにおける

項目についての説明を掲載する。 

 

5.1.1 基本情報 

101‐ID情報 

1) ID  部材毎の通し番号とし，WB001から順に割り振る。 

2) 実験主体  実験実施の主体を記載する。 

3) 試験体名称  文献に記載されている試験体の名称を付ける。 

4) 部材名称  架構試験体の一部などで，試験体名称と異なる場合に名称を設ける。 

5) 部材の分類  部材の形状により「梁，片側壁付梁，両側壁付梁」の三つに分類する。 

※１ 部材形状が十字接合部もしくはト形接合部の一部の場合は，「（十

字），（ト形）」の記載を追加すること。 

※２ 部材に構造スリットが設けられている場合，完全スリットならば

「（完ス）」，部分スリットならば「（部ス）」の記載を追加すること。 

102‐文献情報 

1) 文献番号  主たる論文について文献収集リストで付与した通し番号を記載する。 

2) 関連文献番号  主たる論文に関連する文献収集リストで付与した通し番号を記載する。

複数記載可。 

3) 情報    主たる文献で必要な情報（タイトルや雑誌名）を表示させる。 

 

5.1.2 試験体情報 

201‐一般情報   

1) スケール  実断面に対して縮小された場合の規模。例えば 1/2など 

2) 腰壁・垂れ壁数量  梁に取り付く腰壁・垂れ壁の数量。 

3) 袖壁有無  袖壁の有無。 

4) スリット有無  腰壁・垂れ壁へのスリットの有無。スリットがある場合，その種類（例

えば，完全スリット，部分スリット等）。 

5) 配筋の対称性  配筋の配置について対称性を記載する。 

6) 打設方向  試験体の強軸方向からの打設を鉛直，弱軸方向からの打設を水平とする。 

7) 打設打継  試験体途中での打継の有無。ある場合，打継面の処理方法。 

8) 備考  上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

 

202‐材料情報 

a.  コンクリートの材料特性について記載する。   

1) 設計強度  当該文献に記載されている目標強度で，試験体の設計時に用いた強度。 

2) 圧縮強度  当該文献に記載されている最大圧縮強度を記載する。 

3) 圧縮強度時歪み  当該文献に記載されている最大圧縮強度時歪みを記載する。 

4) 引張強度  当該文献に記載されている引張強度を記載する。その値を割裂強度から
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算定している場合は，「算定値」を選択し，その値を記載する。また，

直接引張実験から算定している場合は，「実験値」を選択し，その値を

記載する。その他，算定方法が不明な場合は「‐」を選択する。 

5) ヤング係数  当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値の算定方法

（AIJRC 規準式（コンクリート強度から算定する式で 2）の圧縮強度を

用いた場合），JIS  A1149 式（実験結果より算定する），「‐」（算定方

法が記載されてない））を選択する。値がない場合は「‐」を選択する。 

 

b.  梁主筋の材料特性について記載する。   

1) 降伏強度  当該文献に記載されている降伏強度を記載する。その値の算定方法（降

伏点，0.2%耐力，「‐」（算定方法が記載されてない））を選択する。

値がない場合は「‐」を選択する。 

2) 降伏歪み  当該文献に記載されている降伏歪みを記載する。その値が材料実験から

得られた値を用いて算定されていれば「実験値」とする。その他，算定

方法が不明な場合は「‐」を選択する。 

3) 引張強度  当該文献に記載されている引張強度を記載する。 

4) 引張強度歪み  当該文献に記載されている引張強度歪み度を記載する。 

5) ヤング係数  当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値を実験で得ら

れる降伏強度および降伏歪みを用いて算定している場合は「実験値」と

記載する。その他，算定方法が不明な場合は「‐」を選択する。 

6) 備考  上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

 

c.  梁せん断補強筋の材料特性について記載する。  各項目は b.梁主筋と同様である。 

d.  腰壁・垂れ壁横筋の材料特性について記載する。  各項目は b.梁主筋と同様である。 

  腰壁・垂れ壁横筋に複数の材料を使用している場合は，(2)以降に記載する。 

e.  腰壁・垂れ壁縦筋の材料特性について記載する。  各項目は b.梁主筋と同様である。 

 

203‐部材形状情報 

a.  梁 

1) 断面形状  矩形または円形などのコンクリート外部の形状。腰壁・垂れ壁付き梁

は矩形のみを収集対象としている。 

2) 幅  加力方向に対して直交する辺の長さ。 

3) せい  加力方向に対して平行する辺の長さ。 

4) コア断面積  外周部せん断補強筋に囲まれた断面積 

5) 被りコンクリート厚さ  幅とせいのかぶり厚さをそれぞれ記入。 

6) クリアスパン  対象部材の内法長さ。対象部材が接合部試験体の一部の場合は入力し

ない。 

7) 備考  上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

b. 腰壁 c. 垂れ壁 
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1) 壁板厚さ（tw） 壁板の厚さを記入する。 

2) 壁板高さ（hw） 両端の柱型を含めた全長を記入する。 

3) クリアスパン 対象部材の内法長さ。対象部材が接合部試験体の一部の場合は入力し

ない。 

4) 偏心 梁中心と腰壁・垂れ壁中心の壁厚さ方向の偏心距離を記入する。 

5) スリット位置 腰壁・垂れ壁に設けられたスリット位置を記入する。 

6) スリット寸法 5)で記入したスリット寸法を記入する。 

7) 備考 上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

 

204‐梁主筋情報 

a.  上端筋 b. 下端筋  

1) 本数  主筋本数 

2) 呼び名  鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19やφ9，#4など） 

3) 種類  主筋の種類。例えば SD345など 

4) 継手有無  主筋が部材内で継手使用の有無。 

5) 継手長さ  主筋の継手がある場合はその長さ。 

6) 備考  継手の位置情報など，その他継手に関して追記すべき情報。 

7) 1段目までの距離  主筋が 2段以上ある場合，1段目の主筋との距離を記入する。 

 

205‐梁せん断補強筋情報 

1) 形状  部材断面における補強筋形状。2 種類ある場合は外周部とその内部の

形状を記載する。（例えば，中子筋のある矩形のせん断補強筋の場合，

「矩形・中子」） 

2) 呼び名  鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19やφ9，#4など） 

3) 間隔  1，2は部材長さ方向で間隔が変わる場合，狭い領域（例えばヒンジ領

域）と広い領域の間隔。1 種類のみの場合は，「狭い箇所」欄に記載

する。位置；3は狭い領域の長さと位置が分かる情報を記載。 

4) 種類  補強筋の種類。例えば SD295など 

5) 5‐1)～5‐4)有効本数  幅方向とせい方向の補強筋（中子筋を含む）の足の数（図 5.1.1(a)）。

3)で記載した狭い箇所と広い箇所がある場合は，それぞれ記載し，部

材長において補強筋が等間隔の場合は，「狭い箇所」欄にのみ記載す

る。 

6) 1，2外周補強筋間距離  外周補強筋の中心間距離（図 5.1.1(b)）。 
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(a) 補強筋の足の数   (b) 外周補強筋の中心間距離 

図 5.1.1  梁せん断補強筋 

 

7) 有効横支持長さ  はば方向およびせい方向に対して，各主筋間最短距離の最大値（図

5.1.2の Ci参照）。下図で横方向から載荷する場合，図 5.1.2中の Ci

がせい方向の長さとなる。 

 

 

図 5.1.2  有効横支持長さ 

 

8) 定着性状  1 は定着性状を示す。例えば，フックの有無，重ね継手，溶接，その

他（機械式継手など）。フック形状；2 はフックがある場合はフック

角度で例えば，90や 135度。継手長さ；重ね継手を選択した場合の継

手長さ。 

 

206－腰壁・垂れ壁横筋情報 

a. 腰壁 b. 垂れ壁 

腰壁・垂れ壁横筋に複数の材料を使用している場合は，材料情報と対応する(2)以降の箇所に

記載する。 

1) 本数 壁横筋本数を記入する。 
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2) 呼び名 鉄筋の形状と径を表わす記号を記入する。例えば，D19 やφ9，#4 な

ど。 

3) 間隔 壁縦筋の配筋間隔を記入する。 

4) 形式 配筋形式（シングル，ダブル，千鳥）を記入する。 

5) 種類 鉄筋の種類を記入する。例えば SD345 など。 

6) 鉄筋深さ 6-1) には，梁と壁の境界面に最も近い横筋の，梁と壁の境界面からの

距離を記入する。6-2) には，最も遠い横筋の距離を記入する。 

 

207－腰壁・垂れ壁縦筋情報 

a. 腰壁 b. 垂れ壁 

1) 呼び名 鉄筋の形状と径を表わす記号を記入する。例えば，D19 やφ9，#4 な

ど。 

2) 間隔 壁縦筋の配筋間隔を記入する。 

3) 形式 配筋形式（シングル，ダブル，千鳥）を記入する。 

4) 種類 鉄筋の種類を記入する。例えば SD345 など。 

5) 梁定着 壁縦筋の梁への定着方法を記入する。例えば通し配筋，何 mm 直線定

着など。 

 

5.1.3 加力・計測情報 

301‐加力情報 

1) 加力形式  部材の加力形式を示す。例えば，片持ちや両端固定（建研式，大野式），

その他（ダブルエンド式など）。部材が十字形接合部やト形接合部の

一部の場合は，片持ち形式を選ぶ。 

 

図 5.1.3  加力形式 

 

2) 加力方向  部材が水平に加力される方向を示す。例えば，一方向，二方向，斜め

45度など 

3) 載荷履歴  加力載荷の履歴を示す。例えば単調片押し，繰り返し，ランダムなど 
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4) 軸力  作用軸力を入力する。 

5) 鉛直ジャッキ  鉛直ジャッキが部材にどのように取り付けられているかを示す。例え

ば，ピン支持，ローラー支持，その他など。また当該鉛直ジャッキの

導入軸力の種類（図 5.1.4参照）を記載する。 

 

（a）圧縮時にジャッキが縮む場合      （b）圧縮時にジャッキが伸びる場合 

図 5.1.4  鉛直ジャッキの取り付き方 

 

6) シアスパン  反曲点位置から部材端部までの長さの内，最大の長さ。反曲点高さを

ジャッキにより制御している場合はその高さ（長い方）を記載する。

またジャッキにより制御していない場合で建研式加力を行っている場

合は，クリアスパンの半分の長さを記載する。部材が十字形接合部や

ト形接合部の一部の場合は，反曲点（ピン支持位置）から柱フェイス

位置（袖壁がある時は袖壁フェイス位置）までの距離とする。それ以

外は「‐」と記載する。 

7) 備考 

 

302‐計測情報 

1) 部材応力の計測方法  部材が負担している応力（せん断力，軸力）の計測方法について示す。

ジャッキの荷重をロードセルで計測している値が示されている場合は

「間接」，部材の応力をロードセルなどで直接計測している場合は「直

接」を選択し，不明の場合「‐」と記載する。 

2) 部材変位の計測方法  加力により生じる部材の変位の計測方法について示す。部材角や軸方

向変位を算定するためのデータが直接計測されている場合は「直接」，

計測データを用いて上記変位の算定する必要がある場合は，「間接」

を選択し，不明の場合「‐」と記載する。 
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5.1.4 実験データ情報 

401‐データ特性情報 

1) 水平応力データの有無  水平応力データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙面上

の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡

線上のデータ，または全データかを示す。柱の場合は，それらのデー

タを用いてせん断力を算定する場合に，P‐Δ（ジャッキによる分を含

む）の補正の必要があるかどうかを示す。補正が必要であり，文献内

の情報から可能である場合，「必要（可）」，補正が必要だが文献内

の情報からできない場合，「必要（不可）」を選択する。 

2) 備考  上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

3) 水平変形データの有無  水平変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙面上

の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡

線上のデータ，または全データかを示す。部材の水平変形として使用

するために，補正の必要性の有無について示す。 

4) 備考  上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

5) 鉛直変形データの有無  鉛直変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙面上

の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡

線上のデータ，または全データかを示す。部材の鉛直変形として使用

するために，補正の必要性の有無について示す。 

6) 備考  上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

7) 分離変形データの有無  分離された水平変形データについての情報を示す。アナログデータ（論

文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それ

らが包絡線上のデータ，または全データかを示す。部材の分離された

水平変形として使用するために，補正の必要性の有無について示す。 

8) 備考  上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

 

402‐剛性情報   

1) 弾性剛性  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる弾性剛性の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

405‐減衰情報 

1) ポテンシャルエネルギー 各変形角におけるポテンシャルエネルギーを示す。 

2) 履歴吸収エネルギー  各変形角における履歴吸収エネルギー量を示す。 

3) 等価粘性減衰定数  各変形角における記載されている等価粘性減衰定数を示す。 

 

406‐破壊モード 

1) 実験時破壊モード  実験で得られている破壊モード。正負交番載荷の場合は，正負の値を

示す。 

2) 計算時破壊モード  文献中で計算された最小の終局強度を破壊モードとする。正負非対称

の部材の場合は，正負の値を示す。 
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407‐損傷状態情報（ひび割れや鉄筋降伏，圧縮破壊，主筋座屈などの損傷状態を示す情報） 

1) 曲げひび割れ  実験で得られている曲げひび割れ時の荷重と変形の値。正負交番載荷

の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

2) 梁せん断ひび割れ  実験で得られている梁のせん断ひび割れ時の荷重と変形の値。正負交

番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

3) 壁せん断ひび割れ  実験で得られている壁のせん断ひび割れ時の荷重と変形の値。正負交

番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

4) 梁主筋降伏  実験で得られている最初に主筋が降伏した時の荷重と変形の値。正負

交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

5) 梁せん断補強筋降伏  実験で得られている最初にせん断補強筋が降伏した時の荷重と変形の

値。正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

6) 腰壁・垂れ壁横筋降伏 実験で得られている最初にそで壁縦筋が降伏した時の荷重と変形の値。

正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

7) 腰壁・垂れ壁縦筋降伏 実験で得られている最初にそで壁横筋が降伏した時の荷重と変形の値。

正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

8) 被りコンクリート剥落  実験で得られているかぶりコンクリートが剥落した時の荷重と変形の

値。正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

9) 最大耐力  実験で得られている最大耐力に達した時の荷重と変形の値。正負交番

載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

10) 梁主筋座屈  実験で得られている最初に主筋が座屈した時の荷重と変形の値。正負

交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

11) 備考 

12) ひび割れ情報  ひび割れ図の有無，ある場合はそのデータの保存を行い，そのファイ

ル名称を記載。またひび割れが計測されている部材角を記載する。 

13) その他の損傷情報  ひび割れ幅や長さなどさらに詳細な情報を計測の有無について記載。 

14) 備考 

408‐デジタルデータ 

1) ファイル名  デジタルデータをテキスト形式で保存。そのファイル名称を記載。 

 

5.1.5 データの信頼度指標 

上記の各項目のデータの信頼度指標として，以下の指標を記入する。 

(A) 値が論文中に明記されているデータ。 

(B) アナログデータを計測することで得られるデータ。（例：論文中の断面図を計測し梁せい

を計算する） 

(C) 論文中の計算値から推測したデータ。（例：曲げ強度計算値から梁せいを推測する） 

(D) 論文中のデータが関連論文の値と異なっている。（データベースには主たる論文による値を

入力している。） 

(E) 明らかに論文中の値（または単位）が間違っているため，修正して入力したデータ。（例：

梁スパンの長さが 1.5(mm)という記載がされていた場合，1.5(m)に修正する。） 
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5.2 収集データの特性 

5.2.1 対象とした論文 

 今回対象とした論文は，日本建築学会構造系論文集（1975～2013），日本コンクリート工学協

会年次論文報告集（1979～2013），コンクリート工学論文集（1990～2013），構造工学論文集 B

（1975～2013）を全数調査し，腰壁・垂れ壁付き梁の構造実験に関する論文を抽出した。 

収集した文献数の分布を表 5.2.1に示す。 

 

表 5.2.1 収集文献数 

日本建築学会構造系論文集 7編
日本コンクリート工学協会年次論文報告集 14編
コンクリート工学論文集 1編
構造工学論文集B 2編
合計 24編  

 

 収集した論文は 24 編（参考文献[5-A5] [5-A6] [5-A15] [5-A21] [5-A26] [5-A27] [5-A30]～[5-A33] 

[5-A36]～[5-A43] [5-A45] [5-A48]～[5-A50] [5-A54] [5-A55]）であり，以下の収集基準に従って収集

を行なった。 

 

・ 腰壁・垂れ壁付き梁の構造実験を実施している論文とし，解析的な論文は除外した。 

・ 軸力 0 の袖壁付柱の構造実験も収集の対象とした。 

・ 有開口耐震壁や，二次壁の付いた架構の実験は，腰壁・垂れ壁付き梁のみの構造性能を

評価するのが難しいことから，収集の対象から除外した。 

・ 二次壁付の十字型柱梁接合部およびト形柱梁接合部の試験体は，収集の対象とした。た

だし，十字型柱梁接合部の場合は，一つの試験体で腰壁・垂れ壁付き梁が二体あると考

え，試験体名の末尾に「-S」「-N」などの方角を追加し，データベースに入力した。 

・ 構造スリット（完全スリットおよび部分スリット）のある腰壁・垂れ壁付き梁について

も収集の対象とした。 

 

また本研究では，平成 20 年度～平成 22 年度国交省建築基準整備促進事業 課題 7「鉄筋コン

クリート造の変断面部材の構造特性評価に関する実験」（研究代表者：壁谷澤寿海）のデジタルデ

ータを用いる事でより詳細な検証を行うことができた。該当する試験体は 9 体であり，参考文献

[5-A48]～[5-A50] [5-A54] [5-A55]の試験体と重複している。 
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5.2.2 収集データ 

今回対象とした論文 24 編（参考文献[5-A5] [5-A6] [5-A15] [5-A21] [5-A26] [5-A27] [5-A30]～

[5-A33] [5-A36]～[5-A43] [5-A45] [5-A48]～[5-A50] [5-A54] [5-A55]）で得られた試験体数は 76 体で

あった。これらの試験体の特徴として，試験体の壁の枚数に注目すると，両側壁付試験体が 36 体，

片側壁付試験体が 34 体，壁無しの試験体が 6 体という内訳であった。構造スリットの有無につい

て注目すると，完全スリットが設けられている試験体が 8 体，部分スリットが設けられている試

験体が 22 体，スリット無しの試験体が 40 体，壁無しの試験体が 6 体という内訳であった。部材

単体での試験体は 38 体，十字接合部から取り出した試験体は 30 体，ト形接合部から取り出した

試験体は 8 体であった。 

収集した 76 体の試験体において，鉄筋の位置などの断面情報や実験結果の情報が不足してい

るケースが多く見られた。本報告書 5.4 節において評価式の精度検証に用いる試験体は信頼でき

るデータのみを使用することとし，以下の基準で検討用試験体を選別した。 

 

・ 実験データが無いものは除外する。 

・ 構造スリットのうち部分スリットの試験体は除外する。 

・ 壁無しの梁のみの試験体は除外する。 

 

選別の結果，検討用の試験体は，完全スリットが設けられている腰壁・垂れ壁付き梁試験体が

4 体，スリット無しの腰壁・垂れ壁付き梁試験体が 35 体の，合計 39 体となった。 
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5.2.3 検討用データの特徴 

 検討用に用いる試験体数は 39 体であり，代表的な特性値の一覧を表 5.2.2に示す。また，各特

性値の頻度分布を図 5.2.1～図 5.2.9 に示す。ただし，せん断スパン比はせん断スパン a を壁も

含めた断面の全せいで除して求めた。この時，構造スリットが設けられている試験体では壁を無

視して計算している。 

 

表 5.2.2 データベースの特性値一覧 

コンクリート圧縮強度 14.7 ～ 35.6 (N/mm2)

梁主筋降伏強度 365 ～ 401 (N/mm2)

梁せん断補強筋降伏強度 221 ～ 384 (N/mm2)

壁横筋降伏強度 221 ～ 993 (N/mm2)

壁縦筋降伏強度 221 ～ 383 (N/mm2)

試験体スケール 1/3 ～ 5/12
せん断スパン比 0.63 ～ 4.17
壁横筋比 0.28 ～ 1.47 （％）
壁縦筋比 0.00 ～ 1.60 （％）

材料強度

試験体形状

 
 

 

0

10

20

30

10 12.5 15 17.5 20 22.5 25 27.5 30 32.5 35 37.5 40

頻
度

コンクリート圧縮強度 （N/mm2）

 
図 5.2.1  収集データ頻度分布（コンクリート圧縮強度） 
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図 5.2.2  収集データ頻度分布（梁主筋降伏強度） 
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図 5.2.3  収集データ頻度分布（梁せん断補強筋降伏強度） 
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図 5.2.4  収集データ頻度分布（壁横筋降伏強度） 
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図 5.2.5  収集データ頻度分布（壁縦筋降伏強度） 
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図 5.2.6  収集データ頻度分布（試験体スケール） 
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図 5.2.7  収集データ頻度分布（せん断スパン比） 
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図 5.2.8  収集データ頻度分布（壁横筋比） 
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図 5.2.9  収集データ頻度分布（壁縦筋比） 

 

 

  



第 5 章 腰壁・垂れ壁付き梁部材 
 

5-16 

検討用に用いる試験体 39 体のうち，試験体の形状および破壊性状についてその内訳を図 5.2.10

～図 5.2.12に示す。 

腰壁・垂れ壁付き梁部材の破壊性状は，鉄筋の引張降伏やコンクリートの圧壊，せん断破壊や

壁と梁境界面でのスリップ破壊などが考えられる。データベースでは論文に記載されている破壊

性状をそのまま入力したが，破壊性状の内訳を考える際には，鉄筋の引張降伏やコンクリートの

圧壊は全て曲げ破壊，せん断破壊や壁と梁境界面でのスリップ破壊はせん断破壊として整理を行

なった。その結果，せん断破壊試験体が 7 体，曲げ破壊試験体が 31 体，不明が 1 体という内訳

であった。 

 試験体の壁の枚数に注目すると，片側壁付試験体が 3 体，両側壁付試験体が 36 体という内訳で

あった。構造スリットの有無について注目すると，完全スリットが設けられている試験体が 4 体，

スリット無しの試験体が 35 体という内訳であった。 

 

3 36

片側壁付試験体 両側壁付試験体

 

図 5.2.10  試験体内訳（壁の形状） 

 

4 35

完全スリット スリット無し

 

図 5.2.11  試験体内訳（構造スリットの有無） 

 

7 31 1

せん断破壊 曲げ破壊 不明

 

図 5.2.12  破壊性状の内訳 
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5.3 収集データの信頼度分析 

 本研究で収集した 76体の試験体データにおける収集した情報について，その信頼度を以下に示

す。 

 

（1）  基本情報について 

 腰壁・垂れ壁付き梁部材では，その形状により評価式が異なることが多く，特に構造スリット

の有無と壁の有無は重要な要因となる。そこで，「5) 部材分類」という項目を設け，以下のよう

な入力規則を設定した。  

部材の形状により「梁，片側壁付梁，両側壁付梁」の三つに分類する。 

※１ 部材形状が十字接合部もしくはト形接合部の一部の場合は，「（十字），（ト形）」

の記載を追加すること。 

※２ 部材に構造スリットが設けられている場合，完全スリットならば「（完ス）」，部

分スリットならば「（部ス）」の記載を追加すること。 

 

（2）  試験体情報について 

・試験体のスケール 全ての試験体において記述があった。 

・コンクリート打設方向 試験体 76体中，65体が横打ちとの記述があるが，それ以外は記述が

無かった。 

・コンクリート材料 圧縮強度については全ての試験体で記述があった。圧縮強度時歪み

や引張強度，ヤング係数については半数近くの試験体で記述が無か

った。 

・鉄筋材料 各鉄筋の降伏強度については記述があるものの，降伏時歪みや引張

強度，ヤング係数などの情報についての記述は無いことが多い。ま

た，鉄筋のグレード（例：SD345 など）の情報の記述は無いことが

多い。 

・断面情報 試験体の断面情報として，梁主筋の被り厚さの記述が無かったり，

壁横筋の間隔についての記述があるものの，正確な位置を特定する

ことが困難であったりする試験体が多かった。特に，鉄筋の加力直

交方向の位置については記述がほとんどなかった。 

 

（3）  加力計測情報について 

・加力形式 部材が十字形柱梁接合部やト形柱梁接合部の一部の場合は，片持ち形式と

してデータを入力した。しかし，これらの接合部試験体の場合は実験デー

タとして柱のせん断力を記述している場合が多いため，十字形柱梁接合部

では梁のせん断力や変位が不明であることが多い結果となった。 

 

（4）  実験データ情報について 

・荷重変形関係 荷重変形関係のデータについて，包絡線データがある試験体が 22体

（全てアナログデータ），全データがあるものが 45 体（アナログデ
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ータ 27 体，デジタルデータ 18 体），無いものが 9 体であった。 

・折れ点 腰壁・垂れ壁付き梁部材では，部材内に配筋されている鉄筋の種類

や数が多く，曲げモーメントが作用する時，鉄筋が順に降伏してい

くことが多い。そのため単純なトリリニアやバイリニアでモデル化

することが困難であり，折れ点について定義するのが難しい。重要

だと考えられる強度や変形については，損傷情報での入力を行なう

こととした。剛性の情報は弾性剛性のみを入力することとした。 

・弾性剛性 弾 性 剛 性 に つ い て の 実 験 結 果 の 記 述 は 少 な く ， 文 献

[5-A5][5-A48][5-A49][5-A50] [5-A55]のみである。 

・実験時破壊モード 腰壁・垂れ壁付き梁部材では，破壊モードとして多くの定義があり，

文献ごとに記述が異なっている。データベース上では文献の記述を

そのまま入力したため一貫した分類がされていない。そのため，本

データベースを利用する際には利用者が破壊モードを再定義する必

要がある。 

・損傷情報 各鉄筋の降伏時やひび割れ発生時，最大耐力時の荷重と変形を入力

する。試験体によりひびわれ時や降伏時のデータがない場合があり，

文献には最大耐力のみが記述されている場合も多い。また，腰壁・

垂れ壁付き梁部材が十字接合部の一部となっている場合は，各梁の

荷重と変形が明記されていなかった。 

 

今回収集した論文では，論文中に記載されている情報が不足しているケースが多かった。紙面の都合な

どが原因で断面情報が不十分であった。特に壁筋などは鉄筋の位置の記述がないことが多い。実験結果に

おいては最大強度や鉄筋降伏時などの荷重について，紙面上のアナログデータとしては記述があるものの，

明確な数字として記述されていない場合が多い。また，腰壁・垂れ壁付き梁では，最大耐力だけでなく壁

筋や梁主筋の降伏の有無やその時の変形角と強度が重要であり，弾性剛性，ひび割れ強度，終局変形角な

どの情報と共に，論文中に記載することが必要である。なお，評価式の精度検証では信頼できるデー

タのみを使用した。 
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5.4 実験値の定義 

本節では，本研究で作成したデータベースを用いて腰壁・垂れ壁付き梁の耐震性能評価を行な

うにあたり，部材の耐震性能項目として，弾性剛性 K0，曲げひび割れ強度 Qc，せん断ひび割れ強

度 Qsc，降伏点剛性低下率 αy，曲げ終局強度 Qmu，せん断終局強度 Qsu，限界変形角 Ruについての

検討を行う。しかし，対象としている腰壁・垂れ壁付き梁部材は，実験において必ずしも明確な

耐震性能項目が観測できるわけではない。そこで，本節では，各耐震性能項目における実験値の

定義を行う。 
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5.4.1 スケルトンカーブの定義 

実験における復元力特性は部材のせん断力－部材角関係（Q－R 関係）を用いる。また，正負繰

り返し加力を行った実験では，計測を行ったデータからスケルトンカーブを作成しこれを用いた。

ただし骨格曲線は以下のように定義した。図 5.4.1に例を図示する。 

 

試験体の最大耐力以前：前サイクルの最大変形点と本サイクルにおいて前サイクルの最大荷

重値を超えた点を結ぶ。それ以降は計測点を採用する。 

試験体の最大耐力以降：前サイクルの最大変形点と本サイクルの最大荷重点を結ぶ。本サイ

クルの最大荷重点以降は計測点を採用する。 
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図 5.4.1  骨格曲線の定義 

 正負繰り返し加力を行う場合，試験体の非対称性や加力履歴の非対称性により正負で明らかに

性状が変化する場合は，正負の実験値を区別する必要がある。一方で，正負が対称な場合であっ

ても正負の構造性能値が変化する場合がある。これは以下のような原因により生じる。 

① 試験体材料，試験体施工，計測誤差，試験体設置誤差，加力装置による影響により，正負

の実験値が変化する場合 

② 正側で生じた損傷（コンクリートのひび割れ，鉄筋のバウシンガー効果）により負側の強

度が低くなる場合，正負の構造性能値の違いは本来の試験体の挙動であり，正負の値を別の

値として検討する必要がある。 

本検討で用いる評価式の中で，②の影響を明確に考慮した評価式は存在しない。そのため本検討

では正負別々に実験値を収集し，正負の区別なく同じ評価式で検討を実施する。ただし，論文中

に記載されている値が正負の平均値のみの場合は，その値を採用した。また，脆性的な破壊が起

こるせん断破壊試験体においては，例えば最大耐力は正側の実験値しか意味を持たない場合が多

い。このような場合は，正側の実験値のみを採用した。
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5.4.2 弾性剛性 

 本研究における弾性剛性は，以下のように定義する。 

１．論文中に弾性剛性実験値の記述がある場合は，その値を弾性剛性とする。 

２．論文中に弾性剛性実験値の記述がないが，曲げひびわれ点のせん断力と変形角の記述があ

る場合，曲げひびわれ点と原点を結んだ傾きを弾性剛性とする。 

 

5.4.3 ひび割れ強度 

 本研究におけるひび割れ強度は，目視による曲げひび割れ発生点のせん断力を eQc，せん断ひび

割れ発生点のせん断力を eQscと定義する。論文に記録がない場合は，強度なしとした。 

 

5.4.4 終局強度および降伏点剛性低下率 

曲げ引張破壊する腰壁・垂れ壁付き梁部材の実験では図 5.4.1 に示すようなスケルトンカーブ

を描くため，明確な第二折れ点が実験で観察されることは少ない。そこで本研究では，以下の三

種類の方法で実験のスケルトンカーブを三折れ線モデルに置換し，その第二折れ点のせん断力を

終局強度，変形角から降伏点剛性低下率を計算した。 

 

(1) 引張側最外縁の梁主筋降伏した点を第二折れ点と定義する。 

(2) 水平力 e2Qmuを実験の最大せん断力 eQmaxとし，実験における変形角 2％までの消費エネル

ギーが等価となる変形角 e2Ryを計算し，その点を第二折れ点と定義する。ただし，第一折

れ点は計算値を用いて定義した。この計算値とは，弾性剛性は精算法 c2K0曲げひびわれ強

度 cQcを用いている。 

(3) 水平力 e3Qmuを実験の最大せん断力 eQmaxとし，実験の最大せん断力を記録した点までの消

費エネルギーが等価となる変形角 e3Ryを計算し，その点を第二折れ点と定義する。ただし，

第一折れ点は計算値を用いて定義した。この計算値とは，弾性剛性は精算法 c2K0曲げひび

われ強度 cQcを用いている。 

ここで，剛性低下率 eαyは上記の(1)～(3)における変形角 eRyを用いて（式 5.1）で計算する。 

lRK

Q

yec

muc
ye 


0
  （式 5.1） 

l：梁スパン長さ (mm)  

ただし，腰壁・垂れ壁付き梁の弾性剛性 cK0は精算法 c2K0（式 5.4）で計算した。同様に，構造

スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の弾性剛性 cK0 は，鉄筋およびせん断剛性を無視した弾性

剛性 cKb（式 5.2）を用いた。 

3
012

l

IE
K c

bc   （式 5.2） 

I0：鉄筋を無視した断面二次モーメント（壁を無視して計算する） 

 また，腰壁・垂れ壁付き梁の曲げ終局強度 cQmu は，RC 規準[5-2] 式 c2Mu（式 5.19）をシアスパ

ン a で除した値とした。同様に，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の曲げ終局強度 cQmu

は，c3Mu（式 5.20）をシアスパン a で除した値とした。 
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検討例を図 5.4.2に示す。 
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図 5.4.2  各定義による第二折れ点 

  

 

せん断終局強度 eQsuは，せん断破壊した試験体における実験の最大強度 eQmaxとした。 

 

5.4.5 限界変形角 

スケルトンカーブが最大せん断力 eQmax記録後，せん断力が eQmaxの 80％未満となった時の変形

角を eRuと定義する。ただし，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁においてはスリットで絶

縁した壁が加力スタブに接触した時の変形角と，上記のせん断力が eQmax の 80％未満となった時

の変形角を比べ小さい方を eRuと定義する。 
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5.5 評価式とその精度 

本節では，本研究で作成したデータベースを用いて腰壁・垂れ壁付き梁の耐震性能評価を行な

った。部材の耐震性能項目として，弾性剛性，ひび割れ強度，降伏点剛性低下率，短期許容せん

断力，終局強度，終局変形角について検討を行なった。検討で使用した評価式は，技術解説書[5-1]

および RC 規準[5-2] および既往の研究による計算式を用いた。材端に構造スリットがある場合と

構造スリットがないでは大きく部材の性能が異なるため，構造スリットの有無により計算式およ

び対応する実験値を区別し，評価を行なった。構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁および

腰壁・垂れ壁付き梁について，各検討項目の実験値の定義一覧を表 5.5.1 に，評価式の一覧を表

5.5.2に示す。 

 

表 5.5.1 実験値定義一覧 

 構造スリット有り 構造スリットなし 

弾性剛性 論文の記述を採用または曲げひびわれ点の割線剛性 

ひび割れ

強度 

曲げ 論文の記述を採用 

せん断 論文の記述を採用 

降伏点剛性低下率 第二折れ点の変形を，曲げ終局強度（計算値）と弾性剛性（計算値）で

除した値 

終局強度 曲げ 第二折れ点における水平力 

せん断 せん断破壊時の最大水平力 

限界変形角 壁が接触した時の変形角 最大水平力 Qmax 記録以降，水平

力が 0.8Qmax を下回った時の変形

角 

第二折れ点 ①引張側最外縁梁主筋降伏 

②水平力は Qmax とし，変形角は面積等価点（変形角 2％と等価）から

計算する 

③水平力は Qmax とし，変形角は面積等価点（最大水平力時変形角と等

価） 

※面積等価点計算時の仮定として，曲げひびわれ点や弾性剛性は計算値

を用いる 
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表 5.5.2 評価式一覧 

 構造スリット有り 構造スリットなし 

ひび割れ

強度 

曲げ ①技術解説書（壁無視）cQc ①技術解説書 cQc 

せん断  ①技術解説書 cQsc 

弾性剛性 ①壁無視 c2K0 

②三部材直列式 c4K0 

③JSCA 式 c5K0 

④S 字歪み分布式 c6K0 

①応力度法 c1K0 

②精算法 c2K0 

③置換断面法 c3K0 

 

降伏点剛性低下率 ①技術解説書（壁無視） ①2010 年版 RC 規準式 

終局強度 曲げ ①技術解説書（壁無視） ①技術解説書 

②2010 年版 RC 規準式 

せん断  ①技術解説書 

②分割累加式 

短期許容せん断力  ①2010 年版 RC 規準式 

限界変形角 ①壁接触による計算式 ①（式 5.23） 
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5.5.1 弾性剛性 

（1）   腰壁・垂れ壁付き梁 

部材に逆対称曲げモーメントが作用する場合の，腰壁・垂れ壁付き梁の荷重変形関係における

弾性剛性の既往の評価法は，①応力度法[5-3]，②精算法（エネルギー法[5-3]），③置換断面法[5-3]の 3

つの方法がある。それぞれの方法について計算方法を以下に示す． 

 

①応力度法 

bsc KKK

111

101
  （式 5.3） 

ただし， 

l

GA
K

e
s

1

0
1 
 ：せん断剛性 (N/mm) 

3
012

l

IE
K c

b  ：曲げ剛性 (N/mm) 

Gc：コンクリートのせん断弾性係数 (N/mm2)   


12
c

c
E

G  

κe1：せん断形状係数 

A0: 壁も含めた全断面積 (mm2) 

l：梁スパン長さ (mm)  

Ec: コンクリートヤング係数 (N/mm2)  

ν：コンクリートポアソン比  （=0.2） 

I0：断面二次モーメント (mm4) 

 

ここで，せん断形状係数 κe1は応力度法を用い，片側のみ壁が付いている場合は（式 5.4）

で両側に壁が付いている場合は（式 5.5）で計算を行なった。 
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e  （式 5.4） 

   

   
























 


112

1
4

1

2

1
126

2

2

1e  （式 5.5） 

ただし， 

α：壁厚を梁幅で除した値 

β: 壁長さを梁せいで除した値 



第 5 章 腰壁・垂れ壁付き梁部材 
 

5-26 

②精算法（エネルギー法） 

bsc KKK

111

101
  （式 5.6） 

ただし， 

l

GA
K

e
s

2

0
2 
 ：せん断剛性 (N/mm) 

3

12

l

IE
K ec

be  ：曲げ剛性 (N/mm) 

κe2：せん断形状係数 

Ie：鉄筋を等価なコンクリート断面に置き換えた等価断面二次モーメント (mm4) 

ここで，せん断形状係数 κe2は精算式（エネルギー法）を用い，片側のみ壁が付いている

場合は（式 5.7）で両側に壁が付いている場合は（式 5.8）で計算を行なった。 

 

      
 223

234222

161285

1551025162130126








e  （式 5.7） 

      
 22342

2342342273

14645

1751025161625105716






αβαβαββα

ββββαββββββαβααβ
κe  （式 5.8） 

 

③置換断面法 

 計算を単純にすることを目的とし，腰壁・垂れ壁付き梁断面を，壁を含めた全せいと断面２次

モーメントが一致するような矩形の置換断面に置き換えて計算する方法[5-3]が提案されている。こ

の置換断面法の計算方法を以下に示す。 

bsc KKK

111

303
  （式 5.9） 

ただし， 

l

GA
K

e

e
s

3
3 
 ：せん断剛性 (N/mm) 

κe3：せん断形状係数（＝1.2） 

Ae: 置換断面の面積 (mm2) 

ここで，置換断面の面積 Aeは，片側のみ壁が付いている場合は（式 5.10）で両側に壁が

付いている場合は（式 5.11）で計算を行なった。 

 

   
 

BDAe 





2

3

21

121




 （式 5.10） 

    
   

BDAe 








11

1311
2

23

 （式 5.11） 
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（2）   構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁 

 部材に逆対称曲げモーメントが作用する場合の，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の

弾性剛性の既往の評価法は，①二次壁を無視する方法，②梁を三部材として計算する方法，③JSCA

評価式[5-4]，④S 字ひずみ度分布式の 4 つの方法[5-5]がある．それぞれの方法について計算方法を

以下に示す． 

 

①壁を無視する方法 

弾性剛性は（式 5.6）の精算法 c2K0を用いて計算した．ただし腰壁・垂れ壁を無視し梁のみを考

慮して計算を行った．  

 

②梁を三部材として計算する方法 

構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁において，部材の両端部の断面は二次壁のない梁断

面であり，部材の中央部分は腰壁・垂れ壁のついた梁断面となる．本方法では，構造スリットを

設けた腰壁・垂れ壁付き梁部材を三部材（梁断面部材－腰壁・垂れ壁付き梁断面部材－梁断面部

材）に置換し，各部材間は剛接合として（式 5.12）を用いて弾性剛性 c4K0を計算した． 

 

bebessc KKK 
111

04
  （式 5.12） 

ただし， 

λbe：曲げ剛性増加率 
   1121

1
3 


si

be


  

λs：せん断剛性増加率  asa
s 





12

1
 

i
e

e

I

I 
2

1 ， s
s

l

l
 ， aA

A 




21

12  

Ie1：梁断面の鉄筋を等価なコンクリート断面に置き換えた等価断面 2 次モーメント 

A1：梁断面の断面積 

κ1：梁断面のせん断形状係数 （＝1.2） 

Ie2：壁付き梁断面の鉄筋を等価なコンクリート断面に置き換えた等価断面 2 次モーメント 

A2：壁付き梁断面の断面積 

κ2：壁付き梁断面のせん断形状係数 （＝κe2，精算式（エネルギー法）により計算する） 

ls：スリット目地の幅 

l：梁内法スパン長さ 
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③JSCA 評価式[5-4] 

JSCA では文献[5-4]において 2 次元弾性 FEM 解析による解析結果の回帰式により，構造スリッ

トを有する二次壁付き梁の弾性剛性を壁無し梁の初期剛性に対する剛性増大倍率として表す手法

を提案している．壁無し梁の弾性剛性は壁を無視した時の弾性剛性 c2K0 と同値となるため，構造

スリットを有する二次壁付き梁の弾性剛性 c5K0は（式 5.13）で計算出来る．ただし，この評価式

では実大構造物を想定した計算式であるため，実験試験体の弾性剛性を評価するために実験試験

体のスケールを考慮し計算を行った． 

 

0205 KK cbsc    （式 5.13） 

（i）hw1≠0 かつ hw2≠0 の場合（腰壁・垂れ壁を有する梁の場合） 

4.05.2

0

2
5.2

0

1

































G

G

G

G
bs  

ただし，
   1

1

0

1 1
51.017.0

w
w h

D

hl

G

G



  かつ 1

0

1 
G

G
 

   2
2

0

2 1
51.017.0

w
w h

D

hl

G

G



  かつ 1

0

2 
G

G
 

hw1≧1.0 の場合 hw1＝1.0 

hw2≧1.0 の場合 hw2＝1.0 

適用範囲（l≧5.88D−3.0 かつ l≧2.0） 

G0：壁が取り付かないとした場合の梁のみの曲げせん断剛性 (N/mm) （=K1） 

G1：垂れ壁のみを有する梁の曲げせん断剛性 (N/mm)  

G2：腰壁のみを有する梁の曲げせん断剛性 (N/mm)  

hw1：垂れ壁高さ (mm)  

hw2：腰壁高さ (mm)  

l：梁内法スパン長さ (mm)  

D：梁せい (mm)  

（ii）hw1＝0 の場合（腰壁のみを有する梁の場合） 

0

2

G

G
bs   

（iii）hw2＝0 の場合（垂れ壁のみを有する梁の場合） 

0

1

G

G
bs   
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④S字ひずみ度分布式 

渡邊らは文献[5-5]において構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁のひずみ度分布に基づく

弾性剛性の計算手法を示している。これは，図 5.5.1 に示すように構造スリットを設けた腰壁・

垂れ壁付き梁の軸歪み度モデル（S 字ひずみ度モデル）を元に弾性剛性 c6K0 を計算する手法であ

る。この S 字ひずみ度モデルでは，スリット梁の応力状態を以下の 4 つの領域に分けて考える．

領域の範囲は，図 5.5.1に示すように材端を原点とした x 軸を用いて以下のように表せる． 

ⅰ) 領域 A （0 ≦ x < ls） 

梁断面の領域で平面保持が成立している領域 

ⅱ) 領域 B （ls ≦ x < ls + lb） 

軸歪み度分布は S 字の歪み度分布で，部材中央に進むに従い軸歪み度が生じている断面が大

きくなっていく領域 

ⅲ) 領域 C （ls + lb ≦ x < ls + lb + lc） 

S 字の歪み度分布から壁付梁断面の領域で平面保持が成立している領域への過渡領域で，腰壁

上端部や垂れ壁下端部の軸歪み度が徐々に大きくなっていく． 

ⅳ) 領域 D （ls + lb + lc ≦ x ≦ l／2） 

壁付梁断面の領域で平面保持が成立している領域 

ただし，ls：スリット幅 (mm) l：梁内法スパン (mm) 

lb：領域 B の範囲 (mm) lc：領域 C の範囲 (mm) 

 

 

図 5.5.1 S 字ひずみ度モデル 

 

領域 B 領域 C 領 域
領域 A 

l ll

x
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弾性剛性の評価式の予測精度の結果を表 5.5.3 に，弾性剛性の実験値と計算値との比較を図

5.5.2 お よ び 図 5.5.3 に 示 す 。 検 証 に 用 い た 実 験 デ ー タ は ， 文 献

[5-A5][5-A48][5-A49][5-A50][5-A55]における構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁 8 体およ

び腰壁・垂れ壁付き梁 45 体である。 

 

表 5.5.3 弾性剛性評価式の予測精度 

弾性剛性 試験体数
比較値の
平均値

標準偏差 変動係数

スリット有垂れ壁・腰壁付き梁（c 2K 0） 8 1.05 ～ 1.37 1.16 0.097 0.083

スリット有垂れ壁・腰壁付き梁（c 4K 0） 8 0.11 ～ 0.25 0.17 0.047 0.279

スリット有垂れ壁・腰壁付き梁（c 5K 0） 8 0.41 ～ 0.60 0.50 0.068 0.135

スリット有垂れ壁・腰壁付き梁（c 6K 0） 8 0.46 ～ 0.59 0.51 0.048 0.094

垂れ壁・腰壁付き梁（c 1K 0） 45 0.27 ～ 1.90 0.73 0.342 0.468

垂れ壁・腰壁付き梁（c 2K 0） 45 0.27 ～ 1.83 0.77 0.367 0.478

垂れ壁・腰壁付き梁（c 3K 0） 45 0.32 ～ 2.09 0.95 0.448 0.473

*比較値＝実験値／計算値

比較値*の範囲
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 (c)  JSCA 式 c5K0  (d)  S 字ひずみ度分布式 c6K0 

図 5.5.2 弾性剛性の計算値と実験値の比較（構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁） 

 

表 5.5.3 および図 5.5.2 および図 5.5.3 より，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁は壁

を無視して計算した値（c2K0）よりも実験値が大きな値となった。これは，構造スリットを端部に

設けたとしても梁に腰壁・垂れ壁が取り付くことにより，部材の剛性が増加したためと考えられ

る。また，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁部材を三部材（梁断面部材－腰壁・垂れ壁

付き梁断面部材－梁断面部材）に置換し，各部材間を剛接合として計算した値（c4K0）と比べると，

比較値の平均が 0.17 と小さな値となった。一方，JSCA による評価式による計算値（c5K0）および

S 字ひずみ度分布式による計算値（c6K0）と比べると，比較値の平均が 0.50 および 0.51 と小さな

値となった。構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁に関しては，評価した試験体が 4 体と少

なく，また同一シリーズの実験であることから，今後の構造実験結果の蓄積が必要だと考えられ

る。 
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 (a)  応力度法 c1K0  (b) 精算法 c2K0 
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 (c)  置換断面法 c3K0 

図 5.5.3  弾性剛性の計算値と実験値の比較（腰壁・垂れ壁付き梁） 

 

腰壁・垂れ壁付き梁では，応力度法，精算法，置換断面法の比較値の平均値がそれぞれ，0.73，

0.77，0.95 と実験値が計算値よりも小さな値となった。これは，試験体の乾燥収縮ひびわれや加

力前の初期ひび割れなどの影響が考えられる。また，変動係数はそれぞれ 0.468，0.478，0.473 で

ありばらつきが構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁と比べると大きな結果となった。 
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5.5.2 ひび割れ強度（曲げおよびせん断） 

（1）  曲げひびわれ強度 cQc 

腰壁・垂れ壁付き梁の曲げひび割れモーメント cMcは技術解説書[5-1]参考に（式 5.14）を用いて

計算を行なった。また，曲げひびわれ強度 cQcは cMcをシアスパン a で除した値とした。計算方法

を以下に示す。 

eBcc ZM  56.0  （式 5.14） 

Ze：鉄筋を考慮した等価断面係数 (mm3)  

（構造スリット有りの場合は壁を無視し，構造スリットがない場合は壁を考慮して精算す

る） 

σB：コンクリート圧縮強度 (N/mm2) 

 

曲げひびわれ強度 cQc の評価式の予測精度の結果を表 5.5.4 に，曲げひびわれ強度の実験値と

計 算 値 と の 比 較 を 図 5.5.4 に 示 す 。 検 証 に 用 い た 実 験 デ ー タ は ， 文 献

[5-A5][5-A48][5-A49][5-A50][5-A55]における構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁 8 体およ

び腰壁・垂れ壁付き梁 37 体である。 

 

表 5.5.4 曲げひびわれ強度評価式の予測精度 

曲げひびわれ強度 試験体数
比較値の
平均値

標準偏差 変動係数

スリット有垂れ壁・腰壁付き梁 8 0.51 ～ 1.40 0.85 0.330 0.387
垂れ壁・腰壁付き梁 37 0.41 ～ 1.33 0.85 0.221 0.261
*比較値＝実験値／計算値

比較値*の範囲
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(a)  構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁    (b) 腰壁・垂れ壁付き梁 

図 5.5.4  曲げひびわれ強度の計算値と実験値の比較 
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表 5.5.4 および図 5.5.4 より，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁では壁を無視して計

算した結果，比較値の平均値が 0.85 となり危険側の判定であった。比較値が 0.51～1.40 の範囲で

ありばらつきが大きい。弾性剛性と同様に評価した試験体が 8 体と少なく今後の構造実験結果の

蓄積が必要だと考えられる。 

腰壁・垂れ壁付き梁では，比較値の平均値が 0.85 であり危険側の判定となった。比較値が 0.41

～1.33 の範囲，変動係数は 0.261 とばらつきが大きな結果となった。 

 

（2）  せん断ひび割れ強度 cQsc 

腰壁・垂れ壁付き梁のせん断ひび割れ強度 cQscは技術解説書[5-1]参考に（式 5.15）を用いて計算

を行なった。 計算方法を以下に示す。 

 

 
  1

1 7.1

50085.0
ee

e

Bc
scc jb

QdM

k
Q















 （式 5.15） 

kc：部材せいに対する補正係数 

M/(Qde1)：シアスパン比 

be：断面積と全せいを原断面と等しくした等価長方形断面の等価幅（図 5.5.5参照） 

je1：応力中心間距離 (=7de1 /8) 

de1：梁の引張鉄筋の中心から圧縮側壁の最外端までの距離（図 5.5.5参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.5 腰壁・垂れ壁付梁断面図 

 

せん断ひび割れ強度 cQscの評価式の予測精度の結果を表 5.5.5 に，せん断ひび割れ強度の実験

値と計算値との比較を図 5.5.6 に示す。検証に用いた実験データは，文献[5-A5][5-A48][5-A50] 

[5-A55]における腰壁・垂れ壁付き梁 38 体である。なお，文献[5-A5]では実験におけるせん断ひ

びわれ強度として，壁に発生したせん断ひびわれ強度と梁に発生したせん断ひびわれ強度の二つ

のデータが存在する。ここではせん断ひびわれ強度の実験値として二つのデータのうち小さなも

1ed
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eb
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のを採用した。なお，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁では，せん断ひびわれ強度が計

測できた試験体が収集範囲において存在しなかった。 

 

表 5.5.5 せん断ひび割れ強度評価式の予測精度 

せん断ひびわれ強度 試験体数
比較値の
平均値

標準偏差 変動係数

垂れ壁・腰壁付き梁 38 0.59 ～ 1.95 1.25 0.356 0.285
*比較値＝実験値／計算値

比較値*の範囲
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図 5.5.6  せん断ひび割れ強度の計算値と実験値の比較 

 

表 5.5.5 および図 5.5.6 より，腰壁・垂れ壁付き梁のせん断ひびわれ強度の比較値の平均値が

1.25 と安全側の結果となった。しかし，比較値が 0.59～1.95 の範囲，変動係数が 0.285 でありば

らつきが大きい。 
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5.5.3 降伏点剛性低下率 

腰壁・垂れ壁付き梁の降伏点剛性低下率 αyは RC 規準[5-2]を参考に（式 5.16）を用いて，構造ス

リットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の場合は（式 5.17）で示すように壁を無視して計算を行なっ

た。計算方法を以下に示す。 

 
2

033.0043.065.1043.0















  L

d

QL

M
npty   （式 5.16） 

ただし，引張鉄筋は中立軸位置 xnより引張側にある鉄筋グループとする。 

 
0A

an
np tii

t  

ni：引張鉄筋グループのヤング係数比（＝引張鉄筋のヤング係数／コンクリートのヤング係数） 

ati：引張鉄筋グループの断面積 (mm2) 

A0：二次壁を含めた全断面積 (mm2) 

 max5

2
yLxn  ：中立軸位置 (mm) 

M/(QL)：シアスパン比 

L：二次壁を含む断面のせい (mm) 

η0：軸力比（=0） 

d：有効せい (mm) 
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M
pn ty   （式 5.17） 

ただし， 

n：ヤング係数比（＝梁主筋のヤング係数／コンクリートのヤング係数） 

pt：梁引張鉄筋比 （= at／bD） 

M/(QD)：シアスパン比 

η0：軸力比（=0） 
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降伏点剛性低下率 αyの予測精度の結果を表 5.5.6に，降伏点剛性低下率 αyの実験値と計算値と

の 比 較 を 図 5.5.7 お よ び 図 5.5.8 に 示 す 。 検 証 に 用 い た 実 験 デ ー タ は ， 文 献

[5-A5][5-A48][5-A49][5-A50] [5-A55]における構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁 8 体お

よび腰壁・垂れ壁付き梁 33 体である。ただし，実験値 e2αyおよび e3αyは実験値が定義できない場

合があるため，検討した試験体数がそれぞれ 19 体および 20 体と少ない。なお，図 5.5.7および

図 5.5.8 において○で示したデータは曲げ破壊した試験体を，△で示したデータはせん断破壊し

た試験体を表している。 

表 5.5.6 降伏点剛性低下率評価式の予測精度 

剛性低下率 試験体数
比較値の
平均値

標準偏差 変動係数

スリット有腰壁・垂れ壁付き梁 8 1.04 ～ 1.45 1.17 0.147 0.125

垂れ壁・腰壁付き梁（e 1α y） 33 0.87 ～ 2.94 1.54 0.494 0.320

垂れ壁・腰壁付き梁（e 2α y） 19 0.34 ～ 1.38 0.72 0.254 0.350

垂れ壁・腰壁付き梁（e 3α y） 20 0.70 ～ 2.77 1.27 0.457 0.361

*比較値＝実験値／計算値

比較値*の範囲
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図 5.5.7  降伏点剛性低下率の計算値と実験値の比較 

（構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁） 
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(c)  実験値 e3αyとの比較 

 

図 5.5.8  降伏点剛性低下率の計算値と実験値の比較（腰壁・垂れ壁付き梁） 

 

表 5.5.6 および図 5.5.7 および図 5.5.8 より，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁は壁

を無視して計算した値よりも実験値が 1.04 倍～1.45 倍と大きな値となった。これは，弾性剛性と

同様に構造スリットを端部に設けたとしても梁の二次壁が取り付くことにより，部材の剛性が増

加したためと考えられる。弾性剛性と同様に，変動係数が 0.125 とばらつきが小さな結果となっ

たが，評価した試験体が 4 体と少なく，また同一シリーズの実験であることから，今後の構造実

験結果の蓄積が必要だと考えられる。 

腰壁・垂れ壁付き梁では，梁主筋の引張降伏で定義した e1αyとの比較値の平均値が 1.60 と実験

値が計算値よりも大きな値となった。一方で，変形角 2%までの消費エネルギーが等価となる変

形角で定義した e2αyとの比較値の平均値が 0.72 と実験値が計算値よりも小さな値となった。最大
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せん断力時までの消費エネルギーが等価となる変形角で定義した e3αy との比較値の平均値が 1.27

となった。いずれの場合であっても，実験値を精度良く評価出来ているとはいえない。また，変

動係数がそれぞれ 0.306，0.350，0.361 とばらつきの多い結果となった。降伏点剛性低下率を精度

良く推定するには，破壊性状による分類などのより詳細な検討が必要だと考えられる。 
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5.5.4 終局強度（曲げおよびせん断） 

（1）  曲げ終局強度 Qmu 

技術解説書[5-1]による腰壁・垂れ壁付き梁の曲げ終局モーメント c1Muは（式 5.18），RC 規準[5-2] 

による c2Mu は（式 5.19）を用いて計算を行なった。，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁

の曲げ終局モーメント c3Muは（式 5.20）で計算を行なった。それぞれの曲げ終局強度 cQmuは cMu

をシアスパン a で除した値とした。 

 

 neyteuc xdaM 5.021    (式 5.18) 

ただし， 
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t：壁厚 (mm)（ただし圧縮側に壁がないときは B とする） 

σB：コンクリート圧縮強度 (N/mm2) 

at：断面中央部に中立軸を仮定した際の梁引張鉄筋断面積 (mm2)  

at’：断面中央部に中立軸を仮定した際の引張側壁横筋全断面積 (mm2)  

σy：梁主筋降伏強度 (N/mm2) 

σy’：壁横筋降伏強度 (N/mm2) 

de2：引張鉄筋群（梁主筋，壁横筋全て）の重心から圧縮最外縁までの距離 (mm)  

（図 5.5.9参照） 

cεB：コンクリート圧縮強度時ひずみ 

sεy：鉄筋降伏時ひずみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

図 5.5.9 腰壁・垂れ壁付梁断面図 

 

（※1）技術解説書[5-1]による曲げ終局モーメントの評価式では，以下のように表記されている

が，本報告書では評価式の力学的性質を考慮し（式 5.18）にて計算を行なった。 
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daM   (式 5.19) 

ただし，  max5

2
yLxn    

L：二次壁を含めた断面の全せい (mm) 

ymax：引張縁から図心までの距離 (mm) 

ati：xn を圧縮縁から中立軸までの長さとした時に引張領域にある鉄筋グループの断面積 

(mm2) 

σyi：対応する鉄筋の降伏強度 (N/mm2) 

 

daM ytuc  9.03  (式 5.20) 

at：梁引張鉄筋断面積 (mm2) 

σy：梁主筋降伏強度 (N/mm2) 

d：有効せい (mm) 
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（2）  せん断終局強度 Qsu 

技術解説書[5-1]によるせん断終局強度は腰壁・垂れ壁付き梁の断面を図 5.5.10 で示すような等

価な長方形断面に置換し，（式 5.21）により計算する。構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き

梁の場合は，壁を無視して計算を行なった。 

   
  2

2

23.0

1 85.0
12.0

18100053.0
eesywe

e

Bt
suc jbp

QdM

p
Q

















 


 (式 5.21) 

pt：引張鉄筋比 (=at/(BD)) 

M/(Qde2)：シアスパン比（ただし M/(Qde2) ≦0.5 の時は 0.5，M/(Qde2) ≧2.0 の時は 2.0） 

be：断面積と全せいを原断面と等しくした等価長方形断面の等価幅 （図 5.5.10参照） 

je2：応力中心間距離 (=7de2/8)  

de2：梁の引張鉄筋（壁横筋含む）の中心から圧縮側壁の最外端までの距離 （図 5. 5.10

参照） 




















e
sw

e
swe b

t
p

b

B
pp  

ps：梁のせん断補強筋比 (=as/(Bxs)) 

σsy：梁のせん断補強筋降伏強度 

psw：壁の縦筋比(=asw/(αbxsw)) 

σswy：梁のせん断補強筋降伏強度 

t：壁厚 

 

2ed

（圧縮側）

（引張側）
ta

ta

eb

b

t

図 5.5.10 腰壁・垂れ壁付梁断面図
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壁谷澤らの提案する変断面を分割して，大野・荒川式により計算する計算式[5-6]を梁に準用し，

（式 5.22）を用いて計算する。以下，分割累加式とする。 

 

wsubsusuc QQQ ,,2   (式 5.22) 

   
  bebesys

be

Bbt
bsu jbp

QdM

p
Q ,,

,

23.0
,

, 85.0
12.0

18100053.0

















 


 (N) 

be,b：有効幅 （=(1-α)B） 

de,b：有効せい （=D-db）（=D-dt） 

je, b：応力中心間距離 (=7 de, b /8) 

pt, b：引張鉄筋比（= at/(be,b･de, b)）（= ab/(be,b･de, b)） 

ps：梁のせん断補強筋比 (=as/(be,b･xs)) 

σsy：梁のせん断補強筋降伏強度 

 

   
  weweswysw

we

Bwt
wsu jbp

QdM

p
Q ,,

,

23.0
,

, 85.0
12.0

18100053.0

















 


 (N) 

be4,w：有効幅 （=αB） 

de,w：有効せい （=(βt+βb+1)D-dbwe）（=(βt+βb+1)D-dtwe） 

je, w：応力中心間距離 (=7de, w / 8) 

pt, w：引張鉄筋比（= ntwe atwe/(be,w･de, w)）（= nbwe abwe /(be,w･de, w)） 

psw：壁の縦筋比（=asw/( be,w･xsw) ） 

σswy：梁のせん断補強筋降伏強度 

 

ただし，引張側に壁がない場合は pt, wの計算に梁主筋を用いる。この時， 

pt, b：引張鉄筋比（=( at – nbwe abwe)/(be,b･de, b)）（=( ab – ntwe atwe)/(be,b･de, b)） 

pt, w：引張鉄筋比（= nbwe abwe /(be,w･de, w)）（= ntwe atwe /(be,w･de, w)） 

となる。 
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曲げ終局強度の評価式の予測精度の結果を表 5.5.7 に，曲げ終局強度の実験と計算値との比較

を 図 5.5.11 お よ び 図 5.5.12 に 示 す 。 検 証 に 用 い た 実 験 デ ー タ は ， 文 献

[5-A5][5-A48][5-A49][5-A50][5-A55]において，曲げ破壊した試験体のみを対象とし，構造スリッ

トを設けた腰壁・垂れ壁付き梁 8 体および腰壁・垂れ壁付き梁 37 体である。ただし，実験値 e1Qu

は実験値がない試験体があるため，検討した試験体数が 31 体と少ない。 

 

表 5.5.7 曲げ終局強度評価式の予測精度 

曲げ終局強度 試験体数
比較値の
平均値

標準偏差 変動係数

スリット有腰壁・垂れ壁付き梁 8 1.09 ～ 1.27 1.18 0.057 0.048

垂れ壁・腰壁付き梁（e 1Q u－c 1Q mu） 31 0.80 ～ 1.23 0.99 0.099 0.099

垂れ壁・腰壁付き梁（e 1Q u－c 2Q mu） 31 0.49 ～ 0.99 0.77 0.111 0.145

垂れ壁・腰壁付き梁（e 2Q u－c 1Q mu） 37 0.90 ～ 4.46 1.26 0.558 0.444

垂れ壁・腰壁付き梁（e 2Q u－c 2Q mu） 37 0.40 ～ 1.21 0.88 0.180 0.204

*比較値＝実験値／計算値

比較値*の範囲
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図5.5.11  曲げ終局強度の計算値と実験値の比較（構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁） 
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図 5.5.12  曲げ終局強度の計算値と実験値の比較（腰壁・垂れ壁付き梁） 

 

表 5.5.7，図 5.5.11 および図 5.5.12 より，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の曲げ

終局強度は壁を無視して計算した値よりも実験値が 1.09 倍～1.27 倍と安全側の値となった。弾性

剛性と同様に，変動係数が 0.048 とばらつきが小さな結果となったが，評価した試験体が 8 体と

少なく，また同一シリーズの実験であることから，今後の構造実験結果の蓄積が必要だと考えら

れる。 

腰壁・垂れ壁付き梁の技術解説書による計算値 c1Qmu は，梁主筋降伏時で定義した実験値との

比較値が 0.99，変動係数 0.099 と精度良く評価出来ると考えられる。一方で，最大せん断力で定

義した実験値 e2Quとの比較値が 1.26，変動係数 0.444 と精度が悪い。特に 4.46 と推定精度の著し

く悪い試験体があった。これは，梁主筋の降伏が観測されず壁端部のコンクリートの圧壊により

WB080 (95.9, 428) 

WB080 (560, 428) 
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耐力が決定した試験体 WB080 で文献[5-A50]においても，推定精度について言及されている。試

験体 WB080 において推定精度の悪い原因の一つとして，曲げ終局強度式（式 5.18）で想定して

いる中立軸位置が，実状と大きく異なっている点が挙げられる。 

腰壁・垂れ壁付き梁のRC規準による計算値 c2Qmuは，梁主筋降伏時で定義した実験値との比較

値が 0.77，変動係数 0.145 となり実験値が小さい結果となった。同様に，最大せん断力で定義し

た実験値 e2Qu との比較値が 0.88，変動係数 0.204 となった。コンクリートの圧壊により耐力が決

定した試験体 WB080 における比較値が 0.76 であった。 
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せん断終局強度の評価式の予測精度の結果を表 5.5.8 に，曲げ終局強度の実験と計算値との比

較を図 5.5.13 に示す。検証に用いた実験データは，文献[5-A5][5-A48][5-A49][5-A50][5-A55]に

おいて，せん断破壊した試験体のみを対象とし，腰壁・垂れ壁付き梁 7 体である。 

 

表 5.5.8 せん断終局強度評価式の予測精度 

せん断終局強度 試験体数
比較値の
平均値

標準偏差 変動係数

垂れ壁・腰壁付き梁（式①） 7 0.81 ～ 1.25 1.05 0.189 0.181
垂れ壁・腰壁付き梁（式②） 7 0.66 ～ 1.00 0.89 0.115 0.129
*比較値＝実験値／計算値

比較値*の範囲
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 (a)  技術解説書 c1Qsu  (b)  分割累加式 c2Qsu 

図 5.5.13  せん断終局強度の計算値と実験値の比較（腰壁・垂れ壁付き梁） 

 

表 5.5.8 および図 5.5.13 より，腰壁・垂れ壁付き梁のせん断強度 c1Qsuは，実験値が計算値の

0.81 倍～1.25 倍，平均値が 1.05 となった。c1Qsuがせん断強度の下限値を求める式である事を考え

ると，危険側の判定となった。同様に，腰壁・垂れ壁付き梁のせん断強度 c2Qsuは，実験値が計算

値の 0.66 倍～1.00 倍，平均値が 0.89 となり危険側の判定である。c1Qsuの変動係数が 0.181，c2Qsu

の変動係数が 0.129 であり，c2Qsuのばらつきが小さい。今回検証を行なったデータは 7 体と少な

いため，今後は実験データの蓄積が必要であると考えられる。 
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文献[5-A5][5-A48][5-A49][5-A50][5-A55]において曲げ破壊した試験体およびせん断破壊した

試験体を対象とし，横軸にせん断余裕度（＝せん断終局強度計算値／曲げ終局強度計算値），縦軸

に（最大せん断力実験値／曲げ終局強度計算値）とした比較図を図 5.5.14 および図 5.5.15 に示

す。対象試験体は構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁 8 体および試験体 WB080 を除いた

腰壁・垂れ壁付き梁 43 体である。なお，図 5.5.14および図 5.5.15において○で示したデータは

曲げ破壊した試験体を，△で示したデータはせん断破壊した試験体を表している。 
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図 5.5.14  破壊モード（構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁） 
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 (a)技術解説書 c1Qmu－技術解説書 c1Qsu  (b)技術解説書 c1Qmu－分割累加式 c2Qsu 
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 (c)RC 規準 c2Qmu－技術解説書 c1Qsu  (d)RC 規準 c2Qmu－分割累加式 c2Qsu 

図 5.5.14  破壊モード（腰壁・垂れ壁付き梁） 

 

図 5.5.14をみると，検討した試験体のせん断余裕度は 3.5 前後とかなり大きい試験体である。

せん断余裕度が 1.0 付近の試験体による実験はなく，破壊モードの検証が不可能である。一方で，

文献[5-A49]によると検討に用いた試験体の中で片側のみ壁付きの試験体には，梁のせん断補強

筋の降伏が観測された。このことから，せん断余裕度の小さい片側スリット壁付の梁では材端部

でせん断破壊が起こる危険性があり，早急な対応が必要である。 

図 5.5.15 をみると，(b)は 2 体，(a) (d)は 1 体，(c)は 0 体の試験体がせん断余裕度が 1.0 以

上でせん断破壊しており，正しく判定できていない。 
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5.5.5 限界変形角 

腰壁・垂れ壁付き梁の限界変形角 cRu は文献[5-7][5-8]を参考に（式 5.23）を用いて計算を行っ

た。構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の限界変形角 cRuは（式 5.24）で計算を行なった。 

 

ncuwu xtcR  2  (式 5.23) 

ただし， 

c：変形係数 （=8.0） 

tw：壁厚さ 

εcu：圧縮縁コンクリート歪 (εcu =0.003 とする) 

xn：圧縮縁―中立軸位置距離で，  max5

2
yLxn   

ymax：引張縁から図心までの距離 (mm) 

 

D

l
R s

u 
  (式 5.24) 

ただし， 

ls：スリット幅（mm） 

βD：壁長さ（mm） 
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限界変形角の評価式の予測精度の結果を表 5.5.9 に，限界変形角の実験と計算値との比較を図

5.5.15に示す。検証に用いた実験データは，文献[5-A48][5-A49][5-A50][5-A55] における構造ス

リットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁 4 体および腰壁・垂れ壁付き梁 21 体である。 

 

表 5.5.9 限界変形角の予測精度 

終局変形角 試験体数
比較値の
平均値

標準偏差 変動係数

スリット有垂れ壁・腰壁付き梁 4 0.91 ～ 1.21 1.09 0.127 0.117
垂れ壁・腰壁付き梁 21 0.58 ～ 1.55 1.10 0.267 0.242
*比較値＝実験値／計算値

比較値*の範囲
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(a)  構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁    (b) 腰壁・垂れ壁付き梁 

図 5.5.15  限界変形角の計算値と実験値の比較 

 

図 5.5.15 をみると，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁は実験値が計算値の 0.91 倍～

1.21 倍，比較値の平均値が 1.09 となり，精度よく評価出来た。 

また，腰壁・垂れ壁付き梁の限界変形角の比較値の平均値が 1.10，変動係数が 0.242 となった。

ばらつきがあるものの，0.58 倍～1.55 倍の範囲で評価することが出来た。 
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5.5.6 短期許容モーメント時の残留ひび割れ幅 

本研究では，許容応力度設計時における短期許容モーメントを用いて，残留ひび割れ幅の検討

を行った。厳密に言えば，各試験体において短期許容モーメントに達したときに試験体に作用し

ている水平力を除荷し残留ひび割れ幅を計測することが必要だが，過去の実験でこの手法を実施

している試験体は存在しない。そこで，試験体が短期許容モーメントの計算値に達した前後のサ

イクルの残留ひび割れ幅を調べ，残留ひび割れ幅の推定を行った。 

本研究では，スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の短期許容モーメントは，RC 規準[5-2]の 13

条 2 に基づく計算法を用いて計算を行った。ただし，腰壁・垂れ壁は無視し，梁のみの断面で計

算を行った。腰壁・垂れ壁付き梁の短期許容モーメントとして RC 規準[5-2]による許容曲げモー

メントの略算式を用いた．（式 5.25）に計算式を示す． 
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fc：コンクリートの許容圧縮応力度 (N/mm2) 

ft：圧縮縁から最も遠い引張鉄筋の許容引張応力度 (N/mm2) 

de：圧縮縁から最も遠い引張鉄筋までの距離 (mm) 

n：圧縮縁から最も遠い引張鉄筋のヤング係数比 

σc：中立軸が柱と壁の境界に一致するときの圧縮縁のコンクリートの応力度 (N/mm2) 

ymax：図心と引張縁までの距離 (mm) 

e：構造芯と図心との距離 (mm) 

N：軸力 (= 0 N) 

ai：鉄筋グループの断面積 (mm2) 

di：鉄筋グループの重心位置と圧縮縁との距離 (mm) 

L0：構造芯と圧縮縁との距離 (mm) 
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残留ひび割れ幅の一覧を表 5.5.10 および表 5.5.11，図 5.5.16 および図 5.5.17 に示す。検証

に用いた実験データは，文献[5-A48][5-A49][5-A50][5-A55] における構造スリットを設けた腰

壁・垂れ壁付き梁 8 体および腰壁・垂れ壁付き梁 22 体である。 

文献[5-9]では実大構造物の残留ひび割れ幅が 0.20mm を使用限界と定義しているが，本研究で

は検討を実施した試験体のスケールはすべて 5/12 である。そこで本研究では文献[5-9]における値

にスケールを乗じた値 0.0833mm を丸めて，試験体残留ひび割れ幅が 0.10mm を使用限界と定義し

た。表 5.5.10および表 5.5.11中の 0.10mm を超える残留ひび割れ幅をハッチングしている。 

 

表 5.5.10 残留ひび割れ幅一覧（構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁） 

変形角 Q(kN)
残留

ひび割れ
種類 変形角 Q(kN)

残留
ひび割れ

種類

WB072_p 29.0 +1/400 25.4 0.10 曲げ +1/200 32.2 0.10 曲げ

WB072_n 29.0 -1/400 -24.4 0.10 曲げ -1/200 -29.5 0.25 曲げ

WB076_p 27.2 +1/400 24.6 0.00 曲げ +1/200 32.0 0.20 曲げ

WB076_n 27.2 -1/400 -25.9 0.05 曲げ -1/200 -32.0 0.30 曲げ

WB077_p 27.3 +1/400 24.2 0.05 曲げ +1/200 33.4 0.20 曲げ

WB077_n 27.3 -1/400 -22.7 0.05 曲げ -1/200 -31.7 0.15 せん断

WB078_p 27.2 +1/400 19.8 0.10 曲げ +1/200 29.5 0.10 曲げ

WB078_n 27.2 -1/400 -23.7 0.00 曲げ -1/200 -33.7 0.05 曲げ

Qa(kN)

Qa未満サイクル Qa以上サイクル
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表 5.5.11 残留ひび割れ幅一覧（腰壁・垂れ壁付き梁） 

変形角 Q(kN)
残留

ひび割れ
種類 変形角 Q(kN)

残留
ひび割れ

種類

WB073_p 88.4 +1/800 86.6 0.05 曲げ +1/400 116.6 0.20 曲げ

WB073_n 88.4 -1/800 -84.2 0.05 曲げ -1/400 -115.4 0.15 曲げ

WB074_p 90.0 +1/1000 89.3 0.05 曲げ +1/500 116.4 0.10 曲げ

WB074_n 90.0 -1/1000 -88.3 0.05 曲げ -1/500 -117.6 0.15 曲げ

WB075_p 90.0 +1/800 89.1 0.05 曲げ +1/400 121.0 0.15 曲げ

WB075_n 90.0 -1/800 -87.8 0.05 曲げ -1/400 -124.9 0.15 曲げ

WB079_p 118.0 +100%Qcr 63.9 記録なし 曲げ +1/1200 119.3 0.05 曲げ

WB079_n 118.0 -1/1200 -104.7 記録なし 曲げ -1/800 -122.7 0.05 曲げ

WB080_p 134.4 +1/800 106.9 0.10 曲げ +1/400 163.0 0.10 曲げ

WB080_n 134.4 -1/800 -104.2 0.05 曲げ -1/400 -165.7 0.05 曲げ

WB083_p 93.3 +1/800 74.7 0.10 曲げ +1/400 110.3 0.25 曲げ

WB083_n 93.3 -1/800 -90.5 0.10 曲げ -1/400 -124.7 0.45 曲げ

WB084_p 93.3 +1/800 89.5 0.10 曲げ +1/400 121.5 0.45 曲げ

WB084_n 93.3 -1/800 -65.9 0.10 曲げ -1/400 -105.4 0.35 曲げ

WB085_p 65.6 +1/800 43.2 0.10 曲げ +1/400 73.0 0.35 曲げ

WB085_n 65.6 -1/1200 -59.3 記録なし 曲げ -1/800 -67.8 0.15 曲げ

WB086_p 65.6 +1/1200 58.3 記録なし 曲げ +1/800 69.1 0.20 曲げ

WB086_n 65.6 -1/800 -45.9 0.05 曲げ -1/400 -75.6 0.25 曲げ

WB087_p 56.3 +1/800 40.5 0.10 曲げ +1/400 65.1 0.35 曲げ

WB087_n 56.3 -1/800 -52.9 0.15 曲げ -1/400 -75.4 0.20 曲げ

WB088_p 56.3 +1/800 51.7 0.20 曲げ +1/400 74.4 0.35 曲げ

WB088_n 56.3 -1/800 -42.2 0.05 曲げ -1/400 -67.6 0.25 曲げ

Qa(kN)

Qa未満サイクル Qa以上サイクル
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図 5.5.16 残留ひび割れ幅（構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁） 
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図 5.5.17 残留ひび割れ幅（腰壁・垂れ壁付き梁） 

 

 表 5.5.10 および図 5.5.16 の構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の残留ひびわれ幅を見

ると，使用限界を超えた可能性がある試験体が 5 体，使用限界を超えないことが確認できた試験

体が 3 体であった。同様に，表 5.5.11 および図 5.5.17 の腰壁・垂れ壁付き梁の残留ひびわれ幅

を見ると，使用限界を超えた試験体が 2体，使用限界を超えた可能性がある試験体が 15体，使用

限界を超えないことが確認できた試験体が 5 体であった。 
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5.6 まとめ 

本研究では，腰壁・垂れ壁付き梁部材の既往の実験データを整理して，既往の評価式による計

算値と実験値との比較，検討を行い各評価式の精度を示した。得られた知見を以下に示す。 

 

（1）  データベースについて 

本研究で作成したデータベースを用いて腰壁・垂れ壁付き梁 39 体の収集を行なった。収集

した試験体のうち，完全スリットが設けられている腰壁・垂れ壁付き梁試験体が 4 体，スリッ

ト無しの腰壁・垂れ壁付き梁試験体が 35 体という内訳であった。ただし，正負繰り返し載荷

を実施している試験体のうち，正負の実験値がある試験体はそれぞれ別の実験値として評価を

行ったため，検討したデータは腰壁・垂れ壁付き梁試験体が 8 体，スリット無しの腰壁・垂れ

壁付き梁試験体が 46 体の合計 54 体であった。 

検討を行なった部材の耐震性能項目は，弾性剛性，ひび割れ強度，降伏点剛性低下率，終局

強度，限界変形角である。検討で使用した評価式は，技術解説書[5-1]および RC 規準[5-2]などに

掲載されている既往の式および既往の論文に記載されている計算式を用いた。ただし，材端に

構造スリットがある場合と構造スリットがないでは大きく部材の性能が異なるため，構造スリ

ットの有無により計算式および対応する実験値を区別し，評価を行なった。ただし本研究では，

構造スリットのうち部分スリットと呼ばれる，スリットが半剛接されるような試験体について

は検討から除外した。 

 

（2）  弾性剛性について 

構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁では壁を無視して計算した値よりも実験値が大

きな値となった。これは，構造スリットを端部に設けたとしても梁の二次壁が取り付くこと

により，部材の剛性が増加したためと考えられる。そこで，三種の既往の評価式について精

度検証を行った結果，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁部材を三部材（梁断面部材－

壁付き梁断面部材－梁断面部材）に置換し，各部材間は剛接合として計算した場合，比較値

（＝実験値／計算値）の平均が 0.17 と小さな値となった。一方，JSCA による評価式による計

算値および S 字ひずみ度分布式による計算値と比べると，比較値の平均が 0.50 および 0.51 と

小さな値となった。構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁に関しては，評価した試験体

が 4体と少なく，また同一シリーズの実験であることから，今後の構造実験結果の蓄積が必要

だと考えられる。 

腰壁・垂れ壁付き梁では，応力度法，精算法，置換断面法の比較値の平均値がそれぞれ，

0.73，0.77，0.95 と実験値が計算値よりも小さな値となった。これは，試験体の乾燥収縮ひび

われや加力前の初期ひび割れなどの影響が考えられる。 

 

（3）  ひび割れ強度について 

構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁では曲げひびわれ強度について壁を無視して計

算した結果，比較値（＝実験値／計算値）の平均値が 0.85 となり危険側の判定であった。比較

値が 0.51～1.40の範囲でありばらつきが大きい。また，せん断ひびわれ強度については，せん

断ひびわれが観測された試験体が収集した範囲では存在しなかったため，精度の検証を行な
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うことが出来なかった。 

腰壁・垂れ壁付き梁では，げひびわれ強度の比較値（＝実験値／計算値）の平均値が 0.85

であり危険側の判定となった。一方で，せん断ひびわれ強度の比較値の平均値が 1.25 と安全

側の結果となった。 

 

（4）  降伏点剛性低下率について 

構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁は壁を無視して計算した値よりも実験値が 1.04

倍～1.45 倍と大きな値となった。これは，弾性剛性と同様に構造スリットを端部に設けたと

しても梁の二次壁が取り付くことにより，部材の剛性が増加したためと考えられる。 

腰壁・垂れ壁付き梁では，部材の降伏点が明確に存在しないため，降伏点剛性低下率の実

験値を三つ定義し検討を行った。梁主筋の引張降伏で定義した e1αyとの比較値の平均値が 1.60

と実験値が計算値よりも大きな値となった。一方で，変形角 2%までの消費エネルギーが等価

となる変形角で定義した e2αyとの比較値の平均値が 0.72と実験値が計算値よりも小さな値とな

った。最大せん断力時までの消費エネルギーが等価となる変形角で定義した e3αyとの比較値の

平均値が 1.27 となった。いずれの場合であっても，実験値を精度良く評価出来ているとはい

えない。また，変動係数がそれぞれ 0.306，0.350，0.361 とばらつきの多い結果となった。降

伏点剛性低下率を精度良く推定するには，破壊性状による分類などのより詳細な検討が必要

だと考えられる。 

 

（5）  終局強度について 

構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁の曲げ終局強度は壁を無視して計算した値よりも実

験値が 1.09 倍～1.27 倍と安全側の値となった。また，せん断終局強度については，せん断破壊し

た試験体が収集した範囲では存在しなかったため，精度の検証を行なうことが出来なかった。一

方で，文献[5-A49]によると片側のみ壁付きの試験体はせん断余裕度が 3.5 前後にも関わらず，梁

のせん断補強筋の降伏が観測された。このことから，せん断余裕度の小さい片側スリット壁付の

梁では材端部でせん断破壊が起こる危険性があり，早急な対応が必要である。 

腰壁・垂れ壁付き梁の曲げ終局強度では，技術解説書による計算値 c1Qmuと RC 規準による計算

値 c2Qmuにより評価を行った。また，降伏点剛性低下率と同様に部材の降伏点が明確に存在しない

ため，終局強度の実験値を二つ定義し検討を行った。技術解説書による計算式 c1Qmuは，梁主筋降

伏時で定義した実験値との比較値が 0.99，変動係数 0.099 と精度良く評価出来ると考えられる。

一方で，最大せん断力で定義した実験値 e2Qu との比較値が 1.26，変動係数 0.444 と精度が悪い。

RC 規準による計算値 c2Qmuは，梁主筋降伏時で定義した実験値との比較値が 0.77，変動係数 0.145

となり実験値が小さい結果となった。同様に，最大せん断力で定義した実験値 e2Qu との比較値が

0.88，変動係数 0.204 となった。 

腰壁・垂れ壁付き梁のせん断終局強度では，技術解説書による計算式 c1Qsuと分割累加式 c2Qsuに

より検討を行った。c1Qsuは，実験値が計算値の 0.81 倍～1.25 倍，平均値が 1.05 となった。c1Qsuが

せん断強度の下限値を求める式である事を考えると，危険側の判定となった。同様に， c2Qsu は，

実験値が計算値の 0.66 倍～1.00 倍，平均値が 0.89 となり危険側の判定である。c1Qsuの変動係数が

0.181，c2Qsuの変動係数が 0.129であり，c2Qsuのばらつきが小さい。今回検証を行なったデータは 7
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体と少ないため，今後は実験データの蓄積が必要であると考えられる。 

 

（6）  限界変形角について 

構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁は実験値が計算値の 0.91 倍～1.21 倍，比較値の平均

値が 1.09 となり，精度よく評価出来た。また，腰壁・垂れ壁付き梁の限界変形角の比較値の平均

値が 1.10，変動係数が 0.242 となった。ばらつきがあるものの，0.58 倍～1.55 倍の範囲で評価す

ることが出来た。 

 

（7）  残留ひび割れ幅について 

試験体に作用しているモーメントが短期許容モーメントに達したときの残留ひび割れ幅につい

て検討した結果，構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁 8 体のうち，使用限界を超えた可能

性がある試験体が 5 体，使用限界を超えないことが確認できた試験体が 3 体であった。同様に，

腰壁・垂れ壁付き梁 22体のうち，使用限界を超えた試験体が 2体，使用限界を超えた可能性があ

る試験体が 15 体，使用限界を超えないことが確認できた試験体が 5 体であった。 

 

（8）  今後の課題 

本研究で収集した腰壁・垂れ壁付き梁は 39 体であり，他の部材と比べ実験データが少ない。特

に構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁のデータは 4 体と非常に少なく，今後実験による蓄

積が必要である。本検討では，正負繰り返し載荷をした試験体のうち，正負の実験データがある

場合は，それぞれの値で検討を行った。そのため，検討した試験体数はスリットなし 46 体，スリ

ットあり 8 体である。以下に，構造性能評価項目毎の実験データ数を示す。なお，一つの構造性

能評価項目に対して，評価式ごとにデータ数に違いがあるときは，大きいものを採用している。 

 

・弾性剛性：スリットなし 45 体，スリットあり 8 体 

・剛性低下率：スリットなし 33 体，スリットあり 8 体 

・限界変形角：スリットなし 21 体，スリットあり 4 体 

・曲げひびわれ強度：スリットなし 37 体，スリットあり 8 体 

・せん断ひびわれ強度：スリットなし 38 体，スリットあり 0 体 

・曲げ終局強度：スリットなし 37 体，スリットあり 8 体 

・せん断終局強度：スリットなし 7 体，スリットあり 0 体 

 

これをみると，せん断終局強度の実験データがそれぞれ 7 体，0 体と特に少ない。特に，平成

21 年度国交省建築基準整備促進事業 課題 7 における実験結果から，せん断余裕度の小さいスリ

ットを設けた片側壁付梁では材端部でせん断破壊が起こる危険性があることが示されている一方

で，せん断終局強度の実験データは 0 体である。せん断破壊は脆性的な破壊であり，実験による

データの蓄積が必要不可欠であり，早急に実験を実施する必要があると考えられる。 

本研究で検討を行なった構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁および腰壁・垂れ壁付き梁

の評価式では，矩形の梁断面の評価式を壁付の梁に準用しているものが多く精度が良いとは言え

なかった。重要な耐震性能項目である，腰壁・垂れ壁付き梁の曲げ終局強度や降伏点剛性低下率



第 5 章 腰壁・垂れ壁付き梁部材 
 

5-59 

の精度はまだ十分とはいえない。これは，実験による腰壁・垂れ壁付き梁の履歴性状を三折れ線

でモデル化する際の手法にも依存するため，今後は部材のモデル化も含めた総合的な評価が必要

と考えられる。 

今回収集した論文では，論文中に記載されている情報が不足しているケースが多かった。紙面

の都合などが原因で断面情報が不十分であった。特に壁筋などは鉄筋の位置の記述がないことが

多い。実験結果においては最大強度や鉄筋降伏時などの荷重について，紙面上のアナログデータ

としては記述があるものの，明確な数字として記述されていない場合が多い。また，腰壁・垂れ

壁付き梁では，最大耐力だけでなく壁筋や梁主筋の降伏の有無やその時の変形角と強度が重要で

あり，弾性剛性，ひび割れ強度，終局変形角などの情報と共に，論文中に記載することが必要で

ある。 
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5.8 試験体の引用文献 

評価式の検討時に引用した文献のリストを以下に示す。 
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6.1 データベースの項目 

 袖壁付き RC 柱部材の剛性や強度，変形性能の評価を行うために作成した実験データベースの

調査項目を以下に示す。 

 

6.1.1 基本情報 

101‐ID情報 

1) ID  部材毎に通し番号を付ける。WC001から順に割り振る。 

2) 実験主体  実験実施の主体を記載する。 

3) 試験体名称  文献に記載されている試験体の名称を付ける。 

4) 部材名称  部材の形状により「柱の両側に配置された袖壁の長さが，左右で同一

である袖壁付き柱（以下，均等袖壁付き柱），柱の両側に配置された

袖壁の長さが，左右で異なる袖壁付き柱（以下，不均等袖壁付き柱），

袖壁が柱の片側のみに配置された袖壁付き柱（以下，片側袖壁付き柱）」

の３つに分類する。 

102‐文献情報 

1) 文献番号  主たる論文について文献収集リストで付与した通し番号を記載する。 

2) 関連文献 主たる論文に関連する文献収集リストで付与した通し番号を記載する。

複数記載可。 

3) 情報  主たる文献で必要な情報（タイトルや雑誌名）を表示させる。 

 

6.1.2 試験体情報 

201‐一般情報   

1)スケール  実断面に対して縮小された場合の規模。例えば 1/2など 

2)壁数量  柱に取り付くそで壁の数量。 

3)腰壁・垂れ壁有無  腰壁又は垂れ壁の有無 

4)スリット有無  そで壁へのスリットの有無。スリットがある場合，その種類（例えば，

完全スリット，部分スリット等）。 

5)配筋の対称性  配置について対称性を記載する。 

6)打設方向  試験体の材軸方向と同じ方向からの打設を鉛直，直交方向からの打設

を水平とする。 

7)打設打継  試験体途中での打継の有無。ある場合，打継面の処理方法。 

8)備考  上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

 

202‐材料情報 

a.以下，コンクリートの材料特性について記載する。   

1) 設計強度  当該文献に記載されている目標強度で，試験体の設計時に用いた強度。 

2) 圧縮強度  当該文献に記載されている最大圧縮強度を記載する。 

3) 圧縮強度時歪み  当該文献に記載されている最大圧縮強度時歪みを記載する。 
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4) 引張強度  当該文献に記載されている引張強度を記載する。その値を割裂強度か

ら算定している場合は，「算定値」を選択し，その値を記載する。ま

た，直接引張実験から算定している場合は，「実験値」を選択し，そ

の値を記載する。その他，算定方法が不明な場合は「‐」を選択する。 

5) ヤング係数  当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値の算定方法

（AIJRC規準式（コンクリート強度から算定する式で 2）の圧縮強度を

用いた場合），JIS A1149式（実験結果より算定する），「‐」（算定方

法が記載されてない））を選択する。値がない場合は「‐」を選択する。 

 

b.柱主筋の材料特性について記載する。   

1) 降伏強度  当該文献に記載されている降伏強度を記載する。その値の算定方法（降

伏点，  

0.2%耐力，「‐」（算定方法が記載されてない））を選択する。値がな

い場合 

は「‐」を選択する。 

2) 降伏歪み  当該文献に記載されている降伏歪みを記載する。その値が材料実験か

ら得られた値を用いて算定されていれば「実験値」とする。その他，

算定方法が不明な場合は「‐」を選択する。 

3) 引張強度  当該文献に記載されている引張強度を記載する。 

4) 引張強度歪み  当該文献に記載されている引張強度歪み度を記載する。 

5) ヤング係数  当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値を実験で得

られる降伏強度および降伏歪みを用いて算定している場合は「実験値」

と記載する。その他，算定方法が不明な場合は「‐」を選択する。 

6) 備考  上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

 

c.  柱せん断補強筋の材料特性について記載する。各項目は b.柱主筋と同様である。 

d.そで壁端部縦筋の材料特性について記載する。各項目は b.柱主筋と同様である。 

袖壁一般部縦筋の材料特性は，(2)以降に記載する。各項目は b.柱主筋と同様である。 

「d.  そで壁縦筋材料情報(1)端部縦筋」は，端部縦筋の材料特性について記載する。 

「d.  そで壁縦筋材料情報(2)一般部縦筋」は，端部縦筋以外の一般部縦筋の材料特性について記

載する。 

e.そで壁横筋の材料特性について記載する。各項目は b.柱主筋と同様である。 

 

203‐部材形状情報 

a.  柱 

1) 断面形状  矩形または円形などのコンクリート外部の形状。そで壁付き柱では，

矩形のみを収集対象としている。 

2) 幅  矩形断面において，加力方向に対して直交する辺の長さ。円形断面の

場合はその直径。 
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3) せい  矩形断面において，加力方向に対して平行する辺の長さ。円形断面の

場合はその直径。 

 

4) 有効せい  矩形断面において，圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。円形断

面の場合は等価長方形断面に置換した場合の圧縮縁から引張鉄筋重心

位置までの長さ。 

5) コア断面積    外周部せん断補強筋に囲まれた断面積 

6) 被りコンクリート厚さ 矩形断面の場合，幅とせいのかぶり厚さをそれぞれ記入。 

7) クリアスパン    対象部材の内法長さ 

8) 備考    上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

 

b.圧縮側そで壁(圧縮側そで壁の定義：図面上の右，上下に記載の場合は上) 

c.引張側そで壁(圧縮側そで壁の定義：図面上の左，上下に記載の場合は下) 

1) 壁板厚さ（tw） 壁板の厚さを記入する。 

2) 壁板長さ（lw） 両端の柱型を含めた全長を記入する。 

3) 壁内法高さ（hw） 下側スタブ上面から上側スタブ下面までの高さを記入する。 

4) 偏心 柱中心とそで壁中心の壁厚さ方向の偏心距離を記入する。 

5) スリット位置 そで壁に設けられたスリット位置を記入する。スリットを設けていな

い場合，「なし」と記入する。 

6) スリット寸法 5)で記入したスリット寸法を記入する。 

7) 備考 上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

 

204‐柱主筋情報 

1) 本数  全主筋全本数 

2) 呼び名  鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19やφ9，#4など） 

3) 種類  主筋の種類。例えば SD345など 

4) 継手有無  主筋が部材内で継手使用の有無。 

5) 継手長さ  主筋の継手がある場合はその長さ。 

6) 備考  継手の位置情報など，その他継手に関して追記すべき情報。 

7) 主筋位置情報  1‐5は鉄筋の位置，6‐10はそれぞれの位置に配された本数を示す。位置

の基点は，正載荷側においてモーメントが大きい側の端部の断面の圧

縮力を負担している側とする。ただし，両端部のモーメントが等しけ

れば脚部（左端）の断面位置を採用する。なお，鉄筋の段数がさらに

ある場合は適宜追加する。 

 

205‐せん断補強筋情報 

1) 形状  部材断面における補強筋形状。2 種類ある場合は外周部とその内部の

形状を記載する。（例えば，中子筋のある矩形のせん断補強筋の場合，

「矩形・中子」） 
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2) 呼び名  鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19やφ9，#4など） 

3) 間隔  1，2は部材長さ方向で間隔が変わる場合，狭い領域（例えばヒンジ領

域）と広い領域の間隔。1 種類のみの場合は，「狭い箇所」欄に記載

する。位置；3は狭い領域の長さと位置が分かる情報を記載。 

4) 種類  補強筋の種類。例えば SD295など 

5) 5‐1)～5‐4)有効本数  幅方向とせい方向の補強筋（中子筋を含む）の足の数（図 6.1.1(a)）。

3)で記載した狭い箇所と広い箇所がある場合は，それぞれ記載し，部

材長において補強筋が等間隔の場合は，「狭い箇所」欄にのみ記載す

る。 

6) 1，2外周補強筋間距離  外周補強筋の中心間距離（図 6.1.1(b)）。 

 

                    

(a) 補強筋の足の数   (b) 外周補強筋の中心間距離 

図 6.1.1  柱せん断補強筋 

 

7) 1，2有効横支持長さ  はば方向およびせい方向に対して，各主筋間最短距離の最大値（図 6.1.2

の Ci 参照）。下図で横方向から載荷する場合，図 6.1.2 中の Ci がせい

方向の長さとなる。 

 

図 6.1.2  有効横支持長さ 
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8) 定着性状  1 は定着性状を示す。例えば，フックの有無，重ね継手，溶接，その

他（機械式継手など）。フック形状；2 はフックがある場合はフック

角度で例えば，90や 135度。継手長さ；重ね継手を選択した場合の継

手長さ。 

 

206－そで壁縦筋 

a. 圧縮側そで壁 

b.引張側そで壁 

そで壁縦筋に複数の材料を使用している場合は，材料情報と対応する(2)以降の箇所に記載す

る。「a. 圧縮側そで壁(1)」 および「b.引張側袖壁(1)」は，一般部縦筋の仕様を記載する。

「a. 圧縮側そで壁(2)」 および「b.引張側袖壁(2)」は，端部縦筋の仕様を記載する。 

1) 本数 全壁縦筋本数を記入する。 

2) 呼び名 鉄筋の形状と径を表わす記号を記入する。例えば，D19 やφ9，#4 な

ど。 

3) 間隔 壁縦筋の配筋間隔を記入する。 

4) 形式 配筋形式（シングル，ダブル，千鳥）を記入する。 

5) 種類 鉄筋の種類を記入する。例えば SD345 など。 

6) 鉄筋深さ 柱側から順に，柱から最も近い及び縦筋及び最も遠い縦筋の，柱圧縮

縁（引張側そで壁の場合引張縁）からの距離を記入する。 

 

207－そで壁横筋 

a.圧縮側そで壁 

b.引張側そで壁 

1)呼び名 鉄筋の形状と径を表わす記号を記入する。例えば，D19 やφ9，#4 な

ど。 

2)間隔 壁縦筋の配筋間隔を記入する。 

3)形式 配筋形式（シングル，ダブル，千鳥）を記入する。 

4)種類 鉄筋の種類を記入する。例えば SD345 など。 

5)柱定着 そで壁横筋の柱への定着方法を記入する。例えば通し配筋，何 mm 直

線定着など。 

 

6.1.3 加力・計測情報 

301‐加力情報 

1) 加力形式  部材の加力形式を示す（図 6.1.3 参照）。例えば，片持ちや両端固定（建

研式，大野式），その他（ダブルエンド式など） 
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図 6.1.3  加力形式 

 

2) 加力方向  部材が水平に加力される方向を示す。例えば，一方向，二方向，斜め

45度など 

3) 載荷履歴  加力載荷の履歴を示す。例えば，単調片押し，繰り返し，ランダムな

ど 

4) 軸力の種類  作用させる軸力の種類を示す。一定軸力または変動軸力を選択する。 

5) 1，2軸力  部材に作用させる軸力の値を示す。一定軸力の場合は，変動軸力の欄

は「‐」と記載する。変動軸力の場合は，下限値と上限値（例えば‐300~400

など）を記載する。 

6) 軸力の作用位置  作用させる軸力の位置を示す。例えば，偏心が無く部材断面に作用し

ている場合は「中心」，偏心して作用している場合は「偏心」を選択

する。 

7) 鉛直ｼﾞｬｯｷと取付き方  鉛直ジャッキが部材にどのように取り付けられているかを示す。例え

ば，ピン支持，ローラー支持，その他など。また当該鉛直ジャッキの

導入軸力の種類（図 6.1.4 参照）を記載する。 

 

 

（a）圧縮時にジャッキが縮む場合      （b）圧縮時にジャッキが伸びる場合 

図 6.1.4  鉛直ジャッキの軸力種類（試験体に圧縮軸力を作用させる場合） 

 



第 6 章 袖壁付き柱部材 
 

6-8 

8) シアスパン  反曲点位置から部材端部までの長さの内，最大の長さ。反曲点高さを

ジャッキにより制御している場合はその高さ（長い方）を記載する。

またジャッキにより制御していない場合で建研式加力を行っている場

合は，クリアスパンの半分の長さを記載する。それ以外は「‐」と記載

する。 

9) 備考 

 

302‐計測情報 

1) 部材応力の計測方法  部材が負担している応力（せん断力，軸力）の計測方法について示す。

ジャッキの荷重をロードセルで計測している値が示されている場合は

「間接」，部材の応力をロードセルなどで直接計測している場合は「直

接」を選択し，不明の場合「‐」と記載する。 

2) 部材変位の計測方法  加力により生じる部材の変位の計測方法について示す。部材角や軸方

向変位を算定するためのデータが直接計測されている場合は「直接」，

計測データを用いて上記変位の算定する必要がある場合は，「間接」

を選択し，不明の場合「‐」と記載する。 

 

6.1.4 実験データ情報 

401‐データ特性情報 

1) 水平応力データの有無     水平応力データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙面上

の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包

絡線上のデータ，または全データかを示す。柱の場合は，それらの

データを用いてせん断力を算定する場合に，P‐Δ（ジャッキによる分

を含む）の補正の必要があるかどうかを示す。補正が必要であり，

文献内の情報から可能である場合，「必要（可）」，補正が必要だ

が文献内の情報からできない場合，「必要（不可）」を選択する。 

2) 備考  上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

3) 水平変形データの有無     水平変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙面上

の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡

線上のデータ，または全データかを示す。部材の水平変形として使用

するために，補正の必要性の有無について示す。 

4) 備考  上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

5) 鉛直変形データの有無     鉛直変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙面上

の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡

線上のデータ，または全データかを示す。部材の鉛直変形として使用

するために，補正の必要性の有無について示す。 

6) 備考  上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

7) 分離変形データの有無  分離された水平変形データについての情報を示す。アナログデータ（論

文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それ
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らが包絡線上のデータ，または全データかを示す。部材の分離された

水平変形として使用するために，補正の必要性の有無について示す。 

8) 備考  上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

 

402‐剛性情報   

1) 第 1折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる初期剛性の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2) 第 2折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の割線剛性

の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3) 第 2 折れ点後（正勾配）実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点以降の正勾

配を接線剛性の値で示す。なお，脆性部材の場合は「‐」と表記。正負

交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

4) 耐力低下（負勾配）  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる耐力低下時の負勾配を

接線剛性の値で示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

 

403‐強度情報 

1)第 1折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 1 折れ点の強度の値

を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2)第 2折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の強度の値

を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3)第 3折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 3 折れ点の強度（最

大耐力）の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

404‐変形情報 

1)第 1折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 1 折れ点の変形の値

を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2)第 2折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の変形の値

を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3)第 3折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 3 折れ点の変形（最

大耐力時の変形）の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示

す。 

4)第 4折れ点  実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 4 折れ点の変形の値

を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

405‐減衰情報 

1) ポテンシャルエネルギー  各変形角におけるポテンシャルエネルギーを示す。 

2) 履歴吸収エネルギー  各変形角における履歴吸収エネルギー量を示す。 

3) 等価粘性減衰定数  各変形角における記載されている等価粘性減衰定数を示す。 

 

406‐破壊モード 

1) 実験時破壊モード  実験で得られている破壊モード。正負交番載荷の場合は，正負の値を
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示す。 

2) 計算時破壊モード  文献中で計算された最小の終局強度を破壊モードとする。正負非対称

の部材の場合は，正負の値を示す。 

 

407‐損傷状態情報（ひび割れや鉄筋降伏，圧縮破壊，主筋座屈などの損傷状態を示す情報） 

1) 曲げひび割れ  実験で得られている曲げひび割れ時の荷重と変形の値。正負交番載荷

の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

2) せん断ひび割れ  実験で得られているせん断ひび割れ時の荷重と変形の値。正負交番載

荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

3) 主筋降伏  実験で得られている最初に主筋が降伏した時の荷重と変形の値。正負

交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

4) せん断補強筋降伏  実験で得られている最初にせん断補強筋が降伏した時の荷重と変形の

値。正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

5) そで壁縦筋降伏  実験で得られている最初にそで壁縦筋が降伏した時の荷重と変形の値。

正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

6) そで壁横筋降伏  実験で得られている最初にそで壁横筋が降伏した時の荷重と変形の値。

正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

7) 被りコンクリート剥落  実験で得られているかぶりコンクリートが剥落した時の荷重と変形の

値。正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

8) 最大耐力  実験で得られている最大耐力に達した時の荷重と変形の値。正負交番

載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

9) 主筋座屈  実験で得られている最初に主筋が座屈した時の荷重と変形の値。正負

交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

10) 軸崩壊  実験で得られている軸崩壊に達したまたはそう見なされる時の荷重と

変形の値。正負交番載荷の場合は，正負の値を上段と下段に示す。 

11) 備考 

12) ひび割れ情報  ひび割れ図の有無，ある場合はそのデータの保存を行い，そのファイ

ル名称を記載。またひび割れが計測されている部材角を記載する。 

13) その他の損傷情報  ひび割れ幅や長さなど，さらに詳細な情報を計測の有無について記

載。 

14) 備考 

 

408‐デジタルデータ 

1) ファイル名；デジタルデータをテキスト形式で保存。そのファイル名称を記載。 

 

6.1.5 データの信頼度指標 

上記の各項目のデータの信頼度指標として，以下の指標を記入する。 

(A) 値が論文中に明記されているデータ。 

(B) 以下の内容に類似するものは B 評価とする。また，その理由を備考欄に記載する。 
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・アナログデータを計測することで得られるデータ。（例：論文中の断面図を計測し有効せ

い等を計算する） 

・論文中の計算値から推測したデータ。（例：曲げ強度計算値から有効せい等を推測する） 

・論文中のデータが関連論文の値と異なっている。（データベースには主たる論文による

値を入力している。） 

・明らかに論文中の値（または単位）が間違っているため，修正して入力したデータ。（例：

柱スパンの長さが 1.5(mm)という記載がされていた場合，1.5(m)に修正する。） 
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6.2 収集データの特性 

6.2.1 対象とした論文 

 表 6.2.1 に「6.5 節 評価式とのその精度」の検討に使用した論文の数を示す。今回，調査対象

とした主論文は，「日本建築学会 構造系論文集」，「日本建築学会 構造工学論文集」，「日本コン

クリート工学会 年次大会論文集」，「日本コンクリート工学会 コンクリート工学論文集」の４

論文である。また，上記４論文の検討に際して，データや情報等が不足する場合には，それらを

補完する意味で，その他の論文（日本建築学会大会 学術講演梗概集，支部研究報告集，報告書

等）も一部，検討に含めている。検討に使用した論文は合計 53 論文であり，論文の年代は 1973

年から 2013 年の範囲である。なお，詳細は，6.8 節の試験体の引用文献に示しているので，そこ

を参照して頂きたい。 

なお，袖壁付き RC 柱試験体のデータの収集作業は，以下の方針に順じて行なった。データベ

ース化を図った論文は，「日本建築学会 構造系論文集」，「日本建築学会 構造工学論文集」，「日

本コンクリート工学会 年次大会論文集」，「日本コンクリート工学会 コンクリート工学論文集」

の４論文である。ただし，データや情報等が不足する場合には，その他の論文（日本建築学会大

会 学術講演梗概集，支部研究報告集，報告書等）を用いて補完した。 

また，本研究では，国交省建築基準整備促進事業で実施された研究のうち，課題7番「鉄筋コン

クリート造の変断面部材の構造特性評価に関する実験」（事業主体：東京大学，横浜国立大学，

福井大学），課題9番「鉄筋コンクリート造の耐力壁架構の条件設定に関する実験」（事業主体：

名古屋大学，名古屋工業大学，豊橋技術科学大学，矢作建設工業），課題39「鉄筋コンクリート

造連層耐力壁の構造詳細と部材種別に係る基準の整備に資する検討」（事業主体：東京工業大学，

東京大学，名古屋工業大学，京都大学，大阪大学）を実施した各研究機関に，実験の報告書なら

びにデジタルデータを御提供頂き，詳細な検証を行った。関係各位に厚くお礼申し上げます。 

 

＜袖壁付き RC 柱試験体のデータベース収集方針＞ 

・ 袖壁付き RC 柱部材の形状寸法，配筋位置，材料の仕様および実験結果を示している有用な

論文をデータベース化する。ただし，解析的な論文は対象外とする。また，直交壁が取り付

いた袖壁付き RC 柱，構造スリット（完全スリットおよび部分スリット）のある袖壁付き RC

柱，袖壁付き SRC 柱は対象外とする。連続繊維シートにより補強された袖壁付き RC 柱試験

体，PVA 繊維補強コンクリートを使用した袖壁付き RC 柱試験体，袖壁増設による補強試験

体については検討の対象外とするが，その論文中に無補強とした袖壁付き RC 柱試験体や基

準となる袖壁付き RC 試験体が存在する場合には，それらをデータベース化の対象とする。 

・ 有開口耐震壁や二次壁の付いた架構の実験は，袖壁付き RC 柱部材単体としての構造性能を

抽出，評価することが困難なことから，収集の対象から除外する。 
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表 6.2.1 引用した論文の数（論文別） 

論文名 論文数

日本建築学会　構造系論文集 6
日本建築学会　構造工学論文集 2
日本コンクリート工学会　年次大会論文集 29
日本コンクリート工学会　コンクリート工学論文集 0

その他（日本建築学会大会　学術講演梗概集，支部研究報告集，報告書等）
＊ 16

合計 53

＊その他の論文は，上記４論文の検討時に不足した情報を補完する目的で引用した。ま
た，同一題目で，その1)，その2)などと同一年度に複数の論文が発表されている場合には，
まとめて1編と数えた。

 
 

6.2.2 収集データの特性 

 収集しデータベース化した試験体の特性値一覧を表 6.2.2 に示す。試験体の各特性値（寸法，材

料強度，配筋定数等）の頻度分布を図 6.2.1～図 6.2.15 に示す。分析に使用した試験体数は計 204

体である。204 体の断面形状の内訳は，均等袖壁付き柱：161 体，不均等袖壁付き柱：2 体，片側

袖壁付き柱：41 体である。 

 試験体の形状に関して，試験体のスケールは，おおむね 1/4～1/2 スケールの範囲に分布してお

り，1/4，1/3，1/2 のスケールを想定した試験体の実験が多く実施されている。柱断面は 300mm 角

もしくは 250mm 角程度のものが多く採用されている。袖壁厚さ比α（=袖壁厚さ／柱幅）は，0.13

～0.5 の範囲に分布しており，α=1/4，1/3 の試験体が多く実施されている。袖壁の張出し長さ比

β（=袖壁長さ／柱せい）は，0.48～9.0 の範囲に分布している。β=0.5，1.0，1.5，2.0 の袖壁長さ

の試験体で実験が多く実施されており，とくにβ=1.0 の試験体が多い。βが 3 以上と比較的長い

ものは，そのほとんどが片側袖壁付き柱である。せん断スパン比 M/（Q･de）は 0.26～3.47 の範囲

に分布する。その中でも，M/（Q･de）=0.5～2.0 の範囲の試験体が多い。ここに，de は袖壁を含

めた有効せいであり，柱の引張鉄筋の中心から圧縮側袖壁の最外縁までの距離とした。なお，片

側袖壁付き柱の有効せい de は，袖壁が圧縮される側の有効せいを採用して算出した。 

次に，試験体に使用された材料強度について概観する。コンクリート強度σBは，7.0～47.3N/mm2

の範囲に分布する。高強度コンクリートの使用は，梁や柱に比較して実績が無い状況であり，今

後の課題と言える。また，強度が低いものは耐震診断や耐震補強を目的とした試験体であり，既

存不適格の袖壁付き柱を想定したものである。柱主筋の降伏点強度σy の使用範囲は，300～729 

N/mm2 である。一部，せん断破壊を先行させる目的で，700 N/mm2 程度の高強度鉄筋が使用され

た特殊な例はあるが，一般的な使用範囲は 300～550 N/mm2程度の範囲である。主筋の節形状は，

主に異形棒鋼が使用されているが，1970 年代の研究や耐震診断，耐震補強を目的とした試験体で

は丸鋼を使用されるケースが見られる。このことは，帯筋，壁筋にも同様のことが言える。帯筋

の降伏点強度σwy の使用範囲は，175～930N/mm2 である。高強度鉄筋が使用された例は極一部で

あり，今後の課題と言える。袖壁横筋および袖壁縦筋（ここでは，袖壁端部縦筋を除く，一般部

分の袖壁縦筋を意味する。）の降伏点強度σshy，σsvyの使用範囲は，両者ともに 215～930 N/mm2

である。一般部の袖壁横筋と縦筋は，同一仕様のものを用いて試験体を製作するケースが多く，

そのことが要因と考えられる。 

 続いて，配筋定数等について概観する。柱の引張鉄筋比 pt（=at/（B･D））の仕様範囲は 0.34



第 6 章 袖壁付き柱部材 
 

6-14 

～1.59%である。使用範囲がもっとも多いのは pt=0.5%前後および 0.9%前後の範囲である。帯筋

比 pw の使用範囲は 0.0～0.95%であり，使用範囲が最も多い範囲は 0.2～0.3%である。pw=0.0%

の試験体は，参考とした腰壁・垂れ壁付き梁の試験体であり，純粋な袖壁付き柱の使用範囲は

pw=0.05～0.95%である。また，pw=0.2%未満の試験体は，既存不適格の柱を袖壁の増設により補

強した試験体の比較用として計画された袖壁付き柱試験体，もしくは既存不適格の袖壁付き柱を

連続繊維シートにより補強した試験体の比較用として計画された無補強の袖壁付き柱試験体であ

る。袖壁横筋比 pshの使用範囲は 0.0～3.98%であり，最も多い使用範囲は 0.5%前後である。なお， 

psh=0.0%は帯筋と同様に，参考とした腰壁・垂れ壁付き梁の試験体であり，純粋な袖壁付き柱の

使用範囲は psh=0.10～3.98%である。一般部の袖壁縦筋比 psvの使用範囲は 0.11～1.90%であり，

最も多い使用範囲は 0.5%前後である。次に，袖壁横筋比／袖壁縦筋比の割合であるが，

psh/psv=0.0~6.74 の範囲にあり，psh/psv=1.0 で設計されている試験体が比較的多い状況である。こ

れは壁縦筋，横筋が同一のピッチで配筋されることが多いことを意味している。最後に軸力比 n

（=N/（B･D･σB））であるが，使用範囲は n=-0.08～0.49 であり，最も多い使用範囲は 0.15 前後

である。その中には，変動軸力を加えている試験体が 5 体ほど含まれており，そのうち 3 体は引

張軸力も加えられている。 

 
表 6.2.2 収集した試験体の特性値一覧 

平均値 単位

試験体形状 試験体スケール（柱せいD=600mmを基準） 0.10 ～ 0.67 0.39

袖壁厚さ比：α=袖壁厚さ/柱幅 0.13 ～ 0.50 0.31
袖壁の張出し長さ比：β=袖壁長さ/柱せい 0.48 ～ 9.00 1.35

せん断スパン比：M/(Q･de) 0.26 ～ 3.47 1.23

材料強度 コンクリート圧縮強度：σB 7.0 ～ 47.3 26.2 N/mm
2

柱主筋降伏点強度：σy 300 ～ 729 393 N/mm
2

柱帯筋降伏点強度：σwy 175 ～ 930 328 N/mm
2

袖壁横筋降伏点強度：σshy 215 ～ 930 348 N/mm
2

袖壁縦筋降伏点強度：σsvy 215 ～ 930 371 N/mm
2

配筋定数等 引張鉄筋比：pt=at/(B･D)×100 0.34 ～ 1.59 0.70 %

帯筋比：pw 0
*

～ 0.95 0.35

（0.05～0.95）
**

(0.35)
**

袖壁横筋比：psh 0
*

～ 3.98 0.79

（0.10～3.98）
**

(0.82)
**

袖壁縦筋比：psv 0.11 ～ 1.90 0.38 %

袖壁横筋比／袖壁縦筋比：psh／psv 0.00 ～ 6.74 1.62

軸力比：n=N/（B･D･σB） -0.08 ～ 0.49 0.15

(0.17)
**

＊＊（　　　）内の数値は、腰壁・垂れ壁付き梁を除いた場合の数値である。

項目 使用データの範囲

＊帯筋比：pw，袖壁横筋比：pshが ”0”の試験体は，あばら筋および腰壁・垂れ壁の横筋比が”0”

   の腰壁・垂れ壁付き梁試験体である。

%

%
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図 6.2.1 試験体のスケール        図 6.2.2 袖壁厚さ比：α=袖壁厚さ／柱幅 
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6.3 収集データの信頼度分析 

 本研究で収集した 204 体の試験体データについて，その信頼度について以下に記述する。 

 

（1）  基本情報について 

 袖壁付き柱部材は，その断面形状により評価式の取扱いに留意する必要がある。そのため，

「101-IP 情報 4)部材名称」では，その断面形状を３つに分類することとした。 

①柱の両側に袖壁が均等に配置された袖壁付き柱の場合は，「均等袖壁付き柱」と記述する。 

②柱の両側に袖壁が不均等に配置された袖壁付き柱の場合は，「不均等袖壁付き柱」と記述する。 

③柱の片側に袖壁が配置された袖壁付き柱の場合は，「片側袖壁付き柱」と記述する。 

 

（2）  試験体情報について 

・試験体のスケール スケールに関しては，ほとんどの文献で記述が無い状況である。そ

のため，記述が無いものに関しては，柱断面 B×D=600×600mm を

基準にして記述することとした。 

・コンクリート打設方向 ほとんどの文献で記述が無い状況である。 

・コンクリート材料 圧縮強度については全ての試験体で記述されていた。ただし，圧縮

強度時のひずみ度や引張強度，ヤング係数については半数近くの試

験体で記述が無かった。 

・鉄筋材料 各鉄筋の降伏点強度，引張強度，ヤング係数などの記述は比較的多

いものの，降伏時のひずみ度の記述は，ほとんど無い状況である。

また，鉄筋のグレード（例：SD345 など）の情報の記述は無いこと

が多い。 

・断面情報 試験体の断面情報として，鉄筋位置の詳細な情報が極めて乏しい。

そのためデータベースに記載する有効せい，被り厚さ，コア断面積

などの記述は極めて困難である。また，今後，各評価式による計算

値と実験値とを比較するためのサンプル数を増やすためには，それ

らの寸法を図面または文献に示された計算値等から推察する必要が

ある。 

 

（3）  加力計測情報について 

・加力形式 加力形式は，ほとんどの論文で記述されている。一方，部材変位の

計測方法は，文献中にほとんど示されておらず，「302-計測情報 2)

部材変位の計測方法」の記入は，そのほとんどが不明である。 
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（4）  実験データ情報について 

・荷重変形関係 荷重変形関係のデータは，論文中に示された包絡線または荷重変形

関係の図のみである。いわゆる，アナログデータである。ただし，

建築基準整備促進補助金事業 課題 9[6-13] [6-15]および課題 39[6-17]で

実施された試験体および福井大学が母体となっている筆者らの研究

[6-14]はデジタルデータに基づいている。 

・剛性情報，強度情報，変位情報 

（折れ点）  各折れ点の定義が定まっていない状況もあり，ほとんどの文献に

おいて各折れ点を評価していない。剛性の情報は，文献中に示され

ている弾性剛性のみを入力した。ただし，弾性剛性の実験結果の記

述は極めて少ない。また，弾性剛性の算出方法も定まっていない状

況であり，その算出方法はまちまちであると推察される。また，試

験機の剛性や治具の剛性の影響も少なからず受けていることの懸念

もあり，精査する必要がある。強度情報および変形情報は，第１折

れ点を曲げひび割れ発生の点，第２折れ点をせん断ひび割れ発生の

点，第３折れ点を最大耐力の点と定義し，文献中に示されている曲

げひび割れ，せん断ひび割れ，最大耐力の荷重および変位を記載し

た。しかしながら，最大耐力時の荷重および変位の記載は多いもの

の，曲げひび割れおよびせん断ひび割れの荷重および変位の情報は

それに比較して少ない状況である。 

・実験時破壊モード 袖壁付き柱部材の破壊モードは，文献ごとに記述が異なる。そのた

め，データベース上では，文献に示されている記述内容をそのまま

入力した。 

・損傷情報 各文献に示されている各鉄筋の降伏時，ひび割れ発生時，最大耐力

時の荷重と変形の値をそのまま入力した。また，各文献では，最大

耐力に関する検討が多く，最大耐力の数値の記述はあるものの，ひ

びわれ時や降伏時のデータは極めて少ない状況である。 

 

全体の総括として，配筋の詳細な位置情報は，ほとんどの文献で欠落している状況である。ま

た，終局耐力については，多くの文献で記述がなされているものの，剛性，ひび割れ強度，降伏

耐力等の記載は極めて少ない状況である。また，部材のモデル化を含めて第１折れ点，第２折れ

点，第３折れ点の定義を明確に設定する必要がある。 



第 6 章 袖壁付き柱部材 
 

6-20 

6.4 実験値の定義 

本節では，検討する袖壁付き RC 柱の耐震性能項目を示すとともに，その実験値の定義を行う。

検討する耐震性能の項目は，①弾性剛性 wSe，②短期許容せん断力 QA時の損傷状況，③曲げひび

割れ強度 wQmc，④せん断ひび割れ強度 wQsc，⑤降伏点剛性低下率αy，⑥曲げ終局強度 wQmu，⑦

せん断終局強度 wQsu，⑧限界変形角 Ruの８項目である。 

 

6.4.1 弾性剛性 

水平荷重－水平変形関係における弾性剛性であり，論文中に記載されている値を採用した。た

だし，建築基準整備促進補助金事業 課題 9[6-13] [6-15]および課題 39[6-17]で実施された試験体は，

曲げひび割れまたはせん断ひび割れ発生 1Step 前のデータと軸力導入完了時のデータを結んだ剛

性を弾性剛性と定義した。ただし，正側の第一サイクルで曲げひび割れ，せん断ひび割れがが発

生しなかった場合には，正側第一サイクルのピーク時のデータと軸力導入完了時のデータを結ん

だ剛性を弾性剛性と定義した。 

 

6.4.2 短期許容せん断力 

RC 規準[6-2]で示された短期許容せん断力時の損傷状況写真を示し，その傾向について言及する

ものでる。          
 

6.4.3 ひび割れ強度（曲げおよびせん断） 

曲げひび割れ強度，せん断ひび割れ強度実験値は，論文中に記載されている値を採用した。 

 

6.4.4 降伏点剛性低下率 

剛性低下率実験値は，図 6.4.1 に示すように最大耐力の 80%の点を降伏点と見なし，その時の

剛性を曲げ変形，せん断変形（せん断形状係数κはエネルギー法を採用）を考慮した弾性剛性計

算値で除した値とした。 

 

図 6.4.1 剛性低下率実験値の算出方法 

 

6.4.5 終局強度（曲げおよびせん断） 

曲げ終局強度，せん断終局強度実験値は，論文中に記載されている値を採用した。いわゆる最

eQmu 

0.8･eQmu 

eRy 部材角 R 

せん断力:Q 

降伏点

eSy 
降伏時剛性
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大耐力を意味するものである。曲げ終局耐力とせん断終局耐力の判別は，文献中にその事項が明

確に示されている場合には論文の内容をそのまま採用した。一方，論文中に明確に示されていな

い場合には，論文中に示された破壊モード，計算値等の情報から曲げ終局耐力，せん断終局耐力

かを判定，区別した。 

 

6.4.6 限界変形角 

限界変形角実験値は，最大耐力以降の耐力が最大耐力の 80%に低下した点の変形角と定義した。

その値が文献中に示されているものは，その値を採用した。また，デジタルデータが存在する建

築基準整備促進補助金事業 課題 9 [6-15]および課題 39[6-17]の片側袖壁付き柱試験体は，図 6.4.2

に示す方法により限界変形角実験値を算出した。荷重－変形曲線上に限界変形角の点が存在する

場合は，同図(a)に示すように 0.8eQmu（ここに，eQmu：曲げ終局耐力実験値）の耐力と荷重－

変形曲線が交わる点の変形角を限界変形角実験値と定めた。一方，荷重－変形曲線上に限界変形

角の点が存在しない場合は，同図(b)に示すように限界変形角が存在するであろう前後のサイクル

の最大耐力の点同士を線で結び，その線が 0.8eQmu と交わる点の変形角を限界変形角実験値と定

めた。建築基準整備促進補助金事業 課題 7 [6-16]の曲げ破壊した均等袖壁付き柱試験体は，荷重

－変形曲線の図をデジタル化し，上記で説明した図 6.4.2 に示す方法により限界変形角実験値を

算出した。 

 

 

（a）荷重－変形曲線上に限界変形角の点が （b）荷重－変形曲線上に限界変形角の点が 

存在する場合                    存在しない場合 

図 6.4.2 限界部材角実験値の算出方法 
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6.5 評価式とその精度 

本節では，本研究で作成したデータベースを用いて袖壁付き RC 柱の耐震性能評価を行う。本

部材の耐震性能評価項目は，弾性剛性，短期許容せん断力時の損傷状況，ひび割れ強度（曲げお

よびせん断），降伏点剛性低下率，終局強度（曲げおよびせん断），限界変形角，せん断力(Q)と変

形角(R)スケルトンモデルの実験値と計算値の比較の計７項目である。検討に使用した評価式は，

技術基準解説書[6-1]，RC 規準[6-2]，文献[6-7][6-8][6-9][6-16]に示された評価式である。表 6.5.1 に検討に

使用した各評価式の出典先および式番号を示しておく。 

 

表 6.5.1 検討項目一覧 

耐震性能評価項目 評価式の式番号 検討に使用した評価式の出典先 

弾性剛性 式(6.5.1)～(6.5.8)  弾性理論による曲げ変形とせん断変形を考慮

した評価式。せん断変形を算出する際のせん断

形状係数κは応力度法，エネルギー法を使用。

また，袖壁断面を等価な断面二次モーメントと

なる矩形断面に置換し，せん断形状係数κ=1.2
を採用して算出する方法の３種類について検

討。詳細は参考文献[6-3]を参照。 
短期許容せん断力時

の損傷状況 
式(6.5.9) 2010 年版 鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説[6-2]「19 条 壁部材の算定」の短期許容

せん断力式により評価。 
曲げひび割れ強度 式(6.5.10) ～(6.5.11) 2007 年版 技術基準解説書[6-1]付録 1-3 (5)そ

で袖付き柱等 ④ひび割れ強度 a)曲げ 式

（付 1.3-1）により評価。 
せん断ひび割れ強度 式(6.5.12) 2007 年版 技術基準解説書[6-1]付録 1-3 (5)そ

で袖付き柱等 ④ひび割れ強度 b)せん断

式（付 1.3-42）により評価。 
降伏点剛性低下率 式(6.5.13)～(6.5.15) 2010 年版 鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説[6-2]付 10. 5.剛性低下率の式により評

価。詳細は参考文献[6-4]，[6-5]を参照。 
曲げ終局強度１ 式(6.5.16)，式(6.5.17) 2007 年版 技術基準解説書[6-1]付録 1-3 (5)そ

で袖付き柱等 ⑥終局強度 a)曲げ 式（付

1.3-43）の曲げ略算式により評価。 
曲げ終局強度２ 式(6.5.16)，式(6.5.18) 参考文献[6-7]，[6-8]の曲げ理論に基づいた評価

式により評価。 

せん断終局強度１ 式(6.5.19) 2007 年版 技術基準解説書[6-1]付録 1-3 (5)そ
で袖付き柱等 ⑥終局強度 b)せん断 式（付

1.3-44）の式により評価。 

せん断終局強度２ 式(6.5.20)～(6.5.22) 参考文献[6-16]の提案式（分割累加式）により

評価。 

限界変形角 式(6.5.23) 参考文献[6-8]，[6-9]の提案式により評価。 

 

以下，袖壁付き RC 柱の各検討項目に使用する評価式について解説する。同時に，その評価式

による計算値と実験値との比較を行い，その検討結果および留意点等について述べる。 
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6.5.1 弾性剛性 

 本節では，弾性剛性の計算値と実験値との比較を行い，その精度について検証を行うと同時に，

本評価式の留意点について述べる。弾性剛性の計算値は，曲げ変形とせん断変形を考慮したもで

ある。参考までに，逆対象モーメントを作用させた場合の評価式を式（6.5.1）に示しておく。ただ

し，片持ち形式の加力や付加モーメントを加える加力の場合には，下式と異なるので注意をして

頂きたい。なお，本評価では，それぞれの加力方法に応じた式により評価を行っている。弾性剛

性評価式中の断面二次モーメント（I0），せん断有効断面積（A）およびせん断形状係数（κ）は，

断面内の鉄筋を無視して計算を行い，コンクリートの弾性係数（Ec）は，式（6.5.3）による学会規

準式[6-2]を採用した。 

 

■弾性剛性評価式■ 

wSe=Q/（δe/h0）=1/{h02/(12Ec･I0)+κ/(G･A)}    （6.5.1） 

 

ここに，h0：内法高さ Ec：コンクリートの弾性係数 I0：中立軸回りの断面二次モーメント 

κ：せん断形状係数 G：せん断剛性 A：せん断有効断面積 Q：せん断力 

δe：弾性変形 

ただし， 

AG
hQ

IE12
hQ

se 0

0c

3
0

B
･

･κ･

･

･
δδδ    （6.5.2） 

)N/mm(
6024

E 2B

2

c

3
1

33500 
















σγ
  （6.5.3） 
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     （6.5.5） 

 
ここに，δB：曲げ変形 δS：せん断変形 ν：コンクリートのポアソン比（=0.2） 

γ：コンクリートの単位容積重量（RC 規準式[6-2]） σB：コンクリートの圧縮強度 

B：柱幅 D：柱せい α：袖壁厚さ比（=t/B）  

β：袖壁張出し長さ比（図 6.5.1 参照） t：袖壁厚さ 
 

 

β･D β･DD 

ｔ= 

α･B

lw 

B 

 
図 6.5.1 袖壁付き RC 柱の記号 

 
なお，断面形状が複雑な袖壁付き RC 柱では，弾性剛性計算に用いる諸定数の決め方（例えば，

せん断形状係数κなど）などには，様々な手法があり，留意すべき点もあると考えられる。ここ
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では，参考文献[6-3]に示さた以下の３種類の方法により弾性剛性の計算を行い検討・評価を行う。

なお，以下に示すせん断形状係数κの評価式は，袖壁が柱の両側に均等に配置された袖壁付き RC

柱を対象とした式である。片側のみに袖壁が配置された袖壁付き RC 柱や柱の両側に配置された

袖壁の出幅が異なる袖壁付き RC 柱の場合には評価式が異なるので文献[6-2]，[6-3]等を参考にし

て頂きたい。 

 

（ａ）弾性剛性の算出は，曲げ変形とせん断変形を考慮した式（6.5.1）により行う。評価式中のせ

ん断有効断面積（A）は，袖壁付き RC 柱の全断面積を使用し，せん断形状係数（κ）は，

下式（6.5.6）による断面内のせん断応力度に基づく方法（以下，応力度法と呼ぶ。）により算

出する。 

   

   －αβα

αβααβ

τ

τ
κ

121

1
4
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2

1
216

3

2

m

max





















 

    （6.5.6） 

（ｂ）弾性剛性の算出は，曲げ変形とせん断変形を考慮した式（6.5.1）により行う。評価式中のせ

ん断有効断面積（A）は，袖壁付き RC 柱の全断面積を使用し，せん断形状係数（κ）は，

“断面内のせん断応力度の分布とそれに比例して生じるせん断ひずみ（せん断変形角）から

定まるひずみエネルギー”と“線材としてモデル化した部材のせん断変形によるひずみエ

ネルギー”が等しいとして導出される下式（6.5.7）によるせん断ひずみエネルギーに基づく

方法（以下，エネルギー法と呼ぶ。）により算出する。 
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                （6.5.7） 

（ｃ）弾性剛性の算出は，曲げ変形とせん断変形を考慮した式（6.5.1）により行う。評価式中のせ

ん断有効断面積（A）は，袖壁付き RC 柱の全せいと等しくし，かつ，断面二次モーメント

（鉄筋の影響は無視）が等しくなるような等価長方形断面を想定して導いた下式（6.5.8）に

より行う。なお，せん断形状係数は，長方形断面部材のせん断形状係数κ=1.2（エネルギ

ー法）により算出する。以下，置換断面法と呼ぶ。 

   
 

BD
21

121
lBAA

2

3

wee
β

－αβα
･




     （6.5.8） 

 

ここに，κ：せん断形状係数 α：袖壁厚さ比（=t/B） β：袖壁張出し長さ比（図 6.5.1） 

A：せん断有効断面積 I0：中立軸回りの断面二次モーメント 

S(y)：中立軸から距離 y 以下の断面の中立軸に関する断面一次モーメント 

yt：中立軸から断面下端縁までの距離 yc：中立軸から断面上端縁までの距離 

z：中立軸から距離 y における断面の幅 B：柱幅 D：柱せい 

Ae：袖壁付き RC 柱の全せいと等しくし，かつ，断面二次モーメント（鉄筋の影響は無
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視）が等しくなるような等価長方形断面の断面積（= Be･lw） 

Be：袖壁付き RC 柱の全せいと等しくし，かつ，断面二次モーメント（鉄筋の影響は無

視）が等しくなるような等価長方形断面の幅 

lw：袖壁付き RC 柱の全せい τmax：最大せん断応力度 τm：平均せん断応力度 

 

図 6.5.2 および図 6.5.3 に均等袖壁付き柱および片側袖壁付き柱のせん断形状係数κと袖壁厚さ

比αおよび袖壁張出し長さ比βとの関係を示す。図 6.5.2 および図 6.5.3 の左の図はαを 0.32 に固

定し，βを変動させたものである。右の図はβを 1.5 に固定し，αを変動させたものである。赤

線が応力度法を，青線がエネルギー法を示す。同図より，応力度法の値とエネルギー法で算出さ

れる値は大きく異なることに注意を払う必要がある。また，図 6.5.3 に示した片側袖壁付き柱の場

合や両側不均等袖壁付き柱の非対称断面では，同図中の赤線で示した応力度法によるκは，不連

続な線となり，その扱いに注意を払う必要がある。とくに，大久保は文献[6-3]の中に以下の内容

のことを論文中に記述しているので紹介しておく。 

「κは応力度法で求めると，エネルギー法に比べて比較的簡単な式で計算できるが壁の厚さお

よび高さ（袖壁の場合は，袖壁長さを意味する。）の影響が大きく，非対称断面では不連続点が生

じ困難な問題が起こる。剛性計算に際しκの値としていずれの方法によって求めた値を用いるべ

きかは，材に作用する荷重と変形条件（材端での拘束状況）をもとにして論ずるべき問題であり，

逆対称荷重を受ける材で材端が固定の場合には初等理論による応力度の考え方では説明がつかず，

歪エネルギーを基にして考えるべきであろう。」 

表 6.5.2 に弾性剛性評価式の予測精度を，図 6.5.4 に弾性剛性の実験値と計算値との比較を示す。

検証に用いた実験データは，既往の実験データ[6-A2][6-A3][6-A11][6-A15][6-A18][6-A21][6-A24][6-A29][6-A33][6-A36] 

[6-A38][6-A41][6-A42][6-A45][6-A48][6-A55][6-A59][6-11][6-13][6-15]である。検討に使用した袖壁の断面は，均等袖壁

付き柱，不均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱のデータであり，一部，腰壁・垂れ壁が梁の上下に

均等に配置された腰壁・垂れ壁付き RC 梁も使用した。 

表 6.5.2 および図 6.5.4 より，応力度法による弾性剛性計算値と実験値の比較では，比較値（=実

験値／計算値）は 0.12～1.67，比較値の平均値：X=0.65，変動係数：CV=46.6%となり，計算値

の剛性が実験値に比べて高く，ばらつきが大きい傾向にある。次に，エネルギー法による比較で

は，比較値は 0.21～2.05，平均値：X=0.79，変動係数：CV=38.9%となり，応力度法に比べてや

や精度は向上しているものの，計算値の剛性が実験値に比べて高く，ばらつきが大きい傾向にあ

る。置換断面法による比較では，比較値は 0.28～2.75，平均値：X=0.97，変動係数：CV=39.6%

となり，最も精度が良いが，ばらつきは大きいと言える。 

以上，本検討の範囲内では，置換断面法による手法がおおむね実験値と良い適合性を示してい

るが，いずれの評価方法も，データのばらつきは極めて大きいと言える。これらの要因としては，

乾燥収縮による初期欠陥の影響や試験機および治具等の剛性による影響等も少なからず考えられ

る。 

また，上記でも説明したが，非対称断面となる両側不均等袖壁付き柱や片側袖壁付き柱の場合，

応力度法によるせん断形状係数κは，不連続となる点が生じるため，急激に剛性の計算値が変化

する場合がある。そのため，歪エネルギーを基にしたエネルギー法および置換断面法により計算

されることが推奨される。 
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図 6.5.2 均等袖壁付き柱のκとαおよびβとの関係 
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図 6.5.3 片側袖壁付き柱のκとαおよびβとの関係  

 

表 6.5.2 弾性剛性の予測精度 

弾性剛性計算式 試験体数
*

比較値
**

の 標準偏差 変動係数

（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 平均値

n X σn-1 CV(%)

応力度法 95(95) 0.12 ～ 1.67 0.65 0.30 46.6
ｴﾈﾙｷﾞｰ法 95(95) 0.21 ～ 2.05 0.79 0.31 38.9

置換断面法 95(95) 0.28 ～ 2.75 0.97 0.39 39.6

＊＊：比較値＝実験値／計算値

比較値
**

の

＊：試験体数は，データを抽出した試験体の数。サンプル数は，１つの試験体から正加力，負加力
のデータがそれぞれ抽出された場合には，サンプル数としてカウントする。

の範囲
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図 6.5.4 弾性剛性の実験値と計算値との比較 
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6.5.2 短期許容せん断力 

2010 年版 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説[6-2] 「19 条 壁部材の算定」に示されて

いる下式(6.5.9)の柱付き壁の短期許容せん断力時の袖壁付き柱の損傷状況について検討する。 

 

QA=max（Q1，Q2）                       (6.5.9) 

Q1=tlfs 

Q2=ΣQw+ΣQc 

 

ただし， 

Qw=pstleft 

Qc=bj{αfs+0.5wft(pw-0.002)} 

 

ここに， 

t：壁板の厚さ 

l：柱を含む壁部材の全せい 

le：壁板の有効長さで，片側に柱がある場合 le=0.9l’ 

l’：壁板の長さ 

b：柱の幅 

j：柱の応力中心間距離（=(7/8)d または 0.8D としてよい） 

D：柱のせい 

d：柱の有効せい 

fs：コンクリートの短期許容せん断応力度 

ft：壁筋のせん断補強用短期許容引張応力度 

wft：柱帯筋のせん断補強用短期許容引張応力度 

ps：壁板のせん断補強筋比 ps=aw/(t･s) 

aw：壁板の 1 組のせん断補強筋の断面積 

 ・psが 0.006 以上の場合は ps=0.006 として計算する。 

 ・psが pwb/t 以上の場合は ps=pwb/t として計算する。 

 ・壁板の縦横の補強筋比が異なる場合，ps は横筋比を用いて計算してよいが，ps は縦筋

比の 2 倍を上限として計算する。 

pw：柱の帯筋比で，0.012 以上の場合は 0.012 として計算する。 

α：拘束効果による割増係数で，袖壁付き柱ではα=1.0 とする。 



第 6 章 袖壁付き柱部材 
 

6-28 

 引用文献[6-A41]，[6-A42]に示された袖壁付き RC 柱試験体の短期許容せん断力時のひび割れ

状況を写真 6.5.1に示す。なお，短期許容せん断力は 2010 年度版 RC 規準[6-2]「19 条 壁部材

の算定」に示された式(6.5.9)により計算されたものであり，その荷重時のひび割れ状況を示してい

る。なお，RC 規準式は Q1，Q2のうち，大きい方の耐力を採用して短期許容せん断力 QAとする

が，本試験体は，すべて Q2の耐力で決定されている。pshが低い No.3-6 の短期許容せん断力 QA

は 151.4kN であるが，その他の試験体は QA=193.3～196.5kN である。 

No.3-1，No.3-2，No.3-3，No.3-5，No.3-6は袖壁および柱の引張側端部に曲げひび割れが生じ

る程度であり，損傷は軽微であった。軸力の高いNo.3-4は，ひび割れは発生せず無損傷であった。 

 

  
No.3-1 WRC-(R2D+L2D)-42/127-1/6Fc-SS    No.3-2 WRC-(R3D+L1D)-42/127-1/6Fc-SS 

 

  
No.3-3 WRC-(R4D+L0D)-42/127-1/6Fc-SS     No.3-4 WRC-(R2D+L2D)-42/127-2/5Fc-SS 

 

  
No.3-5 EWRC-(R2D+L2D)-42/127-1/6Fc-SS    No.3-6 WRC-(R2D+L2D)-42/32-1/6Fc-SS 

写真 6.5.1 短期許容せん断力時のひび割れ状況 
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6.5.3 ひび割れ強度（曲げおよびせん断） 

(1) 曲げひびわれ強度 wQmc 

本節では，技術基準解説書[6-1]に示されている曲げひび割れ強度評価式による計算値と実験値と

の比較を行い，その精度の検証を行う。同時に，本評価式の取扱いについて，その留意点を述べ

る。曲げひび割れ強度計算値は，下式（6.5.10）により算出する。なお，同式中の曲げひび割れモー

メント（wMcr）は，式（6.5.11）により評価を行う。 

式（6.5.11）を導出するための仮定を示す。式（6.5.11）は，柱の曲げひび割れモーメントの式を準

用したものである。コンクリートの曲げひび割れ時の引張応力度（σt）を 0.56√σBと仮定し，

軸力を考慮した曲げひび割れモーメントの評価式である。袖壁付き RC の断面は，袖壁を含む全

せいを部材せいととらえて，さらに断面二次モーメント（鉄筋の影響は無視）が等価となるよう

な長方形断面に置換して導出された式である。 

 

■曲げひび割れ強度評価式■ 

wQmc=wMcr/a           （6.5.10） 

 

ここに，wMcr：曲げひび割れモーメント（式（6.5.10）） a：せん断スパン 

 ただし， 

/6lNM wBcrw ･･σ +Z56.0= +N･e    （6.5.11） 

 

ここに，σB：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） N：軸力（圧縮＋，引張－） 

lw：袖壁付き RC 柱の全せい Z：袖壁を考慮した時の断面係数 

e：構造芯（軸力の荷重位置）を基準とする断面図心の座標 

（図芯が構造芯より圧縮縁に近い時を正＋とする。） 

 

図 6.5.5 に曲げひび割れ耐力実験値と式（6.5.10）による計算値との比較を，表 6.5.3 に曲げひび割

れ強度評価式の予測精度を示す。検証に用いた実験データは，既往の実験データ

[6-A1][6-A2][6-A7][6-A8][6-A11][6-A18][6-A21][6-A22][6-A24][6-A30][6-A33][6-A36][6-A38][6-A41][6-A42][6-A44][6-A45][6-A47][6-A55][6-A5

6][6-A59][6-11][6-13][6-15]であり，曲げひび割れ耐力実験値は，文献中に示された値を使用した。検討に

使用した袖壁の断面は，両側均等袖壁付き柱，不均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱のデータであ

る。一部，腰壁・垂れ壁が梁の上下に均等に配置された腰壁・垂れ壁付き RC 梁のデータも使用

した。 

表 6.5.3 および図 6.5.5 より，比較値（=実験値／計算値）は 0.15～2.35，比較値の平均値：X=0.87，

変動係数：CV=47.2%となり，計算値の値が実験値に比べて高くなる傾向が認められると同時に，

ばらつきが非常に大きい傾向がある。これらは，曲げひび割れ発生荷重が目視から判断されるた

め，遅れて発見する傾向があることや乾燥収縮によるひび割れ等が生じていた可能性もある。そ

れらの要因を含んだデータであることを十分に認識して頂きたい。図 6.5.6 に式（6.5.10）の導出仮

定とその問題点を示す。本評価式は，袖壁を含めた柱せいを原断面のままとし，断面二次モーメ

ントが等価となるような長方形断面に置換して導出された評価式である。そのため，原断面積に

比べて，置換した断面積は小さく評価される。そのため，見掛け上の軸圧縮応力度は，原断面に
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生じる軸圧縮応力度よりも高く評価される。そのことも計算値が実験値に比べて高くなる１つの

要因と推察される。なお，2010 年度版 RC 規準[6-2] p.484 では，以上の内容を解消する評価式

として式（付 10.3）を示しているので参照して頂きたい。 

一方，軸力が生じていない腰壁・垂れ壁付き梁（同図中の○印）は，比較値 1.0 付近に分布し，

比較的良い精度で評価される。 

以上より，本評価式を用いて軸力が生じる袖壁付き柱の曲げひび割れ強度を算定するにあたっ

ては，上記に示した事項に留意して適用する必要がある。 

 

表 6.5.3 曲げひびわれ強度評価式の予測精度 

曲げひび割れ強度式 試験体数
*

比較値
**

の 標準偏差 変動係数
（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 平均値

n X σn-1 CV(%)

wQmc（式（6.5.10）） 114(162) 0.15 ～ 2.35 0.87 0.41 47.2

＊＊：比較値＝実験値／計算値

＊：試験体数は，データを抽出した試験体の数。サンプル数は，１つの試験体から正加力，負加力のデー
タがそれぞれ抽出された場合には，サンプル数としてカウントする。

の範囲

比較値
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式(6.5.10)による曲げひび割れ強度計算値:wQmc（kN）
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式(6.5.10)による曲げひび割れ強度計算値:wQmc（kN）

■曲げひび割れ強度■

実験値/計算値

=0.15～2.35（avg.0.87）

●：両側均等袖壁付きRC柱
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比較値
=1.0

 
図 6.5.5  曲げひびわれ強度の計算値と実験値との比較 
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図 6.5.6 式（6.5.10）の導出仮定とその問題点 

 

(2)せん断ひび割れ強度 wQsc 

本節では，技術基準解説書[6-1]に示されているせん断ひび割れ強度評価式による計算値と実験値

との比較を行い，その精度の検証を行う。せん断ひび割れ強度計算値は，式（6.5.12）により評価を

行う。式（6. 5.12）は，袖壁付き柱の異形断面を長方形断面に置換して，荒川式を準用し，軸力に

よる効果を付加させた評価式である。なお，不均等袖壁付き柱および片側袖壁付き柱の有効せい

deの取り方ついては，今後，議論する余地があるが，図 6.5.7 の方法により算出した。同図のよう

に袖壁を含めた全せいの中央に柱を配置し，均等袖壁付き柱のdeの算出方法と同様の扱いとした。

また，M/Q の値を算出する際に，反曲点位置が部材の内法高さの中央に位置しない場合，つまり

逆対称モーメントの分布ではない場合は，せん断スパン a=M/Q の長い方の値を採用して計算を行

った。 

 

( )
ee

e

c0
scw jb

)dM/(Q

k

150
Q ･｝

･
｛

σ

7.1+
Fc+500085.0

)+1(=     （6.5.12） 

 
ここに，kc：断面寸法による補正係数（de＞40cm のとき，0.72） 

FC：コンクリートの圧縮強度（kgf/cm2） 

袖壁付き柱の断面積

A 

置換断面積 

A’ 

置換した長方形断面 A’は，原断面積 A よりも小さくなる。そのため，

置換断面内に生じる軸圧縮応力度は，袖壁付き柱の原断面の時より

も見掛け上大きく評価される。以上の要因により，曲げひび割れ発

生モーメントの計算耐力が過大に評価される傾向にある。 

軸力 N 

軸力 N 

■式（6.5.10）の導出仮定■ 

袖壁を含めた全せいを部材

せいと捉え，断面二次モーメ

ントが等価となるような長方

形断面に置換する。 

軸圧縮応力度 

σN=N/A 

軸圧縮応力度 

σN=N/A’ 

断面 

側面 

断面 

側面 
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M/Q：M，Q はそれぞれ強度算定時における最大曲げモーメント及びせん断力 

（図 6.5.7 参照） 

be：断面積と全せいの両者を原断面と等しくした仮想長方形断面の幅（cm） 

je：応力中心間距離（=7de/8）（cm） 

σ0：軸方向応力度（軸力を全断面積で除した値）（kgf/cm2） 

de：有効せい（柱の引張鉄筋の中心から圧縮側壁の最外縁までの距離）（cm） 

  ただし，両側不均等袖壁付き柱および片側袖壁付き柱の有効せいは，袖壁を含め

た柱せいの中央に柱を配置し，均等袖壁付き柱の deと同様な扱いで算出した。（図

6.5.7 参照） 

 

図 6.5.8 にせん断ひび割れ耐力実験値と式（6.5.12）による計算値との比較を，表 6.5.4 にせん断ひ

び割れ強度評価式の予測精度を示す。検証に用いた実験データは，既往の実験データ[6-A2][6-A3][6-A4] 

[6-A6][6-A7][6-A8][6-A11][6-A18][6-A21][6-A22][6-A24][6-A30][6-A32][6-A33][6-A36][6-A38][6-A41][6-A42][6-A43][6-A44][6-A45][6-A47][6-A

55][6-A56][6-A59][6-11] [6-13][6-15]である。なお，せん断ひび割れ耐力実験値は，文献中に示された値を使

用した。検討に使用した袖壁の断面は，両側均等袖壁付き柱，不均等袖壁付き柱，片側袖壁付き

柱のデータである。一部，腰壁・垂れ壁が梁の上下に均等に配置された腰壁・垂れ壁付き RC 梁

のデータも使用した。 

表 6.5.4および図 6.5.8より，比較値は 0.42～3.84，比較値の平均値：X=1.47，変動係数：CV=33.2%

となり， 実験値を過小に評価する傾向が認められた。また，断面形状の違いによる分布の差異は，

それほど顕著でないことから，このような簡易な算出方法で，おおむねその傾向をとらえられる

と考えられる。 
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図 6.5.7 不均等袖壁付き柱および片側袖壁付き柱の有効せい de と M/Q の算出方法 

 

表 6.5.4 せん断ひび割れ強度評価式の予測精度 

せん断ひび割れ強度式 試験体数
*

比較値
**

の 標準偏差 変動係数
（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 平均値

n X σn-1 CV(%)

wQsc（式6.5.12)） 138(1７２) 0.42 ～ 3.84 1.47 0.49 33.2

＊＊：比較値＝実験値／計算値

＊：試験体数は，データを抽出した試験体の数。サンプル数は，１つの試験体から正加力，負加力の
データがそれぞれ抽出された場合には，サンプル数としてカウントする。

比較値
**

の

の範囲
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=0.42～2.64（avg.1.41）
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図 6.5.8 せん断ひび割れ耐力実験値と計算値との比較 

de 

圧縮端 引張端 

①柱位置を全せいの中央に配置する 

②均等袖壁付き柱のｄｅとして扱う。 
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6.5.4 降伏点剛性低下率 

図 6.5.9 に降伏時部材角実験値 eRyの算出方法を，図 6.5.10 に降伏点剛性低下率の実験値（ｅαｙ）

と計算値（αｙ）との比較を示す。検証に用いた既往の実験データ[6-A22][6-A31][6-A44][6-A47][6-A49][6-A55] 

[6-A56][6-A59] [6-13][6-14][6-15]は，両側均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱であり，破壊形式は曲げ破壊し

た試験体のみを検討対象とした。 

降伏点剛性低下率の計算値は，梁・柱の実験から得られた降伏点剛性を回帰分析することによ

り得られた式(6.5.13)の菅野式を袖壁付き柱に応用・拡張して算出する。本評価式を袖壁付き柱に

適用させる簡易な方法としては，式中の引張鉄筋比 ptおよび有効せい d を袖壁付き柱部材用に再

定義することにより，本部材の降伏点剛性低下率を算出することが可能であり，この手法により

検討を試みる。 

ここで，引張鉄筋比 ptは中立軸より引張側に位置する鉄筋の全断面積を部材全断面積で除する

ことにより算出した。有効せい d は，断面に生じる垂直応力の釣合から導出される式(6.5.14)およ

び式(6.5.15)によりを算定した。なお，式(6.5.14)の圧縮コンクリート領域の断面積 Acc の計算にお

いて仮定した引張鉄筋群が同式の圧縮コンクリートのせいから算定される中立軸より引張側に位

置する鉄筋群と一致しない場合は，引張鉄筋の仮定を変更して中立軸を再計算して収束させる。 

一方，降伏点剛性低下率の実験値の算出方法は，文献[6-7]の方法に準ずることとした。その方

法を図 6.5.9に示す。本手法は，最大耐力 eQmu の 80%の点を降伏点と見なし，その時の剛性を

弾性剛性計算値（せん断形状係数κはエネルギー法を使用）で除した値を「降伏点剛性低下率実

験値：eαy」としたものである。ただし，最大耐力の 80%の点で部材降伏に至っている否かは疑

問の残るところであるが，この手法により検討することとした。参考のため引用文献[6-A52]では，

柱脚部の鉄筋のひずみ度分布を詳細に調査し，部材降伏の現象が生じる時の各部のひずみ度の状

態は袖壁圧縮端部のコンクリートが圧縮強度時のひずみ度に達し，柱の引張側主筋のひずみ度が

降伏ひずみ度の近傍になっていることを示しているので参考として頂きたい。 
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0ty D

d
)0.330.043a/Dp1.64n(0.043 






 η･α  （6.5.13） 

ここで，n ：ヤング係数比（=Es/Ec） 

Es  ：鉄筋のヤング係数（=2.05×105）（N/mm2） 

Ec  ：コンクリートのヤング係数 ）
γ

（
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24
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 （N/mm2） 

γ  ：コンクリートの気乾単位体積重量（kN/m3） 

2010 年版 RC 規準 p.59 表 7.1 の数値から 1.0 を減じたものを採用 

Fc  ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

pt  ：引張鉄筋比（=Σati/A）（少数） 

ati  ：中立軸位置 xnより引張側にある鉄筋の断面積（mm2） 
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xn  ：中立軸位置 

xn=Acc/tw           （Acc≦Aw1） 

xn=Lw1+(Acc－Aw1)/Bc   （Acc＞Aw1） 

Acc  ：圧縮コンクリート領域の断面積（mm2） 

c

yiti
cc 0.85F

N)(a
A  


σ

 （6.5.14） 

tw  ：壁厚 

Lw1  ：圧縮側袖壁の長さ(mm) 

Aw1  ：圧縮側袖壁の面積（=Lw1×tw）(mm2) 

Bc  ：柱幅(mm) 

A  ：壁付き部材の全断面積（mm2） 

a/D  ：シアスパン比 

D  ：壁と柱を含む部材の全せい 

η0  ：軸力比（=N/(A･Fc) ） 

（軸力を壁付き部材の全断面積とコンクリートの圧縮強度との積で除した

もの。） 

N  ：軸力（N） 

d  ：有効せい（式(6.5.15)） 

（引張縁の鉄筋が降伏する時の圧縮縁から引張力の重心までの距離）（mm） 

n
niti

2
niti

x
)x-(da

)x-(da
d 




 （0≦N＜0.85AccFc） （6.5.15） 

 

 

eQmu 

0.8･eQmu 

eRy 部材角 R 

せん断力:Q 

降伏点

eSy 

降伏時剛性

 

図 6.5.9 降伏時部材角実験値の算出方法[6-7] 
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図 6.5.10 に降伏点剛性低下率の実験値と式（6.5.13）による計算値との比較を，表 6.5.5 に降伏点剛

性低下率評価式の予測精度を示す。表 6.5.5 および図 6.5.10 より，比較値（=実験値／計算値）は

0.45～3.92，平均値：X=1.49，変動係数：CV=41.4%となり，実験値の剛性は計算値に比較して

高い傾向が認められる。この要因は，実験値のとり方が一つの要因として挙げられる。例えば，

引用文献[6-A52]のような手法で部材降伏点を定義できるならば，図 6.5.10 の実験値の数値（縦軸

の数値）は低下することが予想される。そのためデータの分布は，全体的に下に下がり，比較値

1.0 付近に分布するものと予想され，おおむね実験値の傾向をとらえるものと推察される。また，

両側均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱の分布領域は，ほぼ同様の位置であり，断面形状による差

異は認められない。 

 

表 6.5.5 降伏点剛性低下率評価式の予測精度 

降伏点剛性低下率 試験体数
*

比較値
**

の 標準偏差 変動係数
（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 平均値

n X σn-1 CV(%)

αｙ（式（6.5.13）） 25(35) 0.45 ～ 3.92 1.49 0.62 41.4

＊＊：比較値＝実験値／計算値

比較値
**

の

の範囲

＊：試験体数は，データを抽出した試験体の数。サンプル数は，１つの試験体から正加力，
負加力のデータがそれぞれ抽出された場合には，サンプル数としてカウントする。
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■剛性低下率■

実験値/計算値

=0.45～3.92（avg.1.49）

比較値
=1.0

●：両側均等袖壁付きRC柱

■：片側袖壁付き柱

 

図 6.5.10 降伏点剛性低下率の実験値と計算値との比較 
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6.5.5 終局強度（曲げおよびせん断） 

 本節では，曲げ終局強度評価式およびせん断終局強度評価式による計算値と実験値との比較を

行い，その精度の検証を行うと同時に，検討した評価式の取扱いについて，その留意点を述べる。

検討に使用したせん断終局強度式および曲げ終局強度式は，それぞれ２式であり，計４つの式に

ついて検討を行った。以下に，検討に使用した曲げ終局強度式およびせん断終局強度式について

詳細に示す。 

 

(1) 曲げ終局強度１（技術基準式（曲げ））wQmu1 

検討に使用した曲げ終局強度評価式は，技術基準[6-1]に示されている下式（6.5.16）により評価す

る。なお，同式中の曲げ終局モーメント（wMu）は，式（6.5.17）により算出する。式（6.5.17）は，柱

の引張鉄筋の降伏と圧縮縁コンクリートの限界値の到達が同時におこる状態のモーメントを想定

している。さらに，断面内の鉄筋の効果を柱の引張鉄筋だけとし，かつ圧縮側コンクリートの断

面の幅を be（すなわち，断面積と全せいが原断面と等しい長方形置換断面の幅）として導出され

た式である。本評価式は，式の仮定上，引張側の袖壁部分に配置された引張鉄筋は無視されるた

め，袖壁部端部に多くの引張鉄筋が配置された試験体の場合には，耐力を過小に評価することが

推察される。また，断面の幅を be として仮定しているため，原断面の袖壁圧縮部分の幅よりも大

きく仮定していることになる。この点に関しては，耐力を過大に評価することが推察される。 

 

■曲げ終局強度評価式■ 

wQmu=wMu/a         （6.5.16） 
 
ここに，wMu：袖壁付き RC 柱の曲げ終局モーメント（式（6.5.17）） 

a：せん断スパン（逆対称：a=h0/2） 
ただし， 























2
yt

ce
ytuw N

a
1

FDb
N

21D0.5NDa9.0M
･σ

･･
β･･･σβ）･（  （6.5.17） 

 

ここに，at：図 6.5.11 参照（mm2） D：柱せい（mm） σy：主筋の降伏点強度（N/mm2） 

Fc：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） be：ΣA/lw（mm） 

ΣA：袖壁付き RC 柱全断面積（mm2） lw：袖壁付き RC 柱全長さ（mm） 

β：圧縮側袖壁長さ／D 
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図 6.5.11 袖壁付き RC 柱の曲げ強度算定用の記号 

 

(2) 曲げ終局強度２（曲げ理論式）wQmu2 

検討に使用する２つ目の曲げ終局モーメント計算値は，下式(6.5.18）に示す平面保持を仮定した

断面解析に準じた式により算定する[6-7] [6-8]。本評価式は中立軸より引張側に位置する鉄筋がすべ

て降伏応力度に達していると仮定して算出した曲げ終局モーメントの式である。なお，圧縮コン

クリート領域の計算は 6.5.4節の降伏点剛性低下率に示す方法で算定することとした。式(6.5.18）

の曲げ終局モーメントをせん断耐力に変換する場合には，前述した式（6.5.16）により行う。 

 

M0=Σati･σyi(di－Lcc)+N(dN－Lcc)   (6.5.18） 

 

ここに，ati：引張鉄筋断面積 (mm2)  σyi：引張鉄筋降伏強度 (N/mm2)  

di：圧縮縁から引張鉄筋位置までの距離 (mm)  N：軸力 (N)  

dN：圧縮縁から軸力作用位置までの距離 (mm)  

Lcc：圧縮縁から圧縮コンクリート領域の図心位置までの距離 (mm)  

 

なお，式(6.5.18）も式(6.5.17）と同様に，そで壁部分が圧縮破壊する場合を適用範囲とした式では

ないことに注意する必要がある。 

 
 

図 6.5.12 袖壁付き RC 柱の曲げ強度算定用の記号 

 

Lw1 D 

tw Bc 
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(3)せん断終局強度１（技術基準式（せん断））wQsu1 

せん断終局強度計算値は，技術基準[6-1]に示されている式（6.5.19）により評価を行う。本評価式は

袖壁付き柱の断面を長方形断面に置換して荒川式を準用したものである。さらに，軸力によるせ

ん断補強効果を累加した評価式となっている。 

 

■等価長方形断面によるせん断終局強度式ｗQsu1■ 

N1.0jbp85.0
0.12dQM/

F180.053p
Q eewywe

e

c

0.23

t
su1w 













 ･･σ
）･（

）（
 （6.5.19） 

ここに，pt ：引張鉄筋比（=100at/（b･D））（%） 

at  ：図 6.5.13 の柱の引張主筋断面積（mm2） 

Fc  ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

M/(Q･de)：せん断スパン比であり，0.5≦M/（Q･de）≦2（ただし，M/（Q･de）＜0.5

のとき 0.5 とし，M/（Q･de）＞2.0 のとき 2.0 とする。）M，Q は強度算定

時における最大曲げモーメント（N･mm）及び最大せん断力（N） 

M/Q ：M，Q はそれぞれ強度算定時における最大曲げモーメント及びせん断力 

de ：図 6.5.13 に示す等価断面の有効せい 

（引張鉄筋群の重心から圧縮縁までの距離）（mm） 

pwe  ：pw（b/be）+ps（t/be） 

σwy  ：せん断補強筋の降伏強度（N /mm2） 

be  ：置換長方形断面における幅（図 6.5.13 参照）（mm） 

je  ：応力中心距離で，7de/8（mm） 

N  ：軸力 N（N） 

pw  ：柱またははりのせん断補強筋比（少数） 

ps  ：壁の横補強筋比（少数） 

b   ：柱またははりの幅（mm） 

t   ：壁の厚さ（mm） 

 

 

図 6.5.13  袖壁付き RC 柱のせん断強度算定用の記号 
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(4)せん断終局強度２（分割累加式）wQsu2 

検討に使用する２つ目のせん断終局強度評価式は，参考文献[6-16]の提案式により検討する。そ

の評価式を式(6.5.20)に示し，以下のその評価式を分割累加式と称することとする。そで壁付き

部材のせん断終局強度 wQsu2 は図 6.5.14 のように壁と柱の断面を縦（壁長さ）方向に分割して，

壁部，柱部のせん断終局強度 Qsuw，Qsucを式(6.5.21)，式(6.5.22)により，それぞれを算出し累

加するものであり，さらに軸力によるせん断補強効果を加味した評価式となっている。 

 

計算にあたっての留意事項を以下に示す。 

・柱の引張鉄筋は一段目を有効とする。 

・壁縦筋の引張鉄筋比は引張端部で有効な領域（部材全せいの 0.2 倍以下とする。）を定義して，

その範囲に配筋された鉄筋を引張鉄筋とする。ただし，ここでは簡単化のため端部壁縦筋は

２段目までを引張鉄筋とみなして算出する。 

・左右で壁厚さ，壁筋比が異なる場合は，小さい方で評価する。 

・片側袖壁付き柱は，柱が圧縮側となる状態を想定して算出する。 
 
 

0.1NQQQ sucsuwsu2w   （6.5.20） 

wwhywh
w

c
0.23

twe
suw jtp85.0

0.12dQM/

18F0.053p
Q ･･σ

）･（

）（

















  （6.5.21） 

cececwycwe
ce

c
0.23

tce
suc jp85.0

0.12dQM/

18F0.053p
Q ･ｂ･σ

）･（

）（

















  （6.5.22） 

ww

tw
twe dt

100a
p

･
 ：壁縦筋の引張鉄筋比 (%) 

ww

wh
wh st

a
p

･
 ：そで壁横筋比 (少数) 

t-Bbce   

cece

tc
tce db

100a
p

･
 ：柱等価引張鉄筋比 (%)・・・両側そで壁付き柱の場合 

cece

twtc
tce db

)a-100(a
p

･
 ：柱等価引張鉄筋比 (%)・・・片側そで壁付き柱の場合 

sb

a
p

ce

w
cwe

･
 ：柱等価帯筋比（壁横筋が柱を通して配筋されている場合） (少数) 

sb

stp-a
p

ce

whw
cwe

･

･･
 ：柱等価帯筋比（壁横筋が柱に定着されている場合） (少数) 



第 6 章 袖壁付き柱部材 
 

6-41 

 

ここで，ptwe ：壁縦筋の引張鉄筋比（%） 

pwh  ：壁の補強筋比（小数） 

σcwy ：せん断補強筋の降伏強度（N/mm2） 

σwhy ：壁横筋の降伏強度（N/mm2） 

s  ：せん断補強筋間隔（mm） 

L  ：部材全せい（mm） 

D  ：柱せい（mm） 

B  ：柱幅（mm） 

t  ：そで壁厚さ（mm） 

dw  ：壁有効せい（=0.95L）（mm） 

jw  ：壁の応力中心間距離（=(7/8)･dw）（mm） 

dce  ：柱有効せい（=0.95D）（mm） 

jce  ：柱の応力中心間距離（=(7/8)･dce）（mm） 

atc  ：柱の引張鉄筋断面積 ただし，柱張側主筋 1 段目まで（mm2） 

awc  ：柱のせん断補強筋断面積（mm2） 

  ただし，壁横筋が柱に定着する場合（通し配筋でない場合）は壁横筋相当

の鉄筋量を減じる。） 

atw  ：壁の引張鉄筋断面積 ただし，引張側壁縦筋２段目まで（mm2） 

awh  ：壁のせん断補強筋断面積（mm2） 

M/(Q･dw)：壁のせん断スパン比 0.5≦M/(Q･dw) ≦2.0 

    ただし， M/(Q･dw)＜0.5 のとき 0.5 とし，M/(Q･dw)＜2.0 のとき 2.0 とす

る。 

M/(Q･dce)：柱のせん断スパン比 1.0≦M/(Q･dce) ≦3.0 

    ただし， M/(Q･dce)＜1.0 のとき 1.0 とし，M/(Q･dce)＜3.0 のとき 3.0 とす

る。 

Fc  ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

N  ：軸力 N（N） 

 

 

図 6.5.14 袖壁付き RC 柱のせん断強度算定用の記号 
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＜曲げ終局強度１（技術基準式（曲げ））wQmu1の検討結果＞ 

図 6.5.15 に曲げ終局耐力実験値と技術基準式（式（6.4.17））による計算値との比較を，表 6.5.6 に

本評価式の予測精度を示す。検証に用いた実験データは，曲げ破壊が先行した既往の実験データ

[6-A1][6-A2][6-A3][6-A4][6-A5][6-A6][6-A7][6-A21][6-A22][6-A31][6-A33][6-A36][6-A37][6-A39][6-A40][6-A43][6-A44][6-A47][6-A48][6-A49][

6-A50][6-A51][6-A52][6-A54][6-A55][6-A56][6-A58][6-A59][6-10][6-12][6-13][6-14][6-15]であり，断面形状は両側均等袖壁付

き柱，片側袖壁付き柱の２種類である。参考のため腰壁・垂れ壁付き梁のデータも一部含んでい

る。なお，曲げ終局耐力実験値は，文献中に示された値を使用した。 

表 6.5.6 および図 6.5.15 より，両側均等袖壁付き柱（図中赤●および○印も含む）の比較値（=

実験値／計算値）は 0.71～1.87，平均値：X=1.24，変動係数：CV=25.0%となり，おおむね実験

値の傾向をとらえている。なお，同図中の矢印で示した試験体は，実験値をとくに過小に評価し

た試験体であり，文献[6-A40]，[6-A48]に示された試験体である。当該試験体は，壁厚比α

=t/B=120mm/280mm=0.428 と袖壁が厚く，袖壁縦筋比も psv=1.70%と大きく，壁縦筋を多く配

筋された試験体である。もう一方の矢印は，文献[6-A31]に示された X 型配筋とした試験体である。

その補強効果により耐力が上昇し，そのため実験値を過小に評価したことが推察される。一方，

実験値を過大に評価された試験体は，袖壁厚さ比αが小さく，比較的薄い袖壁を有する試験体例え

ば［6-A33］［6-A36］である。以上より，引張側の袖壁部に縦筋を多く配置した試験体や袖壁が比較的薄

い試験体を本評価式により評価する場合には，実験値を過少または過大に評価する可能性があり，

注意を払う必要がある。 

一方，片側袖壁付き柱で袖壁が圧縮端となる側の曲げ終局耐力実験値（図中緑■印）と本評価

式による計算値との比較では，比較値は 1.43～3.27，平均値：X=1.97，変動係数：CV=28.4%と

なり，両側均等袖壁付き柱に比較して安全側の評価となっている。この要因であるが，柱の引張

主筋は２段筋を考慮せずに１段筋のみで耐力計算を行っており，そのことが１つの要因として挙

げられる。今後，実験値を精度良く推定するためには，引張力を負担している主筋を適切に評価

し，耐力計算に反映させる必要がある。 

参考のため片側袖壁付き柱の袖壁が引張側となる場合の曲げ終局耐力実験値と独立柱に適用さ

れる曲げ終局強度略算式との比較を□印で示す。比較値は 1.20～16.64，平均値：X=5.27，変動

係数：CV=69.7%となる。実験値の耐力に比較して計算値は過少の評価となる。当然の結果では

あるが，計算値は独立柱を想定した曲げ終局強度略算式により計算したものであり，壁縦筋の効

果は見込んでいない。そのため低くおさた計算になっている。そのことが，この結果となる大き

な要因である。 

最後に，本評価式が適用範囲とされる両側袖壁付き柱と袖壁が圧縮側となる片側袖壁付き柱の

結果をあわせて評価する。比較値は 0.71～3.27，平均値：X=1.34，変動係数：CV=32.0%となっ

た。 
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＜曲げ終局強度２（曲げ理論式）wQmu2の検討結果＞ 

図 6.5.16 に曲げ終局耐力実験値と曲げ理論式（式（6.5.18））による計算値との比較を，表 6.5.6 に

本評価式の予測精度を示す。検証に用いた実験データは，曲げ破壊が先行した既往の実験データ

[6-A1][6-A2][6-A3] [6-A22][6-A31][6-A44][6-A47][6-A49][6-A50][6-A52][6-A54][6-A55][6-A56][6-A58][6-A59][6-13][6-14][6-15]であり，断

面形状は両側均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱の２種類である。参考のため腰壁・垂れ壁付き梁

のデータも一部含んでいる。なお，曲げ終局耐力実験値は，文献中に示された値を使用した。 

表 6.5.6 および図 6.5.16 より，比較値（=実験値／計算値）は 0.76～2.10，平均値：X=1.15，変

動係数：CV=15.5%となり，おおむね実験値の傾向をとらえている。袖壁部分の鉄筋の考慮，配

筋位置および材料情報を正確に入力できれば本曲げ理論式を用いて実験値を精度良く評価できる

と言える。 

断面形状による影響では，両側均等袖壁付き柱（図中赤●印）と片側袖壁付き柱（図中緑■印）

の分布位置はほぼ同様の位置に分布しており大きな差異は認められない。片側袖壁付き柱で比較

値が高い試験体は，袖壁が引張側となる方の耐力を採用したものである。袖壁が引張側で柱部が

圧縮側となる方向は，逆側の方向に比べて，引張力と軸力に見合うコンクリート断面積を確保し

やすいこともあり，構造的に安定した方向と言える。そのため，袖壁端部の引張鉄筋が降伏強度

以上に効果を発揮し，実験値の耐力が比較的大きく出る傾向があるものと推察される。 
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表 6.5.6 曲げ終局耐力の予測精度の比較 

曲げ終局強度式 袖壁付き柱の 試験体数
*

比較値
**

の 標準偏差 変動係数
断面形状 （ｻﾝﾌﾟﾙ数） 平均値

n X σn-1 CV(%)

両側均等袖壁付き柱 58(84) 0.71 ～ 1.87 1.24 0.31 25.0
片側袖壁（袖壁圧縮） 13(13) 1.43 ～ 3.27 1.97 0.56 28.4
片側袖壁（袖壁引張） 16(16) 1.20 ～ 16.64 5.27 3.67 69.7
全体（両側均等袖壁付
き柱+片側袖壁（袖壁圧

縮））
71(97) 0.71 ～ 3.27 1.34 0.43 32.0

wQmu2（式（6.5.18））
両側均等袖壁付き柱

片側袖壁付き柱
62(102) 0.76 ～ 2.10 1.15 0.18 15.5

＊＊：比較値＝実験値／計算値

比較値
**

の

の範囲

＊：試験体数は，データを抽出した試験体の数。サンプル数は，１つの試験体から正加力，負加力のデータが
それぞれ抽出された場合には，サンプル数としてカウントする。

wQmu1（式（6.5.17））
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式(6.5.17)による

曲げ終局強度計算値:wQmu1（kN）

■曲げ終局強度１■ 比較値
=1.0

●：両側均等袖壁付き柱
■：片側袖壁付き柱（袖壁圧縮）

□：片側袖壁付き柱（袖壁引張）

○：腰壁・垂れ壁付き梁
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式(6.5.17)による

曲げ終局強度計算値:wQmu1（kN）

■曲げ終局強度１■

実験値/計算値

=0.71～3.27（avg.1.34）

比較値
=1.0

●：両側均等袖壁付き柱
■：片側袖壁付き柱（袖壁圧縮）
□：片側袖壁付き柱（袖壁引張）
○：腰壁・垂れ壁付き梁

X型配筋とした試験体

文献[6-A31]

α=0.428，psv=1.70%の試験体

文献[6-A40][6-A48]

 
図 6.5.15 曲げ終局耐力実験値と技術基準式（曲げ）計算値 wQmu1 との比較 
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曲げ終局強度計算値:wQmu2（kN）

■曲げ終局強度２■

比較値
=1.0

●：両側均等袖壁付きRC柱

■：片側袖壁付き柱

〇：腰壁・垂れ壁付き梁
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実験値/計算値

=0.76～2.10（avg.1.15）

比較値
=1.0

●：両側均等袖壁付きRC柱

■：片側袖壁付き柱

〇：腰壁・垂れ壁付き梁

 

図 6.5.16 曲げ終局耐力実験値と曲げ理論式計算値 wQmu2 との比較 
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＜せん断終局強度１（技術基準式（せん断））wQsu1の検討結果＞ 

図 6.5.17 にせん断終局耐力実験値と技術基準式（式（6.5.19））による計算値との比較を，表 6.5.7

に本評価式の予測精度を示す。検証に用いた実験データは，せん断破壊が先行した既往の実験デ

ータ[6-A1][6-A2][6-A3][6-A5][6-A7][6-A8][6-A9][6-A10][6-A11][6-A12][6-A13][6-A14][6-A15][6-A16][6-A18][6-A19][6-A20][6-A21][6-A22] 

[6-A23][6-A25][6-A26][6-A27][6-A29][6-A30][6-A31][6-A32][6-A33][6-A34][6-A35][6-A36][6-A37][6-A38][6-A][6-A41][6-A42][6-A45][6-A46] 

[6-A53][6-A57] [6-10][6-11][6-12]である。なお，せん断終局耐力実験値は，文献中に示された値を使用した。

検討に使用した袖壁の断面は，両側均等袖壁付き柱，不均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱のデー

タである。参考のため腰壁・垂れ壁が梁の上下に均等に配置された腰壁・垂れ壁付き RC 梁のデ

ータも一部使用した。なお，不均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱の有効せい deと M/Q の算出方

法は，図 6.5.7 の方法に準じて計算を行った。 

表 6.5.7 および図 6.5.17 より，比較値（=実験値／計算値）は 0.72～2.24，平均値：X=1.30，変

動係数：CV=25.6%となり，やや危険側に評価される試験体が見られる。この試験体は主筋に丸

鋼を用いた試験体[6-A1][6-A2][6-A3]であり，この試験体を除けばほぼ安全側の評価となる。また，同図

中の赤●印の両側均等袖壁付き柱は，ばらつきが少なく，あるライン上にプロットされている状

況である。一方，緑■の片側袖壁付き柱はばらつきが大きく，その傾向のようなものを見いだす

ことはできない。 

ところで文献[6-A32]では本評価式の取り扱いについて，問題点を指摘しているので以下に紹介

しておく。 

「本評価式は，袖壁を含む柱断面積を等価な壁厚に置換する考え方に基づいている。しかしな

がら，実際は，①コンクリートの応力度負担が過大になる端部の断面幅が等価壁厚より小さい。

②一般に端部が拘束されていないので本評価式をそのまま用いると算定値は危険側の評価になる。

さらに，これまで用いられてきた等価な補強筋効果の算定式 pwe=pw（b/be）+ps（t/be）は，帯筋

を等価壁厚の補強筋比（長方形の長辺）に置換すること，それを壁筋と足すこと，２重の意味で

明らかな過大評価となっている。」との指摘がなされいる。 

 

＜せん断終局強度２（分割累加式）wQsu2の検討結果＞ 

図 6.5.18 にせん断終局耐力実験値と分割累加式（式（6.5.20））による計算値との比較を，表 6.5.7

に本評価式の予測精度を示す。検証に用いた実験データは技術基準式の検討に使用した試験体と

同様である。これより，比較値（=実験値／計算値）は 0.47～2.64，平均値：X=1.19，変動係数：

CV=32.6%である。やや危険側に評価される試験体が見られるが，上記で説明したように，これ

は主筋に丸鋼を使用した試験体[6-A1][6-A2][6-A3]である。この試験体を除けば，ほぼ安全側の評価とな

る。また，技術基準式のプロット状況とは異なり，片側袖壁付き柱のばらつきは少ない。さらに

は，両側均等袖壁付き柱，不均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱の断面形状の違いよる影響は認め

られず，ほぼ同様の位置にプロットされる傾向が認められる。 
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表 6.5.7 せん断終局耐力の予測精度の比較 

せん断終局強度式 試験体数
*

比較値
**

の 標準偏差 変動係数
（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 平均値

n X σn-1 CV(%)

wQsu1（式（6.5.19）） 105（109） 0.72 ～ 2.24 1.30 0.33 25.6

wQsu2（式（6.5.20）） 105（109） 0.47 ～ 2.64 1.19 0.39 32.6

＊＊：比較値＝実験値／計算値

の範囲

＊：試験体数は，データを抽出した試験体の数。サンプル数は，１つの試験体から正加
力，負加力のデータがそれぞれ抽出された場合には，サンプル数としてカウントする。

比較値
**

の
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図 6.5.17 せん断終局耐力実験値と技術基準式（せん断）wQsu1 計算値との比較 
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図 6.5.18 せん断終局耐力実験値と分割累加式 wQsu2 計算値との比較 

拡大
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＜終局耐力実験値／曲げ終局強度計算値と 

せん断余裕度（＝せん断終局強度計算値／曲げ終局強度計算値）との関係に関する検討結果＞ 

 

図 6.5.19 に終局耐力実験値／曲げ終局強度計算値とせん断余裕度（＝せん断終局強度計算値／

曲げ終局強度計算値）との関係を，表 6.5.8 に終局強度式の予測精度を示す。黒塗りが曲げ破壊を，

白抜きがせん断破壊を，緑塗がスリップ破壊した試験体である。検証に用いた実験データ

[6-A1][6-A2][6-A3][6-A4][6-A5][6-A6][6-A7][6-A8][6-A9][6-A11][6-A13][6-A15][6-A16][6-A18][6-A19][6-A20][6-A21][6-A22][6-A23][6-A25] 

[6-A26][6-A27][6-A29][6-A30][6-A31][6-A32][6-A33][6-A34][6-A35][6-A36][6-A37][6-A38][6-A39][6-A40][6-A41][6-A42][6-A43][6-A44][6-A45] 

[6-A46][6-A47][6-A48][6-A49][6-A50][6-A51][6-A52][6-A53][6-A54][6-A55][6-A56][6-A57][6-A58][6-A59][6-10][6-11][6-12][6-13][6-14][6-15]

は，既往の実験データであり，両側均等袖壁付き柱，両側不均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱の

データである。参考のため腰壁・垂れ壁が梁の上下に均等に配置された腰壁・垂れ壁付き RC 梁

のデータも一部使用した。なお，終局耐力実験値は文献中に示された値を使用し，曲げ終局強度

計算値は式（6.5.17）の技術基準式および式（6.5.18）の曲げ理論式の２式により行った。また，

せん断終局強度計算値は式（6.5.19）の技術基準式および式（6.5.20）の分割累加式の２式によ

り行った。以上，４式により，４つの組み合わせについて検討した。以下，各組合せの検討結果

について詳細に述べる。 

図 6.5.19 (a)は曲げおよびせん断の両者を技術基準式により検討したものである。破壊モード判

定の精度は，せん断余裕度が 1.0 以下においても曲げ破壊した試験体が多く見られ，良好とは言

えない。また，耐力の予測精度であるが，比較値（=実験値／計算値（ここで言う計算値は，曲げ

耐力式およびせん断耐力式による計算値の小さい方の値を採用））は 0.79～16.64，平均値：X=1.72，

変動係数：CV=88.9%となり，実験値をおおむね安全側に評価する傾向が認められるが，ばらつ

きが大きい状況である。また，比較値がとくに高い値を示している試験体は，袖壁が引張側とな

る側の片側袖壁付き柱のデータである。袖壁が引張側となる片側袖壁付き柱の曲げ終局モーメン

トの計算は，袖壁を無視して独立柱として計算[6-6]を行った。そのため曲げ終局強度計算値は極端

に低く評価されており，それがばらつきの大きな要因である。また，両側袖壁付き柱でも同様に，

引張側の袖壁部に有効な壁縦筋が多量に配筋されている場合も，技術基準式（曲げ）ではその引

張鉄筋が無視されるため，実験値に対して計算値は過少に評価される傾向がある。以上，技術基

準式（曲げ）を適用して設計する場合には，引張側の袖壁に配筋される壁縦筋の扱いに留意して

設計を行う必要がある。また，参考文献[6-1]の p.644 では，技術基準式（曲げ）での軸力に対す

る留意点を述べているので参考として頂きたい。 

次に，図 6.5.19 (b)は曲げを技術基準式（曲げ），せん断を分割累加式により検討したものであ

る。グラフ(b)は，グラフ(a)のせん断強度の評価を技術基準式（せん断）から分割累加式に変更

したものである。グラフ(a)と(b)の比較により，せん断終局強度評価式の影響を確認できる。分

割累加式によるせん断耐力計算値は，技術基準式（せん断）に比較して，高く評価される傾向が

ある。そのため，プロットしたデータはグラフ(a)を基準にすると右側にシフトする傾向があり，

せん断破壊した試験体でやや危険側に評価されるものが増加している。ただし，危険側に評価さ

れたせん断破壊した試験体は，主筋等に丸鋼を用いた試験体[6-A2][6-A3][6-A7][6-A8]であり，それを除け

ばおおむね安全側に評価される傾向が認められる。比較値は 0.66～16.64，平均値：X=1.69，変

動係数：CV=95.0%であり，ばらつきが極めて大きい状況である。
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図 6.5.19 (c)は曲げを曲げ理論式，せん断を技術基準式（せん断）により検討したものである。

グラフ(c)は，グラフ(a)の曲げ強度の評価を技術基準式（曲げ）から曲げ理論式に変更したもの

であり，グラフ(a)と(c)の比較により，曲げ終局強度評価式の影響を確認できる。曲げ理論式は

袖壁部の引張鉄筋を考慮した評価式であり，曲げ耐力評価の精度が格段に向上しているのがわか

る。比較値は 0.76～2.11，平均値：X=1.22，変動係数：CV=20.1%であり，技術基準式（曲げ）

の評価に比較して，ばらつきが少なくなっている。 

図 6.5.19 (d)は曲げを曲げ理論式，せん断を分割累加式（せん断）により検討したものである。

グラフ(d)は，グラフ(c)のせん断強度の評価を技術基準式（せん断）から分割累加式に変更した

ものである。グラフ(d)と(c)の比較により，せん断終局強度評価式の影響を確認できる。分割累

加式によるせん断耐力計算値は，前述したように技術基準式（せん断）に比較して，高く評価さ

れる傾向がある。そのため，プロットしたデータはグラフ(c)を基準にすると右側にシフトする傾

向がある。危険側に評価されるせ試験体が若干見られるが，主筋等に丸鋼を用いた腰壁・垂れ壁

付き梁の試験体[6-A2][6-A3]であり，それを除けばおおむね安全側に評価される傾向が認められる。

比較値は 0.69～2.10，平均値：X=1.19，変動係数：CV=17.6%であり，ばらつきが最も少ない状

況であった。 
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表 6.5.8 終局強度の予測精度 

曲げ終局強度式 せん断終局強度式 試験体数
*

比較値
**

の 標準偏差 変動係数
（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 平均値

n X σn-1 CV(%)

wQsu1（式（6.5.19）） 192(242) 0.79 ～ 16.64 1.72 1.53 88.9

wQsu2（式（6.5.20）） 173(223) 0.66 ～ 16.64 1.69 1.60 95.0

wQsu1（式（6.5.19）） 83(118) 0.76 ～ 2.11 1.22 0.25 20.1
wQsu2（式（6.5.20）） 83(118) 0.69 ～ 2.10 1.19 0.21 17.6

＊＊：比較値＝実験値／計算値
　　　　ただし，計算値は，曲げ耐力式およびせん断耐力式による計算値の小さい方を採用。

の範囲

比較値
**

の

wQmu1（式（6.5.17））

＊：試験体数は，データを抽出した試験体の数。サンプル数は，１つの試験体から正加力，負加力の

wQmu2（式（6.5.18））
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(a)eQmax/wQmu1－wQsu1/wQmu1関係          (b)eQmax/wQmu1－wQsu2/wQmu1関係 

（曲げ：技術基準式 せん断：技術基準式）   （曲げ：技術基準式 せん断：分割累加式） 
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(c)eQmax/wQmu2－wQsu1/wQmu2関係          (d)eQmax/wQmu2－wQsu2/wQmu2関係 

（曲げ：曲げ理論式 せん断：技術基準式）   （曲げ：曲げ理論式 せん断：分割累加式） 

図 6.5.19 終局強度の計算値と実験値との比較 
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6.5.6 限界変形角 

図 6.5.21 に限界変形角実験値の算出方法を，図 6.5.22に限界変形角実験値（ｅRu）と計算値（Ru）

との比較を示す。検証に用いた既往の実験データ[6-A31][6-A44][6-A47][6-A49][6-A55][6-A56][6-A59][6-13][6-14][6-15]

は，両側均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱の試験体であり，破壊形式は曲げ破壊した試験体のみ

を検討対象とした。 

限界部材角計算値[6-8][6-9]は，曲げ理論にもとづいた式(6.5.23)により評価した。本評価式は，限

界変形時の曲率φuにヒンジ領域長さ lhを乗じて評価するものである。ここで，限界変形時の曲

率は，文献[6-8], [6-9]に準じて，袖壁端部無拘束の場合は圧縮縁のコンクリートのひずみ度εcu

を 3000μに，袖壁端部を拘束した場合は 6000μに達した時の曲率を採用した。また，ヒンジ領

域長さ lhは袖壁厚さ twの２倍と仮定し計算を行った。なお，変形係数 c は実験結果と適合するよ

うに定められた数値であり，6 程度であることが文献[6-8],[6-9]に示されている。実験値に適合す

る係数 c が大きくなる意味は，εcuの評価が控えめの仮定であること。また，実際の変形にはヒ

ンジ領域以外の弾性変形，せん断変形，さらに抜け出し変形などが加わるためであることが示さ

れている。さらに，ヒンジ領域長さ lh=2twの仮定も詳細な検証が今後，必要であることが示され

ており，いくつかの諸問題も示されている。以下，本評価式の精度について検証し，その留意点

について述べる。 

次に，実験値の限界変形角は図 6.5.21 に示すように最大耐力以降の耐力が最大耐力の 80%に低

下した時の変形角と定義した。荷重－変形曲線上に限界変形角の点が存在する場合には，同図(a)

に示すように 0.8eQmu（ここに，eQmu：曲げ終局耐力実験値）の耐力と荷重－変形曲線が交わ

る点の変形角を限界変形角実験値と定めた。一方，荷重－変形曲線上に限界変形角の点が存在し

ない場合は，同図(b)に示すように限界変形角が存在するであろう前後のサイクルの最大耐力の点

同士を線で結び，その線が 0.8eQmu と交わる点の変形角を限界変形角実験値と定めた。 

 

Ru=c･lh･φu （6.5.23） 

ここで，c ：変形係数（=6） 

lh  ：圧縮側コンクリートのヒンジ領域長さ（=2tw） 

φu  ：曲率（=εcu/xn） 

tw  ：壁厚 

εcu  ：圧縮縁コンクリートのひずみ度 

（袖壁端部無拘束の場合：0.003，袖壁端部拘束の場合：0.006） 

xn  ：中立軸位置 

xn=2Lcc=Acc/tw        （Acc≦Aw1） 

xn=Lw1+(Acc－Aw1)/Bc   （Acc＞Aw1） 

Lcc  ：コンクリート圧縮域中心の圧縮縁からの距離(mm) 
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Acc  ：コンクリート圧縮域の面積(mm2) 

Acc={Σ(at･σy)}+N}/(β･Fc) 

     ここに，at：引張鉄筋の断面積（引張鉄筋はコンクリート圧縮域外にある

壁縦筋，柱主筋をすべて考慮するが，圧縮域近傍の鉄筋は無視

してよい。）(mm2) 

σy：引張鉄筋（壁縦筋，柱主筋）の降伏強度(N/mm2) 

N：袖壁付き柱に作用する軸力(N) 

β=1.0 

Lw1  ：圧縮側袖壁の長さ(mm) 

Aw1  ：圧縮側袖壁の面積（=Lw1×tw）(mm2) 

Bc  ：柱幅(mm) 
 

 
図 6.5.20 袖壁付き RC 柱の水平断面と記号 

 
 

 
 
 

（a）荷重－変形曲線上に限界変形角の点が     （b）荷重－変形曲線上に限界変形角の点が 

存在する場合                        存在しない場合 

図 6.5.21 限界変形角実験値の算出方法 
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図 6.5.22 に限界変形角の実験値と式（6.5.23）による計算値との比較を，表 6.5.9 に限界変形角の予

測精度を示す。比較値（=実験値／計算値）は 0.45～2.40，平均値：X=1.21，変動係数：CV=48.8%

となり，データは比較値 1.0 付近に分布するが，ばらつきは極めて大きいと言える。また，断面

形状による影響では，両側均等袖壁付き柱は安全側の評価となるが，片側袖壁付き柱は危険側の

評価となり，断面形状により明らかに分布の性状が異なる。なお，片側袖壁付き柱の限界変形角

実験値は，袖壁が圧縮された場合の限界変形角をプロットしたものであり，袖壁が引張側となる

場合のものはプロットしていない。ここで，片側袖壁付き柱で袖壁が圧縮側となる場合は，柱部

の主筋が引張力を負担することを意味している。また，袖壁付き柱の柱主筋の量（断面積）は，

一般的に袖壁端部に配筋される壁縦筋の量（断面積）よりも多く配筋される。さらに，袖壁の幅

は柱幅に比較して狭いのが袖壁付き柱の特徴である。とくに片側袖壁付き柱で袖壁が圧縮端とな

る場合は，柱部主筋が負担する大きな張力と軸力に釣り合う大きな圧縮力がそこに作用し，その

圧縮力を袖壁部の比較的小さなコンクリート断面で負担しなければならない。以上の抵抗機構か

ら片側袖壁付き柱の袖壁部の応力状態は，両側均等袖壁付き柱に比べて厳しい状況にあると推察

される。片側袖壁付き柱のデータが，両側均等袖壁付き柱に比較して危険側に評価された要因は，

そのことが大きく影響しているものと推察される。設計において十分に留意する必要があると考

えられる。 

 

表 6.5.9 限界変形の予測精度 

限界変形角 試験体数
*

比較値
**

の 標準偏差 変動係数
（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 平均値

n X σn-1 CV(%)

Ru（式（6.5.23）） 26(26) 0.45 ～ 2.40 1.21 0.59 48.8

＊＊：比較値＝実験値／計算値

比較値
**

の

の範囲

＊：試験体数は，データを抽出した試験体の数。サンプル数は，１つの試験体から正加力，
負加力のデータがそれぞれ抽出された場合には，サンプル数としてカウントする。
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図 6.5.22 限界変形角実験値と計算値との比較 
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6.5.7 せん断力－変形角スケルトンモデルと実験値との比較 

図 6.5.23 にせん断力－変形角関係の実験値とスケルトンモデルとの比較を示す。検証に用いた

試験体はせん断破壊に先行して曲げ破壊が先行した試験体[6-A55][6-A56][6-A59][6-15]である。断面形状は

両側均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱の２種類により検討を行った。同図中の(a)が両側均等袖壁

付き柱のせん断力－変形角関係であり，(b)から(e)が片側袖壁付き柱のせん断力－変形角関係であ

る。 

また，比較のため同図中に本章で検討した各種耐震性能評価式を用いてせん断力－変形角関係

のスケルトンモデルを赤実線で示した。なお，本スケルトンカーブ上の各特異点の値は以下に示

す表 6.5.10 の評価式を用いて算出した。本スケルトンモデルは３折れ線で表し，第一折れ点は曲

げひび割れ発生の点（同図中赤●印）を，第二折れ点は部材降伏の点（同図中赤■）を意味する。

それ以降は，その耐力を維持して変形が進む３直線モデルとした。また，限界変形角計算値を赤

破線で示し，曲げ終局強度計算値の 8 割の値と限界変形角計算値との交点を赤◆印で示しておく。

また，赤▲印はせん断ひび割れ強度を意味し，参考のため，そのスケルトンカーブ上にプロット

しておく。 

これより，実験値の荷重－変形角関係の外郭曲線を本スケルトンモデルでおおむね評価できて

いる。また，限界変形角実験値（◆）も計算値（◆）にほぼ近似している状況である。 

 

表 6.5.10 スケルトンカーブ上の各特異点の評価式一覧 

耐震性能評価項目 評価式の式番号 備考 

弾性剛性 式(6.5.1)～(6.5.5)  
式(6.5.7) 

せん断変形を算出する際のせん断形状係数κ

は，エネルギー法を使用して算出した。 
曲げひび割れ強度 式(6.5.10) ～(6.5.11) 
せん断ひび割れ強度 式(6.5.12) 
降伏点剛性低下率 式(6.5.13)～(6.5.15) 
曲げ終局強度 
 

式(6.5.16)，式(6.5.18) 比較的精度の良い曲げ終局強度２（曲げ理論

式）wQmu2の評価式を用いて算出した。 

限界変形角 式(6.5.23) 
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(a)両側均等袖壁付き柱             (b)片側袖壁付き柱 
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図 6.5.23 せん断力－変形角関係の実験値とスケルトンモデルとの比較 
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6.6 まとめ 

前節では，袖壁付き柱部材の既往の実験データを整理して，主に技術基準解説書[6-1]，RC 規準

［6-2］，文献等に示された剛性，耐力，変形に関する各評価式による計算値と実験値との比較・検討

を行い，各評価式の精度およびその留意点について述べた。分析に使用した試験体数は計 204 体

である。204 体の断面形状の内訳は，均等袖壁付き柱：161 体，不均等袖壁付き柱：2 体，片側袖

壁付き柱：41 体である。 

検討を行なった部材の耐震性能評価項目は，弾性剛性，短期許容せん断力時の損傷状況，ひび

割れ強度（曲げおよびせん断ひび割れ強度），降伏点剛性低下率，終局強度（曲げおよびせん断

終局強度），限界変形角，せん断力－変形角スケルトンモデルの７項目である。以下に，各項目

で得られた内容についてまとめる。 

 

（1）  弾性剛性について 

弾性剛性の検討では，応力度法，エネルギー法，置換断面法の３種類の計算方法により，比較・

検討を行った。本検討の範囲内では，置換断面法による手法がおおむね実験値と良い適合性を示

したが，いずれの評価方法も，データのばらつきは極めて大きいと言える。これらの要因として

は，乾燥収縮による初期欠陥の影響，試験機および治具等の剛性による影響等も少なからず考え

られる。また，乾燥収縮による初期欠陥は実構造物でも起こりうる事象であり，弾性剛性のばら

つきというものを踏まえて設計することが肝要である。 

検討に使用した評価式の留意点であるが，非対称断面となる両側不均等袖壁付き柱や片側袖壁

付き柱の弾性剛性を算出する際に，応力度法によるせん断形状係数κを用いて算出する場合には，

袖壁の形状により急激に値が変化する可能性がある。そのため，歪エネルギーを基にしたエネル

ギー法および置換断面法を用いて弾性剛性を算出することが推奨される。 

 

（2）  短期許容せん断力について 

2010 年版 RC 規準に示されている柱付き壁の短期許容せん断力時の損傷状況を示した。本検討

の範囲内では，袖壁および柱の引張側端部に曲げひび割れが生じる程度であり損傷は軽微であっ

た。 

 

（3）  ひび割れ強度について 

曲げひび割れ強度評価式による比較では，ばらつきが大きく，十分な精度を有するとは言い難

い。また，本評価式は，実験値を過大に評価する傾向が認められた。本評価式は，袖壁を含めた

柱せいを原断面のままとし，断面二次モーメントが等価となるような長方形断面に置換して導出

された評価式である。そのため，原断面積に比べて，置換した断面積は小さく評価される。その

ため，見掛け上の軸圧縮応力度は，原断面に生じる軸圧縮応力度よりも高く評価される。以上の

ことが，実験値に対して計算値が過大に評価される要因と考えられる。以上により，軸力が生じ

る袖壁付き柱の曲げひび割れ強度を算定するにあたっては，その点に留意して本評価式を適用す

る必要がある。 

せん断ひび割れ強度評価式による比較では，本評価式による計算値は実験値をやや過少に評価

する傾向が認められた。また，袖壁が不均等に配置された袖壁付き柱および片側袖壁付き柱の評
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価については，柱を全せいの中央に配置して，計算する手法（両側均等袖壁付き柱と見立てて計

算する手法）を示し，おおむね本手法により評価できることを示した。 

 

（4）  降伏点剛性低下率について 

菅野式を拡張した降伏点剛性低下率の評価式について検証した。ばらつきは極めて大きい状況

であり，実験値の剛性は計算値に比較して高い傾向が認められた。この一つの要因は実験値のと

り方が大きく影響したと考えられる。実験値の降伏点は最大耐力 eQmuの80%の点と定義して検

討したが，その位置での急激な剛性低下は認められず，変形に比例して耐力が上昇している領域

である。実験値の定義を明確に剛性低下した位置としてとらえ，それを定量的に定義できるなら

ば，やや精度は向上するものと推察される。今後の課題と言える。 

 

（5）  終局強度について 

曲げ終局強度評価式１（技術基準式（曲げ））の検討では，両側均等袖壁の場合はおおむね実験

値の傾向をとらえている。しかしながら，本評価式の導出の仮定から，引張側の袖壁部に縦筋が

多く配置された試験体や袖壁が比較的薄い試験体は，実験値を過少または過大に評価する可能性

があり，注意を払う必要がある。一方，片側袖壁付き柱は両側均等袖壁付き柱に比べて，実験値

を過少に評価する傾向が認められた。 

曲げ終局強度２（曲げ理論式）では，断面形状による差異は認められず，おおむね実験値の傾

向をとらえている。袖壁部分の鉄筋を考慮し，配筋位置および材料情報を正確に入力できれば本

曲げ理論式を用いて実験値を精度良く評価できると言える。 

せん断終局強度１（技術基準式（せん断））の検討では，おおむね本評価式により，実験値を安

全側に評価する傾向が認められた。また，片側袖壁付き柱のばらつきは，両側均等袖壁付き柱に

比べてややばらつきが大きい傾向が認められた。 

せん断終局強度２（分割累加式）の検討では，おおむね本評価式により，実験値を安全側に評

価する傾向が認められた。また，技術基準式の傾向とはやや異なり，片側袖壁付き柱のばらつき

は少ない。さらには，両側均等袖壁付き柱，不均等袖壁付き柱，片側袖壁付き柱の断面形状の違

いよる比較値（=実験値/計算値）の差異はなく，ほぼ同じように評価される。 

実験値の傾向を精度良く評価できる曲げ終局強度評価式とせん断終局強度評価式の組み合わせ

は，本検討の範囲内では曲げが「曲げ理論式」，せん断が「分割累加式」とする組み合わせが最も

良い精度であった。 

 

（6）  限界変形角について 

曲げ理論に基づいた限界変形角評価式について検証した結果，ばらつきは極めて大きいと言え

る。とくに断面形状による差異があり，両側均等袖壁付き柱は安全側の評価となるが，片側袖壁

付き柱は危険側の評価となり，断面形状により明らかに分布の性状が異なる。設計に際しては，

その点について十分に留意する必要があり，本評価式の中の諸定数の決め方については，今後さ

らに検討する必要があると考えらえる。 

 

（7）  せん断力－変形角スケルトンモデルと実験値との比較 
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両側均等袖壁付き柱および片側袖壁付き柱の荷重－変形関係の実験値と本章で検討した強度，

変形，剛性の評価式を用いた本スケルトンモデルとを比較した結果，本検討の範囲内では，おお

むね外郭曲線を評価できることを示した。 

 

（8）  今後の課題 

今後の解題について以下にまとめる。 

①データベース 

今後，調査対象の論文を広げ，さらにデータを蓄積する必要がある。とくに変形情報，剛

性情報，エネルギー吸収に関する情報が明記されていることは極めて少なく，論文中のグラ

フから，その情報をデジタルに変換して得ることも検討する必要がある。 

 

②蓄積されたデータのまとめ 

今回，検討に使用した袖壁付き柱の試験体数は計 204 体である。他の部材に比較して実験

データは極めて少ない状況であり，さらなるデータの蓄積が望まれる。また，その断面形状

の内訳を見ると両側均等袖壁付き柱が 161 体，片側袖壁付き柱が 41 体，不均等袖壁付き柱

が 2 体である。つまり，実験のそのほとんどが両側均等袖壁付き柱の断面で行われているこ

とを意味する。実務設計では片側袖壁付き柱および不均等袖壁付き柱など様々な断面形状に

対応する必要があるが，その情報は極めて少ない状況である。今後，片側袖壁付き柱および

不均等袖壁付き柱の実験が数多く実施され，その構造性能が示されることを切に期待する。 

また，今回の検討では一切触れていないが袖壁付き柱の変形性能を向上させるためには，

袖壁圧縮端部のコンクリートを鉄筋により拘束することが極めて有効であることが多くの論

文で示されている。論文中に袖壁端部拘束筋の配筋仕様並びに詳細寸法，拘束筋により拘束

される部分の寸法並びに面積，被り寸法等を詳細に示して頂くと，今後，袖壁付き柱部材の

限界変形角を検討・評価する上で有用なデータになると思われる。また，多くの論文では最

大耐力の記載はあるものの，弾性剛性，ひび割れ強度，限界変形といった設計上必要な情報

が不足している状況であり論文中に記載されることが望まれる。 

  

③合理的な設計手法の提案 

袖壁付き柱の変形性能評価について言及すれば，現在，曲げ理論の解釈に基づいた合理的

な設計法の開発が様々な機関で実施，検討され始めている。今後は，それらを発展させ部材

降伏時の変形や限界変形角の精度を高めることが期待される。とくに，限界変形角は，袖壁

圧縮端部の拘束状態に依存するため，そのことを考慮した設計法の開発が望まれる。一方，

袖壁付き柱は，独立柱に比べて剛性が高く，大きなせん断力を負担できる特徴を有し，それ

らを有効に利用する設計法も考えられる。しかし，その部材が大きく損傷する可能性を秘め

ていることを忘れてはならない。以上より，袖壁付き柱を有効かつ安全に設計するためには，

ある耐力，変形時にどのような損傷になるかを把握し，推定する必要があると考えられる。

例えば，袖壁付き柱のひび割れ幅の推定方法の開発やせん断ひび割れ発生荷重の正確な推定

手法の開発も必要と考えられる。 
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7.1 データベースの項目 

 耐力壁部材の剛性や強度，変形性能の評価を行うために構築した実験データベースの調査項目

を以下に示す。 

 

7.1.1 基本情報：ID，出典情報等 

101-ID 情報 

1) 通し番号：部材毎に通し番号を付ける。 

2) 実験主体：実験実施の主体を記入する。 

3) 試験体名称：論文での名称を記入する。 

4) 分類：柱型がある I 形断面の無開口壁（W），柱型がない矩形断面の無開口壁（N），柱型

がある I 形断面の有開口壁（WO），柱型がない矩形断面の有開口壁（NO）の 4 種類から選

択する。柱型の有無は，断面形状から判断し，両側の壁端に壁厚よりも厚みの大きい柱型

の断面が取りついている場合には柱型あり，矩形断面の場合には柱型なしと分類する。 

 

 
(a) 柱型あり                  (b) 柱型なし 

図 7.1.1 分類（断面形状） 

102-文献情報 

1) 文献番号：主たる論文について文献収集リストで付与した通し番号を記入する。 

2) 関連文献番号：主たる論文に関連する文献収集リストで付与した通し番号を記入する。 

3) 情報：主たる文献で必要な情報（タイトルや雑誌名）を記入する。 

 

7.1.2 試験体情報：材料，部材断面 

201-一般情報  

1) スケール：実断面に対して縮小された場合の規模を記入する。例えば 1/2 など。 

2) 層数：試験体の層数を記入する。上部スタブと下部スタブの間に，梁型（壁厚より大きな

梁幅）もしくは梁型が無くても梁主筋が存在する場合は層としてカウントする。 

3) 柱型の有無：壁端部の柱型の有無を記入する。壁厚より大きな柱幅を有する場合は有とす

る。 

4) 拘束域有無：壁端部の拘束域の有無を記入する。柱型の有無に係わらず，壁端部に閉鎖型

拘束筋や幅止め筋等により拘束された領域が存在する場合は有とする。 

5) 対称性：配筋の配置について対称性を記入する。 

6) 打設方向：試験体の材軸方向と同じ方向からの打設を鉛直，それ以外を水平と記入する。 

7) 打設打継：試験体途中での打継の有無を記入する。 

8) 備考：上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項を記入する。 

 

202-材料情報 

a. 以下，コンクリートの材料特性について記入する。  
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1) 設計強度：当該文献に記載されている目標強度で，試験体の設計時に用いた強度を記入す

る。 

2) 圧縮強度：当該文献に記載されている最大圧縮強度を記入する。 

3) 圧縮強度時歪み：当該文献に記載されている最大圧縮強度時歪みを記入する。 

4) 引張強度：当該文献に記載されている引張強度を記入する。算定方法が不明な場合，記述

が無い場合は「-」を選択する。 

5) ヤング係数：当該文献に記載されているヤング係数を記入する。その値の算定方法（AIJRC

規準式（コンクリート強度から算定する式で 2）の圧縮強度を用いた場合），JIS A1149 式（実

験結果より算定する），「-」（算定方法が記載されてない））を選択する。値がない場合は「-」

を選択する。 

 

（特記事項） 

・ 連層耐力壁の場合，各階ごとにコンクリートの材料特性を入力する。 

 

b. 以下，鉄筋の材料特性について記入する。  

1) 降伏強度：当該文献に記載されている降伏強度を記入する。その値の算定方法（降伏点，

0.2%耐力，「-」（算定方法が記載されてない））を選択する。値がない場合は「-」を選択す

る。 

2) 降伏歪み：当該文献に記載されている降伏歪みを記入する。その値が材料実験から得られ

た値を用いて算定されていれば「実験値」とする。その他，算定方法が不明な場合は「-」

を選択する。 

3) 引張強度：当該文献に記載されている引張強度を記入する。 

4) 引張強度歪み：当該文献に記載されている引張強度歪み度を記入する。 

5) ヤング係数：当該文献に記載されているヤング係数を記入する。その値を実験で得られる

降伏強度および降伏歪みを用いて算定している場合は「実験値」と記入する。その他，算

定方法が不明な場合は「-」を選択する。 

6) 備考：上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項を記入する。 

 

（特記事項） 

・ 柱（主筋，帯筋），梁（主筋，あばら筋），壁（縦筋，横筋，X 形配筋，開口補強筋（縦，

横，斜め），壁幅止筋）のデータを収集する。 

・ 正載荷時に引張側となる柱(1)とし，もう一方の側を柱(2)と定義する。 

・ 使用する主筋及び横補強筋が 1 種類の場合は，(1)にその情報を記入する。2 種類の鉄筋を

併用している場合は，(2)の欄にも記入する。 

・ 使用する壁筋が 1 種類の場合は，(1)にその情報を記入する。2 種類の鉄筋を併用している

場合は，(2)の欄にも記入する。 

 

203-部材形状情報 

a. 以下，壁の形状情報について記入する。 



第 7 章 耐力壁部材 
 

7-4 

1) 壁板厚さ：各階の壁板の厚さを記入する。 

2) 壁全長：両端の柱型を含めた全長を記入する。 

3) 壁内法高さ：下側スタブ上面から上側スタブ下面までの高さを記入する。 

4) 各階の壁内法高さ：各階の壁内法高さを記入する。 

5) 各階の高さ：各階の梁上端面間，梁芯間の高さを記入する。 

6) 各階の合計高さ：試験体脚部から各階の梁上端面，梁芯までの高さを記入する。 

 

b. 以下，柱の形状情報について記入する。  

1) 断面形状：矩形または円形などのコンクリート外部の形状を選択する。 

2) 幅：矩形断面において，加力方向に対して直交する辺の長さ（柱型が無い場合は壁厚）を

記入する。円形断面の場合はその直径を記入する。 

3) せい：矩形断面において，加力方向に対して平行する辺の長さを記入する。円形断面の場

合はその直径とする。柱型がない場合は，端部の曲げ補強筋の配置から，図 7.1.2 に示す Dc

を記入した。 

4) コア断面積：外周部せん断補強筋の芯々で囲まれた断面積を記入する。 

5) 被りコンクリート厚さ：矩形断面の場合，幅とせいのかぶり厚さ（外周部せん断補強筋表

面までの深さ）をそれぞれ記入する。 

6) 外周補強筋間距離：外周補強筋の芯々間距離（図 7.1.3）を記入する。 

7) 有効横支持長さ：せん断補強筋（斜め方向含む）の足が掛かっている主筋の芯々間最短距

離（図 7.1.4 中 Ci）の最大値を記入する。幅方向とせい方向の最大値を記入する。 

 

最外縁
曲げ補強筋

壁縦筋

最内縁
曲げ補強筋

       

   図 7.1.2 柱型がない場合の柱せい寸法の取り方               図 7.1.3 補強筋距離 

 

    

図 7.1.4 有効横支持長さの定義[7-1］ 

 

21 ccc llD 

1cl
2cl
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柱(1) 柱(2)
正載荷

tw

bc1 bc2

Dc1 Dc2

L

Acc1 Acc2

柱(1) 柱(2)

正載荷

tw

bc1 bc2

Dc1 Dc2

L

Acc1 Acc2

(a) 柱型あり (b) 柱型なし 

図 7.1.5 柱断面寸法の取り方 

 

（特記事項） 

・ 上段(1)に柱(1)の情報を，下段(2)に柱(2)の情報をそれぞれ記入する。 

 

c. 以下，梁の形状情報について記入する。  

1) 梁本数：各階高さと各階の壁横筋に足し合わせる梁主筋量の算定に必要な梁の本数を記入

する。 

2) 幅：矩形断面における壁厚方向の辺の長さ（梁型が無い場合は壁厚）を記入する。 

3) せい：矩形断面における壁高さ方向の辺の長さ（梁型が無い場合は，梁主筋間距離に被り

厚さを見込んだ値）を記入する。 

4) スラブの有無：梁にスラブが取りついているかどうかを記入する。 

 

d-1. 以下，1 階の耐力壁の開口の情報について記入する。 

1) 開口数：開口の数を記入する。 

2) 幅，高さ，半径（円形の場合），開口中心位置：1 開口の幅，2 開口の高さ，3 開口の半径（円

の場合），4，5 開口の中心位置を記入する。開口中心位置の定義は，4 は圧縮縁（柱(2)側）

からの水平距離，5 は壁脚部からの鉛直距離とする。開口が一つの場合は 2-1)～2-4)にその

情報を記入するが，開口が二つ以上の場合は 2-5)～2-25)にも記入する。 

 

d-2. 以下，全階の耐力壁の開口の情報について記入する。  

1) 開口数，各階の配置：開口の数を記入する。また，各階の開口の配置が「同一」，「対称（千

鳥）」，「その他」のいずれにあたるかを記述する。 

2) 幅，高さ，半径（円形の場合），開口中心位置：1 開口の幅，2 開口の高さ，3 開口の半径（円

の場合）及び 4，5 開口の中心位置を記入する。開口中心位置の定義は，4 は圧縮縁（柱(2)

側）からの水平距離，5 は壁脚部からの鉛直距離とする。開口が一つの場合は 2-1)～2-4)に

その情報を記入するが，開口が二つ以上の場合は 2-5)～2-20)にも記入する。 

d-3. 以下，縦長開口の情報について記入する。 

1) 並列開口の数：各階で並列している（同じ高さ位置にある）開口の数を記入する。 

2) 並列開口の幅：各階の並列開口の幅を記入する。 

3)  縦長開口の高さの和：対象の階から最上階（載荷梁頂部）までを対象に，水平位置が重複

している縦長開口の高さの和を記入する。 

4) 壁高さの和：対象の階から最上階（載荷梁頂部）までの高さを記入する。 

正載荷 正載荷 
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204-柱主筋情報 

1) 本数：全主筋本数を記入する。 

2) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号を選択する。例えば D19 や φ9 など。 

3) 種類：主筋の種類を選択する。例えば SD345 など。 

4) 継手有無：主筋が部材内で継手使用の有無を選択する。 

5) 継手長さ：主筋の継手がある場合はその長さを記入する。 

6) 備考：継手の位置情報など，その他継手に関して追記すべき情報を記入する。 

7) 主筋位置情報：引張縁から順に鉄筋の位置を記入する。 

8) 主筋本数情報： 7)で記入した位置に配された本数を記入する。 

 

（特記事項） 

・ 使用する主筋が 1 種類の場合は，(1)にその情報を記入する。2 種類の主筋を併用している

場合は，(2)の欄にも記入する。 

 

205-柱せん断補強筋情報 

1) 拘束域：拘束域については，I 形断面の試験体では通常は「柱型」を選択し，帯筋がない場

合には「なし（柱型あり）」を選択する。矩形断面の場合は，図 7.1.6 に示すように，帯筋

が壁端に配筋されている場合は「柱型」を，帯筋がない場合には「なし（柱型なし）」を，

拘束域が断面全体に及ぶ壁柱タイプの試験体では，「壁全体」を選択する。 

 

     
(a) 帯筋あり        (b) 帯筋なし            (c) 壁柱タイプ 

図 7.1.6 分類（配筋） 

 

2) 形状：部材断面における補強筋形状を記入する。2 種類ある場合は外周部とその内部の形状

を記入する。（例えば，中子筋のある矩形のせん断補強筋の場合，「矩形・中子」）呼び名：鉄

筋の形状と径を表す記号を選択する。例えば D19 や φ9 など。 

3) 間隔：1 狭い領域（例えばヒンジ領域）と広い領域の間隔。1 種類のみの場合は「狭い箇所」

欄に記入する。位置：2 狭い領域と広い領域の鉛直方向の範囲（壁脚からの距離）を記入す

る。 

4) 種類：補強筋の種類を選択する。例えば SD345 など。 

5) 有効本数：1-4 幅方向とせい方向の補強筋（中子筋を含む）の足の数（図 7.1.7）を記入する。

3)で記載した狭い箇所と広い箇所がある場合はそれぞれ記入し，部材長において補強筋が等

間隔の場合は「狭い箇所」欄にのみ記入する。 
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図 7.1.7 補強筋有効本数 

 

6) 定着性状：1 は定着性状を示す。例えば，フックの有無，重ね継手，溶接，その他（機械式

継手など）を選択する。フック形状：2 はフック角度で，例えば 90 や 135 度と記述する。継

手長さ：3 は重ね継手を選択した場合の継手長さを示す。 

 

（特記事項） 

・ 使用する横補強筋が 1 種類の場合は，(1)にその情報を記入する。2 種類のせん断補強筋を

併用している場合は，(2)の欄にも記入する。 

 

206-梁主筋情報 

1) 本数：全主筋本数を記入する。 

2) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号を選択する。例えば D19 や φ9 など。 

3) 種類：主筋の種類を選択する。例えば SD345 など。 

4) 継手有無：主筋が部材内で継手使用の有無を選択する。 

5) 継手長さ：主筋の継手がある場合はその長さを記入する。 

6) 備考：継手の位置情報など，その他継手に関して追記すべき情報を記入する。 

7) 主筋位置情報：引張縁から順に鉄筋の位置を記入する。 

8) 主筋本数情報：7)で記入した位置に配された本数を記入する。 

9) スラブ軸方向鉄筋：1)～3)の項目を梁主筋と同じように記入する。 

 

（特記事項） 

・ 使用する主筋が 1 種類の場合は，(1)にその情報を記入する。2 種類の主筋を併用している

場合は，(2)の欄にも記入する。 

 

207-壁縦筋情報 

1) 本数：開口がない断面の壁縦筋本数を記入する。 

2) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号を選択する。例えば D19 や φ9 など。 

3) 間隔：階ごとに壁縦筋の配筋間隔を記入する。 

4) 形式：配筋形式（シングル，ダブル，千鳥）を選択する。 
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5) 種類：主筋の種類を選択する。例えば SD345 など。 

6) 鉄筋深さ：正方向載荷時の圧縮縁からの距離を近い順に記入する。 

 

（特記事項） 

・ 使用する主筋が 1 種類の場合は，(1)にその情報を記入する。2 種類の主筋を併用している

場合は，(2)の欄にも記入する。 

 

208-壁横筋情報 

1) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号を選択する。例えば D19 や φ9 など。 

2) 間隔：階ごとに壁横筋の配筋間隔を記入する。 

3) 形式：配筋形式（シングル，ダブル，千鳥）を選択する。 

4) 種類：主筋の種類を選択する。例えば SD345 など。 

 

（特記事項） 

・ 使用する主筋が 1 種類の場合は，(1)にその情報を記入する。2 種類の主筋を併用している

場合は，(2)の欄にも記入する。 

 

209-壁内の幅止め筋情報 

1) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号を選択する。例えば D19 や φ9 など。 

2) 種類：主筋の種類を選択する。例えば SD345 など。 

3) 間隔：1 狭い領域（例えばヒンジ領域）と広い領域の間隔を記入する。1 種類のみの場合は

「狭い箇所」欄に記入する。位置：2 狭い領域と広い領域の鉛直方向の範囲（壁脚からの距

離）を記入する。 

4) 鉄筋深さ：正方向載荷時の圧縮縁からの距離を近い順に記入する。なお，幅止め筋が掛っ

ている軸方向鉄筋の位置を記入する。 

 

（特記事項） 

・ 使用する鉄筋が 1 種類の場合は，(1)にその情報を記入する。2 種類の主筋を併用している

場合は，(2)の欄にも記入する。 

 

210-X 形配筋情報 

1) 本数：X 形配筋もしくはハ型配筋の一辺の鉄筋の本数を記入する。 

2) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号を選択する。例えば D19 や φ9 など。 

3) 種類：主筋の種類を選択する。例えば SD345 など。 

4) 形状：X 形配筋かハ型配筋かを選択する。 

5) 傾斜角：配筋の 1 高さ，2 長さ，3 傾斜角，を記入する。 

 

（特記事項） 

・ 開口の左右に X 型配筋が配置されている場合は(2)の欄にも記入する。 
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211-開口補強筋情報 

1) 本数：一か所に配筋されている鉄筋の本数を記入する。 

2) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号を選択する。例えば D19 や φ9 など。 

3) 種類：主筋の種類を選択する。例えば SD345 など。 

4) 強度への影響：縦方向筋のみ，壁脚の曲げ強度算定時に開口補強筋を加算することが可能

かどうか記入する。可能な場合は，壁脚を横切る縦方向筋の本数を記入する。 

 

（特記事項） 

・ d，e，f には，2010 年版の RC 規準で定められた開口補強筋の有効範囲内にある壁縦筋及び

壁横筋を記入する。その際，有効範囲の定義のうち，開口から 500mm とあるのはスケール

を考慮した値に読み替える。 

・  

7.1.3 加力・計測情報：加力概要，計測概要 

301-加力情報 

1) 加力形式：部材の加力形式を選択する。例えば，図 7.1.8 に示すように，片持ち（1 点載荷，

多点載荷）や両端固定（建研式，大野式），その他（ダブルエンド式など）など。 

2) 加力方向：部材が水平に加力される方向を選択する。例えば，一方向，二方向，斜め 45 度

など。 

3) 載荷履歴：加力載荷の履歴を選択する。例えば，単調片押し，繰り返し，ランダムなど。 

4) 軸力の種類：作用させる軸力の種類を一定軸力，変動軸力から選択する。 

5) 軸力：部材に作用させる軸力の値を記入する。変動軸力の場合は，正方向および負方向の

初期値，水平荷重に対する増分，下限値と上限値を記入する。 

6) 軸力の作用位置：作用させる軸力の位置を選択する。例えば，偏心が無く部材断面に作用

している場合は「中心」，偏心して作用している場合は「偏心」を選択する。 

7) 鉛直ジャッキと取り付き方：鉛直ジャッキが部材にどのように取り付けられているか選択

する。例えば，ピン支持，ローラー支持（鉛直ジャッキが試験体の変形に追随して移動し，

試験体に対する軸力の作用位置が変わらない場合と，試験体の変形に追随せず軸力の作用

位置が変化すると考えられる場合で区別する），PC 鋼棒を用いた載荷，その他など。また当

該鉛直ジャッキの導入軸力の種類（図 7.1.9 参照）を記入する。 

8) 載荷点位置：1 は壁板脚部から水平力の加力点までの高さを記入する。多点載荷の場合はそ

れぞれの水平力の入力点までの高さと割合を記入する。シアスパン：2 は反曲点位置から部

材端部までの長さの内，最大の長さを記入する。反曲点高さをジャッキにより制御してい

る場合はその高さ（長い方）を記入する。またジャッキにより制御していない場合で建研

式加力を行っている場合は，クリアスパンの半分の長さを記入する。 

9) 載荷梁の性状と載荷方法：載荷梁が壁板に対して十分剛と考えられる場合，もしくは，水

平荷重を押しのみで与える場合には「押し」を選択する。載荷梁が壁板に対して剛ではな

く，且つ，水平荷重の一部を引張で与える場合には「引き」を選択する。 

10) せん断スパン比：論文中に記載がある場合に記入する。 

11) 備考 
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図 7.1.8 加力形式 

 

 
   (a) ジャッキが縮む場合        (b) ジャッキが伸びる場合 

図 7.1.9 鉛直ジャッキの軸力種類（試験体に圧縮軸力を作用させる場合） 

 

302-計測情報 

1) 部材応力の計測方法：部材が負担している応力（せん断力，軸力）の計測方法について記

入する。ジャッキの荷重をロードセルで計測している値が示されている場合は「間接」，部

材の応力をロードセルなどで直接計測している場合は「直接」を選択し，不明の場合「-」

と記入する。 

2) 部材変位の計測方法：加力により生じる部材の変位の計測方法について記入する。部材角

や軸方向変位を算定するためのデータが直接計測されている場合は「直接」，計測データを

用いて上記変位の算定する必要がある場合は，「間接」を選択し，不明の場合「-」と記入す

る。 

3) 水平変位の計測位置：水平変位の計測範囲について記入する。また，水平変位を実際に計

測している高さと，変形角算定用の計測高さが異なる場合があるので，その場合には，別

途，変形角算定用の計測高さを記入する。 
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7.1.4 実験データ情報： 

401-データ特性情報 

1) 水平応力データの有無：水平応力データについての情報を記入する。アナログデータ（論

文紙面上の情報），デジタルデータの有無を示す。データがある場合，それらが包絡線上の

データ，または全データかを示す。また，軸力を作用させる場合には，せん断力の算定に

P-Δ（ジャッキによる分を含む）の補正の必要があるかどうかを示す。補正が必要であり，

文献内の情報から可能である場合，「必要（可）」，補正が必要だが文献内の情報からできな

い場合，「必要（不可）」を選択する。 

2) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記入する。 

3) 水平変形データの有無：水平変形データについての情報を記入する。アナログデータ（論

文紙面上の情報），デジタルデータの有無を示す。データがある場合，それらが包絡線上の

データ，または全データかを示す。部材の水平変形として使用するために，補正の必要性

の有無について示す。 

4) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記入する。 

5) 鉛直変形データの有無：鉛直変形データについての情報を記入する。アナログデータ（論

文紙面上の情報），デジタルデータの有無を示す。データがある場合，それらが包絡線上の

データ，または全データかを示す。部材の鉛直変形として使用するために，補正の必要性

の有無について示す。 

6) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記入する。 

7) 分離された水平変形データの有無：分離された水平変形データについての情報を記入する。

アナログデータ（論文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それら

が包絡線上のデータ，または全データかを示す。部材の分離された水平変形として使用す

るために，補正の必要性の有無について示す。 

8) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記入する。 

 

402-剛性情報  

1) 初期剛性：実験データから得られる初期剛性の値を記入する。正負交番載荷の場合は，正

負の値を示すが，特に記載がない場合には，正側に値を記入する。 

 

403-破壊モード 

1) 実験時破壊モード：実験で得られている破壊モードを記入する。正負交番載荷の場合は，

正負の値を示す。 

2) 計算時破壊モード：文献中で計算された最小の終局強度を破壊モードとする。正負非対称

の部材の場合は，正負の値を示す。 

 

404-損傷状態情報（ひび割れや鉄筋降伏，圧縮破壊，主筋座屈などの損傷状態を示す情報） 

1) 曲げひび割れ：実験で得られている曲げひび割れ時の荷重と変形の値を記入する。 

2) 曲げせん断ひび割れ：実験で得られている曲げひび割れ時の荷重と変形の値を記入する。 

3) せん断ひび割れ：実験で得られているせん断ひび割れ時の荷重と変形の値を記入する。開
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口隅角部のひび割れは，判別が可能な場合は別途記入する。 

4) 側柱主筋降伏：実験で得られている最初に側柱主筋が降伏した時の荷重と変形の値を記入

する。なお，主筋の降伏位置（最外縁，最内縁（全主筋））が確認できる場合には，別途記

入する。 

5) 側柱せん断補強筋降伏：実験で得られている最初に側柱せん断補強筋が降伏した時の荷重

と変形の値を記入する。 

6) 壁縦筋降伏：実験で得られている壁縦筋が降伏した時の荷重と変形の値を記入する。 

7) 壁横筋降伏：実験で得られている壁横筋が降伏した時の荷重と変形の値を記入する。 

8) 側柱かぶりコンクリート剥落：実験で得られている側柱かぶりコンクリートが剥落した時

の荷重と変形の値を記入する。 

9) 最大耐力：実験で得られている最大耐力に達した時の荷重と変形の値を記入する。 

10) 主筋座屈：実験で得られている最初に主筋が座屈した時の荷重と変形の値を記入する。 

11) 軸崩壊：実験で得られている軸崩壊に達した（またはそう見なされる）時の荷重と変形の

値を記入する。 

12) 限界耐力点：論文に筆者が記載した限界耐力点の変形の値を記入する。 

13) 限界耐力点：論文中の荷重変形関係から読み取ったアナログデータを元に，最大耐力後，

水平荷重が最大耐力の 80%まで低下した点の変形角の値を記入する。 

14) 耐力点：論文中の荷重変形関係から読み取ったアナログデータを元に，初めて最大耐力の

70，80，90，100%（最大耐力）の耐力点に到達した時の包絡線上の変形角の値を記入す

る。 

14) 備考： 

15) 等価粘性減衰定数：論文中に等価粘性減衰定数の記載がある場合は，各変形角における等

価粘性減衰定数が図で表わされているか，表で表わされているか示す。 

16) ひび割れ情報：ひび割れ図の有無を記入する。またひび割れが計測されている部材角を記

入する。 

17) 写真情報：損傷を示した写真の有無を記入する。また写真が撮影された部材角を記入する。 

18) その他の損傷情報：ひび割れ幅や長さなどさらに詳細な情報を計測の有無を記入する。 

 

（特記事項） 

・ 変形や強度が論文中に片方向しか記載されていない場合は，正載荷時のシートに記入する。  

・ 変形については，対象とする損傷がサイクル時に観測されたもの（実際にはサイクル以前

に発生している可能性がある）か，対象とする損傷が発生時に観測されたものかを区別し

て記述する。 

 

405-デジタルデータ 

1) ファイル名：デジタルデータがある場合には，そのファイル名称を記入する。 

2) 備考： 
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7.1.5 データの信頼度指標 

各評価項目に対して信頼度を記入し，不適切データの定義に活用する。 

 

7.2 収集データの特性 

7.2.1 収集した論文の概要 

 本節では，収集したデータベースについて説明する。1975 年から 2013 年の間に，日本建築学

会の構造系論文集，構造工学論文集，日本コンクリート工学会の年次大会論文集，コンクリート

論文集で発表された論文のうち，耐力壁に関連する 510 編の論文を対象にデータベースの構築，

データの整理，分析を行った。これらの論文のうち，実際に論文に記載された実験試験体の情報

をデータベースに入力した論文の数は 217 編である。論文の内訳を表 7.2.1 に示す。情報が不足す

る論文については，日本建築学会の学術講演梗概集や各支部の研究報告集（計 40 編）を参照しな

がら，データの入力を行った。 

また，国土交通省建築基準整備促進事業で実施された研究のうち，課題 8 番「開口の数や位置

を考慮した鉄筋コンクリート造の耐力壁の強度・剛性評価方法に関する実験・解析」，課題 9 番「鉄

筋コンクリート造の耐力壁架構の条件設定に関する実験」，課題 30「有開口耐力壁の変形能力の

評価等に関する実験・解析」，課題 39「鉄筋コンクリート造連層耐力壁の構造詳細と部材種別に

係る基準の整備に資する検討」に関しては，各事業主体から実験のデジタルデータの提供を受け，

詳細な検証を行った。 

 

表 7.2.1 実験データの収集を行った論文数 

論文名 論文数

日本建築学会　構造系論文集 27

日本建築学会　構造工学論文集 16

日本コンクリート工学会　年次大会論文集 169

日本コンクリート工学会　コンクリート論文集 5

合計 217

その他（日本建築学会大会 学術講演梗概集、支部研究報告集） 40  
 

表 7.2.2 実験データの収集を行った論文数 

年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数 年度 論文数

1980 3 1990 7 2000 12 2010 12

1981 1 1991 6 2001 6 2011 7

1982 1 1992 6 2002 8 2012 7

1983 4 1993 5 2003 6 2013 3

1984 6 1994 8 2004 10

1975 0 1985 5 1995 5 2005 10

1976 0 1986 2 1996 4 2006 6

1977 0 1987 7 1997 5 2007 10

1978 0 1988 12 1998 4 2008 9

1979 3 1989 3 1999 5 2009 9

合計 3 合計 44 合計 55 合計 86 合計 29

合計 217  
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日本コンクリート工学会 コンクリート論文集

日本コンクリート工学会 年次大会論文集

日本建築学会 構造工学論文集

日本建築学会 構造系論文集

 
図 7.2.1 実験データの収集を行った論文数 

 

7.2.2 収集した試験体の概要 

 7.2.1 項で示した 217 編の論文，基整促の研究報告書に記載された内容から，684 体の実験試験

体のデータをデータベースに入力した。入力の対象は，両側に柱型が付いた I 形断面の耐力壁，

両側共に柱形のない矩形断面の耐力壁とし，それぞれ開口を持つ耐力壁も対象とした。なお，偏

平率（＝壁全長／壁厚）が小さい矩形断面の耐力壁では，断面全体が閉鎖型のせん断補強筋で拘

束される場合があるが，その挙動には壁式ラーメン構造で用いられる壁柱との類似点も多い。そ

こで，本実験データベースでは，偏平率が 2.5 程度以上の矩形断面の壁柱試験体についても検討

対象とし，データの収集を行った。実験データの入力を行わなかった試験体は，補強試験体や壁

筋が斜め 45 度に配筋された試験体，壁内に側柱以外の柱型を有する（2 スパン以上の）試験体，

開口の配置や配筋が特に複雑な試験体，プレキャストの試験体など，一般的な部材の評価とは区

別する必要があると判断した試験体である。表 7.2.3 に試験体数の一覧を示す。次項以降の検討で

は，実験データの収集を行った試験体の中で，以下の項目に該当する，構造性能の評価に特別な

配慮が必要な試験体に関しても，検討対象から除外した。また，現行基規準の適用範囲内での検

討を行うため，コンクリートの圧縮強度が 60MPa以上の試験体も，以後の検討対象では除外した。

一方，載荷実験では，曲げ破壊や局所破壊の防止など試験体の破壊性状を制御する目的で高強度

鉄筋が用いられる場合があるため，高強度鉄筋を用いた試験体は検討対象に含めた。これらの試

験体を除外した試験体の総数は 507 体である。 

 

（材料に関する条件） 

・コンクリートの圧縮強度が 60MPa を超える試験体（39 体） 

・柱と壁でコンクリート強度が違う試験体（1 体） 

 

（寸法，形状，配筋に関する条件） 

・両側の柱型（柱型拘束域）の寸法や配筋が異なる試験体（5 体） 

・円形の開口が設けられた試験体（37 体） 

・縮尺が極端に小さい（3%）試験体（1 体） 

・X 形配筋の試験体（11 体） 
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・配筋が特殊な試験体（3 体） 

（壁板が多数の閉鎖型拘束筋で拘束されている，または，壁縦筋の本数が少なく，壁板せい方向に分散配置されていない） 

 

（載荷条件に関する条件） 

・二方向水平載荷の試験体（24 体） 

・偏心軸力を作用させた試験体（29 体） 

・変動軸力を作用させた試験体（13 体） 

・載荷中にせん断スパン比を変更した試験体（14 体） 

 

表 7.2.3 次節以降で検討対象とする試験体の数 

① 有 無 254

② 無 無 102

有 有 144

無 有 7

507

柱型の有無 開口の有無 検討対象となる試験体数グループの分類

合計

③

 
 

7.2.3 収集した試験体の特性値の分布 

表 7.2.4，図 7.2.2 から図 7.2.21 に，表 7.2.3 で示した試験体の特性値の分布を示す。特性値は，

断面形状の違いと開口の有無に基づき，3 種類（①無開口・I 形断面，②無開口・矩形断面，③有

開口・I 形，矩形断面）に分類して示した。③有開口では，I 形断面の試験体が多数を占めるため，

特性値の分布が①I 形断面と近いものが多い。表 7.2.4 の数値は以下の仮定に基づいて算定した。 

 

・ 等価開口周比 r0は，後述する 2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書［7-2］の式(7.2.1)，2010

年版 RC 規準［7-3］の式(7.2.4)に従って算定した。技術基準解説書で用いた仮定は以下の通りで

ある。① 開口が複数ある場合に，図 7.2.2 (a)に示す二つの開口間の水平距離 l が二つの開口

の高さ h の 1.5 倍以上あり，且つ，l が 1m 以上の場合は二つの開口を面積等価な開口とみな

し，この条件を満足しない場合には，包絡する開口とみなす方法が示されている。本データ

ベースでは，縮尺が不明な試験体も多いことから，l≧1.5h の条件のみを用いて，開口長さや

開口面積の判別を行った。② 連層の耐力壁では 1 階を対象に計算した。③ 実験試験体では，

試験区間上下のスタブが剛強な試験体が多く，開口上下の梁の損傷に伴う破壊は生じないと

考えられるため，縦長開口による低減率は考慮していない。また，2010 年版 RC 規準で用い

た仮定は以下の通りである。① 連層の耐力壁では 1 階を対象に計算した。② 縦長開口によ

る低減は，いずれの試験体も下スタブが剛強であると考えられるため，λを用いた評価法の

みを用いた。壁高さΣh は，図 7.2.2(b)に示すように，下スタブの上端面から載荷梁の上端面

までの高さ，開口高さΣh0 はΣh の領域内にある開口のうち，水平方向の位置が重なる開口

の高さの和とした。 

・ せん断スパン比は，せん断スパンを壁の全長で除すことで求めた。 

・ 軸力比は，圧縮側は軸力を耐力壁の全断面積とコンクリート圧縮強度で除すことで，引張側

は軸力を耐力壁の軸方向鉄筋の全断面積と降伏強度で除すことで求めた。なお，軸力比の算
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定断面は 1 階壁脚位置とし，1 階壁脚位置に開口がある場合には，開口による断面欠損を考

慮した。 

・ せん断応力度比は，式(7.5.26)の曲げ終局強度式による水平せん断力，式(7.5.18)のせん断ひび

割れ強度と式(7.5.30)のせん断終局強度の最大値（開口低減率には式(7.2.1)の等価開口周比 r0

を用いた）を比較し，小さい方の値を壁幅と側柱中心間距離（柱型のない試験体では壁全長）

で除した値とした。また，開口を有する試験体では，開口の投影長さに対応する面積を差し

引いて計算した。 

 

表 7.2.4 データベースの特性値 

MPa 12.7～59.5 28.0 28.7 27.2 27.3 506 253 102 151

MPa 244～1044 421 405 553 363 502 254 97 151

MPa 160～1423 379 346 500 383 441 236 60 145

MPa 160～882 352 319 414 365 505 253 101 151

MPa 160～1423 361 319 463 365 505 253 101 151

0.07～1.0 0.31 0.25 0.41 0.36 279 141 45 93

mm 300～4740 1430 1489 884 1699 507 254 102 151

mm 280～4900 1223 1207 1190 1284 507 254 102 151

0.36～4.00 0.97 0.83 1.60 0.77 507 254 102 151

mm 19～250 74 74 74 74 507 254 102 151

0.10～0.67 0.31 254

0.67～0.95 0.78 254

2.5～26.7 7.3 102

0.16～0.94 0.40 151 151

0.16～0.82 0.39 151 151

I形断面 % 0.09～3.54 0.85 0.77 254 150

矩形断面（壁端から0.1D） % 0.02～1.70 0.45 99

矩形断面（壁端からtw） % 0.02～1.13 0.39 99

% 0.00～1.60 0.58 0.64 0.42 0.59 492 243 98 151

% 0.00～3.75 0.65 0.59 0.81 0.64 504 254 99 151

% 0.00～1.76 0.60 0.57 0.63 0.64 507 254 102 151

0.1～3.6 0.97 0.96 0.97 0.97 498 252 81 151

0.21～2.96 1.01 0.98 1.19 0.95 506 253 102 151

-0.40～0.61 0.07 0.05 0.08 0.08 505 253 102 150

0.02～0.33 0.15 0.17 0.11 0.13 487 243 99 145

柱
（端部拘束域）

帯筋比

式（7.2.1）　技術基準解説書

式（7.2.4）　2010年版RC規準

壁横筋　降伏強度

縦筋比

横筋比

単位 範囲
全体

平均

帯筋　降伏強度

壁縦筋　降伏強度

主筋　降伏強度

等価引張
鉄筋比

試験体数

載荷
条件

せん断スパン比

軸力比

せん断応力度比

壁

横筋比/縦筋比

配筋

形状

等価開口周比
r0

壁内法高さ H（連層の場合は全層）

H/L

壁厚

壁厚／側柱幅

壁内法長さ／壁全長

偏平率（壁全長／壁厚）

コンクリート圧縮強度（複数層の場合は1階）

柱
（端部拘束域）

壁

壁全せい L

材料

縮尺

項目 ② 無開口
矩形

③有開口
I形，矩形

全体
① 無開口

I形
② 無開口

矩形
③有開口
I形，矩形

① 無開口
I形

 

 

              

(a) 技術基準解説書における                     (b) RC 規準における 

複数開口の取り扱い［7-2］                            縦長開口による開口低減［7-3］ 

 図 7.2.2 等価開口の判断の例 

 

l

h
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  図 7.2.3 に，①I 形断面の試験体を対象に計算したΣAc／Ag（ΣAc：柱型の断面積，Ag：耐力壁

の全断面積）の分布を示す。ΣAc／Agの平均値は 0.48 であり，柱型と壁板の断面積がほぼ等しい

試験体の割合が大きい。図 7.2.4 に②矩形断面の試験体の偏平率の分布を示す。偏平率は壁全せい

を壁厚で除すことで求めた。壁端に帯筋がある試験体の偏平率は 5～27 と幅広く分布したが，帯

筋のない試験体や壁柱試験体では，偏平率が 10 程度以下となるものが多くを占めた。 
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図 7.2.3 縮尺                        図 7.2.4 各グループの形状の特徴 

 

図 7.2.5 にコンクリートの圧縮強度の分布を示す。本検討では，コンクリート圧縮強度が 60MPa

までの試験体を対象としているが，平均値は 28MPa であり，大部分が 20～40MPa の間に分布し

ていた。 
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図 7.2.5 コンクリートの圧縮強度 

 

 図 7.2.6 から図 7.2.9 に鉄筋の降伏強度の分布を示す。大部分の試験体で SD490 相当以下（ここ

では実強度で 600MPa 以下と仮定した）の鉄筋が利用されていた。 

柱主筋（壁端部曲げ補強筋）では，SD490 相当以下が全体の 89%を占めるが，①I 形断面では

92%，②矩形断面では 63%と断面形状によって高強度鉄筋の比率が異なっている。破壊形式ごと

に見ると，SD490 相当以下の試験体の割合が，曲げ型（曲げ破壊，曲げ降伏後のせん断破壊）で

は全体の 99%を占めているのに対し，せん断型では 81%となっていた。②矩形断面では①I 形断

面と比較して，せん断スパン比が大きく，曲げ破壊が先行しやすい。したがって，せん断破壊型

の試験体では，曲げ降伏が先行しないように，高強度鉄筋が多く用いられたものと考えられる。 

柱帯筋（壁端部拘束筋）の降伏強度に関しては，SD490 相当以下の試験体の割合が全体の 94%

と大部分を占めたが，SD490 相当以上の帯筋が利用された試験体のうち 77%をせん断破壊型の試

験体が占めた。 

壁縦筋，壁横筋に関しては，殆どの試験体で SD490 相当以下の鉄筋が用いられており，全体に

占める割合はそれぞれ 98%，97%であった。 
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(i) 形状ごとの分類 
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(ii) 破壊性状ごとの分類 

図 7.2.6 柱主筋（壁端部曲げ補強筋）の降伏強度 
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(ii) 破壊性状ごとの分類 

図 7.2.7 柱帯筋（壁端部拘束筋）の降伏強度 
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図 7.2.8 壁縦筋の降伏強度 
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図 7.2.9 壁横筋の降伏強度 

 

図 7.2.10 に壁内法高さ／壁の全長の分布を示す。壁内法高さ／壁の全長は，I 形断面と比べ矩形

断面の試験体の方が全体的に大きくなっている。 
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図 7.2.11，図 7.2.12 に壁縦筋比と壁横筋比の分布を示す。また，図 7.2.13 に壁横筋比／壁縦筋

比の分布を示す。壁横筋比と壁縦筋比の比率を見ると，壁横筋比／壁縦筋比の比率が 0.75～1.25

の範囲となる試験体の割合が，①I 形断面では 96%であるのに対し，②矩形断面では 66%となり，

②矩形断面では壁縦筋と壁横筋の割合が異なる試験体の割合が多かった。 
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図 7.2.11 壁縦筋比 
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図 7.2.12 壁横筋比 

 



第 7 章 耐力壁部材 
 

7-20 

14  29 

239 

182 

13  6  1  14 

0

50

100

150

200

250

300

0.5 1.0 1.5 2.0

試
験

体
数

壁横筋比／壁縦筋比
全体

0.97（0.17～3.6）

1 
12 

129 

102 

3  3  1  2 
0

50

100

150

200

0.5 1.0 1.5 2.0

試
験

体
数

壁横筋比／壁縦筋比
① 無開口

Ｉ形断面

0.96（0.44～3.6）

 

13  16 
35 

11  8  1  0  10 

0

50

100

150

200

0.5 1.0 1.5 2.0

試
験

体
数

壁横筋比／壁縦筋比
② 無開口

矩形断面

0.97（0.17～2.6）

 

0  1 

75  69 

2  2  0  2 
0

50

100

150

200

0.5 1.0 1.5 2.0

試
験

体
数

壁横筋比／壁縦筋比
③ 有開口

Ｉ形・矩形

0.97（0.74～2.0）

  
図 7.2.13 壁横筋比／壁横筋比 

 

図 7.2.14 にせん断スパン比の分布を示す。せん断スパン比は，①I 形断面では平均値が 0.98，②

矩形断面ではは平均値が 1.2 となった。矩形断面では細長い形状の耐力壁を対象とした試験体の

割合が多いと考えられる。 
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図 7.2.14 せん断スパン比 

 

 図 7.2.15 に軸力比の分布を示す。①I 形断面では，軸力比が 0.20 を超える試験体は 1 体のみで

あるが，②矩形断面では，軸力比が 0.20 を超える試験体が 11 体有り，より高軸力下での検討が

多く行われている。また，引張軸力を一定軸力として作用させた試験体が 4 体あった。 
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図 7.2.15 軸力比 

 

式(7.2.1)から式(7.2.3)に 2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書［7-2］の手法に従って計算さ

れる等価開口周比，開口によるせん断剛性低減率，開口によるせん断強度低減率を示す。図

7.2.16(a)に示すように，等価開口周比に関しては，一枚壁として取り扱う時の目安となる 0.40 を

上回る試験体が全体の 38%を占めている。図 7.2.17 に，1 階に複数の開口を持つ試験体を対象に，

技術基準解説書の条件（図 7.2.2(a)の l≧1.5 h を満足するものは面積等価の開口部，それ以外は包

絡する開口部とみなす）に従って算定した等価開口周比と，面積等価の開口部とみなした場合の

等価開口周比の比較結果を示す。開口を複数持つ試験体には，構造関係技術基準解説書の手法に

よる等価開口周比が，単純な面積等価の手法による等価開口周比と比較して著しく大きい試験体

が数体存在する。図中にこれらの試験体の開口の配置を示すが，開口が壁板の対角に配置される



第 7 章 耐力壁部材 
 

7-21 

と，開口面積が比較的小さい場合でも，包絡による開口で等価開口周比が決まる事例があること

が分かる。このような試験体では，実験の最大耐力が過小評価される傾向にあるため，評価手法

に改善の余地があると考えられる。 

 式(7.2.4)から式(7.2.6)に 2010 年版の鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説［7-3］で新たに提案

された投影長さ，投影高さに基づく等価開口周比，開口によるせん断剛性低減率，開口によるせ

ん断強度低減率を示す（なお，式(7.2.1)から式(7.2.3)の構造関係技術基準解説書の評価式との対応

が分かりやすいように，鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説とは異なる英文字で表記してい

る）。図 7.2.16(b)に示すように，等価開口周比に関しては，一枚壁として取り扱う時の目安とな

る 0.40 を上回る試験体の割合が全体の 47%と，式(7.2.1)を使用した場合と比較してやや増加して

いる。これは，基準となる壁長さが壁の全長に変更になったことが影響していると考えられる。

ただし，図 7.2.3.18 に示すように，複数開口を持つ試験体に関しては，式(7.2.3)を使用した場合と

比較して，投影長さ，投影高さを用いることで，開口が離れて配置された試験体において，開口

低減率が極端に小さくなる事例が減少している。 

いずれの評価式を用いた場合にも，等価開口周比の平均値が，RC 規準において耐力壁として取

り扱う際の目安となる 0.4 とほぼ等しい。したがって，本検討結果には，一般的には耐力壁とし

て取り扱われることがあまりないような大きな開口を有する試験体の実験結果が多く含まれてい

る点に注意が必要である。 

 

（構造関係技術基準解説書の手法） 

hl

lh
r  00

0                                                                                                                             (7.2.1) 

01 25.11 rr                                                                                                                              (7.2.2) 

),,max(1 00
02 h

h

l

l
rr                                                         (7.2.3) 

0r  ：等価開口周比 

1r  ：開口によるせん断剛性低減率 

2r  ：開口によるせん断強度低減率（今回の検討では h0/ h は考慮しない。） 

0l  ：開口の水平部の長さ 

0h  ：開口の鉛直部の高さ 

h  ：耐力壁の上下のはりの中心間距離 
（今回の検討では，単層：壁の内法高さ，連層：壁の内法高さと枠梁せいの和とした。） 

l  ：耐力壁の両端の柱の中心間距離 
（今回の検討では，柱型のない耐力壁の場合は，壁全長の 0.9 倍とした。） 

 

（2010 年版 RC 規準の手法） 

hl

lh
r pp 00

0 1.1                                                                                                                        (7.2.4) 

01 25.11 rr                                                                                                                            (7.2.5) 
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),1.1,max(1 02 





h

h
or

h

h

l

l
rr ooop                                        (7.2.6) 

0r  ：等価開口周比 

1r  ：開口によるせん断剛性低減率 

2r  ：開口によるせん断強度低減率 
（今回の検討ではΣh0/Σh は考慮しないが，λΣh0/Σh は考慮する。） 

0l  ：開口部の水平断面への投影長さの和 

0h  ：開口部の鉛直断面への投影高さの和 

h  ：当該階の壁部材の高さ 
（今回の検討では，単層：壁の内法高さ，連層：壁の内法高さと枠梁のせいの和とした。） 

l  ：柱を含む壁部材の全長 
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図 7.2.16 等価開口周比 
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図 7.2.18 等価開口周比の比較（式(7.2.6)による RC 規準の手法） 

 

 式(7.2.6)による開口によるせん断強度の低減率が，開口長さ，開口面積，開口高さのいずれの因

子で決まったかを確認するために，③有開口の 151 体の試験体を対象に計算した，各因子による

せん断強度の低減率の分布を図 7.2.19 に示す。開口長さ，開口面積，開口高さにより，開口低減

率が決まった試験体の数はそれぞれ 18 体，135 体，2 体となり，開口面積によって低減率が決ま

った事例が全体の 9 割近くを占めている。一方，縦長開口を有する試験体でも，今回対象とした

試験体では，開口高さで低減率が決まった試験体は殆どなかった。これは，試験体の頂部にせい

の高い載荷梁が設けられている場合が多いこと，開口長さが短い場合にはλの値が小さくなり，

開口による低減が小さく抑えられることなどが考えられる。 
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図 7.2.19 開口低減率を決定する要因（式(7.2.6)による RC 規準の手法） 
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 図 7.2.20 にせん断応力度比の分布を示す。①I 形断面では，せん断破壊が起こらない場合に部材

種別 WA の評価基準［7-2］となる 0.20 を下回る試験体が全体の 74%，②矩形断面では，せん断破壊

が起こらない場合に WA の評価基準となる 0.10 を下回る試験体が全体の 42%となった。 
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図 7.2.20 せん断応力度比 

 

 図 7.2.21 に破壊形式ごとの試験体数を示す。①Ｉ形断面では，曲げ破壊が 41 体（17%），曲げ

せん断破壊（曲げ降伏後のせん断破壊含む）が 97 体（38%），せん断破壊が 116 体（46%），付

着割裂破壊が 0 体（0%），その他が 0 体（0%）となった（正方向載荷時と負方向載荷時の破壊形

式が異なる場合には，正方向載荷時の破壊形式を採用した）。②矩形断面では，曲げ破壊が 28 体

（27%），曲げせん断破壊が 21 体（21%），せん断破壊型が 52 体（51%），付着割裂破壊が 1 体

（1%），その他が 0 体（0%）となった。③有開口では，曲げ破壊が 19 体（13%），曲げせん断

破壊（曲げ降伏後のせん断破壊含む）が 17 体（11%），せん断破壊が 114 体（75%），付着割裂

破壊が 0 体（0%），その他が 1 体（1%）となった。①，②の無開口の試験体では，曲げ破壊，曲

げせん断破壊の試験体とせん断破壊の試験体が隔たりなくあるが，③有開口では，曲げ破壊，曲

げせん断破壊の試験体が少なく，大部分がせん断破壊型となっている。但し，これらの試験体の

中には，試験体の実際の損傷性状からではなく，変形性能から破壊形式を判別した試験体も含ま

れており，分類の方法に関しては今後の検証が必要である。特に大開口を有する耐力壁では，一

枚壁としての挙動よりも，骨組としての挙動が支配的になるため，曲げ，せん断と破壊形式を単

純に分類することは難しいと考えられる。 
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図 7.2.21 破壊形式ごとの試験体数 
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7.3 収集データの信頼度分析 

 収集した実験データの材料特性については，コンクリートの圧縮強度や柱主筋（端部曲げ補強

筋），壁筋に関しては，殆どの試験体で強度の記載があったが，側柱（壁端部拘束域）のせん断補

強筋に関しては，強度の記載がない試験体が 6 体あった。また，一部の試験体で，掲載されてい

る論文によって，材料強度が異なる試験体が 6 体あった。この場合，より信頼度の高いと思われ

る文献の値を参照した。なお，掲載されている強度や剛性の数値，単位が明らかにおかしい試験

体が数体あった。桁数の間違いなど誤りが明らかな場合には，修正した値を採用した。 

 実験データの試験体形状，配筋については，縮尺の記述がない試験体が 228 体（45%）あった。

側柱主筋（壁端拘束域の曲げ補強筋）の配筋位置に関しては，論文中に数値が記載されていた試

験体は 82 体（16%），論文中の配筋図から配筋位置が推定できた試験体が 333 体（66%），配筋位

置の推定ができなかった試験体は 92 体（18%）となった。また，側柱のせん断補強筋（壁端拘束

域の横拘束域）の配筋位置に関しては，論文中に数値が記載されていた試験体は 22 体（4%）の

みと少なく，論文中の配筋図から配筋位置が推定できた試験体が 395 体（78%），配筋位置の推定

ができなかった試験体は 90 体（18%）となった。これらの情報は，断面解析における主筋位置や

コアコンクリートの拘束領域の把握や，トラスアーチ式によるせん断終局強度の計算における有

効壁長さの評価など，詳細な検討を行う際に必要不可欠な情報であり，今後論文への記載を是非

お願いしたい項目である。なお，有開口試験体に関しては，開口の寸法や位置の記述がないもの

もあった。また，開口補強筋については，配筋位置が記載されていないものが多く，詳細なデー

タの収集が困難であった。 

 実験データの載荷，計測方法については，水平加力高さについての記述がない試験体があった。

この場合には，同時期に同研究グループで行われた実験の論文を参考に類推した。載荷図がある

場合には，図面から水平加力高さを類推した。また，水平加力高さについての記述がない試験体

のうち，せん断スパン比の記載があった試験体に関しては，せん断スパン比が壁力壁の全長から

求められたものか，側柱中心間距離から求められたものかを，同研究グループで行われた他の実

験の論文を参考に類推した。類推が不可能な場合には，データは収集したが，部材性能の検証対

象からは除外した。また，水平変位の計測高さについての記述がない試験体についても，同時期

に同研究グループで行われた実験の論文を参考に類推した。計測図がある場合には，図面から水

平加力高さを類推し，計測図がない場合には，水平加力高さを水平変位の計測高さと仮定した。

逆対称載荷の試験体は，試験区間を計測高さとした。実験データの結果については，最大耐力の

記載がない試験体は 18 体（4%）のみと少なかったが，最大耐力時の変形角に関しては，記載が

ない試験体が 213 体（42%）と半数に近い割合となった。 

 

7.4 実験値の定義 

 以下に実験データの収集および判別方法を示す。 

 

7.4.1 弾性剛性 

水平荷重－水平変形関係における弾性剛性であり，論文中に数値の記載があるもののみ収集し

た。 
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7.4.2 曲げひび割れ強度 

水平荷重－変形角関係上の曲げひび割れ点の強度であり，論文中に数値の記載があるもののみ

収集した。なお，曲げひび割れ時の変形角に関して，○○%サイクル時と記載されていた場合に

は，データの収集は行ったが，計算値との比較は行わなかった。 
 
7.4.3 せん断ひび割れ強度 

水平荷重－変形角関係上のせん断ひび割れ点の強度であり，論文中に数値の記載があるものの

み収集した。なお，せん断ひび割れ時の変形角に関して，○○%サイクル時と記載されていた場

合には，データの収集は行ったが，計算値との比較は行わなかった。 
 
7.4.4 曲げ終局強度 

水平荷重－変形角関係上の最大耐力点であり，曲げ破壊もしくは曲げ降伏後のせん断破壊と判

別された試験体のうち，論文中に数値の記載があるもののみ収集した。 
 
7.4.5 せん断終局強度 

水平荷重－変形角関係上の最大耐力点であり，せん断破壊と判別された試験体のうち，論文中

に数値の記載があるもののみ収集した。なお，せん断終局強度時の変形角に関して，○○%サイ

クル時と記載されていた場合には，データの収集は行ったが，計算値との比較は行わなかった。 
 
7.4.6 曲げ降伏強度 

水平荷重－変形角関係上で側柱主筋もしくは壁端の曲げ補強筋が降伏した点であり，論文中に

数値の記載があるもののみ収集した。降伏の判定は，主に鉄筋に添付したひずみゲージの計測値

によって行われている。また，曲げ降伏時の変形角に関して，○○%サイクル時と記載されてい

た場合には，データの収集は行ったが，計算値との比較は行わなかった。 
 
7.4.7 等価粘性減衰定数 

国土交通省建築基準整備促進事業で載荷実験が実施された試験体のうち，水平荷重－変形角関

係のデジタルデータの提供を受けた曲げ破壊もしくは曲げ降伏後のせん断破壊と判別された試験

体を対象に等価粘性減衰定数の計算を行った。等価粘性減衰定数には，定常サイクルとなる第二

サイクルの値を採用し，塑性率 1.0 の基準となる変形角は，今回の検討では，実験の水平荷重が

最大耐力の 90%に初めて到達した時の変形角とした。 
 
7.4.8 限界変形角 

論文の紙面に水平荷重－変形角関係の記載があった試験体を対象に限界変形角の読み取りを行

った。限界変形角は，荷重変形関係における最大耐力以降の水平荷重が，最大耐力の 80%まで低

下した点の変形角と定義し，正負各方向の最小値を用いた。 

 

7.5 評価式とその精度 

7.5.1 はじめに 

 本節では，データベースで収集した試験体の剛性や強度，変形を，2007 年版建築物の構造関係

技術基準解説書（以後，技術基準解説書）［7-2］や鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説［7-3，7-4］

（以後，RC 規準），鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説［7-5］（以後，
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靭性指針），鉄筋コンクリート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説［7-6］（以後，性能指針）

などに記載された算定式による計算値と比較し，既往の算定式の予測精度を検証する。 

 本検討では，曲げ変形とせん断変形を足し合わせることで算定した。曲げ変形は，図 7.5.1 に示

すように，実験における水平変位の計測範囲を高さ方向に 50 分割し，分割した各要素に作用する

モーメントに対応した曲率を積分することで算定した。また，せん断変形は，計測範囲内にある

各階のせん断ひずみに階高を掛けたものを足し合わせることで求めた。 

 

Q

モーメント
分布

第 層1

第 層2

第 層3

第 層4

水平変位
計測

開始点

水平変位
計測

終了点

曲率
分布

 
図 7.5.1 曲げ変形の算定 

 

 各強度時に対応する変形角を算定するためには，各断面における曲率とせん断ひずみを算定す

る必要がある。そこで，今回の検討では，以下に示す 3 通りの方法で，モーメント－曲率関係，

せん断応力－せん断ひずみ関係を算定し，変形角の評価を行った。なお，開口による強度および

剛性の低下率には，特に断りがない場合，式(7.2.4)～式(7.2.6)に示した 2010 年版 RC 規準の計算式

を用いた。 

 

評価手法 A：性能指針に記載された精算法に従って計算した。 

＜曲げ＞ 

第一折れ点：曲げひび割れ点 

 （モーメント） 式(7.5.15)  を用いて計算する。 

 （曲率）    7.5.2 項の弾性剛性を用いて計算する。 

第二折れ点：曲げ降伏点 

 （モーメント） 断面解析で計算する（側柱の全主筋と壁縦筋の 2/3 が降伏する時のモーメン

ト）。 

 （曲率）    断面解析で計算する（側柱の全主筋が降伏する時のモーメントと，側柱の全

主筋と壁縦筋の 2/3 が降伏する時のモーメントの平均値とする）。 

第三折れ点：曲げ終局点 

 （モーメント） 断面解析で計算する（計算で得られた最大モーメントとする）。 

 （曲率）    式(7.5.49)を用いて計算する。 
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＜せん断＞ 

第一折れ点：せん断ひび割れ点（曲げせん断ひび割れ考慮） 

（せん断力）  曲げひび割れ強度時のせん断力（階中央高さ）と，式(7.5.18) によるせん断ひ

び割れ強度の小さい方の値とする。 

 （せん断ひずみ）7.5.2 項の弾性剛性を用いて計算する。 

第二折れ点：曲げ降伏点，せん断強度点 

（せん断力）  曲げ降伏強度時のせん断力と，式(7.5.32) によるトラスアーチ機構に基づくせ

ん断終局強度の平均式の小さい方の値とする。 

 （せん断ひずみ）式(7.5.35) によるトラス剛性を用いて計算する。 

第三折れ点：曲げ降伏後のせん断破壊点 

（せん断力）  せん断終局強度と曲げ終局強度時のせん断力の関係から計算する。 

 （せん断ひずみ）式(7.5.55)によるトラス剛性を用いて計算する。 

 

なお，限界変形角は，7.5.9 項の評価式Ⅰに従って計算する。 

 

評価手法 B：性能指針に記載された略算法に従って計算した。 

＜曲げ＞ 

第一折れ点：曲げひび割れ点 

 （モーメント） 式(7.5.15) を用いて計算する。 

 （曲率）    7.5.2 項の弾性剛性を用いて計算する。 

第二折れ点：曲げ降伏点 

 （モーメント） 断面解析で計算する（側柱の全主筋と壁縦筋の 2/3 が降伏する時のモーメン

ト）。 

 （曲率）    断面解析で計算する（側柱の全主筋が降伏する時のモーメントと，側柱の全

主筋と壁縦筋の 2/3 が降伏する時のモーメントの平均値とする）。 

第三折れ点：曲げ終局点 

 （モーメント） 断面解析で計算する（計算で得られた最大モーメントとする）。 

 （曲率）    式(7.5.49)を用いて計算する。 

 

＜せん断＞ 

第一折れ点：せん断ひび割れ点（曲げせん断ひび割れ考慮） 

（せん断力）  曲げひび割れ強度時のせん断力（階中央高さ）と，式(7.5.18)によるせん断ひ

び割れ強度の小さい方の値とする。 

 （せん断ひずみ）7.5.2 項の弾性剛性を用いて計算する。 

第二折れ点：せん断強度点 

（せん断力）  式(7.5.32) によるトラスアーチ機構に基づくせん断終局強度の平均式とする。 

 （せん断ひずみ）壁板に開口がない場合は一律に 0.004rad.とする。壁板に開口がある場合は開

口による剛性と強度の低減率を用いてせん断ひずみを計算する（図 7.5.16 参

照）。 
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なお，限界変形角は，7.5.9 項の評価式Ⅱに従って計算する。 

 

評価手法 C：技術基準解説書の記述を参考に計算した。 

＜曲げ＞ 

第一折れ点：曲げひび割れ点 

 （モーメント） 式(7.5.15) を用いて計算する。 

 （曲率）    7.5.2 項の弾性剛性を用いて計算する。 

第二折れ点：曲げ降伏点 

 （モーメント） 式(7.5.26) を用いて計算する。 

 （曲率）    式(7.5.42)を用いて計算する。 

 

＜せん断＞ 

第一折れ点：せん断ひび割れ点 

（せん断力）  式(7.5.18)を用いて計算する。 

 （せん断ひずみ）7.5.2 項の弾性剛性を用いて計算する。 

第二折れ点：せん断強度点 

（せん断力）  式(7.5.30) の広沢 mean 式を用いて計算する。 

 （せん断ひずみ）式(7.5.41) のせん断破壊時の剛性低下率を用いて計算する。 

 

評価手法 A，B では，曲げ降伏強度点や曲げ終局強度を算定するために，断面解析を行う必要

がある。以下に断面解析の概要を示す。図 7.5.2 に示すように，せいの方向に，側柱（もしくは壁

端拘束域）を 10 分割，壁板を 80 分割，断面全体では計 100 分割して，断面解析を行った。また，

側柱では，カバーコンクリートとコアコンクリートを区別し，異なる応力－ひずみ関係を与えた。

側柱主筋は論文から得られた情報を基に断面内の位置を決定し，壁縦筋は，壁板内に均一に分布

されているものと仮定して計算を行った。開口補強筋の寄与分は無視して計算した。コンクリー

トの応力－ひずみ関係には，文献［7-1］に記載された崎野・孫モデルを用いた。ただし，カバー

コンクリートに関しては，圧縮ひずみが 0.004 を超えると負担応力がゼロとなるようにした。ま

た，コンクリートの引張応力の負担は考慮していない。鉄筋の応力－ひずみ関係はバイリニアで

モデル化し，降伏後の勾配の傾きはゼロとした。 

 
主筋（端部拘束筋）

側柱
（端部拘束域）

分割10

コアコンクリート

カバーコンクリート

壁縦筋（壁板内に均等に分布）

側柱
（端部拘束域）

分割10

壁板
分割80

 
図 7.5.2 断面解析 
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7.5.2 弾性剛性 

 曲げ弾性剛性とせん断弾性剛性から各試験体の弾性剛性を算定した。曲げ弾性剛性に関しては，

断面二次モーメントの算定時には，柱主筋，壁縦筋の寄与分を考慮した。また，有開口耐力壁で

は，開口の影響を考慮し，断面全体で平面保持が成立するものと仮定して，断面二次モーメント

を計算した。 

 

■弾性剛性評価式■ 

sf

sf

KK

KK
K




                                                                                                                           (7.5.1)              

K  ：耐力壁の弾性剛性 

fK  ：耐力壁の曲げ弾性剛性 

sK  ：耐力壁のせん断弾性剛性 
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2
2

2
1

3 )()(
12

1
2 ecceccc LLALLAbDI                                (7.5.3) 

23 )(
12

1
ewwwwp LLAltI                                                 (7.5.4) 

  ))(
12

1
( 23

eooowo LLAltI                                             (7.5.5) 








))1(1())1(1())1(1(2

))1(1())1(1())1(1)((
5.0

1

21

wvpowvpwgcc

wvpoowvpwwgcccc
e pnApnApnA

pnLApnLApnLLA
LL  

(7.5.6) 

 

wI  ：鉄筋の影響を考慮した耐力壁の断面二次モーメント 

cI ， pI ， oI  ：側柱（端部拘束域），壁板，開口部の断面二次モーメント 

cn ， pn  ：側柱（端部拘束域），壁板のヤング係数比 

gp ， wvp  ：側柱（端部拘束域）の主筋比，壁板の縦筋比 

b ， D  ：側柱（端部拘束域）の幅，せい 

wt ， wl  ：壁板の壁厚，せい（内法長さ） 

ol ， L ， eL  ：開口部の長さ，耐力壁の全長，耐力壁の偏心距離 

1cL ， 2cL  ：圧縮縁から圧縮側柱，引張側柱の図心までの水平距離 

wL ， oL  ：圧縮縁から壁板，開口部の図心までの水平距離 

cA ， wA ， oA  ：側柱，壁板，開口部の断面積 
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cE  ：コンクリートのヤング係数（MPa） 

  ：コンクリートの単位容積重量（=23kN/m3） 

B  ：コンクリートの圧縮強度（MPa） 

cG  ：コンクリートのせん断弾性係数（MPa） 

  ：コンクリートのポアソン比（=1/6） 

 

■形状係数の評価式Ⅰ■ 
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wt

b
                                                                                                                                     (7.5.11)  


wl

D                                                                                                                                   (7.5.12) 

allA  ：耐力壁の全断面積 

e  ：耐力壁のエネルギー法に基づく形状係数 

b ， D  ：耐力壁の側柱の幅，せい 

wt  ：耐力壁の壁厚 


wl  ：耐力壁の内法長さ 

 

■形状係数の評価式Ⅱ■ 

 
3

1

15

13
 e                                                                                                                      (7.5.13) 

 2.2
aww

all

lt

A                                                                                                                       (7.5.14) 

wt  ：壁厚 

awl  ：壁全長 

allA  ：両側柱付き無開口耐力壁の全断面積 
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表 7.5.1(a)に，評価式Ⅰの形状係数を用いて，同じ階に複数の開口を持つ試験体のせん断剛性低

下率について検証した結果を示す。試験体数が 5 体と少ないが，式(7.2.2)の技術基準解説書のせん

断剛性低下率を用いた場合より，式(7.2.5) の RC 規準のせん断剛性低下率を用いた方が，変動係

数は良好である。したがって，以降の検討では，特に断りがない場合，式(7.2.5)を用いた場合の結

果を示す。図 7.5.3(a)，表 7.5.1(b)に評価式Ⅰの形状係数を用いた時の弾性剛性の実験値と計算値

の比較を示す。多くの試験体で，実験値が計算値を下回っており，乾燥収縮による初期ひび割れ

等によって，載荷開始時に剛性低下が生じていることなどが原因として考えられる。また，参考

として，表 7.5.1(c)に文献[7-7]で提案された形状係数（評価式Ⅱ）を用いた場合の結果も示す。図

7.5.3(b)は評価式Ⅰと評価式Ⅱの形状係数の関係を示している。略算式である評価式Ⅱは，理論式

である評価式Ⅰと一部の試験体でやや対応が悪いが，他の試験体では良く一致している。対応が

悪い試験体では，ηの値が制限値である 2.2 を超えており，柱幅と比べて壁厚が小さかった（α=5.0

～6.0，β=0.21～0.25）。 

 

表 7.5.1 弾性剛性の実験値と計算値の比較 

(a) 複数開口試験体（評価式Ⅰ） 

式(7.2.2) 技術基準解説書 式(7.2.4) RC規準

5 5

平均値 1.13 0.88

標準偏差 0.64 0.29

変動係数 0.56 0.33

実験値
計算値

試験体数

  

(b) 評価式Ⅰ 

① I形
無開口

② 矩形
無開口

①+②
③ I形、矩形

有開口
①+②+③

51 38 89 34 123

平均値 0.67 0.63 0.65 0.88 0.72

標準偏差 0.27 0.19 0.24 0.27 0.26

変動係数 0.40 0.30 0.36 0.30 0.37

実験値
計算値

試験体数

  

(c) 評価式Ⅱ 

① I形
無開口

② 矩形
無開口

①+②
③ I形、矩形

有開口
①+②+③

51 38 89 34 123

平均値 0.68 0.63 0.66 0.89 0.72

標準偏差 0.27 0.19 0.24 0.27 0.27

変動係数 0.40 0.30 0.36 0.30 0.37

実験値
計算値

試験体数
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  (a) 実験値と計算値の比較（評価式Ⅰ）   (b) 評価式Ⅰと評価式Ⅱの精度の比較 

図 7.5.3 弾性剛性の比較 

 

7.5.3 曲げひび割れ強度 

性能指針に記載された評価式に従って曲げひび割れ強度を算定する。有開口試験体では，開口

を考慮した断面係数 Zeの計算を行い，材軸（0.5L）と式(7.5.6)で表される図心 Leのずれによって

生じる偏心モーメントを考慮できるように，式(7.5.15) に示す形に評価式を変形して計算を行った。

開口を考慮することで断面係数は小さくなるが，開口がある部分では，断面積の減少により，軸

方向応力度が大きくなるため，無開口で考えた場合よりも，曲げひび割れ強度が高くなる場合も

ある。なお，開口がある試験体では，曲げひび割れの発生位置は，各断面に作用するモーメント

と曲げひび割れ強度の関係によって決まるため，必ずしも最大モーメントが作用する位置で最初

に曲げひび割れが生じる訳ではない。したがって，実験値と解析値の比較は，曲げひび割れ強度

時のせん断力 Qcrで行うこととした。 

 

■曲げひび割れ強度評価式■ 

NLLZM eetcr )5.0()( 0                                             (7.5.15)  

Bt  563.0                                                          (7.5.16)  

ewewe LILLIZ /),/(                                                  (7.5.17) 

crM  ：耐力壁の曲げひび割れ強度（N・mm） 

o  ：全断面積に対する軸方向応力度（MPa） 

t  ：コンクリートの曲げ引張強度（MPa） 

eZ  ：鉄筋を考慮した断面係数（mm3） 

N  ：試験体に作用する軸力（N） 

B  ：コンクリートの圧縮強度（MPa） 

wI  ：鉄筋を考慮した耐力壁の断面二次モーメント（mm4），式(7.5.2)で算定す

η＞2.2 
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る。 

L  ：耐力壁の全長（mm） 

eL  ：耐力壁の偏心距離（mm），式(7.5.6)で算定する。 

 

 図 7.5.4，表 7.5.2 に各試験体の曲げひび割れ強度時のせん断力の実験値と計算値の比較を示す。

実験値のばらつきが大きいため，実験値および計算値のいずれも正負の平均値を用いた。また，

実験値に関しては，正負どちらかの値のみが記載されている場合は，その値を採用した。無開口

の試験体では，変動係数は 0.46 とばらつきが大きいものの，平均値は 0.89 と精度良く予測できて

いる。一方，有開口の試験体については，試験体数が 24 体と少ないこともあるが，殆どの場合で

実験値は計算値を下回った。開口が大きくなるにつれ，一枚の壁板としての挙動が弱まり，断面

全体の平面保持仮定が成立しなくなることが，実験値／計算値の平均値が小さくなったことの一

因であると考えられる。 
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図 7.5.4 曲げひび割れ強度時せん断力の実験値と計算値の比較 

 
表 7.5.2 曲げひび割れ強度の実験値と計算値の比較 

① I形・無開口 ② 矩形・無開口 ①+② ③ I形、矩形・有開口 ①+②+③

77 52 129 24 153

平均値 0.83 0.97 0.89 0.64 0.85

標準偏差 0.35 0.47 0.41 0.27 0.40

変動係数 0.42 0.48 0.46 0.42 0.47

実験値
計算値

試験体数

 
 

図 7.5.5(a)，表 7.5.3 に曲げひび割れ強度時変形角の実験値と計算値の比較を示す。曲げひび割

れ強度時の変形角については，実験値および計算値とも正負の平均値を用いた。また，実験値に

関しては，正負どちらかの値のみが記載されている場合は，その値を採用した。変形角の計算値

は，7.5.1 項の冒頭に示した評価手法 A に従って計算した。 

実験値と計算値を比較すると，ばらつきが非常に大きく，両者の関係性を読み取ることは難し

い。そこで，図 7.5.5(b)に，曲げひび割れ強度と曲げひび割れ強度時の変形角の予測精度の関係を
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示す。曲げひび割れ強度の実験値が計算値を上回る領域（Y≧1.0）では，曲げひび割れ強度時の

変形角の実験値が計算値よりも大きく評価されている試験体が多い。一方，曲げひび割れ強度の

実験値が計算値を下回る領域（Y＜1.0）では，開口が設けられた試験体を中心に，曲げひび割れ

強度時の変形角の実験値が計算値よりも小さく評価される傾向が見られた。曲げひび割れ強度の

予測精度の高い Y=1.0 付近では，曲げひび割れ強度時の変形角の予測精度が比較的良い試験体も

見られることから，曲げひび割れ強度時の変形角の予測精度が，曲げひび割れ強度の予測精度に

依存していることが分かった。また，図中では，計算上，せん断ひび割れが曲げひび割れに先行

する試験体を区別して記載している。せん断ひび割れが曲げひび割れに先行する試験体では，曲

げひび割れ強度時の変形角の評価精度のばらつきが特に大きくなっている。 

 

表 7.5.3 曲げひび割れ強度時変形角の実験値と計算値の比較 
① I形・無開口 ② 矩形・無開口 ①+② ③ I形、矩形・有開口 ①+②+③

39 38 77 12 89

平均値 1.98 2.24 2.11 0.63 1.91

標準偏差 2.04 1.01 1.61 0.56 1.59

変動係数 1.03 0.45 0.76 0.89 0.83

実験値
計算値

試験体数
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(a) 曲げひび割れ強度時変形角の比較       (b) 曲げひび割れ強度点の予測精度 

図 7.5.5 曲げひび割れ強度時変形角の実験値と計算値の比較 
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7.5.4 せん断ひび割れ強度 

 せん断ひび割れ強度を，技術基準解説書と性能指針に記載された以下の 4 つの評価式に従って

算定し，実験結果と比較する。 

 

■せん断ひび割れ強度評価式Ⅰ■ 

w

wwscr
c

lt
rV




 2                                                         (7.5.18)  

)( 0
2  TTscr                                                                                                      (7.5.19) 

 
 )1(14

)1(1)1(3
3

2

vu

vuu
w 


                                                                                             (7.5.20) 





Dl

l
u

w

w                                                                                                                   (7.5.21) 

b

t
v w                                                                                                                                 (7.5.22) 

cV  ：耐力壁のせん断ひび割れ強度（N） 

wt  ：耐力壁の壁厚（mm） 

wl  ：耐力壁の側柱中心間距離（mm）（矩形断面の場合は，壁全長とした。） 

w  ：応力度法による形状係数（矩形断面の場合は，1.5 とした。） 

T  ：コンクリートの引張強度（= B33.0 ，MPa） 
 （σBはコンクリートの圧縮強度（MPa）） 

0  ：鉛直荷重による壁板の圧縮応力度（MPa） 


wl  ：壁板の柱内法長さ（mm） 

D  ：側柱のせい（mm） 

b  ：側柱の幅（mm） 

2r  ：開口によるせん断強度低減率，式(7.2.3)または式(7.2.6) 

                                                                                                       

■せん断ひび割れ強度評価式Ⅱ■ 

wcgc AFprQ )051.0043.0(2                                           (7.5.23)   

cQ  ：耐力壁のせん断ひび割れ強度（kg） 

gp  ： wA に対する柱一本の主筋量の割合（%） 
（矩形断面の場合は，壁端部から壁全長の 0.1 倍の範囲にある鉄筋を柱主筋とみなした。） 

cF  ：コンクリートの圧縮強度（kg/cm2） 
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wA  ：壁体断面積（耐力壁の壁厚と側柱中心距離の積）（cm2） 
（矩形断面の場合は，耐力壁の壁厚と壁全長の積とした。） 

2r  ：開口によるせん断強度低減率，式(7.2.3)または式(7.2.6) 

                                                                                     

■せん断ひび割れ強度評価式Ⅲ■ 

tlrQ crc  2                                                           (7.5.24)   







  )

100

1
0.5(5.1,

20

1
min cccr FF                                                     (7.5.25) 

cQ  ：耐力壁のせん断ひび割れ強度（kg） 

t  ：耐力壁の壁厚（cm） 

l  ：側柱中心間距離（cm）（矩形断面の場合は，壁全長とした。） 

cF  ：コンクリートの圧縮強度（kg/cm2），360kg/ cm2 以下 

2r  ：開口によるせん断強度低減率，式(7.2.3)または式(7.2.6) 

                                                                                 

■せん断ひび割れ強度評価式Ⅳ■ 

 評価式Ⅰによるせん断ひび割れ強度と，式(7.5.15) によって計算される，各階の中央に曲げひび

割れが発生する時のせん断力を比較し，小さい方の値を，評価式Ⅳによるせん断ひび割れ強度と

する。 

表 7.5.4 にせん断ひび割れ強度の実験値と計算値の比較を示す。なお，実験値のばらつきが大き

いため，実験値および計算値とも正負の平均値を用いた。また，実験値に関しては，正負どちら

かの値のみが記載されている場合は，その値を採用した。表 7.5.4(a)に同じ階に複数の開口を持つ

試験体を対象とした検討結果を示す。評価式Ⅱを除く他の評価式では，式(7.2.3)による技術基準解

説書の強度低減係数よりも，式(7.2.6)による RC 規準の強度低減係数の方が，評価精度，変動係数

が共に改善した。これは，7.5.2 項で検討したせん断剛性低下率に関する傾向と同じである。そこ

で，本項の以後の検討では，式(7.2.6)を用いた結果を示す。図 7.5.6 に全試験体の実験値と計算値

の比較を示す。評価式Ⅰが実験値を精度良く評価しているのに対し，評価式Ⅱは実験結果を危険

側に，評価式Ⅲは実験結果を安全側に評価している。また，参考として示した評価式Ⅳは，評価

式Ⅰによるせん断ひび割れ強度と曲げひび割れ強度の小さい方の値が計算値となるが，評価精度

は評価式Ⅰと大差なかった。評価式Ⅲに関しては，技術基準解説書の記述（評価式Ⅲはせん断ひ

び割れ強度のほぼ下限値を与える）と今回の検討結果が対応していた。 
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表 7.5.4 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値の比較 

(a) 複数開口の場合 

評価式Ⅰ 評価式Ⅱ 評価式Ⅲ 評価法Ⅳ 評価式Ⅰ 評価式Ⅱ 評価式Ⅲ 評価法Ⅳ

4 4 4 4 4 4 4 4

平均値 1.43 1.48 2.92 1.43 1.34 1.40 2.73 1.34

標準偏差 0.16 0.22 0.44 0.16 0.07 0.27 0.21 0.07

変動係数 0.11 0.15 0.15 0.11 0.05 0.19 0.08 0.05

式（7.2.6） RC規準

実験値
計算値

試験体数

式（7.2.3） 技術基準解説書

 
 

(b) 全試験体 

評価式Ⅰ 評価式Ⅱ 評価式Ⅲ 評価法Ⅳ

219 219 219 219

平均値 0.95 0.78 1.60 1.01

標準偏差 0.38 0.48 0.73 0.41

変動係数 0.40 0.62 0.46 0.41

実験値
計算値

試験体数

 
 

各評価式の計算精度に，コンクリート圧縮強度と軸力比が与える影響について検証する。評価

式Ⅱは，コンクリート圧縮強度が 180～350kg/cm2 の範囲の試験体の実験結果より回帰的に求めら

れているため，今回の検討ではコンクリート圧縮強度の適用範囲を超えて予測精度の検証を行っ

ていることになる。同様に，評価式Ⅲに関しても，コンクリート圧縮強度の適用範囲は 360kg/cm2

以下とされており，適用範囲を超えている。そこで，コンクリート圧縮強度が 35MPa を超える場

合と，超えない場合に区分して，予測精度の検証を行った。検証結果を表 7.5.5 に示す。いずれの

評価式でも，コンクリート圧縮強度が35MPaを超える場合の方が，コンクリート圧縮強度が35MPa

を超えない場合よりも，実験のせん断ひび割れ強度を高く評価する傾向があった。但し，評価式

Ⅰ，Ⅲ，Ⅳでは，コンクリート圧縮強度が 35MPa を超えない場合と比較し，2 割程度の過小評価

に留まったのに対し，評価式Ⅱでは，約 4 割の過小評価となっており，予測精度が大幅に低下し

ている。評価式Ⅱは，コンクリート圧縮強度がせん断ひび割れ強度に比例する形式となっている

ことが，実験のせん断ひび割れ強度を過大に評価した原因と考えられる。一方，評価式Ⅲでは，

コンクリート圧縮強度が高くなると，せん断ひび割れ強度の増加が小さくなるため，コンクリー

トの圧縮強度が 35MPa を超える場合にも，予測精度があまり低下しなかったものと考えられる。 
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(c) 評価式Ⅲ                                   (d) 評価式Ⅳ 

図 7.5.6 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値の比較 

 

表 7.5.5 コンクリート圧縮強度がせん断ひび割れ強度の計算精度に及ぼす影響 

σB

＜35MPa

σB

≧35MPa

σB

＜35MPa

σB

≧35MPa

σB

＜35MPa

σB

≧35MPa

σB

＜35MPa

σB

≧35MPa

190 29 190 29 190 29 190 29

平均値 0.97 0.77 0.83 0.49 1.63 1.36 1.03 0.84

標準偏差 0.39 0.24 0.50 0.23 0.73 0.70 0.42 0.30

変動係数 0.40 0.31 0.60 0.48 0.45 0.52 0.41 0.36

評価式Ⅳ評価式Ⅲ

コンクリート圧縮強度の範囲

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅰ 評価式Ⅱ

  

 

図 7.5.7(a)，表 7.5.6 にせん断ひび割れ強度時変形角の実験値と計算値の比較を示す。せん断ひ

び割れ強度時の変形角については，実験値および計算値とも正負の平均値を用いた。また，実験

値に関しては，正負どちらかの値のみが記載されている場合は，その値を採用した。変形角の計

算値は，7.5.1 項の冒頭で示した評価手法 A に従って計算した。 

実験値と計算値を比較すると，曲げひび割れ強度時の変形角と同様に，ばらつきが大きく，両

者の関係性を読み取ることは難しい。そこで，図 7.5.7(b)に，せん断ひび割れ強度とせん断ひび割
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れ強度時の変形角の予測精度の関係を示す。図中には，計算上，曲げひび割れがせん断ひび割れ

に先行する試験体を区別して記載している。せん断ひび割れ強度の実験値が計算値を上回る領域

（Y≧1.0）では，せん断ひび割れ強度時の変形角の実験値が計算値よりも大きく評価されている

試験体が殆どである。一方で，せん断ひび割れ強度の実験値が計算値を下回る領域（Y＜1.0）で

は，せん断ひび割れ強度時の変形角の実験値が計算値よりも小さく評価される試験体の割合が多

くなっている。曲げひび割れ強度時の変形角の検討時と同様に，せん断ひび割れ強度時の変形角

の予測精度は，せん断ひび割れ強度の予測精度に依存している。 
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(a) せん断ひび割れ強度時変形角の比較         (b) せん断ひび割れ強度点の予測精度 

図 7.5.7 せん断ひび割れ強度時変形角の実験値と計算値の比較 

 
表 7.5.6 せん断ひび割れ強度時変形角の実験値と計算値の比較 

① I形・無開口 ② 矩形・無開口 ①+② ③ I形、矩形・有開口 ①+②+③

61 13 74 54 128

平均値 2.90 2.43 2.82 1.49 2.26

標準偏差 2.75 1.40 2.56 1.85 2.37

変動係数 0.95 0.58 0.91 1.25 1.05

実験値
計算値

試験体数
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7.5.5 曲げ終局強度 

曲げ終局強度を，技術基準解説書や靭性指針，性能指針に記載された評価式に従って算定し，

実験結果と比較する。 

 

■曲げ終局強度評価式Ⅰ■ 

)1(5.04.09.0
c

wywytwu BDF

N
NDDaDaM                                                     (7.5.26)                        

■曲げ終局強度評価式Ⅱ■ 

wwwywwytwu NllalaM 5.05.0                                                                               (7.5.27)  

■曲げ終局強度評価式Ⅲ■ 

性能指針に従い，断面解析における最大モーメントを曲げ終局強度とする。なお，断面解析の

詳細は 7.5.1 項に記述している。 

 

wuM  ：耐力壁の曲げ終局強度（N・mm） 

D  ：耐力壁の全せい（mm） 

B  ：耐力壁の圧縮側外縁の幅（mm） 

wl  ：I 形断面耐力壁の場合の両側柱中心間距離（mm） 
（矩形断面の場合は，壁全長の 0.9 倍を両側柱中心間距離とみなした。） 

cF  ：コンクリートの圧縮強度（MPa） 

y  
：引張側柱の主筋の降伏強度（MPa） 
（矩形断面の場合は，壁端部から壁全長の 0.1 倍の範囲にある縦筋を柱主筋とみなし，範

囲外の鉄筋は耐力壁の縦筋とした。） 

wy  
：耐力壁の縦筋の降伏強度（MPa） 
（開口を有する耐力壁では，壁脚に開口補強筋が配筋されていた場合，曲げ終局強度へ

の寄与があると考えられるが，本検討では考慮していない。） 

ta  
：引張側柱の主筋全断面積（mm2） 
（矩形断面の場合は，壁端部から壁全長の 0.1 倍の範囲にある縦筋を柱主筋とみなし，範

囲外の鉄筋は耐力壁の縦筋とした。） 

wa  
：耐力壁の縦筋の断面積（mm2） 
（開口を有する耐力壁では，壁脚に開口補強筋が配筋されていた場合，曲げ終局強度へ

の寄与があると考えられるが，本検討では考慮していない。） 

N  ：耐力壁の軸方向力（N） 

 

 今回の検討では，矩形断面の試験体の引張側柱主筋（壁端部曲げ補強筋）の断面積は，以下の

方法で計算した。図 7.1.2 に示すように，本データベースでは，矩形断面の試験体に対して仮想の

柱せい Dcを設定している。仮想柱部分の曲げ補強筋量と壁板部分の壁縦筋量から，各部分の鉄筋

比 pc，pw を算定する。次に，引張柱主筋として考慮する壁端部からの長さ lpt を決め，式(7.5.28)

の評価式に基づいて，引張側柱主筋の断面積を算定する。lpt の定義については，曲げ補強筋の範

囲を引張縁から壁厚の 0.5 倍とする方法（壁柱を対象）や，壁厚と同じ長さとする方法，壁全せ
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いの 0.1 倍とする方法などがあるが，今回は引張縁から壁全せいの 0.1 倍の範囲の軸方向鉄筋とす

る方法を採用する。 

 

   
cpt

cpt

cptwcc

ptc
t Dl

Dl

DlBpBDp

Blp
a











)(
                                                                          (7.5.28)      

cp wp cp

cD wD cD

ptl

B

 
図 7.5.8 引張側柱主筋の断面積の算定方法 

 

 図 7.5.9，表 7.5.7 に，破壊形式が曲げ破壊，もしくは，曲げ降伏後のせん断破壊と論文内で判

別された試験体の最大耐力を実験値，正負各方向について計算した曲げ終局強度時せん断力の最

大値を計算値とした場合の比較を示す。いずれの評価式を用いた場合にも，実験値／計算値の平

均値，標準偏差，変動係数は同程度の値を示しており，評価精度に大きな差は見られない。無開

口の試験体では，実験値と評価式Ⅰ，Ⅱによる計算値の差は 20%以内に収まっており，技術基準

解説書の記述と検討結果が一致している。一方，有開口の試験体では，無開口の試験体と比較し

て，実験結果を過大評価する傾向が見られ，ばらつきも大きい。これは，開口の影響により，開

口によって隔てられる左右の壁板の間で平面保持の仮定が成立するのが難しくなり，一枚壁とし

ての挙動よりも骨組としての挙動が卓越するためと考えられる。 
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(a) 評価式Ⅰ           (b) 評価式Ⅱ                  (c) 評価式Ⅲ 

図 7.5.9 曲げ終局強度時せん断力の実験値と計算値の比較 
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表 7.5.7 曲げ終局強度せん断力の実験値と計算値の比較 

129 47 176 33 209

平均値 1.08 1.08 1.08 0.79 1.03

標準偏差 0.16 0.12 0.15 0.34 0.22

変動係数 0.15 0.11 0.14 0.43 0.21

実験値
計算値

試験体数

①+②+③①+②
① I形
無開口

② 矩形
無開口

③ I形、矩形
有開口

評価式Ⅰ

 
 

129 47 176 33 209

平均値 1.09 0.99 1.06 0.80 1.02

標準偏差 0.16 0.13 0.16 0.35 0.22

変動係数 0.15 0.13 0.15 0.44 0.22

実験値
計算値

試験体数

①+②+③①+②
① I形
無開口

② 矩形
無開口

③ I形、矩形
有開口

評価式Ⅱ

 
 

82 34 116 33 149

平均値 1.04 1.14 1.07 0.73 0.99

標準偏差 0.14 0.13 0.14 0.30 0.24

変動係数 0.13 0.11 0.13 0.42 0.24

実験値
計算値

試験体数

①+②+③①+②
① I形
無開口

② 矩形
無開口

③ I形、矩形
有開口

評価式Ⅲ

 
 
 

図 7.5.10，図 7.5.11，図 7.5.12 に軸力比，せん断スパン比，等価開口周比と曲げ終局強度の計算

精度の関係を示す。軸力比が 0.2 を超えるような高軸力を受ける試験体では，軸力が中立軸深さ

に与える影響を考慮した評価式Ⅰと評価式Ⅲでは，軸力の低い他の試験体と同様に実験結果を安

全側に評価したが，評価式Ⅱでは，一部の試験体の実験結果を過大に評価し，全体の評価精度の

ばらつきも他の評価式と比較して大きくなった。せん断スパン比に関しては，評価式Ⅰでは，①，

②の無開口の試験体に関して，実験値が計算値を下回った試験体が 176 体中 53 体あったが，せん

断スパン比が 1.0 以上の試験体では 109 体中 19 体と 17%程度であったのに対し，せん断スパン比

が 1.0 未満の試験体では 67 体中 36 体と半数強を占めた。せん断スパン比が 1.0 を下回る耐力壁で

は，回転中心が平面保持仮定による場合よりも断面中央寄りになる。このことが，実験値が計算

値に到達しないことの一因になった可能性がある。 
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(a) 評価式Ⅰ          (b) 評価式Ⅱ                   (c) 評価式Ⅲ 

図 7.5.10 曲げ終局強度時せん断力に軸力比が及ぼす影響 
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(a) 評価式Ⅰ          (b) 評価式Ⅱ                   (c) 評価式Ⅲ 

図 7.5.11 曲げ終局強度時せん断力にせん断スパン比が及ぼす影響 

 

一方，③有開口では，等価開口周比が 0.3 を超える付近から，実験値／計算値が 1.0 を大きく下

回る試験体が現れ，等価開口周比が 0.5 を超えると，実験値／計算値が 0.3～0.5 となる試験体が

多数を占めた。これらの試験体では，開口周辺に配筋された鉄筋や開口補強筋の降伏による局部

的な曲げが発生し，骨組のような挙動が支配的になったものと考えられる。 
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(a) 評価式Ⅰ          (b) 評価式Ⅱ                   (c) 評価式Ⅲ 

図 7.5.12 曲げ終局強度時せん断力に等価開口周比が及ぼす影響 

 

今回の検討では，矩形断面の耐力壁において，両側柱中心間距離を壁全長の 0.9 倍，引張側柱

主筋を壁端部から壁全長の 0.1 倍の範囲内にある曲げ補強筋と仮定して計算を行ったが，両側柱

中心間距離や引張側柱主筋の定義の方法は他にも考えられる。表 7.5.8 に，両側柱中心間距離と引

張側柱主筋の定義を変更した場合の計算精度について示す。検討結果は，壁端に帯筋が設けられ

たものと，帯筋がないもの，断面全体を閉鎖型のせん断補強筋で拘束した壁柱タイプのものの 3

種類に細分化している。 

表(ii)では，引張側柱主筋を壁端から壁厚の長さの範囲にある曲げ補強筋とした場合の結果を示

している。いずれの式を用いた場合にも，評価精度は表(i)の場合と殆ど変わらない。表(iii)では，

引張側柱主筋を壁端に壁縦筋と区別して配筋された仮想柱域内の曲げ補強筋，両側柱主筋間距離

を曲げ補強筋間距離とした場合の結果を示している。表(ii)と同様に，評価式Ⅰでは他の場合と比

較して評価精度に大きな差は見られないが，評価式Ⅱを用いた場合には帯筋が配筋された試験体

において，評価精度が大きく低下している。図 7.5.13 に実験値／計算値の平均値と，曲げ補強筋

間距離と壁全せいの比率を示す。評価式Ⅱでは，曲げ終局強度と両側柱主筋間距離が比例関係に

あるため，壁端部に曲げ補強筋が多く配筋され，曲げ補強筋間距離が短くなると，曲げ終局強度

が低く評価される。帯筋によって壁端部が広い範囲に渡って拘束された試験体では，仮想柱域の
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中心間距離／壁全せいの比率が小さくなり，実験値を小さく評価する事例が多くみられる。一方，

評価式 I では，壁全長を用いて曲げ終局強度を計算するため，両側柱中心間距離や引張側柱主筋

の定義の違いによる影響は限定的である。 

 

表 7.5.8 両側柱中心間距離と引張側柱主筋の定義を変更した場合の評価精度の差 

(i) 両側柱中心間距離：壁全長の 0.9 倍，引張側柱主筋：壁端から壁全長の 0.1 倍の範囲内にある曲げ補強筋 

10 9 27 10 9 27

平均値 1.11 1.07 1.06 1.01 1.00 0.97

標準偏差 0.04 0.15 0.13 0.08 0.12 0.14

変動係数 0.04 0.14 0.12 0.08 0.12 0.15

評価式Ⅱ

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅰ

帯筋あり 帯筋なし 壁柱 帯筋あり 帯筋なし 壁柱分類

 
 

(ii) 両側柱中心間距離：壁全長の 0.9 倍，引張側柱主筋：壁端から壁厚の範囲内にある曲げ補強筋 

10 9 27 10 9 27

平均値 1.13 1.07 1.07 1.01 1.00 0.97

標準偏差 0.04 0.15 0.12 0.08 0.12 0.14

変動係数 0.04 0.14 0.12 0.08 0.12 0.15

評価式Ⅱ

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅰ

帯筋あり 帯筋なし 壁柱 帯筋あり 帯筋なし 壁柱分類

 
 

(iii) 両側柱中心間距離：曲げ補強筋間の距離，引張側柱主筋：仮想柱域の曲げ補強筋 

10 9 27 10 9 27

平均値 1.09 1.07 1.05 1.18 0.99 1.04

標準偏差 0.05 0.17 0.13 0.11 0.11 0.17

変動係数 0.04 0.16 0.12 0.09 0.11 0.17

評価式Ⅱ

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅰ

帯筋あり 帯筋なし 壁柱 帯筋あり 帯筋なし 壁柱分類
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(a) 評価式Ⅰ                (b) 評価式Ⅱ 

図 7.5.13 両側柱中心間距離を曲げ補強筋間の距離， 

引張側柱主筋を仮想柱域の曲げ補強筋とした場合の評価精度 
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7.5.6 せん断終局強度 

 せん断終局強度を，技術基準解説書，靭性指針や性能指針に記載された以下の 4 つの評価式に

従って算定し，せん断破壊した試験体の最大耐力と比較する。式(7.5.29)，式(7.5.30)では，矩形断

面の試験体の引張側柱主筋（壁端部曲げ補強筋）の断面積は，曲げ終局強度の算定時と同様に，

引張縁から壁全せいの 0.1 倍の範囲の軸方向鉄筋とする方法を採用した。 

 

■せん断終局強度評価式Ⅰ（広沢 min 式）■ 

jtp
DQM

Fp
rQ ewhwh

cte
wsu 













 0

23.0

2 1.085.0
12.0)/(

)18(053.0                                    (7.5.29)                      

■せん断終局強度評価式Ⅱ（広沢 mean 式）■ 

jtp
DQM

Fp
rQ ewhwh

cte
wsu 

















 0

23.0

2 1.085.0
12.0)/(

)18(068.0                                  (7.5.30)  

wsuQ  ：耐力壁のせん断終局強度（N） 

tep  ：等価引張鉄筋比（%）， )/(100 dtap ette   

ta  
：I 形断面の場合は引張側柱内の主筋断面積（mm2） 
（矩形断面の場合は，壁端部から壁全長の 0.1 倍の範囲にある縦筋を端部曲げ補強筋とみなし

た。） 

et  

：I 形断面を長さと断面積が等しい等価長方形断面に置き換えた時の幅

（mm） 
（但し teは壁厚 t の 1.5 倍以下とする。） 

d  ：I 形断面の場合は D-Dc/2（Dcは引張側柱のせい） 
（矩形断面の場合は，0.95D とする（mm）） 

cF  ：コンクリートの圧縮強度（MPa） 

)/( DQM  ：せん断スパン比（1≦ )/( DQM  ≦3） 

D  ：耐力壁の全長（mm） 

wh  ：水平せん断補強筋の降伏強度（MPa） 

whp  ：teを厚さと考えた場合の水平せん断補強筋比（小数） 

0  ：全断面積に対する平均軸応力度（MPa） 

j  ：(7/8)・d 

2r  ：開口によるせん断強度低減率，式(7.2.3)または式(7.2.6) 

 

式(7.5.31)，式(7.5.32)はトラスアーチ理論に基づく耐力壁のせん断終局強度式である。鉄筋コン

クリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説[7-5]では，壁の横筋が柱の内部に適切に定着さ

れ，壁板の全域で一様なトラス機構が形成される場合には，同式を矩形断面の耐力壁に適用して
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もよいとされている。一方で，一様なトラス機構が期待できない場合には，同指針の梁・柱用の

せん断終局強度式を適用することを推奨している。だが，梁・柱用のせん断終局強度式では，閉

鎖型のせん断補強筋に拘束された領域内でトラス機構が形成されることを想定しているため，実

験試験体に多いシングル配筋の耐力壁では，トラス機構の寄与分を考慮できない。ここでは，式

(7.5.31)，式(7.5.32)を矩形断面の耐力壁に適用する方法について考える。問題となるのは壁長さ lwa，

lwbの決め方である。壁長さの増分 Δlwa，Δlwbは，矩形断面の耐力壁では Ac=Dctw（Dcは壁端部の仮

想柱のせい），Ace＜Dctw（Ncc＞0 と仮定）の関係が成立することから，Δlwa=Δlwb=Dc－Ncc/(twσB)と

計算できる。したがって，壁長さ lwa，lwbは仮想柱のせい Dcの取り方によらず，lwa=lwb= l’w+Dc+(Dc

－Ncc/(twσB))= l’w+2Dc－Ncc/(twσB) = L－Ncc/(twσB) [L は壁全せい]と表される。この壁長さを用いた場

合，耐力壁に作用する軸力が大きくなると壁長さが短くなり，せん断終局強度が低下することに

なる。 

 

■せん断終局強度評価式Ⅲ（トラスアーチ下限式）■ 

 2/)1(tancot 02 Bwawysxwbwus ltpltrV                                                       (7.5.31)  

■せん断終局強度評価式Ⅳ（トラスアーチ平均式）■ 

 2/)1(tancot 02 Bwawysxwbwus ltpltrV                                                       (7.5.32)  

評価式Ⅲでは，
2

2

/

/
333.00 50

50

698.1

200/7.0

mmNB

mmNB

B

B






 

  





 （下限式）                              (7.5.33)  

評価式Ⅳでは，
2

2

/

/
34.00 70

70

907.1

200/8.0

mmNB

mmNB

B

B






 

  





 （平均式）                            (7.5.34)  

を用いる。 

usV  ：耐力壁のせん断終局強度（N） 

wt  ：壁厚（mm） 

wal ， wbl  
：トラス機構とアーチ機構の有効壁長さ（mm）で，以下の式で算定する。

wawwa lDll  ， wbwb lDll   

Dlw    ：壁板の柱内法長さと側柱せいの和 

wal ， wbl
：側柱の有効断面積の効果によるトラス機構およびアーチ機構における

壁長さの増分，本検討では，靭性指針に従って，増分の有無を判断する。

sxp  ：壁上下のスラブ筋，梁主筋の合計の半分を考慮した壁横筋の鉄筋比 

y  
：壁上下のスラブ筋，梁主筋の合計の半分を考慮した壁横筋の降伏強度，

今回の検討では靭性指針に従い，上限を 400MPa とした。 

  ：各層のトラス機構の角度 

  ：各層の連層アーチ機構のコンクリート圧縮束角度 
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  ：各層のトラス機構の負担割合， )/()cot1( 0
2

Bysxp    

0  ：コンクリートの有効強度係数 

B  ：コンクリートの圧縮強度（MPa） 

2r  ：開口によるせん断強度低減率，式(7.2.3)または式(7.2.6) 

 

 破壊形式がせん断破壊と論文内で判別された試験体の最大耐力をせん断終局強度の実験値とし

た場合の，実験値と計算値の比較を以下に示す。表 7.5.9 に有開口の試験体で一つの階に複数の開

口を持つ試験体の検討結果を示す。開口低減率には，技術基準解説書の式(7.2.3)と RC 規準の式

(7.2.6)を用いた。いずれのせん断終局強度式を用いた場合にも，式(7.2.6)の RC 規準の開口低減率

の予測精度が高く，変動係数も小さい。本項の以後の検討では，RC 規準の開口低減率を用いる。 

 

表 7.5.9 せん断終局強度の実験値と計算値の比較（1 つの階に複数の開口がある場合） 

評価式Ⅰ 評価式Ⅱ 評価式Ⅲ 評価法Ⅳ 評価式Ⅰ 評価式Ⅱ 評価式Ⅲ 評価法Ⅳ

23 23 23 23 23 23 23 23

平均値 3.88 3.10 3.06 2.70 1.99 1.59 1.56 1.38

標準偏差 4.45 3.64 3.62 3.20 0.36 0.30 0.29 0.25

変動係数 1.15 1.17 1.18 1.18 0.18 0.19 0.19 0.18

式（7.2.6） RC規準

実験値
計算値

試験体数

式（7.2.3） 技術基準解説書

 
  

図 7.5.14，表 7.5.10 に，せん断終局強度の実験値と計算値の比較を示す。各試験体は，①無開

口・I 形断面，②無開口・矩形断面，③有開口・I 形，矩形断面の 3 種類に分類している。矩形断

面で開口を設けた試験体はデータベース全体で 7 体しか収集されていないため，③に該当する試

験体の殆どは I 形断面の耐力壁である。①と③を比較すると，いずれの評価式でも，無開口の試

験体と比較して，有開口の試験体では，実験値／計算値の平均値が大きく，若干ではあるが安全

側の評価になっている。②に関しては，壁端に帯筋が設けられたものと，帯筋がないもの，断面

全体を閉鎖型のせん断補強筋で拘束された壁柱タイプのものと，さらに 3 種類に細分化している。 

図表から明らかなように，実験値／計算値の平均値は評価式Ⅰが最も低く，評価式Ⅱ，Ⅲが同

程度，評価式Ⅳが最も高くなり，実験値を平均的に評価するとされる評価式Ⅱ，Ⅳでも，多くの

試験体で実験値を安全側に評価した。但し，評価式Ⅲ，Ⅳでは，②矩形断面の帯筋なしの試験体

において，実験値／計算値の平均が唯一 1.0 を下回る危険側の評価となっており，評価精度に問

題がある。また，下限式である評価式Ⅰでは，殆どの試験体で実験値／計算値の平均が 1.0 を上

回ったが，1.0 を下回った試験体が 5 体あった。これらの試験体ではいずれも壁横筋比が RC 規準

で規定されている 0.25%を下回っていた。ゆえに，壁横筋比に関する規定を満足した試験体は全

て，実験値／計算値が 1.0 を上回ったことになる。 
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表 7.5.10 せん断終局強度の実験値と計算値の比較 

(a) 評価式Ⅰ 

 
帯筋
あり

帯筋
なし

壁柱 全体

115 7 30 15 52 167 108 275

平均値 1.75 1.96 1.36 1.51 1.49 1.67 1.85 1.74

標準偏差 0.38 0.35 0.25 0.17 0.31 0.38 0.37 0.38

変動係数 0.22 0.18 0.18 0.11 0.21 0.23 0.20 0.22

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅰ
③

有開口
I形，矩形

①
無開口
I形断面

②無開口・矩形断面

①+② ①+②+③

 
 

(b) 評価式Ⅱ 

 
帯筋
あり

帯筋
なし

壁柱 全体

115 7 30 15 52 167 108 275

平均値 1.40 1.55 1.11 1.28 1.22 1.34 1.50 1.41

標準偏差 0.31 0.26 0.22 0.17 0.25 0.31 0.31 0.32

変動係数 0.22 0.17 0.19 0.13 0.21 0.23 0.21 0.23

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅱ
①

無開口
I形断面

②無開口・矩形断面

①+②
③

有開口
I形，矩形

①+②+③

 
 

(c) 評価式Ⅲ 

 
帯筋
あり

帯筋
なし

壁柱 全体

89 7 30 15 52 141 108 249

平均値 1.39 1.23 0.97 1.71 1.21 1.32 1.50 1.40

標準偏差 0.28 0.20 0.20 0.38 0.42 0.35 0.28 0.33

変動係数 0.20 0.16 0.21 0.22 0.35 0.26 0.19 0.24

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅲ
③

有開口
I形，矩形

①
無開口
I形断面

②無開口・矩形断面

①+② ①+②+③

 
 

(d) 評価式Ⅳ 

 
帯筋
あり

帯筋
なし

壁柱 全体

89 7 30 15 52 141 108 249

平均値 1.22 1.10 0.89 1.57 1.11 1.18 1.35 1.25

標準偏差 0.25 0.19 0.21 0.35 0.39 0.31 0.25 0.30

変動係数 0.20 0.18 0.23 0.23 0.35 0.26 0.19 0.24

②無開口・矩形断面

①+②
③

有開口
I形，矩形

①+②+③

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅳ
①

無開口
I形断面
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(c) 評価式Ⅲ                           (d) 評価式Ⅳ 

図 7.5.14 せん断終局強度の実験値と計算値の比較 

 

図 7.5.15 に，評価式Ⅰにおいて，壁端部の帯筋比が実験値／計算値の平均値に及ぼす影響を示

す。①I 形断面では，帯筋比の増大に伴い，実験値／計算値が増大するような傾向が見られるが，

壁端の拘束は帯筋比だけでなく，柱型の大きさにも依存するため，明確ではない。一方，②矩形

断面では，帯筋比の増大に伴い，実験値／計算値が増大する傾向が明らかに見られる。帯筋が壁

端に配筋された試験体では，実験値／計算値の平均が I 形断面の値を上回っており，安全側の評

価となっているが，帯筋がない試験体や壁柱タイプの試験体では，実験値／計算値の平均が I 形

断面の値を下回っている。また，壁柱タイプの試験体では，壁端に幅止め筋などによる端部の拘

束域がない試験体において，実験値／計算値の値が特に小さくなっている。以上の考察より，壁

端部の帯筋による補強状況が，耐力壁のせん断終局強度の評価精度に影響を及ぼしている可能性

があると言える。 
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図 7.5.15 評価式Ⅰにおける壁端部の帯筋比の影響 

 

矩形断面の場合に，引張側柱主筋として壁端から壁厚の長さの範囲内にある縦筋を考慮した場

合の評価精度を表 7.5.11 に示す。偏平率が 10 を上回るような耐力壁では，引張側柱主筋の定義に

壁厚を用いた場合，壁全長の 0.1 倍を用いた場合よりも，引張側柱主筋として取り扱われる縦筋

の断面積が小さくなるため，せん断終局強度の計算値が低下する。帯筋が配筋された試験体では，

壁端部の比較的広い範囲に曲げ補強筋が配筋されており，且つ，偏平率の大きい試験体が多いた

め，特に影響が大きくなっている。 

 

表 7.5.11 等価引張鉄筋比の定義の違いが評価精度に及ぼす影響 

(a) 壁端から壁全長の 0.1 倍の範囲内の縦筋を考慮した場合 

帯筋
あり

帯筋
なし

壁柱 全体
帯筋
あり

帯筋
なし

壁柱 全体

7 30 15 52 7 30 15 52

平均値 1.96 1.36 1.51 1.49 1.55 1.11 1.28 1.22

標準偏差 0.35 0.25 0.17 0.31 0.26 0.22 0.17 0.25

変動係数 0.18 0.18 0.11 0.21 0.17 0.19 0.13 0.21

②無開口・矩形断面

評価式Ⅱ

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅰ

 
 

(b) 壁端から壁厚の長さの範囲内の縦筋を考慮した場合 

帯筋
あり

帯筋
なし

壁柱 全体
帯筋
あり

帯筋
なし

壁柱 全体

7 30 15 52 7 30 15 52

平均値 2.32 1.38 1.46 1.53 1.87 1.13 1.24 1.26

標準偏差 0.42 0.26 0.17 0.41 0.29 0.23 0.17 0.33

変動係数 0.18 0.19 0.12 0.27 0.15 0.20 0.14 0.26

②無開口・矩形断面

評価式Ⅱ

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅰ

 
 

■せん断終局強度時の変形角の評価式Ⅰ■ 

性能指針に従い，トラス剛性を用いてせん断ひび割れ後のせん断剛性を決定する。開口がある

場合は，トラス剛性に開口による剛性の低減率 r1を乗じて計算した。 
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011 )/(   trususus Gr                                                                                                           (7.5.35)  
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                                                         (7.5.36)  

cEK 7.02                                                                                                                              (7.5.37)  

fssxx KEpK                                                                                                                  (7.5.38)  

ssxy EpK                                                                                                                              (7.5.39)  

一層耐震壁

最下層連層耐震壁の最上層，






)/(360

)/(5.22
4

4

htlIE

htlIE
K

wecc

wecc
f                                   (7.5.40)  

 

us  ：せん断終局強度時のせん断ひずみ度 

us  ：せん断終局強度時のせん断応力度（MPa） 

1r  ：開口によるせん断剛性の低減率，式(7.2.5)で計算した。 

1trusG  ：せん断ひび割れ後のマクロモデル的なせん断剛性（MPa） 

0  ：軸応力度によるせん断ひずみ度のシフト 

1t  ：トラス剛性の主圧縮方向角度 

2K  ：斜め圧縮ばね（MPa） 

xK  ：水平方向ばね（MPa） 

fK  ：梁と側柱による水平方向抵抗ばね（MPa） 

yK  ：鉛直方向ばね（MPa） 

cE  ：コンクリートのヤング係数（MPa），本検討では，式(7.5.8)で計算した。

sE  ：鉄筋のヤング係数（MPa） 

sxp   ：壁板の横筋と壁板上下の梁主筋とスラブ筋の鉄筋比 

syp  ：壁板の縦筋の鉄筋比 

ec I  ：側柱の断面二次モーメント（mm4） 

l  ：側柱中心間距離（mm）（矩形断面の場合は，壁全長の 0.9 倍とした。） 

wt  ：壁厚（mm） 

h  ：階高（連層耐力壁の場合），内法高さ（一層耐力壁の場合）（mm） 

 

■せん断終局強度時の変形角の評価式Ⅱ■ 

性能指針に従い，せん断破壊時のせん断ひずみを 0.004rad.（=1/250）とする。開口がある場合

は，図 7.5.16(a)に示すように，開口による剛性の低減率 r1と強度の低減率 r2を用いて計算した。 
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■せん断終局強度時の変形角の評価式Ⅲ■ 

技術基準解説書に従い，菅野式[7-7]に基づいてせん断ひび割れ後のせん断剛性を算定する。開口

がある場合は，図 7.5.16(b)に示すように，開口による剛性の低減率 r1と強度の低減率 r2を用いて

計算する。 

14.0/46.0  cywu Fp                                                                                                      (7.5.41)  

u  ：せん断破壊時の剛性低下率 

wp  ：壁筋比 

y  ：壁筋の降伏強度（kg/cm2） 

cF  ：コンクリートの圧縮強度（kg/cm2） 

 

Q

γ

Qsu

r2Qsu

Qcr

Ke
r1Ke

0 Qsu

βuKe

r2Qsu

βur1Ke

Q

γ

Qsu

r2Qsu

Qcr

Ke
r1Ke

0 0.004
r2

r1
0.004×

 
  (a) 評価式Ⅱ            (b) 評価式Ⅲ 

図 7.5.16 有開口耐力壁のせん断終局強度時のせん断ひずみ 

 

 図 7.5.17，表 7.5.12 に，せん断破壊時の変形角の実験値と，せん断終局強度時の変形角の計算

値を示す。実験値は，論文中で破壊形式がせん断破壊と判別された試験体の最大耐力時の変形角

とした。また，計算値は，7.5.1 項の冒頭で示した復元力特性の評価手法で算定した曲げ変形およ

びせん断変形の和とした。具体的には，評価式Ⅰ，Ⅱ，Ⅲに，復元力特性の評価手法 A，B，C を

それぞれ用いた。 

評価式Ⅰ，Ⅲでは，実験値／計算値の平均値が 1.0 を大きく上回った。その一因として，前述

したように，せん断終局強度の計算値が実験の最大耐力を 2～5 割程度低く評価したことが考えら

れる。したがって，せん断終局強度の計算精度が向上すれば，せん断破壊時の変形角の計算精度

も改善する可能性がある。せん断破壊時の変形角を一律に 1/250 とした評価式Ⅱでは，大部分の

試験体のせん断終局強度時の変形角が 0.3～0.6%に分布した。 

評価式Ⅰでは，単層耐力壁では実験値を過小に評価する一方で，連層耐力壁では評価精度が改

善する傾向が見られた。その一因として，評価式Ⅰでは，式(7.5.40) の外周フレームによる拘束効

果を表す水平方向抵抗ばねの計算方法が，単層と連層の場合で異なることが考えられる。また，

有開口試験体では，せん断終局強度の実験値／計算値が 1.0 を大きく上回っているにも関わらず，
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せん断終局強度時の変形角の実験値／計算値が 1.0 を下回る試験体が複数見られた。このような

試験体では，壁板内で均一なせん断ひずみの分布が得られず，局所的な損傷によって早期に破壊

に至った可能性がある。 

評価式Ⅱでは，開口のない耐力壁では，せん断終局強度時のせん断ひずみを一律に 1/250 とし

たため，せん断終局強度時の変形角も 1/250 付近に分布する結果となった。実験における最大耐

力時の変形角の下限が 1/250 とおおよそ一致するため，評価式Ⅱは全体的に実験値を過小評価し

た。計算値が実験値を上回り，危険側の評価となった試験体は，①無開口・I 形断面で 60 体中 8

体（13%），②無開口・矩形断面で 14 体中 2 体（14%），③有開口・Ｉ形，矩形断面で 57 体中

11 体（19%）であった。開口を設けた耐力壁では，図 7.5.16 に示すように，せん断終局強度時の

せん断ひずみが，開口による剛性の低減率 r1と強度の低減率 r2によって決まるため，等価開口周

比の増大に伴い，せん断終局強度時のせん断ひずみは 1/250 よりも大きな値が与えられる。表

7.5.12(b)に示すように，①無開口・I 形断面と③有開口・I 形，矩形断面の実験値／計算値の平均

値がほぼ同じ値となるため，図 7.5.16(a)に示した有開口耐力壁の評価手法は概ね妥当であると考

えられる。しかしながら，上述のように，開口を設けた耐力壁では，危険側の評価となる試験体

が全体の 2 割を占めるため，評価の際には注意が必要である。 

評価式Ⅲに関しては，本データベースの 503 体の試験体を対象に計算した，せん断終局強度時

の剛性低下率の計算値 βuの平均値が 0.18，標準偏差が 0.03 となった。その結果，せん断終局強度

時の変形角の計算値の多くが 1/500～1/250 の範囲に集中したため，評価式Ⅱよりもさらに過小に

実験値を評価した。評価式Ⅱと同様に，①無開口・I 形断面と③有開口・I 形，矩形断面の実験値

／計算値の平均値がほぼ同じ値となるため，図 7.5.16(b)に示した有開口耐力壁の評価手法も概ね

妥当であると考えられる。計算値が実験値を上回った試験体は，①無開口・I 形断面で 62 体中 2

体（3%），②無開口・矩形断面で 16 体中 0 体（0%），③有開口・Ｉ形，矩形断面で 58 体中 4

体（7%）とわずかであり，開口の有無に関わらず，耐力壁のせん断破壊時の変形角を安全側に評

価している。 
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表 7.5.12 せん断終局強度時の変形角の実験値と計算値の比較 
(a) 評価式Ⅰ 

60 14 74 57 131

平均値 2.20 2.24 2.21 1.35 1.84

標準偏差 0.95 0.90 0.94 0.85 0.99

変動係数 0.43 0.40 0.42 0.63 0.54

②
無開口

矩形断面
①+②+③

実験値
計算値

試験体数

③
有開口

I形，矩形

①
無開口
I形断面

①+②評価式Ⅰ

 
 

(b) 評価式Ⅱ 

60 14 74 57 131

平均値 1.47 1.82 1.54 1.52 1.53

標準偏差 0.53 0.75 0.59 0.50 0.55

変動係数 0.36 0.41 0.38 0.33 0.36

②
無開口

矩形断面
①+②+③

実験値
計算値

試験体数

③
有開口

I形，矩形

①
無開口
I形断面

①+②評価式Ⅱ

 
 

(c) 評価式Ⅲ 

62 16 78 58 136

平均値 2.09 3.26 2.33 2.29 2.32

標準偏差 0.84 1.63 1.14 0.88 1.04

変動係数 0.40 0.50 0.49 0.38 0.45

②
無開口

矩形断面
①+②+③

実験値
計算値

試験体数

③
有開口

I形，矩形

①
無開口
I形断面

①+②評価式Ⅲ
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②矩形・無開口

③I形、矩形・有開口
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0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

最
大

耐
力

（
実

験
値

）

せ
ん

断
終

局
強

度
（計

算
値

）
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①I形・無開口
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③I形、矩形・有開口

 

0.0

0.5

1.0

1.5

0.0 0.5 1.0 1.5

最
大

耐
力

時
の

変
形

角
（実

験
値

、
%
）

せん断終局強度時の変形角（計算値、%）

単層

連層

0.0

1.0

2.0

3.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

最
大

耐
力

（
実

験
値

）

せ
ん

断
終

局
強

度
（
計

算
値

）

最大耐力時の変形角（実験値）
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単層

連層

 
 (a) 評価式Ⅰ 
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(b) 評価式Ⅱ 
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①I形・無開口
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③I形、矩形・有開口

 
(c) 評価式Ⅲ 

図 7.5.17 せん断終局強度時の変形角の実験値と計算値の比較 
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 評価式Ⅰ，Ⅲでは，せん断終局強度時の変形角の評価精度が，せん断終局強度の評価精度に依

存していると考えられるため，実験の荷重変形関係から，包絡線上の点が初めて，最大耐力の 70%，

80%，90%に到達した点を紙面から読み取り，計算上のせん断終局強度点との比較を行った。今回

の検討では，紙面からの読み取りは①，②の無開口の試験体のみを対象として行った。図 7.5.17

に実験結果から読み取った各耐力点の変形角と，評価式Ⅰを用いて計算したせん断終局強度時の

変形の関係を示す。また，表 7.5.13 に，実験の耐力点と計算の強度点における，変形角と荷重の

評価精度を示す。評価式ⅠとⅢでは，荷重の評価精度のよい耐力点の周辺で，変形角の実験値と

計算値を比較してみると，評価精度が高いことが分かる。変動係数は 3～5 割と大きいものの，実

験値／計算値の平均値は 1.0 に近い値が得られている。したがって，評価式ⅠとⅢでは，70～90%

の耐力点については，実験の変形角を高い精度で評価できるが，最大耐力点の変形については，

過小評価となることが確認できた。 

 

表 7.5.13 各耐力点の実験値とせん断終局強度点の計算値の比較（①I 形断面＋②矩形断面） 
(a) 評価式Ⅰ 

変形角 荷重 変形角 荷重 変形角 荷重 変形角 荷重

97 97 97 97 98 98 103 103

平均値 0.85 0.88 1.11 1.00 1.43 1.13 2.06 1.25

標準偏差 0.43 0.20 0.55 0.23 0.74 0.25 1.23 0.28

変動係数 0.51 0.22 0.50 0.22 0.52 0.22 0.60 0.22

最大耐力点90%耐力点80%耐力点70%耐力点

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅰ

 
 

(b) 評価式Ⅱ 

変形角 荷重 変形角 荷重 変形角 荷重 変形角 荷重

97 97 97 97 98 98 103 103

平均値 0.59 0.88 0.77 1.00 1.00 1.13 1.47 1.25

標準偏差 0.23 0.20 0.29 0.23 0.37 0.25 0.72 0.28

変動係数 0.38 0.22 0.37 0.22 0.37 0.22 0.49 0.22

最大耐力点90%耐力点80%耐力点70%耐力点

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅱ

 
 

(c) 評価式Ⅲ 

変形角 荷重 変形角 荷重 変形角 荷重 変形角 荷重

102 102 103 103 104 104 110 110

平均値 0.92 0.93 1.21 1.06 1.57 1.19 2.37 1.32

標準偏差 0.39 0.17 0.51 0.19 0.69 0.22 1.24 0.25

変動係数 0.42 0.18 0.42 0.18 0.44 0.18 0.53 0.19

最大耐力点90%耐力点80%耐力点70%耐力点

実験値
計算値

試験体数

評価式Ⅲ
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(c) 90%耐力点 

図 7.5.18 各耐力点の実験値とせん断終局強度点の計算値の比較（評価式Ⅰ） 

 

 評価式Ⅱでは，せん断破壊時のせん断ひずみを一律に 1/250（有開口の場合は 1/250×r2/r1）と

したが，一部の試験体で，実験のせん断破壊時の部材角が，計算のせん断終局強度時の部材角を

下回った。ここでは，柱形を有する耐力壁のせん断破壊時変形角について，詳細な検討を行う。 

図 7.5.19(a)に，①無開口・I 形断面の耐力壁のうち，せん断破壊と判定された 81 体の試験体の

せん断破壊時変形角の実験値と壁横筋比の関係を示す。せん断破壊時変形角は，実験で計測され

た各試験体の最大耐力時の変形角とした。また，実験結果は，側柱の鉄筋量に関する構造規定（柱

主筋比 0.8%以上かつ柱帯筋比 0.2%以上）と，1999 年版 RC 規準[7-4]に記載されている側柱の寸法
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に関する推奨条件（下記参照）を満足するかどうかで分類した。内訳は，開口のない試験体では，

構造規定と推奨条件の両方を満足するものが 49 体，構造規定のみ満足するものが 23 体，推奨条

件のみ満足するものが 4 体，構造規定と推奨条件のいずれも満足しないものが 5 体である。 

 

1999 年版 RC 規準における側柱の寸法に関する推奨条件 

・柱の断面積が 2/st 以上 

・柱の最小径が 3/st 且つ t2 以上 

（s：壁板 h’×l’の短辺の長さ，本検討では h’は 1 層の内法高さとした，t：壁板の厚さ） 

 

図 7.5.19(a)に示すように，側柱の鉄筋量に関する構造規定と側柱の寸法に関する推奨条件を満

足する試験体でも，壁横筋比が小さい場合には，せん断破壊時変形角が小さく，脆性的な破壊性

状となる試験体が含まれることが分かる。壁横筋比が構造規定の下限値となる 0.25%程度の場合

には，複数の試験体でせん断破壊時の変形角が 1/250 を下回っている。また，壁横筋比が大きい

場合でも，1999 年版 RC 規準の側柱の寸法に関する推奨規定が満足されていない試験体のうちの

一体で，せん断破壊時の変形角が 1/250 を下回っている。したがって，側柱の鉄筋量に関する構

造規定と側柱の寸法に関する推奨条件を満足した上で，壁横筋を壁横筋比で 0.45%以上配筋する

ことで，せん断破壊時の変形角を 1/250 以上確保できるものと考えられる。 

なお，図 7.5.19(a)のせん断破壊時の変形角には，曲げ変形や抜け出しによる変形が含まれてい

るため，モデル化の際に必要となるせん断破壊時のせん断変形角は，せん断破壊時の変形角より

も小さくなる。そこで，7.5.1 項の復元力特性の評価手法 A，B で示した，断面解析の結果に基づ

く曲げの復元力特性の評価手法に従い，各試験体の実験の最大耐力時の曲げ変形角を計算し，実

験の最大耐力時の変形角から差し引くことで，せん断破壊時のせん断変形角を推定した。図

7.5.19(b)に，推定したせん断破壊時のせん断変形角と壁横筋比の関係を示す。側柱の鉄筋量に関す

る構造規定と寸法に関する推奨条件を満足した上で，壁横筋を壁横筋比で 0.45%以上配筋するこ

とで，せん断破壊時のせん断変形角についても 1/250 以上確保できるものと考えられる。 
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       (a) せん断破壊時の変形角     (b) せん断破壊時のせん断変形角（推定） 

図 7.5.19 柱型を有する無開口耐力壁のせん断破壊時の変形角，せん断変形角と壁横筋比の関係 
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同様の方法を用いて，③有開口・I 形断面，矩形断面の耐力壁のうち，柱型を有し，せん断破壊

と判定された 59 体の試験体についても，せん断破壊時のせん断変形角を算定した。図 7.5.20 にせ

ん断破壊時の変形角，せん断変形角と壁横筋比の関係を示す。開口を持つ試験体では，構造規定

と推奨条件の両方を満足するものが 36 体，構造規定のみ満足するものが 3 体，推奨条件のみ満足

するものが 4 体，いずれも満足しないものが 16 体であった。開口がない場合と同様に，側柱の鉄

筋量に関する構造規定と寸法に関する推奨条件を満足した上で，壁横筋を壁横筋比で 0.45%以上

配筋することで，せん断破壊時のせん断変形角を概ね 1/250 以上確保できることが分かる。 
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       (a) せん断破壊時の変形角      (b) せん断破壊時のせん断変形角（推定） 

図 7.5.20 柱型を有する有開口耐力壁のせん断破壊時の変形角，せん断変形角と壁横筋比の関係 

 

但し，図 7.5.16(b)で示したように，評価法Ⅱでは，有開口耐力壁のせん断破壊時のせん断ひず

みを開口による剛性の低減率 r1 と強度の低減率 r2 を用いて 1/250×r2/r1 で与えているため，せん

断破壊時のせん断変形角が 1/250 を超えることを確認しただけでは不十分である。図 7.5.21 にせ

ん断破壊時のせん断変形角と等価開口周比の関係を示す。等価開口周比 r0は式(7.2.4)で算定した。

また，図中には，有開口壁を耐力壁として取り扱う場合の目安となる等価開口周比 0.4 と，せん

断破壊時のせん断変形角の計算値 1/250×r2/r1（強度の低減率 r2が等価開口周比 r0で決まる場合を

想定）を示した。有開口耐力壁では，側柱の鉄筋量と寸法，壁横筋比の全ての条件を満足する場

合でも，せん断破壊時のせん断変形角が 1/250×r2/r1を下回り，危険側の評価となる試験体がある

ことが分かる。これは，等価開口周比の範囲を 0.4 以下に限定して考えた場合も同様である。 
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図 7.5.21 柱型を有する有開口耐力壁のせん断破壊時のせん断変形角－等価開口周比関係 

 

 図 7.5.20，図 7.5.21 で検討を行った有開口耐力壁試験体のうち，京都大学で過去に実施された

2.5 層の連層耐力壁試験体の静的載荷実験の荷重変形関係の包絡線を図 7.5.22，図 7.5.23，図 7.5.24

に示す。縦軸には水平荷重を各載荷方向の最大耐力で除した比率を，横軸には 3 階梁高さの水平

変位をその位置の高さで除した全体変形角を示している。図中の N1 試験体は無開口の基準試験

体であり，他の試験体では各階に一つずつ開口が設けられている。また，全ての試験体がせん断

で破壊している。開口を設けた試験体では，開口が大きくなるほど，また，開口を壁板中央付近

に配置するほど，最大耐力時の全体変形角が増大し，最大耐力後の耐力低下も緩やかになる傾向

が見られる。一方で，開口の幅が狭く，開口に挟まれた壁付きの短スパン梁が早期にせん断破壊

する試験体や，各階の異なる位置に開口を配置することによって，層間の応力伝達が困難となる

千鳥配置の試験体では，最大耐力時の全体変形角が，開口がない場合と同程度，もしくは開口が

ない場合を下回る試験体も存在している。 

以上の考察より，開口を設けた耐力壁では，開口の配置がせん断破壊時の変形角に及ぼす影響

が大きく，無視できないことが分かる。図 7.5.22，図 7.5.23，図 7.5.24 に示した試験体は，側柱の

鉄筋量に関する構造規定と寸法に関する推奨条件は満足しているものの，壁横筋比が 0.45%以下

であるため，図 7.5.20，図 7.5.21 で検討した，評価式Ⅱのせん断終局強度時のせん断変形角 1/250

×r2/r1 の適用対象からは除外されている。しかしながら，仮にこれらの試験体とまったく同じパ

ラメータを持つ試験体を製作し，壁横筋比のみを増大させた場合に，せん断破壊時のせん断変形

角がどの程度改善されるのか，また，せん断破壊時のせん断変形角が 1/250×r2/r1 を上回るかどう

かについては，十分な検証が行われていない。したがって，開口を設けた耐力壁のせん断破壊時

のせん断変形角を評価法Ⅱで評価するためには，側柱や壁板に関する条件だけでなく，開口の配

置が及ぼす影響についても十分に考慮する必要がある。 
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図 7.5.22 開口を偏在配置した試験体の荷重変形関係の一例[7-9] 
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図 7.5.23 開口を中央配置した試験体の荷重変形関係の一例[7-9] 
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図 7.5.24 開口を千鳥配置した試験体の荷重変形関係の一例[7-9] 

 

7.5.7 曲げ降伏強度 

曲げ降伏強度と曲げ終局強度の関係について検証する。表 7.5.14 に実験で曲げ降伏が確認され
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た試験体における，曲げ降伏強度と曲げ終局強度（最大強度）の比率を示す。曲げ降伏強度と曲

げ終局強度には，正負の平均値を用いた。また，正負どちらかの値のみが記載されている場合は，

その値を採用した。なお，曲げ降伏強度の実験値は，側柱の最外縁主筋の引張降伏時と，側柱の

全主筋の引張降伏時に分類して収集したが，論文中にどの位置の主筋が引張降伏したか具体的な

記述がなかった場合には，最外縁主筋の降伏とみなした。側柱主筋と壁縦筋の配筋や曲げ圧縮領

域の拘束状態，軸力の寄与分などの要因によって，曲げ降伏強度と曲げ終局強度の比率は変化す

ると考えられるが，今回の検討では，最大耐力の 7 割～9 割に到達すると，側柱主筋が引張降伏

したことが分かる。 

 次に，断面解析の結果から求められる，曲げ降伏強度と曲げ終局強度の比率を表 7.5.15 に示す。

断面解析でも，荷重が最大耐力の 9 割前後まで到達すると，側柱の全主筋が引張降伏する傾向が

見られ，表 7.5.14 に示した実験結果とおおよそ対応していることが分かるが，性能指針式で用い

られる曲げ降伏強度（側柱の全主筋と壁縦筋の 2/3 が引張降伏する時の荷重）に関しては，曲げ

終局強度との比率が 0.97 となり，最大耐力とほぼ等しい値になっている。 

 

■曲げ降伏強度の評価式■ 

 性能指針に従い，断面解析の結果から，全柱主筋と壁縦筋の 2/3 の鉄筋が降伏する時のモーメ

ントを曲げ降伏強度とする。 

 
表 7.5.14 実験における曲げ降伏強度と曲げ終局強度の比較 

最外縁主筋降伏時 全主筋降伏時

81 14

平均値 0.83 0.86

標準偏差 0.10 0.05

変動係数 0.13 0.06

曲げ降伏強度
曲げ終局強度

実験の曲げ降伏点

試験体数

 
 

表 7.5.15 断面解析による曲げ降伏強度と曲げ終局強度の比較 

全主筋降伏時
全主筋と壁縦筋の

2/3 降伏時

384 382

平均値 0.90 0.97

標準偏差 0.05 0.02

変動係数 0.06 0.02

曲げ降伏強度
曲げ終局強度

試験体数

降伏の定義

 
 

曲げ降伏強度時のせん断力の実験値と計算値の比較を図 7.5.25，表 7.5.16 に示す。なお，実験

値，解析値とも正負の平均値を用いた。また，実験値に関しては，正負どちらかの値のみが記載

されている場合は，その値を採用した。性能指針による曲げ降伏強度時のせん断力は，側柱の全

主筋と壁縦筋の 2/3 が引張降伏する時の荷重であるため，側柱の引張降伏時を対象とする実験値

よりも大きな荷重レベルを想定しているが，実験値と計算値の比較を見ると，計算値は，実験に

おいて側柱の全主筋が引張降伏する時の荷重とほぼ一致しており，実験結果をやや過小に評価し

ている。この結果は，表 7.5.7 において，断面解析による曲げ終局強度時のせん断力の計算値が，

曲げ降伏する実験試験体の最大耐力をやや低めに評価していた結果と対応している。 
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表 7.5.16 曲げ降伏強度時のせん断力の実験値と計算値の比較 

最外縁主筋降伏 全主筋降伏

53 13

平均値 0.91 1.01

標準偏差 0.13 0.09

変動係数 0.15 0.09

実験値
計算値

実験の曲げ降伏点

試験体数
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図 7.5.25 曲げ降伏強度の実験値と計算値の比較 

 

曲げ降伏強度時の変形角を，性能指針や技術基準解説書に記載された評価式に従って算定し，

実験結果と比較する。 

 

■曲げ降伏時の変形角の評価式Ⅰ■ 

 性能指針に従い，断面解析の結果から，曲げ降伏時の曲げ変形角を算定する。なお，同指針で

は，曲げ降伏時の変形角は，全柱主筋が降伏する時の曲率と，全柱主筋と壁縦筋の 2/3 の鉄筋が

降伏する時の曲率の平均値として定義されている。 

 

■曲げ降伏時の変形角の評価式Ⅱ■ 

技術基準解説書に従い，曲げ降伏時の曲げ変形角を以下の剛性低下率を用いて計算する。中立

軸深さ Cnは，7.5.1 項に示した断面解析において，コンクリートと鉄筋の材料特性を弾性と仮定し

て算定する。 

 

yw

nyw
y EI

CM







                                                                                                                       (7.5.42) 

yw M  
：耐力壁の曲げ終局モーメント（N・mm），本検討では式(7.5.26) を用

いる。 

nC  
：弾性時中立軸から引張柱中心までの距離（mm） 

（本検討では，コンクリートと鉄筋を弾性とした断面解析で算定した。） 
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E  ：コンクリートのヤング係数（MPa），式(7.5.8)を用いる。 

wI  ：耐力壁の断面二次モーメント（mm4），式(7.5.2) を用いる。 

y  ：側柱主筋の降伏ひずみ度 

 

 図 7.5.26，表 7.5.17 に曲げ降伏強度時の変形角の実験値と計算値の比較を示す。なお，評価式

Ⅰでは，7.5.1 項の冒頭に示した復元力特性の評価方法 A に基づいて，評価式Ⅱでは，評価手法 C

に従って，変形角の計算を行った。 

評価法Ⅰでは，全柱主筋が降伏する時の曲率と，全柱主筋と壁縦筋の 2/3 の鉄筋が降伏する時

の曲率の平均値を用いて曲げ変形を算定するため，側柱主筋の引張降伏点とした実験の曲げ降伏

強度時の変形角と比較して，大きな変形のレベルを想定している。実験値と計算値を比較すると，

最外縁主筋の降伏時，全主筋の降伏時のいずれの場合についても，計算値に対する実験値の比率

の平均値は 1.0 を下回った。評価法Ⅱでは，側柱主筋が引張降伏する時の曲率を用いて曲げ変形

を算定するため，実験値に近い値が得られることが想定されるが，計算値に対する実験値の比率

の平均値は 1.0 を大きく上回っており，全体的に実験の変形角を過小に評価する傾向が見られた。

この原因としては，評価法Ⅱでは，せん断終局強度時のせん断ひずみを式(7.5.41) で評価したため，

トラス剛性を用いてせん断剛性を評価する評価法Ⅰと比較すると，実験のせん断ひずみを過小評

価する傾向があることが挙げられる。 
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(a) 評価法Ⅰ                              (b) 評価法Ⅱ 

図 7.5.26 曲げ降伏強度時の変形角の実験値と計算値の比較 

 
表 7.5.17 曲げ降伏強度時の変形角の実験値と計算値の比較 

最外縁
主筋降伏

全主筋
降伏

最外縁
主筋降伏

全主筋
降伏

38 12 38 12

平均値 0.88 0.83 1.53 1.69

標準偏差 0.38 0.32 0.49 0.43

変動係数 0.43 0.38 0.32 0.25

実験値
計算値

実験の曲げ降伏点

試験体数

評価法Ⅰ 評価法Ⅱ
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7.5.8 等価粘性減衰定数 

 国土交通省の建築基準整備促進事業（課題 30，39）で実施された耐力壁に関する実験のうち，

曲げ降伏型の試験体 14 体（無開口 9 体，有開口 5 体）を対象に，実験の荷重変形関係のデジタル

データを用いて，等価粘性減衰定数 heq,exp を算定した。heq,exp には，定常サイクルとなる第二サイ

クルの値を採用した。また，最大耐力後，20%の耐力低下が生じるサイクルまでを計算対象とし

た。部材に生じる塑性率 μ は，本来は，安全限界変形角を仮定し，安全限界変形角までの履歴面

積が一致するような二折れ線を仮定し，その第一折れ点の変形角を塑性率 1.0 の点とすることが

好ましいが，今回の計算では，表 7.5.15 で示したように，本データベースの実験試験体を対象と

した断面解析において，「曲げ終局モーメント（最大モーメント）」に対する「側柱主筋が全て引

張降伏する時の曲げモーメント」の比率が 0.90（標準偏差 0.05）となったことから，塑性率 1.0

の点が側柱主筋や壁端の曲げ補強筋の降伏点とおおよそ対応するように，水平荷重が最大耐力の

90%に初めて到達した点を塑性率 1.0 の基準点とした。 

実験結果は，鉄筋コンクリート造の部材によく用いられる剛性低下型の二折れ線モデルにおけ

る等価粘性減数定数[7-10]を示す式(7.5.45)で表される評価式Ⅰと，国土交通省告示第 1457 号第 9 に

記載された建物の地震時の応答が定常応答でないことを考慮して低減された等価粘性減衰定数

[7-2]を示す式(7.5.46)で表される評価式Ⅱと比較した。 

図 7.5.27 に等価粘性減衰定数－塑性率関係を示す。図 7.5.27(a)は式(7.5.44)による実験結果と式

(7.5.45)の評価式Ⅰによる計算結果を直接比較している。一方，図 7.5.27(b)では，国土交通省告示

第 1457 号第 9 に従い，式(7.5.44)を 0.8 倍した限界耐力計算時に用いられる実験結果と，式(7.5.46)

の評価式Ⅱによる計算結果を比較した。なお，図中の実験結果は，式(7.5.26) の曲げ終局強度 Mwu

において，式(7.5.47)で表される軸力の寄与分 Mwu,の割合 Mwu,n/Mwu ごとに分類して示した。図

7.5.27(a)を見ると，軸力が曲げ終局強度に占める割合が半分以下となる試験体では，評価式Ⅰによ

る計算値が実験値の下限に位置している。一方，軸力比が曲げ終局強度に占める割合が半分を超

えると，実験値が計算値を下回るようになる。これは，軸力が曲げ終局強度に及ぼす影響が大き

い試験体では，原点指向性を持つフラッグ形の履歴特性を示すため，履歴面積が減少することが

原因であると考えられる。図 7.5.27(b)を見ると，実験値が式(7.5.44)を 80%に低減したものである

のに対し，式(7.5.46)の評価式Ⅱは式(7.5.45)の評価式Ⅰを約 63%に低減したものであるため，軸力

が曲げ終局強度に占める割合が 7 割を超えるような軸力の曲げ終局強度に占める寄与分が極端に

大きい試験体を除くと，評価式Ⅱは実験値の下限に対応している。 

 

W

W
heq




4

1
exp,                                              (7.5.44) 

 

■等価粘性減衰定数の評価式Ⅰ■ 

)
1

1(
1

, 
caleqh                                             (7.5.45) 
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■等価粘性減衰定数の評価式Ⅱ■ 

)
1

1(2.0, 
caleqh                                            (7.5.46) 

)1(5.0,
c

nwu BDF

N
NDM                                                                                                    (7.5.47) 

W  ：各部材に生じる変形を最大点とする履歴特性曲線で囲まれる面積 

W  ：各部材に生じる変形にその際の各部材の耐力を乗じて 2 で除した数値 

  ：塑性率 
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(a) 実験値と式(7.5.45)の比較       (b) 実験値の 0.8 倍と式(7.5.46)の比較 

図 7.5.27 等価粘性減衰定数－塑性率関係 

 

7.5.9 限界変形角 

論文中に荷重変形関係が記載されている試験体を対象に，限界変形角の読み取りを行った。限

界変形角の実験値（expRu）は，荷重変形関係における最大耐力以降の耐力が，最大耐力の 80%まで

低下した点の変形角と定義し，正負各方向の最小値を用いた。図 7.5.28 に限界変形角の算定方法

を示す。包絡線上に 80%耐力低下点がない場合には，図 7.5.28(b)に示すように各サイクルの最大

荷重時の点を折れ線で結び，この折れ線が 80%耐力まで低下した点を限界変形角とした。 

 

荷重

変形角

0.8Pmax

Pmax

expRu

各サイクルの
最大荷重

荷重

変形角

0.8Pmax

Pmax

expRu

各サイクルの
最大荷重

 
(a) 包絡線上に 80%耐力低下点がある場合   (b) 包絡線上に 80%耐力低下点がない場合 

図 7.5.28 限界変形角の実験値（expRu）の算定方法 
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読み取った実験データの妥当性を検証するため，限界変形角と，変形性能の代表的な評価指標

であるせん断余裕度，せん断応力度比との関係を調べた。図 7.5.29，図 7.5.30 に関係図を示す。

せん断余裕度とせん断応力度比の計算には，式(7.5.26)の曲げ終局強度式（評価式Ⅰ）と式(7.5.30)

の広沢mean式（評価式Ⅱ）を用いた。図7.5.29から明らかなように，せん断余裕度が増大すると，

せん断破壊，曲げ降伏後のせん断破壊，曲げ破壊と破壊形式が推移し，限界変形角が増大してい

る様子が分かる。文献[7-7]では，限界変形角 15/1000 を確保するためのせん断余裕度の条件とし

て，せん断余裕度を 1.25 以上確保することを挙げているが，本検討の結果も概ねこれに沿った結

果となっている。図中の点線で囲まれた範囲内にある矩形断面の試験体は，せん断余裕度が 1.5

を上回っているのにも関わらず，限界変形角が 1.5%を下回っていたが，これらの試験体には，

壁端部が帯筋で拘束されていないものや，軸方向鉄筋の圧縮降伏が引張降伏に先行しているもの

が含まれていた。また，図 7.5.30 に示すように，曲げ破壊もしくは曲げ降伏後にせん断破壊した

試験体では，せん断応力度比が大きくなるにつれ，限界変形角が小さくなる傾向が見られた。I

形断面の耐力壁と比較すると，矩形断面の耐力壁では，せん断応力度比が相対的に小さく抑えら

れており，曲げ破壊した矩形断面の試験体では，壁式構造の耐力壁の部材種別 WA の基準となる

0.1 を下回っていた。 
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図 7.5.29 せん断余裕度と限界変形角の比較 
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図 7.5.30 せん断応力度比と限界変形角の比較 

 

■限界変形角の評価式Ⅰ■ 

性能指針に従い，断面解析によるモーメント―曲率関係と，式(7.5.32)によるトラスアーチ機構

に基づくせん断終局強度の平均式（評価式Ⅳ）から，曲げ降伏後のせん断破壊，曲げ破壊の判別
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を行い，限界変形角を算定する。曲げ降伏後の塑性回転領域を式(7.5.48)で，曲げ終局時の限界曲

率を式(7.5.49)で，曲げ降伏後のトラス剛性は式(7.5.55)で計算する。復元力特性の評価手法は 7.5.1

項に示した評価手法 A とする。なお，矩形断面で壁板全体が横補強筋によって拘束される壁柱タ

イプの試験体では壁端の柱域を仮定できないため，式(7.5.49)では，曲げ終局時の限界曲率を求め

ることができず，別の仮定が必要になる。今回の検討では，壁柱タイプの試験体は除外して検討

を行った。 

 

)(15.0
Q

M
hp                                                                                                                        (7.5.48) 

ph  ：曲げ降伏後の塑性回転領域の長さ（mm） 

QlM  ：シアスパン（mm） 
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                                                                     (7.5.49) 

NaT yww                                                                                                                     (7.5.50) 

DBcBcc JJC 9.0                                                                                                               (7.5.51) 

TVTN ubcc /)( 22                                                                                                             (7.5.52) 

)9.0/( BcBcccne JNx                                                                                                        (7.5.53) 

)/()( wBcccn tCNX                                                                                                      (7.5.54) 

 

u  ：限界曲率（1/mm） 

Bc  
：側柱（壁端拘束域）のコアコンクリートが，崎野モデルによる σ～ε 関

係において，軟化域で 0.9cσcBに低下した時のひずみ度 

Bw  ：壁板のコンクリートの終局ひずみ度（=0.003） 

cBc  ：コアコンクリートの圧縮強度（MPa） 

B  ：壁板のコンクリートの圧縮強度（MPa） 

ywwa   ：壁縦筋の断面積と降伏強度の積（N） 

D  ：圧縮側柱（壁端拘束域）のせい（mm） 

wt  ：壁厚（mm） 

BJ ， DJ  ：幅方向とせい方向の圧縮側柱の外々のせん断補強筋の芯々距離（mm）

N  ：軸方向力（N） 
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nex  ：曲げ終局時せん断力の影響を考慮した中立軸深さ（mm） 
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cB EK )105( 4
2                                                                                                            (7.5.56) 

ssxx EpK                                                                                                                            (7.5.57) 

 

2trusG  ：曲げ降伏後のせん断剛性（MPa），記号は式(7.5.36) を参照 

2K  ：斜め圧縮ばね（MPa），記号は式(7.5.37) を参照 

xK  ：水平方向ばね（MPa），記号は式(7.5.38) を参照 

 

■限界変形角の評価式Ⅱ■ 

性能指針に従い，式(7.5.58)に示すように，コンクリートの有効強度係数を部材角に応じて低減

させ，式(7.5.31) によるトラスアーチ機構に基づくせん断終局強度の下限式（評価式Ⅲ）と曲げ終

局強度時のせん断力が一致する時の部材角 Ru,sを求め，別途算定した曲げ終局時の変形角 Ru,fと比

較し，小さい方の変形角を限界変形角 Ruとした。曲げ終局時の変形角 Ru,fは 7.5.1 項で示した手法

B に基づいて計算した。性能指針では，連層耐力壁の曲げ降伏後のせん断破壊の判定用の限界変

形角 Ru,s を，各層の脚部と外力重心高さ位置の相対水平変位をその相対高さで除して算定する場

合と，層間変位を層間高さで除して求める場合の小さい方で決定するように定義している。した

がって，連層耐力壁で限界変形角の計算値を算定し，実験値と比較するためには，上記のような

複数の計測範囲を対象とした変形角を算定し，それらの一つが限界変形角に到達した時の変形分

布から，実験と対応した計測範囲の変形角を求める必要がある。今回の検討では，簡略化のため，

実験に対応した計測範囲の変形角が計算した限界変形角に到達した点を限界変形点と定義する。

これにより，限界変形角の計算値は大きめに評価される可能性がある。 
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                                                                    (7.5.58) 

  
：塑性ヒンジの回転による強度低下を考慮したコンクリートの有効強度係

数 

0  ：式(7.5.33) で表されるコンクリートの有効強度係数（下限式） 

uR  ：耐力壁の保証変形角 

 

 図 7.5.31，表 7.5.18 に限界変形角の実験値と計算値の比較，限界変形角の評価精度とせん断余

裕度の関係を示す。せん断余裕度は，式(7.5.32)のトラスアーチ機構に基づくせん断終局強度の平
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均式（評価式Ⅳ）と，断面解析による曲げ終局強度（評価式Ⅲ）から求めた。評価式Ⅰは実験結

果をやや過小に評価し，実験値／計算値の平均値は 1.34，変動係数は 1.05 となった。また，実験

と計算で破壊形式（曲げ破壊，曲げ降伏後のせん断破壊）が一致した試験体は 63 体中 38 体とな

った。限界変形角の評価精度とせん断余裕度の関係をみると，耐震性能評価指針で確認されてい

る，せん断余裕度の増大に伴い，限界変形角の評価精度のばらつきが小さくなる傾向が，本結果

でも見られる。評価式Ⅱは，1 体の試験体を除き，他の全ての試験体の限界変形角を安全側に評

価した。実験値／計算値の平均値は 2.59，変動係数は 0.66 となった。また，実験と計算で破壊形

式が一致した試験体は 64 体中 34 体となった。 
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(b) 評価式Ⅱ 

図 7.5.31 限界変形角の実験値と計算値の比較 

 
表 7.5.18 限界変形角の実験値と計算値の比較 

評価式Ⅰ 評価式Ⅱ
63

（38）
64
(34)

平均値 1.34 2.59

標準偏差 1.41 1.71

変動係数 1.05 0.66

実験値
計算値

試験体数
（破壊形式が一致したも

の）
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7.6 まとめ 

 今回の検討で得られた知見を以下に示す。 

 エネルギー法による形状係数を用いた弾性剛性は，実験値／計算値の平均値が 0.72，変動係

数が 0.37 となり，実験値が計算値を下回った。 

 一つの階に複数の開口を持つ試験体の弾性剛性，せん断ひび割れ強度，せん断終局強度に関

して，技術基準解説書と 2010 年版 RC 規準に記載されている開口によるせん断剛性低下率の

評価式の精度を検証した。その結果，投影長さ，投影高さを用いた 2010 年版 RC 規準のせん

断剛性低下率の方が実験結果を精度良く予測した。 

 開口を設けた試験体では，無開口の試験体よりも，曲げひび割れ強度の実験値／計算値の平

均値が小さくなった（有開口：0.64，無開口：0.89）。開口を設けた試験体では，計算の前提

である断面の平面保持仮定が成立しておらず，評価精度が低くなった可能性がある。 

 せん断ひび割れ強度は，二軸応力を考慮した評価式Ⅰの評価精度が高く，評価式Ⅱは実験値

を危険側に，評価式Ⅲは実験値を安全側に評価した。せん断ひび割れ強度がコンクリートの

圧縮強度に比例する評価式Ⅱでは，コンクリートの圧縮強度が 35MPa を超える試験体と超え

ない試験体で評価精度に 4 割近い差が生じた。 

 曲げひび割れ強度時の変形角やせん断ひび割れ強度時の変形角は，実験値のばらつきが大き

かったが，各ひび割れ強度の評価精度が高い試験体では，予測精度が改善する傾向が見られ

た。 

 今回検討した 3 つの曲げ終局強度の評価式では，実験値／計算値の平均値，変動係数に大き

な差は見られなかった。無開口の試験体では，実験値と評価式Ⅰ，Ⅱによる計算値の差は 20%

以内に収まっており，技術基準解説書の記述と検討結果が一致していた。高軸力下では，軸

力の影響による中立軸深さの変化が評価可能な評価式Ⅰ，評価式Ⅲでは，実験値が計算値を

上回り，評価式Ⅱでは実験値が計算値をやや下回った。また，せん断スパン比が 1.0 を下回

る試験体では，実験値／計算値が 1.0 を下回る試験体の割合が大きいこと，等価開口周比が

0.3～0.5 を超える試験体では，殆どの試験体で，実験値／計算値が 1.0 を下回っていることを

確認した。なお，今回の検討では，柱型のない矩形断面の試験体では，両側柱中心間距離を

壁全せいの 0.9 倍，引張側柱主筋を壁端部から壁全せいの 0.1 倍の範囲にある縦筋として計算

を行った。 

 せん断終局強度については，下限式である評価式Ⅰ，Ⅲだけでなく，平均的に丸めた評価式

Ⅱ，Ⅳでも，実験値／計算値の平均値が 1.0 を大きく上回る傾向が見られた。但し，矩形断

面の試験体では，壁端部に帯筋が設けられていない試験体の実験値／計算値の平均値が小さ

く，下限式である評価式Ⅲでは，実験値／計算値の平均値が 1.0 を下回った。また，実験結

果から，矩形断面の試験体では，壁端部の帯筋量がせん断終局強度に影響を及ぼしている可

能性があることを示した。 

 せん断終局強度時の変形角は，いずれの評価式を用いた場合でも，実験値／計算値の平均値

が 1.0 を大きく上回った。その一因として，評価式Ⅰ，Ⅲでは，せん断終局強度の評価式が

実験の最大耐力を低く評価していたことが考えられる。菅野式によるせん断ひび割れ後のせ

ん断剛性を用いた評価式Ⅲでは，開口や柱型の有無に関わらず，実験のせん断破壊時の変形

角を概ね安全側に評価した。また，柱型を有する無開口の耐力壁では，側柱の鉄筋量に関す
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る構造規定と 1999 年版 RC 規準の側柱の寸法に関する推奨条件を満足した上で壁横筋比を

0.45%程度以上配筋することで，せん断破壊時のせん断変形角を，評価式Ⅱで採用した 1/250

以上確保できることを示した。一方で，柱型を有する有開口の耐力壁では，側柱の鉄筋量に

関する構造規定と寸法に関する推奨条件を満足した上で壁横筋比を 0.45%程度以上配筋した

場合でも，せん断破壊時のせん断変形角が，評価式Ⅱで採用した 1/250×r2/r1（r1は開口によ

る剛性の低減率，r2 は開口による強度の低減率）に到達する前に破壊した試験体があった。

有開口の耐力壁に評価式Ⅱのせん断終局強度時の変形角を用いる場合には，開口の配置が及

ぼす影響について十分に考慮する必要がある。 

 曲げ降伏型の試験体では，最大耐力の 7 割～9 割に到達した時に，側柱主筋が引張降伏して

いたことが実験結果から分かった。また，断面解析では，最大耐力の 9 割前後まで到達する

と，側柱の全主筋が引張降伏する傾向が見られた。断面解析では，性能指針で用いられる曲

げ降伏強度（側柱の全主筋と壁縦筋の 2/3 が引張降伏する時のモーメント）と曲げ終局強度

（最大耐力）の比率が 0.97 となり，曲げ終局強度とほぼ等しい値となることも確認できた。 

 性能指針で用いられる曲げ降伏強度時の変形角（全柱主筋が降伏する時の曲率と，全柱主筋

と壁縦筋の 2/3 の鉄筋が降伏する時の曲率の平均値）は，側柱主筋の降伏を対象とする実験

の曲げ降伏時変形角よりも大きな変形レベルを想定しているため，実験値／計算値の平均値

は 1.0 を下回った。一方，技術基準解説書で用いられる曲げ降伏強度時の変形角の実験値／

計算値の平均値は 1.0 よりも大きい値となった。この原因として，今回用いた方法では，せ

ん断剛性の計算値が過大に評価されていた可能性が考えられる。 

 水平荷重が最大耐力の 90%に初めて到達した点を塑性率 1.0 の基準点として，曲げ降伏型の

実験試験体 14 体を対象に，等価粘性減衰定数を計算した。曲げ終局強度に対する軸力の寄与

分が低い試験体では，同一塑性率における等価粘性減衰定数は，実験値の方が計算値よりも

大きい値を示したが，曲げ終局強度に対する軸力の寄与分が高い試験体では，実験値が計算

値を下回った。 

 曲げ降伏型の実験試験体を対象に，最大耐力が 80%まで低下した時の変形角（限界変形角）

を算定し，評価式との比較を行った。試験体の破壊形式（曲げ破壊，曲げ降伏後のせん断破

壊）が実験と計算で一致した試験体は全体の半数程度であり，評価式Ⅰ（精算法）では実験

値を平均的に，評価式Ⅱ（略算法）では実験値を安全側に評価した。 

 

 以下に構築したデータベースについて示す。 

 矩形断面の試験体では，壁端が帯筋によって拘束されたものや，開口が設けられたものが少

ない。 

 破壊形式に関しては，曲げ型（曲げ降伏後のせん断破壊含む）とせん断型の試験体がほぼ半

数ずつと偏りは見られないが，開口を設けた試験体に限れば，せん断型の試験体が多く，曲

げ型の試験体が少ない。 

 高強度鉄筋を側柱主筋や曲げ補強筋に利用した試験体の 90%以上がせん断破壊型であり，せ

ん断破壊した試験体の約 20%を占めていた。 
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 開口を設けた試験体の等価開口周比の平均値は，RC 規準において耐力壁として取り扱う際の

目安となる 0.4 とほぼ等しく，一般的には耐力壁として取り扱われることがあまりないよう

な大開口や複数の開口を有する試験体が半数を占めていた。 

 側柱主筋やせん断補強筋（壁端拘束域の曲げ補強筋や横拘束筋）の配筋位置が不明なため，

曲げ終局強度やせん断終局強度に関して詳細な検証を行うことができない試験体が全体の 2

割程度を占めた。また，開口を有する試験体では，開口補強筋がせん断終局強度等のせん断

挙動に影響を及ぼすと考えられるが，開口補強筋の配筋位置が不明な試験体も多数見られた。 

 

 以下に今後の課題を示す。 

 今回の検討では，試験体を高さ方向に分割し，分割された各断面に作用するモーメントに対

応する曲率を積分する形で，曲げ変形を計算したが，実務では，側柱と壁板を 3 本の柱で置

換する 3 本柱モデルが用いられるのが一般的になっている。3 本柱モデルの曲げ特性は，今

回検証を行った評価式ではなく，側柱や壁柱に与えられる軸バネや曲げバネの特性に依存す

るため，3 本柱モデルと実験結果との対応についても確認を行っておく必要がある。 

 今回の検討では，せん断破壊時の変形角の実験値を計算値が小さく評価した。その一因とし

て，せん断破壊した試験体の最大耐力が，いずれのせん断終局強度式を用いた場合にも過小

評価されたことが挙げられる。せん断終局強度を低めに見積もること自体は安全側の考え方

であるが，せん断破壊時の変形角を過小に見積もることは，耐力壁の早期のせん断破壊に繋

がり，架構の水平耐力の確保が困難になる場合もあると考えられる。文献[7-11]，[7-12]では，

1999 年版の RC 規準において，「付帯柱によって壁板が十分拘束されている場合には，壁板

がスリップ破壊を起こし，耐震壁のせん断変形が 8.0×10-3rad にぐらいに到達するまでは，負

担せん断力および鉛直力が殆ど低下しない」との記述があることを参考に，耐力壁を耐震要

素としてより有効に活用するために，解析モデル上のせん断終局強度の到達後の変形性能に

期待し，せん断終局強度到達後も実験の最大耐力点に相当する変形角まで，負担せん断力を

保持させる考え方について議論がなされている。このようなモデル化を行うには，付帯柱の

効果を考慮した，せん断破壊型の耐力壁の変形性能の評価手法の確立が必要となる。 

 開口を設けた耐力壁のせん断終局強度は，開口周辺に配筋した開口補強筋の影響を受けると

考えられるが，各試験体に配筋された開口補強筋の量とせん断終局強度との関係は確認でき

ておらず，今後の検証が必要である。 

 X 形配筋の試験体や二方向水平載荷を実施した試験体など特別な検討が必要な試験体に関し

て，構造性能の評価精度を確認しておく必要がある。 
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［7-1］崎野健治，孫玉平：直線型横補強材により拘束されたコンクリートの応力―ひずみ関係，

日本建築学会構造系論文集，第 461 号，pp.95-104，1994.7 

［7-2］建築物の構造関係技術基準解説書編集委員会：2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書，

2007 

［7-3］日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 2010，2010 

［7-4］日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 1999，1999 
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［7-5］日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説，1997 

［7-6］日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説，2004 

［7-7］日本建築学会構造委員会 鉄筋コンクリート構造運営委員会：鉄筋コンクリート造建物の

保有水平耐力計算と地震被害，2011 年度日本建築学会大会（関東）構造部門パネルディス

カッション資料，2011.8 

［7-8］菅野俊介：鉄筋コンクリート部材の復元力特性に関する研究－曲げ降伏する梁，柱および

無開口耐震壁の強度と剛性に関する実験的研究－，コンクリートジャーナル，Vol.11，No.2，

pp.1-9，1973.2 

［7-9］倉本洋、櫻井真人、河野進、坂下雅信：有開口耐力壁の変形能力の評価等に関する実験・

解析，ビルディングレター，pp.2-13，2012.11 

［7-10］柴田明徳：最新耐震構造解析 第二版，森北出版株式会社，2003 

［7-11］中川崇：実務における疑問への考え方 Q10. 増分解析で耐力壁が早期にせん断破壊した

場合，どう考えればよいか？，建築技術 No.774，pp.142-143，2014.7 

［7-12］鹿島孝：構造設計のための工学的判断の手引き 14. RC 造耐震壁や短スパン梁がせん断

破壊する場合の保有水平耐力の計算方法，建築技術 No.729，pp. 122-123，2010.10 

 

7.8 試験体の引用文献 

 今回の検討で用いた 257 編の文献のリストを以下に示す。 

 

 国交省建築基準整備促進事業 報告書 

［7-A1］調査番号 8 番「開口の数や位置を考慮した鉄筋コンクリート造の耐力壁の強度・剛性評

価方法に関する実験・解析」（研究代表者：倉本洋） 

［7-A2］調査番号 9 番「鉄筋コンクリート造の耐力壁架構の条件設定に関する実験」（研究代表者：

勅使川原正臣，市之瀬敏勝，神谷隆） 

［7-A3］調査番号 30「有開口耐力壁の変形能力の評価等に関する実験・解析」（研究代表者：倉

本洋） 

［7-A4］調査番号 39「鉄筋コンクリート造連層耐力壁の構造詳細と部材種別に係る基準の整備に

資する検討」（研究代表者：河野進） 

 

 日本建築学会構造系論文集，日本建築学会構造工学論文集， 

日本コンクリート工学会年次大会論文集，日本コンクリート工学会コンクリート論文集 

［7-A5］小畠克朗：鉄筋コンクリート壁体の二軸曲げせん断強度に関する研究 : 第一報二軸曲げ

せん断実験の概要，日本建築学会論文報告集 No.285，pp.71-79，1979.11 

［7-A6］狩野芳一他：鉄筋コンクリート連層耐震壁の破壊機構に関する実験的研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.1，pp.301-304，1979 

［7-A7］東洋一他：鉄筋コンクリート造建物の耐震補強法に関する実験的研究，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.1，pp.305-308，1979 

［7-A8］青山博之他：鉄筋コンクリート有開口耐震壁の耐力と復元力特性に関する実験的研究，

日本建築学会構造工学論文集 Vol.26，pp.9-20，1980 
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［7-A9］二木紀男他：有開口鉄筋コンクリート耐震壁の変形と耐力について -壁板中央に壁板と

相似な開口を有する壁体における開口の大小, 斜め補強筋・壁筋量の影響に関する実験的

研究-，日本建築学会論文報告集 No.293，pp.69-83，1980.7 

［7-A10］清水泰他：初期ひびわれや打つぎ面等を有する鉄筋コンクリート造壁の耐震補修に関す

る実験研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.2，pp.413-416，1980 

［7-A11］中西三和他：鉄筋コンクリート造有開口連層耐震壁の実験研究，日本コンクリート工学

会年次大会報告書 Vol.3，pp.481-484，1981 

［7-A12］中西三和他：鉄筋コンクリート造有開口連層耐震壁の強度と剛性，日本コンクリート工

学会年次大会報告書 Vol.4，pp.413-416，1982 

［7-A13］是永健好他：多数の小開口を持つ耐震壁の水平加力実験，日本コンクリート工学会年次

大会報告書 Vol.5，pp.197-200，1983 

［7-A14］中西三和他：繰返し荷重をうける鉄筋コンクリート造連層耐震壁の履歴挙動，日本コン

クリート工学会年次大会報告書 Vol.5，pp.205-208，1983 

［7-A15］周小真他：大変形後の鉄筋コンクリート造開口壁の補修に関する実験研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.5，pp.265-268，1983 

［7-A16］勝俣英雄他：既存鉄筋コンクリート構造建築物の補強法に関する実験的研究 1 増設

RC 壁による補強，日本建築学会構造工学論文集 Vol.29，pp.83-90，1983 

［7-A17］緒方恭子他：曲げ降伏型鉄筋コンクリート耐震壁の復元力特性に関する実験的研究 －

異なるシアスパン比の繰返し荷重下での弾塑性挙動について－，日本建築学会構造工学論

文集 Vol.30，pp.305-314，1984 

［7-A18］加藤大介他：無開口後打耐震壁の耐力の評価に関する研究，日本建築学会論文報告集 

No.337，pp.81-89，1984.3 

［7-A19］本岡順一郎他：鉄筋コンクリート造耐震壁の破壊機構に関する実験的研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.6，pp.701-704，1984 

［7-A20］江崎文也他：スリップ破壊が先行する１スパン１層耐震壁を単位耐震壁とする均等多連

耐震壁の破壊機構に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書  Vol.6，

pp.713-716，1984 

［7-A21］緒方恭子他：曲げ降伏型鉄筋コンクリート耐震壁変動シアスパン加力実験，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.6，pp.717-720，1984 

［7-A22］本岡順二郎他：震害を受けた鉄筋コンクリート造耐震壁の補修ならびに補強効果に関す

る実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.6，pp.729-732，1984 

［7-A23］徳広育夫他：周辺架構の構造形式が異なる耐震壁の破壊性状とせん断耐力に関する実験

的研究，日本建築学会構造系論文集 No.355，pp.88-98，1985.9 

［7-A24］杣木孝裕他：厚壁型鉄筋コンクリート耐震壁の変動シアスパン加力実験，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.7 No.1，pp.369-372，1985 

［7-A25］高木仁之他：鉄筋コンクリート連層耐震壁の靭性の向上に関する実験的研究，日本コン

クリート工学会年次大会報告書 Vol.7 No.1，pp.377-380，1985 

［7-A26］町田亘寛他：鉄筋コンクリート造有開口耐震壁の補強効果に関する実験的研究，日本コ

ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.7 No.1，pp.385-388，1985 
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［7-A27］毛井崇博他：RBSM 法による鉄筋コンクリート壁の非線形解析，日本コンクリート工学

会年次大会報告書 Vol.7 No.1，pp.413-416，1985 

［7-A28］城内哲彦他：せん断破壊する SFRC 耐震壁の実験的研究，日本コンクリート工学会年次

大会報告書 Vol.8 No.0，pp.705-708，1986 

［7-A29］野口博他：地震力を受ける RC 耐震壁の開口補強に関する解析的研究，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.8 No.0，pp.697-700，1986 

［7-A30］望月重他：プレキャスト合成耐震壁の耐力および変形，日本コンクリート工学会年次大

会報告書 Vol.9 No.2，pp.157-162，1987 

［7-A31］壁谷澤寿海他：高層耐震壁の耐力と変形能力に関する実験的研究，日本コンクリート工

学会年次大会報告書 Vol.9 No.2，pp.379-384，1987 

［7-A32］徳広育夫他：偏在開口を有する耐震壁の弾塑性性状に関する実験的研究，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.9 No.2，pp.385-390，1987 

［7-A33］石橋一彦他：軽量気泡コンクリートを用いた壁式構造部材の曲げ・せん断強度，日本コ

ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.9 No.2，pp.391-396，1987 

［7-A34］伊藤光康他：連層耐震壁に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 

Vol.9 No.2，pp.409-412，1987 

［7-A35］小野新他：並列耐震壁を有する鉄筋コンクリート構造物の応答性状，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.9 No.2，pp.429-434，1987 

［7-A36］東端泰夫：壁板の局部破壊を誘発する目地を用いた鉄筋コンクリート耐震壁に関する研

究 -水平加力実験-，日本建築学会構造系論文集 No.375，pp.73-82，1987.5 

［7-A37］望月洵他：連層耐震壁の靱性に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 

Vol.10 No.3，pp.261-266，1988 

［7-A38］荒井康幸他：鉄筋コンクリート連層耐震壁の耐力と変形性状に関する実験的研究，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.391-396，1988 

［7-A39］加藤大介他：鉄筋コンクリート造有開口壁のせん断補強法に関する研究，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.403-408，1988 

［7-A40］壁谷澤寿海他：鉄筋コンクリ－卜耐震壁の開口補強法に関する実験的研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.409-414，1988 

［7-A41］全大翰他：鉄筋コンクリート造開口耐震壁の補強方法と靱性，日本コンクリート工学会

年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.415-420，1988 

［7-A42］毛井崇博他：RBSM 法による鉄筋コンクリート壁の耐力評価，日本コンクリート工学会

年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.339-342，1988 

［7-A43］堤英明他：有開口高配筋耐震壁のせん断終局強度に関する研究，日本コンクリート工学

会年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.367-372，1988 

［7-A44］稲田泰夫他：鉄筋コンクリート造耐震壁のせん断ひびわれ性状に関する検討，日本コン

クリート工学会年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.385-390，1988 

［7-A45］高木仁之他：連層鉄筋コンクリート耐震壁のせん断強度に及ぼす中間はりの効果に関す

る実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.397-402，1988 

［7-A46］田村裕之他：変動圧縮力とくり返し曲げ・せん断を受ける壁柱の弾塑性性状，日本コン
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クリート工学会年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.589-594，1988 

［7-A47］白石一郎他：鉄筋コンクリート造耐震壁の最大耐力への壁筋の効果，日本建築学会構造

系論文集 No.392，pp.34-45，1988.10 

［7-A48］高山誠：せん断力を受ける鉄筋コンクリート折板壁の弾塑性性状，日本建築学会構造系

論文集 No.391，pp.36-44，1988.9 

［7-A49］加藤大介他：鉄筋コンクリート造有開口壁のせん断補強法およびせん断耐力評価に関す

る実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.11 No.2，pp.573-578，1989 

［7-A50］壁谷澤寿海他：鉄筋コンクリート耐震壁の開口による終局強度低減率，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.11 No.2，pp.585-590，1989 

［7-A51］平石久廣他：偏平な付帯柱を有する連層耐震壁の曲げ降伏後の靱性に関する実験的研究，

日本建築学会構造系論文集 No.395，pp.48-59，1989.1 

［7-A52］佐藤和英他：高配筋耐震壁の復元力特性に及ぼす開口の影響，日本建築学会構造系論文

集 No.418，pp.39-48，1990.12 

［7-A53］平石久広他：高層壁式ラーメン鉄筋コンクリート造建物における壁柱の曲げ降伏後の靭

性に関する実験的研究，日本建築学会構造系論文集 No.410，pp.41-52，1990.4 

［7-A54］小野正行他：複数開口を有する鉄筋コンクリート造耐震壁の弾塑性性状に関する実験的

研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.12 No.2，pp.539-544，1990 

［7-A55］松本和行他：高強度鉄筋コンクリート耐震壁の強度と変形能力に関する実験的研究，日

本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.12 No.2，pp.545-550，1990 

［7-A56］牧田敏郎他：曲げ降伏型連層耐震壁に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次

大会報告書 Vol.12 No.2，pp.551-556，1990 

［7-A57］荒井康幸他：鉄筋コンクリート連層耐震壁の曲げ変形性状と部材モデルについて，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.12 No.2，pp.563-568，1990 

［7-A58］後藤康明他：鉄筋コンクリート造連層耐震壁の変形挙動，日本コンクリート工学会年次

大会報告書 Vol.12 No.2，pp.557-562，1990 

［7-A59］江崎文也：せん断型変形を受ける耐震壁の靭性改善のための補強法に関する実験的研

究 : 側柱端部を鋼管で局部補強した場合，日本建築学会構造系論文集 No.426，pp.15-24，

1991.8 

［7-A60］香田伸次他：高強度鉄筋コンクリート壁柱のせん断特性に関する研究，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.13 No.2，pp.439-444，1991 

［7-A61］望月洵他：連層耐震壁の破壊モードの判別式，日本コンクリート工学会年次大会報告書 

Vol.13 No.2，pp.559-564，1991 

［7-A62］福原安洋他：ブレース付き鉄筋コンクリート骨組の耐震性能に関する研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.13 No.2，pp.577-582，1991 

［7-A63］張愛暉他：RC 耐震壁の開口補強法の開発に関する解析的研究，日本コンクリート工学

会年次大会報告書 Vol.13 No.2，pp.571-576，1991 

［7-A64］斉藤大樹他：耐震壁フレーム構造物の弾塑性挙動解析，日本コンクリート工学会年次大

会報告書 Vol.13 No.2，pp.613-618，1991 

［7-A65］吉崎征二他：新補強法を用いた鉄筋コンクリート耐震壁の性状，日本コンクリート工学
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会コンクリート論文集 Vol.3 No.1，pp.23-31，1992.1 

［7-A66］小野正行他：鉄筋コンクリート造耐震壁の開口の影響による耐力低減率の提案，日本建

築学会構造系論文集 No.435，pp.119-129，1992.5 

［7-A67］松本和行他：シアスパン比の大きい高強度鉄筋コンクリート耐震壁の静加力実験 ，日

本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.14 No.2，pp.819-824，1992 

［7-A68］仲地唯治他：曲げ降伏型連層耐震壁の靱性確保に関する実験的研究，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.14 No.2，pp.849-854，1992 

［7-A69］小野里憲一他：耐震壁の強度と破壊モードの制御，日本コンクリート工学会年次大会報

告書 Vol.14 No.2，pp.891-896，1992 

［7-A70］吉崎征二他：新補強法を用いた鉄筋コンクリート耐震壁の性状，日本コンクリート工学

会年次大会報告書 Vol.14 No.2，pp.985-986，1992 

［7-A71］平石久廣他：二方向水平力を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁の曲げ降伏後の構造性状，

日本建築学会構造系論文集 No.450，pp.89-98，1993.8 

［7-A72］福原安洋他：鉄筋コンクリート耐震壁の配筋方法と剛性について，日本建築学会構造工

学論文集 Vol.39B，pp.283-290，1993.3 

［7-A73］長嶋俊雄他：高強度コンクリート(Fc600)を用いた耐震壁の力学性状，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.15 No.2，pp.1155-1160，1993 

［7-A74］小野里憲一他：σB=400kgf/cm2 レベルの連層耐震壁の強度と変形，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.15 No.2，pp.1185-1190，1993 

［7-A75］小野正行他：鉄筋コンクリート造縦長開口耐震壁の水平耐力の評価に関する研究，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.15 No.2，pp.1191-1196，1993 

［7-A76］松永尚凡他：電食試験により腐食した RC 耐力壁の耐震性能に関する実験的研究，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.16 No.1，pp.811-816，1994 

［7-A77］松本智夫他：プレキャスト連層耐震壁の破壊機構に関する実験的研究，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.16 No.2，pp.799-804，1994 

［7-A78］藤崎忠志他：連続繊維補強筋を壁筋に用いた耐力壁の耐震性能に関する実験的研究，日

本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.16 No.2，pp.1129-1134，1994 

［7-A79］江崎文也：曲げ挙動が卓越する耐震壁の靭性に及ぼす鋼管の補強効果，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.16 No.2，pp.1325-1330，1994 

［7-A80］今西達也他：二方向変形を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁の面外方向の構造性状，日

本建築学会構造系論文集 No.466，pp.97-105，1994.12 

［7-A81］松浦正一他：鉄筋コンクリート耐震壁フレーム構造の非線形有限要素解析，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.16 No.2，pp.81-86，1994 

［7-A82］望月洵他：σB=500kgf/cm2 レベルの連層耐震壁の強度と変形，日本コンクリート工学

会年次大会報告書 Vol.16 No.2，pp.1349-1354，1994 

［7-A83］竹原雅夫他：有開口耐震壁の破壊モードの判別式，日本コンクリート工学会年次大会報

告書 Vol.16 No.2，pp.1359-1364，1994 

［7-A84］市川昌和他：ダブルハーフ PCa 板を用いた PCa 耐震壁に関する実験研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.17 No.2，pp.273-278，1995 
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［7-A85］亘正剛他：13000kgf/cm2 級の高強度せん断補強筋を用いた RC 壁柱のせん断耐力，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.17 No.2，pp.405-410，1995 

［7-A86］水谷浩他：壁筋端部のディテールが RC 壁のせん断強度に及ぼす影響，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.17 No.2，pp.523-528，1995 

［7-A87］竹原雅夫他：大きな偏在開口をもつ耐震壁の強度と変形，日本コンクリート工学会年次

大会報告書 Vol.17 No.2，pp.535-540，1995 

［7-A88］小野正行：大きな開口を有する開口壁の弾塑性性状に関する実験的研究，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.17 No.2，pp.541-546，1995 

［7-A89］小野正行他：開口壁の水平耐力の評価に関する研究，日本コンクリート工学会コンクリ

ート論文集 Vol.7 No.2，pp.53-64，1996.7 

［7-A90］今西達也他：二方向の水平荷重を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁の曲げ破壊性状に関

する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.18 No.2，pp.1055-1060，1996 

［7-A91］古賀俊誠他：袖壁を有する架構の弾塑性性状に関する実験的研究，日本コンクリート工

学会年次大会報告書 Vol.18 No.2，pp.989-994，1996 

［7-A92］中谷佳恵他：高強度せん断補強筋を用いた壁柱のせん断耐力と破壊性状，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.18 No.2，pp.863-868，1996 

［7-A93］五十嵐賢次他：可撓性を有するプレキャスト耐震壁の実験的研究，日本建築学会構造工

学論文集 Vol.43B，pp.239-247，1997.3 

［7-A94］江崎文也他：外部拘束を受ける RC 壁板の圧縮性能に及ぼす壁筋強度の影響，日本コン

クリート工学会年次大会報告書 Vol.19 No.2，pp.1065-1070，1997 

［7-A95］野田浩志他：RC 造連層有開口壁の静加力実験，日本コンクリート工学会年次大会報告

書 Vol.19 No.2，pp.1077-1082，1997 

［7-A96］松岡茂他：破壊力学に基づく耐震壁のせん断耐力解析，日本コンクリート工学会年次大

会報告書 Vol.19 No.2，pp.75-80，1997 

［7-A97］竹原雅夫他：高強度コンクリート耐震壁の破壊性状とマクロモデル，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.19 No.2，pp.1047-1052，1997 

［7-A98］吉田徳雄他：連続繊維シートによる耐震壁の補強に関する実験的研究，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.20 No.1，pp.485-490，1998 

［7-A99］土田尚子他：鉄筋コンクリート造開口壁のせん断耐力実験，日本コンクリート工学会年

次大会報告書 Vol.20 No.3，pp.565-570，1998 

［7-A100］小野正行他：有開口耐震壁の弾塑性性状に及ぼす載荷速度の影響に関する研究，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.20 No.3，pp.595-600，1998 

［7-A101］Jianhua GU 他：Inelastic Analysis of RC Member Subjected to Seismic Loads by Using MS 

Model，日本建築学会構造工学論文集 Vol.44B，pp.157-166，1998.3 

［7-A102］大岡督尚他：廃ガラス発泡骨材を用いたコンクリート耐震壁の破壊性状，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.21 No.2，pp.1219-1224，1999 

［7-A103］小澤昌広他：壁式鉄筋コンクリート造壁部材のせん断耐力の高性能化に関する実験研

究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.21 No.3，pp.481-486，1999 

［7-A104］小野正行他：側柱を補強した偏在開口をもつ耐震壁の強度と変形，日本コンクリート
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工学会年次大会報告書 Vol.21 No.3，pp.715-720，1999 

［7-A105］田中昭洋他：型枠コンクリートブロック造耐力壁の耐震性能に及ぼすブロックユニッ

トの影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.21 No.3，pp.775-780，1999 

［7-A106］杉山智昭他：シート状炭素繊維により補強された RC 造非構造壁の性能に関する実験

的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.21 No.3，pp.1423-1428，1999 

［7-A107］小倉宏一他：鉄筋コンクリート造連層偏在有開口耐震壁の静加力実験，日本建築学会

構造工学論文集 Vol.48B，pp.539-546，2000.3 

［7-A108］益尾潔他：実仕様による接着系アンカーを用いた RC 増設耐震壁の補強効果，日本コ

ンクリート工学会コンクリート論文集 Vol.11 No.2，pp.73-82，2000.5 

［7-A109］小城圭史他：側柱を局部補強した偏在開口耐震壁の弾塑性性状に関する研究，日本コ

ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.421-426，2000 

［7-A110］白都滋他：超軽量コンクリートを用いた鉄筋コンクリート造耐震壁の構造性能，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.427-432，2000 

［7-A111］溝口光男他：偏心引張力を受ける鉄筋コンクリート耐震壁のせん断破壊実験，日本コ

ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.433-438，2000 

［7-A112］姜優子他：開口上下壁板にスリットを設けた RC 耐震壁の弾塑性性状に関する研究，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.439-444，2000 

［7-A113］徳田俊宏他：一定速度の水平力を受ける RC 有開口耐震壁の履歴性状，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.445-450，2000 

［7-A114］松岡良智他：一定速度の水平力を受ける RC 耐震壁の履歴性状，日本コンクリート工

学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.451-456，2000 

［7-A115］兼平雄吉他：高速・繰返し荷重を受ける開口耐震壁の劣化性状，日本コンクリート工

学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.457-462，2000 

［7-A116］松本智夫他：既存架構に PCa コッターを接着した増設耐震壁の構造性能，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.1627-1632，2000 

［7-A117］加藤大介他：鉄筋コンクリート造連層有開口耐震壁の変形能の評価法，日本建築学会

構造系論文集 No.530，pp.107-113，2000.4 

［7-A118］菊池健児他：型枠コンクリートブロック造耐力壁の耐震性能に関する実験的研究：水

平加力点高さ，鉛直軸力およびブロックユニットの影響，日本建築学会構造系論文集 

No.538，pp.179-186，2000.12 

［7-A119］高木仁之：高強度鉄筋コンクリート耐震壁のせん断補強限界に関する研究，日本コン

クリート工学会コンクリート論文集 Vol.12 No.2，pp.13-26，2001.5 

［7-A120］宇都宮永三他：炭素繊維シートを用いた窓開口付耐震壁の耐震補強に関する実験的検

討，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.23 No.1，pp.991-996，2001 

［7-A121］松岡良智他：耐震壁の履歴性状に及ぼす載荷速度の影響に関する実験的研究，日本コ

ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.23 No.3，pp.433-438，2001 

［7-A122］杉山洋一郎他：高速・繰返し荷重をうける曲げ破壊モードの無開口耐震壁の劣化性状，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.23 No.3，pp.439-444，2001 

［7-A123］小城圭史他：偏在開口耐震壁の補強法に関する実験的研究，日本コンクリート工学会
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年次大会報告書 Vol.23 No.3，pp.463-468，2001 

［7-A124］溝口光男他：偏心引張力を受ける鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に関する実験

的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.23 No.3，pp.499-504，2001 

［7-A125］藤井量久他：開口横壁板を補強した R C 有開口耐震壁の力学性状，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.499-504，2002 

［7-A126］山口圭二他：一定速度載荷を受ける R C 有開口耐震壁の変形と強度，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.505-510，2002 

［7-A127］久保田雅和他：壁厚が部分的に異なる壁板を有する R C 有開口耐震壁の履歴性状，日

本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.511-516，2002 

［7-A128］松岡良智他：R C 無開口耐震壁の変形と強度に及ぼす載荷速度の影響，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.517-522，2002 

［7-A129］白都滋他：ビニロン短繊維補強モルタルを用いた耐震壁の実験，日本コンクリート工

学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.529-534，2002 

［7-A130］松裏眞佐代他：炭素繊維シートを用いたＲＣ造有開口耐震壁の耐震補強・補修効果に

関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.1249-1254，

2002 

［7-A131］杉山智昭他：非構造壁を内蔵する鉄筋コンクリート造架構の構造性能に関する研究，

日本建築学会構造系論文集 No.551，pp.111-118，2002.1 

［7-A132］渡部憲他：高靭性ビニロン繊維補強モルタル耐震壁の弾塑性挙動に関する基礎的研究，

日本建築学会構造系論文集 No.559，pp.211-218，2002.9 

［7-A133］別枝和美他：鋼管と鋼板を用いて補強した無開口耐震壁の耐震性能に関する研究，日

本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.25 No.2，pp.589-594，2003 

［7-A134］藤井量久他：鋼管と鋼板を用いて補強した有開口耐震壁の耐震性能に関する研究，日

本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.25 No.2，pp.595-600，2003 

［7-A135］松岡良智他：有開口耐震壁の力学性状に及ぼす載荷速度の影響，日本コンクリート工

学会年次大会報告書 Vol.25 No.2，pp.601-606，2003 

［7-A136］溝口光男他：偏心引張力が RC 耐震壁のせん断耐力に及ぼす影響に関する実験的研究，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.25 No.2，pp.607-612，2003 

［7-A137］田畑卓他：曲げ応力が卓越する RC 連層耐震壁の構造特性に関する実験的研究，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.25 No.2，pp.625-630，2003 

［7-A138］手塚慎一他：炭素繊維シート及びグリッドを用いた RC 造有開口耐震壁の耐震補強・

補修効果に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.25 No.2，

pp.1501-1506，2003 

［7-A139］津田和明他：鉄筋コンクリート造連層耐震壁の曲げ及びせん断ひびわれ幅の算定法 : 

鉄筋コンクリート造連層耐震壁の性能評価手法に関する研究(その 2)，日本建築学会構造

系論文集 No.575，pp.97-104，2004.1 

［7-A140］杉山智昭他：そで壁を内蔵する鉄筋コンクリート造架構の構造性能に関する研究，日

本建築学会構造系論文集 No.576，pp.111-118，2004.2 

［7-A141］小野里憲一他：RC 耐震壁の耐震性能に与える動的加力の影響，日本コンクリート工学
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会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.547-552，2004 

［7-A142］村上和明他：主筋のアンボンド効果を利用した耐震壁の履歴性状，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.565-570，2004 

［7-A143］秋田知芳他：鉄筋コンクリート造耐震壁の静的加力実験，日本コンクリート工学会年

次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.577-582，2004 

［7-A144］東伸哉他：既存 RC 耐震壁の耐震補強法に関する研究，日本コンクリート工学会年次

大会報告書 Vol.26 No.2，pp.583-588，2004 

［7-A145］濱田聡他：鉛直接合部と開口を有する RC 造耐震壁に関する実験的研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.595-600，2004 

［7-A146］溝口光男他：側柱の伸びが鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に及ぼす影響，日本

コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.601-606，2004 

［7-A147］出井順二他：炭素繊維グリッドを用いた RC 造無開口耐震壁の耐震補強・補修効果に

関する実験的検討，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.1321-1326，

2004 

［7-A148］東竜太郎他：正負繰返し荷重を受ける RC 造 H型立体耐震壁に関する 3次元 FEM解析，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.607-612，2004 

［7-A149］秋田知芳他：静的載荷実験に基づく RC 造耐震壁の復元力特性モデル化，日本建築学

会構造工学論文集 Vol.51B，pp.415-426，2005.3 

［7-A150］真田靖士他：鉄筋コンクリート造耐震壁の局所せん断力・軸力の計測実験，日本コン

クリート工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.451-456，2005 

［7-A151］小坂英之他：鉛直接合部の滑りを許容した PCa 連層耐震壁の実験，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.457-462，2005 

［7-A152］兼平雄吉他：壁が柱の外面にある耐震壁の耐震性能に関する実験的研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.463-468，2005 

［7-A153］島崎伸彦他：RC 造耐震壁の変形性能に及ぼす載荷サイクル数の影響，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.469-474，2005 

［7-A154］村瀬正樹他：ポリエステル製繊維シートを用いた鉄筋コンクリート壁の耐震補強に関

する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.1075-1080，2005 

［7-A155］渡辺烈他：繊維補強 RPC を用いたプレキャスト壁による耐震補強に関する実験的研究，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.1153-1158，2005 

［7-A156］出井順二他：炭素繊維グリッドを用いた RC 造無開口耐震壁の耐震補強に関する実験

的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.1159-1164，2005 

［7-A157］余湖兼右他：炭素繊維シートを用いた既存 RC 有開口耐震壁の補強効果に関する非線

形有限要素解析，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.1165-1170，2005 

［7-A158］山崎智博他：既存壁式構造における新設開口の補強に関する研究，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.1171-1176，2005 

［7-A159］溝口光男他：高強度コンクリートを用いた RC 耐震壁のせん断耐力に及ぼす側柱の伸

びの影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.28 No.2，pp.445-450，2006 

［7-A160］秋田知芳他：RC 造耐震壁の変形能力に及ぼす載荷速度の影響，日本コンクリート工学
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会年次大会報告書 Vol.28 No.2，pp.451-456，2006 

［7-A161］木村秀樹他：鉄筋コンクリート造長方形断面耐震壁の構造性能に関する研究，日本コ

ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.28 No.2，pp.469-474，2006 

［7-A162］相澤恩他：ポリマーセメントモルタルによる既存鉄筋コンクリート造耐震壁への増打

ち補強に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.28 No.2，pp.1129-1134，

2006 

［7-A163］萩尾浩也他：CFRP 板を用いた既存耐震壁の新規開口補強に関する研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.28 No.2，pp.1543-1548，2006 

［7-A164］荒井康幸他：鉛直接合部の滑りを許容した PCa 連層耐震壁における壁パネルの強度，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.28 No.2，pp.433-438，2006 

［7-A165］細矢博：鉄筋コンクリート造長方形断面コア壁の構造性能，日本コンクリート工学会

年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.313-318，2007 

［7-A166］鈴木健太他：複数開口を有する RC 造有開口耐震壁の静的載荷実験，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.325-330，2007 

［7-A167］藁科誠他：開口率の異なる偏在開口を有する連層耐震壁のせん断耐力評価，日本コン

クリート工学会年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.331-336，2007 

［7-A168］水野生他：新設壁開口を有する壁式鉄筋コンクリート構造の弾塑性挙動に関する解析

的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.343-348，2007 

［7-A169］荒井康幸他：鉛直接合部滑り降伏型 PCa 連層耐震壁における壁パネルの強度，日本コ

ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.349-354，2007 

［7-A170］溝口光男他：鉄筋コンクリート耐震壁のせん断体力に及ぼす側柱の伸びと帯筋比の影

響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.361-366，2007 

［7-A171］戸澤知仁他：SRC 造耐震壁の壁筋の定着強度に及ぼす定着方法の影響，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.367-372，2007 

［7-A172］李文聰他：方立て壁の履歴性状に及ぼす材軸方向変位拘束の影響，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.373-378，2007 

［7-A173］萩尾浩也他：CFRP 板を用いた既存無開口耐震壁の補強に関する研究，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.29 No.3，pp.1195-1200，2007 

［7-A174］真田靖士他：早期にせん断破壊する RC 耐震壁の局所せん断力から推察される水平力

抵抗機構，日本建築学会構造工学論文集 Vol.53B，pp.95-100，2007.3 

［7-A175］萩尾浩也他：CFRP 板で補強された偏在開口耐震壁に関する解析的研究，日本建築学

会構造工学論文集 Vol.54B，pp.417-422，2008.3 

［7-A176］壁谷澤寿成他：鉄筋コンクリート造耐震壁の形状および補強がせん断強度に与える影

響，日本建築学会構造工学論文集 Vol.54B，pp.423-428，2008.3 

［7-A177］櫻井真人他：複数開口を有する RC 造耐震壁の耐震性能に及ぼす開口位置の影響，日

本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.30 No.3，pp.421-426，2008 

［7-A178］溝口光男他：鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に及ぼす側柱の伸びと太さの影響，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.30 No.3，pp.427-432，2008 

［7-A179］森恭平他：偏在開口を有する RC 造連層耐震壁の耐震性能に関する研究，日本コンク
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リート工学会年次大会報告書 Vol.30 No.3，pp.433-438，2008 

［7-A180］廣瀬泰三他：曲げ降伏先行型耐震壁の危険断面応力計測に基づく力学的弱点の抽出，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.30 No.3，pp.457-462，2008 

［7-A181］萩尾浩也他：CFRP 板を用いた偏在ドア開口耐震壁の補強に関する研究，日本コンク

リート工学会年次大会報告書 Vol.30 No.3，pp.1207-1212，2008 

［7-A182］田邊裕介他：ハイブリッド型繊維補強セメント系複合材料を用いた柱及び耐震壁の構

造性能に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.30 No.3，

pp.1411-1416，2008 

［7-A183］山川哲雄他：耐震補強された RC 造耐震壁の正負繰り返し水平加力実験と耐震性能，

日本建築学会構造系論文集 No.634，pp.2167-2174，2008.12 

［7-A184］土井公人他：開口が偏在する RC 造連層耐震壁のせん断性状に関する研究，日本コン

クリート工学会年次大会報告書 Vol.31 No.2，pp.421-426，2009 

［7-A185］荒井康幸他：軸力と曲げ戻しモーメントの作用する鉄筋コンクリート壁板の強度算定

法，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.31 No.2，pp.427-432，2009 

［7-A186］卜部藍他：大開口を有する RC 壁のせん断耐力に関する実験的研究，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.31 No.2，pp.439-444，2009 

［7-A187］溝口光男他：側柱が伸びた柱補強筋比の大きな鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力

に及ぼす壁筋の影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.31 No.2，pp.445-450，

2009 

［7-A188］林田江里加他：RC 方立て壁の破壊性状と補強法に関する実験的研究，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.31 No.2，pp.979-984，2009 

［7-A189］櫻井真人他：複数開口を有する RC 造耐震壁の非線形 FEM 解析，日本建築学会構造系

論文集 No.639，pp.915-923，2009.5 

［7-A190］松岡良智他：RC 無開口耐震壁の履歴性状に及ぼす載荷速度の影響，日本建築学会構造

系論文集 No.645，pp.2085-2093，2009.11 

［7-A191］平田寛治他：デボンド X 形配筋を用いた損傷低減型耐震壁の実験的研究，日本建築学

会構造工学論文集 Vol.55B，pp.361-367，2009.3 

［7-A192］徐霖他：連層耐震壁の曲げスリップに関する研究，日本建築学会構造工学論文集 

Vol.55B，pp.401-407，2009.3 

［7-A193］閑田徹志他：耐震壁を対象とした新型ひび割れ誘発目地に関する実験研究，日本コン

クリート工学会コンクリート論文集 No.21 Vol.3，pp.9-21，2010.9 

［7-A194］田内浩喜他：連層耐震壁の中間階における枠梁のせん断強度に対する効果，日本建築

学会構造工学論文集 Vol.56B，pp.61-66，2010.3 

［7-A195］石川星児他：耐力壁に設けた後施工開口の炭素繊維シートを用いた開口補強に関する

実験的研究，日本建築学会構造工学論文集 Vol.56B，pp.93-98，2010.3 

［7-A196］廣瀬泰三他：力の計測に基づく曲げ降伏先行型耐震壁の力学的弱点の抽出とその補強

効果 ，日本建築学会構造系論文集 No.647，pp.203-212，2010.1 

［7-A197］徐霖他：連層耐震壁を模擬した壁柱の曲げ降伏後のスリップ挙動評価，日本建築学会

構造系論文集 No.649，pp.617-623，2010.3 
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［7-A198］土井公人他：千鳥開口を有する RC 造連層耐震壁のせん断耐力評価に関する研究，日

本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.32 No.2，pp.355-360，2010 

［7-A199］南直行他：鉄筋コンクリート造コア壁における壁板の圧縮性状，日本コンクリート工

学会年次大会報告書 Vol.32 No.2，pp.367-372，2010 

［7-A200］森下陽一他：極厚無筋壁補強した各種壁体の水平加力実験，日本コンクリート工学会

年次大会報告書 Vol.32 No.2，pp.379-384，2010 

［7-A201］金谷修平他：側柱が伸びた鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に及ぼす側柱補強筋

と壁筋の影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.32 No.2，pp.391-396，2010 

［7-A202］櫻井真人他：複数開口を有する RC 造耐震壁の破壊モードに及ぼす開口配置の影響，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.32 No.2，pp.415-420，2010 

［7-A203］祖父江美枝他：鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力と破壊性状における枠柱の影響，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.32 No.2，pp.427-432，2010 

［7-A204］田内浩喜他：連層耐震壁のせん断強度に及ぼす枠柱の影響，日本コンクリート工学会

年次大会報告書 Vol.32 No.2，pp.433-438，2010 

［7-A205］仲地唯治他：鉄筋コンクリート造コア壁の端部拘束効果に関する実験的研究，日本コ

ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.379-384，2011 

［7-A206］田邊裕介他：高強度コンクリートを用いた立体コア壁に関する実験的研究，日本コン

クリート工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.385-390，2011 

［7-A207］森貴規他：側柱が伸びた柱補強筋比の小さい鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に

及ぼす壁筋の影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.409-414，2011 

［7-A208］萩尾浩也他：鉄筋コンクリート造中央有開口耐震壁のせん断変形成分の実用的算定法

に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.457-462，2011 

［7-A209］石川俊介他：曲げ変形が卓越する有開口 RC 造耐震壁の終局性能評価，日本コンクリ

ート工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.463-468，2011 

［7-A210］櫻井真人他：複数開口を有する RC 造耐震壁の破壊モードに及ぼすせん断スパン比の

影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.469-474，2011 

［7-A211］中谷好志他：RC 造耐震壁のせん断強度と壁板の拡がりに関する考察，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.85-90，2011 

［7-A212］諏訪田晴彦：高靭性セメント系複合材料を用いた二次壁の耐震性能に関する実験的研

究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.34 No.2，pp.1237-1242，2012 

［7-A213］佐藤充晴他：2 方向水平力を受ける RC 造耐震壁に関する実験的研究，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.34 No.2，pp.115-120，2012 

［7-A214］松原聡平他：曲げ破壊型耐力壁の変形性能に圧縮端拘束域の構造詳細が与える影響に

関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.34 No.2，pp.361-366，2012 

［7-A215］田中昭他：曲げ降伏が先行する複数開口 RC 造耐震壁の構造性能，日本コンクリート

工学会年次大会報告書 Vol.34 No.2，pp.367-372，2012 

［7-A216］岡田勇佑他：有開口 RC 造連層耐震壁のせん断耐力評価方法の検討，日本コンクリー

ト工学会年次大会報告書 Vol.34 No.2，pp.373-378，2012 

［7-A217］阪本康平他：枠柱と端部拘束筋量が耐震壁の曲げ終局変形性能に及ぼす影響，日本コ
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ンクリート工学会年次大会報告書 Vol.34 No.2，pp.379-384，2012 

［7-A218］遠山誉他：RC 造耐震壁の側柱拘束による補強効果 補強方法の提案と実験的検証，日

本建築学会構造工学論文集 Vol.58B，pp.33-40，2012.3 

［7-A219］櫻井真人他：曲げ降伏型複数開口 RC 造耐震壁の FEM によるパラメトリック解析，

日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.35 No.2，pp.385-390，2013 

［7-A220］戸谷航大他：軸力と断面端部の拘束状態が枠柱無耐震壁の曲げ終局時変形性能に及ぼ

す影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.35 No.2，pp.403-408，2013 

［7-A221］松原聡平他：曲げ圧縮破壊する耐震壁の曲げ変形性能に対する拘束域の影響因子，日

本建築学会構造系論文集 Vol.691，pp.1593-1602，2013.9 

 

 不足データの収集に用いたその他の論文（日本建築学会大会 学術講演梗概集，支部研究報告

集） 

［7-A222］広沢雅也他：軸力をうける鉄筋コンクリート部材の強度とねばり : その 1.矩形断面を

した耐力壁の実験結果 ，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 46，pp.817-818，1971.9 

［7-A223］富井政英他：ひび割れ発生以後の耐震壁の挙動におよぼす付帯ラーメンの影響 その 1

～その 3，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 52，pp.1653-1658，1977.10 

［7-A224］梅村魁他：鉄筋コンクリート立体耐震壁の耐力と復元力特性に関する実験的研究 : そ

の 7～その 8，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 53，pp.1621-1624，1978.8 

［7-A225］東洋一他：RC 建物の耐震補強法に関する実験的研究 : その 6.鉄骨ブレース等による

骨組の補強-実験概要，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 54，pp.1347-1348，1979.9 

［7-A226］外村憲太郎他：多数の小開口を持つ鉄筋コンクリート耐震壁の強度と変形 : その 1 開

口の配置と寸法の影響 : 構造系，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 55，pp.1645-1646，

1980.8 

［7-A227］吉崎征二他：多数の小開口を持つ鉄筋コンクリート耐震壁の強度と変形 : その 2～3，

日本建築学会学術講演梗概集 構造系 56，pp.1623-1626，1981.9 

［7-A228］東洋一他：斜めワイヤーメッシュで補強した鉄筋コンクリート造開口壁に関する実験

的研究 ，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 57，pp.1477-1478，1982.8 

［7-A229］東浦章他：建屋の復元力特性に関する研究 : その 11～その 12，日本建築学会学術講

演梗概集 構造系 58，pp.1515-1518，1983.9 

［7-A230］富井政英他：1 スパン 1 層および 2 スパン 1 層疑似連層耐震壁のせん断実験，日本建

築学会学術講演梗概集 構造系 58，pp.2051-2052，1983.9 

［7-A231］吉崎征二 他：多数の小開口を持つ鉄筋コンクリート耐震壁の強度と変形 : その 5～そ

の 6，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 58，pp.1539-1542，1983.9 

［7-A232］志賀敏男他：鉄筋コンクリート造曲げ破壊型耐震壁の地震時挙動に関する実験 その

4～その 6，日本建築学会学術講演梗概集 C，構造 II，pp.239-244，1985.9 

［7-A233］岡田恒雄他：原子炉建屋の復元力特性試験 : (その 6)スケ-ル・イフェクト試験，日本

建築学会学術講演梗概集 B，構造 I，pp.1089-1090，1986.7 

［7-A234］岡田恒雄他：原子炉建屋の復元力特性試験(小型および部分模型) : (その 1)試験結果の

評価, 閉鎖型試験体のスケルトンカーブ，日本建築学会学術講演梗概集 B，構造 I，
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pp.1079-1080，1986.7 

［7-A235］徳広育夫他：偏在開口を有する耐震壁のせん断耐力に関する実験的研究 ，日本建築学

会学術講演梗概集 C，構造 II，pp.441-442，1987.8 

［7-A236］荒井康幸他：鉄筋コンクリート耐震壁の曲げせん断実験 : その 1～その 2，日本建築

学会学術講演梗概集 C，構造 II，pp.409-412，1987.8 

［7-A237］福原安洋 ：鉄筋コンクリート耐震壁のせん断力負担に関する実験研究 : (その 2)配筋

に関する実験 II ，日本建築学会学術講演梗概集 C，構造 II，pp.405-406，1987.8 

［7-A238］小野正行，徳広育夫：鉄筋コンクリート造耐震壁の開口の影響による耐力低減率の検
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8.1 データベースの項目 

以下に本研究において作成した試験体データベースの項目を示す。ただし，8.2 節以降の検討で

必要のない項目については未入力のものもある。 

 

8.1.1 文献情報 

101-ID 情報 

1) ID：部材毎に通し番号を付ける。柱梁接合部は BCJ の後ろに通し番号 3 桁を付ける（例

えば，BCJ 001 等）。 

2) 実験主体：実験実施の主体を記載する。 

3) 試験体名称：文献に記載されている試験体の名称を付ける。 

4) 部材名称：架構試験体の一部などで，試験体名称と異なる場合に名称を設ける。 

102-文献情報 

1) 文献番号：主たる論文について文献収集リストで付与した通し番号を記載する。 

2) 関連文献番号：主たる論文に関連する文献収集リストで付与した通し番号を記載する。

複数記載可。 

3) 情報：主たる文献で必要な情報（タイトルや雑誌名）を表示させる。 

 

8.1.2 試験体情報 

201-一般情報  

1) スケール：実断面に対して縮小された場合の規模。例えば 1/2 など 

2) 形状：試験体の形状を記入する。例えば十字形，ト形など 

3) 直交梁：直交梁の有無を記入する。取り付かない場合「無し」，1 面に取り付く場合「1

面」，2 面に取り付く場合「2 面」と記入する。 

4) スラブ：スラブの有無を記入する。梁にスラブが取り付く場合「有り」，取り付かない場

合「無し」を記入する。 

5) 梁段差：取り付く梁の段差の有無。 

6) 梁偏心：取り付く梁の偏心の有無。 

7) 配筋の対称性：主筋の配置について対称性を記載する。柱，梁を別に記載する。 

8) 打設方向：試験体の柱の軸方向と同じ方向からの打設を鉛直，柱・梁側面からの打設を

水平とする。 

9) 打設打継：試験体途中での打継の有無。ある場合，打継面の処理方法。 

10) 備考：上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

202-材料情報 

a. コンクリートの材料特性について記載する。ただし，柱，梁，柱梁接合部をそれぞれ記載す

るものとする。 

1) 設計強度：当該文献に記載されている目標強度で，試験体の設計時に用いた強度。 

2) 圧縮強度：当該文献に記載されている最大圧縮強度を記載する。 

3) 圧縮強度時歪み：当該文献に記載されている最大圧縮強度時歪みを記載する。 

4) 引張強度：当該文献に記載されている引張強度を記載する。その値を割裂強度から算定
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している場合は，「算定値」を選択し，その値を記載する。また，直接引張実験から算定

している場合は，「実験値」を選択し，その値を記載する。その他，算定方法が不明な場

合は「-」を選択する。 

5) ヤング係数：当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値の算定方法

（AIJRC 規準式（コンクリート強度から算定する式で 2）の圧縮強度を用いた場合），JIS 

A1149 式（実験結果より算定する），「-」（算定方法が記載されてない））を選択する。値

がない場合は「-」を選択する。 

b～g. 鉄筋の材料特性について記載する。ただし，b～g の各項目において複数種の鉄筋が用いら

れている場合は鉄筋の種類だけ記載する。なお，記載すべき鉄筋は b. 柱主筋，c. 柱補強筋，

d. 梁主筋，e. 梁補強筋，f. 接合部補強筋，g. スラブ筋とする。 

1) 降伏強度：当該文献に記載されている降伏強度を記載する。その値の算定方法（降伏点，

0.2%耐力，「-」（算定方法が記載されてない））を選択する。値がない場合は「-」を選択

する。 

2) 降伏歪み：当該文献に記載されている降伏歪みを記載する。その値が材料実験から得ら

れた値を用いて算定されていれば「実験値」とする。その他，算定方法が不明な場合は

「-」を選択する。 

3) 引張強度：当該文献に記載されている引張強度を記載する。 

4) 引張強度歪み：当該文献に記載されている引張強度歪み度を記載する。 

5) ヤング係数：当該文献に記載されているヤング係数を記載する。その値を実験で得られ

る降伏強度および降伏歪みを用いて算定している場合は「実験値」と記載する。その他，

算定方法が不明な場合は「-」を選択する。 

6) 備考：上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

203-部材形状情報 

a.～d. （下，上）柱，（右，左）梁 

1) 断面形状：矩形または円形などのコンクリート外部の形状。ただし，柱梁接合部では，

矩形のみを収集対象とする。 

2) 幅：矩形断面において，加力方向に対して直交する辺の長さ。 

3) せい：矩形断面において，加力方向に対して平行する辺の長さ。 

4) 有効せい：矩形断面において，圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。 

5) コア断面積：外周部せん断補強筋に囲まれた断面積 

6) 被りコンクリート厚さ：矩形断面の場合，幅とせいのかぶり厚さをそれぞれ記入。 

7) スパン：対象部材の支点・加力点から接合部側中心までの材軸方向長さ 

8) 備考：上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

e. 柱梁接合部 

1) 断面形状：矩形または円形などのコンクリート外部の形状。柱梁接合部では，矩形のみ

を収集対象としている。 

2) 幅：矩形断面において，加力方向に対して直交する辺の長さ。 

3) せい：矩形断面において，加力方向に対して平行する辺の長さ。 

4) 有効せい：矩形断面において，圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。 
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5) コア断面積：外周部せん断補強筋に囲まれた断面積 

6) 被りコンクリート厚さ：矩形断面の場合，幅とせいのかぶり厚さをそれぞれ記入。 

7) 備考：上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

f～g. （左梁付き，右梁付き）スラブ 

1) 厚さ：スラブ厚を記入する。 

2) 梁直交方向長さ：梁の材軸方向と直交する方向の（梁側面からスラブ端部までの）長さ

を記入する。 

3) 梁方向長さ：梁の材軸方向の（柱のフェースからスラブ端部までの）長さを記入する。 

4) 梁スラブ上端段差：スラブが取り付く梁の上端とスラブの上端に段差がある場合，段差

の寸法を記入する。スラブ上端が梁上端より低い場合を正とする。また，段差がない場

合は「0」を記入する。 

5) 備考：上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

h. 直交梁 

1) 断面形状：矩形または円形などのコンクリート外部の形状。ただし，柱梁接合部では，

矩形のみを収集対象とする。 

2) 幅：矩形断面において，水平方向の辺の長さ。 

3) せい：矩形断面において，鉛直方向の辺の長さ。 

4) 一体性：柱梁接合部との一体性の有無を記入する。直交梁端部と柱梁接合部のコンクリ

ートが縁切られている場合は「無」とする。 

204-柱主筋情報，206-梁主筋情報，209-スラブ筋情報 

1) 本数：全主筋本数 

2) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 やφ9，#4 など） 

3) 種類：主筋の種類。例えば SD345 など 

4) 継手有無：主筋が部材内で継手使用の有無。 

5) 継手長さ：主筋の継手がある場合はその長さ。 

6) 備考：継手の位置情報など，その他継手に関して追記すべき情報。 

7) 定着方法：柱梁接合部（スラブ筋の場合直交梁）への定着方法を記入する。 

8) 主筋位置情報：1-5 は鉄筋の位置，6-10 はそれぞれの位置に配された本数，11-15 は当該

位置の鉄筋の径，16-20 は当該位置の鉄筋の降伏強度を示す。位置の基点は，①柱にあっ

ては，十字形およびＴ形接合部では正載荷時に下柱の端部断面で圧縮となる側，ト形お

よびＬ形接合部では梁のとりつかない側とし，②梁および③スラブにあっては梁上端面

とする。なお，鉄筋の段数がさらにある場合は適宜追加する。 

205-柱せん断補強筋情報，207-梁せん断補強筋情報 

1) 形状：部材断面における補強筋形状。2 種類ある場合は外周部とその内部の形状を記載す

る。（例えば，中子筋のある矩形のせん断補強筋の場合，「矩形・中子」） 

2) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 やφ9，#4 など） 

3) 間隔：1，2 は部材長さ方向で間隔が変わる場合，狭い領域（例えばヒンジ領域）と広い

領域の間隔。1 種類のみの場合は，「狭い箇所」欄に記載する。位置：3 は狭い領域の長

さと位置が分かる情報を記載。 
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4) 種類：補強筋の種類。例えば SD295 など 

5) 1-4 有効本数：幅方向とせい方向の補強筋（中子筋を含む）の足の数（図 8.1.1）。3)で記

載した狭い箇所と広い箇所がある場合は，それぞれ記載し，部材長において補強筋が等

間隔の場合は，「狭い箇所」欄にのみ記載する。 

6) 1，2 外周補強筋間距離：外周補強筋の中心間距離（図 8.1.2）。 

7) 有効横支持長さ：はば方向およびせい方向に対して，各主筋間最短距離の最大値（図 8.1.3

の Ci 参照）。下図で横方向から載荷する場合，図中の Ci がせい方向の長さとなる。 

8) 定着性状：1 は定着性状を示す。例えば，フックの有無，重ね継手，溶接，その他（機械

式継手など）。フック形状：2 はフックがある場合はフック角度で例えば，90 や 135 度。

継手長さ：重ね継手を選択した場合の継手長さ。 

 

 
図 8.1.1 補強筋有効本数 

 

図 8.1.2 補強筋間距離 

 

図 8.1.3 有効横支持長さの定義 

 

208-柱梁接合部補強筋情報 

0) 本数：柱梁接合部内に配された横補強筋の組数。 

1) 形状：部材断面における補強筋形状。2 種類ある場合は外周部とその内部の形状を記載す

る。（例えば，中子筋のある矩形のせん断補強筋の場合，「矩形・中子」） 

2) 呼び名：鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 やφ9，#4 など） 

3) 間隔：柱梁接合部内に配された横補強筋の間隔。 

4) 種類：補強筋の種類。例えば SD295 など 
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5) 1-2 有効本数：幅方向とせい方向の補強筋（中子筋を含む）の足の数（図 8.1.1）。 

6) 1-2 外周補強筋間距離：外周補強筋の中心間距離（図 8.1.2）。 

7) 有効横支持長さ：はば方向およびせい方向に対して，各主筋間最短距離の最大値（図 8.1.3

の Ci 参照）。同図で横方向から載荷する場合，図中の Ci がせい方向の長さとなる。 

8) 定着性状：1 は定着性状を示す。例えば，フックの有無，重ね継手，溶接，その他（機械

式継手など）。フック形状：2 はフックがある場合はフック角度で例えば，90 や 135 度。

継手長さ：重ね継手を選択した場合の継手長さ。 

 

8.1.3 加力・計測情報  

301-加力情報 

1) 加力形式：部材の加力形式を示す。例えば，柱頭水平加力，梁端鉛直加力，等。 

2) 加力方向：1 は部材が水平に加力される方向を示す。例えば，一方向，二方向，斜め 45

度など，2 は正載荷時の加力の向きを示す。 

3) 載荷履歴：加力載荷の履歴を示す。例えば，単調片押し，繰り返し，ランダムなど 

4) 軸力の種類：柱に作用させる軸力の種類を示す。一定軸力または変動軸力を選択する。 

5) 1，2 軸力：部材に作用させる軸力の値を示す。一定軸力の場合は，変動軸力の欄は 

「-」と記載する。変動軸力の場合は，下限値と上限値（例えば-300~400 など）を記載する。 

6) 軸力の作用位置：作用させる軸力の位置を示す。例えば，偏心が無く部材断面に作用し

ている場合は「中心」，偏心して作用している場合は「偏心」を選択する。 

7) 鉛直ジャッキと取り付き方：鉛直ジャッキが部材にどのように取り付けられているかを

示す。例えば，ピン支持，ローラー支持，その他など。また当該鉛直ジャッキの導入軸

力の種類（図 8.1.4 参照）を記載する。 

8) 反力のとり方：ト形部分架構では梁せん断力による柱の変動軸力が上下どちらの柱に生

じるか（もしくは上下の比率），Ｔ形部分架構では柱せん断力による梁の変動軸力が左右

どちらの梁に生じるか（もしくは左右の比率）を記載する。 

9) 備考 

 
（a）ジャッキが縮む場合      （b）ジャッキが伸びる場合 

図 8.1.4 鉛直ジャッキの軸力種類（試験体に圧縮軸力を作用させる場合） 
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302-計測情報 

1) 部材応力の計測方法：部材が負担している応力（せん断力，軸力）の計測方法について

示す。ジャッキの荷重をロードセルで計測している値が示されている場合は「間接」，部

材の応力をロードセルなどで直接計測している場合は「直接」を選択し，不明の場合「-」

と記載する。 

2) 部材変位の計測方法：加力により生じる部材の変位の計測方法について示す。部材角や

軸方向変位を算定するためのデータが直接計測されている場合は「直接」，計測データを

用いて上記変位の算定する必要がある場合は，「間接」を選択し，不明の場合「-」と記載

する。 

 

8.1.4 実験結果情報 

柱梁接合部にあっては，部材としての荷重変形関係は接合部せん断応力度と接合部せん断変形

角の関係を用いることとする。しかし，文献における報告では実験時に直接計測できないこれら

についての記載がないものがほとんどであるため，以下では多くの実験で加力時の制御に用いて

いる部分架構の層せん断力と層間変形角の関係についての情報もあわせて記載するものとする。 

401-データ特性情報 

1) 水平応力データの有無：層せん断力データについての情報を示す。アナログデータ（論

文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデー

タ，または全データかを示す。P-Δ（ジャッキによる分を含む）の補正の必要があるか

どうかも示す。補正が必要であり，文献内の情報から可能である場合，「必要（可）」，補

正が必要だが文献内の情報からできない場合，「必要（不可）」とする。 

2) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

3) 水平変形データの有無：層間変形角データについての情報を示す。アナログデータ（論

文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデー

タ，または全データかを示す。 

4) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

5) 鉛直変形データの有無：鉛直変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文

紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。部材の鉛直変形として使用するために，補正の必要性の有無

について示す。 

6) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

7) 接合部せん断応力度のデータの有無：接合部せん断応力度のデータについての情報を示

す。アナログデータ（論文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，

それらが包絡線上のデータ，または全データかを示す。 

8) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

9) 接合部せん断変形角のデータの有無：接合部せん断変形角のデータについての情報を示

す。アナログデータ（論文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，

それらが包絡線上のデータ，または全データかを示す。 

10) 備考：上記の補足またはその他必要な情報を記載。 
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402-剛性情報  

1) 第 1 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる初期剛性の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2) 第 2 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる第 2 折れ点の割線剛性の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3) 第 2 折れ点後（正勾配）：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の

包絡線）から得られる第 2 折れ点以降の正勾配を接線剛性の値で示す。正負交番載荷の

場合は，正負の値を示す。 

4) 耐力低下（負勾配）：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡

線）から得られる耐力低下時の負勾配を接線剛性の値で示す。正負交番載荷の場合は，

正負の値を示す。 

403-強度情報 

1) 第 1 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる第 1 折れ点の強度の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2) 第 2 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる第 2 折れ点の強度の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3) 第 3 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる第 3 折れ点の強度の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

404-変形情報 

1) 第 1 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる第 1 折れ点の変形の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2) 第 2 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる第 2 折れ点の変形の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3) 第 3 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる第 3 折れ点の変形の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

4) 第 4 折れ点：実験データ（接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の包絡線）か

ら得られる第 4 折れ点の変形の値を示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

405-減衰情報 

1) ポテンシャルエネルギー：接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の各変形角に

おけるポテンシャルエネルギーを示す。 

2) 履歴吸収エネルギー：接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の各変形角におけ

る履歴吸収エネルギー量を示す。 

3) 等価粘性減衰定数：接合部せん断変形角－接合部せん断応力度関係の各変形角における

記載されている等価粘性減衰定数を示す。 

406-破壊モード 

1) 実験時破壊モード：実験で得られている破壊モード。正負交番載荷の場合は，正負の値

を示す。分類は，Ｊ：梁・柱主筋降伏前の接合部破壊，BJ：梁主筋降伏後の接合部破壊，

CJ：柱主筋降伏後の接合部破壊，B：梁曲げ破壊，C：柱曲げ破壊，A：主筋の定着破壊

とする。 



第 8 章 柱梁接合部 
 

8-9 

2) 計算時破壊モード：文献中で計算された最小の終局強度を破壊モードとする。正負非対

称の部材の場合は，正負の値を示す。 

407-損傷状態情報（ひび割れや鉄筋降伏，圧縮破壊，主筋座屈などの損傷状態を示す情報） 

荷重および変形は，文献での記載情報にあわせ接合部せん断応力度と接合部せん断変形角，層

せん断力と層間変形角のいずれかもしくは両方を示すものとする。また，正負交番載荷の場合は

正負の値をそれぞれ示す。 

1) せん断ひび割れ：実験で得られているせん断ひび割れ時の荷重と変形の値。 

2) 主筋降伏：実験で得られている最初に主筋が降伏した時の荷重と変形の値。 

3) 接合部補強筋降伏：実験で得られている最初にせん断補強筋が降伏した時の荷重と変形

の値。 

4) かぶりコンクリート剥落：実験で得られているかぶりコンクリートが剥落した時の荷重

と変形の値。 

5) 最大耐力：実験で得られている最大耐力に達した時の荷重と変形の値。 

6) 備考： 

7) ひび割れ情報：ひび割れ図の有無，ある場合はそのデータの保存を行い，そのファイル

名称を記載。またひび割れが計測されている部材角を記載する。 

8) その他の損傷情報：ひび割れ幅や長さなどさらに詳細な情報を計測の有無について記載。 

9) 備考： 

408-デジタルデータ 

1) ファイル名：デジタルデータをテキスト形式で保存。そのファイル名称を記載。 
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8.2 収集データの特性 

8.2.1 収集データの概要 

検討に用いる試験体のデータは，1975 年から 2013 年までに国内の査読付学術論文集等に発表

された鉄筋コンクリート造柱梁接合部試験体で，平成 24 年度の本研究で収集された試験体のデー

タに 2012 年および 2013 年に発表されたものを追加したものである。T 形接合部および L 形接合

部については，試験体数の不足を補うため，上記の収集データのほかに 1975 年から 2013 年に日

本建築学会大会の学術講演梗概集に発表された試験体のデータも収集した。 

さらに，以下に示す平成 24 年度以前に実施された国土交通省建築基準整備促進事業で行われた

実験の試験体は，上記収集範囲の文献に発表されていない場合であっても検討対象の試験体に含

めた。 

 

・平成 20 年度 課題 6：鉄筋コンクリート造の柱はり接合部のせん断破壊に関する実験[8-1] 

・平成 21 年度 課題 6：鉄筋コンクリート造の各種柱はり接合部の耐力評価に関する実験[8-2] 

・平成 22～23 年度 課題 29：鉄筋コンクリート造の壁はり接合部等の耐力評価に関する実験

[8-3] [8-4] 

・平成 22～24 年度 課題 27-1：長周期地震動に対する鉄筋コンクリート造建築物の安全性検

証方法に関する検討[8-5] [8-6] 

 

収集対象とした試験体は鉄筋コンクリート造の柱梁接合部を 1 つだけ含む部分架構試験体であ

り，以下のようなものは鉄筋コンクリート造以外あるいは異形の柱梁接合部試験体は収集の対象

に含めていない。 

 

・鉄骨鉄筋コンクリート造やプレストレスト鉄筋コンクリート造 

・腰壁等の壁付試験体 

・ピロティ架構の 1 階柱頭の柱梁接合部 

・杭が接続する柱－基礎梁柱接合部 

・柱と梁の入隅部にハンチを設けた試験体 

・サ字形試験体等 

 

このようにしてデータを収集した試験体の数は 1255 体である。ただし，次節以降の検討では

以下のような試験体は用いないこととした。これらはせん断終局強度式をそのまま適用すること

が難しい，あるいは適用できるかどうかを検討すること自体が研究の対象であると考えられるも

のである。 

 

・軽量コンクリート，繊維補強コンクリートを用いた試験体 

・柱梁接合部に対して鋼板で補強するなど特殊な補強をした試験体 

・斜め筋等特殊な配筋や，接合部内の主筋に付着除去などの特殊な処理ががなされた試験体 

・柱梁接合部内もしくは梁端，柱端に鉄筋継手を有する試験体 

・十字形接合部で梁または柱主筋が柱梁接合部内に定着された試験体 
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・柱端もしく梁端のみ主筋量を増し柱・梁の部材端以外の部分にヒンジ形成を計画した試験体 

・柱梁接合部に貫通孔を設けた試験体 

・梁幅が柱幅より大きい試験体 

・スラブ付試験体 

・水平 2 方向に加力された試験体 

・水平斜め方向に載荷した立体試験体 

・変動軸力を作用させた試験体 

・上下の柱で長さや断面形状が異なる，左右の梁でスパンや梁断面形状が異なる，上下の柱で

せん断力が異なるなど非対称な形状・加力方法の試験体 

・柱，梁の加力点あるいは支点がピンではない試験体 

 

調査対象とした文献数および検討に用いた試験体の数を掲載誌別に表 8.2.1 に示す。また，検

討に用いた試験体の発表年ごとの数を図 8.2.1 に示す。なお，試験体数は他文献で既発表のもの

は除外し重複しないようにしてある。検討に用いた試験体の引用文献および各文献から引用した

試験体の数は 8.8 節に示した。 

試験体の形状は実験時の応力状態によって分類し，上下の柱および左右の梁のすべてにモーメ

ントが生じているものを十字形接合部，上下の柱および 1 つの梁にモーメントが生じているもの

をト形接合部，左右の梁および 1 つの柱にモーメントが生じているものをＴ形接合部，1 つの梁

と 1 つの柱のみにモーメントが生じているものをＬ形接合部とした。 

試験体の破壊形式は便宜的に梁（柱）主筋降伏前の接合部破壊型（J 型），梁（柱）主筋降伏後

の接合部破壊型（BJ（CJ）型），梁（柱）降伏型（B（C）型），梁（柱）主筋の定着破壊型（A

型），梁（柱）主筋降伏後の定着破壊型（BA（CA）型）に分類し，破壊形式の判別は論文中の記

述を採用した。ただし， J 型の試験体で梁または柱主筋の降伏が論文中に明記されているものに

関しては BJ 型・CJ 型に訂正した。また，破壊形式についての記述がない試験体については，接

合部に損傷が集中したなどの記述のある試験体は J，BJ 型，そのうち主筋の降伏が明記されてい

るものを BJ 型とし，接合部に損傷は見られず梁に損傷が集中したなどの記述のある試験体は B

型とした。次節以降の検討に用いた試験体について，このようにして分類した各破壊形式の試験

体数を表 8.2.2 に示す。L 形接合部では柱と梁が近づく方向（以下，閉じる方向）の加力と柱と

梁が遠ざかる方向（以下，開く方向）で性状が異なり破壊形式も異なって報告されている場合が

多いため，破壊形式は加力の方向別に示してある。閉じる向きと開く方向で試験体数が異なって

いるのは，一方向加力の試験体があるためである。 

梁，柱の主筋が降伏する前に柱梁接合部が破壊した J 型の試験体はいずれの形状でも全体の 15

～25%程度であった。一方，柱梁接合部に損傷がほとんど生じない B 型もしくは C 型の試験体は

形状ごとにやや差があるがそれぞれの試験体のうち 20～40％程度であった。 
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表 8.2.1 文献調査で参照した文献数と引用した試験体数 

 文献数 評価式の精度検証に用いた 

試験体数 

日本建築学会構造系論文集 17 101 

構造工学論文集 15 33 

コンクリート工学論文集 2 4 

コンクリート工学年次論文集 226 608 

日本建築学会大会学術講演梗概集 35 108 

その他 1 2 

計 296 856 

※ 国土交通省基準整備促進事業による実験の試験体は報告書とは別に成果が発表されている論文集等を引用

文献として文献数に加えた 
※ 梗概集等で，同一年に同題でその 1，その 2 のように連番で発表された文献は，まとめて文献数に加えた 
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図 8.2.1 精度検証にもちいた発表年ごとの試験体数 

 

表 8.2.2 破壊形式別の試験体数 

破壊形式 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

    閉じる向き 開く向き 

J 66 70 14 30 22 

BJ，CJ 212 106 15 38 40 

B，C 93 57 13 42 51 

A － 26 3 17 1 

BA，CA － 6 23 5 4 

不明・未記載 4 1 4 11 6 

計 375 266 72 143※ 124※ 

※ 閉じる向きの試験体のうち 19 体は閉じる向きのみの一方向載荷 
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8.2.2 試験体の諸元 

柱梁接合部の強度等に影響を与えるとされる因子のうち，コンクリート強度，梁主筋降伏強度，

梁引張主筋比，柱鉄筋比，接合部横補強筋比，柱軸力比，十字形接合部を除く各形状の接合部に

おける主筋定着長さについて，検討に用いる試験体における範囲を表 8.2.3 に示し，これら因子

および主筋定着形式について破壊形式別の度数分布を図 8.2.2～図 8.2.5 に示す。図 8.2.5 の L

形接合部の破壊形式は主筋定着長さを除いて閉じる方向の加力のものである。また，試験体のス

ケールを判断するための試験体の階高もあわせて示した。 

検討に用いた試験体は，試験体の階高（柱の反曲点間距離）で 1500～2000(mm)程度の試験体

が多く，実構造物の階高さが 3000～4000(mm)であることから試験体のスケールは 1/2～1/3 程度

の試験体が多かったといえる。試験体の階高が 3000(mm)以上の実大程度の試験体は，T 形試験

体，L 形試験体では全体の 20～30%と比較的多かった。 

コンクリート強度は実験時の圧縮強度が 30(N/mm2)前後が最も多く，60(N/mm2)を超える超高

強度コンクリートを用いた試験体は全体の 17%であった。主筋の降伏強度は 300～450(N/mm2)

が多く，主筋降伏前に接合部破壊が生じた J 型の試験体では降伏強度が 600(N/mm2)を超える高

強度鉄筋も比較的多く用いられている。接合部横補強筋にも 600(N/mm2)を超える高強度鉄筋が

用いられている例が比較的多くあった。 

各因子ともに現在の設計指針[8-7]の規定を考慮して設計されている試験体が多く，主筋の定着

長さは設計指針の規定を満足する範囲，接合部横補強筋量は設計指針における最低補強量程度の

試験体数が最も多かった。 

ト形，T 形，L 形接合部における梁・柱主筋の定着方法についてみると，ト形接合部では梁主

筋の定着方法を折り曲げもしくは U 字形とした試験体が全体の 44%で，定着金具を用いた機械式

定着が 56%であった。一方，T 形および L 形接合部では機械式定着の工法開発にともなって近年

行われた実験が多く，機械式定着を用いた試験体がT形接合部では 90%以上，L形接合部では 70%

以上であった。 

また，柱梁接合部の破壊形式や終局強度におよぼす柱と梁の曲げ終局強度時の層せん断力の比

（柱－梁曲げ強度比）の影響があるとの指摘があり[8-8]，収集した試験体について柱－梁曲げ強

度比の度数分布を示したのが図 8.2.6 である。柱降伏型に設計することが多い T 形接合部は梁－

柱曲げ強度比とした。柱－梁曲げ強度比は，平面保持を仮定しコンクリートの応力にはストレス

ブロックを用いて求めた梁および柱の曲げ終局モーメントを節点モーメントに換算し，柱の曲げ

強度の和の梁の曲げ強度の和に対する比とした。この際，ト形接合部の柱およびＴ形接合部の梁

にあっては水平力の載荷によって報じる変動軸力は考慮せず，初期軸力を用いて断面の終局モー

メントを算定した。Ｌ形接合部では梁および柱の曲げ終局モーメントには水平力の載荷によって

生じる変動軸力を考慮した。 

試験体のほとんどは柱－梁曲げ強度比 1.5 以上に分布し，柱－梁曲げ強度比 2.0 以上の試験体

も少なくない。特に柱梁接合部には破壊が生じず安全性を確認したとされる梁または柱曲げ破壊

型（B・C 型）となった試験体は，L 形接合部以外では柱－梁曲げ強度比 1.5 以上のものがほとん

どである。また，L 形接合部の開く方向で柱－梁曲げ強度比が 1～1.5 の範囲の試験体は柱曲げ破

壊とされているが，実験における最大層せん断力は柱曲げ終局時計算値に比べて著しく小さいも

のである。超高層 RC などを除くと一般には柱－梁曲げ強度比は 1.0～1.5 程度で設計されている
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ことを考えると，次節以降のこれら試験体群全体に対する検討結果についても注意が必要と考え

られる。 

 

 

表 8.2.3 検討に用いる試験体の諸元の範囲 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

試験体数 

（在来 / 機械式定着）

375 266 

（118 / 148） 

72 

（7 / 65） 

143 

（39 / 104） 

コンクリート圧縮強度

B(N/mm2) 

13.6～190 17.2～179 19.2～70.6 20.1～72.0 

梁主筋降伏強度 

y(N/mm2) 

310～1428 323～1172 336～805※1 361～805 

接合部横補強筋強度 

wy(N/mm2) 

204～1479 250～1463 258～1127 233～1481 

梁引張主筋比 

pt(%) 

0.54～3.18 0.63～2.70 0.48～1.67 0.36～1.90 

柱鉄筋比 

pg(%) 

0.62～6.29 0.62～5.51 0.95～2.62 1.00～3.82 

接合部横補強筋比 

pjw(%) 

0.0～2.10 0.0～1.38 0.20～0.67 0.0～0.75 

柱軸力比 

Nc / bcDcB 

-0.33～0.43 -0.22～0.60 0.0 のみ 0.0 のみ 

梁スパン 

L(mm) 

700～5500 1400～4900※2 1600～5100 1200～4000※2

階高 

H(mm) 

700～2830 1000～3000 1540～3830※3 1200～3830※3

梁主筋定着長さの 

柱せいに対する比 

－ 0.50～1.0※5 0.67～1.0※4※5 0.67～1.0※5 (上端)

0.65～1.0※5 (下端)

柱－梁曲げ強度比 0.50～4.42 0.51～7.52 0.46～2.96※6 0.59～3.89(閉)

0.59～4.20(開)

※1 柱主筋降伏強度 
※2 梁加力点から接合部中心までの距離の 2 倍 
※3 柱加力点から接合部中心までの距離の 2 倍 
※4 柱主筋定着長さの梁せいに対する比 
※5 スタブ等の突出部を設けその中に定着している場合は 1.0 とした 
※6 梁－柱曲げ強度比 
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図 8.2.2 十字形接合部試験体の特性 
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図 8.2.3 ト形接合部試験体の特性 
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図 8.2.4 T 形接合部試験体の特性 
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図 8.2.5 L 形接合部試験体の特性 
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図 8.2.6 試験体の柱－梁曲げ強度比 
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8.3 収集データの信頼度分析 

収集した試験体のデータについては，コンクリート圧縮強度，鉄筋の降伏強度の記載がないも

のはなかった。コンクリート，鉄筋のヤング係数やコンクリートの引張強度については記載があ

ったのは半数程度であった。 

試験体形状については数値の記載がない試験体はほとんどなかったが，梁断面形状および柱，

梁スパン長さの記載がないものがそれぞれ数体あった。 

鉄筋位置の記載がない文献は比較的多く，次節以降で検討に用いた試験体 856 体のうち 181 体

では文献中に柱，梁の主筋位置の記載がなく以下の方法で推定した。すなわち，①他の文献にも

同一の試験体と判断される試験体の記述があり，そちらには主筋位置の記載がある場合はその値，

②引張鉄筋比，曲げ終局強度計算値が計算方法とともに記載されていて逆算が可能である場合は

その値，③同一研究機関による他の実験シリーズに関する文献では主筋位置の記載があり，当該

試験体と主筋位置が同一と判断される場合はその値，④文献中に断面の図が記載されている場合

は拡大した図面上で主筋位置を計測，とした。 

加力方法については，ト形接合部で梁せん断力により柱に生じる変動軸力が上下の柱にどのよ

うに生じるか（上柱あるいは下柱のみ軸力が変動するのかなど），あるいは正加力の向きが明記さ

れていないものが全体の 4 割程度であった。これらが明記されていない場合は，柱軸力を載荷す

るためのジャッキ等がとりついている側の柱の軸力を一定とし，加力の向きは文献中にあるひび

割れ図，主筋のひずみの図などから判断した。Ｔ形接合部についても同様に柱せん断力の変動に

伴う梁軸力の変動がどのようになるのか実験時の条件が明記されていないものが 3 割程度あった。

梁に初期軸力を載荷しない T 形接合部の場合は，多くの加力装置では梁先端で引張軸力を反力と

してとることができないと判断し，文献中に境界条件が明記されていないものは柱が近づく側の

梁に柱せん断力に釣り合う圧縮軸力が生じるものと仮定することとした。 

実験結果については，接合部せん断変形角，接合部せん断応力度の数値の記載がある文献は少

なく，文献中に接合部せん断変形角と接合部せん断応力度の関係が示されているものは，文献収

集した範囲では存在しなかった。接合部せん断応力度は文献により定義に差も見られた。そのた

め，後述するように本研究では接合部せん断応力度は文献に記載の層せん断力の実験値から統一

した方法で換算することとした。また，破壊形式についても研究者により判断にばらつきがみら

れたが，本研究では基本的に文献に記載された破壊形式を採用している。 
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8.4 実験値の定義 

8.4.1 接合部せん断力 

接合部せん断力あるいは接合部せん断応力度は実験において直接計測することができないので，

何らかの仮定をおいて梁せん断力もしくは層せん断力から換算する必要がある。そのため，実験

の報告では直接計測可能な層せん断力等を実験値として記載し，接合部せん断力の記載がないも

のも多い。また，接合部せん断力の記載がある場合であっても，接合部せん断力を求める際の換

算式の文献によるばらつきも見られた。 

そこで，本研究では文献に記載の最大耐力時の層せん断力から以下のように接合部の水平せん

断力を算定したものを実験値とした。 

すなわち，接合部せん断力は梁端（柱フェース位置）での引張主筋の引張力から次式により算

出する。 

 























形：開く方向）（

形：閉じる方向）（

形）（

（ト形）

（十字形）

L

L
T'

'

c

cb

c

c

jh

VT
T

VNTT
VT

VTT

V   （式 8.1） 

 

ここで， 

Vjh ：接合部の水平せん断力 

T，T ' ：左右の梁の引張鉄筋の引張力 

Lb，Lb ' ：左右の梁の加力点から接合部中心（梁軸心と柱軸心の交点）までの距離 

L，L ' ：左右の梁の加力点から柱フェースまでの距離 

Lc，Lc ' ：上下の柱の加力点から接合部中心までの距離 

Nb ：梁の初期軸力 

Vc ：柱せん断力で層せん断力に等しいものとする。 

 

T
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Vc

Vj
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Vj
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T
Vj

T
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図 8.4.1 接合部のせん断力 
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接合部せん断力の換算方法を統一するため，文献中に最大耐力時等の接合部せん断力の記載が

ある場合であってもすべて上式により換算したものを実験値とした。 

ここで，梁主筋の引張力は，層せん断力から換算される梁端のモーメントから(1) 応力中心間

距離を梁の有効せいの 7/8 あるいは 0.9 倍として，梁端のモーメントを応力中心間距離で除す，(2) 

平面保持を仮定した断面解析により求めた断面のモーメントと鉄筋の引張力の関係から推定，の

いずれかにより算出した。(2)の断面解析では，鉄筋の応力度－ひずみ度関係をバイリニア形とし，

コンクリートの応力度－ひずみ度関係を Fafitis-Shah モデルとした。また，T 形接合部や L 形接

合部では断面解析では実験時の境界条件に応じた断面のモーメントと軸力の関係を考慮した。 

次節以降の評価式の精度検証では，弾性剛性および復元力特性の検討では(1)の応力中心間距離

を仮定した方法を用い，応力中心間距離はそれぞれ有効せいの 7/8 倍および 0.9 倍とした。ひび

割れ強度およびせん断強度の検討では(2)の断面解析による方法を用いた。強度の評価式の検証で

断面解析による方法を用いたのは，コンクリート断面に対する鉄筋量やコンクリートと鉄筋の強

度の比などは試験体によりさまざまであること，L 形接合部や T 形接合部では梁であっても加力

にともなう変動軸力が生じるため軸力の影響を考慮することが必要であることから，一律に応力

中心間距離を仮定することは不適当であると判断したためである。一方，弾性剛性についてはこ

れらの影響は小さいと考え，簡便な(1)の方法を用いた。 

接合部せん断応力度は，接合部せん断力を日本建築学会「鉄筋コンクリート造建物の靱性保証

型耐震設計指針・同解説」[8-7]（以下，学会靱性指針）に定義されている接合部の有効面積で除

したものとし，接合部の有効幅およびせいは以下の通りとした。 

 

bj ：柱梁接合部の有効幅(mm)で次式による 

 bj＝bb＋ba1＋ba2 （式 8.2） 

 bb：梁幅 

 ba1：b1/2 又は Dj/4 の小さい方の数値 (mm) 

 ba2：b2/2 又は Dj/4 の小さい方の数値 (mm) 

 b1，b2：梁両側面から梁に平行する柱側面までの長さ（㎜） 

Dj ：柱せい，又は 90 度折曲げ筋水平投影長さ(mm) 

 

 

図 8.4.2 柱梁接合部の有効断面 

 

また，T 形接合部や L 形接合部では柱主筋が柱梁接合部内に定着されるため，鉛直せん断力が

問題となる場合もある。しかし，柱では断面中央に主筋（いわゆる中段筋）が配されることも多
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く，柱主筋の引張力から接合部せん断力を明確に求められないことも多い。そこで，接合部の鉛

直せん断力は必要に応じて次式[8-7]により水平せん断力から換算することとした。 

 

c

b
jhjv D

D
VV   （式 8.3） 

 

ここで， 

Vjv ：接合部の鉛直せん断力 

Db ：梁せい 

Dc ：柱せい 

 

8.4.2 せん断変形角および弾性剛性 

接合部せん断応力度と接合部せん断変形角の関係における弾性剛性であり，本研究で収集した

文献の範囲では評価式の精度検討に用いることのできる実験値として弾性剛性の記載があるもの

はなかった。また，文献中に接合部せん断応力度と接合部せん断変形角の関係が図示された文献

はいくつかあったが，弾性剛性が読み取れるものはなかった。 

そこで，本研究では建築基準整備促進事業により行われた実験の試験体[8-1]～[8-6]について，

それぞれの事業主体より提供された実験の測定データより以下のようにして算出した。 

 

東大試験体[8-1]～[8-4] 

柱梁接合部の変形は接合部パネルの 4 つの辺の相対変形[8-9]として測定され，そこでは接合部

のせん断変形角p は上下の柱端の断面中心を結んだ線と左右の梁端の断面中心を結んだ線のなす

角の変化量として定義され，これに斜めひび割れにより分割された接合部パネルの回転角を加え

たものが接合部のフェース（辺）位置での変形量となる。（図 8.4.3） 

しかし，精度検証を行う評価式で扱うせん断変形角は接合部パネルの変形をせん断変形だけで

表わした場合のものである。そこで，本研究の精度検証に用いるせん断変形角の実験値は，測定

された隣り合う 4 組の接合部パネルのフェースの相対回転角の平均とする。すなわち，図 8.4.3

中の記号を用い，次式により算出した。 

 

2
brpblpclpcup

p





  （式 8.4） 

 

初期剛性の実験値は，このようにして定めた接合部せん断変形角と前項で定義した接合部せん

断応力度の関係において，原点と正負の斜めひび割れ発生点のうち先に生じた方の点を結んだ割

線剛性とする。 
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図 8.4.3 文献 8-9 における柱梁接合部の変形成分 

 

清水試験体[8-5]・京大試験体[8-6] 

柱梁接合部の変形は，接合部パネルの対角方向の伸縮量が測定されており，これから次式によ

り平均のせん断変形角が算出されている。 

 

 21

22

2
 




db

db

ll
ll

 （式 8.5） 

 

ここで， 

lb，ld ：接合部パネルの幅および高さ(mm) 

1，1 ：接合部パネルの対角方向の伸縮量(mm) 

 

初期剛性の実験値は，この接合部せん断変形角と前項の接合部せん断応力度の関係において，

第１加力サイクル（層間変形角 0.1%）の正負のピークを結んだ割線剛性とする。 

 

8.4.3 ひび割れ点 

接合部パネルの斜めひび割れ発生点である。文献にひび割れ発生時の層せん断力（もしくは梁

せん断力）の値が記載されている試験体のみを対象とする。 

前述のようにひび割れ発生時の接合部せん断応力度は，層せん断力から接合部せん断力に換算

し，接合部の有効面積で除したものとした。また，接合部せん断力に換算する際の梁主筋の引張

力は断面解析によって求めた梁端断面のモーメントと鉄筋の引張力の関係から推定した。 

 

8.4.4 梁主筋降伏時 

梁主筋に降伏が生じた点であり，文献に層せん断力（もしくは梁せん断力）の値が記載されて

いる試験体のみを対象とする。多段配筋の試験体については，1 段目の梁主筋が降伏した時点と

する。文献に梁降伏時として実験結果の記載がある場合であっても，1 段目主筋降伏，全主筋降

伏等の明確な記載がない試験体については検討の対象から除外した。 

 

8.4.5 終局強度 

最大の層せん断力を発揮した点の応力ある。文献に最大耐力時の層せん断力（もしくは梁せん
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断力）の値が記載されている試験体のみを対象とする。 

最大耐力時の接合部せん断力は，前述のように層せん断力から換算した。接合部せん断力に換

算する際の梁主筋の引張力は断面解析によって求めた梁端断面のモーメントと鉄筋の引張力の関

係から推定した。 
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8.5 評価式とその精度 

8.5.1 弾性剛性 

本項では接合部せん断応力度と接合部せん断変形角の関係における弾性剛性に関する評価式の

精度を検証する。 

 

評価式と算定に用いる数値 

2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書[8-10]（以下，技術基準解説書）の付録および学会

靱性指針[8-7]の解説では，接合部せん断応力度と接合部せん断変形角の関係における弾性剛性，

すなわちせん断剛性 G は次式により算定できるとされている。 

 

 
12
EG  (N/mm2) （式 8.6） 

 

ここで， 

E ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

 ：コンクリートのポアソン比 

 

コンクリートの材料定数は学会靱性指針[8-7]に従い次式により算定する。ただし，コンクリー

トの圧縮強度Bは文献中に記載された実験時のコンクリート圧縮強度の試験値とする。 

 
5.05.1

3

6.193.2
106.20 













 BE 

 （式 8.7） 

169.01008.4 4  
B  （式 8.8） 

 

ここで， 

B ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

 ：コンクリートの単位体積重量で，特に調査しない場合は 2.3 とする 

 

評価式の精度 

本研究で収集した文献の範囲では評価式の精度検討に用いることのできる実験値として文献中

に接合部せん断応力度と接合部せん断変形角の関係における弾性剛性の記載があるものはなかっ

た。また，文献中に接合部せん断応力度と接合部せん断変形角の関係が図示された文献はいくつ

かあったが，弾性剛性が読み取れるものはなかった。 

そのため，評価式の精度検証は 8.2 節に記した平成 24 年度以前の建築基準整備促進事業により

実施された実験の詳細な測定データの提供を受け，それらを対象に行った。 

実験値の計算値に対する比の平均値および標準偏差を表 8.5.1 に，計算値と実験値の関係を図 

8.5.1 に示す。ひじょうに小さい変形の範囲であるため測定での誤差が大きく，実験値にひじょう

に大きなばらつきがあった。 
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表 8.5.1 弾性剛性の評価精度 

 十字形 ト形 L 形

試験体数 41 33 9 

平均 -0.36 -0.76 0.98 

最大 38.5 25.0 2.85 

最小 -81.0 -49.1 0.28 

標準偏差 15.9 10.0 0.79 
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図 8.5.1 弾性剛性の実験値と計算値 
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8.5.2 ひび割れ強度 

本項では柱梁接合部の斜めひび割れ強度に関する評価式の精度を検証する。 

 

(1) 学会性能評価指針 

評価式と算定に用いる数値 

日本建築学会「鉄筋コンクリート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説」[8-11]（以下，学

会性能評価指針）では，柱梁接合部の斜めひび割れ（せん断ひび割れ）発生点のせん断応力度は，

次に示す主応力度式で表わすことができるとされている。 

 

0
2   ttjc ff  (N/mm2) （式 8.9） 

 

ここで， 

ft ：コンクリートの引張強度で以下による。 

 Btf 4.0  (N/mm2) 

B ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

0 ：軸圧縮応力度 

 

ひび割れ強度の算定にあたっては，コンクリートの引張強度（割裂強度）の記載が文献中にあ

る場合であっても，学会性能評価指針に従いコンクリートの圧縮強度Bから引張強度を算出する。

その際，コンクリートの圧縮強度Bは文献中に記載された実験時のコンクリート圧縮強度の試験

値とする。 

 

評価式の精度 

対象は文献中にひび割れ発生時の層せん断力もしくは梁せん断力が記載された試験体とした。

試験体の概要を表 8.5.2 示す。 

実験値の計算値に対する比の平均値および標準偏差を表 8.5.3 に，計算値と実験値の関係を図 

8.5.1 に示す。いずれの形状の場合にも実験値の計算値に対する比の平均は 1 に近いが，ばらつき

は比較的ある。 
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表 8.5.2 ひび割れ強度評価の精度検証に用いた試験体の諸元 

  十字形 ト形 T 形 L 形 

試験体数  161 66 5 19 

コンクリート強度 (N/mm2) 13.6～190 21.7～174 23.0～39.5 25.6～39.5 

梁主筋降伏強度 (N/mm2) 326～1172 378～1172 473～735※ 380～735 

横補強筋降伏強度 (N/mm2) 204～1423 271～1423 258～428 258～428 

梁引張主筋比 (%) 0.48～3.13 0.82～2.70 0.75～1.67 0.36～1.86 

接合部横補強筋比 (%) 0～1.62 0.22～1.01 0.24～0.34 0.22～0.38 

柱軸力比  -0.03～0.33 0～0.15 0 0 

※ 柱主筋降伏強度 

 

 

表 8.5.3 ひび割れ強度の評価精度 

 十字形 ト形 T 形 L 形 

閉じる 開く 

試験体数 161 66 5 17 18 

平均 0.91 1.07 1.22 1.15 0.97 

最大 1.89 2.07 1.40 1.59 1.50 

最小 0.36 0.53 0.95 0.59 0.63 

標準偏差 0.28 0.31 0.17 0.32 0.20 
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(d) L 形試験体 

図 8.5.2 ひび割れ強度の実験値と計算値 
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(2) 学会靱性指針 

評価式と算定に用いる数値 

学会靱性指針[8-7]でも同様に，柱梁接合部の斜めひび割れ（せん断ひび割れ）発生点のせん断

応力度は主応力度式（式 8.9）で表わすことができるとされている。 

ただし，コンクリートの引張強度の評価が異なる。 

 

ft ：コンクリートの引張強度で以下による。 

 Btf 47.0  (N/mm2) 

 

評価式の精度 

精度検証に用いる試験体は学会性能評価指針の場合と同様に文献中にひび割れ発生時の層せん

断力もしくは梁せん断力が記載された試験体である（表 8.5.2）。 

実験値の計算値に対する比の平均値および標準偏差を表 8.5.4 に，計算値と実験値の関係を図 

8.5.3 に示す。前項の学会性能評価指針に比べるとコンクリートの引張強度を大きく評価するため，

全体として実験値の計算値に対する比は小さくなった。 

 

 

表 8.5.4 ひび割れ強度の評価精度（学会靱性指針） 

 十字形 ト形 T 形 L 形 

閉じる 開く 

試験体数 161 66 5 17 18 

平均 0.81 0.91 1.04 0.98 0.83 

最大 1.60 1.76 1.19 1.36 1.28 

最小 0.30 0.45 0.83 0.50 0.54 

標準偏差 0.25 0.26 0.14 0.27 0.17 
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(c) T 形試験体 
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(d) L 形試験体 

図 8.5.3 ひび割れ強度の実験値と計算値（靱性指針） 
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8.5.3 せん断終局強度 

本項では柱梁接合部のせん断終局強度に関する評価式の精度を検証する。 

 

評価式と算定に用いる数値 

技術基準解説書[8-10]の付録および学会靱性指針[8-7]では，柱梁接合部のせん断終局強度 Vju

は次式により算定できるとされている。 

 

jjjju DbFV   (N) （式 8.10） 

 

ここで， 

 ：柱梁接合部の形状による係数で下記による 

  =1.0 ：十字形柱梁接合部 

  =0.7 ：ト形および T 形柱梁接合部 

  =0.4 ：L 形およびΓ形柱梁接合部 

 ：直交梁の有無による補正係数で下記による 

  =1.0 ：両面直交梁付き柱梁接合部 

  =0.85 ：上記以外の柱梁接合部 

Fj ：柱梁接合部のせん断強度の基準値で次式による 

 Fj = 0.8B0.7 (N/mm2) （式 8.11） 

B ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

bj ：柱梁接合部の有効幅(mm)で次式による 

 bj＝bb＋ba1＋ba2 （式 8.12） 

 bb：梁幅 

 ba1：b1/2 又は Dj/4 の小さい方の数値 (mm) 

 ba2：b2/2 又は Dj/4 の小さい方の数値 (mm) 

 b1，b2：梁両側面から梁に平行する柱側面までの長さ（㎜） 

Dj ：柱せい，又は 90 度折曲げ筋水平投影長さ(mm) 

 

せん断終局強度の算定にあたっては，コンクリートの圧縮強度Bは文献中に記載された実験時

のコンクリート圧縮強度の試験値とする。 
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評価式の精度 

対象は梁および柱主筋降伏前の接合部破壊（J 型）と報告されている試験体とし，最大耐力時

の接合部せん断力のみの記載があり最大耐力時の層せん断力および梁せん断力の記載がない試験

体は検討に用いないこととした。また，十字形，T 形接合部で左右の梁の長さが異なる試験体は

層せん断力と梁端モーメントの関係が一意ではなくなるため除外した。 

 

i. 十字形接合部 

十字形接合部について，検討に用いた試験体の数および諸元の範囲を表 8.5.5 に示す。また，

実験値の計算値に対する比の平均値，標準偏差，不合格率を表 8.5.6 に示す。不合格率は実験値

の計算値に対する比が 1 を下回った試験体の比率である。 

図 8.5.4 にはコンクリート圧縮強度とせん断終局時のせん断応力度実験値の関係を示す。図中

には計算値をあわせて示した。実線は直交梁がないもしくは片側のみの場合（式 8.9 における

=0.85）で，破線は両側直交梁付の場合（=1.0）である。実験値，計算値とも接合部せん断力お

よび接合部せん断終局強度を式 8.10 中の柱梁接合部の有効幅と柱せい（水平せん断力の場合）も

しくは梁せい（鉛直せん断力の場合）の積で除した応力度で示してある。 

実験値の計算値に対する比の平均は 1.22，標準偏差は 0.20，不合格率は 0.11 であった。学会

靱性指針の解説によれば補正係数を乗じない計算値がおおむね実験値に対応するとされており，

直交梁なしの試験体の際に乗じる補正係数 0.85 の逆数が 1.18 であるので，本研究の範囲でも同

様の結果といえる。一方，標準偏差，不合格率は指針解説中に記載の値（標準偏差 0.13，不合格

率 0.06）より大きかった。また，技術基準解説書の適用範囲であるコンクリート強度 60(N/mm2)

以下の試験体に限った場合にも平均，標準偏差，不合格率とも超高強度コンクリートを含む場合

とほとんど変わらなかった。 

 

ii. ト形接合部 

ト形接合部について，検討に用いた試験体の数および諸元の範囲を表 8.5.7 に示す。また，実

験値の計算値に対する比の平均値，標準偏差，不合格率を表 8.5.8 に示す。試験体数等は梁主筋

の定着方法が U 字，90 度折り曲げ，180 度フック付のいずれか（以下，在来工法）と定着金具を

用いたもの（以下，機械式定着）に分けた。さらに，在来工法の試験体については実験時のコン

クリート圧縮強度が 60(N/mm2)を超えない場合についても分けて示した。本来，式 8.10 は機械

式定着の場合は適用範囲外であるが，文献[8-12]も同様の強度式を採用していることから機械式定

着の場合も参考に示した。ただし，文献[8-12]も適用範囲はコンクリート圧縮強度が 60(N/mm2)

までであり，また試験体によっては構造規定を満足していない場合があることに留意する必要が

ある。 

図 8.5.5 にはコンクリート圧縮強度とせん断終局時のせん断応力度実験値の関係を示す。図中

には計算値をあわせて示した。実験値，計算値とも接合部せん断力および接合部せん断終局強度

を式 8.10 中の柱梁接合部の有効幅と梁主筋定着部の水平投影長さ（水平せん断力の場合）もしく

は梁せい（鉛直せん断力の場合）の積で除した応力度で示してある。実験値は水平せん断応力度

と鉛直せん断応力度のうち大きい方を示した。なお，本研究で収集したデータの範囲では両側に

直交梁を有し J 型破壊となったト形試験体はなかった。 
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実験値の計算値に対する比は，在来工法では平均は 1.29，標準偏差は 0.32，不合格率は 0.19，

機械式定着では平均は 1.28，標準偏差は 0.23，不合格率は 0.09 であった。全体としては十字形

接合部の場合と同様，直交梁なしの試験体の際に乗じる補正係数 0.85 を乗じない計算値がおおむ

ね実験値と対応するか，やや小さく評価している。一方，在来工法については標準偏差，不合格

率は十字形接合部の場合より大きく，指針解説中に記載の値（標準偏差 0.24，不合格率 0.08）よ

り大きかった。機械式定着の場合のほうが標準偏差，不合格率とも小さかった。また，技術基準

解説書の適用範囲であるコンクリート強度 60(N/mm2)を超える在来工法の試験体数が少ないため，

コンクリート強度 60(N/mm2)以下の試験体に限った場合も全体に対する場合とほとんど結果は変

わらなかったが，不合格率はやや小さくなった。 

 

iii. T 形接合部 

T 形接合部について，検討に用いた試験体の数および諸元の範囲を表 8.5.9 に示す。また，実

験値の計算値に対する比の平均値，標準偏差，不合格率を表 8.5.10 に示す。試験体数等は柱主筋

の定着方法が U 字，180 度フック付のいずれか（在来工法）と定着金具を用いたもの（機械式定

着）に分けた。収集した試験体の範囲では在来工法の試験体で実験時のコンクリート圧縮強度が

60(N/mm2)を超えるものはなかった。ト形接合部と同様に，機械式定着の場合についても式 8.10

による計算結果参考に示した。試験体によっては文献[8-12]の材料強度の範囲，構造規定を満足し

ていない場合があることに留意する必要がある。 

図 8.5.6 にはコンクリート圧縮強度とせん断終局時のせん断応力度実験値の関係を示す。図中

には計算値を実線であわせて示した。実験値，計算値とも接合部せん断力および接合部せん断終

局強度を式 8.10 中の柱梁接合部の有効幅と柱せい（水平せん断力の場合）もしくは柱主筋の定着

長さ（鉛直せん断力の場合）の積で除した応力度で示してある。実験値は水平せん断応力度と鉛

直せん断応力度のうち大きい方を示した。なお，試験体データを収集した範囲において両側に直

交梁を有し J 型破壊となった試験体はなかった。 

在来工法の試験体は 2 体と少ないが，実験値の計算値に対する比は 0.93～1.05 であり，計算値

が実験値を平均的にとらえているといえる。しかし，本来この評価式は実験値に対して下限を与

えるように設定されており，評価式による評価は危険側ともいえる。機械式定着の試験体も試験

体数が十分多いとはいえないが，同様に実験値の計算値に対する比の平均はおおむね 1 であり，

12 体中の 4 体で実験値が計算値を下回る結果となった。 

 

iv. L 形接合部 

L 形接合部について，検討に用いた試験体の数および諸元の範囲を表 8.2.2 に示す。また，実

験値の計算値に対する比の平均値，標準偏差，不合格率を表 8.5.12，表 8.5.13 に示す。試験体

数等は柱・梁主筋の定着方法が折り曲げ，U 字，180 度フック付のいずれか（以下，在来工法）

と定着金具を用いたもの（以下，機械式定着）に分けた。収集した試験体の範囲では在来工法の

試験体で実験時のコンクリート圧縮強度が 60(N/mm2)を超えるものはなかった。ト形，T 形接合

部と同様に，機械式定着の場合についても式 8.10 による計算結果参考に示した。試験体によって

は文献[8-12]の材料強度の範囲，構造規定を満足していない場合があることに留意する必要がある。 

また，図 8.5.7 にはコンクリート圧縮強度とせん断終局時のせん断応力度実験値の関係を示す。
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図中には計算値を実線であわせて示した。実験値，計算値とも接合部せん断力および接合部せん

断終局強度を式 8.10 中の柱梁接合部の有効幅と梁主筋定着部の水平投影長さ（水平せん断力の場

合）もしくは柱主筋の定着長さ（鉛直せん断力の場合）の積で除した応力度で示してある。実験

値は水平せん断応力度と鉛直せん断応力度のうち大きい方を示した。なお，試験体データを収集

した範囲において両側に直交梁を有する試験体はなかった。 

閉じる方向については，実験値の梁主筋の定着方法に加えて柱上面のコンクリートを拘束する

ためのかんざし筋等の補強量，配筋詳細の影響も大きく，比較的ばらつきが大きかった。実験値

の計算値に対する比は在来工法で 1.51，機械式定着で 1.48 と十字形，ト形と比べても大きく，不

合格率も極めて小さく実験値の下限を与える評価式といえる。補正係数の乗じない計算値に対し

ても平均としては 1.2～1.3 程度の余裕度がある結果となった。 

一方，開く方向については，実験値の計算値に対する比は在来工法で 1.01，機械式定着で 1.13

であり，不合格率もそれぞれ 0.36，0.25 と大きかった。試験体数は多くないが標準偏差は 0.12

（在来工法），0.17（機械式定着）と比較的小さかった。全体としては，評価式は実験値に対して

下限というよりは平均に近い値を与える結果であった。 

 

終局強度による破壊形式の判別精度 

一般に接合部せん断終局強度が梁または柱の曲げ終局時を接合部に生じるせん断力を上回るこ

とを確認することで柱梁接合部の破壊を防止する設計が行われている。そこで，ここでは接合部

せん断終局強度の梁または柱曲げ終局時の接合部せん断力に対する比（以下，接合部せん断余裕

度）による破壊形式の判別精度を検討する。検討対象は主筋降伏後も含め主筋の定着破壊が生じ

た試験体は除いたものとした。 

文献中に接合部せん断余裕度の記載がある場合があるが，文献に記載の材料強度等からすべて

計算しなおした。その際，接合部せん断終局強度は式 8.9 によった。梁または柱の曲げ終局時の

接合部せん断力は実験の最大耐力時と同様に式 8.1 による。ただし，式 8.1 中の梁主筋の引張力

は，実務設計での一般的な方法に近くなるよう梁曲げ降伏型試験体（試験体の梁曲げ終局時の層

せん断力が柱曲げ終局時の層せん断より小さい場合）では梁引張主筋の降伏時の引張力とし，柱

曲げ降伏型試験体（試験体の柱曲げ終局時の層せん断力が梁曲げ終局時の層せん断より小さい場

合）では柱曲げ終局時の梁端モーメントを梁の有効せいの 7/8 倍で除して得られる引張主筋の引

張力とした。 また，梁または柱の曲げ終局時の柱せん断力は，技術基準解説書[8-10]に示された

以下の略算式によって断面の終局モーメントを算出し，柱または梁フェース位置で終局モーメン

トに達するものとして柱せん断力に換算して求めた。ここで，T 形および L 形接合部では実験中

に梁に柱せん断力と釣り合う分の変動軸力が生じるがこれは無視した。また，柱の軸力には梁の

曲げ終局時の梁せん断力による変動分を考慮した。 

 

梁の曲げ終局モーメント 

daM ytu 9.0  （式 8.13） 

ここで， 

at ：引張主筋の断面積 

y ：引張主筋の降伏強度 
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d ：梁の有効せい(mm) 

 

柱の終局モーメント 

引張側の 1 段目の鉄筋のみを考慮した式 8.14 と，多段配筋を考慮した式 8.15 による曲げ終局

モーメントのうち大きい方を断面の曲げ終局モーメントとする。 
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 （式 8.14） 

ここで， 

Nmax ：中心圧縮時終局強度（=bDFc+agy） 

Nmin ：中心引張時終局強度（=-agy） 

N ：柱軸方向力 

at ：引張主筋断面積 

ag ：柱主筋全断面積 

b ：柱断面幅 

D ：柱断面せい 

y ：柱主筋降伏強度 

Fc ：コンクリートの圧縮強度 
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 （式 8.15） 

ここで， 

  cb bDFgN 1122.0   

g1 ：引張筋重心と圧縮筋重心との距離の全せいに対する比 

 

実験における最大耐力と比較する梁および柱の曲げ終局強度は，略算値と精算値の両方を求め

た。略算値は前述の技術基準解説書[8-10]に示された梁および柱の曲げ終局モーメント（式

8.13~8.15）によった。一方，精算値は断面の終局モーメントを，鉄筋の応力度－ひずみ度関係を

バイリニア形，コンクリートの応力度－ひずみ度関係を Fafitis-Shah モデルとした平面保持を仮

定した断面解析により求め，圧縮縁のコンクリートのひずみ度が 0.3%に達した時のモーメントと

した。ただし，高強度鉄筋を用いている場合などのように主筋降伏時のモーメントがこれを上回
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る場合には，主筋降伏時のモーメントを終局強度とした。また，断面解析を用いた精算ではト形

接合部，T 形接合部，L 形接合部については実験時の加力方法に応じて生じる梁や柱の変動軸力

を考慮した。 

 

i. 十字形接合部 

十字形接合部について，図 8.5.8 に試験体の諸元から求めた接合部せん断余裕度の度数分布を

破壊形式別に示す。J 型と報告されている 66 体のうち接合部せん断余裕度が 1 以上であった試験

体は 3 体（5%）であった。せん断余裕度 1 以上の試験体 221 体のうち 135 体（61%）は J 型あ

るいは BJ 型と報告されており柱梁接合部の損傷が大きかったことがわかる。一方，接合部せん

断余裕度 1 以下の試験体 139 体のうち 76 体（56%）は B 型あるいは BJ 型であり，梁・柱主筋

の降伏が生じていた。 

図 8.5.12 には接合部せん断余裕度と実験における最大層せん断力の試験体の曲げ終局強度時

層せん断力の計算値（梁曲げ終局時と柱曲げ終局時の小さい方）に対する比の関係を示す。接合

部せん断破壊は生じないとされる接合部せん断余裕度 1 以上の試験体であっても最大耐力の実験

値が梁曲げ終局強度時計算値，柱曲げ終局強度時計算値のいずれにも達していない試験体があり，

その試験体数は接合部せん断余裕度 1 以上の試験体のうち略算値に対しては 12%，精算値に対し

ては 22%であった。 

 

ii. ト形接合部 

ト形接合部について，図 8.5.9 に試験体の諸元から求めた接合部せん断余裕度の度数分布を破

壊形式別に示す。接合部せん断余裕度が 1 以上であったにもかかわらず梁・柱主筋の降伏前に接

合部破壊が生じた J 型の試験体は在来工法では J 型の試験体 29 体のうちの 3 体（10%），機械式

定着では J 型の試験体 41 体のうち 0 体であった。十字形接合部と同様，接合部せん断余裕度 1

以上の試験体にも柱梁接合部の損傷が大きい試験体も多く，在来工法では60体中の35体（58%），

機械式定着では 78 体中の 50 体（64%）が J 型あるいは BJ 型であった。一方，接合部せん断余

裕度 1 以下であっても実験では B 型，BJ 型となった試験体もあり，接合部せん断余裕度 1 以下

の試験体のうち在来工法では 35%が，機械式定着では 21%で主筋の降伏が生じていた。 

図 8.5.13 には接合部せん断余裕度と実験における最大層せん断力の試験体の曲げ終局強度時

層せん断力の計算値（梁曲げ終局時と柱曲げ終局時の小さい方）に対する比の関係を示す。十字

形接合部と同様に接合部せん断破壊は生じないとされる接合部せん断余裕度 1 以上の試験体であ

っても最大耐力の実験値が梁曲げ終局強度時計算値，柱曲げ終局強度時計算値のいずれにも達し

ていない試験体があり，その試験体数は接合部せん断余裕度 1 以上の試験体のうち在来工法では

略算値，精算値のいずれに対しても 15%，機械式定着では略算値に対して 20%，精算値に対して

は 32%であった。 

 

iii. T 形接合部 

T 形接合部について，図 8.5.10 に試験体の諸元から求めた接合部せん断余裕度の度数分布を破

壊形式別に示す。在来工法の J 型の試験体は 2 体と少ないが，いずれもせん断余裕度 1 以下であ

った。一方，機械式定着では J 型の試験体 12 体のうち 4 体は接合部せん断余裕度 1 以上であっ
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た。機械式定着では C 型あるいは CJ 型の試験体が 24 体であったが，そのうち 1 体では接合部せ

ん断余裕度は 1 以下の試験体であった。 

図 8.5.14 には接合部せん断余裕度と実験における最大層せん断力の試験体の曲げ終局強度時

層せん断力の計算値（梁曲げ終局時と柱曲げ終局時の小さい方）に対する比の関係を示す。接合

部せん断余裕度 1 以上の範囲で実験値が曲げ終局強度計算値を大きく下回る試験体はなく，特に

柱の終局曲げモーメントの略算値は計算値が小さい傾向にあり実験値は計算値を大きく上回った。

柱の曲げ終局モーメントを断面解析により精算した場合では，接合部せん断余裕度 1 以上の範囲

で実験値が計算値を下回ったのは 23 体中 5 体（22%）であったが，その比は最小でも 0.90 であ

った。 

 

iv. L 形接合部 

L 形接合部について，図 8.5.10 に試験体の諸元から求めた接合部せん断余裕度の度数分布を破

壊形式別に示す。在来工法の試験体数は少ないが，閉じる方向では J 型の試験体は接合部せん断

余裕度 1 以下であったが，開く方向では 11 体中 3 体がせん断余裕度は 1 以上であった。一方，B

（C）型あるいは BJ（CJ）型の試験体では閉じる方向は 12 体すべてが，開く方向では 8 体中 3

体が接合部せん断余裕度 1 以下であったが主筋の降伏が生じていた。機械式定着では，閉じる方

向では接合部せん断余裕度 1 以上で J 型となった試験体はなかったが，開く方向では J 型の試験

体 11 体のうち 3 体が接合部せん断余裕度 1 以上であった。また，接合部せん断余裕度 1 以下の

試験体のうち，閉じる方向では 68%，開く方向では 65%の試験体が B（C）型あるいは BJ（CJ）

型と報告されており，主筋に降伏が生じていた。 

図 8.5.15，図 8.5.16 に接合部せん断余裕度と実験における最大層せん断力の試験体の曲げ終

局強度時層せん断力の計算値（梁曲げ終局時と柱曲げ終局時の小さい方）に対する比の関係を示

す。変動軸力の考慮の有無もあり略算値と精算値で終局モーメントの計算値の差が大きいが，閉

じる方向ではせん断余裕度 1 以上で実験値が計算値を下回ったものはなかった。一方，開く方向

の加力では接合部せん断余裕度 1 以上であっても，精算値に対して在来工法では全ての試験体で，

機械式定着の試験体では 43%の試験体で実験値が計算値を下回った。 
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表 8.5.5 せん断終局強度の検討に用いる試験体（十字形接合部）の概要 

  全体 B ≦60(N/mm2) 

試験体数  64 55 

コンクリート強度 (N/mm2) 13.8～190 13.8～57.0 

梁主筋降伏強度 (N/mm2) 357～1428 357～1364 

横補強筋降伏強度 (N/mm2) 226～1423 226～1276 

梁引張主筋比 (%) 0.60～3.13 0.60～3.13 

接合部横補強筋比 (%) 0～1.62 0～1.62 

柱軸力比  -0.33～0.43 -0.33～0.43 

 

 

表 8.5.6 せん断終局強度計算値に対する実験値の比（十字形接合部） 

 全体 B ≦60(N/mm2) 

試験体数 64 55 

平均 1.22 1.23 

最大 1.72 1.72 

最小 0.80 0.80 

標準偏差 0.20 0.21 

不合格率 0.11 0.13 
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表 8.5.7 せん断終局強度の検討に用いる試験体（ト形接合部）の概要 

  在来工法 機械式定着 

  全体 B ≦60(N/mm2)  

試験体数  27 23 34 

コンクリート強度 (N/mm2) 19.0～88.9 19.0～51.5 23.8～174 

梁主筋降伏強度 (N/mm2) 383～1092 383～1092 428～1172 

横補強筋降伏強度 (N/mm2) 271～877 271～877 301～1368 

梁引張主筋比 (%) 0.72～2.41 0.72～2.41 0.63～2.70 

接合部横補強筋比 (%) 0～1.17 0～1.17 0.25～0.78 

柱軸力比  0～0.60 0～0.60 0～0.11 

柱主筋定着長さの梁せいに対する比 0.51～0.90 0.51～0.90 0.5～1.0 

 

 

表 8.5.8 せん断終局強度計算値に対する実験値の比（ト形接合部） 

 在来工法 機械式定着 

 全体 B ≦60(N/mm2)  

試験体数 27 23 34 

平均 1.29 1.26 1.28 

最大 2.01 2.01 1.88 

最小 0.72 0.84 0.92 

標準偏差 0.32 0.32 0.23 

不合格率 0.19 0.17 0.09 
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表 8.5.9 せん断終局強度の検討に用いる試験体（T 形接合部）の概要 

  在来工法 機械式定着 

  全体 B ≦60(N/mm2)  

試験体数  2 同左 12 

コンクリート強度 (N/mm2) 23.0～32.1 同左 23.0～70.6 

柱主筋降伏強度 (N/mm2) 473～540 同左 431～741 

横補強筋降伏強度 (N/mm2) 258～278 同左 258～795 

柱鉄筋比 (%) 1.69～2.62 同左 1.69～2.62 

接合部横補強筋比 (%) 0.31～0.41 同左 0.25～0.41 

柱軸力比  0 同左 0 

柱主筋定着長さの梁せいに対する比 0.75～0.79 同左 0.75～1.0 

 

 

表 8.5.10 せん断終局強度計算値に対する実験値の比（T 形接合部） 

 在来工法 機械式定着 

 全体 B ≦60(N/mm2)  

試験体数 2 同左 12 

平均 0.99 同左 1.06 

最大 1.05 同左 1.19 

最小 0.93 同左 0.85 

標準偏差 0.09 同左 0.11 

不合格率 0.50 同左 0.33 
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表 8.5.11 せん断終局強度の検討に用いる試験体（L 形接合部）の概要 

  在来工法 機械式定着 

  全体 B ≦60(N/mm2)  

試験体数  14 同左 14 

コンクリート強度 (N/mm2) 20.5～40.2 同左 25.6～72.0 

梁主筋降伏強度 (N/mm2) 455～805 同左 458～805 

横補強筋降伏強度 (N/mm2) 278～1481 同左 278～780 

梁引張主筋比 (%) 0.36～1.90 同左 0.54～1.90 

接合部横補強筋比 (%) ０.0～0.52 同左 0.22～0.67 

柱軸力比  0 同左 0 

梁主筋定着長さの柱せいに対する比 0.75～0.83 (閉) 

0.76～0.96(開) 

同左 0.69～1.00(閉) 

0.67～1.00(開) 

 

 

表 8.5.12 せん断終局強度計算値に対する実験値の比（L 形接合部 / 閉じる方向） 

 在来工法 機械式定着 

 全体 B ≦60(N/mm2)  

試験体数 14 同左 13 

平均 1.51 同左 1.48 

最大 2.03 同左 1.72 

最小 1.01 同左 0.71 

標準偏差 0.33 同左 0.29 

不合格率 0 同左 0.08 

 

表 8.5.13 せん断終局強度計算値に対する実験値の比（L 形接合部 / 開く方向） 

 在来工法 機械式定着 

 全体 B ≦60(N/mm2)  

試験体数 11 同左 8 

平均 1.01 同左 1.13 

最大 1.19 同左 1.33 

最小 0.76 同左 0.83 

標準偏差 0.12 同左 0.17 

不合格率 0.36 同左 0.25 
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図 8.5.4 コンクリート強度とせん断終局強度の関係（十字形接合部） 
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図 8.5.5 コンクリート強度とせん断終局強度の関係（ト形接合部） 
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図 8.5.6 コンクリート強度とせん断終局強度の関係（T 形接合部） 
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(b) 開く方向 

図 8.5.7 コンクリート強度とせん断終局強度の関係（L 形接合部） 
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図 8.5.8 接合部せん断余裕度と破壊形式（十字形接合部） 
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図 8.5.9 接合部せん断余裕度と破壊形式（ト形接合部） 
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(a) 在来工法 (b) 機械式定着 

図 8.5.10 接合部せん断余裕度と破壊形式（T 形接合部） 
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(b) 機械式定着 

図 8.5.11 接合部せん断余裕度と破壊形式（L 形接合部） 
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図 8.5.12 接合部せん断余裕度と最大耐力（十字形接合部） 
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図 8.5.13 接合部せん断余裕度と最大耐力（ト形接合部） 
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(b) 精算式 

図 8.5.14 接合部せん断余裕度と最大耐力（T 形接合部） 
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(b)  精算式 

図 8.5.15 接合部せん断余裕度と最大耐力（L 形接合部 閉じる方向） 
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(b) 精算式 

図 8.5.16 接合部せん断余裕度と最大耐力（L 形接合部 開く方向） 
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8.5.4 接合部の変形をせん断ばねでモデル化する場合の復元力特性 

本項では，接合部の復元力特性を接合部せん断応力度と接合部せん断変形角の関係としてモデ

ル化した場合の精度を検討する。 

 

評価式と算定に用いる数値 

学会性能評価指針[8-11]では接合部に作用するせん断力とせん断変形との関係の骨格曲線は，せ

ん断ひび割れ発生時，パネルコンクリートの圧壊開始点，最大耐力点，耐力低下点を結んだ四つ

折れ線でモデル化するように定めている。各特性点は以下の通りである。 

 

a) せん断ひび割れ発生点 

0
2   ttsc ff  （式 8.16） 

cscsc G   （式 8.17） 

 

ここで， 

Btf 4.0 ：コンクリートのひび割れ強度(N/mm2) 

B：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

0：柱軸応力度(N/mm2) 

Gc：コンクリートのせん断剛性 

 

b) パネルコンクリート圧壊開始点 

jufc  85.0  （式 8.18） 

%4.0fc  （式 8.19） 

 

ここで，juは式 8.16 による。 

 

c) 最大耐力点 

jju F   （式 8.20） 

%0.1ju  （式 8.21） 

 

ここで， 

 ：柱梁接合部の形状による係数で下記による 

  =1.0 ：十字形柱梁接合部 

  =0.7 ：ト形および T 形柱梁接合部 

  =0.4 ：L 形およびΓ形柱梁接合部 

 ：直交梁の有無による補正係数で下記による 

  =1.0 ：両面直交梁付き柱梁接合部 

  =0.85 ：上記以外の柱梁接合部 

Fj ：柱梁接合部のせん断強度の基準値で次式による 

 Fj = 0.8B0.7 (N/mm2) （式 8.22） 
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B ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

 

d) 耐力低下点 

jujd  8.0  （式 8.23） 

%0.2fc  （式 8.24） 

 

上記の評価式の適用にあたっては，コンクリートの圧縮強度は報告に記載の値とし，コンクリ

ートのせん断剛性は 8.5.1 項に示した弾性剛性の評価法に従い式 8.6 によった。 

 

評価式の精度 

復元力特性の評価式の精度検証は 8.2節に記した平成 24年度以前の建築基準整備促進事業によ

り実施された実験の詳細な測定データの提供を受け，それらを対象に行った。 

復元力特性の適合度を定量的に評価することは難しいが，ここでは実験で測定された接合部の

せん断力とせん断変形角の関係の包絡線（各加力サイクルのピーク時の点を結んだもの）と式 8.16

～式 8.24 による骨格曲線を比較して図 8.5.17 に示す。各図の試験体は同一の材料を用い柱・梁

はそれぞれ同形状でかつ梁配筋が同一であり，すなわち接合部のモデル化にあたっては骨格曲線

が同一となる試験体である。また，試験体はいずれも梁主筋の降伏後に接合部に破壊と変形が集

中する破壊となったものである。 

接合部にひび割れが生じた後の剛性は試験体によりばらつきがあり，柱配筋や接合部横補強筋

の量の影響を受けていることがわかる。また，学会性能評価指針では梁降伏型の架構では梁主筋

降伏時の接合部のせん断応力度が骨格曲線上の第 2 折れ点（圧壊開始点）のせん断応力度以下で

あればそれ以上接合部の変形は増大しないとされている。しかし，試験体 B01・B04，試験体 1N

～4，試験体 L01～L03・M01～M02 のように計算上は梁主筋降伏時のせん断応力度が圧壊開始

時のそれ以下であっても，主筋降伏後に接合部の変形が増大していた。 
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(a) 十字形接合部 
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(b) ト形接合部 

図 8.5.17 接合部の復元力特性の計算値と実験値 
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8.5.5 柱梁接合部の終局モーメント 

本項では，塩原・楠原の提案する柱梁接合部のモーメントに対する抵抗機構に基づいた終局強

度についての検討を行う。 

これは，梁および柱の主筋が柱梁接合部内で降伏することにより柱梁接合部が伝達できるモー

メントが上限に達するとするもので，終局強度はこのときに柱梁接合部に作用するモーメントと

して表わされる[8-13][8-8]。 

また，主筋の降伏の前にコンクリートが柱梁接合部内で圧壊して接合部の破壊が生じる現象は，

従来は接合部のせん断破壊と呼ばれている。一方，塩原はこの現象をやはり柱梁接合部のモーメ

ントに対する抵抗機構に基づいて説明し，コンクリートが終局状態に達すると同時に主筋が降伏

する破壊を釣り合い破壊，このときの主筋量を接合部の釣り合い破壊を生じさせないための限界

補強量と呼んでいる。そして，降伏時の主筋の引張力がこの限界補強量より多い場合に主筋降伏

前の接合部破壊が生じるとしている[8-13][8-14]。 

以下では，釣り合い鉄筋量と接合部の破壊形式の関係および接合部の終局モーメントを考慮し

た場合の部分架構の終局強度の推定精度についての検討を行うこととした。 

 

(1) 十字形接合部 

文献[8-15]に示された計算式に従い，限界補強量および接合部の終局モーメントを以下のように

算定する。 

 

限界補強量 

まず，釣り合い破壊時の接合部中央のコンクリートストラットの幅を表わす係数1を次の 2 次

方程式を解くことにより得る。このとき，部材端のせん断力の影響は無視し，さらに接合部横補

強筋及び柱中段筋のひずみは小さいものとしてこれらの応力も無視している。なお，梁の上端と

下端で配筋が異なる場合は鉄筋の断面積等は上下の平均を用いた。 
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b AE
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2
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12
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 （式 8.25） 

 

ここで， 

Tb1，Tc1：梁および柱の引張側主筋の引張力で以下による（これらを式 8.25 に代入する

ことで1に関する 2 次方程式となる） 

 cbcb fDb
R

T 31121 1
1 


  （式 8.26） 

 
211

1
31121

c
cccc

NfDb
R

T 


   （式 8.27） 

Tb2，Tc2：梁および柱の圧縮側主筋の引張力で以下による 

   cbbbb fDbgT 32 1
2
1   （式 8.28） 
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2

1
2
1

32
c

ccbcc
NfDbgT    （式 8.29） 

1：接合部中央のコンクリートストラットの幅の接合部パネルの頂点から接合部パネル

の対角線までの距離に対する比 

2x，2y：接合部入隅部のコンクリートストラットの幅の梁せいおよび柱せいに対する比

で以下による 

  b
cbb

b
x g

fDb
T

 1
2
11

13

2

1
2 
  （式 8.30） 

  c
ccb

cc
y g

fDb
NT




 1
2
121

13

2

1
2 
  （式 8.31） 

Nc：柱軸力 

bb，bc：梁および柱の断面の幅 

Db，Dc：梁および柱の断面のせい 

gb，gc：梁および柱の引張側の主筋と圧縮側の主筋の距離の断面せいに対する比 

R：柱梁接合部のアスペクト比（= Db /Dc） 

fc：接合部のコンクリートの圧縮強度 

u：コンクリートの終局ひずみで 0.3%とする 

1，3：コンクリートの応力分布をストレスブロックに置換する場合の係数で ACI 規準

による 

Es：鉄筋のヤング率 

Ab，Ac：梁および柱の引張主筋の断面積 

 

得られた1を用いて釣り合い破壊時のモーメント Mjbは次式により算定する。 
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 （式 8.32） 

 

ただし， 

  cbbbcbcbjh fDbgfDb
R

g
R

M 3
22

3
2

111122 1
4
1

1
1

1
1  












  （式 8.33） 

bh g2   （式 8.34） 

  ccbcccccjv fDbgfDb
R

g
R

M 3
22

3
2

111122 1
4
1

11
1

11
1  













  （式 8.35） 

cv g2   （式 8.36） 

 

以上の結果を用いて限界補強量を算定する。 

 

H
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21
1

3112   （式 8.37） 
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L
MTN

fDb
R

T jbmyc
cccc 







211
1

31121   （式 8.38） 

 

ここで， 

Thy：接合部の横補強筋の降伏強度 

Tmy：柱の中段筋の降伏強度 

H：柱スパン 

L：梁スパン 

 

終局モーメント 

十字形接合部の終局モーメントは次式により算定する。 
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 （式 8.39） 

 

ただし， 
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  （式 8.40） 
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  （式 8.41） 
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  （式 8.42） 
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TNT
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  （式 8.43） 

 

ここで， 

Tb1：梁の引張側主筋の引張力で，梁の引張主筋の降伏強度 Tbyと限界補強量 Tbbの小さ

い方 

  bbbyb TTT ,min1   

Tb1：柱の引張側主筋の引張力で，柱の引張主筋の降伏強度 Tcy と限界補強量 Tcb の小さ

い方 

  cbcyc TTT ,min1   

 

ただし，算出される梁圧縮側主筋の応力は以下の制限を満足する必要がある。 

bybby TTT  2  かつ by
y

u
busb TAET


 2  （式 8.44） 

ここで， 

Tb2：梁の圧縮側主筋引張力で次式による 



第 8 章 柱梁接合部 
 

8-59 
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fDbgT juhy

cbbbb 
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32   （式 8.45） 

y：鉄筋の降伏ひずみ 

 

式 8.44 を満足しない場合は Tb2の値を式 8.44 の制限の値とし，式 8.40 に代えて式 8.46 を，式

8.41 に代えて式 8.47 を式 8.39 に代入する。 
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 （式 8.46） 
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  （式 8.47） 

 

ここで， 

b：梁の引張主筋と圧縮側主筋の応力の比（=Tb2 / Tb1） 

 

同様に柱圧縮側主筋の応力も以下の制限を考慮する。 

cyccy TTT  2  かつ cy
y

u
cusc TAET


 2  （式 8.48） 

ここで， 

Tc2：柱の圧縮側主筋引張力で次式による 

  
L

MTN
fDbgT jumyc
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32   （式 8.49） 

式 8.48 を満足しない場合は Tc2の値を式 8.48 の制限の値とし，式 8.42 に代えて式 8.50 を，式

8.43 に代えて式 8.51 を式 8.39 に代入する。 
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 （式 8.50） 
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  （式 8.51） 

 

ここで， 

c：柱の引張主筋と圧縮側主筋の応力の比（=Tc2 / Tc1） 
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(a) 鉄筋の応力 
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(b) コンクリートの応力 

図 8.5.18 十字形接合部の仮想断面上の応力[8-15] 

 

(2) ト形接合部 

文献[8-16]に示された計算式に従い，限界補強量および接合部の終局モーメントを以下のように

算定する。 

 

限界補強量 

まず，釣り合い破壊時の接合部中央のコンクリートストラットの幅を表わす係数1を次の 2 次

方程式を解くことにより得る。このとき，部材端のせん断力の影響は無視し，さらに接合部横補

強筋，柱中段筋および梁主筋の定着端でひび割れを横切る部分のひずみは小さいものとしてこれ

らの応力も無視している。なお，梁の上端と下端で配筋が異なる場合は鉄筋の断面積等は上下の

平均を用いた。 

 

折り曲げ定着の場合 
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 （式 8.52） 

ただし 
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ここで 

Tb1，Tc1：梁および柱の引張側主筋の引張力で以下による 
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 （式 8.55） 

Tb2，Tc2：梁および柱の圧縮側主筋の引張力で以下による 

   ahcbbbb TfDbgT  32 1
2
1   （式 8.56） 
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 （式 8.57） 

Tb3：梁主筋の定着端における応力で引張主筋の応力のa 倍とする（以下の検討では

a=0.5 とした） 

Tah，Tav：梁主筋の定着端で斜めひび割れを横切る位置での引張力の水平および鉛直成

分で以下による 
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1：接合部中央のコンクリートストラットの幅の接合部パネルの頂点から接合部パネル

の対角線までの距離に対する比 

2x，2y：接合部入隅部のコンクリートストラットの幅の梁せいおよび柱せいに対する比

で以下による 
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  （式 8.59） 

Nc：柱軸力 

bb，bc：梁および柱の断面の幅 

Db，Dc：梁および柱の断面のせい 

gb，gc：梁および柱の引張側の主筋と圧縮側の主筋の距離の断面せいに対する比 

R：柱梁接合部のアスペクト比（= Db /Dc） 

Rh：梁の有効せいの主筋定着長さに対する比（=   21 bgR  ） 

：梁主筋定着長さの柱せいに対する比 

fc：接合部のコンクリートの圧縮強度 

u：コンクリートの終局ひずみで 0.3%とする 

1，3：コンクリートの応力分布をストレスブロックに置換する場合の係数で ACI 規準

による 

Es：鉄筋のヤング率 

Ab，Ac：梁および柱の引張主筋の断面積 
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なお，本来は外側主筋の応力 Teは上柱のモーメントと下柱のモーメントが等しくなるように定

めるため1 の値に応じて変化し，精確に求めるためには収束計算等が必要となる。しかし，ここ

では簡単のため式 8.55 と式 8.57 では，梁および柱の主筋間距離比を 1 とし，上下の柱のモーメ

ントが等しいことを表わす条件式で 2 次項を無視することによって得られる以下の簡略式を代入

して式変形を行っている。（接合部横補強筋，柱中段筋の応力は無視） 
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機械式定着の場合 
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 （式 8.61） 

ただし 
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ここで，機械式定着にあっては Tah，Tavはゼロとし，他の記号は折り曲げ定着の場合と同様と

する。 

得られた1を用いて釣り合い破壊時のモーメント Mjbは次式により算定する。 
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ただし， 
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  （式 8.64） 

bh g2   （式 8.65） 

 

  ccbc

ccc
hh

c
hh

ccbcccc
h

c
h

jv

fDbg

fDb
RR

Rg
R
R

R

fDbgfDb
R
eeg

R
eM

3
22

3
2

11112

2

2

3
22

3
2

111122

1
4
1

11
1

1
2
1

11
1

1
4
1

11
21

2
11

21































































 （式 8.66） 

cv g2   （式 8.67） 

ここで， 

Ta：梁主筋定着端で斜めひび割れを横切る引張力で以下による 
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Tah：Taの水平成分で以下による 
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e：正負の斜めひび割れの交点の偏心量の柱せいに対する比 
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以上の結果を用いて限界補強量を算定する。設計での適用を念頭に，算出される値が安全側と

なるよう，接合部横補強筋および柱帯筋の応力はゼロ，柱中段筋の応力は降伏強度としている。 
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 （式 8.70） 

ここで， 

Tmy：柱の中段筋の降伏強度 

H：柱スパン 

L：梁スパン 

r：梁側の主筋が引張となる柱の梁せん断力による変動軸力の梁せん断力に対する比（以

下の検討では加力方法によらず r=0.0 とした） 
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終局モーメント 

ト形接合部の終局モーメントはいかに従って算出される 3 つの終局モーメントのうち最小のも

のとする。 

 

a) 柱梁接合部の斜めひび割れ面の終局モーメント 
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ただし， 
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 （式 8.72） 
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 （式 8.74） 
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  （式 8.75） 

 

ここで， 

Tb1：梁の引張側主筋の引張力で，梁の引張主筋の降伏強度 Tbyと限界補強量 Tbbの小さ

い方 

  bbbyb TTT ,min1   

Tb1：柱の引張側主筋の引張力で，柱の引張主筋の降伏強度 Tcy と限界補強量 Tcb の小さ

い方 

  cbcyc TTT ,min1   

Tmy：柱の中段筋の降伏強度 

Thy：接合部横補強筋の降伏強度 

Tsy：接合部の斜めひび割れを横切る柱帯筋の降伏強度 

Ta：梁主筋定着端で斜めひび割れを横切る引張力で以下による 
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Tah，Tav：梁主筋の定着端で斜めひび割れを横切る位置での引張力の水平および鉛直成

分で以下による 
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Te：外側の柱主筋の引張力で以下による 
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（式 8.76） 

 

ただし，算出される梁圧縮側主筋の応力は以下の制限を満足する必要がある。 
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 2  （式 8.77） 

ここで， 

Tb2：梁の圧縮側主筋引張力で次式による 
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   （式 8.78） 

y：鉄筋の降伏ひずみ 

 

式 8.77 を満足しない場合は Tb2の値を式 8.77 の制限の値とし，式 8.72 に代えて式 8.79 を，式

8.73 に代えて式 8.80 を式 8.71 に代入する。 
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 （式 8.79） 
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  （式 8.80） 

 

ここで， 

b：梁の引張主筋と圧縮側主筋の応力の比（=Tb2 / Tb1） 

 

同様に柱圧縮側主筋の応力も以下の制限を考慮する。 
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cyccy TTT  2  かつ cy
y

u
cusc TAET


 2  （式 8.81） 

ここで， 

Tc2：柱の圧縮側主筋引張力で次式による 
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   （式 8.82） 

式 8.81 を満足しない場合は Tb2の値を式 8.81 の制限の値とし，式 8.74 に代えて式 8.83 を，式

8.75 に代えて式 8.51 を式 8.84 に代入する。 
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 （式 8.83） 
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  （式 8.84） 

 

ここで， 

c：柱の引張主筋と圧縮側主筋の応力の比（=Tc2 / Tc1） 
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図 8.5.19 ト形接合部の斜めひび割れによる仮想断面上の応力[8-16] 
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b) 外側柱主筋と横補強筋の降伏による終局モーメント 
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ただし， 
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bh g2   （式 8.87） 
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  cv gr 122  （式 8.89） 

ここで， 

Ta：梁主筋定着端で斜めひび割れを横切る引張力で以下による 
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Tah，Tav：梁主筋の定着端で斜めひび割れを横切る位置での引張力の水平および鉛直成

分で以下による 
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柱梁接合部の斜めひび割れ面の終局モーメントの場合と同様に圧縮側の主筋の応力を考慮する。 
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 2  （式 8.90） 

ここで， 

Tb2：梁の圧縮側主筋引張力で次式による 
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式 8.90 を満足しない場合は Tb2の値を式 8.90 の制限の値とし，式 8.86 に代えて式 8.92 を，式

8.87 に代えて式 8.93 を式 8.85 に代入する。 
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同様に柱圧縮側主筋の応力も以下の制限を考慮する。 

cyccy TTT  2  かつ cy
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u
cusc TAET


 2  （式 8.94） 

ここで， 

Tc2：柱の圧縮側主筋引張力で次式による 
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式 8.94 を満足しない場合は Tb2の値を式 8.94 の制限の値とし，式 8.88 に代えて式 8.96 を，式

8.89 に代えて式 8.97 を式 8.85 に代入する。 
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 （式 8.96） 
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  （式 8.97） 

 

ここで， 

c：圧縮側主筋の応力の比（=Tc2 / Tcy） 

 

c)  柱端のひび割れ面の終局モーメント 
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bh g2   （式 8.100） 
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 （式 8.101） 
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ここで， 

Ta：梁主筋定着端で斜めひび割れを横切る引張力で以下による 
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Te：外側の柱主筋の引張力で以下による 
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    （式 8.103） 

 

柱梁接合部の斜めひび割れ面の終局モーメントの場合と同様に圧縮側の主筋の応力を考慮する。 
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 2  （式 8.104） 

ここで， 

Tb2：梁の圧縮側主筋引張力で次式による 
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式 8.104を満足しない場合はTb2の値を式 8.104の制限の値とし，式 8.99に代えて式 8.106を，

式 8.100 に代えて式 8.107 を式 8.98 に代入する。 
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 （式 8.106） 
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  （式 8.107） 

 

同様に柱圧縮側主筋の応力も以下の制限を考慮する。 

cyccy TTT  2  かつ cy
y

u
cusc TAET


 2  （式 8.108） 

ここで， 

Tc2：柱の圧縮側主筋引張力で次式による 
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   （式 8.109） 

 

式 8.108 を満足しない場合は Tb2の値を式 8.108 の制限の値とし，式 8.101 に代えて式 8.110

を，式 8.102 に代えて式 8.111 を式 8.98 に代入する。 
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 （式 8.110） 
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   （式 8.111） 

ここで， 

c：縮側主筋の応力の比（=Tc2 / Tcy） 
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図 8.5.20 ト形接合部の柱端と斜めひび割れによる仮想断面上の応力[8-16] 
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(3) L 形接合部 

文献[8-4]の付録に示された計算式に従い，限界補強量および接合部の終局モーメントを以下の

ように算定する。 

 

限界補強量 

まず，釣り合い破壊時の接合部中央のコンクリートストラットの幅を表わす係数1を次の 2 次

方程式を解くことにより得る。このとき，部材端のせん断力の影響は無視し，さらに接合部横補

強筋及び柱中段筋のひずみは小さいものとしてこれらの応力も無視している。 
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 （式 8.112） 

ただし， 
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ここで， 

1：接合部中央のコンクリートストラットの幅の接合部パネルの頂点から梁と柱の定着

端を結ぶ線までの距離 

bb，bc：梁および柱の断面の幅 

Db，Dc：梁および柱の断面のせい 

gb，gc：梁および柱の引張側の主筋と圧縮側の主筋の距離の断面せいに対する比 

ldh，ldv：梁および柱主筋の定着長さ 

h：梁主筋定着長さの柱せいに対する比 

v：柱主筋定着長さの梁せいに対する比 

R：柱梁接合部のアスペクト比（= Db /Dc） 

fc：接合部のコンクリートの圧縮強度 

u：コンクリートの終局ひずみで 0.3%とする 

1，3：コンクリートの応力分布をストレスブロックに置換する場合の係数で ACI 規準

による 

Es：鉄筋のヤング率 

Ab，Ac：梁および柱の引張主筋の断面積 

b，c：梁および柱主筋の定着端における引張力の部材端での引張力に対する比（以下
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の検討では 0.5 とする） 

 

得られた1を用いて釣り合い破壊時のモーメント Mjbは次式により算定する。 
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 （式 8.113） 

 

ただし， 
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    （式 8.114） 

bh g2   （式 8.115） 
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    （式 8.116） 

cv g2   （式 8.117） 

 

以上の結果を用いて次のように限界補強量を算定する。 
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   （式 8.119） 

 

終局モーメント 

加力の方向別にそれぞれ以下のように算定する。 

 

a) 開く方向 
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 （式 8.120） 

 

ただし， 

  cbcbbh
b

bb
cbc

b
bjh fDbgDTgDT

fDb
TegM 3

22
1

3

1 1
8
1

2
2 











  （式 8.121） 
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  （式 8.122） 
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  （式 8.123） 
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  （式 8.124） 

ここで， 

Tb1：梁の引張側主筋の引張力で，梁の引張主筋の降伏強度 Tbyと限界補強量 Tbbの小さ

い方 

  bbbyb TTT ,min1   

Tb1：柱の引張側主筋の引張力で，柱の引張主筋の降伏強度 Tcy と限界補強量 Tcb の小さ

い方 

  cbcyc TTT ,min1   

Th：接合部横補強筋の引張力で，降伏強度と次式による値の小さい方 

    














  cbbcbmy

c

b
h fDbg

R
gT

R
g

g
T 3

2
2

2 1
1

1
4
11   

Tm：柱の中段筋の引張力で，降伏強度と次式による値の小さい方 
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e：接合部芯と斜めひび割れの交点の偏心量 
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図 8.5.21 L 形接合部の開く方向での仮想断面上の応力[8-4] 

 



第 8 章 柱梁接合部 

8-74 

b) 閉じる方向 
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 （式 8.125） 

 

ただし， 
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 （式 8.126） 

bh g2   （式 8.127） 

  ccbccmycjv fDbgDTgM 3
221

4
1   （式 8.128） 

cv g2   （式 8.129） 
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図 8.5.22 L 形接合部の開く方向での仮想断面上の応力[8-4] 

 

(4) 評価式の精度 

限界補強量 

図 8.5.23 に試験体の諸元から求めた主筋の降伏強度の限界補強量に対する比の度数分布を試

験体の形状別に示す。降伏強度の限界補強量に対する比が 1 を超えると主筋降伏前にコンクリー

トが終局状態に達することを表わしている。L 形接合部では開く方向のみ評価式があるので，閉

じる方向は示していない。 

いずれの形状の場合も 1 より小さい（主筋量は限界補強量以下）範囲にも J 型の試験体が含ま

れている。理由との 1 つとして，塩原らのモデルでは主筋は接合部に生じる斜めひび割れを横切

る位置で降伏するとしているのに対し，実験の多くでは柱・梁フェースでのみ鉄筋のひずみを測

定しており，必ずしも接合部内での主筋の降伏の有無は確認されていないことが考えられる。主

筋降伏前の接合部破壊を生じさせないための設計式として用いるには安全側の評価とはいえず，
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ばらつきに対して一定の配慮が必要といえる。 

一方，梁や柱の主筋の降伏が確認されている B 型，BJ 型の試験体のほとんどでは主筋量は限

界補強量以下であった。 
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(b) ト形接合部 
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(c) L 形接合部（開く方向） 

図 8.5.23 接合部の限界補強量と破壊形式 
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終局モーメント 

図 8.5.24 に接合部の終局強度時の層せん断力の梁・柱の曲げ終局時の小さい方に対する比の度

数分布を示す。ここで，梁・柱の曲げ終局強度は平面保持の仮定を用い，コンクリートの応力分

布を矩形のストレスブロックに置換して求めたものである。この比が 1 以下だと梁・柱の曲げ強

度が発揮されないと考えられるものである。接合部の破壊，あるいは損傷が大きかったと考えら

れる J 型，BJ 型が必ずしも 1 以下の範囲にあるわけではない。これは，特にこの比が 1 に近い

範囲では接合部の変形も大きくひび割れの拡大やコンクリートの圧壊が避けられないことも一因

と考えられる。B 型，つまり梁曲げ破壊となった試験体のほとんどは接合部の終局強度は梁・柱

の曲げ終局強度以上であった。 

図 8.5.25 に接合部の終局強度時の層せん断力の梁・柱の曲げ終局時の小さい方に対する比と実

験における最大層せん断力の梁・柱の曲げ終局時層せん断力に対する比の関係を示す。図中の破

線が最大層せん断力の計算値になる。また，表 8.5.14 に実験値の計算値に対する比の平均等をま

とめたものを示す。ただし，表中の値は，接合部の終局強度時の層せん断力計算値が梁・柱の曲

げ終局時の計算値の小さい方より小さい試験体のみを対象とした場合である。 

十字形接合部では破壊形式によらず計算値は概ね実験値と適合しており，ばらつきも比較的小

さい。ト形接合部では，機械式定着では計算値は実験値と適合しているといえる。一方，在来工

法（折り曲げ定着）の場合では計算値は実験値に対して過大評価であり，特に J 型の試験体では

その差が大きい。計算値が過大評価となるのは，計算にあたって折り曲げ部での応力を一律に柱

フェースでの応力の 0.4 倍と仮定しているが，これが大きすぎるためである可能性がある。L 形

接合部の閉じる方向では限界補強量の評価がないこともあり全体的に計算値の適合性は悪い。一

方，開く方向ではばらつきはそれほど大きくないが，全体的に計算値は過大評価の傾向があると

いえる。 

 

 

表 8.5.14 終局強度の評価精度 

 十字形 ト形 L 形 

閉じる 開く 

在来 機械式 在来 機械式 在来 機械式

試験体数 100 16 58 5 － 14 19 

平均 1.03 0.77 1.01 1.43 － 0.76 0.97 

最大 1.53 1.30 1.32 1.72 － 1.45 1.22 

最小 0.69 0.56 0.59 1.12 － 0.60 0.59 

標準偏差 0.16 0.19 0.16 0.22 － 0.21 0.19 

 



第 8 章 柱梁接合部 
 

8-77 

 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf
0

10

20

30

40

50

60

70

80

J

BJ,CJ

B,C

接合部終局強度 / 梁・柱曲げ終局強度

試
験
体
数

 
(a) 十字形接合部 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf
0

10

20

30

40

50

J

BJ,CJ

B,C

接合部終局強度 / 梁・柱曲げ終局強度

試
験
体
数

在来工法

 
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf

0

10

20

30

40

50

J

BJ,CJ

B,C

接合部終局強度 / 梁・柱曲げ終局強度

試
験
体
数

機械式定着

(b) ト形接合部 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf
0

10

20

30

40

J

BJ,CJ

B,C

接合部終局強度 / 梁・柱曲げ終局強度

試
験
体
数

在来工法

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf
0

10

20

30

40

J

BJ,CJ

B,C

接合部終局強度 / 梁・柱曲げ終局強度

試
験
体
数

機械式定着

 
(c) L 形接合部（閉じる方向） 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf
0

10

20

30

40

J

BJ,CJ

B,C

接合部終局強度 / 梁・柱曲げ終局強度

試
験
体
数

在来工法

 
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf

0

10

20

30

40

J

BJ,CJ

B,C

接合部終局強度 / 梁・柱曲げ終局強度

試
験
体
数

機械式定着

 
(d) L 形接合部（開く方向） 

図 8.5.24 接合部の終局強度と破壊形式 
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(b) ト形接合部 

図 8.5.25 接合部の終局強度と最大耐力 
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(c) L 形接合部（閉じる方向） 
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(d) L 形接合部（開く方向） 

図 8.5.25 接合部の終局強度と最大耐力（つづき） 
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8.5.6 部分架構の降伏強度および終局強度 

梁や柱の部材実験では，梁または柱のみをとりだし，両端に加力用のスタブを設けて部

材端は固定端とみなす試験体が多い。しかし，実際の架構では柱や梁は柱梁接合部に接合

されており，柱梁接合部の状態によっては必ずしも部材端は固定端とみなせない状態とな

る。そのため，架構内では部材実験で確認された性能が発揮されない可能性も否定できな

い。 

一方，柱梁接合部の実験は柱と梁の反曲点で切り出された部分架構で行われることが多

く，実際の架構により近いと考えられる。そこで，本項では柱梁接合部部分架構について，

梁または柱の強度評価式により推定される強度と実験値の比較を行い，評価式の精度を検

討する。 

 

(1) 梁主筋降伏時の層せん断力 

梁主筋降伏時のモーメントは，略算値と精算値の両方を求めた。略算値は，梁の主筋量が釣り

合い鉄筋比以下の場合に適用できる次式によった。 

 

jaM yty   （式 8.130） 

ただし， 

 dj
8
7

  

ここで， 

at ：引張主筋の断面積 

y ：引張主筋の降伏強度 

d ：梁の有効せい（多段配筋の場合は鉄筋の重心位置） 

 

精算値は，鉄筋の応力度－ひずみ度関係をバイリニア形，コンクリートの応力度－ひずみ度関

係を Fafitis-Shah モデルとした平面保持を仮定した断面解析で 1 段目の主筋が降伏したときのモ

ーメントとした。 

このようにして求めた梁断面の降伏モーメントを，危険断面を柱フェース位置として層せん断

力に換算した。 

 

 HLD
M

Q
c

y
y 




1
 （式 8.131） 

 

ここで， 

My：梁断面の降伏モーメント 

L：梁のスパン長さ 

H：柱のスパン長さ 

Dc：柱断面のせい 
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十字形接合部およびト形接合部について，実験値の計算値に対する比を図 8.5.26，図 8.5.27

に示す。実験値は，8.4.4 で述べた通り多段配筋の場合には 1 段目の主筋降伏時である。実験値の

計算値に対する比の平均は，十字形部分架構では略算値に対して 0.97，精算値に対しては 1.00

であった。ト形部分架構では略算値に対して 0.97，精算値に対して 0.95 となった。ばらつきは大

きくないが，全体として計算値は実験値を精度よく評価しているものの，やや過大に評価する傾

向となった。また，柱と梁の曲げ強度の比が小さい（1 に近い）試験体のほうが実験値の計算値

に対する比が小さくなる傾向があった。 
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(b) 精算値 

図 8.5.26 梁主筋降伏時層せん断力の実験値と計算値（十字形接合部） 
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(b) 精算値 

図 8.5.27 梁主筋降伏時層せん断力の実験値と計算値（ト形接合部） 

 



第 8 章 柱梁接合部 
 

8-83 

(2) 梁・柱の曲げ終局時の層せん断力 

断面の終局モーメントの略算値は前述の技術基準解説書[8-10]に示された梁および柱の曲げ終

局モーメント（式 8.13~8.15）によった。このとき，T 形および L 形接合部では梁に柱せん断力

と釣り合う分の変動軸力が生じるがこれは無視した。また，ト形および L 形接合部では柱の軸力

には梁の曲げ終局時の梁せん断力による変動分を考慮した。 

一方，精算値は断面の終局モーメントを，鉄筋の応力度－ひずみ度関係をバイリニア形，コン

クリートの応力度－ひずみ度関係を Fafitis-Shah モデルとした平面保持を仮定した断面解析によ

り求め，圧縮縁のコンクリートのひずみ度が 0.3%に達した時のモーメントとした。ただし，高強

度鉄筋を用いている場合などのように主筋降伏時のモーメントがこれを上回る場合には，主筋降

伏時のモーメントを終局強度とした。また，断面解析を用いた精算ではト形接合部，T 形接合部，

L 形接合部については実験時の加力方法に応じて生じる梁や柱の変動軸力を考慮した。 

梁・柱の曲げ終局時の層せん断力は，柱フェースまたは梁フェースで終局モーメントに達する

ものとして，次式により終局モーメントから換算した。 

 

 

 















（Ｔ形，Ｌ形）

（十字形，ト形）

21

1
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bu  （式 8.132） 
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M
H
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Q
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cu

cu  （式 8.133） 

 

ここで， 

Mbu，Mcu：梁および柱断面の曲げ終局モーメント 

L：梁のスパン長さ 

H：柱のスパン長さ 

Dc：柱断面のせい 

 

図 8.5.28～図 8.5.32 に梁曲げ終局強度時に対する実験値の比を示す。図の横軸は柱梁曲げ強

度比（柱曲げ終局時と梁曲げ終局時の比，T 形接合部では梁柱曲げ強度比）であり，図中の破線

が計算値を示している。検討の対象は主筋が降伏している B 型，BJ 型の試験体とした。ただし，

これらの中でも現在の耐震設計の枠組みでは設計されない接合部せん断余裕度が 1 以下の試験体

は除外した。 

十字形接合部の場合，実験値の計算値に対する比の平均は略算値に対して 1.09，精算値に対し

て 1.05 となった。ばらつきも小さく計算値の評価精度は高いといえるが，柱と梁の曲げ強度が近

い範囲には実験値が計算値を大きく下回る試験体が存在する。 

ト形接合部の場合，実験値の計算値に対する比の平均は略算値に対して 1.12，精算値に対して

1.10 となった。精算値に対してみると，柱と梁の曲げ強度が近い範囲では実験値は計算値を下回
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っている。一方，略算値の場合は，柱の曲げ強度時のほうが小さく計算値が柱曲げ強度時で決ま

る範囲では計算値が実験値を過小評価しており，ばらつきも大きかった。 

T 形接合部の場合，実験値の計算値に対する比の平均は略算値に対して 1.59，精算値に対して

は 1.07 となった。精算値は実験値に対して精度よく推定しているといえる。略算値では柱の曲げ

強度が小さい範囲で実験値に対して計算値が小さく，柱の曲げ強度の略算値は実験値に対して過

小評価となった。 

L 形接合部の場合，閉じる方向では実験値の計算値に対する比の平均は略算値に対して 1.48，

精算値に対して 1.17 となった。略算値では梁に生じる圧縮軸力を考慮しておらず，そのため計算

値は実験値に対して過小評価となった。精算値ではばらつきは小さいがやや過小評価といえる。

一方，開く方向では実験値の計算値に対する比の平均は略算値に対して1.07，精算値に対して1.02

となった。略算値では梁の引張軸力を考慮していない分やや計算値は実験値に対して過大評価す

る傾向があるが，柱の曲げ強度が小さい範囲では計算値は実験値を過小評価している。精算値と

実験値はよく適合しているが，十字形接合部やト形接合部の場合と同様に柱と梁の曲げ強度が近

い範囲では計算値を下回る試験体が多く存在した。 
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(b) 精算値 

図 8.5.28 最大層せん断力実験値と梁・柱曲げ終局時計算値（十字形接合部） 
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(b) 精算値 

図 8.5.29 最大層せん断力実験値と梁・柱曲げ終局時計算値（ト形接合部） 
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(b) 精算値 

図 8.5.30 最大層せん断力実験値と梁・柱曲げ終局時計算値（T 形接合部） 
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(b) 精算値 

図 8.5.31 最大層せん断力実験値と梁・柱曲げ終局時計算値（L 形接合部 閉じる方向） 
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(b) 精算値 

図 8.5.32 最大層せん断力実験値と梁・柱曲げ終局時計算値（L 形接合部 開く方向） 
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8.6 まとめ 

本章では，柱梁接合部の既往の実験データを整理した。さらに，既往の評価式による計算値と

実験値との比較，検討を行い，各評価式の精度について示した。検討の結果を以下にまとめる。 

 

(1) 試験体データベースについて 

十字形，ト形の試験体に比べるとＴ形，Ｌ形の試験体の数は少なく，特に主筋を折り曲げ定着

の試験体の数が少ない。また，柱梁接合部の性状に影響を及ぼすとの指摘がある柱と梁の曲げ強

度の比が 2 を超える試験体が多く，実務で用いられる 1～1.5 程度の範囲にある試験体が少なかっ

た。 

本研究で収集した試験体の諸元の範囲は 8.2 節の述べた通りであるが，普通コンクリートに対

して主筋，横補強筋によらず 900(N/mm2)を超える鉄筋を用いるなど，材料強度のバランスが実

構造物とは異なり著しく悪いものも見られ，さらに前述の柱梁曲げ強度比のように試験体のもつ

構造特性が実構造物のそれとは異なるものも少なくない。そのため，データベースに収集された

試験体データを用いてさまざまな設計因子の影響の検討を行う場合などは注意が必要である。ま

た，近年の工法開発に伴う実験では，本研究では除外しているが鉄筋継手の有無などの違いのみ

の試験体も見られ，そのため単純に統計処理をすると結果的にその試験体に重み付けをしている

ことと同等になってしまう場合があることに注意が必要である。 

論文集等に発表された文献では紙面の制約もあるのであろうが，試験体の諸元，実験結果とも

十分に記載されていない例も多かった。特に柱，梁の鉄筋位置の情報が欠けている文献が比較的

多かった。また，加力における試験体端部の拘束条件，ジャッキ等の制御方法などが十分に記述

されていないものも多かった。いずれも実験データの信頼性の検証には不可欠な情報であり，文

献中への記載が増えることが望まれる。 

実験結果については，主筋の降伏の有無が明記されていない文献もあり，また，実験結果のう

ちひび割れ発生時や主筋降伏時の荷重や変形の記載がない文献も多く，評価式の精度検証に際し

ても最大耐力時に比べると検討に用いることができる試験体が著しく少なくなった。 

 

(2) 評価式の精度検証の結果について 

接合部せん断変形角と接合部せん断応力度関係における弾性剛性について 

弾性剛性をコンクリートのせん断剛性率で表わした評価式についての検討を行った結果 

・実験値のばらつきが大きく，精度を評価することが難しかった。 

 

ひび割れ強度について 

日本建築学会の設計指針[8-7][8-11]に提案されている主応力に基づく評価式についての検討を

行った結果 

・実験値の学会性能評価指針[8-11]による計算値に対する比の平均値は十字形で 0.91，ト形で 1.07，

T 形で 1.22，L 形の閉じる方向で 1.15，開く方向で 0.97 と比較的精度はよい。標準偏差は 0.17

～0.32 であった。 

・実験値の学会靱性指針[8-7]による計算値に対する比の平均値は十字形で 0.81，ト形で 0.91，T

形で 1.04，L 形の閉じる方向で 0.98，開く方向で 0.83 と比較的精度はよかったが，学会性能評
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価指針に比べるとコンクリートのひび割れ強度を大きく評価するため，計算値はやや実験値に対

して過大評価となる傾向となった。標準偏差は 0.14～0.26 であった。 

 

接合部せん断終局強度について 

日本建築学会の設計指針[8-7]に提案されている強度式についての検討を行った結果 

・梁，柱の主筋が降伏する前に接合部破壊が生じた試験体の，最大耐力時接合部せん断力実験値

の評価式による計算値に対する比の平均値は，折り曲げ定着を用いた在来工法および機械式定着

を用いた試験体全体に対して，十字形接合部で 1.22，ト形接合部で 1.29，T 形接合部で 1.05，L

形接合部では閉じる方向で 1.50，開く方向で 1.06 であった。コンクリート強度 60(N/mm2)を超

える試験体がある十字形，ト形接合部では，技術基準解説書[8-10]の適用範囲外であるこれらを除

き，さらに機械式定着を用いた試験体も除くと十字形接合部で 1.23，ト形接合部で 1.26，T 形接

合部で 0.99，L 形接合部では閉じる方向で 1.51，開く方向で 1.01 となった。 

・梁，柱の主筋が降伏する前に接合部破壊が生じた試験体の最大耐力時接合部せん断力実験値が

評価式による計算値以下であった試験体の比率は，十字形接合部で 0.11，ト形接合部で 0.13，T

形接合部で 0.36，L 形接合部では閉じる方向で 0.04，開く方向で 0.32 であり，T 形および L 形

の開く方向では実験値の下限を与えるよう設定された評価式としては危険側の推定値であった。

技術基準解説書の適用範囲内に限定すると，不合格率は十字形接合部ではほとんど変わりはなく

0.13 で，ト形接合部，T 形接合部ではやや大きくなり 0.17 および 0.50，L 形接合部では閉じる方

向および開く方向に対してそれぞれ 0 および 0.36 であった。 

・ト形，T 形，L 形接合部で機械式定着を用いた試験体では，梁，柱の主筋が降伏する前に接合

部破壊が生じた試験体の最大耐力時接合部せん断力実験値の評価式による計算値に対する比の平

均値は在来工法のものと大きな差はなく，ト形接合部ではばらつきが在来工法に比べてやや小さ

かった。 

 

接合部の変形をせん断ばねでモデル化する場合の復元力特性について 

学会性能評価指針[8-11]に提案されている骨格曲線と実験値の比較を行った結果 

・ひび割れ後の剛性は試験体によるばらつきがあり，評価式には含まれていない柱配筋や接合部

横補強筋の影響を受けていると考えられる。 

・第 2 折れ点（圧壊開始点）以下のせん断応力度であっても，主筋の降伏後に接合部の変形の増

大が生じていた。 

 

接合部の終局モーメントについて 

塩原らの提案する接合部の終局モーメントについて検討を行った結果 

・梁主筋量が限界補強量以下の試験体のほとんどでが B 型および BJ 型の破壊となり主筋の降伏

が生じていた。一方，限界補強量以下であっても主筋降伏前の接合部破壊である J 型の試験体も

多く存在した。 

・実験値の計算値に対する比の平均は，十字形で 1.03，ト形の在来工法では 0.77，機械式では

1.01，L 形の在来工法では閉じる方向では 1.43，開く方向で 0.76，機械式では閉じる方向では該

当する試験体がなく，開く方向では 0.97 であった。十字形および機械式定着を用いたト形，L 形
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接合部では推定精度はよく，ばらつきも小さいが，折り曲げ定着を用いた在来工法の試験体に対

しては計算値は実験値を過大評価する傾向となった。 

 

部分架構の強度について 

・梁主筋降伏時の層せん断力の評価精度は略算値，精算値とも比較的よく実験値の計算値に対す

る比は 0.95 から 1.0 であった。ただし，柱と梁の曲げ強度の比が 1 に近い試験体では実験値が計

算値に比べて小さくなる試験体も多かった。 

・梁および柱の曲げ終局時層せん断力の評価精度は，精算値では比較的精度がよく実験値の計算

値に対する比は 1.02 から 1.07 であった。略算値の場合，梁曲げ終局強度で決まる十字形および

ト形試験体では推定精度は比較的よく，実験値の計算値に対する比はそれぞれ 1.09 および 1.12

であった。柱曲げ終局強度で決まる場合のト形接合部および T 形接合部では，柱曲げ終局強度は

実験値を小さく評価していた。また，柱と梁の曲げ強度の比が 1 に近い試験体では実験値が計算

値に比べて小さくなる試験体も多かった。 

 

(3) 今後の課題 

・本節のデータベースについての中で述べたように，T 形および L 形接合部の試験体は少なく，

実験結果の蓄積が必要である。 

・本研究での精度検証のほとんどは直交梁やスラブのない平面試験体を対象としたものであり，

より実構造物に近い直交梁やスラブを有する試験体についての検討が必要である。また，これら

は試験体数自体も少ないため，実験結果の蓄積も必要といえる。 

・本研究では 2 方向加力を行った場合については対象外としているが，2 方向加力された場合に

ついては評価方法の確立も含め今後の課題である。 

・柱梁接合部の復元力特性に関しては評価方法も含めて研究は十分とはいえない。また，復元力

特性の検証には複雑な柱梁接合部の変形を詳細に測定する必要があり，測定方法の共有化と実験

データの蓄積が今後必要である。 
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8.8 試験体の引用文献 

文献 引用試験体数  文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形  番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[8.A1]    2  [8.A42] 1    

[8.A2]   1   [8.A43]  5   

[8.A3] 1     [8.A44] 4    

[8.A4]  6    [8.A45] 2    

[8.A5] 4     [8.A46] 1    

[8.A6] 6     [8.A47] 2    

[8.A7]  16    [8.A48] 4    

[8.A8] 2     [8.A49] 9    

[8.A9] 2     [8.A50] 1 1   

[8.A10]  10    [8.A51] 5    

[8.A11] 1     [8.A52] 9    

[8.A12]  5    [8.A53] 2    

[8.A13] 1 1    [8.A54] 1    

[8.A14] 3     [8.A55] 8    

[8.A15]    5  [8.A56]  6   

[8.A16] 6     [8.A57] 4    

[8.A17] 2     [8.A58] 2 2   

[8.A18] 4     [8.A59]  4   

[8.A19]  18    [8.A60] 6    

[8.A20] 8     [8.A61] 1    

[8.A21] 2     [8.A62] 2    

[8.A22]  7    [8.A63]  2   

[8.A23] 7     [8.A64]  2   

[8.A24]   1   [8.A65] 1    

[8.A25] 4     [8.A66] 3    

[8.A26] 5     [8.A67] 4    

[8.A27]  4    [8.A68] 2 1   

[8.A28] 5     [8.A69]   2 2 

[8.A29]  4    [8.A70] 6    

[8.A30] 3     [8.A71] 3    

[8.A31]  2    [8.A72] 5    

[8.A32] 4 4    [8.A73]  3   

[8.A33]  1    [8.A74]  4   

[8.A34] 1     [8.A75]   2  

[8.A35]  4    [8.A76]  3   

[8.A36] 6     [8.A77]  2   

[8.A37] 2     [8.A78] 1 1   

[8.A38] 3     [8.A79] 4    

[8.A39] 1     [8.A80] 1 1   

[8.A40] 2     [8.A81]  4   

[8.A41] 2     [8.A82] 1    
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文献 引用試験体数  文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形  番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[8.A83] 8     [8.A126]  3   

[8.A84] 4     [8.A127] 3    

[8.A85]  6    [8.A128]  5   

[8.A86]  5    [8.A129] 2    

[8.A87]    4  [8.A130]  1   

[8.A88] 2     [8.A131] 2    

[8.A89]  2 2 5  [8.A132]  5   

[8.A90]    8  [8.A133] 3    

[8.A91]   2 4  [8.A134] 2    

[8.A92]  2    [8.A135]   4  

[8.A93] 3     [8.A136] 6 2   

[8.A94] 1     [8.A137] 4    

[8.A95]   2 2  [8.A138] 3    

[8.A96]   4   [8.A139] 3    

[8.A97] 3     [8.A140] 1    

[8.A98] 3     [8.A141] 1    

[8.A99] 5     [8.A142]  8   

[8.A100] 6     [8.A143] 2 3  1 

[8.A101] 2     [8.A144] 1    

[8.A102] 3     [8.A145] 1    

[8.A103]  3    [8.A146]  6   

[8.A104]  2    [8.A147] 1    

[8.A105]  4 1 1  [8.A148] 1    

[8.A106]   4   [8.A149] 2 2   

[8.A107] 1     [8.A150] 2 1   

[8.A108] 1     [8.A151]   1 1 

[8.A109] 1     [8.A152]    4 

[8.A110]    4  [8.A153]   5  

[8.A111] 1     [8.A154] 2 1   

[8.A112]   4   [8.A155] 6    

[8.A113]   4 4  [8.A156]   2 2 

[8.A114] 5     [8.A157] 1 1   

[8.A115] 2     [8.A158]   6 6 

[8.A116]  11    [8.A159]   7  

[8.A117]  7    [8.A160]    7 

[8.A118]   9   [8.A161] 1    

[8.A119]    11  [8.A162] 26    

[8.A120]  2    [8.A163]  3   

[8.A121]    6  [8.A164] 2    

[8.A122] 6     [8.A165]  4   

[8.A123]  7    [8.A166] 6    

[8.A124] 1     [8.A167] 2    

[8.A125]   5   [8.A168] 4    
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文献 引用試験体数  文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形  番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[8.A169] 7     [8.A189] 1    

[8.A170] 1     [8.A190] 1    

[8.A171] 1     [8.A191] 2    

[8.A172] 1     [8.A192]    8 

[8.A173]    8  [8.A193]    5 

[8.A174]  1    [8.A194]  4   

[8.A175]  1    [8.A195] 2    

[8.A176]  6    [8.A196] 1    

[8.A177]  2    [8.A197]    5 

[8.A178]    3  [8.A198]  3   

[8.A179] 5     [8.A199]    9 

[8.A180] 4     [8.A200] 1    

[8.A181] 7     [8.A201]    10 

[8.A182]    6  [8.A202]    3 

[8.A183]    5  [8.A203]    2 

[8.A184]   4   [8.A204]  28   

[8.A185] 2     [8.A205]  1   

[8.A186] 4     [8.A206] 2    

[8.A187] 2     [8.A207] 1    

[8.A188]  1         

 

[8.A1] 若林実他：L 字形および T 字形骨組で構成される鉄筋コンクリート柱はり接合部の応力伝達機構に関す

る一実験，日本建築学会大会学術講演梗概集，構造系，pp. 1801-1802，1977.10 

[8.A2] 素木三郎他：RC フレームの梁主筋定着形式と弾塑性挙動に関する実験的研究(その 2)，日本建築学会

大会学術講演梗概集，構造系，pp. 1467-1468，1981.9 

[8.A3] 中村信行他：繰返し加力を受ける SFRC 造柱梁接合部の耐力・変形性状，コンクリート工学年次論文

報告集，Vol. 4，pp. 445-448，1982.6 

[8.A4] 山崎章他：太径ねじ鉄筋 D51（SD40）の機械的定着法に関する実験研究，コンクリート工学年次論文

報告集，Vol. 5，pp. 413-416，1983.6 

[8.A5] 林静雄他：柱はり切望部内に通し背筋されたはり主筋の付着に関する実験，コンクリート工学年次論文

報告集，Vol. 5，pp. 421-424，1983.6 

[8.A6] 小林裕他：鉄筋コンクリート造柱－梁接合部の実験的研究，コンクリート工学年次論文報告集，Vol. 6，

pp. 653-656，1984.7 

[8.A7] 金田和浩他：外端柱・梁接合部におけるせん断破壊と定着破壊の相関，コンクリート工学年次論文報告

集，Vol. 6，pp. 665-668，1984.7 

[8.A8] 石橋一彦他：機械式鉄筋継手を有するはり・柱接合部の実験的研究，コンクリート工学年次論文報告集，

Vol. 7，pp. 601-604，1985.6 

[8.A9] 北山和宏他：梁主筋の付着をよくした柱梁接合部の耐震性能，コンクリート工学年次論文報告集，Vol. 

7，pp. 605-608，1985.6 

[8.A10] 金田和浩他：交番荷重下の RC 外部柱・梁接合部の挙動に与える接合部補強の効果，コンクリート工学

年次論文報告集，Vol. 7，pp. 613-616，1985.6 

[8.A11] 城政他：梁の塑性ヒンジ発生域制御による RC 骨組の復元力特性改善，コンクリート工学年次論文報告

集，Vol. 8，pp. 629-632，1986.6 
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[8.A12] 森田司郎他：RC 外部柱・梁接合部の耐力と変形性状，コンクリート工学年次論文報告集，Vol. 9，No. 

2，pp. 175-180，1987.6 

[8.A13] 藤井栄他：二方向載荷をうける RC 外部柱・梁接合部の挙動，コンクリート工学年次論文報告集，Vol. 

9，No. 2，pp. 181-186，1987.6 

[8.A14] 後藤康明他：RC 内部柱梁接合部とその周辺の補強効果について，コンクリート工学年次論文報告集，

Vol. 9，No. 2，pp. 187-192，1987.6 

[8.A15] Virach RUNGROJSARATIS 他：A STUDY OF ULTIMATE STRENGTH OF REINFORCEMENT 

CONCRETE CORNER CONNECTION JOINTS SUBJECTED TO NEGATIVE MOMENT，コンク

リート工学年次論文報告集，Vol. 9，No. 2，pp. 687-692，1987.6 

[8.A16] 渡辺一弘他：鉄筋コンクリート内部柱・梁接合部の耐力と変形性状，コンクリート工学年次論文報告集，

Vol. 10，No. 3，pp. 497-500，1988.6 

[8.A17] 上村智彦他：鉄筋コンクリート内部梁・柱接合部の破壊性状に関する実験的研究，コンクリート工学年

次論文報告集，Vol. 10，No. 3，pp. 519-524，1988.6 

[8.A18] 藤原幹弘他：2 方向地震力を受ける立体柱梁接合部の弾塑性性状，コンクリート工学年次論文報告集，

Vol. 10，No. 3，pp. 525-530，1988.6 
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9.1 まとめ 

本報では鉄筋コンクリート造部材の構造特性評価式の検証を行うために，これまでに国内で公

開されている実験に関する論文を収集し，そこから必要な試験体の特性値を抽出しデータベース

を構築した。また今回構築したデータベースを用いて，全国官報販売協同組合発行の構造関係技

術基準解説書（2007年版）に記載の式および日本建築学会が刊行している規準・指針類に示され

ている設計式を用いて鉄筋コンクリート造構造部材の各構造性能の評価精度および当該式の適用

範囲について検討した。表 9.1.1 に各部材，各特性の評価精度の結果として，実験値／計算値の

平均値μ，標準偏差σ，変動係数σ／μの一覧を示す。 
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表 9.1.1 実験値と計算値の比較 平均値μ，標準偏差σ，変動係数σ／μ（実験値/計算値） 

試験体数 58 285 45 8 95 123 89 34 51 38 41 33

μ 0.42 0.73 0.73 1.16 0.65 0.72 0.66 0.88 0.67 0.63 -0.36 -0.76

σ 0.25 0.39 0.34 0.10 0.30 0.27 0.23 0.26 0.26 0.19 15.90 10.00

σ/μ 0.60 0.54 0.47 0.09 0.46 0.38 0.35 0.30 0.39 0.30 -44.17 -13.16

μ+σ/2 0.54 0.92 0.90 1.21 0.80 0.85 0.77 1.01 0.80 0.72 7.59 4.24

μ-σ/2 0.29 0.53 0.56 1.11 0.50 0.58 0.54 0.75 0.54 0.53 -8.31 -5.76

試験体数 45 8 95

μ 0.77 0.17 0.79

σ 0.37 0.05 0.31

σ/μ 0.48 0.30 0.39

μ+σ/2 0.95 0.19 0.94

μ-σ/2 0.58 0.14 0.63

試験体数 45 8 95

μ 0.95 0.50 0.98

σ 0.45 0.06 0.39

σ/μ 0.48 0.12 0.40

μ+σ/2 1.17 0.53 1.17

μ-σ/2 0.72 0.47 0.78

試験体数 8

μ 0.51

σ 0.05

σ/μ 0.10

μ+σ/2 0.53

μ-σ/2 0.48

T形
L形

-閉

L形

-開

柱型

有り

柱型

無し

1.38

0.59

9

0.79

0.80

0.99

データ

無し

耐力壁

十字形 ト形全体 無開口 有開口

弾性剛性④

弾性剛性③

弾性剛性②

弾性剛性①

スリット

無し

柱梁項目

腰壁・垂壁付梁 接合部

スリット

あり

袖壁付柱

 
* 参考として，平均値μが 0.80～1.20 の範囲にあるものは黄色で，変動係数σ／μが 0.20 以下のものは緑色で欄を塗りつぶしている。 
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表 9.1.1 実験値と計算値の比較 平均値μ，標準偏差σ，変動係数σ／μ（実験値/計算値） 

試験体数 77 63 12

μ 1.92 2.12 0.63

σ 1.59 1.61 0.56

σ/μ 0.83 0.76 0.89

μ+σ/2 2.71 2.92 0.91

μ-σ/2 1.12 1.31 0.35

試験体数 128 74 54

μ 2.27 2.82 1.50

σ 2.37 2.56 1.85

σ/μ 1.05 0.91 1.24

μ+σ/2 3.45 4.10 2.42

μ-σ/2 1.08 1.54 0.57

試験体数 129 308 33 8 25

μ 0.81 1.14 1.54 1.18 1.49

σ 0.30 0.51 0.50 0.15 0.61

σ/μ 0.37 0.45 0.32 0.13 0.41

μ+σ/2 0.96 1.39 1.79 1.25 1.79

μ-σ/2 0.66 0.88 1.29 1.10 1.18

試験体数 19

μ 0.73

σ 0.25

σ/μ 0.34

μ+σ/2 0.85

μ-σ/2 0.60

試験体数 20

μ 1.27

σ 0.45

σ/μ 0.36

μ+σ/2 1.49

μ-σ/2 1.04

せん断ひび割れが

発生したときの

部材角

降伏点剛性

低下率③

降伏点剛性

低下率②

降伏点剛性

低下率①

曲げひび割れが

発生したときの

部材角

項目 梁 柱

腰壁・垂壁付梁

袖壁付柱スリット

無し

スリット

あり

柱型

無し
十字形 ト形

耐力壁 接合部

全体 無開口 有開口
柱型

有り
T形

L形

-閉

L形

-開

 
* 参考として，平均値μが 0.80～1.20 の範囲にあるものは黄色で，変動係数σ／μが 0.20 以下のものは緑色で欄を塗りつぶしている。 
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表 9.1.1 実験値と計算値の比較 平均値μ，標準偏差σ，変動係数σ／μ（実験値/計算値） 

試験体数 129 192 38

μ 1.32 1.02 0.88

σ 0.47 0.53 0.38

σ/μ 0.36 0.52 0.43

μ+σ/2 1.55 1.28 1.07

μ-σ/2 1.08 0.75 0.69

試験体数 38

μ 1.52

σ 0.49

σ/μ 0.32

μ+σ/2 1.76

μ-σ/2 1.27

試験体数 131 74 57 60 14

μ 1.84 2.21 1.36 2.20 2.24

σ 0.99 0.94 0.85 0.96 0.90

σ/μ 0.54 0.43 0.63 0.44 0.40

μ+σ/2 2.33 2.68 1.78 2.68 2.69

μ-σ/2 1.34 1.74 0.93 1.72 1.79

試験体数 131 74 57 60 14

μ 1.54 1.54 1.52 1.48 1.83

σ 0.55 0.60 0.50 0.53 0.75

σ/μ 0.36 0.39 0.33 0.36 0.41

μ+σ/2 1.81 1.84 1.77 1.74 2.20

μ-σ/2 1.26 1.24 1.27 1.21 1.45

試験体数 136 78 58 62 16

μ 2.29 2.31 2.26 2.07 3.26

σ 1.03 1.14 0.87 0.83 1.64

σ/μ 0.45 0.49 0.39 0.40 0.50

μ+σ/2 2.80 2.88 2.69 2.48 4.08

μ-σ/2 1.77 1.74 1.82 1.65 2.44

せん断

終局強度に

到達したときの

部材角①

項目 梁 柱 袖壁付柱スリット

無し

スリット

あり

せん断

終局強度に

到達したときの

部材角③

せん断

終局強度に

到達したときの

部材角②

曲げ降伏が

発生したときの

部材角②

曲げ降伏が

発生したときの

部材角①

腰壁・垂壁付梁

柱型

有り

柱型

無し
十字形 ト形全体

接合部耐力壁

無開口 有開口 T形
L形

-閉

L形

-開

 
* 参考として，平均値μが 0.80～1.20 の範囲にあるものは黄色で，変動係数σ／μが 0.20 以下のものは緑色で表を塗りつぶしている。 
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表 9.1.1 実験値と計算値の比較 平均値μ，標準偏差σ，変動係数σ／μ（実験値/計算値） 

試験体数 21 4 26 63

μ 1.11 1.09 1.22 1.35

σ 0.27 0.13 0.59 1.41

σ/μ 0.24 0.12 0.49 1.05

μ+σ/2 1.24 1.15 1.51 2.05

μ-σ/2 0.97 1.02 0.92 0.64

試験体数 64

μ 2.60

σ 1.71

σ/μ 0.66

μ+σ/2 3.45

μ-σ/2 1.74

接合部

T形
L形

-閉

L形

-開

柱型

有り

柱型

無し
十字形 ト形無開口 有開口

項目 梁 柱 袖壁付柱スリット

無し

スリット

あり
全体

腰壁・垂壁付梁 耐力壁

限界変形角①

限界変形角②

 

* 参考として，平均値μが 0.80～1.20 の範囲にあるものは黄色で，変動係数σ／μが 0.20 以下のものは緑色で欄を塗りつぶしている。 
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表 9.1.1 実験値と計算値の比較 平均値μ，標準偏差σ，変動係数σ／μ（実験値/計算値） 

試験体数 73 326 37 8 114 153 129 24

μ 1.21 1.14 0.85 0.86 0.87 0.85 0.90 0.65

σ 0.39 0.34 0.22 0.33 0.41 0.40 0.41 0.27

σ/μ 0.32 0.30 0.26 0.39 0.47 0.47 0.46 0.42

μ+σ/2 1.40 1.31 0.96 1.02 1.07 1.05 1.10 0.78

μ-σ/2 1.01 0.97 0.74 0.69 0.66 0.65 0.69 0.51

試験体数 50 183 38 138 219 161 66 5 17 18

μ 1.09 2.31 1.25 1.47 0.95 0.91 1.08 1.23 1.15 0.97

σ 0.39 0.63 0.36 0.49 0.39 0.28 0.31 0.17 0.32 0.20

σ/μ 0.36 0.27 0.29 0.33 0.41 0.31 0.29 0.14 0.28 0.21

μ+σ/2 1.28 2.62 1.43 1.71 1.14 1.05 1.23 1.31 1.31 1.07

μ-σ/2 0.89 1.99 1.07 1.22 0.75 0.77 0.92 1.14 0.99 0.87

試験体数 183 219 161 66 5 17 18

μ 2.10 0.79 0.82 0.91 1.04 0.99 0.84

σ 0.35 0.49 0.25 0.26 0.14 0.27 0.17

σ/μ 0.17 0.62 0.31 0.29 0.13 0.27 0.20

μ+σ/2 2.27 1.03 0.94 1.04 1.11 1.12 0.92

μ-σ/2 1.92 0.54 0.69 0.78 0.97 0.85 0.75

試験体数 219

μ 1.60

σ 0.73

σ/μ 0.46

μ+σ/2 1.96

μ-σ/2 1.23

試験体数 219

μ 1.02

σ 0.41

σ/μ 0.40

μ+σ/2 1.22

μ-σ/2 0.81

せん断

ひび割れ強度①

曲げ

ひび割れ強度

せん断

ひび割れ強度④

せん断

ひび割れ強度③

せん断

ひび割れ強度②

項目 梁 柱

腰壁・垂壁付梁

袖壁付柱スリット

無し

スリット

あり

耐力壁

全体 無開口 有開口
柱型

有り

柱型

無し

L形

-閉

L形

-開

接合部

十字形 ト形 T形

 
* 参考として，平均値μが 0.80～1.20 の範囲にあるものは黄色で，変動係数σ／μが 0.20 以下のものは緑色で欄を塗りつぶしている。 
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表 9.1.1 実験値と計算値の比較 平均値μ，標準偏差σ，変動係数σ／μ（実験値/計算値） 

試験体数 148 53

μ 0.89 0.91

σ 0.12 0.13

σ/μ 0.13 0.14

μ+σ/2 0.95 0.97

μ-σ/2 0.83 0.84

試験体数 297 794 31 8 71 209 176 33 129 47 100 74 5 33

μ 1.09 1.17 1.00 1.18 1.34 1.03 1.08 0.79 1.08 1.08 1.03 0.96 1.43 0.88

σ 0.12 0.27 0.09 0.06 0.42 0.22 0.15 0.33 0.16 0.12 0.16 0.20 0.22 0.22

σ/μ 0.11 0.23 0.09 0.05 0.31 0.21 0.14 0.42 0.15 0.11 0.16 0.21 0.15 0.25

μ+σ/2 1.15 1.30 1.04 1.21 1.55 1.14 1.15 0.95 1.16 1.14 1.11 1.06 1.54 0.99

μ-σ/2 1.03 1.03 0.95 1.15 1.13 0.92 1.00 0.62 1.00 1.02 0.95 0.86 1.32 0.77

試験体数 31 62 209 1.76 33 129 47

μ 0.77 1.15 1.02 1.06 0.81 1.09 0.99

σ 0.12 0.18 0.22 0.16 0.35 0.16 0.13

σ/μ 0.16 0.16 0.22 0.15 0.43 0.15 0.13

μ+σ/2 0.83 1.24 1.13 1.14 0.98 1.17 1.05

μ-σ/2 0.71 1.06 0.91 0.98 0.63 1.01 0.92

試験体数 37 149 116 33 82 37

μ 1.26 1.00 1.07 0.73 1.04 1.14

σ 0.56 0.23 0.14 0.30 0.14 0.13

σ/μ 0.44 0.23 0.13 0.41 0.13 0.11

μ+σ/2 1.54 1.11 1.14 0.88 1.11 1.20

μ-σ/2 0.98 0.88 1.00 0.58 0.97 1.07

試験体数 37

μ 0.88

σ 0.18

σ/μ 0.20

μ+σ/2 0.97

μ-σ/2 0.79

曲げ

終局強度②

曲げ

終局強度①

曲げ

終局強度④

曲げ

終局強度③

曲げ降伏強度

項目 梁 柱 袖壁付柱スリット

無し

スリット

あり

腰壁・垂壁付梁

全体

耐力壁

無開口 有開口
柱型

有り

柱型

無し
十字形 ト形

接合部

T形
L形

-閉

L形

-開

 
* 参考として，平均値μが 0.80～1.20 の範囲にあるものは黄色で，変動係数σ／μが 0.20 以下のものは緑色で欄を塗りつぶしている。 
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表 9.1.1 実験値と計算値の比較 平均値μ，標準偏差σ，変動係数σ／μ（実験値/計算値） 

試験体数 115 363 7 105 275 167 108 115 52 64 61 14 27 19

μ 1.38 1.35 1.05 1.37 1.74 1.67 1.86 1.75 1.49 1.22 1.30 1.06 1.51 1.07

σ 0.31 0.22 0.19 0.42 0.38 0.38 0.37 0.38 0.31 0.22 0.27 0.11 0.31 0.15

σ/μ 0.23 0.16 0.18 0.31 0.22 0.23 0.20 0.22 0.21 0.18 0.21 0.10 0.21 0.14

μ+σ/2 1.53 1.46 1.14 1.58 1.93 1.86 2.04 1.94 1.64 1.33 1.43 1.11 1.66 1.14

μ-σ/2 1.22 1.24 0.95 1.16 1.55 1.48 1.67 1.56 1.33 1.11 1.16 1.00 1.35 0.99

試験体数 114 360 7 105 275 167 108 115 52

μ 1.20 1.36 0.89 1.19 1.41 1.35 1.51 1.40 1.22

σ 0.36 0.34 0.12 0.39 0.31 0.31 0.31 0.32 0.26

σ/μ 0.30 0.25 0.13 0.33 0.22 0.23 0.21 0.23 0.21

μ+σ/2 1.38 1.53 0.95 1.38 1.56 1.50 1.66 1.56 1.35

μ-σ/2 1.02 1.19 0.83 0.99 1.25 1.19 1.35 1.24 1.09

試験体数 249 141 108 89 52

μ 1.40 1.33 1.50 1.39 1.21

σ 0.34 0.35 0.28 0.28 0.42

σ/μ 0.24 0.26 0.19 0.20 0.35

μ+σ/2 1.57 1.50 1.64 1.53 1.42

μ-σ/2 1.23 1.15 1.36 1.25 1.00

試験体数 249 141 108 89 52

μ 1.25 1.18 1.35 1.22 1.12

σ 0.30 0.32 0.25 0.25 0.39

σ/μ 0.24 0.27 0.19 0.21 0.35

μ+σ/2 1.40 1.34 1.47 1.34 1.31

μ-σ/2 1.10 1.02 1.22 1.09 0.92

項目 梁 柱

腰壁・垂壁付梁

袖壁付柱

耐力壁 接合部

スリット

無し

スリット

あり
全体 無開口 有開口

柱型

有り

柱型

無し
十字形 ト形 T形

L形

-閉

L形

-開

せん断

終局強度④

せん断

終局強度③

せん断

終局強度②

せん断

終局強度①

 

* 参考として，平均値μが 0.80～1.20 の範囲にあるものは黄色で，変動係数σ／μが 0.20 以下のものは緑色で欄を塗りつぶしている。 
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9.2 実験データベースの取り扱いにおける注意点 

 9.1 で示した各評価式の精度は，今回構築したデータベースに収集されている各試験体の特性に

依存するものであり，検討に必要なデータが不足しているものや，実験変数のパラメータに偏り

があるもの，特別な目的で製作された試験体等に関しては，取り扱いに注意が必要である。以下

に，各部材ごとに，今回構築した実験データベースや収集データの特徴について説明する。 

 

梁部材 

本検討で収集した梁部材の実験データは 497 体（曲げ降伏先行型 327 体，せん断破壊型 115 体，

付着破壊型 55 体）を有効とし，データベースの作成を行った。統計的な検討を行うには十分な実

験データが得られた。曲げ終局強度やせん断強度については，安定したデータベースの構築が出

来たが，一方では初期剛性，降伏点剛性および限界変形角などの変形に関するデータベースには

大きなばらつきを生じた。これは，紙面の論文において変形に関するデータの表示が難しいこと

や計測上の難しさも含まれていると考えられる。 

初期剛性については実験値と計算値の比の平均値が 0.42 となった点については，RC 部材が連

続した部材であることや構造実験における試験体の製作において，骨組みから切り離した状態で

試験体を製作しているため，コンクリートの乾燥収縮の影響なども内在しているものと考えられ

る結果となった。その他，降伏点剛性の定義と実験データのまとめ方が統一されていない等の課

題を確認した。 

実施設計を考慮した詳細な梁部材に関する研究として，カットオフ筋を含む梁部材（19 体）お

よびスラブ付き梁部材（46 体）の研究がすすめられているが，それぞれデータに限りがあり，研

究目的が必ずしも一致していないため，統計的な検討を行うには明確にデータが示されている実

験データが十分ではないと考えられる。スラブ（ハーフ PCa を含む）の付着割裂強度への影響に

ついても，試験体の条件設定が難しいこともあり，データベースを構築するにはデータ数が不足

していると考えられる。 

その他，有孔梁の実験データについては，近年は有孔梁の製品が多く存在しており，各種有孔

梁せん断補強筋を用いた実験がなされている。しかしながら，それらのデータを横並びにして性

能を評価するための方法（例えば，短期許容応力度の設定など）についても議論する必要がある

と考えられる。 

 

柱部材 

本検討で収集した梁部材の実験データは 1333 体（曲げ降伏先行型 905 体，せん断破壊型 391

体，付着破壊型 37 体）を有効とし，データベースの作成を行った。統計的な検討を行うには十分

な実験データが得られた。梁部材と同様に曲げ終局強度やせん断強度については，安定したデー

タベースの構築が出来た。 

初期剛性，降伏点剛性および限界変形角などの変形に関するデータベースには大きなばらつき

を生じた。これは，紙面の論文において変形に関するデータの表示が難しいことや計測上の難し

さも含まれていると考えられる。梁部材に比べ，柱部材の初期剛性については実験値と計算値の

比の平均値が 0.72 となった点については，RC 部材が連続した部材であること示す結果となった。

但し，梁部材に比べ柱部材の構造実験では軸力を作用させてから実験をスタートさせるため，試
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験体の製作におけるコンクリートの乾燥収縮の影響などが低減されていると考えられる。 

曲げ終局強度については，実験値と計算値の比較を行ったところ，設計式の精度が軸力に依存

していることが明らかになった。今後は，従来設計式の精度をさらに向上させるためには，詳細

な検討が必要であると考えられる。 

せん断強度については，現行基準法に示されている設計式が適正であることが改めて確認され

た。今後は，梁部材と同様に変形性能に関する研究を進める必要がある。加えて，高軸力が作用

する場合の破壊は，脆性的であり人命安全にかかわることから最も重要であると考えられるため，

限界部材角の評価式として検討を進めていく必要があると考えられる。 

 

腰壁・垂れ壁付き梁 

本検討で収集した腰壁・垂れ壁付き梁は 39 体であり，他の部材と比べ実験データが少ない。特

に構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁のデータは 4 体と非常に少なく，今後実験による蓄

積が必要である。本検討では，正負繰り返し載荷をした試験体のうち，正負の実験データがある

場合は，それぞれの値で検討を行った。そのため，検討した試験体数はスリットなし 46 体，スリ

ットあり 8 体である。以下に，構造性能評価項目毎の実験データ数を示す。なお，一つの構造性

能評価項目に対して，評価式ごとにデータ数に違いがあるときは，大きいものを採用している。 

 

・弾性剛性：スリットなし 45 体，スリットあり 8体 

・剛性低下率：スリットなし 33 体，スリットあり 8体 

・限界変形角：スリットなし 21 体，スリットあり 4体 

・曲げひびわれ強度：スリットなし 37 体，スリットあり 8体 

・せん断ひびわれ強度：スリットなし 38 体，スリットあり 0体 

・曲げ終局強度：スリットなし 37 体，スリットあり 8体 

・せん断終局強度：スリットなし 7体，スリットあり 0体 

 

せん断終局強度の実験データがそれぞれ 7体，0 体と特に少ない。平成 21 年度国交省建築基準

整備促進事業 課題 7 における実験結果から，せん断余裕度の小さいスリットを設けた片側壁付

梁では材端部でせん断破壊が起こる危険性があることが示されており，最近の実験結果でせん断

破壊が確認された例もある。せん断破壊は脆性的な破壊であり，実験によるデータの蓄積が必要

不可欠であり，早急に実験を実施する必要があると考えられる。 

今回収集した論文では，論文中に記載されている情報が不足しているケースが多かった。紙面

の都合などが原因で断面情報が不十分であった。特に壁筋などは鉄筋の位置の記述がないことが

多い。実験結果においては最大強度や鉄筋降伏時などの荷重について，紙面上のアナログデータ

としては記述があるものの，明確な数字として記述されていない場合が多い。また，腰壁・垂れ

壁付き梁では，最大耐力だけでなく壁筋や梁主筋の降伏の有無やその時の変形角と強度が重要で

あり，弾性剛性，ひび割れ強度，終局変形角などの情報と共に，論文中に記載することが必要で

ある。 
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袖壁付き柱 

今回，検討に使用した袖壁付き柱の試験体数は計 204 体である。他の部材に比較して実験デー

タは極めて少ない状況であり，さらなるデータの蓄積が望まれる。また，その断面形状の内訳を

見ると両側均等袖壁付き柱が 161 体，片側袖壁付き柱が 41 体，不均等袖壁付き柱が 2 体である。

つまり，実験のそのほとんどが両側均等袖壁付き柱の断面で行われていることを意味する。実務

設計では片側袖壁付き柱および不均等袖壁付き柱など様々な断面形状に対応する必要があるが，

その情報は極めて少ない状況である。今後，片側袖壁付き柱および不均等袖壁付き柱の実験が数

多く実施され，その構造性能が示されることを切に期待する。 

今回の検討では一切触れていないが袖壁付き柱の変形性能を向上させるためには，袖壁圧縮端

部のコンクリートを鉄筋により拘束することが極めて有効であることが多くの論文で示されてい

る。論文中に袖壁端部拘束筋の配筋仕様並びに詳細寸法，拘束筋により拘束される部分の寸法並

びに面積，被り寸法等を詳細に示して頂くと，今後，袖壁付き柱部材の限界変形角を検討・評価

する上で有用なデータになると思われる。また，多くの論文では最大耐力の記載はあるものの，

弾性剛性，ひび割れ強度，限界変形角といった設計上必要な情報が不足している状況であり論文

中に記載されることが望まれる。 

 

耐力壁 

 今回の検討では，耐力壁部材全体で 507 体の試験体の実験データを収集した。破壊形式に関し

ては，曲げ型（曲げ降伏後のせん断破壊含む）とせん断型の試験体がほぼ半数ずつと偏りは見ら

れないが，2010 年版の RC 規準から新たに耐力壁部材として取り扱われることになった柱型のな

い耐力壁に関しては，109 体と収集した全データの 2 割に留まっている。また，柱型のない耐力

壁のうち，開口を有する試験体の数は，今回，円形開口を有する試験体をデータの検証対象から

除外したこともあり，7 体と少なく，十分な検証が行えていない。なお，側柱主筋やせん断補強

筋（壁端拘束域の曲げ補強筋や横拘束筋）の配筋位置が不明なため，曲げ終局強度やせん断終局

強度の詳細な検証ができなかった試験体が全体の 2 割程度あった。 

今回データを収集した 151 体の有開口試験体では，等価開口周比の平均値が，RC 規準におい

て耐力壁として取り扱う際の目安となる 0.4 とほぼ等しい値となっている。したがって，本検討

結果には，一般的には耐力壁として取り扱われることがあまりないような大きな開口を有する試

験体の実験結果も含まれている点に注意が必要である。なお，開口を有する試験体では，開口周

辺に配筋した開口補強筋が，せん断終局強度等のせん断挙動に影響を及ぼすことが考えられる。

現在，RC 規準では，開口周辺 500mm の範囲に配筋された鉄筋を開口補強筋として取り扱うこと

になっているが，今回データを収集した試験体には，試験体の縮尺や開口補強筋の配筋位置が不

明なため，開口補強筋量を正確に定義できないものが多数あった。貴重なデータを有効に活用す

るため，側柱や壁端部の情報を含めて，詳細な試験体データの記述をお願いしたい。 

 

柱梁接合部 

十字形，ト形の試験体に比べるとＴ形，Ｌ形の試験体の数は少なかった。また，Ｔ形，Ｌ形の

試験体では主筋を折り曲げ定着した試験体の数が少なく，機械式定着を用いていない試験体はＴ

形試験体では全 65 体中 7 体（うち主筋降伏前の接合部破壊は 2 体），Ｌ形試験体では全 104 体中
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39 体（うち主筋降伏前の接合部破壊は 14 体）のみであった。また，材料強度のバランスが実構造

物とは異なり著しく悪いものも見られ，さらに柱梁曲げ強度比のように試験体のもつ構造特性が

実構造物のそれとは異なるものも少なくなかった。そのため，データベースに収集された試験体

データを用いてさまざまな設計因子の影響の検討を行う場合などは注意が必要である。 

文献には，試験体の諸元，実験結果とも十分に記載されていない例も多かった。特に接合部せ

ん断力の算定や柱や梁の強度算定に不可欠な柱，梁の鉄筋位置の情報が欠けている文献が比較的

多かった。また，加力における試験体端部の拘束条件，ジャッキ等の制御方法などが十分に記述

されていないものも多く，これらは実験時に接合部に作用するモーメントやせん断力が同定でき

ないため本研究では検討対象から除外した。さらに，実験結果については破壊モードの判別に不

可欠な主筋の降伏の有無が明記されていない文献もある。また，実験結果のうちひび割れ発生時

や主筋降伏時の荷重や変形の記載がない文献も多く，それらはひび割れ強度の検証等に用いるこ

とができなかった。これらの情報は，各文献における実験の目的とは直接関係ない数値であった

としても，実験結果に関する基本情報として記載されることが望まれる。 
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9.3 技術基準に対する考察 

平 19 国交告第 594 号第１第一号において，許容応力度等計算や保有水平耐力計算等の構造計

算は，架構の寸法，耐力，剛性その他の数値を当該建築物の実況に応じて適切に設定した上で行

うよう規定されている。すなわち設計者が用いるモデルの妥当性を適切に判断し，その根拠を十

分に説明することが原則である。建築物の構造関係技術基準解説書の付録では，これらの構造計

算において，鉄筋コンクリート造部材のモデル化を行う際に考慮する必要があると考えられる項

目に関して，部材ごとにその取扱いの一例が示されている。 

そこで本節では，各章における検討から得られた知見に基づき，現在の技術基準解説書におい

て示されている式の精度や適用範囲について示す。以下に評価項目とその意味合いを記載する。

また，下記以外の式を用いる場合も，平均値や変動係数，適用範囲を明確にして使用することが

必要である。 

 

平均値 ：当該式の評価精度の 1 つ。この数値が 1 を下回る場合，強度式では実験結果を過大評

価することになるため，当該特性値の特徴に基づき，安全側の配慮を行うことが望まし

い。また，剛性低下率では，実験の降伏点の変形を過小評価することになる。 

変動係数：当該式の評価精度の 1 つで標準偏差を平均値で除した数値。この数値が 0 に近いほど

ばらつきは少なく，値が大きくなるにつれてばらつきが大きいことを示す。ばらつき

が大きい式を用いる場合は，当該特性値の特徴に基づき，安全側の配慮を行うことが

望ましい。 

適用範囲：当該式が実験に基づく経験式の場合，示された材料強度や配筋量などに基づき使用す

ることができる。 

 

 以下の各部材の評価式の精度（実験値／計算値）の範囲をまとめると，曲げひび割れ強度の平

均値は 0.85～1.18，変動係数は 0.26～0.47 であり，部材によって実験結果を安全側に評価するも

のと危険側に評価するものがある。せん断ひび割れ強度の平均値は 0.95～2.17 と曲げひび割れ強

度と比べてばらつきが大きいが，全体的に実験結果を安全側に評価する傾向がある。変動係数は

0.17～0.46 であり，曲げひび割れ強度と同程度である。剛性低下率の平均値は 0.72～1.49，変動

係数は 0.28～0.42 であり，部材によって，実験の降伏点変形を小さく評価するものと大きく評価

するものがある。曲げ終局強度の平均値は 0.99～1.24，変動係数は 0.10～0.25 であり，ここに示

した評価式の中で最も評価精度が高く，ばらつきも小さい。せん断終局強度の平均値は 0.89～1.67，

変動係数は 0.13～0.33 であり，腰壁・垂れ壁付きはりの（付 1.3-43）を除くと，いずれの評価式

も実験結果を安全側に評価している。但し，用いる評価式や部材ごとに評価精度にはばらつきが

あるので，注意が必要である。柱梁接合部のせん断終局強度の平均値は 1.01～1.51，変動係数は

0.12～0.26 である。 
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（1）はり 

④ ひび割れ強度 

 ａ）曲げ 

コンクリート強度 60 N/mm2 未満で曲げ降伏が先行するはり試験体 49 体を対象とした本式の

精度検証について，（付 1.3－1）式の実験値／計算値の平均値は 1.18，変動係数 0.36 であった。 

 

ܯ ൌ 0.56ඥߪܼ 
ܦܰ
6
	 	 ൫N･mm൯ (付 1.3－1)

 

 ｂ）せん断 

コンクリート強度 60N/mm2 未満のはり試験体 80 体を対象とした本式の精度検証について，

（付 1.3－2）式の実験値／計算値の平均値は 1.32，変動係数 0.31 である。 

 

ܳ ൌ ቊ
0.085݇ሺܨ  500ሻ

ሺܳ݀ሻ/ܯ  1.7
ቋ ܾ݆ ሺkgfሻ (付 1.3－2)

 

⑤ 剛性低下率 

コンクリート強度 60N/mm2未満で曲げ降伏するはり試験体 85体を対象とした本式の精度検証

について，（付 1.3－3），（付 1.3－4）式の実験値／計算値の平均値は 0.83 であるが，変動係数は

0.34 である。そのうち，シアスパンが 2 以上となる試験体 66 体を対象とした本式の精度検証に

ついて，（付 1.3－3）式の実験値／計算値の平均値は 0.72，変動係数は 0.28，シアスパンが 2 未

満となる試験体 19 体を対象とした本式の精度検証について，（付 1.3－4）式の実験値／計算値の

平均値は 1.11，変動係数は 0.29 であった。 

 

α௬ ൌ ሺ0.043  ௧1.64݊  ܦ/0.043ܽ  ሻߟ0.33 ൬
݀
ܦ
൰
ଶ

 (付 1.3－3)

௬ߙ ൌ ሺെ0.0836  ܦ/0.159ܽ  ሻߟ0.169 ൬
݀
ܦ
൰
ଶ

(付 1.3－4)

  

⑥ 終局強度 

 ａ）曲げ 

コンクリート強度 60N/mm2 未満で曲げ降伏が先行するはり試験体 297 体を対象とした本式の

精度検証について，(付 1.3－5)式の実験値／計算値の平均値は 1.09 であり，変動係数も 0.11 で

あった。基準値の 1.0 に対して±30%以内に含まれるデータは，全体の 96.6%である。また SD490

を用いた場合も引張鉄筋比が 2％未満であれば本式を適用できる。 

 

Mu＝0.9at σy	d（N･mm） (付 1.3－5) 
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 ｂ）せん断 

コンクリート強度 60 N/mm2未満でせん断破壊するはり試験体 115 体を対象とした本式の精度

検証について，(付 1.3－7)式の実験値／計算値の平均値は全体で 1.32 であり，変動係数も 0.24 で

あった。基準値の 1.0 に対して±30%以内に含まれるデータは，全体の 48.7%であるが，実験値／

計算値が 1.30 を超えるものも多くある。 

 

ܳ௦௨ ൌ ቊ
௧0.068

.ଶଷሺܨ  18ሻ

ሺܳ݀ሻ/ܯ  0.12
 0.85ඥ௪ߪ௪௬ቋ ܾ݆ ሺNሻ (付 1.3－7)

 

（2）柱 

 ④ ひび割れ強度 

 ａ）曲げ 

コンクリート強度 60 N/mm2未満で曲げ降伏する柱試験体 255 体を対象とした本式の精度検証

について，(付 1.3－1)式の実験値／計算値の平均値は 1.13，変動係数 0.31 であった。 

 

 ｂ）せん断 

コンクリート強度 60 N/mm2 未満の柱試験体 362 体を対象とした本式の精度検証について，

（付 1.3－8）式の実験値／計算値の平均値は 1.34，変動係数 0.26 であった。 

コンクリート強度 60 N/mm2未満でせん断破壊する柱試験体 126 体を対象とした本式の精度検

証について，（付 1.3－9）式の実験値／計算値の平均値は 2.17，変動係数 0.17 であり，実験結果

を過小評価する結果となった。一方，コンクリート強度 60 未満で曲げ降伏する柱試験体 236 体

を対象とした本式の精度検証について，（付 1.3－9）式の実験値／計算値の平均値は 1.59，変動

係数 0.32 であった。 

 

ܳ ൌ ቀ1 
σ
150

ቁ ቊ
0.085݇ሺܨ  500ሻ

ሺܳ݀ሻ/ܯ  1.7
ቋ ܾ݆ ሺkgfሻ (付 1.3－8)

ܸ ൌ φට்ߪ
ଶ  ܦܾߪ்ߪ

1
ߢ
	 	 ሺܰሻ (付 1.3－9)

 

 ⑤ 剛性低下率 

曲げ降伏する柱試験体 229 体を対象とした本式の精度検証について，（付 1.3－3）式の実験値

／計算値の平均値は 0.98 であるが，変動係数は 0.42 であった。 

 

 ⑥ 終局強度 

 ａ）曲げ 

コンクリート強度 60 N/mm2未満で曲げ降伏する柱試験体 556 体を対象とした本式の精度検証

について，（付 1.3－13）～（付 1.3－15）式の実験値／計算値の平均値は 1.19，変動係数 0.23 で

あった。 
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Nmin≦N＜0 のとき 

Mu＝0.5ag	σy	g1D＋0.5Ng1D（N･㎜） (付 1.3－13) 

0≦N≦Nbのとき 

௨ܯ ൌ 0.5ܽσ௬݃ଵܦ  ܦ0.5ܰ ൬1 െ
ܰ

ܨܦܾ
൰ ൫N･mm൯  (付 1.3－14)

Nb＜N≦Nmaxのとき 

௨ܯ ൌ ൫0.5ܽσ௬݃ଵܦ  0.024	 ሺ1  ݃ଵሻሺ3.6 െ ݃ଵሻܾܦଶܨ൯ ൬
ܰ୫ୟ୶ െ ܰ
ܰ୫ୟ୶ െ ܰ

൰ 	 ൫N･mm൯ 

(付 1.3－15)

 

 ｂ）せん断 

コンクリート強度 60 N/mm2 未満でせん断破壊する柱試験体 288 体を対象とした本式の精度検

証について，（付 1.3－16）式（BQsuに（付 1.3－7）式による計算値を用いたもの）の実験値／計

算値の平均値は全体で 1.37 であり，変動係数も 0.17 であった。 

 

Qsu＝BQsu＋0.1σ0bj（N） (付 1.3－16) 

 

（3）耐力壁 

④ ひび割れ強度 

 ｂ）せん断 

耐力壁試験体 219 体を対象とした本式の精度検証について，（付 1.3－25）式，（付 1.3－26）

式の実験値／計算値の平均値はそれぞれ 0.95，1.60 で，変動係数はそれぞれ 0.40，0.46 である。

（付 1.3－26）式については，前述の通り下限値を抑える傾向が確認されている。 

 

Vc＝τscr	tw	ℓw/κw（N） (付 1.3－25) 

Qc＝τcr	tℓ（kgf） (付 1.3－26) 

 

⑤ 剛性低下率 

 ｂ）せん断 

なお，壁板の両側に以下に示す条件を満たす周辺柱を有し，かつ周辺柱が令第 77 条第四号及び

第六号を満足した上で，壁筋比を 0.45％以上有する無開口耐力壁にあっては，せん断終局時変形

角が 1/250 となるようせん断剛性低下率を設定してもよい。 

 
・柱の断面積が st/2 以上 

・柱の最小径が 3st かつ 2t 以上 

（sは壁板の内法長さと内法高さの小さい方，tは壁板の厚さ） 

 

 ⑥ 終局強度 

 ａ）曲げ 
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曲げ降伏する耐力壁試験体 176 体を対象とした本式の精度検証について，（付 1.3－30），（付

1.3－31）式の実験値／計算値の平均値はそれぞれ 1.08，1.06，変動係数はそれぞれ 0.14，0.15

であり，前述の通り，算定値と実験値とは，概ね 20％以内の差を確保できている。しかしながら，

軸力比が 0.2 を超える高軸力を受ける試験体では，軸力が中立軸位置に与える影響を考慮できな

い（付 1.3－31）式では，一部の試験体の実験結果を過大に評価するため留意する必要がある。 

 

௪௨ܯ ൌ 0.9ܽ௧ߪ௬ܦ  0.4ܽ௪ߪ௪௬ܦ  0.5ܰD൬1 െ
ܰ

ܨܦܤ
൰ ሺN ∙ mmሻ (付 1.3－30)

Mwu＝atσyℓw＋0.5awσwyℓw＋0.5Nℓw（N･㎜） (付 1.3－31) 

 

 ｂ）せん断 

せん断破壊する無開口耐力壁試験体 167 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－32)

式，(付 1.3－33)式の実験値／計算値の平均値は全体でそれぞれ 1.67，1.34 であり，変動係数は

いずれも 0.23 であった。そのうち，115 体の柱型のある耐力壁については，実験値／計算値の平

均値は全体でそれぞれ 1.75，1.40 であり，変動係数はいずれも 0.22 であった。一方，柱型がな

い耐力壁 52 体については実験値／計算値の平均値は全体でそれぞれ 1.49，1.22 であり，変動係

数はいずれも 0.21 であり，柱型がある場合に比べ，柱型がない耐力壁では，壁端部の圧縮領域を

閉鎖型の補強筋で十分に拘束していない場合に，実験値／計算値の平均値が小さくなる傾向があ

る。 

 

ܳ௪௦௨ ൌ 	 	 ቊ
௧0.053

.ଶଷሺܨ  18ሻ

ሻܦሺܳ/ܯ  0.12
 0.85ඥߪ௪௪  0.1σቋ ݆ݐ ሺNሻ (付 1.3－32)

ܳ௪௦௨ ൌ 	 	 ቊ
௧0.068

.ଶଷሺܨ  18ሻ

ඥܯ/ሺܳܦሻ  0.12
 0.85ඥߪ௪௪  0.1σቋ ݆ݐ ሺNሻ (付 1.3－33)

 

(4) 腰壁・垂れ壁付きはり等 

 ④ ひび割れ強度 

 ａ）曲げ 

垂れ壁・腰壁付き梁試験体 37 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－1)式の実験値

／計算値の平均値は 0.85，変動係数 0.26 であった。一方スリットで壁部材と柱部材の縁が切られ

ている場合の壁付き梁部材（以下，スリット壁付き梁）の曲げひび割れ強度については，梁部材

単体での曲げひび割れ強度を用いて算定できる。スリット壁付き梁 8 体を対象とした本式の精度

検証について，(付 1.3－1)式の実験値／計算値の平均値は 0.85，変動係数 0.33 であった。 

 

 ｂ）せん断 

垂れ壁・腰壁付き梁試験体 38 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－35)式の実験

値／計算値の平均値は 1.25，変動係数 0.29 であった。 
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ܳ ൌ 	 	 ቊ
0.085݇ሺܨ  500ሻ

ሺܳ݀ሻ/ܯ  1.7
ቋ ܾ݆ ሺkgfሻ (付 1.3－35)

 

 ⑤ 剛性低下率 

垂れ壁・腰壁付き梁試験体 19 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－3)式（なお，

引張鉄筋比 pt は中立軸より引張側に位置する鉄筋の断面積に対する部材全断面積で除した値，有

効せい d は(付 1.3－39)式を用いる）の実験値／計算値の平均値は 0.72，変動係数 0.35 であった。

なお実験値における降伏点は，部材角 2%までの消費エネルギーが等価となるよう定義されてい

る。 

 

௬ߙ ൌ ሺ0.043  ௧1.64݊  ܦ/0.043ܽ  ሻߟ0.33 ൬
݀
ܦ
൰
ଶ

(付 1.3－3)

݀ ൌ
∑ܽ௧ሺ݀ െ ሻଶݔ

∑ܽ௧ሺ݀ െ ሻݔ
 	ݔ 	 	 	 ሺ0  ܰ ൏ ሻ (付ܨܣ0.85 1.3－39)

 

 ⑥ 終局強度 

 ａ）曲げ 

垂れ壁・腰壁付き梁試験体 31 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－36)式の実験

値／計算値の平均値は 0.99，変動係数は 0.099 であった。 

Mu＝ateσy (de－0.5xn）（N･mm）                  (付 1.3－36) 

 

ｂ）せん断 

垂れ壁・腰壁付き梁試験体 7 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－42)式，(付 1.3

－43)式の実験値／計算値の平均値はそれぞれ 1.05，0.89，変動係数は 0.18，0.13 であった。 

 

ܳ௦௨ ൌ ቊ
௧0.053

.ଶଷሺܨ  18ሻ

ሺܳ݀ሻ/ܯ  0.12
 0.85ඥ௪ߪ௪ቋ ܾ݆  0.1ܰ ሺNሻ (付 1.3－42)

ܳ௦௨ ൌ ܳ௦௨௪  ܳ௦௨  0.1ܰ	 	 	 ሺܰሻ (付 1.3－43)

 

（5）そで壁付き柱等 

 ② 弾性剛性 

非対称断面となる両側不均等そで壁付き柱や片側そで壁付き柱の場合，応力度法により算定さ

れるせん断形状係数κは，壁長さ比や壁厚さ比に対して不連続となる点が生じるため，せん断剛

性の計算値が大きく変化し，実際の剛性と異なる計算結果となる場合がある。そのため，せん断

歪エネルギーに基づくエネルギー法または置換断面法（せん断形状係数は 1.2）により計算するこ

とができる。 

 

 ④ ひび割れ強度 

 ａ）曲げ 
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そで壁付き柱試験体 114 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－1)式の実験値／計

算値の平均値は 0.87，変動係数は 0.47 であった。 

 

 ｂ）せん断 

そで壁付き柱試験体 138 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－37)式の実験値／計

算値の平均値は 1.47，変動係数 0.33 であった。 

 

ܳ ൌ 	 ቀ1 
ߪ
150

ቁ	 ቊ
0.085݇ሺܨ  500ሻ

ሺܳ݀ሻ/ܯ  1.7
ቋ ܾ݆ ሺkgfሻ (付 1.3－37)

 

 ⑤ 剛性低下率 

そで壁付き柱試験体 25 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－3)式（なお，引張鉄

筋比 pt は中立軸より引張側に位置する鉄筋の断面積に対する部材全断面積で除した値，有効せい

d は(付 1.3－39)式を用いる）の実験値／計算値の平均値は 1.49，変動係数は 0.41 であった。な

お実験値における降伏点は，最大荷重の 0.8 倍に達した際の部材角と定義されている。 

 

௬ߙ ൌ ሺ0.043  ௧1.64݊  ܦ/0.043ܽ  ሻߟ0.33 ൬
݀
ܦ
൰
ଶ

(付 1.3－38)

݀ ൌ
∑ܽ௧ሺ݀ െ ሻଶݔ

∑ܽ௧ሺ݀ െ ሻݔ
 	ݔ 	 	 	 ሺ0  ܰ ൏ ሻ (付ܨܣ0.85 1.3－39)

 

 ⑥ 終局強度 

 ａ）曲げ 

両側に均等配置されたそで壁付き柱試験体 58 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3

－40)式の実験値／計算値の平均値は 1.24，変動係数は 0.25 であった。なお，片側のみに配置さ

れたそで壁付き柱試験体に本式を適用する場合，以下の点に留意する必要がある。 

 

・そで壁が引張力を負担する場合，そで壁内の鉄筋は曲げ強度に考慮されないため実験値より

小さく評価される 

・そで壁が圧縮力を負担し，かつ柱主筋が多段配置されている場合，本式の引張側柱主筋の断

面積を 1 段筋のみを採用して計算した場合には，計算値は実験値を過少に評価する傾向があ

る。 

 

以上のことから，上記の場合は，断面解析を行うなどして適切な曲げ強度を算定することがで

きる。 

௨ܯ ൌ ሺ0.9  ܦ௬ߪሻܽ௧ߚ  ܦ0.5ܰ ൜1  ߚ2 െ
ܰ

ܾܨܦ
ቀ1 

ܽ௧ߪ௬
ܰ

ቁ
ଶ
ൠ	 	 ሺN ∙ mmሻ 

(付 1.3－40) 
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そで壁付き柱試験体 62 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－41)式の実験値／計

算値の平均値は 1.15，変動係数は 0.16 であった。 

 

ܯ     ൌ ∑ܽ௧σ௬ ሺ݀ െ ሻ + ܰሺ݀ேܮ െ 	ሻܮ 	 ሺN ∙ mmሻ       (付 1.3－41) 

 

 ｂ）せん断 

そで壁付き柱試験体 105 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－42)式，(付 1.3－

43)式の実験値／計算値の平均値はそれぞれ 1.37，1.19，変動係数は 0.31，0.33 である。いずれ

の式も柱主筋に丸鋼を用いた試験体を除けば概ね安全側に評価できることが確認されている。な

お上記調査では，各補強筋比 pcwe および pwh が 1.2％を超える試験体は検証されていないため，

いずれの値も 1.2％を上限値とする。 

 

ܳ௦௨ ൌ ቊ
௧0.053

.ଶଷሺܨ  18ሻ

ሺܳ݀ሻ/ܯ  0.12
 0.85ඥ௪ߪ௪ቋ ܾ݆  0.1ܰ ሺNሻ (付 1.3－42)

ܳ௦௨ ൌ ܳ௦௨௪  ܳ௦௨  0.1ܰ ሺܰሻ (付 1.3－43)

 

（6）柱はり接合部 

 ⑥ 終局強度 

十字形柱はり接合部試験体 55 体を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－47)式の実験

値／計算値の平均値は 1.23，変動係数は 0.17 である。ト形柱はり接合部試験体 23 体を対象とし

た本式の精度検証について，(付 1.3－47)式の実験値／計算値の平均値は 1.26，変動係数は 0.26

である。L 形柱はり接合部試験体 14 体（閉じる方向）を対象とした本式の精度検証について，(付

1.3－47)式の実験値／計算値の平均値は 1.51，変動係数は 0.22 である。一方，L 形柱はり接合部

試験体 11 体（開く方向）を対象とした本式の精度検証について，(付 1.3－47)式の実験値／計算

値の平均値は 1.01，変動係数は 0.12 である。  
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9.4 今後の課題 

(1) 建築研究所で実施するべき今後の課題 

実務設計の観点においては，将来行われるであろう部材の実験研究の結果を定期的に収集し，

現在の構造設計で用いられている評価式の精度を明確にできれば構造設計者が安全性を確保する

際に有用な情報になる。また現在の試験体情報を構造設計者の目的に応じて検索するシステムが

ないため，それらを構築し，それらを利用できるように整備することが当面の課題として挙げら

れる。 

研究の観点においては，変形情報，剛性情報，履歴エネルギー吸収に関する情報が明記されて

いることは極めて少なく，論文中のグラフから，その情報をデジタルに変換して得ることも検討

する（例えば，アナログからデジタルに変換する手法を検討するなど）必要がある。関連して限

界耐力計算においては，部材の変形性能など，安全限界時変形の評価が必要となるが，これらの

評価式は技術基準解説書には記載されていないため，部分的に提案式のある部材のみ検討対象と

した。今後は，変形性能に関する評価精度を検討する必要がある。さらには，実験データベース

に収集された各因子の偏りやばらつきを統計的に評価できるような手法についても検討すること

が望ましい。 

 

(2) 合理的な設計手法の提案のための今後の課題 

現在は設計式の評価精度を直接考慮した設計体系ではないが，将来的に包括的なデータが整備

され，各設計式の評価精度が明確になれば，各部材の評価式に応じて安全余裕度を適切に設定で

きる設計体系を構築することができる。そのために現時点においては，現在収集したデータベー

スの粗密を分析し，設計において不足している部材についての情報収集を行うことが必要である。

また精度の高いデータベースの構築の為には，実験論文に記載される内容に的確に記載される必

要がある。今回，本資料で取り纏める過程で，部材毎の課題を以下に挙げる。 

 

【梁】 

今後の設計体系が変形を陽に評価する手法に移行する傾向があるのであれば，せん断強度式と

しては，経験式による荒川式からトラス・アーチ理論式への移行を検討する必要があると考えら

れる。付着設計については，付着強度の評価式に加え，実情に合致した設計用付着応力度の設定

を合理的に定める必要があると考えられる。 

今後，有用な実験データを蓄積するためには，変形性能までを評価する場合には，片側の破壊

によって，実験データの荷重－変形関係が支配的にならない平行機構を有するダブルカーバチャ

ータイプの構造実験が必須となると考えられる。 

実施設計を前提とした研究をさらに進めるためには，短期許容応力度レベルなどの構造設計に

ついて，各種のせん断補強筋によって取り扱いが異なっているなど，構造設計者が考える小さい

変形（部材角 1/100 から 1/50rad）レベルの構造性能に着目した研究が望まれると考えられる。近

年は，限界耐力計算法などの設計法の整備も進められており，データベースを作成するにあたっ

て荷重変形関係などのデータのデジタル化も合わせて進める必要があると考えられる。 

試験体スケールをある程度確保し，制御できる荷重レベルでの初期変位の剛性を計測できる実

験手法の確立が望まれる。今後，標準試験方法の提示など，精度のよい構造実験に関する情報を
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公示し，有用な実験データを蓄積することが望まれる。また，変形性能を議論する場合には，厳

密には加力サイクルの影響も考えられることから，標準的な加力サイクルの提示を，官民学で協

力して定めることも重要であると考えられる。 

 

【柱】 

梁部材と同様に柱部材についても，せん断強度式としては曲げ降伏後の変形性能についても検

討が可能なトラス・アーチ理論式への移行を検討する必要があると考えられる。付着設計につい

ては，構造設計者が検討する合理的な設計用付着応力度の設定が必要であると考えられる。これ

は，近年は構造解析技術およびソフトの開発が進展しており，構造設計者は静的増分解析結果か

ら予め極大地震時における曲げモーメント分布を把握することが可能である。そのため，柱部材

の設計用付着応力度を，一義的に階高中央位置を反曲点として求めるのではなく，実情に合わせ

た設計用付着応力度の設計を可能とする合理的な設計手法の確立が必要であると考えられる。過

去に経験した RC 造建物の甚大な地震被害要因の一つに，高軸力が作用することで柱部材が破壊

し鉛直支持能力を喪失してしまう破壊モードに関する設計法を明確に示していく必要があると考

えられる。 

梁部材と同様であるが，今後,様々な目的によって実施されると予想される構造実験に対して，

標準的で理想的な構造実験例を提示し，日本の研究レベルの底上げを行うことができないか。ま

た，研究者から共有データの提出を行うことで何らかのインセンティティブを享受しながら，複

数の研究者または任命された研究者によって精度のいいデータベースの構築ができないか，今後

議論を行う必要があると考えられる。 

 

【腰壁・垂れ壁付き梁】 

本研究で検討を行なった構造スリットを設けた腰壁・垂れ壁付き梁および腰壁・垂れ壁付き梁

の評価式では，矩形の梁断面の評価式を壁付の梁に準用しているものが多く精度が良いとは言え

なかった。重要な耐震性能項目である，腰壁・垂れ壁付き梁の曲げ終局強度や降伏点剛性低下率

の精度はまだ十分とはいえない。これは，実験による腰壁・垂れ壁付き梁の履歴性状を三折れ線

でモデル化する際の手法にも依存するため，今後は部材のモデル化も含めた総合的な評価が必要

と考えられる。 

 

【袖壁付き柱】 

袖壁付き柱の変形性能評価について言及すれば，現在，曲げ理論の解釈に基づいた合理的な設

計法の開発が様々な機関で実施，検討され始めている。今後は，それらを発展させ部材降伏時の

変形や限界変形角の精度を高めることが期待される。とくに，限界変形角は，袖壁圧縮端部の拘

束状態に依存するため，そのことを考慮した設計法の開発が望まれる。一方，袖壁付き柱は，独

立柱に比べて剛性が高く，大きなせん断力を負担できる特徴を有し，それらを有効に利用する設

計法も考えられる。しかし，その部材が大きく損傷する可能性を秘めていることを忘れてはなら

ない。以上より，袖壁付き柱を有効かつ安全に設計するためには，ある耐力，変形時にどのよう

な損傷になるかを把握し，推定する必要があると考えられる。例えば，袖壁付き柱のひび割れ幅

の推定方法の開発やせん断ひび割れ発生荷重の正確な推定手法の開発も必要と考えられる。 
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【耐力壁】 

耐力壁部材の復元力特性には，3 本柱モデル（壁谷澤モデル）が使われるのが一般的である。今

回の検討では，試験体を高さ方向に細かく分割し，分割された各断面に作用するモーメントに対

応する曲率を積分する形で，曲げ変形を計算したため，曲率の分布など曲げの復元力特性に関す

る設定が異なっている。今後は 3 本柱モデルと実験結果との対応の確認も必要である。また，変

形に関しては，せん断破壊時の変形角を計算値が過小評価する傾向が見られた。その一因として，

せん断破壊した試験体の最大耐力が，いずれのせん断終局強度式を用いた場合にも過小評価され

たことが挙げられる。せん断終局強度を低めに見積もること自体は安全側の考え方であり，問題

ないように考えられるが，その結果，せん断破壊する試験体の変形性能が実験結果と大きく乖離

しているようであれば何らかの対応が必要になると考えられる。 

また，X 形配筋とした試験体や二方向水平載荷の試験体など，今回，検討を行わなかった試験

体についても，構造性能の評価方法を確認しておく必要がある。 

 

【柱梁接合部】 

本調査での精度検証のほとんどは直交梁やスラブのない平面試験体を対象としたものであり，

より実構造物に近い直交梁やスラブを有する試験体についての検討が必要である。また，これら

は試験体数自体も少ないため，実験結果の蓄積も必要といえる。さらに，本研究では 2 方向加力

を行った場合については対象外としているが，2 方向加力された場合については評価方法の確立

も含め今後の課題である。 

柱梁接合部の復元力特性に関しては評価方法の提案も含めて研究は十分とはいえない。また，

復元力特性の検証には複雑な柱梁接合部の変形を詳細に測定する必要があり，測定方法の共有化

と実験データの蓄積も今後の課題である。 
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